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序文

　生産は大きな都市，先進的な州，富裕な国に集中し

ている．その結果，世界全体のわずか 1.5％の土地の

上で世界生産の半分が生み出される形となっている．

カイロはエジプトの国土のわずか 0.5％を使って，同

国の全 GDP の半分以上を生産している．ブラジルの

南中部 3 州は国土の 15％しか占めていないのに，全

生産の半分以上を占めている．さらに，北アメリカ，

欧州連合（EU），日本は，人口では合計 10 億人に満

たないのに，世界の富の 4 分の 3 を占めている．

　しかし，一部の人々は経済的な集中から取り残され

ている．例えば，ブラジル，中国，インドでは，遅れ

ている州の貧困率はダイナミックな州の 2 倍以上に

達している．途上国では貧困層の 3 分の 2 は村に住

んでいる．サハラ以南アフリカや南および中央アジア

を中心に，最も貧しく最も隔絶した諸国に居住してい

る 10 億人は，世界全体の富の 2％未満で何とか生き

延びている．

　このような地理的に不利な場所に住んでいる人々

は，経済発展がすべてのところに一斉に繁栄をもたら

すものではない，ということを毎日実感している．市

場というのは場所を選り好みするものなのである．し

かし，生産をもっと広く分散したからといって，必ず

しも繁栄を育むことにはつながらない．経済的に成功

している諸国をみると，生産の集中を促進すると同時

に，人々の生活水準（栄養，教育，健康，衛生などの

面で）を地域的により均一にする政策も実施してい

る．経済的集中と社会的収斂という両方に伴う利益を

享受するためには，経済的統合を目指す政策措置が必

要である．

　統合はまずは基本的なサービス（万人のための初等

教育，一次医療，十分な衛生設備，清潔な水など）へ

のアクセスを保証する制度の構築から着手すべきであ

る．統合がより困難であれば，政策を調整して，物・

サービス・人・アイデアの移動を地方的，全国的，国

際的に円滑化するインフラ（道路，鉄道，空港，港

湾，通信システムなど）の整備を推進すべきである．

統合が政治的あるいは社会的な理由から最も困難な場

所の場合，対応策はそれに応じて包括的でなければな

らない．統一化を図る制度，結び付けるインフラ，対

象を絞った介入策（スラム街改善プログラムや特定地

域への立地を促す企業向けインセンティブなど）すべ

ての政策手段を動員すべきである．

　『世界開発報告』として第 31 号に当たる今年度の

報告書では，このような原則に基づいて，都市化，地

域開発，地域統合に関する従来の政策論議を再構成し

ている．先進国の過去の経験を分析することによっ

て，現在の途上国の都市化政策にとって実際的な意義

を導き出している．内陸国であるが故に，あるいは他

の理由で世界市場から隔絶しているアフリカやアジア

の最貧国に関しては，本報告書では地域統合を推進す

るために，制度的な協力，インフラの共有，特別なイ

ンセンティブを組み合わせた有望な政策を検討してい

る．成長過程にある中所得国でも，一般的な繁栄の陰

に執拗な貧困が覆い隠されていることがある．そのよ

うな諸国に関しては，この報告書では国内統合を促進

し，最も恵まれない場所で生活している貧困層を助け

るための戦略について，概要を示している．

　いわゆる「均衡のとれた成長」というのはこれまで

実現が困難であったが，そもそも望ましいことなのか

という議論が必要であろう．今回の『世界開発報告

2009―変わりつつある世界経済地理』は，この議論

を刺激するものと期待される．また，本書はいくつか

の重要な政策論議に関して様々な情報を提供すること

を通じて，より包容的で持続可能な開発に向かう道を

示すことになるだろう．

世界銀行グループ総裁
ロバート・B・ゼーリック
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略語およびデータ注

ACP アフリカ・カリブ・太平洋

AMU アラブ・マグレブ連合

ASEAN 東南アジア諸国連合

BELDES 都市部社会資本強化プロジェクト（トルコ）

CACM 中米共同市場

CARICOM カリブ共同体

CEFTA 中欧自由貿易協定

CESIN 国際地球科学情報ネットワーク

CKLN カリブ知識学習ネットワーク

DR-CAFTA ドミニカ・中米自由貿易協定

EAC 東アフリカ共同体

EAP 東アジア・太平洋

ECA ヨーロッパ・中央アジア

ECOWAS 西アフリカ諸国経済共同体

ECSC 欧州石炭鉄鋼共同体

ECTEL 東カリブ通信公社

EEC 欧州経済共同体

EMU 欧州通貨同盟

ENEA 国立応用経済学校（セネガルのダカール）

ENSEA 国立統計応用経済学校（コートジボワール

のアビジャン）

EPA 経済連携協定

EU 欧州連合

FDI 外国直接投資

FEU 40 フィート長コンテナ換算の個数

GATS サービスの貿易に関する一般協定

GDP 国内総生産

GIS 地理情報システム

GNI 国民総所得

GRP 地域総生産

GRUMP グローバル農村部都市部地図作成プロジェ

クト

IBRD 国際復興開発銀行

ICT 情報通信技術

IDA 国際開発協会

IIED 国際環境開発研究所（イギリス）

INEGI 地理統計院（ブラジル）

IOM 国際移住機関

ISSEA 下位地域統計応用経済研究所（カメルーン

のヤウンデ）

IT 情報技術

KÖYDES 農村部社会資本強化プロジェクト（トルコ）

MERCOSUR 南米南部共同市場

NAFTA 北米自由貿易協定

NEPAD アフリカ開発のための新パートナーシップ

NSDP 国家スラム街開発プログラム（インド）

NUTS EU における統計上の地区単位

OECD 経済協力開発機構

OEEC 欧州経済協力機構

PAFTA 汎アラブ自由貿易地域

PPS 購買力基準

R&D 研究開発

RASCOM アフリカ通信衛星共同企業体

SADC 南部アフリカ開発共同体

SAR 南アジア地域

SASEC 南アジア・サブリージョン経済協力

SEZ 経済特別区

SIC 標準産業分類

SPARTECA 南太平洋地域貿易経済協力協定

TEU 20 フィート長コンテナ換算の個数

TFP 全要素生産性

UPE 初等教育の普遍化

VAMBAY 都市住宅スキーム（インド）

WAEMU 西アフリカ経済通貨同盟

WTO 世界貿易機関
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　本報告書の地域別および所得別のグループに含まれ

ている諸国は，巻末の主要世界開発指標の冒頭にある

「国の分類」に列挙されている．所得別の分類は 1 人当

たり国民総所得（GNP）に基づいており，本年度版に使

われた所得別分類の水準は主要世界開発指標の序に示

されている．図表中に示されているグループの平均値

は特記がない限り，グループ内に属する諸国の単純平

均値である．

　経済圏について国という用語を使用しているが，世

界銀行がその領域の法的ないしそのほかの地位につい

て，何らかの判断をしているということを意味するも

のではない．途上国という用語は低所得国と中所得国

を含み，したがって，便宜上，中央計画経済からの体

制移行国を含むこともある．高所得国という意味で，

先進国という用語が使われていることもある．

　ドルの数字は特記がない限り，名目の米ドル表示で

ある．ビリオン（10 億）はミリオン（100 万）の 1,000

倍，トリリオン（兆）はビリオンの 1,000 倍を意味す

る． 

データ注
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変貌する経済地理

vii

本報告書の一覧：密度，距離，分裂

　拡大を続ける都市，頻繁に移動する人々，ますます特化する製品などは発展の一部である．このような変化は北アメ
リカ，西ヨーロッパ，北東アジアで最も際立っていた．しかし，東アジア，南アジア，東ヨーロッパの諸国も範囲とス
ピードの点で同じような変化を今や経験しつつある．最新の『世界開発報告 2009』の結論は次の通りである．そのよう
な変化は他の途上国世界でも経済的な成功を収めるためには必要不可欠であり，奨励されてしかるべきである．

発展を3次元で見る
　このような変化は繁栄をもたらすが，リスクや犠牲なし

に起こるわけではない．世界中で最も繁栄している 3 つ

の場所をみてみよう．

第 1 は東京である．この世界最大の都市の首都圏は

3,500 万人と同国総人口の 4 分の 1 を擁する．それ

が国土のわずか 4％の土地に密集している．

第 2 はアメリカである．世界最大の経済を擁し，お

そらく人の移動は世界一であろう．毎年 3,500 万も

の人々が移動している．

第 3 は西ヨーロッパである．現在世界で最も結び付

いている大陸である．各国の貿易は国内総生産（GDP）

の 35％に達しており，その半分以上が近隣諸国との

取引である．

　東京を訪れた人は，ラッシュアワーには人々がプロの押

し屋によって電車に押し込まれるところを見ることができ

る．何百万という人々がそのような寿司詰めに喜んで身を

さらしている．日本の経済密度を示す地図を見ればその理

由が理解できるだろう．日本の富の相当な割合が東京で

生み出されているのである．その分け前に与るためには，

人々は近くに住んでいなければならない（地図 G0.1 参

照）．この地図で最も際立っているのは密度である．富は

東京と大阪に集中している．

　アメリカでは，感謝祭の休暇シーズンになると，毎年約

3,500 万人が家族や友人の家に帰ろうとする．場所によっ

ては冬の始まりで，飛行機はしばしばキャンセンルされ

る．しかし，アメリカ人は家族や友人と離れ離れになるの

を我慢している．経済活動が国内の数カ所に集中している

ためだ（地図 G0.2）．この富の一部を手に入れるためには，

それに近付かなければならない．それが毎年 800 万人も

•

•

•

の人々が経済的機会までの距離を減らすべく，州を越えて

移住している所以である．この地図で最も際立っているの

は距離である．

　大西洋の向こう側の西ヨーロッパでは，別の大規模な移

動が毎日起こっている．人ではなく物の移動である．エア

バスが適例だろう．その部品の生産や組み立てはフランス，

ドイツ，スペイン，イギリスだけでなく，それ以外の諸国

でも行われている．航空機の巨大な一部が船や飛行機に積

み込まれているが，特定の部品ごとにある程度の規模で生

産することに特化している場所がそれぞれ異なるためだ．

少し前まで分裂していた地域内の各国が今やかつての敵国

と貿易で結ばれ，かつてなく統合したヨーロッパ連合（EU）

を形成している．このような統合の進展に伴って分裂が減

少し，特化と規模が可能になっている（地図 G0.3）．

　このような苦痛を耐えている見返りは何だろうか？　こ

の経済地理の地図（地図 G0.4）は GDP の規模に応じて各

国の面積を変更したものであり，大都市，人の移動，国の

結び付きが利益をもたらすことを示している．アメリカ，

西ヨーロッパ，日本が世界経済を支配しているのである．

　過去 2 世紀にわたる先進国世界をみると，都市，移住，

貿易が進歩の主な触媒となってきた．このよう話が途上国

世界のなかで最もダイナミックな諸国でも現在繰り返され

ている．

インドのムンバイは世界最大の都市ではないが密度は

世界一である．しかも拡大を続けている．

中国は世界最大の経済国ではないが世界一の速さで成

長しており，おそらく人の移動性でも世界一であろう．

東南アジアはヨーロッパのように政治同盟は形成して

いないが，EU と同じように部品財を相互に貿易して

いる．

　ムンバイの寿司詰めの電車に乗ることは，経済的密度を

•

•

•
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地図 G0.1　密度―東京に近い方が有利な理由

日本

日本における 1 平方キロメートル当たりの経済的生産

札幌

東京

名古屋大阪

広島

北九州
福岡

出所：2005 年の地区別 GDP 推計値に基づき WDR 2009 チームと世界銀行 Development Research Group が
作成．Nordhaus (2006) も参照．

地図 G0.2　距離――アメリカ人が移動しなければならない理由
アメリカにおける 1 平方キロメートル当たりの経済的生産

ポートランド
シアトル

サンフラ
ンシスコ

ロサンゼルス

フェニックス

デンヴァー

ダラス

ヒューストン
マイアミ

ボストン

ニューヨーク

ワシントン D. C.
シカゴ

アメリカ

地図 G0.3　分裂――アフリカで進歩を阻害して
いるが西ヨーロッパではそうなっていないもの
財・資本・人・アイディアの流れにかかわる国境規制

出所：WDR 2009 チーム．
注：国境の幅は各国の他の諸国に対する規制（財・資本・
人・アイディア）に関する要約指標に比例している．

出所：2005 年の地区別 GDP 推計値に基づき WDR 2009 チームと世界銀行 Development Research 
Group が作成．Nordhaus (2006) も参照．
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地図 G0.1　密度―東京に近い方が有利な理由

活用するためとはいえ，生命ないし手足を失うリスクを犯

しているのに等しい．通勤者の間やダラビ地区のようなス

ラム街には凄まじい雑踏が存在しているにもかかわらず，

ムンバイの人口は 1970 年代以降 2 倍に増加している．

中国の労働者は 1990 年代以降，沿岸に集中している経済

的な機会に近付くために移住している．感謝祭の時期に旅

行するアメリカ人とちょうど同じように，旧正月になると

2 億人の中国人が旅している．東アジアの地域的な生産

ネットワークは，西ヨーロッパのエアバスよりも広範囲に

わたって広がっている．東アジア諸国は飛行機部品を貿易

しているわけではないが，かつて敵国であった国どうしが

同じ頻度とスピードで，自動車やコンピューターの部品を

貿易している．

　それで，見返りは？　世界の経済地理を描いた地図上

で，中国，インド，東南アジアの形が見てとれるだろう

（地図 G0.4）．これを巨大なアフリカ大陸の形と比較して

みよう．ほっそりした半島のようなものにすぎない．

　本報告書では，一部の場所がうまくいっているのは，以

下の通り，経済地理の 3 つの次元にそった転換を促進し

てきたからだと主張している．

都市の成長でみられるように密度が上昇すること

 労働者や企業が密度の近くに移動することに伴って

距離が短くなること

 各国が規模と特化を活用すべく経済的な国境を低く

して世界市場に参入していることに伴って分裂が減少

•

•

•

すること

　アメリカと日本はこれまでこのような方向で経済地理を

作り変えてきた．中国は今作り変えつつある．これは特に

アフリカを中心に，世界の他の地域の途上国にとっても役

立つ変化になるだろう，というのが本書の提言である．

不均衡な成長と包容的な発展
　上に述べたのが本書の提言であり，本書はそのメッセー

ジを発信することを目的として構成されている（図 G0.1

参照）．

パートⅠでは，密度，距離，分裂という 3 つの次元

に沿った変化を，1 つずつ順番に取り上げて説明する．

過去ほぼ 1 世紀にわたる経験を要約したものになる．

パートⅡでは，このような変化の動因を分析する．そ

れは集積，移住，特化と貿易という市場諸力である．

過去ほぼ一世代にわたる政策研究の成果を凝縮したも

のになる．

パートⅢでは，これに先立つ 2 つのパートにおける

経験と分析から出てくる政策の意義を検討する．3 つ

の政策論議を再構成するために共通する枠組みを提示

することになる．3 つの論議とは，それぞれ都市化，

国内の後進地区，地域統合とグローバリゼーションに

かかわるものである．

•

•

•

地図 G0.4　市場は世界をどう見ているか
各国の規模は世界 GDP に占める割合を示す

出所：Worldmapper（http://www.sasi.group.shef.ac.uk/worldmapper.index.html）．
注：この地図は為替相場で換算した GDP ベースで，どこの国がほとんどの富を保有しているかを示している．為替相場は購買力平価であり，あるお金が他の国でい
くらの価値があるかを示す．



x 世界開発報告 2009

　この報告書はこのような論議のうち，関心をもっている

のが 1 つだけの人は一部を読むだけでいいという形で構

成され，執筆されている．つまり，垂直的に読むことがで

きる．密度，都市化，集積に関する章は，規模の大小ある

いは所得の高低にかかわらず，すべての諸国に関心をもっ

てもらえるだろう．距離，要素移動性，地域開発について

の章に最大の関心をもつのは大きな中所得国であろう．分

裂，輸送コスト，地域統合に関する章について最大の関心

を抱くのは低所得の中小国であろう．

　「変貌する経済地理」に関する 4 つのスポットライトは，

北アメリカ，西ヨーロッパ，東アジア，サハラ以南アフリ

カについて，市場諸力と政府政策との相互作用を検討した

ものである．3 つの次元の間の相互作用に光を当てること

によって，このスポットライトは本書の他の部分にもつな

がっている．

　本書では，経済地理について最も重要な政策問題を，地

方，国家，国際というそれぞれ相異なるレベルからも検討

している．地方レベルでは，ナイジェリア南部のラゴス州

など特定地区の政策問題はどうやって都市化を管理する

か，ということになる．国家レベルでは，ナイジェリアの

政策問題は資源と生活水準にかかわる南北格差をどう管理

するか，ということであろう．国際レベルでは，西部アフ

リカや東アジアにおける政策問題は内陸諸国と沿岸諸国，

あるいは貧困国と富裕国の双方にとって利益になる経済統

合をどうやって実現するか，ということにある．

　地理の尺度（規模）が地方から国家や国際へと大きくな

るにしたがって，具体的な政策問題は変わってくる．しか

し，うまくいく場所もあればそうでない場所もある，とい

う基本的な問題は同じである．そして，それは不可避なこ

とだとして容認してしまうのはどんな人にとってもむずか

しいだろう．

　本書の主要なメッセージは経済成長というのは不均衡な

ものであるということだ．経済活動を広く分散しようとす

ると，それを阻害することになる．しかし，それでも発展

は包容的であり得る．経済的な機会から遠く離れて生活を

始める人でさえ，富が一握りの場所に集中化することから

利益が享受できるという意味である．不均一な成長と包容

的な発展の両方から利益を享受するためには，経済統合を

実現すればいいのである．

経済統合――地方，国家，国際的統合
　本報告書では経済統合の意味を明確にしている．農村部

と都市部の統合やスラム街と都市の他の部分との統合とい

えば，ある 1 つのことを意味する．それは一国内の後進

地区と先進地区の統合とは意味が違うであろう．さらに，

記述

分析

政策

変貌する経済地理：西ヨーロッパ

変貌する経済地理：東アジア

変貌する経済地理：サハラ以南アフリカ

第 1章
密度

第 4章
集積

第 2章
距離

第 3章
分裂

第 5章
移住

第 6章
特化

第 7章
都市化

第8章
地域開発

第9章
地域統合

変貌する経済地理：北アメリカ 

図 G0.1　本報告書は章別に，あるいは政策別に読むことが可能

出所：WDR 2009 チーム．
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隔絶した国と接続のいい国の統合にはまったく違う意味が

ある．このような経済統合の概念が，都市化，地域開発，

国際的統合という開発にかかわる 3 つの論議にとっては

極めて重要である．

都市化

　本書で示した主張と証拠は基本的に都市化戦略にとって

必須の要素を提示しているので，それを活用すれば都市化

の段階に応じて政策の優先順位を設定することができる．

一国内の領域ないし地区には固有の地理がある．しかし，

以下の通り，原則はかなり普遍的である．

農村が中心の場所では，政府としてはできる限り中立

でなければならず，いくつかの場所が都市化する可能

性に備えて制度的な基盤を確立すべきである．良い土

地政策が極めて重要であり，万人に基本的な公共サー

ビスを提供する政策も同様である．コスタリカが適例

である．

都市化が急進展中の場所では，政府としては制度に加

えて接続的なインフラを整備して，経済的密度の上昇

がもっと広がるようにしなければならない．中国の重

慶が適例である．

都市化が進展してしまった場所では，制度とインフラ

に加えて，スラム街の問題に取り組むために対象を

絞った介入策が必要であろう．しかし，このような介

入策は土地と基本的サービスがある程度有効でインフ

ラが整備されていない限り，機能しないであろう．適

例はコンロンビアのボゴタである．

地域開発

　地域開発の論議も原則にしたがって再構成することがで

きる．地理の道具を使えば，貧しい場所（後進地区）と貧

困層が大勢住んでいる場所を特定することができる．この

2 つは同じでないことがしばしばである．貧困層には貧し

い場所から脱出する大きな理由があるからだ．この報告書

では，政府としては貧困をすべての地区について削減しな

がら，このような地区を国内に統合するにはどうしたらい

いかを検討する．

　後進地区というのはうまくやっている地区から経済的に

隔たっている，という一点がどこでも共通している．しか

し，経済地理は地区によって多種多様である．

中国のような諸国では，後進地区は人口が少ない．こ

のような場所に高価なインフラを拡張したり，そこに

移転するよう企業にインセンティブを供与したりする

のはあまり意味がない．それよりずっと意味があるの

•

•

•

•

は，たとえ遠隔地まで届くのにコストがかかるとして

も，基本的なサービスをすべてのところに提供するこ

とであろう．人の移動を促進することが優先課題であ

り，土地市場を改善し，安全，学校，街路，衛生を提

供する制度が統合政策の軸でなければならない．

ブラジルのような諸国では，後進地区は人口が多い．

しかし，中国と同じように，貧困層は何百万という単

位で北東部から南東部に移動している．みんなが同じ

言葉を話すので，地区間の移動はむずかしいことでは

ない．しかし，まだ大勢の貧困層が北東部に残留して

いる．北東部から人々が移動するよう促進することが

重要であると同じように，ダイナミックな南東部の市

場にアクセスできるようにすることも重要である．こ

のような場合，経済統合のためには 2 つの沿岸地区

を接続する制度とインフラの両方が必要となる．

インドなど 3 番目のグループの諸国では，後進地区

は人口が多いが（インドの総人口のうちほぼ 60％が

このような地区に居住している），人々は首都圏や南

部などうまくやっている場所に移住するのはむずかし

いと考えている．一部の地域では言語や文化の違いが

相当大きいためである．このような場合，制度やイン

フラは後進地区に立地する生産者に対するインセン

ティブで補完することができよう．しかし，このよう

なインセンティブは，共通の制度や接続的なインフラ

による統合効果を相殺しないよう慎重に設計しなけれ

ばならない．有望な可能性は，まだ農業中心の州に相

応しい農業や同関連産業にインセンティブを供与する

ことであろう．

地域統合

　最後に，本報告書で開発した原則は，グローバリゼー

ションがすべての諸国にとってうまく機能するようにする

ためにはどうしたらいいか，という議論に資するところが

大きいだろう．世界の地域を当該地域における経済統合の

むずかしさで分類する際には，地方や国家のレベルに適用

されたのと同じ論理を使うことができる．共通する問題は

分裂であるが，それは高い経済的な障壁のことである．こ

れを除くと，統合の仕事は途上国世界の地域ごとに異な

る．

中央アメリカや東ヨーロッパなど世界市場に近い地域

に属する諸国は，統合に関しては比較的単純な課題を

抱えているだけである．これら諸国は共通の制度があ

れば，大きな市場の延長線になることができる．

世界市場からは遠いものの，投資家にとって大きな国

•

•

•

•
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　ある１つのことが都市化，地域開発，グローバリゼーションに関する政策論議に共通している．現状のままでは，地
理的なターゲティングを強調しすぎているということである．農村部やスラム街ではどうすべきか，後進的な州や遠隔
地区ではどうすべきか，最貧国や内陸国についてはどうすべきか，という議論の仕方が現状なのである．本報告書では，
このような論議を再構成して，成長や発展の現実に即したものにしている．先進的な場所と後進的な場所の相互作用が
経済発展にとっては極めて重要である，というのが現実である．場所的に対象を絞った介入策というのは，うまくいっ
ていない場所を助けるために政府としてできることのほんの一部でしかない，というのが現実である．政府は統合のた
めには，場所中心のインセンティブに加えてもっと効果的な手段をもっている．政府としてはあらゆる場所を統一する
制度を構築し，ある場所を他の場所に接続するインフラを整備することができるのである．
　本報告書では，このような政策議論のバランスを見直して，あらゆる統合手段――統一する制度，接続するインフラ，
狙いを定めた介入策――を活用するよう提言している．また密度，距離，分裂という 3 つの次元を使って，比較的に単
純なものから非常に複雑なものまで幅の広い統合の挑戦課題に取り組むためには，このような政策手段の利用をどのよ
うに調整したらいいかも示している．

内市場をもつ国がある地域に属する諸国は，もっとむ

ずかしい挑戦課題に直面している．良い制度と地域的

なインフラがあれば，このような市場にアクセスする

のに役立つ．例としては東アジアがあげられるが，南

アジアも徐々にそういう地域になりつつある．南部ア

フリカと南アメリカも地域的な制度とインフラを通じ

て，域内市場を大きくし特化することによってグロー

バルに統合することができる．

統合が最も困難なのは，分裂していて，世界市場から

遠く，しかも大きな地方経済が提供してくれる経済的

•

密度が欠如している地域に属する諸国である．これに

はいわゆる「ボトムの 10 億人」がいる地域，すなわ

ち，アフリカの東部・中部・西部，中央アジア，太平

洋諸島が含まれる．このような諸国については，次の

3 つの手段がすべて必要であろう．国境を低くする地

域的な制度，各国を接続する地域的なインフラ，世界

市場への特恵的アクセスといったインセンティブの 3

つである．最後の点については，おそらくすべての諸

国が地域協力を確実に強化するという条件付きにする

ことができよう．
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場所と繁栄
　場所は人の福祉にとって最も重要な相関物で

ある．今後 20-30 年間，アメリカに生まれた人

はザンビア人の 100 倍も稼ぎ 30 年も長生きす

る．このような国の平均像の背後には，もっと心

穏やかならぬ数字がある．事情が急変しない限

り，ザンビアの首都ルサカから遠く離れた村で生

まれた子供は，ニューヨーク市生まれの子供の半

分しか生きることができず，その短い人生のなか

でニューヨーク市民が 2 ドル稼ぐごとにわずか

0.01 ドルしか稼ぐことができない．生涯所得で

いえば，ニューヨーク市民の約 450 万ドルに対

して，ザンビアの農民は 1 万ドル未満にとどまっ

ている．

　9 年間の学校教育があるボリビア人は平均する

と，ドル建ての購買力平価でみて月約 460 ドル

稼ぐ．しかし，その人はアメリカでならその約 3

倍稼げる．教育を 9 年間受けたナイジェリア人

なら，アメリカではナイジェリアの 8 倍の稼ぎ

ができる．この「場所プレミアム」は途上国世界

を通じて大きい注 1．現在の世界で所得に関して

最良の予報値は，何を知っているかや誰を知って

いるかではなく，どこで働いているかなのであ

る．

でこぼこ，うねり，おこぼれ
　所得や生活水準にこのような格差が存在するの

は，経済発展がもっているスペース的な不均一性

という顕著な属性の結末である．やや不公正では

あるが，繁栄というものはすべての場所に同時に

やってくるものではない．これは地方，国，グ

ローバルという地理的な尺度（規模）すべてにつ

いて妥当する．都市はたちまち地方の先に行って

しまう．生活水準が改善する州もあればおくれを

取る州もある．豊かになる国もあれば貧しいまま

の国もある．経済的密度を世界地図に描くと，地

　経済成長が不均衡であっても発展は包括的であり得る．これが本年の『世界開発報告 2009』のメッ

セージである．経済が低所得から高所得に向かって発展していくにつれ，生産はスペース的に集中する．

都市，沿岸地帯，結び付いている国など一部の場所が生産者に好かれるからである．各国が発展してい

くなかで，成功した諸国をみると，人々の生活水準をスペース全域にわたって一律にするための政策を

実施している．生産の集中に伴う直接的な利益と生活水準の収斂（かさ上げ）という長期的な利益の両

方を実現する方法は経済統合にある．

　経済統合の問題は簡単な解決を許さないものの，指針となる原則は複雑である必要はない．場所の経

済地理によって決定される開発チャレンジの困難性に応じて，ポリシーミックスは微調整しなければな

らない．今日，開発の地理的格差に関する政策議論はスペース的に対象を絞った介入策の検討に終始し

ている．本報告書では，このような議論を再構成して，制度，インフラ，インセンティブなど経済統合

のためのあらゆる手段を検討する．統合のための努力の基本はスペース的に盲目な制度におくべきであ

る．地理が提起する挑戦課題が困難さを増しているなか，対応策には接続的なインフラが含まれてしか

るべきである．統合が最も困難な場所では，政策対応はそれに応じて包括的でなければならない．すな

わち，統合する制度，接続するインフラ，対象を絞った介入策が必要であろう．

CHAPTER
CHAPTER
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形はどんな解像度で見ても平らではなくデコボコ

になるだろう．

　立地は経済発展のあらゆる段階で重要である

が，先進国の生活水準にとっては途上国よりも重

要性が低い．100 件以上の生活水準調査に基づ

く推計によれば，各途上国（ブラジル，ブルガリ

ア，ガーナ，インドネシア，モロッコ，スリラン

カなど）の国内で最も繁栄している地区の平均消

費は，同じ国内でも遅れている地区に比べてほ

ぼ 75％も高くなっている．カナダ，日本，アメ

リカなど先進国では，それが 25％以下の違いに

とどまっている．ところが，国が豊かになりつつ

ある段階では，経済的な生産にとっては立地の重

要性が高まる．ガーナ，ポーランド，ニュージー

ランド（国土面積がほぼ同じ 25 万平方キロメー

トルであるという中規模の国 3 つ）について，1

人当たり国民総所得（GNI）をみると，それぞれ

600 ドル，9,000 ドル，および 2 万 7,000 ドル

と大差がある．経済的に最も密度の高い 5％の土

地が国内総生産（GDP）に占めるシェアをみる

と，ガーナ 27％，ポーランド 31％，ニュージー

ランド 39％となっている．

　換言すると，国の発展に伴って，立地は家計に

とっては重要性が低くなる一方，企業にとっては

重要性が高くなるのである．生産の集中という経

済的な利益を確保し，消費の収斂に伴う社会的な

利益を享受する能力を，経済発展は場所に対して

付与しているようである．つまり，経済発展は好

循環という形で，さらに繁栄するための条件を生

み出すのである．

　近隣地域が重要だということを意味する様式化

された事実がもう 1 つある．繁栄している都市

が周辺地域を貧困状態に放置しておくことはほと

んどないということだ．ある州の繁栄は遅かれ早

かれ近隣州も共有することになる．近隣諸国は政

治的な国境だけでなく経済的な密度も共有するこ

とになる．北アメリカ，西ヨーロッパ，東アジア

は今や繁栄している近隣地域である．このような

地域内でも，すべての国が同一歩調で成長してき

たわけではない．各国国内では州別に成長が異な

り，同一州内でも都市，町，村ごとに繁栄が到来

した時期はそれぞれ異なっていた．あまり広く認

識されていないが，繁栄した州，国，地域に近い

場所は常に利益に与ってきたという事実がある．

繁栄は混雑をもたらし，経済活動を溢れ出させる

が，その行き先は繁栄している場所に接続が良い

場所に限定されている．貧困，不安定性，紛争が

もっている有害な効果なども波及する．近接性と

いうのは繁栄している場所にとっては恵みだが，

貧しい場所にとっては呪いとなる．

　このような発展にかかわる 3 つの属性（地理

的不均一性，循環的因果関係，近隣効果）は，必

ずしも十分な関心を集めてこなかった．しかし，

公的政策にとっては根本的な含意があるので，注

目されてしかるべきである．

地理的不均一性（第 1 の属性）は，一般的

に，政府は経済的生産を促進することと，そ

れを円滑に広げることを同時には実施できな

いということを示唆する．

循環的因果関係（第 2 の属性）は，漸進的

な目的を追求する政策立案者にとっては期待

がもてる点である．経済的生産の増加は生活

水準の地理的な収斂と両立するということで

ある．集積，移住，特化の市場諸力は，漸進

的な政策と組み合わせれば，経済的生産の集

中と生活水準の収斂の両方をもたらす．

近隣効果（第 3 の属性）は，経済統合の推

進という政策立案の原則を示唆している．不

均一性と循環性が示唆しているのは，取り残

された場所が追い付くのはかなり困難だとい

うことである．しかし，波及効果はこの障害

が克服可能だという期待がもてることを意味

する．収斂の長期的な利益を達成するために

は，経済統合というのが集中に伴う直接的な

効果を享受するのに有効で，最も現実的な方

法なのである．

　経済統合の原則を実施に移すためには，経済的

質量の集中と各地間の生活水準格差の収斂を支援

するのに，何が最善の市場諸力と政府政策である

かということを特定しなければならない．また，

このような諸力には経済地理に応じて強弱がある

という認識も必要である．過去の『世界開発報

•

•

•
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告』でもこのような諸力を検討したことがある．

この報告書では，スペースと場所を政策の底流か

ら重要な焦点に引き上げることによって，地理が

経済的機会に及ぼす影響をさらに掘り下げること

としたい．

問題――3 つの地理的な尺度（規模）
　「地理的な尺度（規模）」に応じて，享受ないし

支援すべき市場諸力が異なってくる．規模が小

さい場所で，例えば一国内のある地区（県や州）

で，地理が提起する挑戦課題は，例えば国という

規模が大きい場所における課題とは違っている．

もっと規模が大きい場所，例えば，地理的な地域

を形成している諸国のグループでは，統合に向け

て作用している市場諸力は，もっと大きい地理

的・政治的な障害で妨害されるだろう（ボックス

1 参照）．

　地方レベルでは，国の発展に伴う経済的生産の

集中は都市化の度合いで一目瞭然である．例え

ば，東アジアをみると，現在のトレンドが続け

ば，都市人口は今後 20 年間で約 4 億 5,000 万人

増加する．これは同地域内の各国が成長するなか

で，パリに相当する都市が毎月誕生することを意

味する．南および中央アジアでは，都市人口の増

加はほぼ 3 億 5,000 万人と予測されている．さ

らに，サハラ以南アフリカでは，もし経済が成長

を続ければの話となるが，都市人口は 2005-25

年の間に 2 億 5,000 万人増加する．他の途上国

世界でも，都市内部の変化は同じくらい重要であ

ろう．

　問題は人類の集中は繁栄を高めるのか，それ

とも混雑や不潔さをもたらすのかにある．もう 1

3 つの地理的な尺度（規模）：地方，国家，国際

　ラゴス州，ナイジェリア，西部アフリカの「近隣」を考え
てみよう（ボックス図参照）．

第 1 の地理的尺度は地区（area）である．ナイジェリア
南西部にあるラゴス州は面積約 3,500 平方キロメートル
で，バダグリ，エペ，イケジャ，イコロドゥ，ラゴスと
いう 5 つの区域（district）がある．人口密度は 1 平方キ
ロ当たり約 2,600 人と推定される（面積は最小であるが
人口は第 2 位の州）．ラゴス首都圏の人口密度は，集積経
済と農村部から都市部への移住が主因で，その 3 倍強に
達している．
第 2 の地理的尺度は国家（country）である．36 州と首
都圏で構成され，92 万 4,000 平方キロの国土面積を擁す
るナイジェリア連邦共和国は，国土の点で世界 32 位に位

•

•

置する．ラゴスからナイジェリア北東端までの距離は約
1,500 キロもある．南部諸州には海港と油田がある．かつ
て古代帝国が所在した北部では今や貧困率が高い．南北
間の移住は宗教と言語の相違から容易ではない．石油の
富をどう共有するかが緊張関係の原因である．
第 3 の地理的尺度は地域（region）である．ナイジェリ
アにとって西部アフリカの近隣諸国はカメルーン，中央
アフリカ共和国，コートジボワール，赤道ギニア，ガー
ナ，ナイジェリア，トーゴである．同地域は 600 万平方
キロ以上を占めているが，世界で最も高い国境で分断さ
れている．

•

出所：WDR 2009 チーム．

3 つの地理的単位：地区，国，地域
ラゴス州，ナイジェリア，西部アフリカは，それぞれ地方，国家，国際の尺度を示す

第 1 の地理的尺度
ラゴス州周辺の地区

第 2 の地理的尺度
ナイジェリアという国

第 3 の地理的尺度
西部アフリカ地域

ラゴス
ラゴス州

ラゴス州

出所：世界開発報告 2009 チーム

ボックス    1
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つの懸念は，この地理的な集中で最大の利益を享

受する人々（基本的に豊かな居住区に住む都会

人）と，村やスラム街に取り残された人々（途上

国全体で約 10 億人と推定されている）との生活

水準の乖離である（地図 1 参照）．政策対応はこ

れまでのところ（効果はなかったが），都市化に

ブレーキをかけるということであった．

　国家レベルでも，大きな市場に近い場所の方が

遠い場所よりも早く繁栄しているように，経済

成長は同じような不均一性をみせている．中国

では，沿岸地帯（主として次の 3 つの地区：渤

海地区，珠江三角州，揚子江三角州）が国土の 5

分の 1 にも満たないのに，2005 年の GDP では

国の半分以上を占めている．ブラジルでは，ミナ

スジェライス，リオデジャネイロ，サンパウロの

南中部諸州が 15％未満の国土で GDP の 52％強

を占めている．大カイロ圏は国土のわずか 0.5％

を使って，エジプトの GDP の 50％を生産してい

る．

　政治家は総じてこのような経済的不均衡を快く

思っていない．共産主義下のロシアでは，政府は

サンクトペテルブルグ，中部，中央ウラルなど旧

工業地帯の経済的なシェアを 65％から 32％に引

き下げようと苦闘し，生産の東部地区への移転を

強制した．東部が経済的生産に占めるシェアは

1925 年の 4％から，共産主義の末期には 28％に

まで上昇した．しかし，このような努力が生み出

したスペース的な非効率性が，共産主義の崩壊を

早める原因になったとみられている．途上国の政

府も国内の格差を心配するあまりに，競争力を損

なっており，経済的な崩壊というリスクを犯して

いる．生産や生活水準について国別あるいは州別

の格差を削減する政策はごく一般的ではあるが，

大体において効果がない．約 10 億人が諸条件の

悪いこのような後進地区に引き続き暮らしている

（地図 1 参照）．

　国際レベルでは，経済の成長と生産は少数の地

域に集中しており，それに応じて所得水準も様々

である．2000 年でみると，世界 GDP の 3 分の

2 は北アメリカ，西ヨーロッパ，北東アジアに集

中している．このような集中は何も新しいことで

はない．3 世紀前，世界の富の 3 分の 2 は中国

とインドが押さえていた．現在との違いは当時の

両国は世界人口の半分以上を占めていたという点

にある．それに対して，現在の欧州連合（EU），

日本，アメリカの人口は合計で世界の 6 分の 1

にも満たない．

　現在，国際的なレベルでの懸念事項は，世界の

一部地域では貧困率，非識字率，死亡率が高いに

もかかわらず，繁栄，識字，長寿を享受している

地域が他にあるということだ．これに関する政策

対応には国際貿易や投資のフローを促進するため

の外国援助や多国間協力が含まれている．しか

し，途上国の農産物輸出に対する障壁はまだ相当

大きく，遠いないし別種の人々に対する無関心か

らか援助フローは僅少にとどまっている．一般的

に，解決策のなかで援助の貢献度は小さいとい

うのが現状である．合計 8 兆ユーロの GDP を擁

する EU 域内でさえ，構造基金や連帯基金を通じ

た援助について 2007-13 年の計画をみると，年

平均 500 億ユーロ以下にとどまっている．外国

援助は援助国側の国民総生産（GNP）の 0.5％未

満にとどまっており，「ボトムの 10 億人」が居

住している祖国の対 GDP 比でみても決して大き

いとはいえない．このような人々は世界人口の

12％を占めているのに，外国援助は世界 GDP と

の対比では 1％未満にすぎないのである注 2．

　世界には途上国の都市スラム街の居住者 10 億

人，各国内の脆弱な後進地区の居住者 10 億人，

国にかかわる国際的な階層のなかで最下位の諸国

に暮らす人々 10 億人がいるが，これら重複して

いる人口が，現在，開発にかかわる最大の挑戦課

題である（地図 1 参照）．この 3 つは一見では互

いに無関係なようであるが，1 つの基本的な特徴

が共通している．スペースにかかわる尺度（規

模）は異なるものの，どの尺度でも共通して，開

発にとって経済地理の重要性が目に見える形で最

も明確に表れている．

　このような重複する 30 億人に対する懸念が，

経済成長をもっとスペース的に均衡がとれたもの

にしなければならないという処方箋につながる．

都市の成長は抑制すべきだというわけである．富

にかかわる農村部対都市部の格差は早急に縮小す

べきである．国内市場や世界市場からそれぞれ遠
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地図 1　開発に関して最大の挑戦課題―地方，国家，国際の各地理的尺度で

A．スラム街の 10 億人

B．遠隔地の 10 億人

C．世界で最下層の国の 10 億人

人口（100 万人）

出所：パネル A － UN Habitat (2006a); パネル B － WDR2009 チーム ; パネル C － Collier (2007)．

世界開発報告対象地域
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い後進的な地区や州は，そこに住んでいる人々に

雇用を提供する地域開発プログラムを通じて支援

しなければならない．さらに，途上国と先進国の

間で拡大している格差は，途上国の企業が競争す

る準備が整うまで保護する介入策を通じて対処し

なければならない．

　本報告書「世界開発報告 2009」では，これと

は違うメッセージを送りたい．すなわち，経済成

長は均衡がとれていることなどほとんどなく，そ

れを時期尚早に広めようとすれば，かえって進歩

を危険にさらす．2 世紀にわたる経済発展が示す

ところによれば，所得や生産にかかわるスペース

的な格差は不可避である．一世代にわたる経済研

究でもこれが確認されている．経済成長がスペー

スにわたって均一に広がることが期待できる十分

な理由などない．成功を収めた途上国の研究によ

ると，生産はスペース的に集中が進んでいたこと

が示されている．最も成功した諸国では，基本的

な生活水準をスペースにわたって均一化を図る政

策を導入している．経済的生産が集中すると同時

に，生活水準が収斂するのである．

　本報告書のパートⅠでは，経済発展に必要とさ

れる地理的な変化について述べる．パートⅡで

は，このような変化の動因を分析した上で，集中

と収斂の両方をもたらす市場を特定する．パー

トⅢでは，政策立案の指針となるような経済統

合（生産者が好む場所と人々が住む場所との統

合）の原則を提言する．この原則を使って，都市

化，地域開発，国際的統合に関する議論を再構築

して，政策の方向性を地理的なターゲティングか

ら統合に変更するよう提言したい．

　制度，インフラ，介入策をうまく微調整して組

み合わせることによって，現在の途上国は自分た

ちの経済地理を作り直すことができる．それがう

まくできれば，途上国は不均衡な成長と包容的な

発展の両立を経験することになろう．

発展に関する 3 つの次元
　経済発展のための地理的な変化は，密度，距

離，分裂という 3 つの次元で特徴付けることが

できる．この 3 つの単語は上述した政策課題の

単なる比喩ではない．それは「市場アクセス」

（ボックス 2 参照）というより技術的な概念と密

接な関係がある．また，それは開発の挑戦課題に

立ち向かうために再構築すべき経済地理の次元を

示すものでもある．

　密度，距離，分裂にそった理解ができると，重

要な市場諸力や，地方，国，国際という 3 つの

地理的尺度（規模）のそれぞれにおいて，適切な

政策対応を特定するのに役立つ（表 1）．

密度は地方レベルでは最も重要な次元であ

る．距離は短く，文化的・政治的な分裂は

少なく浅い．政策課題は密度を適正にするこ

とである．市場諸力を理解して，集中を奨励

し，生活水準にかかわる村，町，都市間の格

差について収斂を促進するということであ

る．しかし，急速な都市化は混雑につながる

ため距離が重要なこともあるし，都市内部の

分裂がスラム街や貧民窟で明確になることも

ある．

密度までの距離は国家という地理的な尺度

（規模）では最も重要な次元である．経済活

動が集中している地区と遅れている地区間の

距離を意味する．企業や労働者が密度（密

集地）からの距離を削減するのを手助けする

ことが政策課題である．労働移動とインフラ

投資を通じた輸送コスト削減が主なメカニズ

ムとなる．国内の分裂（言語，通貨，文化な

どの相違）は比較的小さい．ただし，インド

やナイジェリアなど広大な国は，宗教，民族

性，言語の観点から地理的に分裂していると

いえるだろう．

分裂は国際レベルでは最も重要な次元であ

る．しかし，距離と密度も関係している．経

済的生産は世界で少数の地域（北アメリカ，

北東アジア，西ヨーロッパ）に集中してい

る．そういった地域は最も統合されている地

域でもある．これに対して，他の地域は分裂

している．国際的なレベルでは，世界市場へ

のアクセスという点で距離は確かに重要であ

るが，国境の不可侵性および通貨や規則の相

違に関連した分裂は距離よりもさらに重大な

障壁である．近隣地域にダイナミックな大国

•

•

•
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が存在すれば，特に世界市場から隔たった地

域に属している小国にとっては助けになる．

中部アフリカや中央アジアなど他の地域は国

際的な統合が最も困難である．

　しかし，このような地理的な尺度（規模）それ

ぞれにおける潜在的な問題は同じであり，それは

人々と生産が別々のところにあるということだ．

生産や人々を引き付けるスピードは場所によって

異なり，このような相違が所得にかかわる地理的

な格差を決定する．発展というのは州，国，世界

を波状的に通過しながら，その後に経済的にデコ

ボコな風景を残していく．繁栄と貧困が別々のと

ころで共存しているのである．

世界はフラットではない
　発展はどの地理的な規模においてであれ，ス

ムースでも線形でもない．成長がやってくる時期

は場所によって早い遅いがある．生活水準にかか

わる地理的な格差は拡大してから，その後に地方

レベルではより速く，地理が影響力を発揮し始め

るのに伴って（国や国際のレベルでは）より緩慢

に収斂に向かう．うまく発展を遂げた諸国の過去

ボックス    2 発展の 3 つの次元：密度，距離，分裂

　本報告書では，発展に伴う経済の変化（パートⅠ）や，政
策立案の際に念頭に置いておくべき状況（パートⅢ）を描写
するために，3 つの地理的な次元を使用する．この用語は簡
単な比喩である．密度，距離，分裂は，人的，物理的，政治
的な地理のイメージを連想させるからだ．しかし，測定可能
である．以下の例を考えてみよう．
　2003 年現在，ナイジェリアにはヤギ 4,500 万頭，羊 2,800
万頭，牛 1,500 万頭がいた．例年だと羊 800 万頭，ヤギ 700
万頭，牛 50 万頭が，カノなど北部 5 州で屠殺されている．毛
皮の半分以上がポモ（料理用の毛皮）として消費される．残
りは皮なめし業者に売却される．業者の需要が現地供給を超
過しているので，家畜が近隣のチャド，ニジェール，カメルー
ンから輸入されている．ヤギと羊の毛皮はいい商売になる．
ナイジェリアは 2001 年に 3,000-3,500 万枚生産して，ほとん
どすべてをヨーロッパに輸出した．

密度．ナイジェリア北部のカノ市で毛皮を生産している皮な
めし業者について，市場状況を検討してみよう．公式統計で
は，カノ州の人口は約 900 万人と，なめし業に熟練労働とイ
ンフラを提供するには十分な大きさである．カノ市の内外に
人が集中しているため，同地区の経済的密度（1 平方キロメー
トル当たりの GDP）は，1990 年のナイジェリア全体に対し
て 35 倍の水準に達していた．市内外のなめし業者の能力を
考えると，近隣諸国から生きた家畜（最も重要な中間投入財）
を違法輸入しても採算が取れる．しかし，カノは生産された
もののほんの一部以上に消費できるほど大きくも豊かでもな
かった．製品は生産の採算が合う値段を喜んで支払う人々に
向けて輸出しなければならない．

距離．金持ちのヨーロッパ人は「モロッコ革」製の商品を欲
しがるが，その多くはカノ製である．ヨーロッパへ送るため
には，カノからのかさばる輸出はラゴスを経由しなければな

らない．それは高速道路や鉄道を使って 1,000 キロ離れてい
る．いや 4,000 キロになるかもしれない．鉄道はカドゥナ市
とイバダン市を経由してラゴスに向かうが，狭軌道で保守が
悪い．ほとんどの交易は道路によっているが，封鎖や山賊と
いった障害がある．輸送会社はカノからラゴスまでの貨物輸
送について，30 トン・トレーラー当たり 1,200 ドル以上の運
賃を要求する．ラゴスに到着すればしたで，港税，盗難，遅
延がある．船積みまでに 26 日かかる．カノからラゴスまでの
経済的な距離は金銭で測ると，ユークリッド的な（直線的な）
829 キロの数倍に達する．

分裂．しかし，旅はまだ終っていない．商品は通貨と習慣の
違いに起因するナイジェリアとヨーロッパの間における分裂
を乗り越えなければならい．2007 年 12 月 -08 年 3 月の間に，
ナイジェリアの通貨は 1 ユーロ 170 ナイラから 180 ナイラに
下落したが，英ポンドに対しては 2007 年 11 月の 246 ナイラ
から 08 年 3 月の 235 ナイラへと上昇した．革製品の買い手
も売り手もこのような通貨変動に対処しなければならない．
彼らは 2 組の法律と税関に対応しなければならないのである．
契約を執行するのに，イギリス側には 30，ナイジェリア側に
は 39 もの手続きがある．このような分裂が事業運営のコスト
を累増させる．ラゴスに接岸する貨物船はほとんどないため，
上海などもっと忙しい場所に比べるとラゴスからの貨物輸送
はずっとコストが高くなる．中国からであればイギリスまで
のコンテナ輸送は 400 ドル以下であるが，ナイジェリアから
だと 1,000 ドル以上になってしまう．

　地方の密度が低いこと，国内の距離が高価なこと，国際的
な分裂が大きいことなどが，共謀してカノに立ちはだかって
いる．さらに悪いことに，ナイジェリア国内にも宗教をはじ
めとする分裂がある．

出所：World Bank (2007); Phillips, Taylor, Sanni, and Akoroda (FAO 2004); Government of Nigeria (2003)．
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2 世紀にわたる経験を様式化すれば以上の通りで

ある．

経済的生産はさらに集中する
　国が発展するにつれて，人や経済活動は集中す

る．しかし，そのスピードはスペース的な規模ご

とに違う．経済諸力は地理的な真空のなかで作用

しているわけではないからだ．人や生産の集中は

地方レベルで最も速く，国際的レベルでは最も遅

くなっている．

集中は地方レベルで最も速い．地方という規

模でみた経済的集中は，都市化の比率（町や

都市における経済的密度や人口密度の伸び）

で測定できるので極めて好都合である．こ

の地理的変化の大部分は，1 人当たり所得が

3,500 ドルという大雑把に言って上位中所得

国になるための下限値を超えるまでには完了

する．この変化のスピードは現在の先進国が

かつて変化を遂げた時に経験したものと大差

がない．これから得られる意味は，すべての

諸国は所得がまだ低く制度が若い時期には，

都市の成長を管理しなければならないという

ことである．

集中は国家レベルでは緩慢である．これは先

進的な地区における生産や人の集積という地

区の開発指標で測定するのが最善である．こ

の変化の大部分は，1 人当たり所得が約 1 万

から 1 万 1,000 ドルという高所得国の下限

•

•

値に達する頃までには一般的に完了する．こ

れは成功して発展を遂げた諸国の経験であ

る．これが示唆しているのは，途上国として

はインフラや制度がまだ未整備でも，所得や

生産にかかわる（州など）地区別の格差は拡

大し得るということである．

集中は国際的に最も遅く長く継続する．生産

や富は 1 人当たりが 2 万 5,000 ドルという

国際的な所得分布のなかで最上層に達した諸

国では集中が続く．近隣諸国は一緒に成長す

るか停滞するかのいずれかのようである．繁

栄に近いと助けになるが，貧困諸国に近い

と足を引っ張られる．遅れて発展途上にある

諸国の成長戦略は，すでに高所得水準に達し

た諸国でうまく機能した戦略とは同じではな

い，ということが示唆される．現在の途上国

にとっては，近隣諸国や遠隔諸国の両方を含

む世界の諸外国との経済統合がいよいよ必須

なのである．

　地方レベルの（町や都市における）集中は早い

段階で起こる．まず，町や都市における人の集

中を考えてみよう．一国が発展するのに伴って，

人々が町や都市のなかあるいはその周辺に住も

うと移動してくるため，ある場所の経済的密度

が高まる（図 1 パネル A 参照）．その国が低所得

から約 3,500 ドルという中所得に向かって成長

してくるにつれて，都市人口のシェアは約 10％

から 50％に上昇する（各国の「都市」の定義が

•

地理的な尺度（規模）
地方 国家 国際

単位 地区 国 地域
例 広東省（17,8000km2）

リオデジャネイロ州（44,000km2）
ラゴス州（3,600km2）
大カイロ圏（86,000km2）

中国（960 万 km2）
ブラジル（850km2）
ナイジェリア（933,000km2）
エジプト（995,000km2）

東アジア（1,590 万 km2）
南アメリカ（1,780 万 km2）
西部アフリカ（610 万 km2）
北部アフリカ（600 万 km2）

1 番目に重要な次元 密度
農村部 / 都市部

距離
後進地区 - 先進地区

分裂
国家間

2 番目に重要な次元 距離
混雑のため

密度
後進地区の人口と貧困

距離
主要な世界市場まで

3 番目に重要な次元 分裂
公式居住区対スラム街

分裂
国内地区間

密度
近隣地域に大国が存在しない

表 1　地方レベルでは密度，国レベルでは距離，国際レベルでは分裂が最も重要

出所：WDR 2009 チーム．
注：本報告書を通じて，地区（area）は州や省など国内の経済的な近隣地区ないし行政単位，地域（region）は地理的な近接性に基づく諸国グループを意味する．
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図 1　3 つの地理的尺度（規模）すべてで，経済活動の集中パターンは類似して
いる

A．国が発展し始めると，人々は町や都市に集中する
集積指数

1 人当たり GDP（1,000 ドル，2000 年の PPP による国際的ドル）

B．国レベルでは，生産は先進地区に集中する
集中指数

フランス（1801-1999 年）

日本（1900-2000 年）
スペイン（1850-2000 年）

カナダ（1890-2006 年）

オランダ（1850-2006 年）

1 人当たり GDP（1,000 ドル，2000 年の国際的ドル）

C．国際的には，富は一部の地域に集中する
対世界 GDP 比（対数，％）

1 人当たり GDP（1,000 ドル，1990 年の国際的ドル）

様々なため国際比較は困難である）注 3．

2000-05 年について低所得国の都市

人口の伸びは年平均 3％となっている

が，これは中所得国の 2 倍強，高所

得国の 3 倍強のテンポである．これ

はタイのバンコクなど単一の都市が

急成長して，さらにその集中が高まっ

ているということを意味する場合も

ある．

　家計支出全体に占める都市部の

シェアも上昇する．マラウイ，ヨル

ダ ン， パ ナ マ と い っ た 1 人 当 た り

GDP がそれぞれ 160 ドル，1,600 ド

ル，5,600 ドルの各国をみると，都会

人の支出が総消費のそれぞれ 36％，

63％，80％を占めている．

　このようなスペース的な変化は農

業から工業へ，また脱工業化国では

さらにサービス業へという産業面で

の変化と密接に関係している．現在

の高所得国も工業化の過程で，同じ

ような都市化の急進展をかつて経験

している（第 1 章参照）．あらゆる証

拠が示唆しているところでは，農業

から工業への移行は，町や都市の繁

栄を助けた健全な農業によって，後

押しされており，足を引っ張られて

はいない注 4．人々は自分の生活を改

善するために移動する．しかし，農

業が繁栄している時，移住は移住者

自身だけでなく，後にした村や定着

先の都市をも豊かにする．

　国家的な集中はもっと長く継続す

る．都市について当てはまることが

一国内の地区にも当てはまるが，ス

ピードはもっと遅くなる．経済発展に伴って，人

や生産は国内の「先進」地区と呼ばれる一部に集

中する．このような地区（トルコでいえばマルマ

ラ地方）では経済的密度が高まる一方，経済的に

遠隔の地区（トルコなら東南アナトリア地方）で

は所得が大きな後れを取ることがある．このよう

な集中を定量化するのは困難であるが，1 人当た

り所得が 1 万 -1 万 5,000 ドルに達すると鈍化な

いし停止するようである（図 1 パネル B）．

　 集 中 は 当 初 は 急 速 に 進 展 す る． 所 得 が

500-7,500 ドルの諸国（タジキスタン，モンゴ

ル，エルサルバドル，アルゼンチンなど）内で

は，先進地区が総消費に占めるシェアは 30％か

ら 65％に上昇している．同じ国土面積で（ラオ

西ヨーロッパ
（EU12 カ国）

北東アジア
（日本，韓国，中国，台湾）

西洋の「分家」
（アメリカ，カナダ）

出所：パネル A － WDR 2009 チーム（詳細は第 1 章参照）; パネル B － WDR 2009 チーム（詳
細は第 2 章参照）; パネル C － WDR 2009 チーム（詳細は第 3 章参照）．
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ス，ガーナ，ポーランド，ノルウエイ），所得が

600-2 万 7,000 ドルの諸国における GDP 集中度

でみても，所得の増加にともなって集中度が上昇

していることがわかる．

　これは何も新しいことではない．現在の先進

国では，生産の集中は所得がもっと高くなるま

でさらに継続した．フランスの先進地区の集中

度は 1800-1960 年の間に所得が 1,000 ドルから

6,000 ドルに上昇するなかで 6 倍に高まってい

る．しかし，ある時点で，各国は所得は高くなる

ものの，集中度は上昇しないようになる．それは

高所得国の仲間入りする頃である．現在でも大き

く違ったパターンを予想する理由はまったくない

（第 2 章参照）．

　国際的な集中は当分の間継続する．経済的質量

の同じような集中は国際的にも生じている．現

在，世界 GDP の 4 分の 1 がカメルーン，同半分

ならアルジェリアとそれぞれ同じ規模の土地に

よって生み出されている．EU15 カ国，北アメリ

カ，東アジアが世界 GDP に占めるシェアをみる

と，1980 年には 70％であったが，2000 年には

83％に上昇していた注 5．これら地域のなかでも，

経済活動は時とともにさらに集中化が進展し，そ

れから分散化している．フランス，ドイツ，イ

ギリスが EU15 カ国の GDP に占めるシェアは，

1940 年にかけて約 3 分の 2 にまで上昇した後，

現在は約半分にまで低下している．東アジアで

は，日本が地域の GDP に占めるシェアは 1975

年に 83％のピークにまで上昇し，その後は低下

して 2000 年には 62％となっている．

　ある国が繁栄した時，その他の国が同じパター

ンを経験することはないと予想すべき理由はまっ

たくない．ある国で集中度が高まれば，それが近

隣諸国に波及するというパターンが確実視される

（第 3 章参照））．

生活水準は乖離してから収斂する
　所得の増加に伴って，生活水準は経済的質量が

集中している場所とそうでない場所の間で収斂す

るが，その前に乖離してから後のことになる．

基本的な家計消費は最も早く収斂する．基本•

的な家計消費にかかわる農村部対都市部の格

差は相当なテンポで縮小する．都市人口の

シェアが 50-60％と高い諸国でさえ，この格

差が縮小することがある．貧困率については

地区別の格差はもっと執拗で，国際的な格差

となるとさらに執拗である．しかし，世界の

発展が続くなかで，すべての地理的な規模で

格差は縮小してきている．

基本的な公共サービスへのアクセスが次に収

斂する．基本的な教育，保健，飲料水，衛生

などにかかわる農村部対都市部の格差は，各

国が上位中所得国になるまで執拗に持続す

る．しかし，このようなサービスにかかわる

都市内部の格差は（スラム街で最も際立って

いる），都市化が高水準に達し，所得が上位

中位所得国の水準に達した後でもかなり長く

継続する．

賃金や所得は最後に収斂する．一国が低所得

国から上位中所得国へと成長しているなかで

（これは地理的な集中が進展するのに必要と

される 1 人当たり所得と同じレンジである），

賃金や所得にかかわる国内の後進地区対先

進地区の格差は確かに乖離する．東アジアで

は，1 人当たり所得は日本の急成長に伴って

1950-70 年の間に乖離した．その後，日本

の繁栄が近隣地域に波及したおかげで，国際

的に統合した地域内の各国が繁栄するにつれ

て，所得は収斂に向かった．これとは対照的

に，西アジア諸国の間では，所得について乖

離がなかったものの急成長もなかった．

　生活水準の収斂は経済活動の集中と同じく，地

理的な尺度（規模）では地方レベルで最も速く，

国際的レベルで最も遅い．しかし，これが生じる

のは近隣地域が繁栄している場合だけである．そ

のような場合でさえ，生活水準にかかわる一部の

指標（1 人当たりの消費，所得，賃金など）は，

収斂に長い時間がかかり，当初は乖離が拡大する

こともある（図 2）．教育や健康など他の指標に

ついては収斂が速い．

　地方ベースでは，基本的な生活水準の収斂が早

く始まる．消費水準にかかわる都市部対農村部の

•

•
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格差は，各国が上位中所得国の水準に到

達するまでは拡大する（図 2）．しかし，

その後すぐに縮小し，1 人当たり所得が

約 1 万ドルの高水準に達する以前にはか

なり小さくなる．都市部における水や衛

生へのアクセスは，都市化が遅れている

諸国の都市部よりも 25％も高くなって

いる．アルジェリア，コロンビア，南ア

フリカなど都市化率が約 50％の諸国で

は，アクセス格差は約 15％である．ブ

ラジル，チリ，ガボン，ヨルダンなどで

は，この格差は 10％未満にとどまって

いる．

　このようなパターンは国内でもみられ

る．繁栄し都市化が進んでいる州では，

生活水準について農村部と都市部の格差

は小さい．これは中国，インド，フィリ

ピンなど所得水準が低い諸国にも当ては

まる．しかし，都市化が高度に進んだ

地区内では，衛生や学校など基本的な生

活水準の格差は執拗に継続する傾向にあ

る．例えば，政府の最善の努力にもかか

わらず，国の所得が高水準に到達した後

でも長いこと，スラム街は都会の風景の

一部となっている．途上国では都市人口

の 3 分の 1 がスラム街で暮らしている

のが普通である．

　国ベースでは，生活水準の乖離は速い

テンポで生じるが，収斂のテンポはもっ

と遅い．所得水準が低い時，基本的な生

活水準にかかわる州別ないし地区別の格

差は小さい．しかし，国の成長に伴っ

て，格差は速いテンポで拡大する．例え

ば，低所得国のカンボジアでは，類似家

計の消費にかかわる先進地区と後進地区の格差は

ほぼ 90％にも達している．同じ格差は中所得国

のアルジェリアでは 50％，現在のカナダではわ

ずか 20％となっている．例えば，急成長中の東

アジアや東ヨーロッパでは，この格差は急拡大し

ている．

　 チ リ の よ う な 少 数 の 諸 国 は 例 外 で あ る．

1960-2000 年についてみると，チリは 1 人当た

り GDP が約 1 万 500 ドルへと 2 倍以上になるな

かで，地理的な収斂を経験している．コロンビア

では，GDP にかかわる先進的なボゴタ地区と後

進的なチョコ地方の比率は，1950-90 年の間に

10 倍から 3 倍に低下している．それほど例外で

ないなのは，貧困，基本的な保健，栄養，教育水

準などにかかわる地区間格差の収斂である．高成

長国はどこであれ，経済的進歩をこのような基本

的な生活水準にかかわるスペース的な公平性に直

図 2　3 つの地理的尺度（規模）すべてで，生活水準の収斂パターンは類似し
ている

B．国レベルでは，先進地区対後進地区の所得格差は乖離してから収斂する

A．地方レベルでは，農村部対都市部の格差は最初は乖離して，その後に収斂する
都市部対農村部倍率（1 人当たり消費）

1 人当たり GDP（1,000 ドル，2000 年の国際的ドル）

地区別賃金 / 所得の変動係数

スペイン
（1860-1975 年） スウェーデン（1920-61 年）

アメリカ（1840-1960 年）

日本（1955-83 年）
ハプスブルグ帝国（1756-1910 年）

イギリス（1871-1955 年）

1 人当たり GDP（1,000 ドル，ギアリー = カーミス方式による不変国際的ドル）

C．国際的には，乖離してから収斂，ただし成長している地域だけ
1 人当たり GDP の変動係数

年

出所：パネル A － 75 カ国以上における 120 件以上の家計調査に基づく WDR 2009 チームの推計
値 ; パネル B － WDR 2009 チーム（第 2 章参照）; パネル C － WDR 2009 チーム（第 3 章参照）
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ちに翻訳することができたということである．

　国際レベルでは，所得の乖離は当分の間継続し

収斂が最も遅い．世界の 1 人当たり GDP は 1820

年以降ほぼ 10 倍に増加している．平均余命は 2

倍になった．識字率は 20％から 80％以上にまで

上昇した．しかし，このような利益の共有は平等

ではない．ヨーロッパとその分家（オーストラリ

ア，カナダ，ニュージーランド，アメリカ）と，

最近では日本とその近隣諸国は所得と生活水準の

著しい上昇を経験している．

　所得については，収斂が生じたのは世界のなか

で高成長の地域だけである．それら諸国の間でも

パターンは不均一である．少数の諸国がリードし

て，その結果として，近隣地域内では乖離が生じ

ると当時に，成長が近隣諸国に波及したようであ

る．西部アフリカなどその他の地域では乖離は生

じなかった．これはうれしくない慰めにすぎな

い．というのは，このような地域はヨーロッパ，

その分家や，日本などに差を開けられていたから

だ．近隣地域の重要性はラテンアメリカ諸国（ア

ルゼンチン，ブラジル，チリ，ウルグアイ）と南

部ヨーロッパ諸国（イタリア，ポルトガル，スペ

イン）の比較で，最も明確に例証することができ

る．南部ヨーロッパ内部の収斂は年率 1％で進展

したのに対して，南アメリカではわずか 0.3％に

とどまっている．

　所得とは対照的に，平均余命や教育など基本的

な生活水準へのアクセスにかかわる世界的な不平

等は，1930 年以降小さくなってきている．この

ような改善は 1960 年以降スピードアップして，

すべての地域で共有されている．

　世界は現在変わってしまっているが，過去は
有益な教訓を提供してくれる
　現在の途上国にとって集中や収斂にかかわる一

般的なパターンは，先に発展した諸国の場合と同

じようなものになる可能性が高い．しかし，技術

的・政治的な理由から，いくつか違いがある．

　都市が大きい．医学や輸送が進歩したおかげ

で，世界は今や人口が多く，都市はずっと大きく

なっている．途上国の都市人口は 1985-2005 年

の間に年 830 万人増えた．現在の高所得国にお

ける都市人口の増加は，所得が現在の途上国とほ

ぼ同じであった 1880-1900 年の間に年 300 万

人にとどまっていたので，現在は過去のほぼ 3

倍の規模だといえる．中国とインドを除くと，年

間の増加は 450 万人以下と，1 世紀以上前と比

べて約 50％多いということになる．大きな違い

は世界で現在の大都市はかつてに比べてずっと大

きいという点にある．ロンドンの人口は 1990 年

当時 700 万人弱であった．低所得国のなかで現

在最大の都市ムンバイはその 3 倍の規模である．

中所得国のなかで最大の都市メキシコシティも同

様である．世界で大きな都市の上位 100 位まで

の平均規模は 1900 年のほぼ 10 倍に達しており

（図 3），その約 3 分の 2 が途上国にある．

　市場が広い．通信や輸送の技術が進歩したおか

げで，市場の概念はもっとグローバルなものに

なっている．世界貿易が生産に占めるシェアは

25％強と，1900 年と比べて 5 倍以上になって

いる（図 3）．市場をよりグローバルにする外国

貿易と資本フローの開放性は，現在の途上国では

所得にかかわる国内各地区間格差の拡大と長期化

につながる．一国内のすべての地区が世界市場へ

のアクセスに等しく適しているわけではないから

で，沿岸地帯や経済的に密度の高い地区のほうが

分がいい．2007 年の中国の 1 人当たり GDP は

1911 年当時のイギリスと同じである．中国の先

進地区である上海の 1 人当たり GDP は 1988 年

当時のイギリスと同じであるが，後進地区である

貴州省のそれは 1930 年当時のイギリスに近い．

この理由は中国の規模が大きいこと，沿岸地帯が

世界貿易に対して開放されていること，上海が沿

岸地帯に立地していることにある．

　国境が多い．輸送や通信の改善を受けて市場は

より国際化しているのに，政治的に世界はより分

断的になっている．1900 年には約 100 の国境

が存在していた（図 3）．それが現在は 600 以上

になっている．アジアやアフリカの諸国がヨー

ロッパの植民国から独立を獲得したことや，ソ連

および他の共産諸国が中小国に分解したことが原

因である．世界が多数の諸国に分解するというこ

とは，国内市場が小さくなるということを意味す

る．しかし，と同時に，外国市場アクセスの潜在

性が高まるということも意味する．いずれにせ



��概観

よ，各国間の国境を低くなったことで，今や生産

者や労働者に大きな利益がもたらされている．

　このような技術的な相違は過去が何の教訓にも

ならないということを意味するのだろうか？　途

上国の都市は大きすぎるので，これら諸国は都市

化が鈍化した方が豊かになるのだろうか？　現在

の途上国は同じような発展段階にあった時期の先

進国に比べて，生産や所得にかかわる地域的な格

差をもっと懸念すべきなのだろうか？　すべての

途上国が世界市場にアクセスして，分断化の高ま

りに伴う不利を相殺するのは，現在の方がかつて

より容易になっているのだろうか？　本報告書で

は，このような疑問すべてに対する答えがなぜ

ノーになるのかを示したい．

市場が経済的風景を形成する
　人間居住区における密度の上昇，市場までの距

離を短縮化するための労働者や企業家の移住，各

国間の通貨や習慣の相違が引き起こす分裂の低下

は，経済発展が成功するのに極めて重要である．

密度，距離，分裂という 3 つの次元におけるス

ペース的な変化は，日本，北アメリカ，西ヨー

ロッパで最も顕著である．人や製品の迅速かつ頻

繁な移動は，北アメリカ，西ヨーロッパ，北西ア

ジアが世界人口のわずか 6 分の 1 弱で，世界生

産の約 4 分の 3 を占めるようになるのを後押し

した．

　集積，移住，特化という同じ市場諸力が，現在

最も成功している途上国の経済的風景を同じよう

な範囲とスピードで変化させている．都市の拡

大，人々の移動，貿易の活発化が，過去 2 世紀

にわたって先進国世界が進歩するための触媒に

なってきた．今はそういった諸力が途上国世界の

なかで最もダイナミックな場所を牽引しているの

である．

「集積経済」の領域
　四川省成都から広東省深圳まで国道 321 号線

を東に走るドライブは，経済発展のなかを通過す

る旅になる．このような高速道路をたどって移住

する労働者は家族を残してきているのが普通だ．

しかし，家族が貧困を脱出し，中国が中所得国の

なかで地位を駆け上がっていくのを後押ししてい

る．移住者が東に向かうにつれて，他人の近くで

働くことで利益を享受することがない農業の領域

を離れることになる．その代わり，「集積経済」

の領域に入る．そこでは他人のそばにいることが

大きな利益をもたらす．

図 3　現在の途上国はかつてとは違う世界に直面している

a．都市は人口が多い
100 万人（世界大都市）

年

国境数

年

年

b．市場は国際的
世界貿易対世界 GDP 比（％）

c．しかし世界は分断されている

出所：WDR 2009 チーム．
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　深圳は若者を引き付けている．800 万人の住

民のうち 90％は生産年齢にある．エレクトロニ

クス製品に特化している．しかし，その生産量は

膨大である．同市の 2006 年の輸出はインドの総

輸出を凌駕し，深圳港は世界第 4 位の取扱量を

誇っている．集積，移住，特化の諸力に牽引さ

れ，香港に近接していることに助けられて，深圳

は 1979 年に経済特別区に指定されて以来，中国

のなかでも最も高い伸びを示している．

　このような話がインドでも繰り返されている．

1990 年当時のティルッペルンブドゥールはラジ

フ・ガンジー首相が暗殺された場所として知られ

ていた．2006 年には，未亡人のソーニャ・ガン

ジーは 2,000 万個目の受話器を吐き出したノキ

アの携帯電話工場を見学していた注 6．工場はちょ

うどその年の初めに生産を開始したばかりであっ

た．深圳のような行政的に優遇された地位もイン

フラもないが，スリペルンブドゥールはエレクト

ロニクス製品に関して，インドの，いやおそらく

地域のハブに発展する途上にある．その鍵は町が

チェンナイに近いことにある．それは深圳が香港

に近いことが成長に与って力があったのとちょう

ど同じである．

　シンガポールが独立を余儀なくされた 1965 年

当時，繁栄した場所も平和的な場所も近隣にはな

かった．それどころかマレーシアとインドネシア

という貧しい 2 つの国に挟まれていた．両国は

植民国どうしの戦争で荒廃していた．シンガポー

ル人の 4 分の 3 は借家暮らしであった．しかし，

1980 年までには現在の深圳とちょうど同じよう

にエレクトロニクスに特化して，工業化を果たし

た．1986 年時点では世界最大のコンテナ港と東

南アジアの金融ハブとなっている．その間に，土

地市場を整備し，効率的な交通インフラを建設

し，住宅改善のために介入することによって，ス

ラム街を一掃した．繁栄は隣のマレーシアにも波

及している．今度はマレーシアの製造業主導型の

繁栄は 200 万人のインドネシア人を助けること

になり，彼らが建設やサービスの仕事を充足する

ために流入している．シンガポールのビジネスマ

ンはアジアをジェット機で飛び回ることで，深圳

やティルッペルンブドゥールよりも遠いところ

の成長を後押ししている．地図上の「小さな赤い

点」として隣国の首長が嘲笑したといわれる国

が注 7，自ら転換して，近隣地域を統合し，旧宗

主国であるイギリスを凌駕したのである（地図 2

参照）．

　シンガポール，深圳，スリペルンブドゥール

は，生産における規模の経済，労働や人の移動，

輸送コストの低下がどのように相互作用して，都

市や大小さまざまな国で急成長を生み出したかを

示している．どんな経済にとってもそれがエンジ

ンであり，繁栄と貧困削減にとって極めて重要な

役割を果たす．アダム・スミスの『国富論』は最

出所：WDR2009 チーム

地図 2　居住区の規模によって規模の経済は異なってくる

深圳

香港，中国

シンガポール

スリペルンブドゥール
チェンナイ

バンガロール
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も影響力のある経済書といえるが，その最初の 3

つの章のテーマは正にその繁栄と貧困削減であっ

た．

　スミスが強調した集積経済は 3 のタイプに分

類される．もっぱら企業に関するもの，同一の場

所にいる同一の産業によって共有されるもの，よ

り一般的にもっと広い都市部にいる生産者にとっ

て入手可能なものの 3 種類である．

人口 1 万 7,000 人だったスリペルンブドゥー

ルは，現代が 1999 年に大きな自動車工場を

建設するためには十分な大きさであった．そ

の町は現代が 2006 年までに 100 万台目の

自動車を生産するのを助けてきた．基本的な

教育と保健サービス，港に近いこと，基本的

なインフラが，工場レベルで規模の経済を享

受するのに必要とされるすべてであった．証

拠が示すところによれば，内部的な規模の経

済は造船など重工業では大きく，衣料など軽

工業では小さい．町には十分な労働者がいた

ので，労働者と大工場の仕事をマッチさせる

ことができた．つまり，スリペルンブドゥー

ルのような町は内部経済を円滑化するのに十

分な大きさなのである．

深圳経済特別区（面積はわずか 300 平方キ

ロメートルにすぎないが約 300 万人もの人

口を擁する）は，活況を呈しているエレクト

ロニクス産業の中心地である．熟練および未

熟練両方の若い労働者の供給が潤沢なため，

この地区は産業が必要とするものを確実に供

給できるようにすべく，教育の改善と研究施

設に投資している．深圳港は中間投入財を運

び込み，最終製品を運び出している．最先端

のコンテナ港やコンベンションセンターなど

高価な施設を共有し，工場が操業を急拡大

させるのに伴い増加を続ける仕事に労働者を

マッチさせている．香港に近いことから，金

融へのアクセスが確保できる．しかし，深圳

自体でも金融部門が急拡大中である．また，

大勢の投入財サプライヤー間の顧客を求める

競争で，コスト節約が生み出されている．こ

の地区は経済用語で地方化の経済を提供する

•

•

ことにおいて優れている．

シンガポールは以上のような段階を通過し

て，今や世界有数の商業センターになってい

る．安定した経済環境，優れた輸送リンク，

住みやすさ，効率的な金融などを提供するこ

とによって，シンガポールはアジア太平地域

全体にサービスを提供している．このような

サービスは広範な産業に利用されている．そ

れには海運，製造業，教育，金融，保険，不

動産など様々な業種が含まれる．これらの産

業は経済的密度をベーにして繁栄している．

700 平方キロメートルの以下のスペースに

500 万人弱の人々が密集しているシンガポー

ルは，人口密度が世界一高い国である．しか

し，2006 年の同国の輸出 3 億ドルは，面積

が 1,600 万平方キロのロシアとほぼ同じで

ある．シンガポールの多様性が共有，マッチ

ング，学習を後押しして，経済学者が都市化

の経済と呼ぶものを提供しているのである．

　ほとんどの国では，そういった町と都市が併存

している．ブラジルのリオデジャネイロ州の人口

は約 1,450 万人である．州都からそれほど遠く

ないところにあるボルタレドンダ市は，元々はラ

テンアメリカ最大の製鉄所 CSN のニーズを満た

すべく財とサービスを供給していた．一方，州都

から約 15 キロ離れたデユケデカシアス市は，石

油化学製品を生産している産業のニーズを満たし

ている．また，人口 600 万人を擁する多様化し

たリオデジャネイロ大都市圏は，周辺の居住区向

けに金融サービスを提供している．そして，リオ

という都市はサンパウロなど他の大都市圏と一緒

になって，ブラジルをそれ以外のラテンアメリカ

や世界に結び付けている．このようなパターンは

あまりも馴染み深いもので，ほとんど都市経済の

法則のようである．

　居住区の機能や命運はお互いにリンクしてい

る．工業地帯が前任の農業地帯と違うのは，単に

より集中しているだけでなく，より特化している

という点だ．大都市は新規設立企業には最適かも

しれないが，中小都市はもっと確立した企業に適

している可能性がある．農業の場合，播種と収穫

•
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は同じ場所で行われなければならない．工業やビ

ジネスサービスの場合はそうではない．輸送や通

信にかかわるコストの低下で，企業は播種と収

穫をスペース的に分離することが可能になってい

る．製品の設計と金融は大都市で行い，生産は小

さな町で行うことが可能である．

　企業が市場条件の変化に対応しようとしている

なか，場所が果たす機能も変化しなければならな

い．さもないと衰退のリスクを犯すことになる．

土地というあらゆる生産投入財のなかで最も固定

的な要素でさえ，用途が変化しなければならな

い．ある場所が居住地になったのは海や川へのア

クセスが理由であったかもしれないが，その土地

市場の俊敏さが居住地がどの程度成長するかを大

体において決定することになる．政府は繁栄する

場所の選定に優れているとは限らない．しかし，

政府がどのようにしてうまく規則を制定するか，

インフラを構築するか，土地利用を効率化すべく

介入するかが，近隣地帯全体にとって繁栄のペー

スを決定するだろう．

　場所はどのような種類の集積経済を実現するか

に応じて，大きくも小さくもなる．規模よりも機

能のほうがずっと重要である．しかし，経済的密

度から遠く離れた立地は一般的には生産性の足を

引っ張る．ブラジルではこの距離を倍にすると，

生産性は 15％，収益は 6％減少するといわれて

いる．インフラが改善されれば経済的な距離は削

減される．しかし，途上国では，労働者や企業家

がこの距離を縮めるのに最も自然な方法は互いに

近くに移動することである．

近接性の利益を享受するために移住する
　集積経済は人と金融を引き付ける．現在，資本

は収益機会を求めて長距離を瞬時に移動する傾向

にある．人も移動するが，遠く離れたところでは

なくて近くの集積地に迅速に動く．ひとたび工場

と人がある 1 つの場所に集まると，以下のこと

が引き続いて起こる．

地方レベルでは，高成長を遂げている経済で

は密度への移動が迅速に生じる．これは農業

から工業にシフトした際に発生した農村部か

•

ら都市部への急激な移住で明らかである．韓

国では，1970-95 年の高度成長期に都市人

口のシェアが 82％と 4 倍になった．1960

年代かと 70 年代における都市人口の増加の

半分以上は移住によるものであった．

国家レベルでは，労働者は繁栄している地区

に所在する市場までの距離を削減しようとし

て移動する．インドの 1990 年代後半をみる

と，ビハールやウッタルプラデシュなど後進

的な州からマハラシュトラやパンジャブなど

繁栄している州に約 300 万人が移動してい

る．もっとずっと小さいベトナムでも，同じ

期間中に国内で 400 万人強が移住している．

国際的には，地域内での移住が労働移動のな

かで大きな部分を占めている．特に近隣諸国

間の移住は相当大きい．コートジボワール，

インド，イランは近隣諸国にとって上位の行

き先となっている．ドイツ，イタリア，イギ

リスはいまだに移出国として世界 10 位以内

に入っている．しかし，国際的な（地域外

への）移住は停滞している．世界人口 67 億

人のうち出生地以外に暮らしている人口は 2

億人以下にとどまっている．また，途上国か

ら先進国に移動する人はわずか年間 200 万

人にすぎず，そのうち半数はアメリカに向

かっている．

　途上国から先進国への移住増加に伴う利益に

は相当大きなものがあるにもかかわらず，この

ような数字が増加する可能性は低い注 8．国際移

住は過去においては高かったことがある．ヨー

ロッパの 20％にも達する人々が，南北アメリカ，

オーストラリア，南アフリカの新天地に移住し

ている．現在，このような移動は鈍化しており，

2005 年に海外移住した中国人もわずか 50 万人

にとどまっている．しかし，途上国世界では国内

移住が増加している．中国では規制があるにもか

かわらず，国内移住者が 1 億 5,000 万人に達し

ている（地図 3 参照）．ブラジルでは，1960 年

代から 70 年代の高度成長期に，ほぼ 4,000 万人

が農村部を後にして都市に向かった．現在でも若

年労働者は大量に移住している（地図 4 参照）．

•

•
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活発な国内移住というのは何も目新しいことでは

ない．アメリカでは，1820-2000 年の間に 1 人

当たり所得が 25 倍になったが，その間，アメリ

カ人は最も自由気ままな国民であるとの評判を得

ている．日本では，国内移住は世界第 2 の経済

大国になる過程で，1960 年代には頭打ちになっ

ている．

　ドイツでは積極的な地域開発政策にもかかわら

ず，170 万人が東から西に移住したが，それが

東西間の所得平等化に役立った．市場経済に移行

してから，企業も人々も生産により適した場所

を選んでいる．ロシアでは，100 万人（当該地

区の人口の約 12％）がシベリア，北部，極東を

去って西部に向かった．

　西部アフリカでは，制度的な協力を通じて地域

的な労働移動性が維持されている．しかし，各国

が独立した後のアフリカは一般的にあまり統合さ

れていない．最も熟練度の高い者を中心に，アフ

リカ人は北の先進国における高報酬を求めて大陸

を後にしている．世界の他の地域が頭脳流出にど

う対処すべきかを教えてくれる．教育のある労

働者は他の熟練者が集まる場所に引き付けられ

地図 3　密集地までの距離を縮めるために移住する：中国の労働者は障害を物ともせずに何百万
人の単位で移住している

移住総計
西部から沿岸部
への移住

中部から沿岸部
への移住

沿岸部内での移住

西部

中部

沿岸部

沿岸部

西部

中部

出所：中国の人口国勢調査に基づく Huang and Luo 2008．

中国

北京
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ブラジル

地図 4　密集地までの距離を縮めるために移住する：ブラジルの若い労働者は経済的密集地に接近す
るために何万人の単位で移住している

移住しなかった人口

出所：Instituto Brasileiro de Geografia e Estatística の国勢調査データに基づき WDR 2009 チーム作成．

北部

北東部

中央 - 西部

南東部

南部

地図 5　密集地までの距離を縮めるために移住する：インドの移住はそれほど熱狂的ではない

州内の移住者数 移住総計

インド

マハラシュトラ デリー パンジャブ

出所：WDR 2009 チーム．

マハラシュトラ

デリー

パンジャブ
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る．これは移出側と移入側の双方にとって有益で

ある．しかし，人々が安全性や基本的サービスの

欠如を理由に追い出されている場合，移住は移住

者本人には有益であっても，国全体にとっては必

ずしもそうではない．プルされる移住はプッシュ

される移住よりもいいが，両移住ともに停止ない

し減速させるのが困難である．挑戦課題は人々が

移動するのをどうやって阻止するかではなく，間

違った理由で移動するのをどうやって阻止するか

にある，ということに政策立案者は気がつきつつ

ある．

　中国をみれば利益が明らかである．文化大革

命の一時期を除き，中国は離散者を厚遇し，権

利と尊敬の両方を付与した注 9．国内移住につい

て，政策は揺れ動いてきたが，現在は移動を阻止

することから，どこに居住していようと人々に基

本的なサービスを提供することにシフトしつつあ

る．この政策は成果を上げつつある．中国人移民

が 100 万人単位で沿岸地帯に移動している一方，

5,700 万人に達する海外在住中国人の多くが一部

の沿岸地帯に金融や専門知識を持ち込んでいる．

国内移住者と国際移住者の協調は必ずしも偶然で

はない．中国人は 20 世紀初頭に戦争や不潔さを

逃れて世界各地に移住したが，最後の四半世紀に

は中国沿岸地帯に金融やノウハウを持ち帰ってい

るということである．したがって，中国人の移住

にかかわる積極性は中国南東部に，アメリカの北

東部に匹敵する「運命の逆転」がもたらされるこ

とを約束するものである（「変貌する経済地理　

北米：距離の克服」参照）．

　国は人の移動なしには繁栄できない．人々が移

動できる能力は正に経済的な潜在力を示すのに良

い指標となっており，移住に関する積極性は向上

心の指標といえる．政府としては労働移動性を円

滑にすべきである．インドは独立してからの数十

年間，4,000 万人の海外移住者を「必要とされな

いインド人」として取り扱ってきた．1990 年代

にその態度が変わったのに勇気付けられて，海外

在住のインド人はバンガロールやハイデラバード

のような遠隔地を世界市場に近付けようとしてい

る．これは海外在住の中国人が 10 年以上前に上

海や広州のためにしたこととちょうど同じであ

る．輸送や通信のコストが低下したことも大きな

助けになっている．

輸送コストが低下するにつれて特化し貿易する
　輸送と通信のコストは特にここ 50 年間を中

心に，過去 1 世紀の間に確かに大幅に低下した．

鉄道貨物輸送コストは 1970 年代以降で半分に

なっている．道路輸送コストはエネルギーや賃金

のコスト上昇にもかかわらず約 40％低下してい

る．世界中の航空貨物については，運賃が 1955

年水準の約 5％にまで低下している．不定期船

サービスの価格は 1960 年の半分になっている．

ニューヨークからロンドンにかける 3 分間の国

際電話は，1931 年には 300 ドル近かった．現

在，同じ通話はわずか 2-3 セントで可能である．

　国内輸送コストが低下したのであれば，経済的

生産は国内のなかでもっと均一に広がってしかる

べきだろう．国際的な輸送や通信のコスト低下を

受けて，各国は遠隔の相手国ともっと貿易を行っ

てしかるべきだろう．実際には，それと正反対の

ことが起こっている．輸送コストの低下は国内で

経済的集中が進展した時期と一致している．各国

は全世界ともっと貿易するようにはなっているも

のの（世界の生産に占める輸出のシェアは 25％

と過去 30 年間で 4 倍になっている），近隣諸国

との貿易がますます重要になっているのである．

　どうしてこうなったのだろうか？　その答えは

生産や輸送において規模の経済の重要性が高まっ

たということにある（第 6 章参照）．輸送コスト

の低下に伴い，特化をさらに推進することが可能

になって，企業の立地や貿易の性格が著しく変化

したのである．輸送コストが高かった時，企業と

しては消費者の近くにいなければならなかった．

しかし，輸送コストが低下すれば，企業は規模に

関して内部経済，地方化の経済，都市化の経済を

活用して，消費者に製品を輸送することが可能に

なる．国際的にも同じことである．輸送コストが

高かった時，イギリスは自国製の繊維品や陶磁器

との交換で，自国では妥当なコストで栽培ないし

生産できないもの（インドのスパイスやアルゼン

チンの牛肉など）だけを輸入した．輸送コストが

低下したので，イギリスはスパイスや牛肉の輸入
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を増やしている．しかし，フランスやドイツとの

貿易がそれを上回っている．スコッチウィスキー

とフランス産ワインやイギリスのエールとドイツ

のビールを交換するなど類似品の取引が中心と

なっている．基本的なニーズを満たすための貿易

は，多種多様な欲求を満たすための貿易に追い付

かれて，たちまち追い越されてしまったのである．

　輸送・通信コストの低下によって世界は小さく

なった．また，経済活動は地理的にさらに集中化

した．

地方レベルでは，通信コストが低下し，規模

の経済を活用できる可能性が高まったため，

町や都市はさらに大きく稠密になることがで

きる．

国レベルでは，国内の先進地区と後進地区が

輸送モードが改善したおかげで接続が良くな

り，生産は集積経済を活用すべく経済的に密

度の高い地区にさらに集中する．

国際的には，輸送コストを低下させることが

できた諸国が貿易の増加で最大の利益に与っ

•

•

•

た．こういった諸国は特化の進展でますます

競争力が強くなるため，貿易と富は世界のな

かで少数の地域に集中する．

　規模の経済は輸送部門でも明確である．貿易の

増加は輸送コストの低下を意味し，それはさらに

貿易の増加を意味する．これは特に産業内貿易

に妥当する．過去半世紀にわたって最も急速に

拡大している国際貿易はこの産業内貿易である．

1960 年以降についてみると，産業内貿易が世界

貿易に占めるシェアは 27％から 54％へと 2 倍

に増えている．同一域内における産業内貿易はほ

とんどの地域で低調で，それが活発なのはほんの

一握りの地域だけである．中部アフリカ，中央ア

ジア，東部アフリカ，北部アフリカ，南アジア，

南部アフリカでは，産業内貿易はほとんどゼロに

近い．それが多いのはオーストラリア，東アジ

ア，ニュージーランド，北アメリカ，西ヨーロッ

パである（図 4）．

　このような地域では地域協力が速く深く進展

しており，それが国境が貿易にもたらす摩擦が

図 4　産業内貿易が多いのは東アジア，北アメリカ，大洋州，西ヨーロッパ

南部アフリカ

西部アフリカ

中部アフリカ

北部アフリカ

中央アジア・コーカサス・トルコ

東部アフリカ

西アジア

南アジア

中央アメリカ・カリブ

南アメリカ

東ヨーロッパ・ロシア

北東アジア

東南アジア・太平洋

西ヨーロッパ

オートラリア・ニュージーランド

北アメリカ

グルーベル = ロイド指数（3 桁分類国際貿易）

出所：Brulhart (2008：本報告書用 )
注：グルーベル = ロイド指数は産業内貿易が貿易総額に占める割合．
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減少した原因である．EU では，統合の進化に

後押しされて，域内貿易のシェアは 60％を凌駕

するようになっている（「変貌する経済地理　西

ヨーロッパ：分裂の克服」参照）．最も高い成長

をみせている東アジアでも，域内貿易のシェアは

55％強に達している（「変貌する経済地理　東ア

ジアの距離と分裂」参照）．

　特化と集中化がさらに進展する世界において

は，経済発展はさらに挑戦的になる．途上国では

輸送コストが高く市場も小さいため，特化を支援

してくれない．しかし，東アジアを中心とする数

カ国が，このような市場が低所得国にとってもア

クセスが可能であることを示している．ポイント

は産業内貿易のなかでも急成長している部分，す

なわち生産の「中間投入財」の貿易にある（ボッ

クス 3 参照）．

　農業，工業，サービス業において，生産分割化

の余地はほとんど無際限である．タイとしてはテ

レビ受像機を日本よりうまく作ることはできな

いかもしれないが，その部品なら同じくらいうま

く，しかも安く作ることができるだろう．東アジ

ア諸国は中国と日本を軸にして，中間財のやり取

りを貿易する生産ネットワークを発展させた．生

産チェーンのなかで小さな一部に特化することに

よって，これら諸国は工業品貿易のなかで最も儲

かるもっとも高い伸びをみせている分野に参入を

果たしたのである．

　他の地域に属している諸国も中間財貿易の拡大

ボックス    3 産業内貿易と中間投入財

　今日，世界貿易の半分以上は 3 桁分類で 177 業種による産
業内貿易であり，1962 年の約 4 分の 1 からは大幅な増加をみ
せている．つまり各国の経済構造は似通ってきているのであ
る．この貿易には最終財と中間財の両方が含まれるが，とも
に過去 50 年間で大幅に増加している．この産業内貿易の増加
は何も製造業に限ったことではない．機械・輸送機械の産業
内貿易が最も大きいが，伸びが最も高いのは食料・生きてい
る家畜である．消費者は農産物に関しては多様性を好むので，
類似の食料・家畜を生産する 2 国間の貿易でも利益が確保で
きる（ボックス図参照）．
　しかし，最も高い伸びを示しているのは中間投入財（生産
された生産手段）である．産業内貿易の増加分（変化にかか

わる信頼できる指標）のうち，最大のシェアを占めているの
は中間投入財である．これは製造業品に限らない．農業も投
入財を必要とする．また，通信コストの低下を受けて，サー
ビス業が「部品」に細分化され，最終消費者には世界の様々
な場所から供給されるようになっている．
　中間財の貿易は最終財の貿易に比べて輸送コストに敏感で
ある．以下の例を考えてみよう．もし中間投入財がある商品
の付加価値の 3 分の 2 を占めているとすれば，輸送コストの
5％上昇は 50％の課税に相当する．貿易や輸送のコストが最
も大きく低下した地域で，中間財貿易が最も高い伸びをみせ
ているのは不思議ではないのである．

グルーベル = ロイド指数（3 桁分類）

産業内貿易が一次産品，中間財，最終財すべてについて増加している

年

中間財

最終財

一次産品

出所：Brulhart (2008：本報告書用 )

WDR2009 チーム．
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から利益を享受することができる．ほとんどの諸

国にとって鍵となるのは，輸送コストの低下を図

るために協調努力をすることにある．これは途上

国のなかで集中化が進むということを意味する

が，（発展の初期段階で特化することによって規

模の経済を活用することができるので）所得や生

活水準が途上国世界の平均に収斂するのを助ける

ことにもなるだろう．過去 20 年間，規模の経済，

資本や労働の移動性，輸送コストのこのような相

互作用が，研究者の関心を集めてきた（ボックス

4 参照）．

　彼らの洞察によって，市場から何が期待できる

かということに関する考えが一変するだろう．ま

た，政府にとっては発展のために必要な地理的変

化を促進すべく何ができるか，ということに関し

て参考になるだろう．

開発政策を整備する
　繁栄はすべての場所に同時にやってくるわけで

はないないものの，貧困にまみれたまま取り残さ

れる場所は 1 つもない．政策が良ければ，経済

活動の集中と生活水準の収斂は同時に起こり得

る．政府にとっての挑戦課題は，「不均衡な」経

済成長を許容する（奨励さえする）と同時に，包

容的な発展を確保することにある．これは経済統

合を通じて，すなわち後進地区と先進地区を経済

条件面で近付けることによって可能である．

　集積，移住，特化など市場諸力と戦ったり，そ

れに抵抗したりするのではなく，それを解放する

ことによって，統合を進めるのが最適であろう．

市場と政府がどれだけ協調できるかが地理的な変

化の速度と持続可能性を決定する．以下では，ボ

ゴタ，トルコ，西部アフリカで何が起こっている

かを検討しておこう．

ボックス    4 一世代にわたる分析から得られた新しい洞察

　経済学者は生産にかかわる規模の経済の影響を織り込んだ
上で，産業組織，経済成長，国際貿易，経済地理などに関す
る学説の見直しを進めている．伝統的な経済分析を学んだ人
にとっては，その結果は驚きかもしれない．新しい洞察の一
部を示せば以下の通りである．
　工場は規模の経済を享受するために大きくなければならな
いが，場所はその効果を生み出すのに大きくなくてもかまわ
ない．　規模に関する収穫逓増が生じるのは，生産コストが
固定しており（企業にとって内部的），新しいアイディアが労
働者・顧客・人々の近くにある（企業，さらには産業にとっ
て外部的）ためである．居住区は機能が重要なのであって，
その規模はそれほど重要ではない．輸送コストが妥当であれ
ば，町は内部的な規模の経済を円滑化するのに十分な大きさ
であり得る．
　その理由は次の通りである．中規模都市は厚みのある投入
財市場から生ずる「地方化」の経済を享受するのに十分な大
きさであるのが普通である．しかし，主として大都市が生み
出す「都市化」の経済（特に知識波及効果関連）を享受する
には必ずしも十分な大きさがない（第 4 章参照）．
　政策立案者としては都市の規模ではなく，その機能に焦点
を当てるべきである，というのがその意味するところとなる．
　人的資本はそれが稀少ではなく豊富なところに移動する．
伝統的な経済分析によれば，人々はそのスキルが稀少なとこ
ろに移動してしかるべきである．しかし，反対のことが起こっ
ているようである．教育のある移住者は同じようなスキルを
もった人が大勢いる場所に行きたがる．アメリカの 100 大都

市圏のなかで，1990 年に大学卒業者のシェアでみて上位 25
都市は，2000 年までにそのシェアがそれ以外の 75 都市に比
べて 2 倍になった．
　その理由は，教育を受けた労働者は他人の近くにいること
で利益に与れるからだ（第 5 章参照）．
　政策としては熟練者を一体化させる市場諸力の強さと戦う
のではなく，高く評価すべきである，というのがその意義と
なる．
　輸送コストの低下で増えるのは遠隔諸国との貿易ではなく
近隣諸国との貿易である．輸送コストが低下すれば，各国は
遠く離れた諸国との貿易を増やしてしかるべきである．とこ
ろが，貿易はグローバル化しないで地方化している．各国は
互いに類似している国との貿易を増やしているが，これは貿
易のベースが自然の賦存状況の相違ではなく，規模の経済を
享受することにあるからだ．
　その理由は輸送コストの低下で特化が可能になったためで
ある（第 6 章参照）．
　輸送コストの低下は国際貿易の構成を変えて，そのコスト
に対してさらに敏感にしている，ということが示唆される．
貿易と輸送のコストを削減する政策は，後発途上国にとって
は成長戦略の大きな部分を占めてしかるべきだ．
　規模の経済と人や製品の移動性の相互作用を認識するとい
うことは，経済成長のために何が必要かということに関する
従来の見方が変わるということを示している．

出所：WDR 2009 チーム．
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ボゴタの人口は約 700 万人であるが，コロ

ンビア国内農村部からの移住は継続してい

る．人口増加の 3 分の 1 は農村部からの移

住者によるもので，彼らのほとんどは都市が

密度を高めるなかで，貧しく混み合った居住

区に定住している．2000 年以降，トランス

ミレニオという新しい公共輸送システムのお

かげで混雑が緩和し，毎月 100 万人もの乗

客を運んでいる．特に貧しい居住区にとっ

て，新システムは経済的機会までの距離を縮

めてくれたのである．しかし，依然として大

勢の人々がスラム街に住んでおり，犯罪や暴

力はますます悪化している．地方自治体のイ

ニシアティブは 2003 年以来，このような社

会的分裂に取り組んでおり，約 100 万人が

都市に融合し，居住区を変更するのを手助け

している．

トルコも違った形で居住区を変えようと努力

中である．人口 7,000 万人の同国は EU との

統合を期待しているのである．イスタンブー

ルやイズミルに近い地区は，集積経済が大き

く，輸送コストも低いので，ヨーロッパとの

統合に適しているだろう．アナトリア東部や

南東部および黒海などもっと遠隔の地区は国

土の 40％を占めているが，GDP に占める割

合は 20％に満たず，1 人当たり GDP は西部

地区の半分以下である．経済的質量を東部に

も分散しようという政府の努力にもかかわら

ず，このような格差はしつこく持続してい

る．一方，社会的サービスに対する公共投資

は後進地区の助けになっているが，これら地

区に企業立地を誘導するための財政インセン

ティブは効果がないようである注 10．

西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）に

は，加盟国間で 2 億 5,000 万人の自由な移

動を認める議定書がある．地域的な労働移

動は東部および南部アフリカでは減少してい

るが，西部アフリカではこの議定書が地域的

労働移動を予め定められた水準に維持するの

に役立っている．しかし，貿易となると話が

違ってくる．世界のダイナミックな地域で

は，類似した財やサービスの交換，つまり産

•

•

•

業内貿易が急増している．ところが，西部

アフリカでは，官僚主義や違法な検問所に

よって国境はむしろ高くなっており，それ

が地域を分断し，特化して貿易するという

ECOWAS 諸国の努力を阻害している．

　経済地理のレンズを拡大すると，多種多様な動

き，ストレス，緊張関係が視野に入ってくる．

地方レベルでみると，ボゴタのような場所で

は，土地は増加する人口を収容しなければな

らない．もし土地市場がうまく機能すれば，

土地利用が変化して，生産的に割り当てら

れるだろう．これがうまくできる都市は成長

し，さらに多くの人がその経済的密集地に引

き寄せられるだろう．

人や物の動きはボゴタ周辺の方がトルコより

も速い．しかし，トルコでさえ，西部では

ペースはやや遅いかもしれないが，もっと繁

栄し密度が高まるだろう．所得や貧困率にか

かわる西部対東部というスペース的な格差は

さらに拡大した後，人々が経済的密度を活用

するために移動するにしたがって縮小する可

能性大である．もしトルコの労働市場が流動

的であれば，人々はこのような集積地までの

経済的距離を削減することができるだろう．

国際的には，そのような労働移動は小さく遅

いであろう．もし地域市場や世界市場が統合

されれば，西部アフリカ諸国は少数の仕事に

特化して，世界市場のなかで競争力をもてる

だろう．分裂が少なくなるにつれて，近隣諸

国は類似の財やサービスの貿易を行う．自然

の賦存状況の相違ではなく，特化や規模の利

益がその動因になる．貿易は土地や労働の非

移動性の一部しか相殺できないが，途上国が

中間財の貿易という最も急速な拡大をみせて

いる分野に参入できた時には，生活水準の向

上を後押しすることになるだろう．

　経済的な風景を形作るのは主として私的な動機

であるが，集団的な行動によって作り直すことが

でき，それに関して最大の潜在力をもっているの

•

•

•
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は政府であろう．経済地理のレンズを通して見る

と，土地利用，労働移動，中間財貿易に焦点が当

たる（表 2）．政府としては土地，労働，製品の

市場に特別な注意を払うべきである．それがうま

く機能していなければ，集積，移住，特化の諸力

は弱まって，経済は停滞する．うまく機能してい

れば，土地，労働，投入財の市場は経済的効率性

を生み出すが，それには地理的な集中と生活水準

の向上に伴う公平性が付随してくる．

経済統合のための目安
　政策立案者の懸念事項は生産と人が集中する場

所が異なるかもしれないということにある．都市

には経済的密度があり，農村部には貧困層が集中

している．先進地区には経済的質量があるが，貧

困層は後進地区に詰め込まれている．世界の富を

ほとんど独り占めにしている諸国があるかと思え

ば，世界の貧困層を引き受けている諸国もある．

たとえこれが一時的だとしても不公正だと考えら

れる．しかし，格差が永続的であれば，一国内で

一部の地区が，国全体が，さらには世界のなかで

一部の地域が不安定化する懸念があろう．

　政府としては福祉にかかわる国内および各国間

の格差を心配しなければならない理由が多数あ

る．しかし，このような格差を削減すべく経済統

合を推進するための政策手段も数多く存在する．

制度――これは本報告書では設計の面でス

ペース的に盲目的で，対象の面で普遍的な政

策の省略形である．主要例としては指摘でき

るのは，土地・労働・国際貿易にかかわる規

則や，税や移転メカニズムでファイナンスさ

れる教育・保健・水・衛生など社会的サービ

•

スである．

インフラ――これはスペース的に接続的な政

策やプログラムの省略形である．実例として

指摘できるのは，道路，鉄道，空港，港湾，

通信システムなどで，財・サービス・人・ア

イディアの地方・国・国際的なベースでの移

動を促進するものである．

インセンティブ――これはしばしば政策議論

を支配しているスペース的に対象を絞った介

入策の省略形である．実例には，スラム街撤

去プログラム，政府が提供する製造業企業向

けの財政インセンティブ，先進国市場におけ

る貧困国向け特恵的貿易アクセスなどが含ま

れる．

　現在，政策論議は往々にしてスペース的に対象

を絞ったインセンティブに終始している．健全な

都市化をどのようにして推進するかに関する論議

は，世界の貧困層の大半が依然として居住してい

る村を強調する人と，世界の大部分の富が生み出

されている都市に貧困脱却の道があると考える人

とに二極化している．都市部における貧困層の増

加に伴って，焦点は村からスラム街にシフトしつ

つある．生活水準にかかわる国内の地理的な格差

が原因で，地域開発の議論も同じように後進地区

の経済成長に執着している．国際的なレベルで

も，後発途上国に対する特恵的市場アクセスが政

策議論を支配する可能性があろう．

　本報告書では，スペース的な統合が成功するた

めのアプローチについて，すべての要素（制度，

インフラ，インセンティブ）を含めて議論を再構

成するよう提言したい．パート I の発見とパート

Ⅱの市場力についての分析に基づいて，パートⅢ

•

•

地理的尺度

地方 国家 国際

経済諸力 集積
（移住，資本移動，貿易で

加速化）

移住
（集積と特化が影響）

特化
（集積と要素移動が後押し）

重要な生産要素 土地
（不動）

労働
（国内移動）

中間投入財
（国内および各国間移動）

表 2　集積，移住，特化が最も重要な力――土地，労働，中間投入財が最も敏感な要素市場

出所：WDR 2009 チーム．
注：表 1 の注に同じ．
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でこのような議論を再構築することによって，ス

ペース的なターゲティングからスペース的な統合

へのシフトを提言することになる．

　世界は複雑であり，経済統合問題も単純な解決

を許さない．しかし，原則は複雑である必要はな

い．統合政策の基本はスペース的に盲目的な制度

であってしかるべきだ．統合の挑戦課題が１つの

地理的次元を超えて広がる場合には，制度はス

ペースを接続するインフラ向けの公共投資によっ

て強化されなければならない．スペースのみを対

象として絞った介入策は必ずしも必要ではない．

しかし，問題が経済的密度が低いこと，距離が長

いこと，分裂が大きいことにある場合には，対応

策はスペース的に盲目的な政策，スペースを接続

する政策，対象を絞った政策などを含む包括的な

ものでなければならない．

　スペース的な次元１つについて，統合手段が１

つある．「1 つの問題に 1 つの手段」というのが

目安になる（表 3）．

1 次元の問題に対しては，政策対応の軸は

（スペース的に盲目的な）制度でなければな

らない．

2 次元の挑戦課題に対しては，制度と（ス

ペース的に接続的な）インフラの両方が必要

である．

3 次元の苦境に対しては，制度，インフラ，

•

•

•

（スペース的に対象を絞った）介入策という

3 つの政策手段すべてが必要である，

　地方という地理的な尺度（規模）で重要な次元

は密度である．国レベルでは距離，国際的には分

離対立である．このような地理的尺度のそれぞれ

において，スペースを明示的に考慮しないで設計

された政策が一義的な手段と考えられてしかるべ

きである．一部の場所にとっては，これが統合政

策の大部分を占めるだろう．初期的な都市化の段

階にある地区（多くの低所得国における後進地

区など），労働と資本に移動性がある国（チリな

ど），あるいは世界市場に近い地域（北部アフリ

カなど）においては，統合の課題は比較的単純で

ある．そのような場所では，統合の挑戦課題は 1

次元の問題であるとみることができる．スペース

的であるとはっきりわかる政策は一般に必要では

ない．普遍的ないしスペース的に盲目的な政策

（立地に無関係に誰にでも利用可能）が，有効な

統合政策の基本となる．

　課題が複雑になるにつれて，このような制度は

インフラによって支援される必要がある．地方

ベースでは，急速な都市化はその地区を混雑さ

せ，経済的距離を遠くし，集積経済を窒息させる

ことがある．ムンバイのような場所では，人口が

1970 年代以降 2 倍になっており，混雑の高まり

は密度の利益がより広く共有できるように，輸送

経済統合のための優先的政策

制度 インフラ 介入策

挑戦課題の複雑さ
場所の種類（地理的尺度）：地方（L），国家（N），
国際（I） スペース的に盲目 スペース的に接続的

スペース的に対象を
絞る

1 次元の問題 L．都市化が初期的な地区

●N．人口の疎らな後進地区を抱える国

I．世界市場に近い国

2 次元の問題 L．都市化が中間的な地区

● ●N．人口の多い後進地区を抱える国

I．世界市場から遠い国

3 次元の問題 L．都市化が進んだ都市内部に分裂を抱える地区

● ● ●N．人口が多い後進地区と国内的分裂を抱える国

I．世界市場から遠く小国で構成される地域

表 3　政策対応を調整するための目安

出所：WDR 2009 チーム．
注：表 1 に同じ．
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インフラに対する投資によって対処しなければな

らない．国ベースでは，経済的・政治的な運命が

変転するなか，後進地区に場違いな人口密度が取

り残されて，（ブラジルなど）一部の国では後進

地区の方が貧困率と人口密度がともに高いという

状況が出現している．国際的には，途上国地域は

すべてが域内の分裂が大きく，一部の地域は世界

市場からも遠い．例えば，南アジアでは，たとえ

地域的な制度が定着して統合化が進展したとして

も，地域的および国際的な市場にアクセスするた

めにはインフラを改善すべく協調政策措置を必要

とする国がなかにはあるだろう．2 次元の統合課

題に直面している場所では，後進地区を先進地区

に接続し，市場アクセスを支援するインフラ投資

によって，人々を統合する制度を補完すべきであ

る．

　密度，距離，分裂がすべて悪くて，それが複合

して「3 次元の挑戦」を突き付けている場所では，

統合の課題は最も挑戦的となる．高度に都市化し

た地区では（ボゴタなど），経済的密度と人口密

度の時期が一致しないという恐れがある．都市内

部の分裂からスラム街の統合は阻止され，犯罪や

不潔の問題は拡散するだろう．一部の国では（イ

ンドなど），民族，宗教，言語の分裂から，人口

密度の高い後進地区に住む貧困層は他の場所で運

命を切り開くことが阻害されるだろう．また，最

も分断がひどい遠隔の地域では（中部アフリカや

中央アジアなど），小規模で貧しい諸国のクラス

ター化は疾病，紛争，あるいは汚職など違った種

類の波及効果につながるだろう．

　大都市のスラム街，分裂した国の人口密度の高

い貧困地区，「ボトムの 10 億人」（冒頭で検討し

た 3 つの 10 億人の比喩）を成している国が，統

合にとって最も困難な挑戦課題である．政策対応

は臆病であってはならない．しかし，熟慮したも

のでもなければならない．

効率的で包容的な都市化
　工業化と都市化を経ないで中所得国になった国

はない．活気ある都市が存在しない国などない．

途上国における都市への突進は混沌としているよ

うにみえるが，必要なことなのである．先例がな

いようにみえるが，昔も起こったことがある（図

5）．起こらざるを得なかったのである．という

のは，都市化で明確な密集化は経済が農業から工

業へ，さらには脱工業へと転換していることと密

接に関係しているからである．

　政府としてはこのような部門別転換の背後にあ

るスペース的な変化を円滑にすることができる．

都市化の段階に応じて，順序付けと優先付けを行

うためには，地理的な変化の様々な側面に注意を

払うことが必要である．変わらないのは，制度の

基盤は普遍的で最初にくるということ，接続的な

インラ投資はタイミングと場所がともに良くなけ

ればならないということ，スペース的に対象を

絞った介入策の活用は最小限かつ最後にとどめる

べきだということである．

　このアプローチには前述した統合の原則に従う

という規律が必要とされる．その成果として，効

率的で包容的でもあるスペース的な変化が実現す

るのである（第 7 章参照）．

　本報告書で概要を示す原則は都市化戦略の要素

を提示しており，都市化の段階に応じて政策に優

先順位を付けるのに役立つだろう．地図 6 はコ

ロンビアの 3 つの地区を示したもので，それぞ

れ独特な地理になっている．しかし，原則はかな

り普遍的である．

初期的な都市化．ほとんどが農村部という場

所では，政府は可能な限り中立的な立場を維

持し，場所によっては都市化の可能性に備え

て制度的な基盤を確立すべきである．良い土

地政策が重要であり，基本的なサービスを万

人に提供する政策も同じである．例えば，デ

ンマークでは 18 世紀の変わり目に土地の権

利を普遍化したことが，20-30 年後に工業化

が始まったことに大いに貢献している．16

世紀のイングランドでは農村部における財産

権を強化する政策が，正に農業における生産

性上昇に与って力があったとみられている．

そのおかげで農業労働者は自由になり，製造

業やサービス業で働くべく町に移住すること

ができた．土地市場を改善する制度を密接に

補完するのは，基本的な社会的サービス（安

•
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全，教育，保健サービス，衛生など）の普遍

的な提供である．1960 年当時，韓国の 1 人

当たり所得水準は現在のベニンと同程度で

あった．人口の 75％は農村部に居住し，成

人の 3 分の 1 以上が無教育で，麻疹など予

防可能な病気の予防接種を受けた子供は 5％

以下にとどまっていた．ところが，2000 年

までには，人口の 80％以上が都市化し，ほ

んど全員が識字可能で予防接種を受けてい

た．その時点で韓国の所得は現在のポルトガ

ルの水準に達していた．コスタリカももう 1

つの適例である．

中間的な都市化．都市化のテンポが速くなっ

ている場所では，政府としては制度に加えて

•

接続的なインフラを整備して，経済的密度の

上昇に伴う利益がより広く共有できるように

しなければならない．工業化には活動が集

中するにつれて土地利用パターンの変化が伴

い，財やサービスを迅速に移動することが必

要となる．土地利用規制は立地の決定に影響

を与えることができるので，引き続き制度面

での優先課題である．スペース的に盲目的な

社会的サービスは農村部と都市部を統合す

る一環として継続的に提供すべきである．そ

うすれば，人々が都市に引き付けられるのは

集積経済が理由であって，農村部で学校，保

健サービス，公共の安全などが欠如している

ことが理由で追い出されるわけではないこと

途上国（中位数：1985-2005 年）

高所得国（平均：1880-1900 年）

途上国（平均：1985-2005 年）

アメリカ（1800-1900 年）

デンマーク（1800-1900 年）

イギリス（1830-50 年）

ドイツ（1830-50 年）

カナダ（1880-1900 年）

図 5　海図のある水域にいる：現在の都市化のペースには先例がある
1800 年以降における都市部シェアの変化

都市部シェアの変化（％ポイント）

地図 6　都市化が進展するのに伴って政策も変化しなければならない

A．初期的な都市化（コロンビアの
パパヤン）

B．中間的な都市化（コロンビアの
サンタンデル）

C．進んだ都市化
（コンビアの首都圏）

コロンビア

CAUCA

Popayán

ANTIOQUIA

BOLÍVAR

SANTANDER

Bucaramanga

TOLIMA

META

CUNDINA
MARCA

Bogotá

VALLE DEL CAUCA

HULA

出所：各種情報源からのデータに基づく WDR 2009 チームの推計値（図 1.13 参照）

出所：Schneider, Friedl, and Potere (2008) のデータに基づき WDR 2009 チーム作成．
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になる．しかし，たとえこのようなサービス

が提供されても，混雑の増大で輸送コストは

急騰するため，企業家の立地選択は影響を受

ける．そのような場所を統合しておくために

は，接続的なインフラが必要となる．地方政

府と中央政府がうまく協調していれば，繁栄

が広く共有されることを確保するのに必要な

基幹的なインフラを提供することができる．

行政管轄区を広く設定しておけばインフラ投

資の調整に役立つ．この適例は中国西部の重

慶である（ボックス 5 参照）．

進んだ都市化．高度に都市化した場所では，

スラム街の問題に対処するためには，制度と

インフラに加えて対象を絞った介入策が必要

かもしれない．公共サービスや学習のために

は，人々は快適な生活環境の近くにいる必要

がある．スラム街というのはこの段階で，近

接性に付随する経済性を実現する都市の能力

を阻害しているのである．スラム街改善プロ

グラムは都市化の初期段階では優先課題にな

•

らないだろうが，この段階になるとそれは必

須となる．スラム改善イニシアティブの評価

に基づく教訓によれば，対象を絞った介入策

だけでは不十分である．このような介入策

は，土地や基本的サービスに関連した制度が

ある程度有効で，輸送インフラが整備されて

いない限り，うまく機能しない．3 次元の挑

戦課題には 3 段構えの政策で対応すべきで

あり，中央，州，都市レベルの政府間で政策

調整が必要となる．シンガポールの成功は都

市国家におけるそのような調整の利点を示し

ている．もっと最近の事例としては中国の上

海と広州があげられる．さらに最近の（おそ

らくより一般的に適用可能な）例はコロンビ

アのボゴタである．

　都市化の成功事例をみると，農村部から都市部

への転換に成功するための基礎は一連のスペース

的に盲目的な政策，本報告書の省略形でいえば

「制度」にある．場所を接続するインフラ投資が

ボックス    5 西部中国における混雑なしの集中：重慶と成都

　中国における実験は途上国世界の都市化政策の将来を変え
る可能性がある．政策立案者としては注目すべきである．
　中国は 1980 年代から 90 年代にかけて先進的な沿岸地帯で
成功を収めた都市化戦略を内陸に持ち込みつつある．「地区ア
プローチ」が重慶と成都というともに近西部の 2 カ所で実験
中である．両市の都市化比率は約 40％と中国の平均と同じで
ある．それを 2020 年までに 70％に引き上げ，集中と農村部
対都市部の収斂の両方を促進することが目標である．
　重慶は人口が約 4,000 万人で，首都，大都市 6，中小都市
25，大きな町 95，中小の町 400 で構成されている．重慶は北
京，上海，天津などと同じく特別行政区である．したがって，
財政の自律性が高い．成都はもっと小さく，人口約 1,100 万
人を擁する広い都市圏である．四川省の 2,200 年の歴史を誇
る省都であり，中規模の都市 8，大きな町 30，中小の町 60，
村 600 から成っている．
　都市化戦略は土地，産業，農民について「3 つの集中」を
目指している．規模の経済にかかわる利益を享受すべく土
地と産業を集中化し，物と人の移動性を促進し，都市への
新規移住者の福祉を改善するという考えだ．都市化比率が
40-50％と中間的な地区に関する政策的優先課題と整合的な形
で，両都市で強調されているのは普遍的な制度と接続的な投
資であって，スペース的に対象を絞った介入策ではない．

制度の改善．土地の利用と転換を管理するために様々なレベ
ルの政府の間での調整が強調されている．農村部では，使用

権を企業や農民に譲渡することによって，農地の集中化を図
る計画となっている．町や都市では，工業地区を創設するこ
とが全体の枠組みのなかで重要な部分を占めている．大中都
市は高付加価値の製造業を発展させる一方，小さい都市や町
は労働集約型の産業に特化して，近隣の村から労働を吸収し，
地方化の経済を円滑化することになっている．

インフラの拡大．大規模な基幹インフラが計画されている．
重慶はインフラに数十億ドル支出するが，それは年約 20 億
ドルに達する中央政府からの交付金と香港やシンガポールか
らの民間投資の増加で賄われる．成都は約 1,170 億元が 71 件
のインフラプロジェクトに投資する予定で，それには農村部
と都市部を結ぶ輸送ネットワーク，農村部と都市部の両方に
おける水・衛生プロジェクトなどが含まれる．これとは別に，
遅れている農村部住民の生活水準を改善するための社会的プ
ロジェクト 34 件に 165 億元が投資される予定である．
　もし市場がこの 2 つの場所を政府と同じように気に入れば，
中国の後進地区に居住する何百万人もの生活を改善すること
につながるだろう．統合はすでに現地では効果を現している．
重慶では 2007 年に農村部の所得が都市部の所得を上回る伸び
を示した．成都では工業が年間 10 万人の農民を吸収して，農
民が集中化されたおかげで生産性が 80％も上昇している．

出所：WDR 2009 チーム．
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第 2 線の政策になる．地理的に対象を絞った介

入策は挑戦課題が特に困難な場合にだけ活用すべ

きであり，制度やインフラを改善する努力と必ず

一緒に使うべきである．

国を統合する地区（地域）開発政策
　一国のなかでも，農業，工業，サービス業の

いずれに適しているかは，場所によって異なる．

工業とサービ業が繁栄するにしたがって，経済

活動のスペース的な分布も変化しなければなら

ない注 11．人と生産の地理的分布が変化しないで，

豊かさを手に入れた国は 1 つもない．

　人と生産が一国内のある場所に集中すること

が，過去 2 世紀にわたる経済成長の特徴になっ

ている．この集中と戦うことは成長そのものと戦

うことになるので，政策立案者としてはこのよう

な不均衡への対応に際しては忍耐を示さなければ

ならない．しかし，政府の政策にも助けられて，

発展に成功した諸国では，市場に向いた場所と不

幸にもそうでなかった場所との生活水準の格差が

縮小するということが特徴となっている．政策は

基本的な生活水準の収斂を加速化して，最も不幸

な場所にいる人々が国として高所得水準に到達す

るまで，基本的な公共アメニティを待たなくても

いいようにすることができる．発展に成功した諸

国の経験によれば，基本的な生活水準の平等化に

関しては性急さが正当化される．

　マレーシアを考えてみよう．経済成長と政府の

政策によって，貧困が減少するとともに生活水準

が向上したので，ミレニアム開発目標の達成に向

けた進展が加速化している．しかし，成長の初期

段階では（1970-76 年），州ごとの貧困率は一時

的に乖離した．その後，すべての州で低下する形

で収斂が進んだのである（図 6）．健康関連の指

標（幼児死亡率）は成長率の低い州で大幅な低下

がみられたが，これは租税や移転のメカニズムが

うまく機能したことを示唆している．生活水準の

スペース的な不平等に関するこのような性急さ

は，中国，エジプト，インドネシア，メキシコ，

タイ，ベトナムなど他の諸国でも成果をあげてい

る．

　しかし，すべての諸国がミレニアム開発指標

（幼児死亡率，妊産婦の健康，基礎教育，安全な

水，衛生など）の収斂を経験したわけではない．

それら諸国はどうすべきか？

　答えは，統合の困難性に合わせて調整した政策

を使って，後進地区と先進地区の統合を進める

ことにある．経済的動機は重要であるが，社会

的・政治的な状況がこのような変化の速度に影響

する．人々が行う立地選択は社会の強味や嗜好お

よび政治的な構造を反映しているのである．地図

7 は貧困地図であり，貧困層がどこに集中してい

るかと，どの場所が最も貧しいか（貧困率が高い

か）に関するスナップショットを示している．こ

のような地図をみると，その国の社会的・政治的

な状況がよくわかる．例えば，貧困層の移動は移

図 6　マレーシアでは基本的な生活水準にかかわる地理的格差の収斂は速かった

州別の貧困率（最低最高州の格差％）

1 人当たり GDP（2000 年ドル）

出所：Malaysia Economic Planning Unit (2008)．
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動性に対する制約を最もよく反映している可能性

がある．というのは，移動の理由が最も大きいと

同時に，そうするための資源が最も少ないのが貧

困層だからである．

　貧困層がどこに立地しているかとどこが貧しい

かに関する情報を使えば，政策対応は各国の状況

に応じて調整することができる．

人口が少ない後進地区がある国．中国で貧困

率が最も高いのは西部であるが，貧困層が集

中しているのは南東部と中央部である（地図

7）．経済的密度と人口密度は重複している．

同国では分裂がほとんどなく（言語やその

他の障壁は高くない），人々は貧困層も含め，

密集地までの距離を削減するために移動する

ことができる．機能の良い土地市場を確保

し，財産権を執行し，学校教育や保健ケアな

ど基本的な社会的サービスを提供するスペー

ス的に盲目的な制度は，後進地区と先進地区

の間の経済的距離を縮める経済統合戦略の軸

になることができる．地区開発の挑戦課題が

1 次元である（最大の問題は距離）諸国の例

としては，他にチリ，エジプト，ホンジュラ

ス，インドネシア，ロシア，ウガンダ，ベト

ナムがある．

人口が多い後進地区がある分裂していない

国．ブラジルで貧困率が高いのは北部と北

東部である．貧困率が上位の 10 州のうち，

8 州が北東部，2 州が北部にある（地図 7）．

しかし，経済的質量と貧困の集中が最も高い

のは，貧しい北東部から繁栄している南東部

までをカバーする沿岸の都市集積地である．

経済的密度と人口密度は一部が重複してい

るだけである．貧困関連の症状は国内の分裂

（民族言語的な相違や政治的な分断など）は

少ないものの，人口密度が（歴史的理由や政

策関連の理由から）「間違った場所」にある

国のものである．バングラデシュ，コロンビ

ア，ガーナ，タイ，トルコも類似の状況にあ

る．そのような場所では先進地区の集積経済

の吸引力と労働の移動性が，集中や収斂をも

たらすほど十分強くない可能性がある．「長

•

•

い距離と間違った密度」の問題は 2 段構え

の経済統合政策で対応しなければならない．

スペース的に盲目的な制度は，地区間を結ぶ

高速道路や鉄道および通信の改善などスペー

ス的に接続的なインフラで補完されなければ

ならない．

人口が多い後進地区がある分裂している国．

インドでは，4,000 万人以上が中部の後進的

な諸州に居住している．そこが全貧困層の

60％以上の故郷となっている（地図 7）．理

由があって人々はそこで暮らしている．肥沃

な平原であり，インド文明発祥の地だからで

ある．しかし，世の中が変わって，その立地

は今や幸運ではなくなっている．言語や階級

の面での分裂が理由で労働の移動性は限定的

である．このような後進地区の成長を，補助

金付きの金融や特恵的な産業許可制を通じて

再生することを目指す政策も，労働移動性の

足を引っ張っている．政策論議は現在では経

済統合にシフトしている．地区をまたがるイ

ンフラや保健・教育サービスの改善など，労

働移動と整合性のある政策が指向されてい

る．このような政策とそれが奨励する州際移

住が，先進地区と人口が多い後進地区の間の

距離を長くしている分裂を長期的には削減す

るだろう．それまでの間，これら地区は現地

生産を奨励する地理的に対象を絞ったインセ

ンティブという支援を必要とするだろう．距

離，人口の多い貧困地区，国内の分裂という

3 次元の統合課題を抱えたもう 1 つの国とし

てはナイジェリアがある．そのようなところ

では，政策対応はスペース的に盲目的な政

策，接続的な政策，対象を絞った政策を組み

合わせたものでなければならない．

　政府としては市場に対する忍耐を失ったり，後

進地区を支援したりすることによって，結局は失

敗するということは許されない．しかし，対象を

絞った介入策は制度改革やインフラ投資と協調す

るよう設計されていなければならない．経験が示

唆するところによれば，集積経済や国際市場アク

•
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セスを頼りにする活動に対しては，インセンティ

ブを供与すべきではない．このようなほとんどが

農村部である農業地帯では，農業向けのインセン

ティブが重要な候補者になる．産業向けに対象を

絞ったインセンティブに大きく依存するのは（イ

ンドは数十年間にわたってそうしてきている），

後進地区が生活水準を先進地区の水準にまで改善

する助けにならない．

グローバル市場アクセスを高めるための地域統合
　グローバルな貿易協定や地域的な貿易協定のメ

リットは長らく議論されてきた．その議論は今や

ほぼ決着したといってもよかろう．地域協定ない

し二国間協定が他地域の諸国との貿易を阻害しな

地図 7　地区開発の挑戦課題がそれぞれ異なっている 3 種類の国

A．中国：貧困率が高いのは西部だが，貧困層が多いのは東部

B．ブラジル：貧困率が高いのは北部と北東部だが，貧困層が多いのは沿岸部

貧困率
（貧困層の割合％）

貧困密度
（点 1 つで 5 万

人を表わす）

C．インド：中部諸州では貧困率は高く，貧困層のほとんどはそこに居住

貧困密度
（点 1 つで 5 万

人を表わす）

貧困密度
（点 1 つで 5 万

人を表わす）

出所：WDR 2009 チーム．

データ不明
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い限り，財・人・金融などの流れを円滑化する措

置（インフラや補償メカニズム）を伴っている場

合には役に立つ．そうでなければ，努力する値打

ちもない．

　本報告書ではこの議論を繰り返すことはしな

い．その代わりに，途上国はどうしたら近隣地域

および世界全体のなかで市場アクセスを獲得でき

るかという問題を取り上げる．何が必要か，何が

不要か，何が失敗するかを決定するのに，地理が

極めて重要である．しかし，政策措置のミックス

が適切であれば，はるか遠くに取り残されてきた

地域の諸国でさえ，地理的な不利を克服すること

が可能である．そのような措置が成果をあげるか

どうかは，市場アクセスが著しく改善するかどう

かにかかっている．

　成果は地域によって様々である（図 7）．成果

があがっている地域に属する諸国では，経済的な

国境が低くなっている（地図 8 パネル A 参照）．

近隣諸国がやはり繁栄しているので，国境を低く

する余裕ができたのである．これら諸国にとって

は地域市場が世界市場である．東アジア諸国は生

産関係が強くなって，高い国境でさえ飛び越える

道を開くことを許容してきたのである．しかし，

特化で効率性が高まるのは生産規模が大きい場合

に限られ，そのために北半球の大きな市場にアク

セスすることが必要になる．

　後発の途上国は発展を加速化するにはどうすべ

きだろうか？　共通の条件は分裂，すなわち国境

が高いということである．違うのは大きな世界市

場からの距離と，大国が近隣地域内にあるかどう

かである（地図 8　パネル B 参照）．

大きな世界市場に近い地域にある国．大きな

市場に近い国の場合，地域的・世界的な統合

は地理的な差別化を必要としない．経済政策

や投資環境の改善などスペース的に盲目的な

措置を講じることによって，近くの高度化し

た市場から資本や技術を引き付けることがで

きるだろう．これら諸国の過少使用の才能や

安価な労働は強い吸引力になる．地域内で進

んでいるか遅れているかはまったく問題では

ない．近くに太陽が存在するおかげで，各国

はすべて小さな惑星になる．メキシコの対米

輸出はアメリカ経済の約 1.7％を占めるにす

ぎない．メキシコとしてはアメリカとの結び

付きをさらに強化すべきである．しかし，中

央アメリカ諸国の場合，メキシコとのインフ

ラ接続はメリットが小さい．北アメリカ市場

との比較では中央アメリカ市場はちっぽけで

ある．さらに，市場アクセスは経済的な安定

•

図 7　北東アジア，東南アジア，南アジアは先進国に追い付いてきている
1 人当たり GDP の年平均成長率（1960-2006 年）

北東アジア

その他高所得国

東南アジア・太平洋

南アジア

OECD 諸国

北部アフリカ

中央アジア・コーカサス・トルコ

中央アメリカ・カリブ

東ヨーロッパ・ロシア

西アジア

南部アフリカ

東部アフリカ

西部アフリカ

中部アフリカ

南部アメリカ

％

出所：WDR 2009 チーム．
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地図 8　世界の各地域は市場アクセスの点で異なる

A．途上国地域では国境が高い

B．市場の規模とアクセスは地域によって大きな差がある

アメリカとの相対比でみた
潜在的な市場アクセス度（2003 年）

C．世界の地域は 3 次元で簡単に分類できる

高所得国
世界市場に
近い国
世界市場から
遠い大国
世界市場から
遠い小国

出所：パネル A：WDR2009 チーム，パネル b：Mayer (2008)，パネル C：WDR2009 チーム．

データ不明
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性に最も左右される可能性大であろう．中央

アメリカを世界市場と統合するには，スペー

ス的に盲目的な制度で十分であろう．同じこ

とが，東ヨーロッパ，北部アフリカ，東南ア

ジアにも当てはまる．このような地域に属す

る諸国は平均を上回る市場アクセスを獲得し

ている．ただし，これら地域のなかでさえ，

アクセス度は経済政策や規制に応じて一律で

はない（地図 8　パネル C 参照）．

大きな世界市場からは遠いが大国を擁する

地域にある国．大きな世界市場からは遠い

が大国を擁している地域（東アジア，ラテン

アメリカ，南部アフリカ，南アジア）を統合

するためには，スペース的に盲目的な措置が

同じくらい必要であるが，それだけでは不十

分な可能性がある．このような地域内の後進

国（モンゴル，ネパール，パラグアイ，ジン

バブエ）の場合，世界市場に至る道は近隣の

大国を通過することになるかもしれない．ブ

ラジル，中国，インドは潜在的な市場規模の

故に投資家にとって魅力がある．このような

「自国市場効果」は特化の刺激を生み出して，

企業が世界市場で競争するのを後押しする．

ただし，市場アクセスについて，距離に関す

る適切な尺度は経済的なものであって，ユー

クリッド的なものではない．チリは二国間協

定，画期的な輸送政策，一次産品への積極的

な特化を組み合わせて，北アメリカまでの距

離を短縮して，地域的というよりもグローバ

ルなリンクを構築した．しかし，これは例外

である．これら地域の小国の場合，経済統合

のためには制度改革と地域的な結び付きの両

方が必要であろう．

世界市場からは遠くて大国もない地域にある

•

•

国．最も困難な挑戦課題は，高い国境で分断

され，世界市場から遠く，ブラジルやインド

のような世界市場への地域的な導管として機

能する大国がない地域の場合である．この

ような地域の場合，経済地理は 3 次元の問

題を提起する．コートジボワールやタンザニ

アはブルキナファソやブルンジなどもっと不

幸な近隣諸国のことよりも，自国の貧困層の

ことばかり心配しているからといって，非

難される筋合いはない．彼らは地域統合の利

益を認識して，正しく近隣地域の統合を進め

ようと何度も努力を繰り返してきている． 

ECOWAS には労働者が自由に国境を越える

ことを認める条項が盛り込まれている．これ

は EU だけが（ごく最近になって）それに比

肩している統合段階である．地域的なインフ

ラの共有も試みている．中部アフリカ，中央

アジア，太平洋諸島なども同じような状況に

ある．このような地域の国々は 3 次元の挑

戦課題に直面している（「変貌する経済地理

　サハラ以南アフリカの密度，距離，及び分

裂」参照）．制度的な協力関係と地域的なイ

ンフラ投資を改善する努力の組み合わせが必

要であるが，それだけでは十分ではない．対

象を絞ったインセンティブも必要であろう．

おそらくは制度やインフラを改善する地域協

力を条件として，先進国市場への特恵的アク

セスが付与されることなどが必要である．

　このような「ボトムの 10 億人」を擁する諸国

が国内的にも国際的にも経済を統合しようとして

いる努力は，すべての人々が支援してしかるべき

であろう．10 億人の命がそれに依存している．

　われわれは経済成長のために必要とされる産業構成の変化については馴染みがある．農業経済が工業

化し，さらにサービス化していくのに伴い，仕事や組織も変化するということである．本報告書では，

各国が発展するためは生じなければならないスペース的な変化を検討する．経済的な成功のためには，

密度の上昇，距離の短縮化，分裂の減少が必須であることは，予測可能な将来にわたり変わらないだろ

う．それは奨励されてしかるべきである．それは不均衡な成長を伴うだろう．各国の経済地理に合わせ

た統合政策を実施すれば，このような変化は包容的な発展をずっと遅れてではなく，もっと早くもたら

すことができるであろう．
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　サイモン・クズネッツはロシアからの移民で，

アメリカでキャリアを築いた人であるが，1971

年にノーベル経済学賞を受賞している．「経済成

長について経済的，社会的な構造と発展のプロセ

スにかかわる新しい深い洞察につながるような実

証的な裏付けのある解釈」をしたことが受賞理由

であった注 1．受賞スピーチのなかで，クズネッ

ツは経済成長に伴う構造変化を要約して，「農業

から非農業へ，さらに最近では工業からサービス

へというシフト」を強調した注 2．これは各国が

繁栄するために必要な生産分野の変化といえる．

同じことをより多くしていれば発展するというも

のではない．違ったことを，しかもよりうまくし

なければならないのである．

　このことは長年の間にしばしば確認されてきて

おり，今ではほとんど自明と考えられている．し

かし，このような構造変化に必要なスペース的な

変化はそれほど自明ではないが，重要性が低いと

いうことではない．場所によって農業，工業，あ

るいはサービスのいずれに適しているかが異なっ

ている．経済が工業化し，より多くの人々がサー

ビスで雇用されるにしたがって，経済の形態も変

化しなければならない．経済的な調整だけでな

く，社会的な調整も関係してくるため，このよう

な変化には時間がかかる．経済の世界では摩擦が

生じざるを得ない所以である．したがって，経済

的生産の「何を」と「いかに」は，「どこで」と

いうことを決めないことには決定できないのであ

る．

　特に政策立案者にとっては，このような変化を

理解し，それを形作る市場諸力を評価することが

重要である．このような理解があるかないかで，

繁栄か停滞かという相違が出てくるだろう．それ

は 20 世紀中に学んだ重要な教訓の 1 つとさえい

える．クズネッツが 1922 年にロシアを去ってか

ら，ソ連の計画立案者は経済地理についてある一

つのアプローチを，アメリカはそれとは違うアプ

ローチを実施した．ソ連ではそのアプローチに

よって人々は北部と東部に移住を，そうして経済

的生産は分散を強制された．一方，アメリカでは

人々は自発的に南部と西部に移動したが，生産

はもっと集中するようになった．クズネッツが

1985 年に亡くなってから 5 年も経たないうちに

ソ連は崩壊することになる．その当時のロシアの

1 人当たり所得はアメリカの 4 分の 1 にすぎな

かった．スペース的な非効率性はソ連が崩壊した

唯一の理由というわけではないが，助けにならな

かったことは確かであろう．

　ロシアが計画経済から市場経済に移行するとス

ペース効率が上昇した．1989-2004 年の間に設

立された新規企業はほとんどすべてが，モスク

ワ，サンクトペテルブルグ，国際市場などへのア

クセスが一番良い立地を選択している注 3．研究

者は過去 30 年間にわたって，技術が進歩し生産

構造が変化するなかで，スペース効率を維持する

のに必要な経済地理の変化を追究してきている．

人口の増加，市場のグローバル化，国境などが，

人間と生産の立地に及ぼす影響を研究してきたの

である．それを受けて研究者は政府がこのような

変化をどうしたら推進できるか，あるいは阻害す

ることになるかを評価し始めている．本報告書で

はこのような研究成果に基づいて公的政策への示

唆を検討したい．

　政府の政策は重要である．経済発展に伴って

人々や生産は町や都市に，国内や海外の市場によ

り近い地域に集中していく．経済活動が国内ある

本報告書をナビゲートするCHAPTER
CHAPTER
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いは地球上の一部地域に集中する一方で，大勢の

人々が農村地帯や繁栄から遠く離れた地域に分散

して居住すると，それが生活水準について地理的

に大きな格差が生じる原因となる．本報告書では

このような事態がなぜ発生するかその理由を検討

し，途上国の経済地理を変更するのに何が最も有

効であったかを評価する．経済活動はいずれにし

ても集中するだろう．しかし，アメリカにおける

ように，うまく管理すれば成長と統合を促進す

る．管理を誤ると，分裂，絶望，あるいは紛争さ

え招来しかねない．

　この報告書は規模として地方的，国家的，ある

いは国際的で，広範囲にわたる一見ではバラバラ

な一連の現象をカバーし，分野的には人間の地

理，物理的な地理，それに政治的な地理を，対象

を絞った介入策に関しては各国と国際的な制度を

検討する．分析の規律を維持するためにはスペー

ス的な変化について一部の側面を強調する一方

で，それ以外の側面は無視せざるを得なかった．

以下，本報告書の対象範囲を要約し，用語を明確

にし，構成の概要を示す．

対象範囲
　政府は経済成長の利益をスペース全体に平等に

行き渡らせようとして（通常は不適切に）介入す

る．至上命題が政治的なものであっても，それに

は経済的な結末が伴う．また，目的が経済的なこ

とであっても，それには社会的，環境的な影響が

ある．したがって，政策立案者は深刻なトレード

オフに直面するので妥協せざるを得ない．誤った

場合の経済的コストは大きく，しかも永続する恐

れがある．経済地理の重要性を認識するというこ

とは，生産者や人々がどこに立地するかについて

一度決定を下すと，それを覆すのは困難であると

いう認識をもつことでなければならない．

　政府としては生産の集中と生活水準の収斂とい

う両方を実現する市場諸力を促進し，あらゆる所

で手頃な基本的サービスが保証する政策によって

それを高めることができる．そのために政府とし

ては経済的な好機が出現した時に，人々や企業家

がそれを活用できるよう支援しなければならな

い．最も有益な市場諸力としては，集積，移住，

特化などがある．その経済的な利益が本書のテー

マである．その社会的，環境的な意義を詳細に

検討することは回避したい（ボックス 0.1 参照）．

市場諸力の機能がもたらす社会的，環境的な意図

せざる影響は確かに重要な政策課題である．しか

し，そのためには経済的な地理が発展期にどのよ

うに形成されるかを示す本レポートがカバーでき

ボックス    0.1 本報告書が対象外にしている問題

　本報告書では焦点を絞るため，より本格的な研究では注目
されているスペース的な変化にかかわる重要な側面のいくつ
かが軽く扱われている．強調する場合や重要なメッセージを
和らげる場合を除いて，対象外になっている重要な側面は経
済地理の変化がもたらす社会的，環境的な効果である．
　集積（都市の成長）には社会的，環境的な効果がある．そ
のなかには有益なものもあれば有害なものもある．都市は社
会的なステレオタイプ化を打破し，連帯を強化するのに役立
つ．歴史上の進歩的な運動のほとんどは都市部に起源がある．
ほとんどの暴力的な運動も同様である．人が犯罪に走る傾向
は都市部の方が高いものとみられる．都市は個人主義と創造
性を許容し，社会的な障壁を取り崩す一方で，社会的な紐帯
を破壊する．

都市は現在は急進主義の中心地になっているが，そ
れとちょうど同じように，常に自由の揺りかごに
なっていた．隔離と孤独の程度は混雑した都市の方
が，個人の懸念事項が全員の懸念事項になっている

田舎の村におけるよりも強いことは，世界中の誰も
が知っている

a
．

　移住も社会によって，人々が移出する場所と移入する場所
の両面で影響が大きく異なる．ほとんど常に経済的なメリッ
トを伴うものの，多くの諸国における反移民感情にみられる
ように，リスクが高いということも意味する．
　輸送コストの低下に起因する生産の特化は環境的な代価を
伴うことがある．鱈はノルウェーの沖合で捕獲されて，洗浄
のために飛行機で中国に輸送され，販売のためにノルウェー
に空輸で戻ってきている．このような賦存条件（北ヨーロッ
パの魚と中国の人間）に基づく特化は，ノルウェーの消費者
と中国の労働者双方にとって有益ではあるが，鱈の排出炭素
足跡は今やあまりにも長過ぎる．本報告書でも都市化や輸送
の環境効果は考慮されているが，それは報告書のメッセージ
に制限を付す場合だけにとどまっている．

注：a  Weber (1899), p. 432．
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る以上の紙面が必要となる．

　本報告書では発展に必要とされる地理的な変化

について述べる．経済史と最近の研究における洞

察を使ってこのような変化を分析する．その上

で，都市化，地域開発，国際的統合に関する政策

論議を検討する．本書は『世界開発報告書』とし

て第 31 号目に当たるが，今回のテーマは過去の

報告書でも取り扱われたことがある．しかし，今

回はスペース的な変化に関係する事実，分析，政

策が焦点であり，本報告書もそれに応じた構成に

なっている．

用語
　政策立案者に有用で単純なメッセージを作成す

るためには，複雑でない用語が必要である．本報

告書は読者に馴染みのない用語を使用したり，新

たに作り出したり，あるいはそのほか略語的に

使ったりしている．本節ではこのレポートが一貫

して使用する用語を明確にしておきたい．

スペースの尺度――地区，国，地域
　この報告書全体を通じて，分析は地方，国，国

際という 3 つの地理的な尺度（あるいは規模）

で提示されている．このようなスペースの尺度に

対応する政策上の関心事項はそれぞれ，①農村

部・都市部の変化にかかわるスピードと持続可

能性，②生産や福祉について国内における地理

的な格差，③同じく国別および世界の地域別格

差，ということになる．このようなスペースの尺

度に対応する単位は地区，国，地域である．本報

告書を通じて一貫してこの用語が使われる．「地

区」（area）は「領域」（territory）と同じであ

り，地域開発（territorial development）政策の

対象となる．英語圏では「地域開発」（regional 

development）に関する議論でみられるように，

それは一国内の「地域」（region）と同じである．

本書ではもう 1 つのスペース的な尺度である国

際的な地域（region）との混同を避けるために，

地区（area）という用語を用いる．「地域」はイ

ンドとその近隣諸国を含む「南アジア」のよう

に，多数の諸国のグループを意味することがある

ためである．

　用語を明確にするには，上海という大都市地

区，中国という国，東アジアという地域の 3 つ

の地理的な尺度（規模）を考えるといい（地図

0.1 参照）．

地区．地方の尺度（規模）は上海地区であ

る．これには約 7,000 平方キロメートルの

地区に所在する上海市と近隣の都市，町，村

を含み，人口密度は 1 平方キロ当たり 3,000

人になる．上海市だけの人口密度は同 1 万

3,000 人である．

国．国の尺度（規模）には 960 万平方キロ

の国土を擁する中国で，23 省，5 自治区，4

直轄市で構成される．西の新疆ウィグル自

治区と東のダイナミックな沿岸地区の距離は

•

•

地図 0.1　3 つの地理的な尺度（規模）――地区，国，地域：上海，中国，東アジアはそれぞれ地方，国，国際という尺度（規模）の例
上海，中国，東アジアというのは，それぞれ地方，国，国際の尺度を表わす

第 1 の地理的尺度
上海省周辺の地区

第 2 の地理的尺度
中国という国

第 3 の地理的尺度
東アジア地域

上海市

上海省

上海省

出所：WDR （世界開発報告）2009 チーム．
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4,000 キロメートル以上に達している．国内

移住の制限は経済的距離をもっと長くし得

る．

地域．国際的な尺度（規模）は中国と，日

本・モンゴル・韓国を含む東アジアの近隣諸

国で構成される．同地域は様々な厚さの国境

で分割されている．

　この報告書では人的，物理的，政治的な地理の

要素で定義される「自然の」近隣諸国という概念

を用いている．世界銀行は通常，低および中所得

国についてはすべてを 6 つの地域に，高所得国

については場所に関係なく単一のグループに分類

している．しかし，本報告書では地理的な近接性

を最重要な基準に，世界を先進国と途上国の両方

を含む 16 の地域に分類している（ボックス 0.2

参照）．その方が精密でもある．例えば，サハラ

•

以南アフリカは西部，中部，東部，南部という 4

つの地域に細分されている．東アジア・太平洋

は北東部，南東部，太平洋諸島の 3 地域に細分

されている．「地域」（region）という用語は本レ

ポートではこの 16 の諸国グループを指すのに使

用されている．

　地区や地域といった用語の選択は恣意的かもし

れないが，このようなスペースの尺度は政策立案

のレベルにうまく対応している．本報告書は下位

国家，国家，国際といった 3 つのレベルでの政

策立案に貢献することを目的としている．

スペースの次元――密度，距離，分裂
　発展に伴う地理的な変化を説明するために，本

報告書はスペースについて密度，距離，分裂とい

う 3 つの次元を採用している．このような次元

は読者が経済発展を本当のスペースで，換言すれ

本報告書の地域は世界銀行の分類よりも細分化されている

　今回の報告書は地理と経済開発に関するものであり，通常
の経済分析よりも状況や結果のスペース的な変動性に焦点を
当てている．適切な場合には，分析の単位として国や国内の
地区を用いている．しかし，近接する主権国間の地域的な統
合や相互作用を強調する場合，今回の報告書では大きな相違
を覆い隠しかねない世界銀行の 6 つの標準的な地域よりも細
分化されたグループを用いている．

　世界銀行の地域との整合性を維持しつつ，国連の地理的な
地域分類を調整して，以下に示すような 16 の地域を考案し
た．今回のレポートでは文脈によっては，1 つの地域内にお
ける各国の所得は無視している．例えば，先進国から途上国
へという地域的な成長の波及効果が関心事の場合である．な
お，経済協力開発機構（OECD）加盟国など高所得国は別扱い
にしている．

本書で使われている地域

北アメリカ 西ヨーロッパ
東ヨーロッパ・ロシア

南アジア

北東アジア

中央アジア
コーカサス・トルコ

東南アジア・太平洋

オーストラリア・
ニュジーランド

西アジア

南部アフリカ

東アフリカ

中央アフリカ

西アフリカ

北アフリカ

中央アメリカ・
カリブ

南アメリカ

出所：WDR2009 チーム．

ボックス    0.2
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ば 3 次元で理解するのに役立つ．用語は簡単な

比喩ではあるが，技術的な解釈も含まれている．

密度は一般的に，例えば 1 平方キロメートル当

たりなど 1 単位の土地における経済活動の集中

度を表わす．ただし，データの制約で妥協を余儀

なくされることがある．生産と人口の密度は密接

に関係しており，生産データは入手がより困難で

あることから，人口密度が経済的密度の代理変数

として使われている場合もある．若干の混乱を招

くこともある．ロンドンはおそらく経済的密度が

世界一高い都市であろうが，人口密度では 1 平

方キロ当たり 3 万人が住むムンバイが世界一で

ある．距離は経済的密度のある場所に行くまでの

コストを意味する．

　密度と距離が人的，物理的な地理に密接に関係

しているのに対して，分裂はもっと政治社会的な

地理を意味する．宗教，民族，言語は場所別の分

裂につながる主要な属性である．分裂は国家間で

最大ではあるものの，一国内でも相当大きいこと

がある．

　このような次元は測定可能である．しかし，例

えば，高さ，長さ，幅などとは違って，地理的な

次元は方形ではない．3 つの次元についてもっと

うまい比喩は人間の身長，体重，年齢であろう．

これらには相互関係がある．同様に，距離が増加

すると，分裂が大きくなる可能性大である．密

度，距離，分裂は市場アクセスで最もうまく説明

できる．それは近隣における潜在的な市場規模

とそこに到達する容易さを語っているある場所に

ついて，そこの経済的な機会を表わす指標といえ

る．地理的な尺度ごとにみた市場アクセスが，経

済活動が繁栄し，したがって，企業が立地し，人

口が増加する場所を決定することになる．

　この市場アクセスの概念を使えば，3 つの次元

は次のように定義される．

密度は，例えば 1 平方キロメートル当たり

など，地表面積 1 単位当たりの経済的産出

ないし総購買力の規模を指す．経済活動が集

中している大都市で極めて高く，農村部では

非常に低い．

距離は，市場に行くまでの容易さを測定す

•

•

る．機会へのアクセスを決定する．一国内の

経済的密度の高い中心地から遠く離れた地区

はおくれを取っている可能性大である．

分裂は，経済交流を制約する通貨，習慣，言

語などの相違がもたらす経済的な相互作用に

対する障壁によって発生する．国際的な文脈

に最もうまく当てはまる．

　距離の概念は国際的にも当てはまる．距離と分

裂の相違を考えると，距離は経済的機会に対する

アクセスをより連続的な形で調整する（「距離減

衰」という）．それに対して，分裂はアクセスや

経済統合に対する不連続の障壁を意味する．物理

的な（ユークリッド的な）距離 1 単位当たりの

経済的距離ないし移動時間の増加とみることがで

きる．

　このような定義は科学的に厳密なものではない

が，本報告書を通じて一貫して使うことにした

い．「密度」とあれば，それは土地 1 単位当たり

の生産という経済的密度を意味する．（第 1 章や

第 7 章におけるように）1 平方キロメートル当た

りの人口，あるいは（第 2 章や第 8 章における

ように）一国の貧困層が住んでいる割合が高い

場所など，密度についてそれ以外の尺度が用いら

れていれば，それに応じた但し書きがなされてい

る．

　距離はある程度正確に計測できるであろうが，

インフラがまばらな所では，直線的な距離は道路

ないし鉄道による距離とは違ってくる．輸送サー

ビスの入手可能性や負担可能性など他の多くの要

因が，実際のアクセス可能性を決定する．その

ような情報が入手可能な場合には活用してある．

例えば，第 1 章では，最低水準の人口密度があ

り，かつ大規模な集積地への移動時間が 1 時間

以内の場所に基づいて，都市化に関する共通の尺

度が提示されている．この「集積指数」を算出す

るに当たっては，輸送インフラの質を考慮に入れ

てある．分裂は国境に関係している．それが通常

は交易や旅行の容易さを阻害するからである．し

かし，すべての国境が分裂を示唆するわけではな

い．例えば，欧州連合（EU）の国境は各国間の

分裂を反映したものではなくなっている．逆に，

•
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すべての分裂が国境に起因するわけではない．宗

教的，民族的，言語的な相違がスペース的に明白

な場合には，一国内でも分裂が起こり得る．

　地理的な尺度と次元の間には対応がある．ある

地方の地区内で最も重要な次元は密度である．一

般的に距離は短く分裂もほとんどないからだ．国

家ベースで最も重要な次元は密度に至るまでの距

離である．一国内における分裂はがいして小さ

い．ただし，分裂が深刻な国もなかにはある．国

際的には，すなわち地域相互間ないしグローバル

なスペースの尺度でみると，距離と分裂がより深

刻なのが普通である．

　本報告書ではこのような 3 つの次元を使って，

発展に必要な地理的変化を要約する（パート I）．

その上で，市場諸力がどのようにしてこのような

変化を牽引したかを示す（パートⅡ）．さらに，

各国政府としては成長を維持し貧困を削減するた

めに，どうしたらこのような諸力を高めることが

できるかを評価する（パートⅢ）．

統合の手段――制度，インフラ，インセンティブ
　政府は良い政策を通じて，経済的生産が集中し

ている場所とおくれている場所との経済統合を推

進することができる．このような政策手段のなか

にはスペース的に明示的なものもある．例えば，

都市におけるスラム街改善プログラム，ブラジル

におけるアメリカ自動車会社に対する国家ベース

の財政インセンティブ付与，EU の構造基金や連

帯基金がそれである．しかし，それ以外の政策は

対象範囲の点で普遍性を意図したものである．す

べての児童に対する義務的で無償の基礎教育提

供，最低賃金法など労働市場規制，財産権の執行

などがその例である．このようなスペース的に対

象を絞ったプログラムと「スペース的に盲目な」

政策の中間には，道路や空港などの場所および通

信システムの接続にかかわる投資や規制がある．

　どうしたら政府は農村部・都市部の変化を推

進し，後進地区が貧困を削減するのを手助けし，

（世界の最貧国では）世界市場へのアクセスを改

善することができるようにするための議論は，現

状ではすべて地理的な対象の目標設定を強調して

いる．どうやって健全な都市化を促進するかにつ

いての議論は，世界の貧困層の大半が居住してい

る村を強調する意見と，貧困脱却の道は都市にあ

る（都市部の貧困が増加すれば焦点は村からスラ

ム街にシフトする）とする意見とに二極化してい

る．国内における生活水準のスペース的な格差を

背景に，地域開発の議論でも同じように，後進地

域の経済成長促進に執着する傾向がみられる．国

際的なレベルでは，後発開発途上国に対する特恵

的市場アクセスが政策論議を支配している．パー

トⅢではこのような論議を再構成して，スペース

的な対象の絞り込みから統合にシフトすることを

訴えてみたい．

　経済統合の政策手段は，範囲と設計の両面で，

場所というものがどの程度明示的に考慮されてい

るかに基づいて，次の 3 つに分類することがで

きる．

制度は，スペース的に盲目なすべての政策手

段の総称である．これは場所とは無関係に政

府がすべての人々に提供すべきアメニティ

（快適さ）である．「制度」という言葉は普

遍性を言外に意味し，司法の管理，公共の安

全，土地・労働・資本市場の規制，一次的な

教育・医療，電気，水，衛生など基本的アメ

ニティのファイナンス・提供にかかわるメカ

ニズムを含む．徴税やこのようなサービス関

連支出のファイナンス・システムも特定の場

所を念頭におかずに設計すべきである．

インフラは，スペースを接続する投資すべて

とそれに関連するルールや規則の総称であ

る．道路や鉄道，空港や航空輸送システム，

通信，インターネットなどが含まれる．

インセンティブは，スペース的に焦点を絞っ

た介入策すべての総称である．これには輸出

加工区などある場所を優遇する規制や投資が

含まれる．次のような場所ベースのプログラ

ムも含まれる．リオデジャネイロの Favela 

Bairro（スラム街）のようなスラム街改善制

度，ブラジルのおくれている北東部の開発と

担当する北東部開発監督局（SUDENE），後

発開発途上国にヨーロッパ市場への特恵的貿

易アクセスを付与する EU の武器以外すべて

•

•

•
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というイニシアティブなど．

　このような定義は厳密には慣用に従っていない

ので，以下のように追加的な説明が必要であろ

う．

第 1 に，スペース的な盲目は必ずしもスペー

ス的な中立を意味しない．例えば，累進税制

は効果ないし結果という点で中立でない可能

性がある．都市部が結局は農村部よりも多く

の税金を納めたり，裕福な州の納税が貧しい

州の納税を凌駕したりするだろう．しかし，

指針となる原則は，税率は場所だけでなく，

そこにたまたま所在する企業や世帯の個別状

況によっても異なるということである．

第 2 に，インフラは慣用的には水供給やエ

ネルギーなど非接続的な投資をも含む．しか

し，本報告書ではインフラはスペース的に接

続的なものだけに限定する．非接続的な公益

事業は衛生など基礎サービスとして制度に含

まれる．

第 3 に，各カテゴリーには政府政策の 3 つ

の手段（税金，移転・公共支出，規制）のす

べてが含まれる．

第 4 に，政府のイニシアティブは複数の手

段を含むことがある．スラム街を開発するた

めに財産権の公式化，街路の改善，一部のス

ラム街居住者に移転させるための金銭的なイ

ンセンティブの付与などによって，都市部に

おける土地市場の機能を改善する措置がとら

れることがある．

本報告書の構成
　3 つのスペース的な尺度（規模）すべてについ

て本報告書でわかった重要な点は，経済発展はス

ムース，線形，あるいは整然としたものではない

ということである．経済成長のプロセスは凸凹し

た風景を残し，経済的な質量は一部の場所に集中

する．そういう場所の生活水準（特に繁栄の増

大，教育・医療施設，安全な住居・水・衛生への

アクセス改善，ミレニアム開発目標のなかで緊急

•

•

•

•

を要するものの一部など）は経済活動が低調な場

所よりも改善が速いため，福祉の面でスペース的

な格差が拡大する．しかし，経済成長が持続して

いる所では，生活水準の収斂が乖離に取って代わ

り始める．国全体としてスペース的に効率的か

つ公平になる（ボックス 0.3 参照）．経済開発に

とって挑戦課題は，「不均衡な」経済成長を許容

する（あるいは奨励さえする）にもかかわらず，

地理的に均衡のとれた開発成果が確保できるよう

な政策を策定することである．

事実
　この報告書のパート I では，スペース的な変化

（経済的密度，距離，分裂にかかわる変化）に関

する事実を提示する．第 1 章では，経済発展が

定住者密度の上昇を誘発することを示す．この密

度の上昇なしに高所得に到達した国は 1 つもな

い．第 2 章では，尺度（規模）を広げて，経済

発展が一国内で経済的密度が高い地区に経済活動

が集中するという現象を誘発することを示す．第

3 章では，一部の諸国に経済活動が集中するのを

鈍化させる，ないし阻害する国際的な分裂を検討

する．集中度が初期段階で急速に高まり，その後

に鈍化するというパターンは，地方，国，国際的

な尺度のすべてで類似している．

　様々な諸国における長い経験によれば，先進的

な場所と後進的な場所の所得格差は当初は乖離し

てから後に収斂に向かう．しかし，そうなるのは

よりダイナミックな地区，国，地域だけである．

3 つのスペース的な尺度それぞれについて，ダイ

ナミックな場所の近隣に所在していると得をす

る．経済成長は都市における混雑につながると同

時に，急成長している集積地にうまく結び付い

た町や都市の成長にもつながる．このパターンは

国や国際のレベルでも繰り返されている．経済活

動が拡大すれば，経済的な表現になるが，うまく

やっている場所に近い地区や国に波及していくの

である．

洞察
　パートⅡは本報告書の「機関室」（エンジン

ルーム）に相当する．産業組織論，都市経済学，
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反公平が本報告書のメッセージではない

　スペース的に均衡のとれた成長を目指す政策はしばしば公
平の観点から正当化されている．EU では地域政策は連帯の
原則に基づくと説明されている．「EU 平均との比較で経済的，
社会的に収奪されている市民や地域の利益になることを目的
にしている」のである

a
．政策は社会的，スペース的な公平

を等しくする．すなわち，個人間の平等，州や国相互間の生
活水準の平等を目指している．それとは好対照に，本報告書
は経済的生産の地理的集中に伴う利益を支持する立場を示し
ている．しかし，経済発展の初期段階では，集中が高まると，
所得などの生活水準にスペース的な格差が生じることも指摘
している．そこで，今回の報告書は反公平といえるだろうか？
　答えは否である．次の 3 種類の格差を区別することが重要
である．経済的生産のスペース的な格差，生活水準のスペー
ス的な格差，社会的な不公平という 3 つの格差である．
　経済活動のスペース的な格差．アメリカでも EU15 カ国で
も国内総生産（GDP）や人口のスペース的な分布は不均一で
ある． 2005 年についてみると，アメリカでは全国の GDP の
21％がわずか 3 州（カリフォリニア，ニューヨーク，テキサ
ス）で生み出されている．同 3 州は人口では全国の 19.8％を
占めているが，面積では 12.8％にすぎない．一方，EU15 カ国
の 2005 年の GDP をみると，10 カ国で 20.5％を占めている．
その 10 カ国は人口では同 16.9％，面積ではわずか 8％を占め
るにすぎない．したがって，双方について経済活動や人口は
集中しているといえる．しかし，生産と人口のスペース的な
不公平はアメリカの方が EU よりも大きい．GDP のスペース
的な不平等に関するジニ係数は，それぞれアメリカ 0.53，Ｅ

Ｕ 0.41 となっている．人口に関する係数はそれぞれ 0.54 と
0.32 である．EU 加盟国とアメリカの州については，数字が変
化しても結論は不変である

b
．

　生活水準のスペース的な格差．高所得国における個人の生
活水準を示す最も一般的な指標である 1 人当たり所得と失業
率でみると，EU15 カ国のスペース的な不平等の方が大きい．
例えば，2005 年の 1 人当たり GDP でみると，EU 加盟国間の
格差はアメリカの州間の格差よりも大きい．生産はアメリカ
では地理的な集中度が高くなっているが，人間も生産が行わ
れている所に住む可能性が高いため，1 人当たり GDP の格差
はそれほど大きくない．同じことは失業率についてもいえる．
アメリカでは，2007 年に失業率が最も高かった州（ミシガン）
の失業率は 7.2％で，最低の州（ハワイ）の 2.8 倍にとどまっ
ていた．しかし，2006 年の EU では同比率は 8.1 倍であった．
アメリカの生活水準に関してはスペース的な不平等は小さい
のである．
　社会的な不平等．生活水準のスペース的な不平等は EU の
方がアメリカよりも大きいものの，個人間の社会的な不平等
に関しては逆になっている．過去 20-30 年間について，アメ
リカのジニ係数は約 0.40 であるのに対して，イギリス，ドイ
ツ，オーストリアに関してはそれぞれ 0.33，0.28，0.23 となっ
ている

c
．

ボックス    0.3

出所：Mark Roberts 執筆．
注： a  http://europa.eu/pol/eg/overveiw_en.htm．b  Puga (2002)．　
c  Burkey (2006)．

国際貿易論，経済地理学など経済学のなかの細分

化された専門分野について，四半世紀に及ぶ研究

成果に基づく主要な洞察を探求する．それらを濾

過して本質を取り出すと，エンジンは規模の経

済，労働者や企業家の移動性，場所相互間の輸

送・通信コストという 3 つの要素の相互作用を

通じて機能しているといえる（図 0.1 参照）．

　企業は大きな場所に立地し，比較的大規模な操

業をしている場合に，総じて生産性が高くなる．

製品の輸送が比較的容易であれば，潜在的な市場

が大きくなるため，規模はさらに大きくなるだろ

う．労働者はこのような場所に移動し，労働の供

給と財・サービスに対する需要の両方を連れてく

る．人々の移動性が高まり，輸送・通信のコスト

が低下するにつれて，このような規模の経済は循

環的で累積的な因果関係を生み出し，経済活動は

スペース的にさらに集中する．集中度の上昇は不

可避的に混雑につながり，このプロセスを鈍化さ

せ，最終的には逆転させる．輸送コストが低下す

るので最初は集中が可能になるが，十分に低下す

ると集中は不必要になる．

　パートⅡではこのような相互作用をやや詳細に

検討する．1 世紀にわたる経験と，生産要素の移

動性や輸送コストの低下がどのように規模の経済

に寄与するのかについて，解明を試みてきた 1 世

代にわたる研究から得られた新しい洞察を要約し

てみたい（ボックス 0.2 参照）．市場から期待でき

ることや，生産の集中を円滑化し，生活水準の収

斂を促進するために，政府ができることとすべき

ことについての考え方が変わるものと思われる．

　第 4 章では，財，サービス，アイディアの生

産について，集積の経済（工場ではなく場所に関

連した規模に対する収穫逓増）に関する証拠を提

示する．場所の規模が異なると集積の利益も違っ

てくる．また，スペース的な集中に関連した混雑

は，発展段階に応じて様々な部分がリードすると

いう形で，経済成長を円滑化する場所のポート

フォリオにつながっていく．
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　第 5 章では，労働者の移住に焦点を当てなが

ら，規模の経済と要素の移動性との相互作用を検

討する．第 6 章では，輸送コストに特に敏感な

産業内取引に焦点を当てながら，輸送コストと生

産の地理的な集中との非線形関係を検討する．こ

の 2 つの章は，規模の経済，要素移動性，輸送

コストという 3 者の相互作用から得られる洞察

と，開発政策に対する意義を要約したものである

（ボックス 0.4 参照）．

政策の枠組み
　循環的な因果関係，不均一性，波及効果は，政

策で経済成長を促進し，市場が生み出すものを凌

駕して社会福祉を改善することができるという世

界にとっては利益をもたらす．政策がうまく実施

されれば，このような変化を推進ないし加速する

ことができるからである．

　経済発展にはこのような特徴があることから，

政策立案も困難な仕事になっている．この報告書

のパートⅢでは，それまでの部分から導かれた原

経済地理による新鮮な洞察：集中，収斂，統合

　過去 20-30 年間に，新しい分析のおかげで生産の立地，貿
易，開発などに関するわれわれの考え方は変わってきている．
分析は 2 つの要素に基づいている．第 1 に，大きな市場は規
模の経済をもって生産している企業にとっては不釣合いなほ
ど魅力的である．国内市場が大きい企業は売上高がより大き
くなる．これは規模の経済を背景に，単位コストが低く，利
益率が高くなることを意味し，既存企業による拡大を促進し，
新規企業を引き付けることになる．第 2 に，大市場が大きい
一因は多くの企業や消費者がそこに立地していることにある．
市場アクセスと移動性は循環的で累積的な因果関係を生み出
す．大市場は企業や労働者を引き付け，企業の中間投入財に
対する需要と労働者の最終財に対する需要は市場をさらに大
きくして，より多くの企業や労働者を引き付けるといった具
合になる．
　初期条件が貧弱な場所にとっては，これは良いニュースでも
あり悪いニュースでもある．企業の立地は比較優位に基づく理
論に基づいて，われわれが信じているほど自然に制約を受けて
いないということを意味するので，良いニュースといえる．貧
弱な場所でも活動の集中が維持できる．一方，市場アクセスと
移動性の循環は持続するので悪いニュースである．ある場所が
はるか先にまで前進してしまうと，おくれている地区は追い付
くのが困難である．集積は労働コストを押し上げるのに，企業
は低賃金地区に移動しようとしない．サプライヤーや顧客への
近接性に伴う利益を放棄したくないからである．
　集中がルール．市場アクセスと移動性が生み出す集積力の
強さは輸送コストに依存するが，その関係は線形ではない．
このコストが高いと，企業は生産を分散することによって，
産出物の長距離輸送を回避する．そうなると，企業立地は農
民や炭坑夫の需要など固定された需要に対する地方的なアク
セスによって主に決まることになる．輸送コストがそれほど
でないものについては，市場に対して遠くから供給すること
が可能であり，市場規模の点で有利な場所はその他の場所と
の比較では，それに基づいて離陸することができる．輸送コ
ストが低水準にまで低下すれば，地方的に売買できかどうか
はあまり重要でなくなる．したがって，企業立地は土地や住
居のコストを含め，固定的な性格をもったものの地方におけ
るコストによってほぼ決まるものの，対面型の相互作用がで
きるかどうかや，専門的な労働市場でニーズに合った労働者

を発見できるかどうかも影響される．したがって，輸送コス
トが十分低下すれば，コストの格差に応じて分散する経済活
動もあれば，集中したままにとどまるものもあるということ
になる．
　収斂が目的．市場アクセスと移動性の力は収斂に関するわ
れわれの考え方に影響を与えている．スムースで線形の発展
という見方は凸凹で非線形のプロセスという見方に道を譲っ
てしまったのである．国が成長するのに伴い，新しい生産者
は既存生産の近くに立地するので，後進地区と先進地区の生
産格差は拡大する．賃金格差が大きくなると，産業は低賃金
の場所へ分散する．しかし，これはすべての場所の着実な発
展ということにはつながらない．そうではなく，発展は波状
的に生起し，一部の地区ないし国は発展プロセスを通じて，
連続的に貧困を脱して急成長する．ところが，新古典派の世
界ではおくれている方が有利である．おくれている場所ほど
追いつくのが速くなるからだ．しかし，集積経済を考えると，
おくれを取った地区，国，あるいは地域は追い付くのが困難
であろう．おくれを取っている場所はどうすべきであろうか？
　統合が答え．輸送コストの高低にかかわらず生産が分散し
得ることを考えると，後進の地区，国，あるいは地域は原則
として，輸入代替あるいは輸出指向型工業に転換すべきだろ
う．しかし，長期的にみると開発戦略としては輸入代替は実
現の可能性が低下する．なぜか？　地方の固定的な需要に対
する外国のアクセスが制限されるからだ．これに対して，輸
出指向型工業では加工・輸出のために外国の中間投入財を購
入するコストが削減される．農業のシェア低下と製造業やサー
ビスが集積する傾向を受けて，後進地区における需要のシェ
アは低下してきている．さらに，生産の分散で中間投入財へ
のアクセスが重要になってきている．この両面から地方の固
定的な需要を囲い込むことに基づいた開発プロセスは期待が
もてなくなっている．一部の先進的な国や地方は貿易に対し
て閉鎖的であったにもかかわらず工業化したという観察は，
現在の後進的な地区，国，あるいは地域にはほとんど参考に
ならない．現在おくれているところは世界経済との比較であ
まりにも小規模であり，孤立はもはや実現可能な選択肢では
あり得ない．

ボックス    0.4

出所：Diego Puga 執筆．
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則を使って，3 つの重要な政策論議を再構成する．

その原則というのは，途上国がスペース的な生産

の集中と消費の収斂の両方に伴う利益を実現する

ためには，経済発展を経済統合によって円滑化す

るのが最善だということである．パートⅠで説明

した密度・距離・分裂という 3 つの次元と，パー

トⅡで説明したスペース的な各尺度における土

地・労働・中間投入財に関する重要な市場の機能

（あるいは機能不全）を使って，パートⅢの各章

は単純な枠組みを提示し，現実世界の政策経験に

基づくその実情を例示する．地理的な各尺度に対

応するルールは次元 1 つに手段 1 つということ

で共通している．地方的な尺度の事例（第 7 章）

だけに基づいて，単純化し過ぎのきらいはあるも

のの，要約を示せば以下の通りである．

一次元の問題に対しては，スペース的に盲目

（無視したの意味）な政策が対応策となる．

例えば，都市化への胎動を経験している地区

では，政策目的は密度の上昇を円滑化するこ

とに置いて，政策当局としては（農村部およ

び都市部の）土地市場の機能を改善する制度

に特別な関心を払うべきである．

二次元の問題に対しては，スペース的に盲目

であると同時に接続的な政策が対応策とな

る．例えば，急速な都市化が進展している

地区では，密度の上昇を円滑化するだけでな

く，混雑の増加を原因とする距離の問題を緩

和することも政策課題になる．上述した密度

の上昇を円滑化する制度の改善や，経済的距

離という問題の深刻化に取り組むためのイン

フラ投資などが対応策に含まれる．

三次元の問題に対しては，スペース的に盲目

で接続的な対象を絞った政策が対応策とな

る．例えば，一国内の都市化が高度に進展し

た地区では，密度と距離の問題は都市化した

地区内の分裂で複雑化している．都市部の先

住者居住区とスラム街との分裂が最も顕著

で，後者では土地市場の利用が非公式な慣行

に基づいている．有効な政策対応策には制

度，インフラ，インセンティブが含まれるこ

とになる．

•

•

•

　同じような段階的な政策対応が，国のレベルで

は後進地区と先進地区を（第 8 章），国際的なレ

ベルでは貧困諸国を世界市場に（第 9 章）統合

するのに役立つだろう．

　3 つの地理的な尺度のすべてについて，政策論

議に共通していることが 1 つある．それは現状

ではスペース的に対象を絞った介入策に終始して

いるということだ．本報告書はスペース的な統合

に成功するアプローチのすべての要素，すなわち

制度，インフラ，インセンティブのすべてを盛り

込むべく，論議の再検討を訴えるものである． 

　本報告書は長期的な視点をもって，現在の先進

国が現在の低ないし中所得国の所得水準にあった

時期に経験したスペース的な分裂を年代記にして

いる．また，多数の諸国についてスペース的な格

差と経済発展との関係を体系的に跡付けている．

結論としては，経済的生産におけるスペース的な

格差と福祉におけるそれとについてははっきり区

別している．さらに，後進地区においては特別な

状況を例外として，経済的生産ではなく社会福祉

を押し上げるために，先進地区における集積の利

益を活用することを勧告している．

地方というスペースの尺度（規模）では，政

策目的とすべきは成長効果を最大化するた

めに都市化の質を改善することである．第 7

章では，都市化の進展に伴って，政策立案者

の優先課題がどのように変化するかを検討す

る．市場が機能不全に陥る懸念が最も大きい

土地利用に特別な注意を払っている．

国というスペースの尺度（規模）では，政策

目的とすべきは特に距離の減少で市場の概念

が地方市場からグローバル市場に変化してい

る世界では，労働者や企業家の市場アクセス

を改善することである．第 8 章では，政策

立案者が国家的な統一という政治目的をどう

したら経済的集中と調和をはかることができ

るかを検討しながら，市場が機能不全に陥る

懸念が最も大きい労働の移動性に特別な注意

を払っている．

国際というスペースの尺度（規模）では，政

策目的とすべきは労働や資本の移動が阻害さ

•

•

•
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れている分裂した世界では，生活水準の収斂

を促進することである．第 9 章では，途上

国はどうしたら世界市場にアクセスできるか

を検討した上で，賦存条件に基づく比較優位

の活用に加えて，特化と産業内貿易を強調し

ている．輸送コストに特に敏感な中間財の貿

易にも特別な注意を払っている．

　この報告書は開発そのものと同じくらい広範で

困難な政策分野の検討に規律をもたせるため，経

験と分析の両方を援用しており，幅広い読者層に

とって有益ではないかと期待される．しかし，報

告書は以下の通り，この研究の具体的な側面に関

心がある読者にとってだけ「優しく」なるような

構成になっている．

報告書には記述的，分析的，規範的な部分が

含まれており，肯定的な部分から徐々に標準

的な部分に書き進められている．各部分は総

合的な研究の一環を成してはいるが，独立し

て読むことも可能である．時間的な余裕の

ない政策立案者なら概観とパートⅢの政策に

関する 3 つの章だけ読めばいいだろう．世

•

界のスペース的な変化に興味のある学徒なら

パートⅠの 3 つの章だけ読めばいい．そこ

では経済発展について 3 次元の旅が提示さ

れている．

報告書は経済地理が提起する政策課題に取り

組むスペース的な尺度（規模）を地方，国，

国際へと，特定の読者層を念頭に置いて漸次

拡大している．途上国の都市化に関する政策

論議だけに関心のある読者は，密度に関する

3 つの章（第 1，4，7 章）だけ読めばいい．

一国内における地域開発と地理的な格差に関

する政策論議に主として関心のある読者は，

距離に関する章（第 2，5，8 章）だけ読め

ばよい．地域統合に関心のある読者は分裂に

関する章（第 3，6，9 章）だけ読むことに

すればよい．

第 1 章から 9 章までの各章は経済開発の

問題を消化可能な一口に分割したものであ

り，それぞれが教育的な機能を果たしてい

る．本報告書における議論は「実際の地理」

（Geography in Motion）に関する 4 つの小

論で強調されている．これは北アメリカ，西

ヨーロッパ，東アジア，サハラ以南アフリカ

•

•

図 0.1　読者がナビゲートするための助け：3 つの地理的尺度における事実，諸力，政策

出所：WDR2009 チーム．

分析

政策

変貌する経済地理：東アジア

変貌する経済地理：サハラ以南アフリカ

第 1章
密度

第 4章
集積

第 2章
距離

第 3章
分裂

第 5章
移住

第 6章
特化

第 7章
都市化

第8章
地域開発

第9章
地域統合

変貌する経済地理：西ヨーロッパ

変貌する経済地理：北アメリカ 
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の経験にスポットライトを当てることによっ

て，多種多様な要因を結び付けたものであ

る．開発のために地理が提起する挑戦課題

（および地理がどのようにして変化してきた

かにかかわる若干の手がかり）に関心のある

読者は，世界各地に関する小論を読んでいた

だきたい．

　因みに，図 0.1 は読者の政策的な関心に応じ

て，本報告書を水平的に（事実，諸力，政策ごと

に），あるいは垂直的に読む方法を例示したもの

である．



変貌する経済地理

　この逆転がどうして生じたのかを理解するには，北米の

人々が増大する密度や広大な大陸の距離や奴隷とその所有

者との厳しい分裂状態をどのようにうまく処理したか，つ

まり北米の経済地理がどのように再形成されたかを理解し

なければならない．

　

規模とアメリカ経済の優勢
　アメリカ経済地理を最も明白に特徴付けるものは規模

であろう
注２

．1800 年にはベルサイユ条約（1783 年）の

下で誕生間もない国に与えられた 86 万 5 千平方マイル

（224 万 km2）の土地に 530 万人が暮らしていた．1900

年までに 200 万平方マイル（518 万 km2）余りを追加し

たが，これは買収したり，戦利品としてあるいは条約に

よって獲得したりしたものであった．現在アメリカには 3

億人の人が住み，350 万平方マイル（906 万 km2）の領

土を有している．1790 年と比べると人口密度は約 18 倍

になったわけである．

　このように広大な土地に国民と生産がうまく分散するか

は大変な問題であった．人も生産可能な土地も西部と南

部に広がっていった．1800 年に人口は東部沿岸地域のメ

リーランド州に中心があった（G1.1 地図参照）．1900 年

までに中心はインディアナ州に移動した．20 世紀の間，

中心は南西に移っていき，2000 年にはミズーリ州が中心

となった．この頃までにアメリカの人々はほとんど東西の

海岸線に定住した．アメリカ人は物理的にかつてないほど

遠く離れてしまったのだ．

　アメリカはこのようなはるかに隔たった物理的距離をど

のようにして克服したのだろうか．当初は，土地を配分し

所有権を保護する制度的な仕組みが優先された．憲法と

1787 年の北西部条例によって未入植の地域を州の土地と

する手続きの仕組みが出来上がった．公的な土地は個人に

売却されるか，あるいは無償供与の形で譲渡された．土地

収用権は土地を最も有効に使用するために行使されたが，

特に鉄道敷設に必要な場合に使われた．最初の大陸横断鉄

道が完成したのは 1864 年であった．先住民は強制的に移

住させられ，必要とあれば軍隊が出動して排除した．州や

地方政府はアメリカ人の移動を奨励するために土地を提供

し，運河を作り，学校や道路やその他の公共財を提供した．

これらの地方政府は税金やその他の奨励策で人々や会社を

自分達の土地に呼び込もうとお互いに競い合っていた．

　人々や企業の移動は合衆国憲法の通商条項によっても奨

励された．通商条項は州政府が州境界線を越える通商を制

限することを明白に禁じていた．このように制度的構造に

よって，人（奴隷を除く），資本，物品が自由に移動する

ことが可能となった．また移動しても経済的損失は生じな

いように所有権を伴っていた．

　このような政策環境の下，19 世紀の「交通革命」と密

度の増大によってアメリカの経済構造が根本的に変化する

ことになった．鉄道，運河，蒸気船の組み合わせによっ

てそれまでの馬車のみの交通と比べると中長距離交通の

コストは大幅に削減された 3．地域経済構造はそれぞれに

異なっていたものの，田舎は都市化されて人が密集した．

ニューイングランド地方はやせた土地と厳しい気候にもか

かわらず，1800 年には産業の 80％が農業だったが，徐々

に製造業が発展していった．中西部は食料品に特化してい

た．20 世紀の始め頃までにアメリカは世界最大の製造業

国家となっていた．

　密度の増大と人や企業の移動は市場諸力によるところが

大きかった．入植はたいてい慎重であった．鉄道の敷設

北米：距離の克服

　ヨーロッパ人が海を渡って植民地獲得を始めた頃，北米が経済的成長をとげるのははるか先と見られていた．
1756 年から 63 年にかけて，フランスと英国がカナダをめぐって 7 年戦争をした時には，ボルテールは「ほんの数
エーカーの雪の大地」をめぐってどうして両国が戦わなければならないのか，と訝＜＜いぶかっった＞＞ったもの
だ．気候も大地もサトウキビを育てるのに向いているカリブ海諸国の経済発展の可能性に両国はもっと関心を持つべ
きであったし，実際に関心があった．周知の通り，マンハッタン島はオランダ人がスリナム一帯の土地との交換で手
放したものだ．しかし時が経つにつれ，プリマス（マサチューセッツ州）の雪と岩しかないわずかな土地が，「富の
逆転」を極寒の北西アメリカと温暖な南国との間にもたらすことになった

注１
．
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は投資家が利益が出ると思うタイミング（と場所）で行わ

れ，徐々に国を横断して延びていった．時折入植が「飛び

越して」行われることもあった．1849 年に金が発見され

た後のカリフォルニアのように，広い土地を飛び越えてど

こか別の場所を目指すわけだ．しかしそれも単にアメリカ

の労働力を再配分するペースを加速させただけだった．

生活水準の収斂
　アメリカの南北戦争の経済的影響は長期にわたって持続

し，国が分裂した．南部における一人当たり所得は南北

戦争後に絶対額でも国内の他の地域と比べても急減した．

1900 年になってもアラバマ州の一人当たり所得は国内平

均の半分に留まっていた．1938 年にフランクリン・ルー

ズベルトが南部は国家の最重要「経済問題」であると述べ

たことは広く知られている．このようにアメリカには後進

地区があったが，20 世紀には生活水準の着実な収斂が生

じた．

　アメリカではある州における 1900 年の一人当たり所得

水準とその州におけるその後 100 年にわたる総所得の成長

率とは明らかに逆の相関関係がある．つまり，1900 年か

ら 2000 年にかけて，貧しい州が豊かな州より急速に経済

成長をしたのだ．これは「ベータ収斂」という現象として

知られている．この現象は主に人々の移動によって説明が

つく．20 世紀には貧しい州から豊かな州への移動が優勢

であった．おそらく最も重要な例はアフリカ系アメリカ人

が南部の農村部から北の（そして西の）都市部へ移動した

ことであろう．この移動は第 1 次世界大戦中から本格的に

始まり，第 2 次世界大戦中および直後には大きなうねりと

なっていた．現在ミシシッピやルイジアナのような州は可

処分所得が全米で最低水準であるが，このような移動がな

ければもっと生活が困窮していたことは想像に難くない．

　収斂は交通費の減少によって促進された．交通および通

信の非常に重要な発明の多くがアメリカでなされた．20

世紀には飛行機，自動車，電子通信機器の普及によって，

交通網，情報網が広がった．今日世界で最も使用されてい

る飛行場 30 のうち，16 がアメリカにある．またアメリ

カ人 100 人中 75 人が自動車を持っている．

　自動車の発明と普及によって人々は都市の中心部から郊

外へ移動するようになり，都市部の密度が著しく「平坦

化」される形で都市が広がっていった．このことは集積の

経済を拡大するのに役立ったが，一方で社会的な分裂も引

き起こした．アメリカの地方政府の財政制度では，住民へ

のサービス提供資金を地方固定資産税に依存しており，所

得の再分配に影響を与えるような制度設計がほとんどなさ

れていない．それで金持ちや中流の人々は新興郊外へ移動

することによって，他の人々への資金援助を免れることが

できるわけだ．ここでも人種が一役買う．都市中心部は圧

倒的に「黒人」となり，郊外は「白人」という構図だ．

　1956 年に連邦高速道路法が制定されてアイゼンハワー

州間高速道路網の建設が進められることになったため，良

かれ悪しかれ自動車が増加した．アイゼンハワー大統領は

地図 G1.1　グラビティでみた人口の地理的中心部（1790 年から 2000 年まで 1371km 移動）

アメリカ

出所：アメリカ国勢調査局，地理部
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ある有名なスピーチで，1919 年に若き将校としてワシン

トン D.C. からサンフランシスコまで最初の戦車部隊大陸

横断に参加したときのことを語っている．この旅は途中遅

れにつながるすべての事態に直面して 62 日間かかった．

今日この高速道路網のおかげで，この 2819 マイル（約

4500km）の旅程を 2 日間で行くことができる．最近の研

究によると，4 万 7 千マイル（約 7 万 6 千 km）にわたる

高速道路網によって，以前は孤立していた農村部が国家経

済と一体化し，大都市圏の成長を後押ししている．

　このような結びつきは人口や経済活動の広がりにどのよ

うな役割を果たしたのだろうか．矛盾するようだが，グラ

ビティの中心が北米の内陸に向かって移動するにつれて，

大都市以外の内陸部は空洞化していった．たとえばミズー

リ州の人口は 550 万人だが，その半分以上が大セントル

イス地域に住んでいる．交通のインフラが拡大しても人々

を分散させるには至っていない．しかしその拡大によって

国中の多くの都市が集積の経済によって成長する結果に

なった．2000 年の人口分布は都市，北東部，海岸に集中

し，その結果「シグマ収斂」とよばれる現象が生じた．こ

れは経済成長に伴って州間で所得の不平等が縮小すること

である（G1.2 地図参照）．ある測定法によれば，一人当た

り所得の州間のばらつきは 2000 年までに 1880 年水準の

三分の一まで低下した．

高まる密度，格差の縮小，長引く分裂
　アメリカ経済は長期的に見ると称賛に価する．この

180 年間で一人当たり所得は年平均 1.8％増加して，累積

では生活水準が 26 倍向上した．この成長にともなって，

州間の所得格差は縮小した．アメリカは規模の経済を実現

してきた．まず工場レベルで，次は町が製造業に特化して

いくと地方レベルで，その後ロサンゼルスやニューヨーク

のように，大都市型集積産業の発達で大都市レベルで実現

してきた．

　今日ではアメリカは非常に効率的な財と生産要素の国内

市場で成り立っている．場所は所得決定の上でまだ重要な

意味を持つが，それは短期的に見たときであって，長期的

には問題にならない．しかも短期的に意味を持つといって

も 100 年前よりその期間はずっと短くなっている．ハリ

ケーンカトリーナのような局所的な大打撃も，以前と比べ

たらその地域の経済成長見通しに影響を与えなくなってき

ている．1980 年代初めに 12 万 5 千人のキューバ難民が

マリエル港を出発してマイアミに上陸した時でもその地域

の賃金は実感するほどの影響を受けなかった．

　結果はうわべを見ると矛盾しているようである．アメリ

カにおける賃金（人的資本による修正済み）は異なった場

所でも似通っているが，経済活動は場所によって大きく違

うからだ．ヨーロッパは社会的な不平等が少ないことが称

賛されているが，北米はもっと空間的に平等だ．そして経

地図 G1.2　アメリカの大都市は北東部および東西両海岸に集中している
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出所：Population of Metropolitan Statistical Areas; U.S. Census Bureau.
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済生産物の流通はもっと空間的に効率がいい．その理由は

流動的な労働力だ．毎年約 800 万人のアメリカ人が州を

越えて移動している．10 年間で人口の四分の一以上が居

住している州を変えている．距離と分裂を克服することに

よって，そして自由な移動を通じて人も生産も国中に偏在

することを認めることによって，今日のアメリカの一人当

たり所得は高水準であると同時に，異なった州間で驚くほ

ど似通っているのだ．

　アメリカにとって残された課題は分裂の解消だ．北米自

由貿易協定（NAFTA）はその方向へ向けての一歩である．

しかしその一歩はささやかだ．カナダとアメリカの市場統

合を考えてみよう．ある研究によると，取引相手（この場

合はアメリカの州とカナダの州）を距離と経済規模（国内

総生産）で調整したうえで比べると，カナダの州間の取引

はカナダとアメリカの間の取引よりずっと多いのだ 4．た

とえばアメリカのカリフォルニア州の規模なら，カナダの

オンタリオ州との取引は，オンタリオ州とブリティッシュ

コロンビア州（カリフォルニア州にとって最も地理的に近

いカナダの州）との取引より 10 倍多いはずだ．ところが

実際はオンタリオ－ブリティッシュコロンビア州間取引は

オンタリオ州とカリフォルニア州の間の取引の 3 倍になっ

ている．つまり，世界で最も垣根の低い国境ですら，貿易

にはマイナスの影響があるということだ．

　アメリカは北方境界線で，カナダと 3987 マイル（約

6400km）にわたって国境を接している．警備のない国境

としては世界で最も長い．南方のメキシコと接している

国境では状況がかなり異なっている．国境は不法移民が

入国しないように警備されているが，多くのアメリカ国

民にとっては十分厳しいとはいえない．1933 マイル（約

3100km）の国境に柵を設けようという提案もあるほどだ．

このような障害物は北米大陸の国同士が収斂していくのを

妨げるものだ．

出所 : Robert A. Margo による寄稿





 

発展を 3次元で見る
IPart

　世界の経済が成長するのに伴って，人々や生産は集中しつつある．拡大を続けている都市，先進的な地区，

統合している国など繁栄している場所に，まるで重力によって引き付けられているようだ．低および中所得国

における密度への牽引力は，現在の高所得国で数十年前にそうであったように，繁栄している地区と取り残さ

れた人々の経済的な距離が広がるなかで，絶望感を強めことがあるかもしれない．また，輸送や通信の急速な

進歩を受けて，世界中の地理的にはかけ離れたコミュニティどうしが連携を強め，交流の新しい機会が開かれ

ているなか，人々，資本，財の流れを阻害する政治的な分裂は残ったままである．本書のパートⅠでは，密度，

距離，分裂というスペース的な次元を定義した上で，それが経済発展にしたがってどう推移してきたかを検討

する．第 1 ～ 3 章では，地方・国・国際という尺度で経済地理がどのように変化しているかということ，この

ような変化の範囲とペースが北アメリカ，ヨーロッパ，日本が同じような発展段階にあった時と比べてどうな

のかということを示す．このような様式化された事実を幅広く見ておくことが，本書のパートⅡの分析とパー

トⅢの政策論議にとって必須の基礎知識となる．
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密度

　世界のレーダーからほとんど外れている西アフ

リカのほこりっぽい平原に，人口 160 万人の都

市がある．人口約 80 万人がニジェール川で分断

された半分ずつの地区にわかれ，2 つの橋だけで

つながっている．移動の圧力があまりに大きいた

め，毎朝，橋の 1 つはミニバス，自転車，オー

トバイ，歩行者，時折の自家用車など上り通行専

用とされている．夕刻に中心街を脱出するという

ことは，ミニバス停留所に向かう群集の流れに加

わるというということを意味する．乗客を乗せた

緑色のバンは 20 キロメートル離れた住宅街に列

を成して向かって行く．これがマリの首都バマコ

である．毎朝，中心街に向かって息を吸い込み，

毎夕，息を外に吐き出す．

　息するたびにバマコは成長しており，世界中

で急成長が著しい都市の 1 つに数えられている．

人口の自然増に農村部や国内の他の都市からの移

民が加わっているためだ．2008 年の人口は 10

年前の 1.5 倍で，ブダペスト，ドバイ，ワルシャ

ワとほぼ同規模に達している．マリでは人口が第

2 位の都市と比べるとバマコは 10 倍の大きさで，

工業施設の 70％がここに集中している注 1．かつ

ては村落にすぎなかった新しい居住区（カルティ

エ）は，南部，東部，西部の方面では首都と一体

化している．バマコ住民の一部は今や安い土地と

若干の静寂を求めて周辺の居住区に脱出を図って

いるが，生計手段を提供してくれる都市からは手

の届く範囲内にとどまっている．

　バマコは住民の勤勉さにもかかわらず，西アフ

リカでは眠ったような都市の１つにすぎない．工

業品の多くはバマコの 2 倍以上の人口を擁する

地域的な大都市圏アビジャン（コートジボワール

の首都）から，1,184 キロメートルに渡る道路で

輸送さられている．そのアビジャンでさえラゴス

と並べれば小さくみえる．ラゴスでは経済活動が

非常に集中していて，住民自身がまるで圧力鍋の

なかで生活しているようだと言っている．一部の

家族は 6 時間眠るためだけに部屋を借りて，次

の同じような家族に明け渡す生活をしている．買

い物は必ずしも外出を意味しない．ラゴスの果て

しない交通渋滞にはまったドライバーには，品物

が徒歩やカートで配達されている．町の人口がわ

ずか 250 万人だった 1980 年頃に，ラゴスのマ

スタープラン作成を担当したような一部の人々か

らすると，同市の持続的な成長は「無規律」であ

る注 2．混雑と犯罪があるのに，ラゴスには一体

どんな魅力があって，移民を引き寄せ続けるのだ

ろうか？

　手短に答えれば，それは経済的密度である．ラ

ゴスは経済的にも人口の面でも密度が世界一の都

市というわけではない．その栄誉はそれぞれロン

ドン中心部とインドのムンバイに属する．にもか

かわらず，ナイジェリア経済の未来とラゴスの成

長は，イギリス経済とロンドンの成長との関係と

同じく，解きがたく強く結び付いている．都市の

成長なくしてかつて発展した国は１つもない．国

が豊かになるにつれ，経済活動は徐々に町，都

市，大都市圏に集中する．経済のこのような地理

的変化はごく自然であり，非人間的な集計値のレ

ベルでは当たり前のこととして受け止められてい

る．しかし，経済的密度への移行はその過程にあ

る人々と，最終的にはそれから取り残された人々

の両方にとって，貧困を脱却する道である．著名

な都市計画専門家 Jane Jacobs は次のように書い

ているが，その際にはバマコやラゴスを念頭に浮

かべていたわけではない．「大都市圏の経済はう

CHAPTER1CHAPTER
CHAPTER1
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まく機能している時には，大勢の貧困層を中流階

層に，大勢の非識字者を熟練労働者に，大勢の青

二才を有能な市民に，恒常的に転換させている．

都市は中流階層を誘き寄せているわけではない．

生み出しているのである」注 3．彼女は次のよう

に言ってもよかったであろう．「ラゴスやバマコ

が成長するにつれて，西アフリカに欠けていた中

流階級が輩出される」．

　本章では，発展の地理的な次元の 1 つとして

密度を導入する．これは 1 単位の土地で生み出

された経済的な質量ないし産出と定義される．発

展に伴う密度の推移を調査することによって，一

国の密度が都市化に伴ってどのように，最初は急

速に，その後は緩やかに上昇するかに関して，様

式化された事実を提示する．このような変化は最

初は経済的密度が高い場所とそうでない場所にお

ける生活水準の地理的な格差を伴う．しかし，や

がては収斂する．したがって，生活水準は都市部

対農村部のように密度が異なる地区間で最終的に

は収斂する．都市の内部においてさえ，公式的な

居住区とそのなかの人口密度が高いスラム街の格

差は発展に伴って徐々に解消する．しかし，この

ような収斂は自然に生じるわけではない．そのた

めには土地市場を管理する政策，インフラ投資，

適時に実施される介入策などにかかわる制度が必

要とされる．

　主な研究結果は以下の通りである．

発展とともに経済活動の集中度は高まる．世

界で最も密度の高い地区ないし居住区は先進

国に所在している．このような水準に至る道

は，本報告書では「都市化」といっている

が，必ずしも線形ではない．町や都市に居住

する人口が一国の総人口に占めるシェアは，

農業経済から工業経済に転換する時期に急上

昇する．これは一般的に低所得から中所得の

発展と時期が一致する．その後は都市化の

ペースは鈍化するが，経済的密度は工業化し

た後の経済のなかでも上昇し続ける．サービ

スが工業よりもさらに高密度で集中している

ためだ．

発展とともに福祉に関する農村部対都市部お

•

•

よび都市内部の格差は縮小する．発展の初期

段階では福祉にかかわる地理的格差は大き

い．このような格差は発展に伴って当初は拡

大する可能性がある．しかし，所得，貧困，

生活水準に関する農村部対都市部の格差は，

経済が成長を続けていれば収斂し始める．社

会的サービスへのアクセスや成長率が高い地

区についてはより一層速くなる．福祉や住居

の都市内部における格差（非公式的な居住区

ないしスラム街で最も顕著）は，もっとずっ

と長く持続して，発展がかなり進展した段階

になって初めて縮小する．

都市化のペースも経済成長との関係も先例が

ないわけではない．現在の途上国は町や都市

への殺到という同じような経験をした先進国

が描いた水路を航行している．スピードは似

ているし，ルートは同じである．現在違って

いるのは船の規模である．現在の途上国の都

市人口に毎年追加されている絶対的な人数

は，韓国や台湾など最近工業化した諸国の場

合をさえ大幅に凌駕している．このような類

似と相違がもつ政策的意義については，本報

告書の後続の章で検討する．

密度の定義
　密度とは単位面積当たりの経済的質量（economic 

mass），ないし経済活動の地理的な密集度を指す．

端的に言えば単位面積当たりで生産された産出水

準，したがって生み出された所得の総称といえる．

例えば，1 平方キロメートルの土地で生み出され

た付加価値ないし国内総生産（GDP）として計測

可能である．高密度は労働や資本の地理的な集中

を必要とすることから，これは雇用や人口両方の

密度とも高い相関関係がある．従って密度は都市

居住性の定義的な特徴といえる．

経済世界はフラットではない
　経済活動の地理的な分布はどう分析しても不均

一である．どのような地理的な尺度でみても，国

であろうと，あるいは州ないし郡などの下位国家

的な地区であろうと，密度には必ず階層がある．

•
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トップにくるのは一次都市（プライマリーシティ）

で，ボトムにくるのは農業地帯ないし農村部であ

る．両者の中間には様々な密度の居住区が連続し

ている．

　経済的質量の地理的な不均一性ないしデコボコ

は，当該国の地表面積に応じて増大する傾向があ

る．しかし，小国の経済的地理でさえデコボコ

である．ベルギーの首都ブリュッセルの面積は

161 平方キロメートルであるが，このうち 159

平方キロは非農業用に使われている．この狭い地

区で 550 億ユーロの GDP が 35 万人の労働者に

よって産出されている．つまり，平均すると，1

平方キロの土地に 2,000 人の労働者がいて，毎

年 3 億 5,000 万ユーロの財・サービスを生産し

ていることになる．ブリュッセルは GDP と雇用

に関して密度が高いだけではなく，NUTS1（地

域統計分類単位で「大地域」）として分類されて

いるどのヨーロッパ（EU27 カ国）の地区よりも

人口密度が高い．1 平方キロ当たり 6,000 人強

とベルギーの平均の 18 倍になっている注 4．比較

のため，ロンドンとマドリッドの人口密度は同約

5,000 人である．

　この密度はベルギーの農業地帯と顕著な対象を

示している．フラマン語系のフランデレン地方で

は，6,323 平方キロメートルの土地が農業に使わ

れている．同地方はブリュッセルのほぼ 40 倍で

あるが，雇用はブリュッセルの 13％，GDP は同

4.5％にすぎず，1 平方キロ当たりの密度に換算す

ると，雇用は 7 人，GDP は 33 万ユーロにとどまっ

ている．ブリュッセルとフランデレン地方の産出

密度は 1,000 対 1 といえる．大都市圏ブリュッセ

ルと農村部フランデレン地方の中間には多種多様

な居住区があり，密度はそれぞれ異なっている（地

図 1.1 参照）．アントワープ，ブルージュ，ゲント，

ルーベンなどといった都市は平均すると，産出密

度は 1 平方キロ当たり 2,200 万ユーロ，雇用密度

は労働者 342 人となっている注 5．

　このように，先進国でも途上国でも経済的な風

景はデコボコである．しかし，地勢は都市部対農

村部という単純な二分法には符号していない．密

度が連続的であるため，場所のポートフォリオと

いう考え方が出てくる．トップには一国の指導的

で一次的な（プライマリーな），あるいは最大の

都市がある．一次都市の下には，二次的な（セ

カンダリーな）都市，小規模な都市部の中心街，

町，村など一連の居住区がある（図 1.1）．フラ

ンスやメキシコなど一部の諸国では上位 2 つの

都市間の規模格差は驚くほど大きい．パリは人口

1,000 万人で，第 2 位の人口がわずか 150 万人

のマルセイユは小さく見える．人口 2,200 万人

のメキシコシティは，メキシコ第 2 位の都市グ

アダラハラを人口数で 4 倍以上と圧倒している．

逆に，インドとアメリカでは上位 2 都市の規模

の格差は比較的小さい．ムンバイとニューデリー

地図 1.1　経済的質量の風景は，ベルギーのような小国でもデコボコしている

ベルギー

ブリュッセル

アントワープ

ゲント

ブルージュ
ルーヴェン

ワロン

フランダース

出所：2005 年の地区別 GDP に基づく WDR 2009 チームの試算．Nordhaus (2006) も参照．



��第 1 章　密度

はそれぞれ人口 2,200 万人強で肩を並べている．

ロサンゼルの人口は 1,800 万人，ニューヨーク

市は 2,200 万人となっている注 6, 7．

進展する場所のポートフォリオ
　都市の成長は混沌としているようにみえるが，

基本的なパターンには驚くほどの秩序がある（図

1.2）．一国における都市部の階層は 2 つの頑健

な規則性で特徴付けられている．

 「順位規模ルール」：都市の階層のなかにお

ける順位と最大都市との相対比でみた人口は

負の相関関係にある．

 「ジブラの法則」：都市の人口増加率はその

規模とは独立的な傾向にある．

　「ジップの法則」と呼ばれる順位規模ルールの

特殊ケースによると，ある都市の人口は最大の

都市の人口を当該都市のその国の都市部の階層

における順位で割ったものに等しくなる（ボッ

•

•

クス 1.1 参照）注 8．Alexandre Le Maitre は早く

も 1682 年に，フランスの都市の規模に関して体

系的なパターンを発見している注 9．すべてのク

ラスの国について，相対的な規模の分布は，たと

え所得や人口が増加しても長期的に安定している

（図 1.2 参照）．「アーバンプライマシー」（都市対

都市首位）にかかわる懸念にもかかわらず，「場

所のポートフォリオ」が経済発展の不変な特徴な

のである．

　規模の違う居住区は互いに補完し合っている．

大都市圏，二次都市，市場町，村はすべて，そ

の補完的な機能を介して結び付いている（ボック

ス 1.2 参照）．第 1 位の都市は常にということで

はないものの，国政の中心地であり，政治力の中

枢となっていることがしばしばである．カンボジ

アのプノンペン，カメルーンのヤウンデ，コロン

ビアのボゴダなどがその例だ．一国の指導的な都

市は財やサービスの提供と文化的なアメニティの

両面において，最も多様化しているのが普通であ

る．文化的なアメニティとしては，ニューヨク市

図 1.1　場所のポートフォリオは二分法から連続体に変遷していく

単純化した地域経済 より現実的な表示

農村部 都市部 都市部

村

大都市

大都市圏

都市部

町
二次都市

出所：WDR 2009 チーム．

図 1.2　居住区の相対的規模の分布は長期的に安定している

低所得国 中所得国 高所得国
順位の対数 順位の対数 順位の対数

人口の対数 人口の対数 人口の対数

出所：United Nations (2006)．
注：各データ点は人口 75 万人以上の集積地を表す．
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のブロードウェー，シドニーのオペラハウス，パ

リのルーブル美術館を考えるといい．また，トリ

ニダードトバゴのポートオブスペイン（首都）も

忘れてはならない．大勢の観光客を集める毎年の

カーニバルで有名だ．

　第 1 位の都市がその他の近隣の都市と一体化し

て国の大都市圏を形成するのとちょうど同じよう

に，他の大きな都市部の中心部ないし二次都市は

経済と社会の両面で地域的な中心地として機能す

る．例えば，周辺地域の役に立つ金融部門の地方

センターになっている．デュッセルドルフ，ハン

ブルク，ハノーバー，ミュンヘンはすべて地域的

な証券取引所の本拠地であり，地方のベンチャー

キャピタル企業が集中している所である注 10．ダ

ラスとアトランタはアメリカ南部で商業と金融の

地域的な中心地として台頭し，ともに連邦準備銀

行の本店が所在している注 11．大きな都市部の中

心地や二次都市は地方政治の中心地としても機能

しており，先進的な公衆衛生，教育，文化施設を

提供している．インドのアンドラプラデシュ州の

州都ハイデラバードには多数の大学，指導的な技

術教育機関，私立の医科大学などが所在し，南部

インドにおける学問の中心地となっている．

　このような大きな地域的な都市は小さな都市や

大きな町に結び付いている．ドイツのルール地

方，オランダのランドシュタット地方，インドネ

シアのスマトラ島にあるパダン - メダンのハブは

諸都市の連合を示している．このような地域内に

2 つの法則と 1 つのルール：一国の都市規模の分布についてみられる実証的な規則性

　1913 年に発見された「順位規模ルール」は，都市の規模 S
に関連した順位（r）は，S の一定のマイナスの累乗に比例し
ていると表現することができる．累乗がマイナス 1 に等しく
なる特殊ケースは言語学者ジョージ・ジップに因んで「ジッ
プの法則」と呼ばれている．順位規模ルールが広く妥当して
いる証拠は所得水準の異なる諸国の大都市だけでなく，各
国内部の経験でもみられる．アメリカでは都市の階層が西
部と南部に驚くほど拡大したにもかかわらず，このルールは
1790-1950 年のどの 10 年間を取り出しても，都市の規模の分
布をうまく説明している

a
．順位規模ルールは現在でもアメリ

カの都市の規模の分布を引き続きうまく説明している（ボッ
クス図）．ただし，ルールの形は時の経過にしたがって変化し，
若干平らになってきている（都市の規模の分布が全体として
滑らかになっている）．また，多くの諸国で共通にみられるこ
とではあるが，ルールはアメリカの都市の規模の分布の両端
では当てはまらない

b
．さらに，順位・規模ルールはカザフ

スタンとモロッコほど違った諸国についても共通に妥当して
おり，普遍性をもっている証拠となっている（ボックス図）．
　順位・規模ルールが本当に根本的な理論構造をもつルール
なのかどうかについてはいまだに論争が続いている．都市は
並行的に成長するということを示唆する「ジブラの法則」か
ら導出することが可能である

c
．これは都市相互間で成長率に

一貫した相違がみられないことと整合的である．しかし，だ
からといって，政策が都市の規模や経済パフォーマンスに影
響を与えられないという意味ではない．都市は政策の善し悪
しで当該国の都市部の階層を上下動し得る．また，並行的な
成長軌道から一時的に乖離するだけでも，当該都市の住民の
福祉にとっては長期的に重要な影響を及ぼし得る．順位・規
模ルールの累乗がマイナス 1 に等しくなるかどうか，つまり
ジップの法則が成立するかどうかについては，多くの研究者
は一般的には成立しないということで意見の一致をみている
ようである．
　順位・規模ルールからの強固なメッセージは，所与の国あ
るいは地区について多種多様な規模の都市が併存していると
いうことである．最も先進的な諸国においてさえ，単一の特
大都市あるいは同規模の都市の集合ではなく，大小様々な都
市のポートフォリオが存在している．集積が求心力と遠心力
を均衡させる役目を果たしているのである．ただし，均衡点
は部門，経済活動，産業の種類に応じて異なってくる．

ボックス    1.1

出所：Mark Roberts 執筆．
注： a.  Kim and Margo (2004) に引用されている Madden (1956)．b.  Gabaix 

and Ioannides (2004), p. 14．c.  Gabaix and Ioannides (2004), p. 16-17．

順位規模ルールはアメリカ，モロッコ，カザフスタンといった別種の諸国に共通して当てはまる
アメリカ（2000 年） モロッコ（1993 年） カザフスタン（1993 年）

順位の対数 順位の対数 順位の対数

人口の対数 人口の対数 人口の対数

出所：アメリカのグラフは Rose (2005)，エチオピア，モロッコ，カザフスタンのグラフは Brakman, Garretson, and Marrewijk (2001) に掲載されている都
市や都市集積地に関するデータに基づく．



��第 1 章　密度

韓国における場所のポートフォリオ

　十分発達した場所のポートトフォリオとして適例になるの
は，韓国における都市の階層のなかでソウル，プサン，テグ，
アンサン，クミ，チョンウップ，スンチャンという 7 つの居
住区である．
　ソウルは階層の頂点にある．ハンガン流域にある北朝鮮と
の国境から 50 キロメートルのところに位置する首都であり，
総人口の約 4 分の 1（976 万人）が居住している．国の政治
の中心地であり，文化的な心臓として機能している．それ以
外に特徴的なのは，ビジネスサービス，金融，保険，不動
産，卸売・小売に特化している点である．全体として，サー
ビス業が地元経済の 60％を占めている．ソウルは出版や印刷，
ファッションのデザインや高級アパレルにも特化しており，
この 2 つの産業を合わせると同市の製造業労働者 46 万 5,000
人の半分以上を占めている．
　都市の階層で次にくるのがプサンとテグである．プサンは
人口 370 万人で韓国第 2 位の都市である．朝鮮半島の南東の
角に位置する世界でも有数の海港であり，年間 650 万隻のコ
ンテナ船を取り扱っている．テグは 250 万人を擁する大都市
圏で，繊維・衣服産業と自動車の部品・組立産業が支配的で
ある．1970 年に京釜高速道路が開通して，プサンとソウルが
テグ経由で接続した．ソウル - テグ間には毎日約 20 便が運航
しているのに加えて，2001 年以降には高速鉄道も開通した．
　階層をずっと下がったアンサンとクミは二次都市で，人口

はそれぞれ 67 万 9,000 人と 37 万 5,000 人である．京畿道に
あるアンサンはソウル国家首都圏に属しており，ソウルの郊
外地区の 1 つといえる．クミは南東部の慶尚北道に所在して
いる．二次都市にありがちなこととして，アンサンとクミは
階層がもっと上の都市に比べると，標準的な製造業を中心に
より製造業に特化している．両市とも製造業の中心地として
機能しているが，特化の分野が異なっている．クミはラジオ，
テレビ，通信機器に高度に特化しており，それだけで現地の
製造業雇用の約 50％を占めている．一方，アンサンは電気機
器，コンピューター，事務機器などハイテク産業に特化して
いる．また，いくつかの重工業にも集積がある．現地の製造
業労働力の 14.7％，ほぼ 1 万 4,000 人は組立金属製品産業で
雇用されている．
　階層のボトムに位置するチョンウップとスンチャンは，と
もに全羅北道に属し，農村部と都市部の中間地に近い．した
がって，チョンウップの人口は 12 万 9,050 人と比較的多い
ものの，住民の 4 人に 1 人は農民である．同様に，スンチャ
ンは農村部の町で，総人口 3 万 2,012 人の半数は農民である．
製造業に関する特化ということでは，前者の場合は伝統的な
資源関連産業であり，後者の場合は飲食品の製造である．

ボックス    1.2
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韓国について居住区の階層を見るとソウルが頂点にくる

出所：Park Sam Ock 執筆．
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出所： 韓国統計局のデータに基づき WDR2009 チームが作成．
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ある小都市はより特化した都市センターとなって

おり，典型的には製造業や伝統的で標準的な製品

の生産に焦点を絞っている．共生というのが支配

的なルールなのである．大都市が小都市に役立つ

のと同じく，その逆も真である．例えば，毎日通

勤してくる労働者の供給については，大都市は小

都市に依存している注 12．

　大都市と小都市の間には互いに有益な結び付き

があるが，小都市と町，また町と村の間の関係も

ちょうどそれと同じである．町は農村部と都市部

をつなぐ結合組織である．町は農産物や農村部の

産出物にとって市場センター，農村部の非農業活

動の刺激剤，農民にとって季節的な就職機会の場

所，中等以降の教育や医療ケアサービスにおける

経済の規模の推進役などとして機能している．共

生がやはりルールである．町は農村部における農

業活動で生計を維持しているが，町の繁栄は非農

業雇用の機会の提供という形で村にも波及してい

る．ベトナムの農民は都市部の建設現場で働くた

めに季節的に移住し，帰郷しては稼いだお金を自

分の農場に投資する注 13．ケニアのマクエニ県の

農民は非農業所得を使って，棚田に投資し，植林

し，藪を切り開き，家を建て，子供を教育してい

る．セネガルの半乾燥性のジュルベル州の農民

は，グランドナッツ栽培から畜産業に多角化する

ことによって，都市部の肉需要の増加に対応して

いる注 14．

密度の測定
　郡や都市などスペース的な精緻な尺度（規模）

による GDP 測定値は入手が困難である．産出の

推計値は先進国でも，もっと広い定義の下位国

家的な地区（県や州など第 1 レベルの行政単位）

についてしか入手できないのが普通である．その

レベルでは経済的密度の重要な相違は平均化され

てしまう可能性大である．しかし，幸運なこと

に，先にベルギーについて例示したように，産出

と人口にかかわる密度は密接に関係している．信

頼できる人口推計ならば，町や村についてさえ

もっと容易に入手可能である．それは人口の国勢

調査がほとんどの諸国で 10 年ごとに実施されて

いるおかげである．

　人口密度と経済的質量との間に強い相関関係が

あるということは，都市部が消費者と生産者，売

り手と買い手，企業と労働者が集積している地区

であるということと整合的である．典型的な大都

市圏をみると，都市中心部からの距離に対する人

口密度の傾斜度は，雇用密度の同傾斜度とほぼ同

じである注 15．前述の通り，一国の人口が都市部

に居住している割合は，その経済的地理がどの程

度「デコボコ」なのかということと大きな関係が

ある．密度というものは，国の発展に伴ってス

ムースな分布から極めて不均一な分布に変化する

ものである．したがって，都市化というのは一国

内における集積化の進展と同義語といえる．一国

の都市化の度合いは密度が高い地区に住んでいる

人口の割合に関して，したがって，経済地理の

「デコボコさ」にとって適切な代理変数になって

いる．

　本報告書では密度の測定値として，地理情報シ

ステムを使って算出した集積指数の使用を提案し

ている．都市化の測定値は国よって一様ではな

く，比較可能性や集計が挑戦課題となる．これに

対して集積指数では，都市化の水準についてより

整合的な国際比較が可能になる．比較可能性経済

活動の集積，密度，あるいは経済活動の地理的な

集中についても同様のことがいえる．

　この指数によれば，次の 3 つの条件を満たせ

ば，1 平方キロメートルの地区は都市化している，

集積している，あるいは密度が高いということに

なる．

人口密度が下限値（1 平方キロ当たり 150

人）を超過する．

妥当な移動時間（道路で 60 分）以内で都市

にアクセスできる．

アクセス可能な都市が人口の下限値（5 万人）

に達しているという意味で大都市である．

　ボックス 1.3 は指数の背景を成す論拠と方法論

を要約したものである．

　集積指数がもっている利点の 1 つとして，密

度と密度に至るまでの地方的な距離という両方を

織り込んでいることが指摘できる．人口密度と大

•

•

•
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集積指数を算出する

　国連は『世界都市化の展望』のデータベース，つまり情報
の宝の山を維持している．229 カ国について 1950 年まで遡
及可能な都市部のシェアと人口のデータを提供している．こ
のデータは大きく異なり得る各国ごとの定義に基づいてい
る．本報告書では集積に関して新しい測定値を提案する．そ
れは Chomitz, Buys, De Luca, Thomas, and Wertz-Kanounmikoff 
(2007) で概要を示し，Uchida and Nelson (2008) が精緻化した
テクニックを用いて，「都市」地区，あるいは「集積」地区を
構成するものに関して共通の定義をしている．
　これは『世界都市化の展望』のデータに欠陥があるという
ことではない．都市化を測定するというチャレンジは貧困の
測定値に類似しているというのがより良い解釈であろう．各
国には独自の貧困線と基準があり，それを使って一国の貧困
率の変化が追跡されている．しかし，このような測定値では
貧困について信頼できる各国間比較が不可能であり，あるグ
ループ内に含まれる各国の貧困を集計することができない．
貧困にかかわる共通の測定値（1 日１ドルないし 2 ドル未満
で生活している人々など，ただし各国間の購買力格差を調整
済み）のメリットは，国際比較と地域や世界について貧困を
合計する計算が可能だというところにある．集積指数でも同
じような比較と集計が可能である．
　集積指数算出の背景を成す方法論を要約すれば以下の通り
である．

下限値を特定する．集積指数を使って「都市部」に分類
するためには，その地区は，①大都市を定義するのに使
われる最小人口の規模，②最小人口密度，③道路による
大集積地までの最高移動時間，という 3 点に関する基準
を満たさなければならない． 
大都市の中心部をつきとめる．この地図作成はグローバ
ル農村部都市部地図作成プロジェクト（GRUMP）の人間
居住区のデータベースを使って a，最小人口規模の基準
を満たす都市について行う．
大都市の境界を決定する．大都市中心部を取り囲む境界

•

•

•

は中心部に至る最大移動時間に基づいて算出する．移動
時間の推計には費用距離モデルを使う．このモデルは輸
送ネットワークに関する地理情報システムのデータや，
地表データから抽出したオフロード地表を活用している．
人 口 密 度 の グ リ ッ ド を 作 成 す る． こ れ は GRUMP と
LandScan という 2 つのグローバルなグリッドベースの人
口データ源を使って，1 キロメートルのスペース的解像
度で作成される b．
地区を特定する．3 つすべての基準にかかわる下限値を
充足するグリッドセルを特定する．
グリッドセルの人口を集計する．その結果は都市人口に
類似したものになる．国の総人口に対するこの数字の比
率が集積指数であり，高密度地区に住んでいる人口の割
合を示す手短な測定値である．

　本報告書では指数の算出に当たって，基本ケースのセット
の下限値として，大規模都市の最小人口は 5 万人，人口密度
に関しては 1 平方キロメートル当たり 150 人，最寄りの大規
模都市までの移動時間は 60 分という基準を使っている．
　 密 度 と 移 動 時 間 の 下 限 値 は Chomitz, Buys, and Thomas 
(2005) で使われたものである．密度の下限値は OECD が使っ
たものと同じである．大規模都市に関して 5 万人という下限
値は先進国と途上国の双方にとって妥当である．多くの途上
国では総人口の 10％以上が，人口 5-20 万人の都市中心部に
住んでいる．若干の例をあげれば，2002 年のチリ，2000 年
のブラジル，2000 年のマレーシアがそれに該当し，いずれも
国の総人口の約 17％が人口 5-20 万人の都市中心部に住んで
いた．インドの場合，2001 年の都市人口のうち，20％がこの
規模の居住区に住んでいた．
　『世界都市化の展望』のデータベースによると，世界全体で
都市部のシェアは 2000 年で 47％であった．基本ケースの基
準を使った集積指数によれば，この比率は 52%であるが，居
住区の最低規模として 10 万人の規模を使うと 44％になる．
しかし，国レベルの推計値は大きく違い得る（ボックス図）．

•

•

•

ボックス    1.3

国際比較が可能な集積指数によると，都市部のシェアは各国別定義による数字と違ってくる可能性がある
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出所：Chomitz, Buys, and Thomas (2005); Nelson (2008); Satterthwaite (2007); United Nations (2006)．
注： a.  GRUMP 人間居住区データベースはコロンビア大学の国際地球科学情報ネットワーク協会（CIESIN）が開発（http://sedac.ciesin.columbia.

edu/gpw/index.jsp）．　b.  LandScan はオークリッジ国立研究所が開発（http://www.ornl.gov/sci/landscan/）．

都市部のシェア
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市場へのアクセスという基準を使っているため，

同指数は集積経済の利益を享受すると同時に，そ

れに貢献することができる地区について，経済的

な定義を提供しているともいえる．経済的密度は

集積経済の原因であると同時に結果でもあるが，

都市の外部からこの経済的質量にアクセス可能で

あるため，その利益の近隣地区による活用を円滑

化している．これは特に対面型の相互作用がしば

しば必要とされるサービス部門に当てはまる．輸

送インフラは都市の中心部やその近隣において貴

重な地表面積を住居用に割り当てる必要性を削減

することによって，経済的密度の上昇を後押しし

ている．

　自動車あるいは高速公共輸送手段による通勤と

いう先進国の通勤者が享受している贅沢を，途上

国の通勤者は必ずしも共有していない．したがっ

て，一定の地理的距離に関して，都市に至るアク

セスの容易さは途上国の方が低くなる．より時間

集約的な代替的輸送手段に頼る必要があるため

で，それには徒歩，自転車，劣悪な道路を運行し

ている非効率的な公共輸送手段などがある．イン

ドのムンバイでは通勤者の 44％が徒歩注 16，中国

の合肥（安徽省の省都）では同 70％が徒歩か自

転車に頼っている注 17．

　このようなアクセス容易性が都市の形とあり方

を決定している．ほとんどの人々が歩いて通勤す

る場合，その都市は中心地が 1 つで，その中心

の人口密度は高くなるだろう．ムンバイでは全労

働者の半分は通勤が 2 キロメートル未満であり，

これは職場に近い場所に住んでいることを示唆す

る．同様に，19 世紀のイギリスの労働者は工業

地帯における集積のメリットを享受するために

は，近くに居住しなければならなかった．工業都

市の中心地は人口密度が高く，過密住居が当たり

前であった．市街電車が導入されるまでこの状況

は変わらなかった．

　アクセス容易性，したがって都市の形とあり方

を決定するのに，物理的地理の特徴も重要であ

る．ニューヨーク市のマンハッタン島は地理の故

にアクセスが困難であったことから，摩天楼が

でき，中心部が 1 つという典型的な構造になっ

ている．そこの労働者の半数はウォール街から

半径 3 マイル以内に住んでいる．それに対して，

ロサンゼルスでは，大勢の労働者を発見するため

には，中心部から半径 11 マイルまで地区を広げ

なければならない注 18．その結果として，ニュー

ヨーク市の経済的密度は 1 平方キロメートル当

たり GDP で 14 億 4,000 万ドルとなっているの

に対して，ロサンゼルは同 4 億 9,000 ドルにと

どまっている注 19．

　イギリスでは，スティーベネッジ，バジルド

ン，クローリーはロンドンのベッドタウンであ

る．ロンドンの GDP の約 11％はこのような郊外

からの通勤者が生み出している注 20．同様に，ア

メリカでは，メリーランドやバージニアなど近隣

州から，毎日，通勤者の波がワシントン DC に流

れ込んでいる．2005 年についてみると，この 2

州からの通勤者がワシントン DC の産出に貢献し

た金額はネットで 364 億ドルに達していた．容

易に通勤可能な範囲内に位置するメリーランド州

のモントゴメリー郡だけで，ワシントンの GDP

に対する寄与度は 64 億ドルであった注 21．

　集積指数にかかわる最大の利点は国際的な比較

可能性にある．その点でこの指数は国連『世界都

市化の展望』のデータベースよりも優れている．

国連統計には「各地域ないし国が用いている基準

にしたがって，事実上，都市部として分類された

地区に住んでいる人口」が含まれている注 22．国

ごとの相違で各国間の相互比較は誤解を招きやす

くなる．その例を以下に若干しておこう．

インド．ザンビアやサウジアラビアの人口

5,000 人以上の居住区という定義を都市部の

基準にすると，1991 年についてインドの都

市人口は公式数字の 26％ではなくて 39％に

なってしまう．これは 1 万 3,376 の村に住

んでいる 1 億 1,300 万人の分類が変わるか

らだ．

メキシコ．2,500 人以上の居住区を都市部と

するメキシコの公式基準によると，同国の

2000 年における都市部のシェアは 74.4％に

なる．しかし，居住人口の下限を 1 万 5,000

人に変更すれば（例えば，ナイジェリアやシ

リアの下限は 2 万人），そのシェアは 67％

•

•
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に低下する．

モ ー リ シ ャ ス．2000 年 に つ い て み る と，

モーリシャスの人口は約 4 分の 1 は人口

5,000-2 万人の居住区に住んでいた．この居

住区のなかには区域の首都も含まれている

が，そのどれ 1 つとして都市部には分類さ

れていない．もしそうであれば，都市部の

シェアは半分未満ではなくて 3 分の 2 以上

になっていたことであろう．

　国連『世界都市化の展望』のデータによると，

地域レベルでは南アジアは人口密度が世界一であ

るにもかかわらず，最も都市化か遅れている地

域（都市部のシェアはわずか 27％）というパラ

ドックスを示している．そこで集積指数を使う

と，南アジアの都市部のシェアは 2000 年で 42％

と，サハラ以南アフリカや東アジア・太平洋より

も都市化が進んでいる（図 1.3）．同じ統計による

と，ラテンアメリカ・カリブも謎である．同地域

の 2000 年における都市部シェアは東ヨーロッパ・

中央アジアよりも高く，ほとんど OECD と同じで

ある．しかし，OECD の 1 人当たり GDP の平均は

ラテンアメリカの平均の 6 倍以上と大差がある．

集積指数によれば，ラテンアメリカ・カリブにお

ける 2000 年の都市部シェアは東ヨーロッパ・中

央アジアとほぼ同じで，OECD よりは 15％ポイン

ト低い，というより妥当な姿が現れる．

　このような欠点にもかかわらず，国連『世界都

•

市化の展望』のデータが時系列的な比較のために

は唯一利用可能な情報なのである．集積指数が利

用可能なのは 2000 年についてのみだ．移動時間

の推計に必要な道路網に関する時系列データがそ

う簡単には入手できないからである．したがっ

て，集積指数と『世界都市化の展望』のデータ

ベースは都市化と密度を検証するための補完的な

データ源と考えるべきであり，本報告書では両

方のデータを使用している注 23．過去における都

市部シェアについて比較可能な数値を算出するの

は，少なくとも一部の諸国については可能であ

る．しかし，将来的にはすべての国について優先

課題にすべきである．

経済的集中――豊かなほど密度が高い
　経済発展の初期段階においては，経済は農業が

中心で，人々は農地に広く分散して居住してい

る．最大の町や都市といえども小さい．都市居住

区というのは小さい港町や市場町のことで，農業

のニーズに応え，その余剰を取引する．工業化は

急速な都市化のプロセスをもたらす．新しい都

市が誕生するとともに，既存の都市が拡大する．

人々がこのような都市に境界が広がるよりも速い

ペースで流入してくるのに伴い，人口と経済的密

度が増加する．これが一国の発展のかなり早い段

階で，場所にかかわる本格的な階層につながって

いく．

図 1.3　集積指数は都市化の国際比較に役立つ

都市部のシュア（%）

国連

集積指数

出所：Chomitz, Buys, and Thomas (2005); Nelson (2008); Satterthwaite (2007); United Nations (2006c)．
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　つまり，2 つの根本的な変化が経済発展の特徴

を成している．第 1 は，農業を中心とする経済

からもっと製造業指向型の経済への動きである．

第 2 は，伝統的にはもっと高次の発展段階で生

じるものと考えられているが，サービス指向型の

経済への構造変化である．より速いテンポで進展

する都市化の第 1 局面は農村経済から都市経済

への移行と時期が一致する．都市化の第 2 局面

はより緩やかなテンポで，ずっと高次の発展段階

で進展し，都市内部の変化と結び付いている．ほ

とんどの諸国では，このような変化は同時期に違

う地区で発生する．

　集中度を測定するためには，地区というものを

定義しなければならない．政策論議は往々にして

都市優位性に関する議論に陥る．途上国の都市は

あまりにも大きすぎるのか，それとも小さすぎる

のか，といった議論が中心になってしまう．より

学術的な議論においては，スペースというより純

粋な地理的概念が使われている．本章では集中度

を測定するために 2 つのスペース単位を用いる．

主要都市と一国のなかで最も稠密な「経度 1 度

×緯度 1 度」のグリッドセルがそれである．

歴史的にみると，集中度は急上昇してから横ば
いになる

　ある定義によると，都市というのは経済的な行

為者の集中で特徴付けられる地理的な地区であ

る注 24．グローバルにみると，GDP ベースで上位

30 位までの都市は 2005 年で世界全体の GDP の

約 16％を生み出しており，上位 100 位までの都

市に広げると同割合はほぼ 25％に達する．東京

やニューヨークの都市集積は購買力平価ベース

でみて，それぞれカナダやスペインの GDP にほ

ぼ相当すると推計されている．また，ロンドン

の GDP はスウェーデンやスイスを凌駕すると推

定されている．同様に，途上国の主要都市も国全

体の GDP のなかで不釣合いに大きなシェアを占

めている．2005 年についてみると，メキシコシ

ティは面積では国土のわずか 0.1％を占めるにす

ぎないが，GDP では国全体の 30％も占めている．

ルワンダの面積は国土の 0.2％でしかないが，国

全体の GDP に対してはやはりメキシコシティの

場合と同じくらいの貢献度になっている．同様

に，ハンガリー，ケニア，モロッコ，ナイジリ

ア，サウジアラビアで最大の都市，それぞれブダ

ペスト，ナイロビ，カサブランカ，ラゴス，リヤ

ドをみると，面積は国土の 1％未満でしかないの

に，GDP では国全体の約 20％をそれぞれ占めて

いる注 25．

　1 平方キロメートル当たりの購買力平価ベー

ス GDP と定義された密度は経済の発展段階に応

じて上昇するが，世界で最も密度の高い場所は

最富裕諸国に所在している．都市として 1 平方

キロ当たり 2 億ドル以上の GDP を算出し，2005

年に上位にあったのはダブリン，ロンドン，パ

リ，シンガポール，ウィーンなどである．地区

としては，東京 - 神奈川，ニューヨーク - ニュー

ジャージー，オスロ - アーケシュフース，ウィー

ン - モドリングは，経度 1 度×緯度 1 度のグリッ

ドセルでみて密度が最も高く，1 平方キロ当たり

3,000 万ドル強の GDP を産出している（図 1.4）．

　都市部シェアの集計値に関する 1 世紀にわた

るデータと一次的都市に関する 2 世紀にわたる

人口推計値を分析すると，都市化は当初は急速

に進展して，その後は鈍化することが示唆され

る．特にアフリカやアジアを中心に途上国は都市

部のシェアが急上昇する局面にある．同じ局面を

1 世紀前に通過した西ヨーロッパや北アメリカの

人々は，もっともなことではあるが，このことを

忘れてしまっている．ごく最近急速な発展を遂げ

た韓国など新興諸国は，地理的集中のペースやパ

ターンを理解するのに最良の事例研究を提供して

いる．現在の最富裕諸国の成長も当初急速でその

後より漸進的にした足跡をたどっている，という

のがその経験なのである．

　都市部の人口シェアを使った集計値のレベルで

は，アジア，アフリカ，中東，ラテンアメリカ

の途上国の過去 50 年間にわたる都市化のパター

ンは，OECD 諸国が 1900-2000 年の間にかつて

たどった歴史的な道の前半部分にそっくりであ

る（図 1.5）．アジアの都市化は OECD 諸国が 19

世紀に経験した都市化の急進展局面に酷似してい

る．同様に，ラテンアメリカ・カリブ，東ヨーロ

パ・中央アジア，中東・北アフリカにおける地



��第 1 章　密度

理的な変化は，都市化の第 1 局面にあった OECD

の経験と質的に類似している．ただし，量的に

は，ラテンアメリカ・カリブと東ヨーロッパ・中

央アジアにおける都市部のシェアは，同じような

所得水準にあった時期の OECD 諸国よりも大き

くなっている．

　しかし，これはデータの魔術かもしれない．

『世界都市化の展望』のデータはラテンアメリ

カ・カリブ，東ヨーロパ・中央アジア，サハラ以

南アフリカにおける都市部のシェアを一貫して過

図 1.4　国が豊かなほど経済的質量は集中する
a. 単位：首位都市 b. 単位：経度 1 度×緯度 1 度の地区

ソウル

シンガポール ロンドン

ダブリン

パリ
ウィーン 

マドリード 

オンタリオ

ニューヨーク -
ニュージャージー

東京 - 神奈川

オスロ - アーケシュフース
- ベストフォール

ウイーン - メードリン

1 人当たり GDP（不変ドル，1000 ドル）
1 人当たり GDP（不変ドル，1000 ドル）

１平方キロ当たり GDP（100 万ドル） １平方キロ当たり GDP（100 万ドル）

出所：World Bank (2007j) や www.citymayor.com および www.gecon.yale.edu のデータベースに基づく WDR 2009 チームの試算．

図 1.5　途上国における都市化のペースはかつて途上国だった諸国の場合とほぼ同じ
a. 拡大目盛（1 人当たり GDP ＜ 1 万ドル）

b. 1 人当たり GDP 全部について

都市部のシェア（％）

都市部のシェア（％）

１人当たり GDP（1990 年の国際的ドル，1,000 ドル）

１人当たり GDP（不変価格の国際的ドル，1,000 ドル）

出所：Maddison 2006; United Nations（1949, 1952, 1969, 2006c）; Historical Database of the Global 
Environment; United Nations 2006c.

経済開発協力機構加盟国
東アジア・太平洋
南アジア
サハラ以南アフリカ

中東・北アフリカ
ラテンアメリカ・カリブ
東ヨーロッパ・中央アジア
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アフリカの都市化は工業化を反映

　サハラ以南アフリカでは 1970-1995 年の間に，都市人口
が年率 5.2％で増加する一方，1 人当たり GDP は年率 0.66％
で減少した．Fay and Opal (2000) の研究を受けて，多くの人
がサハラ以南アフリカを念頭に置いて，都市化は必ずしも経
済発展に伴うものではないと主張している（Commission for 
Africa 2005）．しかし，Satterthwaite (2007) はほとんどの研究
における都市人口の妥当性を疑問視している．多くが予測に
基づいており，なかには著しい過大評価も見受けられる．
　定期的な人口国勢調査の欠如が問題である．チャドとエリ
トリアについて，1950-2030 年の人口予測はたった 1 回だけ
の人口国勢調査に基づいている．コンゴ民主共和国の場合は
2 回の調査に基づいているが，最新の調査は 1984 年であっ
た．したがって，検討の対象を次のような条件を満たす諸国
だけに限定するのが妥当であろう．検討対象期間（1970-95
年）について最低 2 回は国勢調査が実施されていること，よ
り正確な人口推計ができるように 2000 年以降に国勢調査が実
施されていること，1995 年の人口が 100 万人以上であること，
1970 年と 1995 年について部門別付加価値に関するデータが
あること．
　これでサンプル数はわずか 10 カ国（ベニン，ボツワナ，中
央アフリカ共和国，ガーナ，モーリタニア，ニジェール，ル
ワンダ，セネガル，ザンビア，ジンバブエ）に減少する．こ
の 10 カ国のうち 5 カ国は少なくとも 1 回は内戦を経験して
いるが，残りの 5 カ国はこの期間を通じて平和であった．し

かし，この 2 組の諸国の間には分析結果に体系的な相違はな
いようである．主な発見は次の通りである．

ボツワナを除くすべての諸国は平均すると，人口は倍増
したものの，GDP の累積成長率は 60％に止まっている．
人口の増加が総付加価値の増加を上回ったため，1 人当
たり GDP は減少した．
都市人口と国全体の GDP の伸びとの間には正の相関関係
がある．国の GDP の成長率が最も高かった国では（経
済が倍になり），都市人口の増加が最速であった（4 倍に
なった）．サンプルのなかでそのリーダーはベニンとジン
バブエであった．
都市化のペースは都市部で支配的な活動である工業や
サービスの成長とも正の相関関係がある．

　このようなパターンはアフリカの都市化は成長を伴ってい
ないという主張を支持していない．それとは対照的に，GDP
の成長率が高い国ほど速い都市化を経験しており，急速な都
市化は工業やサービスの高い成長と歩調を合わせているので
ある．アフリカでは成長が最も低く，1 人当たり GDP の減少
が大きく，貧困が増加しているため，都市化が進展していな
いというのは事実に反する．

•

•

•

ボックス    1.4

出所：Fay and Opal (2000); Satterthwaite (2007); United Nations (2006c)．

図 1.6　密度は都市化の初期段階で急上昇してから横ばいになる

１人当たり GDP（不変価格の国際的ドル，1,000 ドル） １人当たり GDP（不変価格の国際的ドル，1,000 ドル）

サンティアゴ , 1800–2000

アテネ , 1800–2000

リスボン , 1800–2000

ソウル l, 1800–2000

ブダペスト , 1850–2000
カイロ , 1800–2000

サンパウロ , 1850–2000
 クアラルンプール , 1900–2000

ワルシャワ , 1850–2000

ウィーン , 1800–2000

ダブリン , 1800–2000

シドニー , 1800–2000

トロント , 1800–2000
チューリッヒ , 
1800–2000

ブリュッセル , 1800–2000

総人口に占める都市人口
の割合（％）

総人口に占める都市人口
の割合（％）

出所：Staff City Population Database, Human Settlements Group, International Institute for Environment and Development (IIED) に基づく WDR 2009 チームの試算．
1950 年から現在までのデータは主として United Nations (2006c)，1950 年以前のデータは主として Chandler and Fox (1974); Chandler (1987); Showers (1979) に基
づく．ラテンアメリカに関しては公表されている 194 件の国勢調査のレビューも参考した．

大評価している（純粋に定義の問題）．最も安全

な結論は，都市化のパターン（経済成長と都市

化の関係）は先例がないわけではないというこ

とであろう．サハラ以南アフリカにおいてさえ，

1970-1995 年における都市化の進展は GDP 成長

率の高まりと同時進行している．ただし，1 人当

たり GDP の成長率はマイナスであった．また，

都市化は工業やサービス業の急成長とも同時的に

進行している（ボックス 1.4）．

　分解したレベルでみると，一国の人口に占める

主要都市のシェアは，当初は集中度が急激に高

まり，その後は横ばいになる，という質的には

まったく同一の非線形パターンを示している（図

1.6）．ブタペスト，カイロ，クアラルンプール，
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ワルシャワ，アテネ，リスボン，サンチャゴ，ソ

ウルなど，各国で最大の都市内部における経済的

質量の集約化という現象は様々な所得水準におい

て見受けられる．このような変化はブリュッセ

ル，ダブリン，シドニー，トロント，ウィーン，

チューリヒなどにおける 1800 年以降の 2 世紀

にわたる動きとそっくりである．

現在でもやはり，集中度は急上昇してから横ば
いになる

　一国の経済発展段階と密度の集中を比較す

ると，現在でも同じ形のパターンがみられる．

2000-2005 の期間で見ると平均的な都市人口増

加は低所得国の年率 3%は中所得国の 1.3%，高所

得国の 0.9%に比べて早かった．この関係は強固

である．集積指数，人口，GDP，家計消費にかか

わる密度など多種多様な集中度の測定値について

も妥当している．1 平方キロメートルの地区，経

度 1 度×緯度 1 度のグリッドセル，都市部の集

計値など様々な地理的尺度で強固な関係である．

　1 平方キロメートルの地区．集積指数の推計値

は歴史的な時系列に類似したパターンを示してい

る．すなわち，都市化の初期局面にある諸国では

密度が急上昇している（図 1.7）．都市部のシェ

アと経済発展のプラスの強い相関関係は，1 人当

たり GDP が約 1 万ドルになるまで当てはまる．

この胎動期における都市化は農村部から都市部へ

移動する人数の増加と時期を同じくしている．そ

の後，都市部のシェアが 60％を超えて，1 人当

たり GDP が 1 万ドルの水準になると，都市化の

ペースは鈍化して密度は横ばいになる．ほんの一

握りの例外のなかには，1 人当たり GDP が 2 万

5,000 ドル以上で，集積指数が 70％を超えてい

る諸国がある．

　行政区．個々の都市を地理的単位とすると，一

国の発展段階とプライマシー（一国の主要都市に

居住する都市部人口のシェアのことで，集中度の

測定値として広く使われている）と間にはプラス

で凹の関係が存在する．集積と発展段階の関係と

同じように，プライマシーも急上昇した後，都市

化がかなり進展した後の方の段階で安定化する

（図表 1.8 パネル a を参照）．人口と産出の密度は

強い相関関係にあるが，人口密度の方は経済的質

量の地理的な集中を過小評価している．集積の経

済，すなわち企業や労働者が近接性の故に享受す

る利益があれば，産出の密度は雇用や人口の密度

と比例する以上に上昇する．

　経度 1 度×緯度 1 度．地球のグリッドセルを

使って，集中度を一国の GDP に占める最も密度

の高いセルの GDP のシェアとして推計すると，

図 1.7　都市集積地に居住する人口のシェアは発展段階とともに上昇

集積指数

1 人当たり GDP（1,000 ドル，PPP，2000 年不変ドル）

エジプト・アラブ共和国 日本

アメリカ

ノルウェー

大韓民国

ブラジル
南アフリカ

エジプト

中国

インド

出所：Nelson (2008) と World Bank (2006g) に基づき WDR 2009 チームが試算．
注：円の大きさは当該国人口の規模を表わす．PPP ＝購買力平価．集積指数は次の基準を使用．密度は 1 平方キロメート
ル当たり 150 人以上，大都市までのアクセス時間 60 分未満，大都市は人口 5 万人以上．
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経済的質量の集中度は 1 人当たり GDP が 1 万

5,000 ドル未満の諸国では急上昇し，それより所

得が高い諸国ではその後安定化して先細りになる

（図表 1.8 パネル b を参照）．

　各国の都市部．人口や GDP ではなく消費で測

定した集中度をみると，発展段階とは同じ凹の関

係が窺える．例えば，1 人当たり GDP がそれぞれ

150 ドルと 700 ドルのマラウイとカメルーンをみ

ると，家計消費に占める都市部のシェアはそれぞ

れ 36％と 48％になっている．1 人当たり GDP が

約 1,600 ドルのヨルダンとエジプトをみると，同

シェアはともに約 63％と高くなり，1 人当たり

GDP がそれぞれ 3,500 ドルと 5,000 ドルのパナマ

とポーランドになるとともに 80％とさらに高く

なっている（図表 1.8 パネル c を参照）注 26．

密度が高く大きい場所のポートフォリオ
　地理的変化に関するこのような様式化された事

実から，高所得国は中所得国と比べて大きい居住

区の割合が大幅に高い一方で，小さい居住区の割

合が低いという場所のポートフォリオをもってい

ることがわかる．また，中所得国では低所得国と

比べて中規模居住区の割合が大幅に高い．低所得

国では人口の約 4 分の 3 が 2 万人未満の小さい

居住区で生活しており，100 万人以上の都市集

積地に暮らしている人はわずか 10％にとどまっ

ている．高所得国では逆が真である．2 万人未満

の小居住区に住んでいる人口の割合は 4 分の 1

以下であり，人口の約半分は 100 万人以上を擁

する居住区に住んでいる（表 1.1 参照）．

　都市化の胎動期において，小国，あるいは州な

いし大きな区域など大国の一部における場所の

ポートフォリオは，75％が農村部，25％が都市

部，そしてすべての居住区が比較的密度が低いと

いう大体の姿になっている．都市化が加速し（ま

だ主として工業化が牽引して農村部・都市部が変

化するという段階），地区ないし州の 1 人当たり

GDP が 1 万ドルに向かって成長するなかで，居

住区の割合は都市部対農村部が半々に近づいてい

く．都市化がさらに進展した段階では（工業化以

降の地区における都市内部での変化が中心），人

口の分布は 75％が都市部で 25％が農村部という

姿に近づく．

　この一般化はアメリカの経験に酷似している．

1 人当たりの平均 GDP がわずか 500 ドル（1990

年国際的ドル）にすぎなかった 1690 年当時注 27，

イギリスの植民地であったアメリカの主要都市は

ボストンであった．しかし，人口 7,000 人のボ

図 1.8　人口，GDP，家計消費の地理的集中は経済発展とともに急上昇してから横ばいになる（各国の証拠，1990 年代後半と 2000 年代）
a. 人口 b. 経済的質量 c. 消費

スペース単位：都市 スペース単位：経度 1 度×緯度 1 度
のグリッドセル

スペース単位：都市部の集計値

最大都市人口の割合
最高密度地区 GDP が国全体
の GDP に占める割合 家計消費に占める都市部の割合

１人当たり GDP（不変ドル，1,000 ドル １人当たり GDP（不変ドル，1,000 ドル １人当たり GDP（不変ドル，1,000 ドル

出所：World Bank (2007j), Nordhaus (2006)（Reference に引用あり）, 75 カ国以上の 120 以上の家計調査に基づき WDR 2009 チームが試算．

人口規模 低所得国（％） 中所得国（％） 高所得国（％）

小居住区（2 万人未満） 73 55 22

中居住区（2-100 万人） 16 25 26

大居住区（100 万人以上） 11 20 52

表 1.1　都市居住区は経済発展とともに成長する

出所：World Bank (2007)．
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ストンは現在の基準からすると小さい町よりも若

干大きかった．都市部の階層のなかで，人口が

2,500 人以上の都市は他に 3 つしかなく，その

うちの 2 つはニューヨークとフィラデルフィア

である．アメリカにおける工業化の早期局面で，

都市部のシェアが 1820 年の 7％から 1860 年の

20％に高まるなかで，1 人当たり GDP は 1,257

ドルから 2,170 ドル（1990 年国際的ドル）に上

昇した．この間，主要都市になっていたニュー

ヨークの人口は 12 万 3,706 人から 80 万 5,651

人に増加した．ニューヨークの急拡大で都市部の

階層は拡大・拡張した．

　100 万人以上の人口をもつ都市の数は 1820 年

にはニューヨーク 1 つだけであったが，1860 年

には 9 つに増加した．これらの都市のすべては

工業化の始まった北東部にあった．地理的な変化

が続いて，アメリカが成熟した工業国への移行を

完了するのに伴い，2 万 5,000 人以上の人口を

擁するアメリカの都市の一貫したサンプルの人口

密度は，1 平方マイル当たり 7,230 人から 8,876

人に増加した．1 つの都市の平均面積は約 19 平

方マイルから 40 平方マイルに拡大した注 28．都

市は密度が高くなると同時に広がるようになった

のである．

収斂――農村部対都市部と都市内部
　一国内の全スペースにわたって生産や人々を不

均一に分布させる「デコボコな」経済地理は，市

場経済の機能がもっている自然な特徴である．こ

のデコボコさは国の発展に伴いさらに顕著にな

る．しばしば提起される質問は，これと貧困，消

費，その他の生活水準の地理的分布とはどんな関

係があるのかということである．その答えが集中

プロセスの政治的，社会的な持続可能性を決定す

る．

福祉にかかわる農村部対都市部の格差――最初
に拡大してから縮小する

　生産性，賃金，福祉にかかわる農村部対都市部

の格差は大きく，発展の早期段階では拡大するも

のと予想される．発展の早期段階では一国の町

や都市に経済的質量の集中が進展するのに伴っ

て，都市部対農村部の間では生産性，賃金，基本

的福祉について大きな格差が生じる．資本，消費

者，労働者の集積で生産上の優位性が直ちにでき

るが，輸送コストのためその利益は地元に限定さ

れる．このように大きくなった地方市場のおかげ

で，企業は生産の固定費をより広範な消費者に転

嫁することができるため，コストや生産性の面で

優位性ができる注 29．これは町や都市では賃金が

高くなり，より多様な財・サービスの入手可能性

が高まるということを意味する．

　都市部では質量が集中していることから，基本

的なインフラや公衆衛生施設のより良い提供を保

証するのに役立つ．賃金格差の拡大と相まって，

これがより基本的福祉の尺度について都市部対農

村部の格差を拡大させる注 30．しかし，都市化の

プロセスが鈍化し，政府の能力が高まるにつれ

て，都市部対農村部の格差は縮小し始める．人々

や労働者の農村部から町や都市への脱出で，農業

地帯の余剰労働者が減少するため，農村部の労働

市場では労働者間の競争も低下する．さらに，省

力化技術の進展を受けて労働者は都市部への移住

に向けて解放されるので，生産性が改善する．や

がて，投資と財政の再分配策を受けて，農村部の

住民は学校教育や医療ケアに加えて，清潔な水道

水，衛生，電気など基本的なアメニティについ

て，地元でのアクセスが改善する．経済発展と時

間の経過に伴い，一国の経済地理は都市部と農村

部の住民の福祉を等しくする「自然な」均衡に

正しく近づくことになる．このような状況下で，

人々は物質的および非物質的な福祉に関して最も

豊かだと期待できるところに住むことを選択す

る．イランがこの農村部対都市部の収斂を証明し

ている（ボックス 1.5 参照）．

　今の先進国における証拠をみると，経済発展に

よって都市部対農村部の格差はほぼ消滅してい

る．都市部のシェアが高く，都市部に経済的密度

が集中しているということが，様々な指標でみて

都市部対農村部の福祉に若干の格差がみられる

という状況と並存しているのである．2004 年以

前に EU に加盟した 15 カ国はすべて 1 人当たり

GDP が 1 万 3,000 ドル（1990 年の国際的ドル）
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を超えているが，失業率は重要な政策目標である

と考えている注 31．しかし，農村部対都市部の格

差は懸念事項にはなっていない．失業率は都市

部で 10.1％，農村部で 9.9％と大差がない．これ

は若年層についても明らかで，都市部 19.4％に

対して農村部は 18.7％である．労働力参加率は

農村部と都市部で，それぞれ 68.3％と 69.4％と

なっている注 32．イギリスについてみると，福祉

について都市部と農村部が極めて平等であること

は，可処分所得がほぼ同水準にあることに反映さ

れている．それどころか，村における週当たりの

可処分所得は 522 ポンドと，都市部の 476 ポン

ドを 10％上回っている注 33．

　OECD 加盟国 30 カ国のうち 21 カ国については，

2003 年の 1 人当たり GDP が高い国ほど注 34，1 人

当たり GDP について都市部の多い所ほど低く対

農村部の方が高くなっている（図 1.9 参照）注 35．

チェコ，ハンガリー，ポーランド，スロバキア，

トルコは 1 人当たり GDP が 1 万ドル未満（1990

年の国際的ドル）であるが，都市部の 1 人当た

り GDP は農村部の 2 から 3 倍となっている．し

かし，1 人当たり GDP が 1 万ドル以上の OECD

加盟国については，この比率は（ノルウェーを除

いて）1 から 2 倍に収まっている．OECD 諸国に

おいては財政の再配分機能がよく整備されている

ことや，都市部と農村部では人口の年齢構成が異

なることを考えると，1 人当たり GDP にかかわ

るこのような格差は，例えば，個人の可処分所得

や消費の平均水準にかかわる都市部対農村部の格

差を過大評価しているといえるだろう．集積指数

も質的に同じパターンを示している．

　これら諸国における都市部対農村部の格差は

19 世紀と 20 世紀前半を通じてずっと大きかっ

た．19 世紀のスウェーデンにおける成人男性 1

人当たりの富をみると，都市部は農村部の 200%

以上高く，フィンランドでは 150%高かった（表

1.2 参照）．一方，急速な都市化が進展していた

1830 年代のイギリスでは，都市部の賃金は農村

部に比べて 70％高かった．フランスやアメリカ

では，それぞれ 1882-1911 年と 1925-1935 年

イランにおける都市化の進展と農村部対都市部の格差縮小

　イランでは農村部対都市部の格差が縮小している．イラン
革命の前夜であった 1976 年についてみると，農村部における
1 人当たり家計所得（中位数）は都市部の 44％であった．そ
れが 2005 年には 63％にまで上昇している．
　王政下では都市部が農村部よりも優遇されていた．必需食
品の価格統制が農業所得を押し下げていたのである．工業品
にかかわる高関税，輸入禁止，許可制は工業品の価格を押し
上げる一方，農民の購買力を押し下げていた．国内最終需要
を重視していた内向きの開発戦略を受けて，テヘランおよび
その他少数の大都市に向かう国内移住が増幅されていた．あ
らゆる開発指標について，中心は周辺よりもずっと良い実績
を示していた．1973 年の貧困率は中心地区では 23％であっ
たが，周辺地区では 42％になっていた．このようなスペース
的な不平等はイランの民族別地図に合致しており，緊張を煽
る要因になっていた．
　1979 年にスペース的な乖離に取り組む公約が明らかにされ
て以来，何が起こったのだろうか？

第 1 に，1979-2005 年の間に，都市人口のシェアが 49％
から 67％に上昇した．これは長期的なトレンドの継続で
ある．都市人口は 1966-76 年の間に年 5.4％（テヘランは
6％）の増加を続けていた．
第 2 に，家計所得に関する農村部対都市部の格差が縮小
した．1976-84 年の間に農業の付加価値は 31％と非石油
経済の 2 倍の伸びを示した．この伸びの一因は農場渡し

•

•

の価格が 55％上昇したことにある．もう 1 つの理由は中
小規模の農場の生産性を引き上げるプロジェクトへの投
資が増加したことにある．イランの農業生産では民間部
門が支配的であることも成長に寄与している．それに対
して，大規模な製造業の企業やサービス提供者は革命後
に国有化されて，生産性向上の障害になっている．
第 3 に，農村部と都市部の人間開発指標はともに改善し
た．これは遅れていた州にも当てはまる．1976-96 年の
間に女性の識字率は 17％から 62％に上昇したが，都市
部の女性に関しては 56％から 82％へと高水準に達して
いる．1994-2000 年の乳児と 5 歳未満児の死亡率をみる
と，低下が最大だったのは最貧州である．
最後に，全体の貧困率が低下した．国全体の貧困率は
2005 年に 8.1％で，内訳として農村部 10％に対して都市
部 7.1％と格差は比較的小さい．
しかし，州別の貧困率は 1.4 から 23.3％の範囲で依然と
して大きなばらつきがある．

　スペース的な公平性という政治公約の過去 30 年間における
成果は一様ではないといえよう．全体の貧困率は低下し，農
村部対都市部の生活水準格差は収斂したものの，各州内の生
活水準には依然として執拗な格差が残っているということで
ある．

•

•

•

ボックス    1.5

出所：Anton Dobronogov，Alexander Kremer，他が執筆．
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の間に都市部の賃金プレミアムが大幅に拡大して

いる．アメリカではこの 10 年間で賃金プレミア

ムがほとんど 3 倍になっている注 36．オーストラ

リア，デンマーク，フランス，日本，アメリカを

含む 19 世紀の途上国では，都市部の名目賃金は

50％高かったのである．

　現在の途上国はまだ都市化の第 1 局面にあり，

生産性や所得の面で都市部対農村部の格差が驚

くほど大きい．1960 年代の途上国のサンプルを

みると（このなかにはその後に上位中所得国ある

いは高所得国の地位に達したマレーシア，メキ

シコ，トリニダードトバゴが含まれる），都市部

の賃金は農村部の賃金を 40％強も上回っていた．

途上国 72 カ国に関するもっと最近のサンプルに

国（年）
農村部対都市
部格差（％） 説明・国の例

スウェーデン
（1805 年）

221.0 都市部・農村部の成人男性の富

フィンランド
（1805 年）

146.0 都市部・農村部の成人男性の富

イングランド
（1830 年代）

73.2 都市部の賃金は建設労働者の賃金，農村部の賃金は農業労働者の賃金

フランス（1882 年） 29.0 都市部の賃金は県庁所在地の非熟練賃金，農村部（1991 年）の賃金は平均農場賃金

フランス（1911 年） 51.0

アメリカ（1925 年） 28.0 都市部の賃金は製造業所得，農村部の賃金は農業（1935 年）所得

アメリカ（1935 年） 75.0

途上国（19 世紀） 51.2 都市部の賃金は一般的な非熟練労働者のもの，農村部の賃金は現物支給を含む農業賃金．以下の諸国
が含まれる．アルゼンチン（1872 年），オーストラリア（1887 年），デンマーク（1872 年），フランス

（1801，1892 年），ハンガリー（1865 年），日本（1887 年），アメリカ（1820-29 年，1890 年）．

途上国（20 世紀） 41.4 都市部の賃金は非熟練建設労働者に基づき，農村部の賃金は農業の現金賃金．この平均には以下の 19 国
（1960-70 年）が含まれる．アルゼンチン，カメルーン，コスタリカ，コートジボアール，グアテマラ，

ケニア，パキスタン，マラウイ，マレーシア，メキシコ，モロッコ，パナマ，スリランカ，タンザニア，
トリダードトバゴ，チュニジア，ウルグアイ，ベネズエラ

途上国（21 世紀） 42.0 1 人当たり家計所得に基づく．ただし，家計の特性を制御．この平均には以下の 72 カ国（2000-05 年）
が含まれる．アルメニア，アンゴラ，バングラデシュ，ベリーズ，ベニン，ブータン，ボリビア，ブラ
ジル，ブルキナファソ，ブルンジ，ブルガリア，カンボジア，カメルーン，チャド，チリ，コロンビア，
コンゴ民主共和国，コスタリカ，コートジボワール，クロアチア，エクアドル，エジプト，エルサルバ
ドル，エチオピア，ガンビア，グルジア，グアテマラ，ギニア，ガイアナ，ホンジュラス，ハンガリー，
インド，インドネシア，ジャマイカ，ヨルダン，キルギス，マダガスカル，マラウイ，モルディブ，マ
リ，モーリタニア，メキシコ，モルドバ，モンゴル，モロッコ，モザンビーク，ネパール，ニカラグア，
ナイジェリア，パキスタン，パナマ，パラグアイ，ペルー，フィリピン，ポーランド，ルーマニア，ロ
シア，ルワンダ，セネガル，南アフリカ，スリランカ，スワジランド，タジキスタン，タンザニア，タ
イ，東ティモール，ウガンダ，ウクライナ，ベトナム，ザンビア

表 1.2　所得，富，消費にかかわる農村部対都市部の格差は，過去 2 世紀にわたる発展の特徴である

出所：スウェーデンとノルウェー（1805 年）は Soltow (1989), table 1, p. 48; イングランド（1830 年代）は Williamson and Willi (1987), table 3, p. 652; フランス
（1882，1911 年）は Sicsic (1992), table 2, p. 685; アメリカ（1925，1935 年）は Alston and Hatton (1991), table 3, p. 93; 途上国（19 世紀）は Clark (1957), table II, 

pp. 526-31; 途上国（20 世紀）は Squire (1981), table 30, p. 102; 途上国（21 世紀）は 72 カ国それぞれの家計調査に基づく WDR 2009 チームの試算．
注：農村部対都市部の（名目）格差は，賃金，所得，富，あるいは富にかかわる都市部と農村部の格差を農村部の平均との対比で算出．

図 1.9　豊かな OECD 諸国では 1 人当たり GDP にかかわる都市部対農村部の乖離は小さい
1 人当たり GDP にかかわる
都市部対農村部の比率

1 人当たり GDP にかかわる
都市部対農村部の比率

1 人当たり GDP（1990 年の不変ドル，1,000 ドル） 集積指数（2000 年，％）

出所：OECD (2007), pp. 1-256 のデータに基づき WDR 2009 チームが試算．



�� 世界開発報告 2009

基づくと，都市部対農村部の 1 人当たり消費に

ついて同じような格差が観察できる．

　経済的質量や人口分布にかかわる都市部対農村

部の格差は都市化の進展に伴って縮小する．消費

にかかわる都市部対農村部の乖離を検証するもう

1 つの方法として，一国の都市人口のシェアを算

出して，それをその消費シェアと比較するという

ことが考えられる．もしこの比率が 1 より大き

ければ，都市部における 1 人当たり消費が，平

均的に，農村部を上回っていることになるが，も

し比率が 1 より小さければ逆が正しいことにな

る．

　消費にかかわる都市部対農村部の格差は現在

の途上国で密度が高まるにつれて縮小している

（図 1.10 参照）注 37．マラウイとスリランカでは

この比率はほぼ 2 である．都市部は人口の 10％

強を占めているのに対して，消費の 20％を占め

ている．都市化の水準がもっと高い国で，人口

のスペース的な分布は生産のそれに類似してい

る．マダガスカルとタンザニアでは，都市部の

人口シェアは 20-25％程度であるが，消費シェア

は 30-35％となっている．都市化がかなり進展し

た段階を迎えた国では，人口は経済的質量とほぼ

比例的に分布しているので，比率は 1 に近くな

る．チリでは人口の 85％が都市部に居住してい

るが，この都市住民が全国の消費の 92％を占め

ている．ブラジルでは 80％の人が都市の居住区

に住み，その 80％の人が消費の 85％を占めてい

る．経済発展が進展し，経済活動が密度の高い地

区に集中するにつれて，都市部対農村部の格差は

縮小する．都市化のあらゆる進展段階で線が下向

きになっているのは良い兆候である．ほとんどの

途上国は都市部対農村部の格差ということでは峠

を越した可能性がある注 38．

　民間消費についてと同じことが基本的インフラ

についても当てはまる．都市部の人口のシェアが

25％未満の低所得国では，町や都市における水

や衛生に対するアクセスは農村部よりも約 25％

ポイント高い注 39．しかし，アルジェリア，コロ

ンビア，南アフリカなどもっと都市化が進んだ諸

国では，アクセスの格差は 15-20％ポイントにと

どまっている．都市化が成熟して，都市部のシェ

アが自然の上限に接近しつつある諸国では，基礎

的サービスに対するアクセスに関して都市部対農

村部の格差はほとんどない．基礎インフラに対す

るアクセスの平準化は，福祉や生活条件にかかわ

る非物質的な指標について同じような収斂を促進

するものと期待できよう（表 1.3 参照）．

　農村部対都市部の格差縮小は重要であるが，世

界の最貧国の農村部においては基本的な福祉にか

かわる絶対的な測定値の改善の方がさらに重要で

ある．都市部対農村部の格差拡大は農村部と都市

部の双方において基本的な福祉が絶対的に改善す

るということと整合的であり得る．これにかかわ

る総合的な証拠については期待がもてる．過去

10 年間をみると，ほとんどの低および中所得国

は広範な基本的福祉の指標に関して絶対的な改善

を経験している．これには農村部と都市部の両方

における乳児および 5 歳未満児の死亡率，栄養失

調，予防接種，就学率などが含まれる．低所得国

32 カ国のうち，4 分の 3 では乳児および 5 歳未

満児の死亡率，重度の発育障害の発生率，重度の

過少体重などが，特に農村部で低下している注 40．

さらに，1990 年以降，5 分の 4 の諸国では特に

農村部を中心に就学率が上昇している注 41．都市

部と農村部の双方がミレニアム開発目標に向けて

進展を実現したということになる．

　都市部と農村部の収斂はより都市化している下

位国家レベルの地区で生じる．中国やフィリピン

図 1.10　1 人当たり消費の農村部対都市部の格差は都市化の
進展に伴い縮小

都市部消費シェアの都市部
人口シェアに対する比率

都市部人口シェア（%）

出所：75 カ国以上における 120 件以上の家計調査に基づき WDR 2009
チームが試算．
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の両国では，都市化していない区域では域内の所

得にかかわる都市部対農村部の乖離は小さい（図

1.11 参照）．中国では関係全体が過去 10 年間で

上方にシフトしたため，一般的に，都市部対農村

部の乖離は時とともに拡大してきているが，これ

は中国が急速な都市化が特徴である発展の初期段

階にあるということと整合的である．インドで

は，平均余命にかかわる都市部対農村部の格差は

1983 年と 1994 年の両年について，都市化が進

んでいる州の方が小さい．しかし，この関係全体

は時とともに下方シフトしてきている．

スラム街――都市内部における乖離と収斂
　貧困国では，都市は生活水準が高いからといっ

て貧困や収奪がなくなったというわけではない．

都市内部の地理的な乖離は大きくなり得る．ナイ

ロビでは，貧困は中心市街地で高く，都市のそ

れ以外の場所や郊外ではずっと低い（図 1.12 参

照）．ケニアで人口が 2 番目に多い都市モンバサ

では，ナイロビに比べて総じて貧困率が高いもの

の，その貧困率には地理的な乖離が顕著である

（地図 1.2 参照）．南アフリカの都市でも貧困率に

ついては市内で格差がみられる．ケープタウンは

沿岸地帯では貧困率が低い方であるが，市の中心

部では貧困率が高い．同様に，ヨハネスバーグ -

プレトリア - ツワネ地区とダーバン地区の両方に

はそれぞれ目に見える分裂が存在している．しか

し，ダーバンにおける貧困の地理はケープタウン

ともヨハネスバーグとも違っている．一般的に

は，貧困率は市の境界の内部よりも外部における

方が高い．

　都市内部の分裂について最も明白な証はスラム

街である．スラム街は公共サービスが欠如した地

区に所在し，慢性的に過密で劣悪な居住区のこと

である（ボックス 1.6 参照）．基本的な公共サー

ビスやインフラが欠如している理由は，多くの都

市部の政府，公益事業会社，サービス提供者がス

ラム街で事業運営ができないか，あるいはその意

欲がないことにある．一般的には，そのような居

住区が非公式で違法だからである注 42．したがっ

都市人口シェア
（1 人当たり GDP の中位数）

清潔な水へのアクセス格差
（％ポイント）

衛生へのアクセス格差
（％ポイント） サンプルに含まれる国の例

75％以上
（2 万 1,602 ドル）

8 8 アメリカ，ノルウェー，スイス，スペイン，ドイツ，カナダ，
メキシコ，チリ，ブラジル，アルゼンチン，ガボン，ベネズ
エラ，ジブチ，レバノン，ヨルダン，イギリス

50-70％
（9,672 ドル）

15 20 エストニア，パナマ，トルコ，ハンガリー，エクアドル，コ
ロンビア，マレーシア，シリア，アゼルバイジャン，南アフ
リカ，コンゴ共和国，アルジェリア，チュニジア，ボリビア

25％以下
（2,585 ドル）

24 26 インド，イエメン，マダガスカル，チャド，タジキスタン，
バングラデシュ，タンザニア，ケニア，ネパール，カンボジ
ア，マラウイ，ウガンダ，スリランカ，ブータン

表 1.3　基本的サービスにかかわる都市部対農村部の格差は発展に伴い縮小

出所：World Bank (2007j)．
注：格差は都市部と農村部の差を％ポイントで表示．

図 1.11　農村部対都市部の格差は下位国家レベルでさえ密度が高まるにつれて縮小
フィリピン（2000 年） 中国（1999，2006 年） インド（1983，1994 年）

所得の都市部対
農村部比率

可処分所得の
都市部対農村部比率

平均余命の都市部
対農村部（州ベース）比率

都市部シェア（％） 都市人口シェア（％） 密度：都市部（州ベース）シェア（％）

出所：Balisacan, Hill, and Piza （近刊）; Yao (2008); Cali (2008)．
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て，特に健康，安全，衛生を中心に生活水準につ

いては，スラム街の方が近くの公式の居住区より

も低い．アジア最大のスラム街といわれているム

ンバイのダラビは次のような状況になっている．

「おそらく 100 万人もの住人が…木，コンクリ，

錆びた鉄でできた平屋で満杯の 1 マイル平方に

詰め込まれている．…12 人家族が 90 平方フィー

トの部屋で暮している」．やはりムンバイのシバ

シャクティナガールでは，1 つの共同栓を約 100

人が利用している注 43．

　主要都市におけるスラム街の成長は急速な都市

化に特徴的なことである．急激な人口増加は十分

に収容することができないため，スラム街がます

ます大きくなり目に付くようになる．これが都市

内部の福祉に関して大きな地理的分裂の拡大に貢

献している．発展（経済と制度の両面で）とイン

フラの改善が焦点を絞った介入策と組み合わさっ

て，最終的には都市部の生活水準に収斂をもたら

す．

　スラム街は急速な都市化の一環であり，現在

の途上国では都市人口の 5 分の 1 から 3 分の 1

がスラム街に住んでいるということも珍しくな

い（図 1.12 参照）注 44．ブラジルのゴイアス州

の州都ゴイアニアは 1950 年には人口 4 万人の

図 1.12　スラム街は都市化の進展に伴って拡大し，都市部のシェア上昇に伴って縮小する
スラム街人口の年増加率（%） スラム街の割合（%）

都市人口の年増加率（%） 都市部のシェア（%）

出所：Kilroy (2008)．

地図 1.2　都市内部の地理的格差は大きいことがある（貧困関連の分裂）

ケニア

南アフリカ

ナイロビ

モンバサ

ケープタウン
ダーバン

ヨハネスブルグ，プレトリア

貧困率（%）

データ不明
データ不明

出所： Alderman 他 (2002); Statistics South Africa; Central Bureau of Statistics, Kenya; Ministry of Planning and National Development, Kenya のデータに基づく The 
Global Poverty Mapping Project, Columbia University．

貧困率（%）

アフリカの都市内での貧困率
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中規模の都市であったが，現在では 100 万人以

上を抱えており，人口増加の多くはスラム街に収

容されている注 45．デリーの人口は 1950 年以降，

140 万人から 1,560 万人へと 10 倍以上に増加し

た注 46．この増加はスラム街の数が 200 カ所から

1,160 カ所に増加するという状況を伴っている．

　「これほど汚い，惨めな場所を彼は見たことが

なかった．通りは狭く泥んこで，空気に不潔な臭

いが充満していた．…屋根付きの道や囲いがあち

らこちらで大通りから枝分かれしているが，住

居群は少しも見えない．そこでは酔っ払った男

女が汚物のなかを転げ回っているに違いない」．

ナイロビのキベラやフルマ，アビジャンのワシ

ントン，デリーのマーブル・ナガー（Majboor 

Nagar）やカンチャンプリ，ブエノスアイレスの

サンフェルナンド，あるいはリオデジャネイロの

ロッシーニャなど，途上国のスラム街の現在の描

写であろうか？　いいや，これは 1838 年に出版

されたチャールズ・ディケンズの『オリバー・ツ

イスト』からの抜粋で，19 世紀に急拡大してい

たロンドン市を描写したものである（ボックス

1.6 参照）．

　ロンドンが 19 世紀のイギリスで大きなスラム

街のある唯一の都市ないし都市部であったという

ことでは決してない．慢性的に過密で公共サービ

スが不十分な居住区というのは，当時のイギリス

の都市や工業都市に共通する特徴であった．エ

ジンバラでは，人口の急増と，当時台頭しつつ

あった中流階級による郊外化の第一波を背景に，

1860 年代までに都市の中心街には 1 エーカー当

たり 600 人という人口密度の高い大きなスラム

街ができあがっていた．この地区の住民は狭い，

街灯のない歩道に沿って並んだ多層階の共同住宅

に住んでいた．この「住居」は質と量はもちろ

ん，環境のアメニティ（清潔な水や安全な汚水処

理など基本的ニーズ程度のこと）などあらゆる面

で不十分であった注 47．明白な窮状は別としても，

スラム街は麻疹やしょう紅熱など致死的な流行が

起こりやすく，下痢性の疾病，発疹チフス，呼吸

器系疾病などが原因で死亡率が高かった注 48．

　昨日のスラム街は今日は世界一流の都市になっ

ている．経済発展と急速な都市化の初期段階で，

スラム街と福祉にかかわる都市内部の大きな分裂

に悩んだ先進国はイギリスだけではない（ボック

ス 1.7 参照）．様式化された乖離パターンの後に

は収斂が続くというのが，現在は先進国になって

スラム街の過去と現在

　「スラム街」（slum）という言葉の語源はおそらく，「水はけ
の悪い」（poorly drained）あるいは「ぬかるんだ」（muddy）
場所を意味する古い英語ないしドイツ語にある．それがイギ
リスの産業革命の初期に住居に使われた．それは鉄道が敷設
される以前のことで，重い貨物は全国を縦横無尽に走ってい
た運河で輸送されていた．イギリスが急速に工業化していた
時期には，ほとんどの工場は運河に沿って建てられていた．
運河は蒸気機関用の石炭や生産用の原材料を運ぶ主要な経路
だったのである．
　工場の仕事を求めて都市に移住してきた貧しい労働者は，
職場への往復に長距離を歩くことはできなかった．市街電車
ができる以前には，他の交通手段は高すぎた．そこで労働者
は工場近くに住み付くことになる．低地の水はけの悪い地区
にある工場の周辺には安価な住居が建った．住居は過密であっ
た．衛生設備は不十分で，存在さえしないことがほとんどで
あった．また，煤煙やその他の汚染物質で空気の質は悪かっ
た．病気は当たり前で，下痢，発疹チフス，呼吸器系疾病，
麻疹，しょう紅熱などのため，都市で生まれた人の平均余命
は農村地帯で生まれた人と比べて 12 年も短かった．
　イギリス都市部のスラム街における公衆衛生問題の深刻化
は甚大な犠牲が発生することにつながり，最終的には労働者

階級を超えて広がったため，強力な政治行動を招来するに至っ
た．労働者の移入を阻止したり，病気や貧困がはびこる地区
を一掃したりする代わりに，1870 年代の政府は厳格な建築規
制法を制定して，街路や家の大きさを規定して，すべての住
居を新たにできた下水システムに接続することを義務化した．
水道工事，下水施設，公衆衛生に対する都市による大規模投
資のおかげで，イギリスの都市における死亡率は 1874-1907
年の間に劇的な低下をみせた．
　貧しい中所得国では，不快で不潔な条件にもかかわらず，
何百万人という移住者が農村部を後にして，豊富な経済的機
会を求めて都市部に流入を続けている．アフリカの多くの都
市の周辺にある貧民窟では，健康障害や死亡率はもっと悪い
ものの，人々は商売し，働き，多額の郷里への送金をしてい
る．現在の政策立案者が直面している挑戦課題は，ビクトリ
ア朝時代のロンドンが直面したものに類似している．すなわ
ち，経済成長の利益を手にするためには，このような集積地
にどうやってより良い輸送手段や公衆衛生施設を提供するか
ということが課題なのである．

ボックス    1.6

出所：Satterthwaite 他 (2007); Crafts (2008); The Economist (2007a)．
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現在では世界一流都市の多くもかつてはスラム街を抱えていた

　「アントワープを初めベルギーのほとんどの町では，労働者
階級の住居にかかわる基本的な問題は…戸別の衛生整備や水
供給がないことであった．…19 世紀中に 3 回発生したコレラ
の大流行はこのようなスラム街に悲惨な影響を与えた．…」

　「ボルティモアでは貧困層の最初の宿営地は水辺にあった．
黄熱病，マラリア，コレラ，腸チフスの大流行が繰り返し町
を襲った．このような伝染病は奇妙なことに低地にある貧困
層の居住区が好きなようだ．例えば，1979 年の黄熱病流行は
フェルズポイントの入り江の澱んだ水域で発生して，…ジョー
ンズフォールズ沿岸にあるあばら家に，そこからフェデラル
ヒルの麓にある掘っ立て小屋に広がったといわれている」．
　「1890 年代になると，ポーランド移民がアイルランド人や
ドイツ人に取って代わり，新しい次元の貧民窟を作り出した．
一戸建てに 6-8 世帯が住み込んだのである．1 世帯当たり 1
部屋ということになる．水供給は広場の水道栓であり，トイ
レは屋外便所だ．…フェルズポイントは保健所に言わせると，
アウゲイアース王の牛舎のようで，…大変な厄介物だ．…ド
ブには蓋がないので，多くは背の高い雑草で一杯だ．小道は
灰やゴミの山で，地下室は真っ黒な水で埋まり，家は白ペン
キや磨きブラシとはまったく無縁で，人間の身体は何カ月間
も石鹸や水とは無縁である．…豚の住む町だ」．

　「ダブリンのスラム街はヨーロッパでも最悪で，グラスゴー
だけが競争相手だ．元々は金持ち用の優雅な住居として 18 世
紀建てられた高いタウンハウスは，強欲で無慈悲な家主の手
に落ちて，絶望的で貧しい都市部の貧困層を家が破裂する寸
前まで詰め込んだ．条件はしばしば口にするのもはばかられ
るほど劣悪で，過密であるのはもちろん，衛生設備がまった
く不十分であった」．

　「カタヤノッカが低所得層の居住区から市役所のエリート層
やブルジョアジーの領地にすっかり転換したというのは，ヘ
ルシンキの歴史上初めてみられた都市の成長パターンだ．元
スラム街が特権階級用に威信を誇る住宅街になったのであ
る」．

　「この背後には貧困者の墓地や，リバプールやリーズと結ぶ
鉄道の駅があり，その後ろに労役所，マンチェスターの「救
貧法のバスティーユ」がある．…それは下の労働者居住区を
脅かすように見下ろしている．…荒廃した岸に沿って杭や洗
濯ひもの間を通ると，小さな一階建てで一部屋の小屋の混沌
のなかに入り込むことになる．ほとんどの小屋には人工的な
床というものがない．台所，居間，寝室などすべてが一部屋
になっている．縦 5 フィート横 6 フィートあるかないかの穴
倉にベッドが 2 つあった．素晴らしい枠組みとベッドだ！　
それと階段および暖炉でちょうど部屋は一杯になる．他の数
部屋を見たがまったく何もなく，ドアは開けっ放しで，住人
がそれに寄りかかっているだけだ．ドアの前はゴミや残飯だ
らけである．その下にあるはずの歩道はまったく目に見えず，
足でそこここと触れるだけだ」．

　「メルボルンで最も悪名高きスラム街であるリトルバークス

トリートは，1880 年代には混雑し，賑やかで，成長していた．
…通りはゴミの切れ端，腐敗した液体，藁製のぼろ，その他
の屑で満杯だ．最も不快な臭気はこの無礼な群集，…忌むべ
き群集から立ち上ってきた．…汚染する影響力にさらされる
と同時に，それを腐らせ広げることを放置されたままとなっ
ている」．

　「約 200 年前，ロワーマンハッタンにはコレクトという美し
い 5 エーカーの湖があった．しかし，1700 年代半ばにもなる
と，コレクト湖は屠殺所や皮なめし工場で取り囲まれた．こ
のような血なまぐさい商売の流出物はじかに湖に放流され，
さらに色々な産業やゴミが直ぐに続いた．1800 年頃になると
湖は悪臭を放つ掃き溜めであった．1813 年に完全に埋め立て
られ，1825 年にはその場所にまったく新しい物が建てられた．
それはアメリカとしては始めての本格的なスラム街ファイブ
ポインツであった」．

　「ここは現在ではパリの中でも住むのが非常に高い地区であ
るが，ビクトール・ユゴーの時代には，バスティーユ監獄に
近いスラム街だった」．
　「デルビーユ弁護士はパリの町外れにあるサンマルソーのス
ラム街に思い切って行ってみた．馬車を汚いデコボコ道に乗
り入れると，中古品だけを使って手抜き工事で建てられた建
物が倒壊している所に出た．シャベール大佐が牛，山羊，兎，
元連隊兵士で今は牛乳屋に転じたベルニョーという貧しい一
家と暮らしているところだ．大佐は地面の床と藁のベッドが
あるそこの一部屋に住んでいる．パイプと『大陸軍戦況報告』
の 1 冊が彼の持ち物すべてだ」．
　「フランスの人口は 1815-51 年の間に 2,900 万人から 3,600
万人に増えた．…田舎で仕事が見つからなかった何千人とい
う移民を吸収したのは都市であった．…しかし，要するに，
十分な仕事がなかった．失業と過密によってひどい生活条件
が生み出された．5 軒に 1 軒にしか水道水がなかった．1832
年にはコレラで 2 万人のパリ市民が抹殺された」．
　「他の多くのヨーロッパの都市と同じく，戦後のパリは慢性
的な住宅不足に苦しんだ．撤去が指定された 17 のスラム街の
うち，ほとんどが 1950 年代になっても手付かずのままであっ
た」．

　「中国における産業主義の人間に対する最悪の非道は，この
ような労働者の群れを上海の工場地帯にあるみすぼらしく，
…あまりにも不潔で胸が悪くなるような…スラム街に押し込
んだことだ．…衛生設備が一切なく，家並みの間にある通路
が事実上の屋外便所である．過密は悲惨な段階に達している．
このような不潔な居住区で育った子供たちの多くは，ゴミと
肉体的な虐待に起因するタダレで身体が覆われている」．

　「1930 年から終戦までの 15 年間で，シンガポールの人口は
100 万人へと 2 倍になった．人口の爆発によって伝染病のよ
うな勢いで住宅不足が発生した．小規模な店舗が 100 人もの
人に屋根を提供した．平均的な居住面積は 9 フィート四方と
刑務所の独房の広さだ．多くは暗い，窓も新鮮な空気へのア
クセスもない薄汚い小部屋に住んでいた．汚水処理，水・電

ボックス    1.7
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気などの公共サービスは今の 3 分の 1 の規模のコミュニティ
用に作られていた．今の住居の物理的な条件は悲惨であった」．

　「1920 年代の東京市内の貧民窟はすべて，東京という都市
の発展と日本の近代的な経済成長の産物である．…このよう
な貧民街の規模はまったく驚くほどだ．…第 2 次世界大戦後，

大都市・東京の至るところに，東京の旧市街も含めて，貧困
の溜まり場が再び顔を出した」．

出所：ベルギーは Lis; バルティモアは Garrett2002; ダブリンは Kearns 2006; ヘ
ルシンキは Mäkinen; マンチェスターは Engels 1987; メルボルンは Mountford; 
マンハッタンは Baker 2001; パリは Sanderson, Villon 2000, The Economist; 上海
は Schwenning 1927; シンガポールは Baker 1999; 東京は Koji 1969.

いる他の諸国の特徴でもあった．このような都市

のスラム街はほとんど過去の話となっている．土

地市場の改善，インフラ投資，対象を絞ったイン

センティブなどに後押しされて，都市内部の福

祉格差は縮小する傾向をたどるが，それは都市

化がさらに進んでからのことになる．ロンドン，

ニューヨーク，パリ，シンガポール，東京など

「世界一流」の都市にとって，スラム街は，後知

恵にはなってしまうが，正に「産みの苦しみ」の

一環であったとみることができる．イギリスは 1

世紀かけて「闇のサタンの工場」を一掃したので

あるが，もし掃除をもっと早く始めていれば，労

働者階級は賃金の伸びが低く消費も少ないという

状況で苦しんだことであろう注 49．

　一国が発展する初期および中間の段階でスラム

街が出現して成長する理由は，機能する労働市場

と機能不全に陥っている土地市場の相互作用に

よって説明可能である．都市化が急進展する局面

では，土地市場は都市部における労働需要の増加

についてシグナルを出す．それは工業やサービス

の増加を反映した動きである．労働は町や都市に

移動するという形で反応する．

　これを反映して，途上国のスラム街居住者は都

市が提供する経済的機会を活用して，生産的な活

動に従事しているのが普通である．ムンバイのダ

ラビには 1 万 5,000 軒もの仮小屋が存在し，「そ

この住民が作り出す衣服，瀬戸物，玩具，リサイ

クル品は，工場にとっては年間数百万ドルの商

売になっている」．スラム街住民の多くは州政府

が 1976 年に制限付きながら住居に対する権利を

認め，居住区の一部に対する水や電気の供給を開

始したのを受けて商売を始めた．ダラビは市にあ

る 2 つの幹線鉄道に挟まれ，6 つの駅に囲まれて

いるので，ムンバイの輸送ハブとしても機能して

いる注 50．要するに，多くの途上国ではスラム街

が出現しているが，それは低所得世帯がスペース

的に集中している雇用機会を確保し，企業が土地

制約がある環境下で立地を最大限に活用しようと

しているからである．現在の先進国の過去とも整

合するように，正しい対応策は都市化を鈍化させ

る，停止する，あるいは逆転させることではな

い．それは機能不全の土地市場に取り組むことで

ある．

　このような市場諸力と合理的な市場参加者の

対応策の相互作用が，サハラ以南アフリカにお

いても多くの諸国で見受けられる．しかし，誤っ

た都市計画やゾーニングを原因とする非効率的

な土地市場は反応が鈍く，それが生み出す手頃

な価格の合法的な土地供給は限定的で，需要の

増加に合わせて住居を建設するための土地は不

足している注 51．

現在の途上国との相違
　19 世紀初め，現在のヨーロッパ先進国の 10 人

に 1 人は 5,000 人以上が暮らす都市部の居住区

に住んでいた注 52．少なくともこの点では，それ

までの 500 年間とほとんど変化がなかった．し

たがって，その後の 1 世紀における都市化への離

陸は過去との劇的な決別を意味したのである．

都市化のペースとパターンは類似している
　それはイギリスで始まった．1800 年のイギリ

スでは，都市部のシェアは 19.2％とヨーロッパ

の平均の 2 倍であった．しかし，この世紀初頭

の 20 年間で都市部の居住者は倍増し，1820 年

には都市部シェアは 40％に達した．19 世紀末ま

でに，イギリス人 10 人のうち 7 人は都市部の居

住区に住むようになった．このようなイギリスに

おける都市化への猛進は，工業化の初期段階に
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あった他のヨーロッパ諸国が追随するところとな

る．19 世紀後半になると，都市化の動きは旧世

界を越えてアメリカとカナダにも広がった．第 1

次世界大戦までに，アメリカ人の 10 人中 4 人は

居住者 5,000 人以上の都市居住区に住んでいた．

わずか 60 年前にはその比率は 20 人に 1 人でし

かなかった．

　たとえ現在の途上国と何かが違うにしても，そ

れは確かに都市化のペースではない．それどころ

か，1985-2005 年の途上国における都市化の平

均ペースは，1880-1900 年の欧米諸国注 53 の平

均に驚くほど似通っている（図 1.13 参照）注 54．

20 年間における都市部シェアの上昇率をみると，

前者が平均で 7.7％ポイント，後者が中位数で

7.1％ポイント，平均で 8.0％ポイントとなって

いる．19 世紀末の 20 年間における後者の都市

化テンポは，現在の都市化テンポを 4 分位層に

区分けした分布でみると，ほとんどの国がトップ

の 4 分位層に入る．

都市化の規模は現在の途上国の方が大きい
　それでは何が違うのか？　違いの 1 つとして，

近年，多くの途上国では都市人口の絶対的な増加

がみられるが，それが前例のない規模に達してい

ることが指摘できる．要するに，19 世紀から 20

世紀にかけて工業化した諸国と比べると，現在の

途上国は人口がずっと多いのである．33 億人と推

定される現在の都市人口は，1960 年とごく最近

の世界の総人口さえはるかに凌駕している．1960

年までに都市人口が 10 億人に達するまでに 1 万

年を要しているが，さらに 10 億人増加するのに

25 年間，次の 10 億人が増えるにはわずか 18 年

間ですんでいる注 55．国連の予測によると，わず

か 15 年間で今後さらに 10 億人増える注 56．東ア

ジアだけでも，今後 25 年間で現在 7 億 5,000

万人の都市人口には新たに 5 億人が追加される．

これは基本的にパリないしクアラルンプールが毎

月新たに誕生することを意味する．

　中国では，1985-2005 年の間に町や都市の人

口が 2 億 2,500 万人増加したが，これはほぼア

メリカの総人口に相当する．にもかかわらず，都

市部シェアの絶対的な上昇幅ということでは，こ

の時期の中国は世界で 15 位にすぎない．インド

では，都市人口は 1 億 3,780 万人増加しており，

これはわずか 20 年間でドイツとイタリアを合わ

せた総人口が都市部に加わったということを意味

図 1.13　都市化のスピードには先例がある
1985-2005 年における都市部シェアとの差異（％ポイント）

カナダ
1880–1900

ドイツ
1880–1900 デンマークとアメリカ

1880–1900

スイス
1880–1900

イギリス
1830–1850

高所得国の平均
1880–1900

途上国の平均
1985–2005

途上国の中央値
1985–2005

全ての諸国

出所：United Nations (2006c) に基づき WDR 2009 チームが作成．カナダ，イギリス，先進国の歴史的なデータは Bairoch and Goertz (1986); 
Dumke (1994) に基づく．
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する．

　現在の途上国では，1985-2005 年の間に都市

人口が年平均 830 万人増加しているが，これは

現在の高所得国である欧米諸国が 1880-1900 年

に経験した増加のほぼ 3 倍の規模に相当する．

ただし，中国とインドを除くと，近年における都

市人口の年平均増加は 440 万人にとどまり，そ

れはかつての途上国が 1880-1900 年に経験し

た平均増加人数を約 50％凌駕する程度に収まる

（図 1.14）注 57．

　もう 1 つの大きな違いは，途上国の特大都市

は規模の点で前例がないということにある．19

世紀を通じて世界最大の都市はロンドンであっ

た．しかし，その 1900 年の人口 660 万人は，

低所得国では最大の都市である今日のムンバイ

やニューデリーの 3 分の 1 程度しかない．1900

年のロンドンはもちろん今日のロンドンでさえ，

下位中所得国では最大である今日の上海（1,000

万人）やより高所得の途上国の数都市（カイロ，

ジャカルタ，マニラ）よりも小さい．上位中所得

国では最大のメキシコシティは人口 2,200 万人

を抱えており，20 世紀初頭においてすでにロン

ドンの 3 倍の規模に達していた．

現在の都市住民の方が高い所得と良い公共サー
ビスを享受している

　現在の都市は福祉に関する所得や非所得の指標

の両面で農村部よりも良い．マラウイの 2000 年

の幼児死亡率をみると，農村部では新生児 1,000

人当たり 117 人に対して，都市部では 83 人と

なっている．ベニンでは 5 歳未満児の死亡率，

下痢，急性呼吸器系感染症の点で，都市部は農村

部に比べてずっと良い注 58．ウガンダ都市部の女

性は貧血症や栄養失調を患う可能性がずっと低

い．都市部では優れた健康指標が途上国世界でも

共通してみられる．これはサハラ以南アフリカの

チャドやカメルーン，南アジアのネパール，中央

アジアのカザフスタン，ラテンアメリカのニカラ

グア，北アフリカ・中東のモロッコやエジプトに

も当てはまる注 59．

　しかし，19 世紀から 20 世紀初頭の途上国の

場合，状況はまったく逆であった．都市への移住

者は物質的な生活水準については改善が期待でき

たものの，それは自分と家族にかかわる不健康お

よび短命の可能性で相殺されていた．イングラ

ンドおよびウェールズの村について 1881-91 年

の出生時平均余命をみると 51 年であったが，ロ

ンドンでは 44 年，その他の大きな町では 39 年

にとどまっていた注 60．1850 年代のイギリスの

幼児死亡率については，人口 10 万人以上の都市

では新生児 1,000 人当たり 186 人と，農村部の

138 人より大幅に高かった注 61．

　1937 年とごく最近になっても，ジョージ・

オーウェルは工業都市のことを次のような場所で

あると述べている．「煤煙と不潔さが永続し，地

表のどの部分もそれから決して逃れられないと常

に感じざるを得ない」注 62．だとすれば，都市の

空気の悪いことが原因である呼吸器系疾患なかり

せば，1861-70 年のイングランドおよびウェー

ルズで平均余命が 4.7 年長くなっても，おそらく

驚くに当たらないだろう．コレラ，下痢，赤痢，

発疹チフスがなければ平均余命は 1.7 年，都市で

図 1.14　途上国の都市部における人口増加はずっと大きい
都市人口の変化（千人，1985-2005 年） 都市人口の変化（千人，1985-2005 年）

アメリカ
1880-1900

途上国の平均　1985–2005
先進国の平均　1880–1900

アメリカ
1880-1900

途上国の平均　1985–2005（中国、インドを除く）
先進国の平均　1880–1900

中国とインドを含む全ての国 中国とインドを除く全ての国

出所：United Nations (2006c) からの 1985-2005 年のデータと，Bairoch and Goertz (1986) からの歴史的データを合わせたものに基づき WDR 2009 チームが作成．
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は当たり前の麻疹やしょう紅熱がなければ 2.3 年

長くなっていたことであろう注 63．つまり，1830

年代について考えると，ロンドンの労働者は実質

賃金が農村部よりも 67％も高いというプレミア

ムを享受していたが，このプレミアムの大部分は

都市生活に伴う明確な健康障害の代償にすぎな

かったのである注 64．

　19 世紀後半のドイツでは，農村部の幼児死亡

率は新生児 1,000 人当たり約 150 人であった．

しかし，皇帝時代に拡大を続けたベルリンの幼児

死亡率は最も高く，1860 年代には約 300 人前後

で，70 年代に 410 人でピークに達している．身

体の福祉にかかわる都市部対農村部の格差は 19

世紀を通じて何十年も続いた注 65．

　アメリカ経済が工業化し都市化が進展するなか

で，20 世紀への変わり目に高密度地区に住んで

いた人々は感染症や寄生虫性疾病の危険にさらさ

れていた．1880 年の成人死亡率をみると，都市

部では農村部より 50％も高かった．それから 20

年後になっても都市部の死亡率は農村部を依然と

して 18％上回っていた．死亡率にかかわる都市

部対農村部の格差は乳児や幼い子供についてはさ

らに大きかった．乳児の死亡率について都市部

が農村部を凌駕する度合いは，1890 年で 63％，

1900 年になっても 49％であった．同じく，1-4

歳児の死亡率については 107％と 97%となって

いた．1900 年の男性の平均余命をみると，都市

部は農村部に比べて 10 年短かった注 66．

　現在の途上国の都市部が健康指標に関して農村

部よりも良いのに対して，19 世紀に同じような

所得水準にあった現在の先進国が逆の状況にあっ

たのは，公衆衛生や医療の進歩と下水や水道シス

テムの改善に原因が求められる．また現在の途上

国の都市が提供する公益を反映したものでもあ

る．したがって，高密度のメリットは所得や富の

創造に限定されるわけではなくて，社会的な領域

にも広がっている．

　福祉の私的な源泉と公的な源泉のこのような違

いを考えると，途上国世界の都市や町が急拡大を

しているのはまったく不思議ではない．この密度

への動きがもっと速くないことこそ驚きだろう．

そして，政策意義は何か？　絶望的でない，より

意図的な都市化に向けたいかなる戦略であれ，農

村部における公共サービスを改善する努力を含ん

でいなければならないということである．
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距離

　中国を経済的な超大国として再起させた建築家

であると一般的にみられている鄧小平は，世界市

場に対する開放性を強硬に主張した．また，世界

市場と結び付くための発射台として，上海や広州

など沿岸地帯の協調的な発展を主張した．富に関

して沿岸部と内陸部の格差が拡大していることに

関して質問されると，彼は繰り返しこう反論し

た．「中国全体が繁栄するためには，ある地区が

他の地区よりも先に豊かにならなければならな

い」．

　本章では，すべての成功している途上国が鄧小

平の洞察を裏付けていることを示したい．しかし，

本報告書の後続の章で示すように，途上国世界の

指導者は彼の英知を理解しておらず，先見の明が

あったと賞賛する人さえほとんどいない．「スペー

ス的に均衡のとれた成長」というのが，多くの途

上国の政策立案者にとっては長年にわってスロー

ガンになっている．それは旧ソ連の計画担当者の

強迫観念であった（ボックス 2.5 を参照）．また，

それはエジプト，ブラジル，インド，インドネシ

ア，メキシコ，ナイジェリア，ロシア，南アフリ

カ，その他の偉大な途上国など，多種多様な政治

色の政府が目標としているところである．多くの

先進国の経済史をみると，スペース的に均衡のと

れた発展について力強い公約さえあった．イギリ

スは 1920 年代後半から 80 年代までそれを追求

していたし注 1，カナダも 1950 年代後半から 80

年代後半にかけてそうしていた注 2．このような事

例では，この政策の人気は高く，鄧小平の洞察は

妥当性が認められていたといえよう．

　経済活動の集中と生活水準の収斂は確かに並行

的に生じ得る．アメリカの経済発展みると，20

世紀への変わり目に，製造業は北東部と中西部

の東側という比較的狭い地帯に集中していた注 3．

このプロセス全体を通じて，アメリカ各州間の 1

人当たり所得の収斂は緩慢で，止まってしまいそ

うなこともあった注 4．今日，わずか 5 州だけで

アメリカの総人口の半分を占めているが注 5，州

別失業率の長期的な格差は第 2 次世界大戦後に

はかなり縮小している．

　アメリカにおける生活水準の収斂は「定住地を

離れて」，新しい所に転居するという労働者の積

極性にも助けられている注 6．しかし，基本的福

祉にかかわる指標はそのような積極性が明確でな

い諸国でも収斂している．これは発展が公共サー

ビスの普及を伴うからである．フランスとドイツ

を考えてみよう．パリは国土のわずか 2％を使っ

てフランス全体の GDP の 28％を生み出している

が注 7，幼児死亡率についてはスペース的な格差

がほとんどない．後進地区のロレーヌは死亡率が

最も高く，2005 年で新生児 1,000 人当たり死者

4.5 人であったが，これは全国平均の 3.8 人をさ

ほど大きく上回っているわけではない注 8．ドイツ

では，1 平方キロメートル当たり 1 億 1,400 万ド

ルの GDP という経済的密度を擁する先進地区ハ

ンブルクは，北東部の後進地区メクレンブルク -

フォルポメルン州と比べると 2 倍以上の 1 人当た

り GDP，100 倍以上の経済的密度を享受してい

る．両地区は経済的密度では驚くような格差があ

るにもかかわらず，基本的福祉については大差が

ない．1,000 人当たりの医者や病床の数は両地区

とも全国平均に近い水準で推移している注 9．

　本章では，通常は「先進地区」と呼ばれる一国

内の一部地区における経済的な集中と，そのよう

な先進地区の家計と，同じ国内の「後進地区」と

呼ばれる遠隔の，ないしは結び付いていない地区

CHAPTER2CHAPTER2
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の家計との間の収斂に関して，様式化された事実

を提示する．経済的距離という概念が導入される

が，これは物理的距離と関係があるものの，それ

とまったく同一ということではない．距離は第 1

章で検討した経済的密度で補完すれば，開発と同

時に起こって，急速な経済成長に必要とされるス

ペース的な変化を特徴付けるのに役立つ．

　主な研究結果は次の通りである．

国が発展して国内的な統合が進展するにつれ

て，立地は経済活動にとって重要性が増すが，

社会的福祉にとっては重要性は低い．（企業

が生産を行うところに累積する）経済的質量

の増加と，（家計消費，貧困，基本的サービ

スへのアクセスなどに反映される）生活水準

の上昇はスペース的に同義語ではない．発展

の初期局面では，インフラや社会的サービス

は経済的質量のある地区に限定される傾向に

ある．しかし，国が発展して国内の統合が進

むにつれて，先進地区と後進地区の格差は経

済的質量についてより鮮明になる一方，生活

水準に関してはより不鮮明になる．

経済活動のスペース的な集中は最初に上がっ

てからその後は横ばいになる．国が農業経済

から工業経済に変化するのに伴い，人や経済

的生産のスペース的な分布はより密になる．

一国内における集積や都市対周辺の統合に

よって，大都市圏や経済的質量が密な先進地

区が出現する．このプロセスは最終的には横

ばいになり，経済活動のスペース的な分布は

安定化する．

生活水準のスペース的な格差は逆 U 字型の道

をたどって，経済発展の早期段階では拡大し，

長期間にわたって高水準にとどまってから，

緩やかに収斂する．国は工業化する際，限ら

れている初期の人的，物理的な資本を先進地

区に，成長の潜在性が高い地区に集中する．

したがって，新しい密度から遠隔の地区はお

くれを取ることになる．生産性や所得にかか

わるスペース的な格差は，労働や資本が移動

できるにもかかわらず，何世代も持続し得

る．歴史によれば，現在の先進国が発展の初

•

•

•

期段階にあった際，生活水準のスペース的な

格差は持続し，高所得を達成後何年も経って

から，緩やかな収斂が続いた注 10．

技術進歩とグローバル化は途上国の先進地区

における市場の潜在力を押し上げて，集中を

さらに進展させ，スペース的な格差を増幅し

ている．途上国国内の経済地理を形作る基本

的な諸力は，現在の先進国の経済的風景をか

つて形作ったものと同じではあるが，規模が

変化している．国際市場が大きく，輸送手段

が良く，通信技術が改善しているということ

は，開放された途上国の先進地区には現在の

先進国が早期発展段階にあった時と比べてよ

り大きな市場の潜在力があるということを意

味する．したがって，先進地区対後進地区の

スペース的な格差を拡大させる諸力は今の方

が強いといえる．

距離の定義
　第 1 章で検討した密度は国レベルでも当ては

まる．経済活動の集中が密であれば，選択と機会

が増える．財，サービス，情報，生産要素の交換

を行う市場の潜在性が大きくなることが保証され

る．本章では，国内の地区相互間における経済的

質量や福祉の格差を検討して，このような格差を

経済的密集地からの距離に関係づける．つまり，

第 1 章では（スペースに最も関連大なものは密

度であった）地方的な規模における変化を検討し

たのに対して，本章では密度と距離がともに関係

する国の規模でのスペース的な変化に取り組む．

次の第 3 章では，密度と距離は世界の地域にとっ

ても重要ではあるが，国際的な尺度で最も重要な

次元は分裂（division）であるということを示す．

分裂とは国家間の財の流れ，企業家精神，人々，

情報に対する政治的な障壁のことをいう．

直線距離？　ユークリッド的距離ではなく経済
的な概念としての距離

　距離とは財，サービス，労働，資本，情報，ア

イディアがスペースを往来する容易さないし困

難さを意味する．2 つの場所の間で，どれくらい

•
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容易に資本が流れ，労働が動き，財が輸送され，

サービスが提供されるかを測定する．この意味

で，距離は単なる物理的な概念ではなく，経済的

な概念でもある．経済的距離は一般的には 2 つ

の場所の間のユークリッド的な（直線的な）距離

と，それを隔てている地理の物理的な特徴に関係

している．しかし，関係は常に直線的とは限らな

い．財交換のための距離は人々が移住するための

距離とは違っていることが一因である．

　財やサービスを取引する場合，距離は時間と金

銭的コストを意味する．輸送インラの整備と質お

よび輸送手段の入手可能性は経済的距離に大きな

影響を及ぼす．2 つの場所を比較してユークリッ

ド的な距離がたとえまったく同一であっても，経

済的距離は違ってくる．2 つの村からある都市ま

での直線距離が同じだとしても，一方は国営高速

道路に近く，他方は未舗装の田舎道沿いかもしれ

ない．直線距離に基づけば，インドのほとんどは

稠密な居住区にある市場にうまく結び付いてい

る．しかし，インドの多くの地区は移動時間の制

約の故に，市場まで行くのが困難である．移動時

間は道路の種類や質に加えて，その他の輸送イン

フラにも左右される（地図 2.1 参照）．

　労働の移動性にとっては，距離は馴染みのある

土地からの別離に伴う「心理的コスト」をも意味

する．1985-95 年の期間について，中国の各省

で他省出身の移民のシェアをみると，省の間の

距離が長いほど低くなっていた注 11．したがって，

取引の場合と同じく，移住の経済的な距離は物理

的な距離と同義語ではないものの，関係は多いに

ある．本報告書では，関心のある行き先は経済的

密度が高いか，市場の潜在性が大きい場所として

いる．したがって，その意味で距離というのは市

場アクセスの比喩ともいえる．

　政策を含め人為的な障壁も距離を長くすること

がある．多くのサハラ以南アフリカ諸国では道路

で旅する場合，路上の障害物や地方のバリケード

（地元警察が賄賂をせしめるために間に合わせに

作った「料金所」）は当然のことだ注 12．政治的自

治が大きい場所では，保護政策が地方レベルで実

施されているため，管轄権が分断されている可能

性がある．地図 2.2 は人為的な障壁がないか，あ

るいはほとんどないという前提に立って，人間の

居住区までの時間を示したものである．距離とい

うのは高所得国でさえ長くなり得るということだ．

市場に近い場所には当然の利点がある
　中国の省政府は 1980 年に地方分権改革に基づ

いて行政権限を高めることになった．省政府は地

元企業を保護するためにこの権限を利用した．他

省からの入荷を禁止したり，関税を引き上げたり

したのである．1992-97 年についてみると，他

省からの輸入は GDP の 50％から 38％に低下す

る一方，自省内の財貨購入が 68％から 72％に上

昇している．この割合は米加国境や EU 内の国境

を越える財貨取引に近い注 13．中国の戸口（hukou）

地図 2.1　市場へのアクセスは直線ではない

a. ユークリッド的距離に基づく b. 経済的距離に基づく c. 道路，居住区

出所：WDR 2009 チーム．
注：色が明るいほど経済的質量をもつ場所へのアクセスが多いことを表わす．
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とい戸籍登記管理制度も（居住地を消費財，雇用

機会，社会的保護に結び付けることによって），

同じく国内移住を抑制する原因となっている注 14．

　密度（密集地）までの距離は財，サービス，情

報，知識，人間のスペース的な移動に影響する．

通勤，移住，通信，情報フロー，財貨の出入荷

が，仕向け地と被仕向け地をつないでいる．学習

や取引などほとんどのスペース的な相互交流は有

益である．しかし，病気の伝染など有害なものも

なかにはある．このような相互作用の強さの主な

決定要因は距離である．ウォルド・トブラーの

「地理の第一法則」では，「すべては他のすべてに

関係しているが，近いものの方が遠いものよりも

関係が強い」といわれている注 15．経済的密度に

近い地区は有益な相互作用や交易のためにアクセ

スが容易だということである．

　インドネシアでは，道路接続が改善して，移動

時間と経済センターまでの距離が短くなったおか

げで，大きな集積地ができている．道路と市場ア

クセスが改善したため，区域の中心地から 60 キ

ロメートル離れた村でさえ同中心地と同じくらい

製造業活動を活発に行っているし，接続のいい周

辺地区も集積地の一部になっている．しかし，接

続の悪い周辺地区では，中心地から 25 キロを越

えると経済活動の密度は急激に落ち込んでいる

（図 2.1）．

　近接地から密度への波及効果は先進国と途上国

の両方で顕在化している．ヨーロッパの製造業で

は，ある地区の全要素生産性の伸びは近隣地区に

おける製造業生産の密度とプラスの有意な相関関

係にある．また，近隣地区の需要の伸びが高まる

と，それは波及効果を通じて，全要素生産性の伸

びを押し上げる注 16．カナダでは，ノースヨーク

とウォータールーは近接性と地元に研究大学があ

るおかげで，トロントの拡張した情報通信技術

（ICT）ハブの一部になりつつある．トロントに

近い企業ほど遠い企業に比べて業績がいい注 17．

　この現象は新興国でも繰り返されている．

1980 年代にジャカルタを取り巻く高速道路網が

建設されると，多数の企業が土地と混雑のコスト

を節約するために中心部を脱出した．しかし，大

市場へアクセスできる大都市圏の近くにはとど

まった注 18．同じようでもあまり目立たないのが

インドネシアの他の集積地で，特大都市を取り囲

む周辺地区で成長が最も高くなっている注 19．ブ

ラジルでは，工業は拡大パンパウロ圏を脱出し

て，低賃金の周辺地区に移転している．これら

の産業は輸送の回廊に沿って，サンパウロ州か

地図 2.2　距離は先進国においてさえ長くなり得る

人口 5 万人以上の居住区までの移動時間（下位国家行政区ごと）

出所：Andrew Nelson 作成．Uchida and Nelson（2008：本報告書用）参照．
データ不明

人口 5 万人以上の
最寄り都市に行く
のに要する移動時
間ないし日数

（0-36 までは「時間」，2d-5d
は「日」という単位）
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ら隣接のミナスジェライス州に移動したといえ

る．韓国ではソウルを離れるという初期の分散化

で，製造業は車で 1 時間以内の周辺地区に移転

した．企業がさらに遠い町や農村部に分散したの

は 1990 年代になってからのことである注 20．

人が移住できるよう距離を短くする自然な方法
　経済活動が密な先進的な地区には市場機会があ

るため，企業や労働者がそこに移住しようとする

インセンティブが生まれる．このようなインセン

ティブに応じて，企業や労働者はその密な地区で

入手可能な市場機会を拡大することになる．その

結果として，密度の高い地区は企業や労働者を密

度の低い地区から継続的に獲得するという循環的

で累積的なプロセスが生じる．このプロセスを通

じて，移住というのは経済的密度のスペース的な

格差に対して人口の分布を均衡化する．距離関

連コストあるいはスペース的な摩擦が削減されれ

ば，財やサービスはもちろん，人，企業，アイ

ディアの移動が増加し，したがって，後進地区を

国の生産システムのなかに取り込むことができ

る．交易に関しては，経済的密度が低い地区をそ

れが高い市場に統合するためには，人の移動性が

おそらく最も有望なメカニズムであろう．しか

し，国内移住が生活水準の収斂をもたらすために

は，数世代にわたる大規模な人口移動が必要であ

ろう．

　アメリカでは毎年約4,000万人が転居しており，

うち 800 万人は他州への転出となっている注 21．

この移動性の理由は，経済的生産が国内の数カ所

に集中しており，この経済的密度にアクセスする

ためにはそれに近いところに移動した方がいいか

らである．

　経済的に高密度地区に移動する人は，生産に貢

献して自分の所得を増やすことになる．また，高

密度地区における労働者間の競争を激化させる一

方，低密度地区でそれを低下させることによって，

生産性の低い地区と高い地区の生活水準の収斂に

貢献する．現在の先進国の間で最も劇的な収斂

が 1870-1913 年に起こっている．アジアや南北

アメリカの新興市場に向けて，ヨーロッパから大

規模な人の流れがあったことが主な牽引力となっ

た．カナダでは，労働の移動性が 1910-21 年の

間に 1 人当たり所得にかかわる各州間の格差縮小

に寄与した．国内移住が 1921-60 年に先細りに

なってくると，所得の収斂も減速している．アイ

ルランドについては，1851-1908 年の間に大規

模な対外移住が発生し，アイルランドの実質賃金

がアメリカやイギリスに追い付く要因となった．

少なくとも 3 分の 1 の寄与率があったとみられ

ているが，国内労働市場における競争の低下が主

因である．2 つの世界大戦に挟まれていた期間中

には，先進国相互間における追い付きないし収斂

はほぼストップしたが，この主因はより制限的な

移民政策にあった注 22, 23．

図 2.1　インドネシアでは集積地までの経済的距離が短い地区ほど製造業が繁栄している
移動時間が短く，市場アクセスも良い 移動時間が長く，市場アクセスも悪い

密度 密度

区域中心部までの距離（km） 区域中心部までの距離（km）

全世帯 製造業 その他

出所：Yamauchi 他 （近刊）．
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地区の定義：不可能か，それとも NUTS ？

　国家の中の地方への政策の分析は，小規模なサンプル，区
域，州ないし県などといった地区に関するデータに依存して
いる．典型的には，このような地区は現在のパターンよりも
歴史的な特性を反映して，行政的ないし政治的に定義されて
いる．例えば，EU 加盟国における既存の行政構造は，一般
的には 2 つのレベルで構成されている．ドイツでは lander
と kreise， フ ラ ン ス で は regions と departements， ス ペ イ
ン で は comunidades autonomas と provincias， イ タ リ ア で
は regioni と provincie といった具合である（すべて複数形）．
EU では地区統計を作成するに当たって，地区分類統計単位

（NUTS）が地区単位に関する単一の共通分類を規定している．
ほとんどの加盟国における最初の 2 つの行政レベルは NUTS2
と NUTS3 にそれぞれ対応している．主要な社会経済的な地区
を表わすもっと大きな単位である NUTS1 は，加盟国に存在す
る行政区に対応していないのが普通である．
　どのスペース的な尺度（規模）を使うべきか，あるいは国
家の中の地方の地区をどう定義するのが最善かは，検討問題
と入手可能な情報に依存する．しかし，その選択は 2 つの理
由から，一国内の各地区の社会的，経済的な状況を研究する
ことによって導出される結論に大きく影響する．

第 1 に，ある地区は検討対象の問題と同質的でない可能
性がある．例えば，雇用や貧困にかかわる地区内部の相
違は地区相互間の相違と同じくらい大きいかもしれない．

•

地区相互間の境界を変更すれば結果が必ず変わってくる．
潜在的な意義はこのテーマに関する古典的な論文のタイ
トル “A Million or So Correlation Coefficients”（「相関係数
は 100 万個くらいある」）で簡潔に要約されている

a
．

第 2 に，分析結果は集計あるいはスペース的な尺度（規
模），つまり集計データから個々の特性を推測するという
生態学的誤謬に左右される．Robinson (1950) の古典的な
研究がこの問題を例証している

b
．広範な集計値は分析

単位相互間の相違を小さくするので，分散は小さくなる．
つまり，結果は単位の規模に応じて大きく違い得るので
ある．

　ボックス図はドイツの 16 の州（lander）と 439 の郡（kreise）
について経済活動の密度を示したものである．前者のデータ
によれば，国土の 10％で GDP の 30％が生産されているが，
後者のデータでは同じ 10％の国土で GDP のほぼ 60％が生産
されていることになる．集計された情報は有益ではあり得る
ものの，このような偏りに注意が必要である．

•

ボックス    2.1

先進地区における密度と後進地区にとっての距離
　一国の内部の地区（subnational areas）を比較

する場合，理想的にはかなり自給自足的な労働市

場と経済活動圏に対応した経済的基準にしたがっ

て定義されていなければならない．しかし，そう

いった機能的に定義された経済地区は入手が困難

である注 24．したがって，下位国家地区はより一

般的には行政的ないし政治的な境界によって定義

されている．このような定義は計量経済分析を歪

めかねないが（ボックス 2.1 参照），下位国家の

政策を定義・実施する地区に対応しているという

利点ももっている．本章では，国民所得勘定や家

計調査から経度 1 度×緯度 1 度という地球のグ

リッドセルに至るまでの多種多様なデータ源に基

づいて，行政的ないし政治的に定義された地区を

検討する．

　本報告書では，先進地区は経済的密度が高く，

後進地区は密度までの距離が長いとされる．ある

地区が先進的な地区から遠いほどおくれている可

能性大である．というのは，密度までの距離が遠

いということは，先進地区の経済に統合されて

いないということを示するからだ．資本，労働，

スペースの尺度が違えば集計のベースが異なるため違った結果になる

ドイツの州 ドイツの郡
累積的 GDP（％） 累積的 GDP（％）

累積的面積（％） 累積的面積（％）

出所：WDR2009 チーム
注：a. Openshaw and Taylor (1979)． b. この研究はアメリカについて州レベ
ルのデータを使って，外国生まれの人の割合が英語がわかる人の割合と正の
相関関係にあることを示したもので，したがって，アメリカ生まれのアメリ
カ人は英語がわからない可能性大であることを示唆している．個別データを
使って同じ関係を分析すれば，負の相関関係が出てくる．

出所：Nordhaus(2006) に基づく推計値 .
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財，サービス，アイディアの「密集した」市場，

およびそれが提供する知識や情報の波及効果への

アクセスという面で不利だということも意味す

る．後進地区は国のなかで，次のような特徴を 1

つ以上もっている遠隔地であるのが普通である．

すなわち，貧困率が高い，生産性や所得が低い，

失業率が高い，成長が停滞している，などであ

る．これは典型的には後進地区を定義するのに政

府が使っている基準である．

　途上国では，後進地区は遠隔地であることが一

般的で，衛生設備や電気へのアクセスなど基本的

ニーズが充足されていない．先進国では，後進地

区は仕事の見込みという点で先進地区に劣ってい

るが，基本的福祉という点では大差がない．つま

り，本報告書が使う距離と市場アクセスは，後進

地区を定義するのに各国が用いている多種多様な

基準をカバーしている（ボックス 2.2 参照）．

　したがって，1 人当たり所得，労働生産性，実

質賃金が低い，また，貧困率や失業率が高い原因

は密度までの距離にある．イギリスでは，先進的

なロンドンや南東地区の経済的密度が 18％の賃

金プレミアムを生み出しており，そのプレミアム

先進国や途上国は後進地区をどのように定義しているか：概観

　後進地区は本報告書では密度から遠く離れた地区と定義し
ている．この定義は先進国や途上国の政策立案者が，現在お
よび歴史的に，後進地区を定義しているものと比べるてどう
なるであろうか？
　通常，国の政府がある地区を「後進的」，「恵まれない」，あ
るいは「おくれている」と分類する際に使う基準は，スペー
ス的ないし地区的な開発のための明示的な戦略ないし政策と
関連している．その基準は曖昧な場合と明確な場合とがある．
経済パフォーマンスにかかわる単一の指標，あるいはいくつ
かの指標の加重平均に関係している場合がある．また，違っ
たスペース尺度の後進地区の定義を反映したものかもしれな
い．

曖昧．イギリスの 1980 年代の地区政策では，後進地区
は「開発地区」か「中間地区」に分類されていた．しか
し，法律はそういう地区を指定するための定義の点で，
以下の通り曖昧であった．「国務大臣は（開発地区および
中間地区の指定に関して）本節の前項の規定に基づいて
権限を行使するに当たって，雇用や失業の状況，人口の
変化，移住や地区政策の目的を含め，あらゆる実際およ
び予想される状況を考慮しなければならない」

a
．

明確かつ単純．EU の 2007-13 年にかかわる地区政策な
いし「連帯」政策では，後進地区は「収斂目的」に基づ
き援助を受ける資格のある地区と定義されており，それ
は 1 人当たり GDP が EU 平均の 75％を下回る NUTS2 地
区に等しい

b
．このような地区は収斂目的のための資金

の約 71%が受領できるよう予算が組まれている．しか
し，EU の地区政策の下でも，1 人当たり GDP が EU 平均
の 75％を下回るだけでなく，1 人当たり GDP が EU 平均
の 90％を下回る国に属している地区であれば，より有利

（かつ複雑）な条件で資金を入手できる．このような地区
は「より後進的」と考えられているのである

c
．

明確かつ複雑．1982 年から 87 年にかけてカナダの地区
工業拡大局は，工業地区開発プログラムに基づく配分適
格の地区を分類するのに開発指数を用いた．指数の構成
をみると，地区の失業が 50％，個人所得が 40％，「開発

•

•

•

が最もおくれているところ」の 15％を特定する州の財政
能力が 10％のウェイトをそれぞれ占めている

d
．

精緻な定義と測定．後進的と考えられる地区を特定する
ために，メキシコのミクロ地区戦略は「限界化指数」と
いうものを使っている．これは電気や飲料水といった基
本的サービスへのアクセスにかかわる指標と，住宅状況
の質や地元の労働人口のうち低賃金労働者の割合にかか
わる指標に基づいている

e
．南部にある遠隔の農村コミュ

ニティを主に対象としている．なぜならば，「農村コミュ
ニティの遠隔性は往々にして，貧困の状態や広範な基本
的公共サービスへのアクセスにかかわる大幅な欠如につ
ながっている」からである

f
．

　メキシコは後進地区の特定に使う指標の精緻さだけでなく，
地区を定義する方法の精緻さで際立っている．地区を定義す
るのに粗雑な行政上の境界を使うのではなく，当該地区の地
理的な近接性，民族的・文化的なアイデンティティ，地理経
済的な特性を考慮するために，地理情報システム（GIS）を
使っている．
　このように，様々な諸国が後進地区を特定するために使っ
ている基準は，発展段階と国内の政治的な配慮に左右されて
いる．途上国では貧困と限界化のレベルが高いことが，先進
国では失業率が高いことがしばしば後進地区の定義になって
いる．
　インドの第 10 次 5 カ年計画（2002-07 年）では，北東部の
地区が「おくれている」と同時に「恵まれない」ところとし
て指定され，したがって特別な政策配慮に値するとされてい
る．EU の地区政策は収斂目的の下で，追加的な援助を必要と
すると考えられる「最も遠い地区」のために特別な手当をし
ている．
　本報告書における（密度からの遠いという）後進地区の定
義はこのような広範囲にわたる基準を織り込んでいる．

•

ボックス    2.2

出所：Mark Roberts 執筆．
注：a. Industrial Development Act 1982, chapter 52, part I, para. (3); bold 
emphasis added. b, c. http://europa.eu/pol/reg/index_en.htm, “Activities of 
the European Union—Regional Policy,” 2008. d. Atkinson and Powers 1987. 
e. Villarreal 2005; OECD 2003, p. 6. f. OECD 2003.
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はイングランドの北部や南西部およびスコットラ

ンドやウェールズでは享受できない注 25．インド

ネシアの繊維産業などにおいては，企業の潜在的

な収益性は密度までの距離と負の相関関係にあ

る．距離が遠いほど収益が悪いのである．これは

国内における密度までの距離だけでなく，国際的

な港までの，したがって，国際市場の密度までの

距離についても当てはまる注 26．投資や雇用を誘

致できない後進地区はやはり密度までの距離が遠

いところに位置している．

　密度までの距離は現在の先進国の場合と同様，

新興市場諸国の所得にも影響する．中国では，個

人・部門・省に固有な属性，生計費の格差，人的

資本の外部性などを制御しても，市場アクセスが

良い省では個人の賃金が高くなっている注 27．ブ

ラジルでは，サンパウロなど大市場から経済的に

遠く離れた後進地区の賃金は低く，成長にかかわ

る同地区の展望が改善するかどうかは距離の削

減にかかっている注 28．ブラジルの先進地区は賃

金プレミアムが 13％に達しており，これはヨー

ロッパ諸国の場合に匹敵する注 29, 30．メキシコで

は，南部の農村地帯はメキシコシティやアメリカ

の経済的密度から離れており，賃金は最低で貧困

は最高という状況にある．

　後進地区は多くの諸国では少数民族の故郷と

なっている．資源アクセスにかかわる部族，人

種，宗教による格差が，スペース的な格差として

顕在化しているのである．民族グループ別の地区

相互間の格差は悪循環を招来して，政治的な分裂

を深め，緊張を煽るため，生活水準の乖離をさら

に拡大させる．沈静化が困難な内戦につながるこ

とさえあり，「発展の後戻り」を引き起こす（ボッ

クス 2.3 参照）注 31．

危険な格差：分裂が距離を悪化させる場合

　学術文献の主張によれば，労働の国内移住は家計福祉にか
かわる経済的およびその他の測定値を一国内の地区相互間で
平準化させる最も強い力である．しかし，言語，宗教，民族，
人種の相違は国内移住にとっておそらくは最強の障壁であり，
政策立案者にとっては厄介なジレンマとなっている．民族，
言語，宗教の障壁があると，家計は雇用や賃金の地理的な相
違を裁定できる多くの機会があるにもかかわらず，その活用
を躊躇する．したがって，その同じ障壁が貧困層を後進地区
に閉じ込め，貧困を永続化させ，スペース的な格差を先鋭化
させる．
　東アジアにおける格差．タイの北東部では 17％の人々が貧
困層であるが，これはバンコクの 0.5％とは著しい違いといえ
る．タイの少数民族の約半分が北東部に居住している．イン
ドネシアでは貧困や福祉の指標は西カリマンタンの方がジャ
ワよりも一貫して悪い．前者はダヤク族，ブギス族，サンバ
ス族などといった少数民族の故郷，後者は多数民族の故郷で
ある．
　南アジアにおける格差．インドでは，アルナチャルプラデ
シュ，アッサム，マニプール，メガラヤ，ミゾラム，ナガラ
ンド，シッキム，トリプラなどといった諸州が後進的な北東
部を構成している．アッサム人を例外として，人々は優れて
部族的であり，チベット・ビルマ語やアウストロアジア語を
話し，遺伝学的に東アジアの人々との類似性が強い．ヒン
ドゥー教が支配的な宗教であるが，キリスト教が普及してい
るところがインドの他の地区とは違う点である．経済的な福
祉と発展に関する通常の指標では，北東部の諸州はインドの
なかで最低の部類に属している．
　アフリカにける格差．サハラ以南アフリカの 11 カ国に関す
る研究によれば，民族を聞いただけで児童死亡率にかかわる

格差がかなりの確度で予測できるが，地理と組み合わせると
引き続いて児童の生存確率を予測することができる．例えば，
コートジボワールの 2 歳児の死亡率を 1970-94 年についてみ
ると，バオウル族は他の部族に比べて大きく低下している．
ガーナのアシャンティ族の子供が死亡する確率は他の部族よ
り約 20％低い．ウガンダではバガンダ族の 5 歳未満児は他部
族の子供たちと比べて，死亡する確率が 3 分の 1 低い．
　ヘルシンキにある国連大学世界開発経済研究所（UNU-
WIDER）が 2005 年に行ったスペース的な不平等に関する研究
の予測によると，「スペース的な不平等は不平等全体にかか
る 1 つの次元であるが，スペース的，地域的な分裂が政治的，
民族的な緊張と合わさると，社会的，政治的な安定性を損な
うという意味が加わる」

a
．このやや抽象的な言葉はケニアで

2008 年初めに暴動が起こることを冷静に予知していた．この
紛争では 1,500 人が死亡し，約 25 万人が難民になった．暴動
は 2007 年 12 月後半に行われた大統領選挙の疑義ある結果を
巡って起こったが，部族間の深い亀裂をたちまち暴露し，ケ
ニアの経済的，政治的な地理を分断することになった．コミュ
ニティ間の戦いが最も顕著だったのはリフトバレーにあるエ
ルドレトという町の周辺と西部地区のキスムの郊外である．
リフトバレーと西部地区はケニアのなかで経済的な後進地区
であり，カレンジン族，ロウ族，キシ族，ルヒヤ族など少数
部族にとって伝統的な故郷でもあった．彼らは同じ地区の他
の部族とともに，経済的な収奪と無視に関連した恨みを抱い
ていたのである．

ボックス    2.3

出所：Brockerhoff and Hewett (2000)．
注 a. Kanbur and Venables (2005)．
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貧困率は後進地区の方が高いが，貧困者数は先
進地区の方が多い

　貧困（貧困者数）の割合は距離と関係があり，

貧困の規模は密度と関係がある．換言すると，後

進地区では貧困者の割合が高く，先進地区は人口

密度が高いため，国内貧困層に占める割合が高く

なる傾向がみられる．ベトナムの内陸の後進地区

は貧困率が最も高いが，繁栄している先進地区に

は大勢の貧困層がいる（地図 2.3）．また，ホン

ジュラスでは，貧困層はテグシガルパ（首都）と

サンペドロスラという 2 つの先進地区に集中し

ているが，貧困率が総じて高いのは遠隔の東部地

区である（地図 2.4）．

先進地区における経済的集中
　経済が発展するにつれて，経済活動は一般的に

より集中する．その逆ではない．ボツワナ，ブラ

ジル，ノルウェイ，ロシア，タイなど多種多様な

諸国を含め，世界で 4 分の 1 の国々では，国民

所得の半分以上が国土の 5％未満しか占めない土

地で生み出されている．アルゼンチン，サウジア

ラビア，スロベニア，ザンビアなど多種多様な諸

国を含め，全世界で半数の国々では，国民所得の

3 分の 1 以上が国土の 5％未満の土地で生み出さ

れている．5％未満の国土で生み出している国民

所得が全体の 10 分の 1 未満にとどまるという形

で，経済的質量が分散されているのは 10 カ国中

1 カ国という割合にとどまっている．このような

スペース的に分散している一握りの諸国には，バ

ングラデシュ，北朝鮮，オランダ，ポーランドな

どが含まれる注 32．

　この節では選ばれた工業国の歴史的経験を提

示する．1 世紀以上にわたってこれらの国々がス

ペース的な急速な集中を経験して，それが横ばい

になったことを示す．その後で，先進国と途上国

の多数のサンプルから経済値量の駐中が国の発展

と共に高まったことを示したいと思う．

地図 2.3　ベトナムの貧困率は後進的な内陸部で高いが，貧困者集団は先進的な沿岸部に多い

ベトナム

ハノイハノイ

タイン フォー
ホーチンミン

タイン フォー
ホーチンミン

貧困率（%）
貧困密度

出所：Minot, Baulch, and Epprecht 2003 のデータを用いた The Poverty Mapping Project. Columbia University.
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集中は発展の初期段階で急上昇してから横ばい
になる

　経済活動のスペース的な集中の推移を追跡した

データは入手が困難である注 33．しかし，入手可

能な情報によれば，経済発展は早期段階では一国

内におけるスペース的な集中度の急上昇を伴うこ

とが明らかである．経済活動の量が増加するだけ

でなく，その創出がより小さな地区に圧縮される

のである．先進地区はこのような圧縮と成長から

最大の利益を享受している．

　イルドフランス（国土の約 2％を占めるフラン

スの先進地区）における経済的集中度は 1801 年

の仮説的なシェアの 2 倍から急増して，1851 年

に同 3 倍，1910 年には同 6 倍になった注 34．さ

らに上昇を続けたものの，減速して，1960 年に

は同シェアの 9 倍になっている．因みに，フラ

ンスの 1 人当たり GDP は 1801 年の 1,000 ドル

未満から 1960 年の 7,000 ドルに増加している．

しかし，1960 年以降，1 人当たり GDP は 3 倍

に増加したにもかかわらず，経済的集中度は安定

化した．カナダとオランダでは，上昇はそれほど

劇的ではなかったものの，発展段階が低い時期に

は集中度が急上昇して，1 人当たり GDP が 1 万

ドルを超えると横ばいになるという同じパターン

を経験している（図 2.2 参照）注 35．

　このパターンは現在の途上国でも似通ってい

る．タイが工業化し急成長を遂げていた時，1

人 当 た り GDP が 1975-2004 年 の 間 に 4 倍 に

なるなか，先進的なバンコク大都市圏の集中

度は 1.8 から 3.1 に上昇した．ブラジルでも，

地図 2.4　ホンジュラスでは貧困率は遠隔の東部で高いが，貧困者数は上位 2 つの大都市圏に集中している

貧困率（%）
貧困密度

ホンジュラス

サンペドロスーラ

テグシガルパ テグシガルパ

出所：Robles 2003. のデータを用いた The Poverty Mapping Project. Columbia University.

データ不明 データ不明

図 2.2　経済的質量の増加は数十年，いや数世紀にさえわたる発展と同時進行する
a. 低所得国から中位所得国へ b. 低所得国から高所得国へ

集中度 集中度

1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル） 1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル）

インドネシア , 1989-2005
タイ , 1975-2004
フランス , 1801-1963
フィリピン , 1980-2005

スペイン , 1850-1960
ブラジル , 1960-2004
オランダ , 1850-1960
チリ , 1976-2004

フランス , 1801-1999
スペイン , 1850-2000
オランダ , 1850-2006

カナダ , 1890-2006
日本 , 1900-2000

出所：各国統計年鑑（各年）に所載の国民所得勘定に基づき WDR 2009 チームが推計．カナダの 1890 年のデータは Green (1969) に基づく．フランスのデータ
は Catin and Van Huffel (2003); Barro and Sala-I-Martin (2004) に所載の人口数に基づく．日本，オランダ，スペインのデータは以下に基づく．Staff City Population 
Database; Human Settlements Group; International Institute for Environment and Development (IIED)．
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1960-2004 年に国全体の 1 人当たり GDP がほぼ

3 倍になった時期，先進的なサンパウロ圏の集中

度は 7.3 から 8.4 に漸増している．

　日本については第 2 次世界大戦後に工業化が

進展した時期，先進的な東京圏の集中度は 1955

年の 7.1 から 1990 年の約 8 に上昇した．この間

に 1 人当たり GDP は 2 倍以上になっている．こ

のようなスペース的な集中度の漸増は，一国にお

ける経済活動のスペース的な分布が安定化するな

かで最終的には横ばいになっている．東京圏の集

中度も 1970 年以降安定化している．

　アメリカでは，1 人当たり GDP が 1850 年の

1,806 ドルから 1900 年の 4,091 ドルへと急増す

るなかで注 36，グリーンベイ - セントルイス - ボ

ルティモア - ポートランド（メイン州）の工業地

帯に集中が起こり，アメリカの製造業雇用の 4

分の 3 を占めるに至った．その後の 60 年間にわ

たって，同工業地帯が製造業雇用に占めるシェア

は 3 分の 2 から 4 分の 3 程度で安定推移してい

る注 37．アメリカ経済の構造変化や経済的集中パ

ターンの変化にもかかわらず，その集中は 1960

年以降も安定していることになる．集中度の上昇

を補強するもう 1 つの証拠が，アメリカの人口

の 80％が占める国土のシェアが低下しているこ

とから得られる．それは最も密度の高い地区が

1900 年の 25％から 2000 年の 17％へと低下し

ているのである注 38．

　各国は成長して 1 人当たり GDP が 1 万ドルを

超えてくると，詳細はそれぞれであるが，集中度

も安定化する傾向がある．先進地区への集中度は

カナダ，フランス，日本の方が，オランダやアメ

リカよりも高い．途上国については，ブラジル，

インドネシア，フィリピンはチリやタイと比べる

と，スペース的な集中度が高くなる道をたどって

いるようである．

現在の集中度を国際比較すると歴史的なトレン
ドが確認されている

　一国の発展とスペース的な集中の関係は様々な

発展段階にある諸国について当てはまる．行政区

（カナダの州，日本の県，ロシアの州，アメリカ

の州），統計区（アメリカの 9 つの国勢統計区，

エクアドルの同 3 つ），土地面積（経度 1 度×緯

度 1 度という地球のグリッドセル）のいずれに

基づいても，各国に当てはまっている．また，集

中度の尺度が違っても当てはまっている．

　行政区．国が変われば行政区の数も変わり，そ

の地理的な規模も様々である．しかし，このよ

うな要因を制御して途上国 24 カ国（1 人当た

り GDP でみて 211 ドルのモザンビークから 1 万

2,000 ドルのギリシアまでを含む）を比較する

と，カナダやフランスの歴史的な経験と同じパ

ターンがみられる．先進的な行政区が産出する

GDP のシェアは発展段階に応じて上昇する傾向

がみられる（図 2.3 パネル A を参照）．

　統計区．国勢調査用の広範な区域である統計区

は行政区とは異なる．アメリカには 50 州あるの

に統計区は 9 つである．カナダには 5 つの統計

区があるが，行政区は 10 州と 3 準州で構成され

ている．国の統計局は一般的にこのような区域を

使って，家計調査にかかわるサンプリングの枠組

みを階層に分類している．この区域は東部や西部

というように，一国の地理的な区分けに対応して

いる注 39．集計の相違にもかかわらず，統計区に

かかわるデータも，GDP ではなく消費で測定し

た集中度と発展の間に同じ関係があることを示唆

している（図 2.3 パネル B を参照）．

　土地面積．それぞれ 100 平方キロメートルの

土地面積に対応した経度 1 度×緯度 1 度という

地球のグリッドセルは，より明確な地理的解像度

を提供してくれる注 40．一国内におけるスペース

的な集中度は，最も密度の高い 5％の土地面積で

生み出された GDP のシェアとして測定すること

ができる注 41．発展に伴って GDP の集中度が上昇

するという様式化されたパターンは，歴史的な

データを使っても現在のデータを使っても同じで

ある．発展と経済的集中度の関係は，1 人当たり

GDP が 1 万ドル未満の途上国を分析すると，プ

ラスでほぼ線形になっている．しかし，この関係

は所得の高い諸国をサンプルに含めると横ばいに

なる（図 2.3 パネル C を参照）．

　経済発展に伴って生産の集中度が高まるのは，

各国における下位国家地区の数や各国の土地面積

の規模が違うなどといった人為的な原因よるもの
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ではない（表 2.1 参照）．行政区の数が 21 ない

し 22 とほぼ同じであるタンザニア，イタリア，

フランス，スウェーデンを考えてみよう．タンザ

ニアの先進地区ダルエスサラーム（首都）は国

全体の GDP の 15％を，イタリアの先進地区ロン

バルディア州は同 21％を生み出している．イタ

リアよりも 1 人当たり GDP の高いフランスとス

ウェーデンでは，先進地区の集中度もさらに高く

なっている．

　アルゼンチンやタジキスタンなど国を 5 つの

統計区に区分している諸国においても，消費の

先進地区への集中は発展に応じて高まっている．

土地面積が約 30 万平方キロである中規模国のな

かで，ガーナとラオス（ともに低所得国）をみ

ると，スペースにかかわるジニ係数注 42 でみたス

ペース的な GDP 集中度は，ポーランド（下位中

所得国）やニュージーランド（高所得国）に比べ

てずっと低い．そのポーランドとニュージーラン

ドはノルウェイやアメリカよりも，スペース的な

ジニ係数が低い．このようなパターンは小国でも

大国でも当てはまっている．

乖離してから収斂する――先進地区と後
進地区の間で
　生産が農業中心の時期には，経済活動はスペー

ス全体にわたって均一に分布する傾向が強い．生

産性の格差も，当然ながら土質や気候によって違

うものの，さほど大きくはない．しかし，経済が

発展し，製造業やサービスの生産が増加するにつ

れて，一部の地区が企業や労働者にとってより魅

力的になってくる．自然の，あるいは「第一の天

性」といわれる地理的な優位性に恵まれていると

ころがなかにはあるからだ注 43．例えば，港とし

ては戦略的な沿岸地帯が当然の選択肢になるだろ

う（アメリカでいえばニューヨークやフィラデル

フィアなど）．自然にあまり恵まれていない他の

地区の場合，経済的な魅力は「第二の天性」とい

う歴史的な偶然と関係があるのかもしれない．ボ

ストンが適例であり，アイルランドのジャガイモ

飢饉を逃れた移民動労者の流入で経済的な衰退を

回避することができた．アイルランド人の移民に

とっては，リバープールからだとニューヨークよ

りもボストンに行く方が安かったのである．

　経済発展は市場の統合を促し，人や資本の移動

を円滑にし，取引の拡大を許容し，先進地区に利

益をもたらす．また，先進地区は人々や企業を

引き付けることによって，集積の経済を後押し

し，革新と成長の中心として国民経済全体を牽引

する．しかし，このようなプロセスは永久には続

かない．集積の経済は混雑や汚染など集積の不経

済によって帳消しにされ始める．したがって，先

進地区へのスペース的な集中は横ばいになり始め

る．

　それでは，経済的集中が最初は高まり，その後

は安定するというパターンになっている時，所得

図 2.3　国民所得，家計調査，地球尺度の経済データに基づく指標で見ると，発展に伴って経済的質量が集中するという歴史的パターンが確認できる

a. 行政区
（州，省，県）

1 人当たり GDP
（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル）

対 GDP 比
（最高の州等）

出所：パネル A―出所：各国統計局のウェウブサイトあるいは年鑑にある国民所得勘定．パネル B―75 カ国 120 件強の家計調査に基づく世銀スタッフの推計値
（データセットの詳細については Motenegro and Hirn 2008 に説明がある）．パネル C―http://gecon.edu.yale に基づく世銀スタッフの推計値．

b. 統計区
（広範な国勢調査区）

c. 土地面積
（経度 1 度×緯度 1 度）

対総家計消費比
（最高の地区）

対 GDP 比
（5％の国土）

1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル） 1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル）
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と福祉にかかわる格差はどうなるのだろうか？　

経済発展が進展するにつれて，後進地区が先進地

区に追い付くという傾向があるのだろうか？　こ

の収斂を円滑にするために政府の政策はどんな役

割を果たせるだろうか？

現在の先進国の場合，所得と福祉にかかわるス
ペース的な不平等は初め拡大してから緩やかに
収斂した

　現在の先進国の場合，1 人当たり所得は下位国

家地区間で当初は乖離し，それが収斂し始めるの

は 1 人当たり GDP が 1 万ドルに近付いてからで，

逆 U 字型の関係をたどっていく（図 2.4，図 2.5，

表 2.2 を参照）注 44．

　イギリスの各地区についてみると，1871-1911

年の間に 1 人当たり GDP の変動係数はほぼ 40％

も上昇した注 45．この間，イギリスは所得水準で

みて，現在のナミビア，ヨルダン，あるいは旧

ユーゴスラビアから出発したといえる注 46．第 2

次世界大戦後，イギリスの各地区の 1 人当たり

GDP は緩やかな収斂を示し，1970 年代後半にス

ペース的な不平等が安定化するまでその収斂が継

続した注 47．

　アメリカでは，各州の 1 人当たり所得が乖離

したのは 1840-80 年の間で，これは北部におけ

る製造業の台頭や南北戦争とその後と同時期で

あった．南北戦争の終焉は北部と南部の諸州が統

合し始めたことを意味するものとなり，1 人当た

り所得のスペース的な乖離は縮小し始めた．南部

諸州はまだ農業に依存していたため，後進地区は

農産物の相対価格が急落したのを受けて，1920

年代には挫折を経験した．このショックが薄れる

と，後進地区と先進地区の緩やかな収斂がほとん

ど中断もなく進展し，1900 年代に州相互間の格

差が安定するまで継続した注 48．

　カナダとフランスでも，スペース的な乖離が

発展の早期段階では拡大し（2 世代にわたった），

その後に緩慢な収斂が続くという同じ逆 U 字型

のパターンがみられる（図 2.5 参照）．フランス

では，賃金にかかわる県相互間のスペース的な乖

離が 1855 年以降拡大し，1990 年には収斂が始

まっている．カナダでは，平均付加価値にかかわ

るスペース的な乖離は 1890-1910 年の間に拡大

して，1929 年までそれが継続し，1956 年になっ

て縮小し始めている注 49．イタリア，ドイツ，ス

ペインでは，1 人当たり所得の収斂が漸進的に始

まったのは，高所得水準に達した後かなりの年数

が過ぎてから（第 2 次世界大戦後）である．そ

行政区 国 1 人当たり GDP 行政区の数 先進地区の対 GDP 比（％）

タンザニア 324 21 15

イタリア 19,480 21 21

フランス 22,548 22 29

スウェーデン 31,197 22 29

統計区 国 1 人当たり GDP 統計区の数 先進地区の対家計消費（％）

タジキスタン 204 5 30.2

モンゴル 406 5 34.6

エルサルバドル 1,993 5 43.9

ブラジル 3,597 5 51.6

アルゼンチン 7,488 5 64.7

土地面積 国 1 人当たり GDP 土地面積（km2） スペース的ジニ係数

ガーナ 211 227,540 0.48

ラオス 231 230,800 0.48

ポーランド 3,099 311,888 0.52

ニュージーランド 11,552 267,990 0.55

ノルウェー 27,301 304,280 0.64

表 2.1　行政区，統計区，地理的地区の指標はすべて，発展に伴って経済活動のスペース的集中度が高まることを示している

出所：行政区に関する情報―タンザニアは http://www.nbs.go.tz/nationalaccount/indes.htm，フランス・イタリア・スウェーデンは Growing Region, 
Growing Europe の Annex．統計区に関する情報―80 カ国以上について 2000 年代に実施された 120 件以上の家計調査に基づく（データセットの詳細に
ついては Motenegro and Hirn 2008 に説明がある）．土地面積に関する情報―1990 年の情報に基づく http://gecon.edu.yale．
注：1 人当たり GDP 推計値は家計調査実施年の 2000 年不変価格ドル．
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図 2.4　スペース的な不平等は拡大し高水準で横ばいになってから，1 人当たり GDP
が 1 万ドルに近づくにつれて緩やかに縮小する

スペース的な不平等（地区の賃金ないし所得の変動係数）

1 人当たり GDP（不変価格による国際的ドル，1,000 ドル）

ハプスブルク
1756–1910

アメリカ
1840–1960

スペイン
1860–1975

スウェーデン
1920–61

日本
1955–83

イギリス
1871–1955

出所：アメリカ―Williamson (1965); ハプスブルク帝国―Good (1986); スウェーデン―Williamson 
(1965); スペイン―Martinez-Galarraga (2007); 日本―Mutlu (1991)．

図 2.5　カナダとフランスでは所得や賃金にかかわる国家間の下
位地域の格差が 70 年間以上にわたって持続した
地区不平等指数

カナダ

フランス

年
出所：カナダ―Green (1969)．フランス―Williamson (1965)．
注：カナダは州別 1 人当たり付加価値総額に基づく．フランスは県別農業賃金
に基づく．

経済発展の局面

国 スペース的格差の指標 初期 中期 後期

アメリカ 1774 1790 1840 1860

地区別 1 人当たり GDP の全国平均からの相対的乖離 30 31 56 66

イタリア 1861 1911 1936 1951

地区別農業労働シェアの指数 6.55 9.41 12.7 14.2

カナダ 1901 1911 1941 1951

地区別農業労働シェアの指数 7.14 9.88 12.6 10.2

イングランド 1767 1795 1867–70 1898–1914

地区別農業賃金の最高最低差 3s 11d 8s 2d 11s 0d 7s 4d

オーストリア 1869 1890 1910

地区別農業労働シェアの最高最低差 0.32 0.35 0.40

スペイン 1860 1914 1955 1975

地区別 1 人当たり GDP の最高最低比率 1.76 2.33 2.22 1.74

オーストララシア 1860 1880 1900

地区別 1 人当たり GDP の変動係数 0.30 0.35 0.10

表 2.2　スペース的な不平等は発展局面に応じて変化した

出所：アメリカ―Good (1986), table 2, pp. 137-51; イタリア―Williamson (1965), table 5b; カナダ―Williamson (1965), table 5b; イングランド―
Hunt (1986), table 6, pp. 935-66．オーストリア―Good (1986), table 3, pp. 137-51; スペイン―Martinez-Galarraga (2007), table 4; オーストララシア

（オーストラリア，ニュージーランド，タスマニア）―Cashin (1995), figure 4, pp. 132-144．
注：オーストララシアの最高は上位 5 つ，最低は下位 5 つ．イングランドの通貨はシリングとペンス表示．
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の後，所得格差は安定期が続いている（図 2.6 参

照）．

　政府の政策はこの収斂を円滑にすることができ

る．例えば，日本では，後進地区の社会的サービ

スに対する投資は，経済的生産の集中が加速化し

ている時期に増額された．この措置は労働力の移

動性を高めることによって，所得の地理的な格差

の縮小につながった（ボックス 2.4）．

途上国の場合，生活水準にかかわる下位国家地
区間のスペース的な乖離は，発展に伴って初め
は拡大してから，その後に縮小に向かう

　様々な発展段階にある多数の諸国を比較する

と，1 人当たりの生産や福祉にかかわるスペース

的な格差は発展段階に応じて縮小していることが

わかる（図 2.7 参照）．これはほとんどの途上国

が発展とスペース的な不平等にかかわる逆 U 字型

関係の右上がりの部分に集中していることや，先

進国がその関係の右下がりの部分にあることと整

合性がある．この結論は 2 つの情報源に基づい

ている．第 1 は途上国 80 カ国以上における 120

件以上の家計調査である．これには 1 人当たり

GDP が 100 ドル未満のコンゴ民主共和国から，

同 7,500 ドル以上のアルゼンチンに至るまで様々

な諸国が含まれる．第 2 は 90 カ国にかかわる経

度 1 度×緯度 1 度の地球グリッドセルという地球

物理学的な規模の経済データに基づく．これには

1 人当たり GDP が 200 ドル未満のエチオピアか

ら，同 3 万ドル以上の日本に至るまで様々な発展

段階にある幅広い諸国が含まれている注 50．

　家計調査のデータには追加的な利点がある．

個々の家計消費の方が福祉指標としては所得より

も優れているという点だ．ある途上国の様々な地

区の同じような家計でも，立地の結果として，家

計消費について平均 70％もの大きな格差が生じ

ることがある注 51．ニカラグアでは，後進的なマ

タガルパ - ヒノテガ圏に住んでいる初等教育だけ

の 40 歳男性を世帯主とする 6 人世帯の消費は，

先進的なマナグア（首都）に住む同等の世帯の消

費の半分である．カナダやアメリカでは，1 人当

たり GDP が最低の地区に所在する世帯の消費は，

同最高の地区にある世帯の消費より 20％少ない．

日本では，居住地の差が消費の格差に対して関与

する度合はさらに低い．

　国が発展するのに伴い，純粋に立地に起因する

福祉の格差は縮小する注 52．このパターンは当該

国の土地面積や行政区の数を制御した後でも妥当

する．5 つに区分けされている諸国のなかで，1

人当たり GDP がともに 300 ドル未満のバングラ

デシュとカンボジアでは注 53，先進地区と後進地

区の消費にかかわるスペース的な格差は，それぞ

れ 89％と 73％となっている．カンボジアとタイ

では（１人当たり GDP はともに約 2,000 ドル），

対応する格差はともに約 50％である．カナダに

ついては（１人当たり GDP は 2 万ドル），格差は

25％未満にとどまっている．中規模の諸国でも，

福祉にかかわるスペース的な乖離は同じパターン

になっており，途上国から先進国に至るまでのス

ペクトルに沿って小さくなっている．同じこと

は国の大小とは無関係に妥当している（表 2.3 参

照）．

成長率の高い諸国では所得にかかわるスペース
的な格差が拡大

　東アジアの成長率は世界経済や他地域の途上国

の成長率をともに凌駕している．東ヨーロッパ・

中央アジア諸国も計画経済から市場経済に移行

する過程で，世界全体よりも高成長を示している

（図 2.8 参照）．現在の先進国が発展の初期段階に

あった時と同じように，東ジア，中央アジア，東

図 2.6　ヨーロッパでは第 2 次世界大戦後にスペース的な乖
離が緩やかに縮小している

変動係数

イタリア

スペイン

ドイツ

フランス
イギリス

年

出所：de la Fuente 2000; Barro, Sala-I-Martin, Blanchard, and Hall 1991.
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戦後の日本における地理的乖離の是正

　佐藤栄作首相が率いる内閣は 1970 年に新経済社会発展計画
と新全国総合開発計画（新全総）を打ち出した．戦争直後の
期間における太平洋沿岸にある東京，名古屋，大阪周辺の工
業地帯が急成長した結果，生活水準に地理的な乖離が生じた
ことに取り組むことが目的であった．以下の通り，新全総か
らの抜粋が政府のビジョンを要約している．

　　スペース的な乖離に関する多くの問題のなかで，
生活水準の乖離は 1 人当たり所得の乖離よりも深刻
である．この観点から，農村部の市町村における基
本的サービスと社会的制度の整備を加速化しなけれ
ばならず，その周辺地区の生活水準を一定の最低水
準以上に改善するために，新しい政策を採用しなけ
ればならない．

　この計画では工業地帯に対しても引き続き，基本的サービ
スや社会的制度（例えば，公益事業，医療施設，校舎など）
に対する公共投資を提供することになっていた．しかし，す
べての地区について最低限の生活水準を達成するために，開
発がおくれている地区に対して追加的な投資が行われたので
ある．その結果，先進地区との比較で，後進地区における基

本的サービスや社会的制度に対する投資が急速に追い付いた
（下左図参照）．

　中央政府の一般会計予算と財政投融資計画の双方が財源の
動員に貢献した．一般会計予算は一般交付金に加えて，特定
補助金を地方政府に供与した．特定補助金のなかでは，地方
政府との費用分担取り決めに基づいて、基本的サービス（例
えば地方道路）や社会的制度向けの投資に大きな金額が配分
された．
　財政投融資計画は郵便貯金や公的年金保険料などを原資と
する公的資金をプールして，それを後進地区の福祉を改善す
るために，住宅や社会制度向けの投資に振り向けた．このよ
うな政策は基本的な生活水準の普遍的な達成に向けた大規模
投資の実行には有効であった．先進地区とその他の地区の 1
人当たり所得は 1970 年代に平準化した（下右図参照）．農村
部から大きな都市圏へ向かう労働移動は 1950 年代と 60 年代
を通じて顕著であったが，70 年代半ば以降は先細りとなって
いる．

ボックス    2.4

出所：Cabinet Council (1972); Hayashi (2003); Kamada, Okuno, and Futagami 
(1998); Ministry of Finance (2008); Nakajima (1982); Okuma (1980); Overseas 
Economic Cooperation Fund (1995); Policy Research Institute fro Land (2001); 
Sakamaki (2006)．

社会的サービスに対する投資の増加が所得の平準化を円滑にする

1 人当たりの社会的サービス向け投資 相対的な 1 人当たり所得（全体＝ 100）

1,000 円 指数

年 年

太平洋沿岸地帯

その他後進地区

東京・大阪

太平洋沿岸地帯

その他後進地区

出所：大塚啓二郎・武藤めぐみ作成．

ヨーロッパの発展は格差の拡大を伴っている．東

南アジアでは，1 人当たり所得にかかわる先進

地区と後進地区の格差が拡大している（図 2.9）．

中国でも，1 人当たり GDP のスペース的な格差

は過去 10 年間で拡大している（図 2.10）．これ

らはすべて国連大学世界開発経済研究所（UNU-

WIDER）の研究プログラムが発見した結果と整合

的である．

　東ヨーロッパ・中央アジアでも，労働生産性や

所得にかかわる下位国家間の乖離は拡大してい

る．ロシアでは，後進的な下位国家地区の 1 人

当たり所得は 1985 年で全国平均の半分だったの

に対して，先進地区は同 2 倍であった．その後，

後進地区の 1 人当たり所得は全国平均の 4 分の

1 にまで落ち込む一方，先進地区は同 5 倍の水準

にまで上昇している注 54．この乖離は遠隔地では

国営企業が破綻て，経済活動が市場の潜在性にか

かわるスペース的な相違に反応し始めたため，ロ

シアの経済地理が再編成されるという時期に発生

した（ボックス 2.5 参照）．同様に，チェコ，ハ

東京・大阪
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図 2.7　現在の各国比較によれば，国家の下位地区間の福祉格差は経済発展に伴って縮小することが示唆される

a. 統計区
（広範な国勢調査地区）

b. 土地面積
（経度 1 度×緯度 1 度）

地区別 1 人当たり家計消費
の最高最低比率

地区別 1 人当たり GDP
の最高最低比率

1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル） 1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，1,000 ドル）

出所：パネル A―80 カ国以上について 2000 年代に実施された 120 件強の家計調査に基づく世銀スタッフの推計値．パネル B―http://gecon.
edu.yale（1990 年の情報）に基づく世銀スタッフの推計値．

統計区 国 1 人当たり GDP 統計地区の数
家計消費にかかわる先進地区と

後進地区の格差（最高最低比率）

カンボジア 234 5 1.89

バングラデシュ 286 5 1.73

コロンビア 1,989 5 1.54

タイ 2,109 5 1.52

アルゼンチン 7,489 5 1.48

カナダ 23,392 5 1.22

土地面積 国 1 人当たり GDP 土地面積（km2）
1 人当たり GDP にかかわる先進地区
と後進地区の格差（最高最低比率）

フィリピン 920 300,000 5.43

ポーランド 3,099 311,888 4.63

ニュージーランド 11,552 267,990 3.35

ノルウェイ 27,301 304,280 1.78

日本 33,280 364,600 0.35

表 2.3　家計調査と国家内地域 GDP データは，福祉にかかわるスペース的な格差が発展とともに低下するパターンを裏付けている

出所：消費格差の推計値は 80 カ国以上について 2000 年代に実施された 120 件以上の家計調査に基づく．GDP 格差の推計値は 1990 年に収
集された情報による http://gecon.edu.yale に基づく．
注：1 人当たり GDP 推計値は家計調査実施年の 2000 年不変価格ドル．

図 2.8　東アジアと東ヨーロッパの経済成長は世界の成長率を上回っている
成長率（％）

東アジア

世界全体

ラテンアメリカ

東ヨーロッパ・中央アジア

年
出所：World Bank (2005e), figure 2.1．
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図 2.9　南アジアでは 1 人当たり GDP にかかわる先進地区と後進地区の格差が拡大している

図 2.10　中国では省別の 1 人当たり GDP の不平等が 1990 年以降漸増している

年

年

出所：Hamaguchi （近刊）．

出所：Demurger 他 (2002)．

タイ

インドネシア

ベトナム

自治区を含む

自治区を除く

変動係数

変動係数

ンガリー，ポーランド，スロバキアでも，体制移

行が始まって以後，下位国家間でスペース的な乖

離が拡大している（図 2.11）．

　東アジアと東ヨーロッパの諸国は逆 U 字型曲

線の右上がりの部分にあるものとみられる．経済

活動は依然として少数の優遇された地区に集中化

が進展しており，集積の経済が生産性，賃金，1

人当たり所得を押し上げている．後進地区は国民

経済との統合が不十分で，先進地区からの波及効

果をまだ享受していない．

　東アジア，東ヨーロッパ，中央アジアにおけ

る地理的な乖離のダイナミックスは，一般的に

は「トップを目指す競争」といえる．すべての下

位国家地区が平均賃金や家計所得の増加を経験し

ているが，増加が最大なのは先進地区である注 55．

中国の貧困省について 1979-98 年の 1 人当たり

GDP の伸びをみると，南西部 7.7％，中央部 7.8％，

北西部 8.4％と必ずしも低くはない注 56．東アジア

諸国では貧困が著しい減少をみせている．1 日 1

ドル未満で生活をしている貧困層は 1990 年の

4 億 5,000 万人から，2007 年には約 1 億 2,000

万人へと著減している注 57．東ヨーロッパ・中央

アジアに関しては，1998-2003 年の間に 1 日 2

ドル未満の貧困層が 4,000 万人減少しているが，

これは貧困層の大半が先進地区に居住しているた

めだ注 58．

一部の中所得国では所得が収斂した
　上位中所得国のブラジルでは，1 人当たり所

得の全国平均に対するバラツキを示す変動係数

が，1970 年の 0.65 から 1995 年の 0.49 へと低

下している注 59．チリでも 1 人当たり GDP につ

いて，1960-2001 年に下位国家地区相互間でス

ペース的な収斂がみられた．この間，1 人当た
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スペース的な非効率性とソ連の崩壊

　地球には広大で厳しいスペースがたくさんあるが，ソビエ
ト政府下のロシアほどそういった場所の開発にエネルギーを
注ぎこんだ政府は他にはほとんどない．
　ロシアの東部を開発しようという努力はスターリンの統治
下で大幅に増大した．生産を東部にシフトして国の地理的な
心臓部に新たな経済基盤を創造するという工業化が，強制的
に試みられたのである．ロシア全体にわたって経済的な（特
に工業的な）質量を平準化することが，スペース全体にわた
る発展を均一にする方法だと考えられたのである．「均衡のと
れた産業の成長」が長いことスローガンとして掲げられてい
た．1930 年代には新しい地区は中央政府の投資の 50％以上
を占めた．これは主として農業の富を搾取することによって
ファイナンスされた．新しい地区が最初に吸収したのは資本
だけである．目に見える効果が出てきたのは第 2 次世界大戦
中であった．ただし，最も生産的だった地帯はウラル - ボル
ガ地区など戦線に近くて，ソ連西部から退避してきた工場の
58％が立地していた．
　経済的質量を分散するためのこのような中央集権的で統制
的な努力の帳尻は悲惨であった．ソ連の地理学者アレクセイ・
ミンツは，5 カ年計画の下で直接投資がおくれた地区を押し
上げて，都市を「ゼロから」作り出したという主張はプロパ
ガンダであると一蹴している．現実はもっと平凡であった．
東部の原材料の宝庫の「開拓」は西部の製造業の伸張と時期
が重なっている．ミンツの意見によれば，東方シフトはほと
んどがロシアのなかのヨーロッパ地区内で生じている

a
．実際

には，ロシアの人口動態的，経済的な中心地は 1990 年まで
に，ようやくバシキリア共和国のベラヤ川まで東方シフトし
たにとどまる．ロシアには 11 の時間帯があるが，そのうち 8
つはベラヤ川の東側に広がっている．工業地帯シベリアは絶
対的には伸張したが，そのシェアは 5 分の 1 を超えることは
なかった．ソ連の価格制度では原材料，輸送，エネルギーを
犠牲にして最終製品が優遇されていたからである（ボックス
表参照）．
　ソ連の社会的インフラ整備は工業の発展と時期が重なった．
保健所，学校，娯楽施設，文化施設，スポーツ施設，共同住
宅施設（sotscultbyt）は一般的に企業に属していた．この重
複はノリルスクという北極圏の都市など遠隔地にある大企業
で特に明瞭であった．この伝統は，やや逆説的ではあるが，
政府の部門担当部局と地区担当部局の間における懸命な資金
の再配分闘争と組み合わさった．利益は召し上げられて，資
本財や資産として，（必ずしも同じ所に対してではないが）再

び戻された．スターリンとブレジネフの統治下で，ソ連の管
轄区域では企業のシェアが 70％に達した．ロシアの石油で企
業が得た利益のうち中央政府（Sovmin）が支配したのは 20％
以下にとどまった．
　産業の集中排除は価格制度の歪みや高価な軍事競争と相
まって，ソビエト体制の崩壊を招来することになる．1980 年
代後半になると，ほとんどすべての地区ないし共和国のエリー
ト層も大衆も，「他人を養う」ための土地という厄介な義務を
背負っていると主張し始めた．地区の独立採算（khozraschet）
というスローガンは直ぐに政治的な分離主義に発展し，ソ連
解体に貢献することになった．
　ソ連崩壊後，ロシア連邦は世界市場との統合が進展した．
ロシアは資源は豊富であるが人口が少ないことを改めて実感
した．資源や資産を市場価値で再評価した結果，遠隔の地区
や極地の経済的質量がしぼみ，インフラの劣悪化は経済的距
離を減らすどころ増やす場合さえあった．企業と結び付いた
公共サービスも 1990 年代に崩壊した．企業が民営化された
り，その共同住宅を自治体に譲渡したりしたからである．エ
リツン大統領の下でしばらくの間，連邦予算と地区・地方予
算の歳入は公式に 50:50 と 2 分された．しかし，2000 年代に
なって，連邦有利にルールが変更された（対外債務返済後の
ベースで 60:40，その後さらに 55:45 に変更された）．しかし，
交付金の増大から支出は 50:50 にとどまっている．
　今日，中央と地区の財政関係はソ連時代よりは弱まってい
るとはいえ，依然として再配分の原則に基づいている．しか
し，産業は燃料と原材料を中心とした構成になっている．何
十年にもわたる平準化計画を経て，ロシア経済では 1 人当た
り GDP について地区間の格差が拡大している．
　ボックス図は旧ソ連の純物質生産（NMP）と新しい地区総
生産（GRP）の方法や価格を使って，これを 1990 年と 2005
年について示したものである．西シベリアのチュメニ州と中
央部のモスクワという 2 つの代表地区は不変である．しかし，
先進地区と後進地区の格差は 5 倍から 43 倍に激増している．
再分配を考慮すると，平均個人所得にかかわる各地区内にお
ける先進地区と後進地区の格差は 2005 年で 11 倍に収まって
いる．1 人当たり GRP についてロシアの平均を上回った地区
は，全 88 地区のうちわずか 20 地区，所得ベースではわずか
22 地区にとどまっている．ほとんどの貧困地区は移転所得の
助けを借りて生活水準の格差を縮めている．
　遠隔地の福祉は現在のロシアでは経済的質量への依存が低
下している．ロシア人の研究者や政策立案者のなかには好ま

ボックス    2.5

指標 / 地区 1900 1925 1950 1975 2000 1900 1925 1950 1975 2000

労働者数（100 万人） 生産高（10 億ルーブル，2000 年価値）

絶対値 1.9 2.2 10.8 21.4 13.3 22 37 579 4,705 4,795

地区の種類
a

％ ％（名目価格）

旧工業地帯
b

64 61 42 40 33 50 65 68 42 32

新ヨーロッパ 30 33 39 41 47 33 31 27 38 40

東部（東洋部分） 6 6 19 19 20 17 4 5 20 28

ロシア連邦におけるスペース的なシフト（1900-2000 年）

出所：Andrey Treyvish 作成．
注： a. 各種統計・文献に基づく作成者の試算． b. サンクトペテルブルク・同郊外，中央部（ニジニノブゴロドを含む），ウラル中部を含む．
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しいトレンドではないと考える向きもあるが，どうすべきか
は必ずしも明瞭ではない．政策論議は 2 つの極論の間に収まっ
ている．その 1 つは石油・ガスの利益をもっと広く共有する
形で全スペースにわたる再分配制度を強化するという意見で
ある．もう 1 つの意見は軍産活動と研究開発（R&D）イニシ
アティブに基づいて地区経済の分散化を強制するというもの
である．議論が続いているなか，ソ連時代のロシアの経験が

政策教訓を提供している．特に世界最大の国土を擁する国に
とっては，スペースにかかわる政策の選択とその効率性は経
済発展と経済停滞の違いをもたらすということである．

地区総生産の格差は拡大している
（名目価格，全国平均に対する％）

純物質生産（NMP），1990
11 マクロ地区，73 地区，ソ連ロシア =100

地区総生産（GRP），2005
11 マクロ地区，79 地区，ロシア連邦 =100

指数
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注：縦の線は地区内のレンジを示し，菱形は地区の平均を示す．

出所：Andrey Treyvish 執筆．
注：a. Mints (1974), pp. 20-54．

図 2.11　東ヨーロッパ諸国では計画経済から市場経済への移行に伴って，地理的な所得格差が拡大した

変動係数

ハンガリー

チェコ

ポーランド

スロバキア

年

出所：Ezcurra and Pascual (2007)．
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り GDP は 4,270 ドルから 10,538 ドルへと倍増

している注 60．上位中所得国の南アフリカでも，

1990-2000 年には町や都市の相互間で 1 人当た

り所得が収斂した注 61．コロンビアは相対的に閉

鎖された国であるが，先進的な県サンタフェデボ

ゴタ（首都）と後進的な県チョコの 1 人当たり

GDP にかかわる比率は，1950-60 年の間に 10

から 6 に，1990 年には 3.1 に低下している注 62．

所得が乖離する一方で，健康と教育は収斂
　多くの途上国ではミレニアム開発目標に関する

指標が下位国家地区相互間では収斂している．し

たがって，所得や物質的な福祉にかかわる乖離に

もかかわらず，基本的福祉はより平等になってき

ているといえる．インドネシアでは，学校教育の

平均年数にかかわる州間の変動係数が，1971 年

の 0.43 から 2000 年の 0.15 に，貧困率につい

ては 0.42 から 0.35 に低下している注 63．タイで

は，幼児死亡率が最高の先進地区と最低の後進

地区の格差が 1980 年の 6％ポイントから 2000

年（全国平均では新生児 1,000 人当たり死亡者 6

人）には 0.7％ポイントにまで縮小している注 64．

ベトナムでは，栄養失調率にかかわる先進地区と

後進地区の格差が，すべての地区において改善が

みられるなかで，1998 年の 20％ポイントから

2004 年の 15％ポイントに縮小している注 65．中

国では人間開発指数が 1995-2003 年の間に低下

している．最良の省（北京）と最悪の省（チベッ

ト）の格差が，平均余命について 1995 年の 0.26

から 2003 年の 0.19 に，人間開発指数について

は 0.50 から 0.32 へと縮小している．識字率の

格差も 1990-2003 年に 58 から 51％ポイントに

低下している注 66．急成長を遂げている東アジア

諸国における基本的福祉の収斂はマレーシアが典

型例を示している（図 2.12）．

　メキシコの諸州については，成人識字率と幼児

死亡率が 1940-2002 年の間に，同じく平均余命

と就学率が 1990-2002 年の間に収斂している注 67．

エジプトでは女子就学率について，最良の県と最

悪の県との格差は 1995 年の 41％ポイントから

2004 年の 25％ポイントに縮小した．識字率とそ

れにかかわる性別差についても同様である注 68．

　すべての国がミレニアム開発指標のスペース

的な収斂を経験しているわけではない．南アジ

アとアフリカの諸国では国内の格差が依然とし

て大きい．インドとスリランカでは 1981-91 年

の間に州相互間の格差は大きいままの状態が続

いた注 69, 70．ただし，国全体としても後進地区に

おいても絶対的な改善はみられた．スリランカで

は 1991-2007 年の間に貧困率がすべての州で低

下したが，先進的な西部州の低下幅が最大であっ

た注 71．ケニアでは初等および中等教育の就学率

にかかわる州間格差は 1999-2004 年を通じて高

水準を維持したが，重要な点は，おくれている

北東部も含めて全地区で改善がみられたことで

ある注 72．

図 2.12　マレーシアでは基本的福祉にかかわる地理的な収斂が経済成長と同時進行した

パネル A．貧困率は乖離してから収斂（1970-2002 年）
パネル B．衛生設備は普遍的アクセスに

収斂（1987-2001 年）
貧困線未満の世帯（％）

年 衛生設備のある農村人口（％）

出所：Malaysia Economic Planning Unit (2008)．
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現在の途上国にとって何が違うか
　1776 年に出版された『国富論』のなかでアダ

ム・スミスは次のように述べている．「あらゆる

種類の産業が自然に細分化したり，自己改善をし

たりするのは，海岸や航行可能な川岸に沿った場

所である．また，そのような改善が国内の内陸地

帯に広がって行くのはずっと後になるのが普通

である」注 73．スミスが 1776 年に書いたことは，

中国の近代的な経済発展のスペース的なプロセス

にも等しく当てはまる可能性がある．それでは，

現在の途上国にとっては何が違うのだろうか？

　基本的には違うことはほとんどない．スミスが

指摘した重要な点は，一国の経済発展はその早期

段階では，市場，したがって密度に対して最大の

潜在的アクセスを提供する下位国家地区によって

牽引される傾向にある．しかし，密度から遠い下

位国家地区，スミスの言う例では内陸部は取り残

されることになる．開発プロセスがかなり進展し

て初めて，生活水準について下位国家間で緩やか

な収斂が始まるという状況下で，このような後進

地区も発展の利益から大きな分け前を享受するよ

うになる．この基本的な命題は今日でも妥当す

る．

　しかし，以下の通り，現在の途上国にとっては

重要な相違点がいくつかある．

現在のグローバル市場の驚異的な規模を考え

ると，発展は先進地区を競争・貿易させるに

当たって，市場と協調して機能する外向きの

戦略を頼りにしなければならない．

今日の途上国における国内経済地理の急激な

変化とスペース的な格差は，先進国が発展の

初期段階にあった時期に比べてずっと大きく

なる可能性が大である．

再配分メカニズムは構築・成熟に時間を要す

るため，労働移動性と市場接続性が後進地区

を国民経済に統合するのにより有力なメカニ

ズムである．輸送や通信におけるグローバル

化と技術進歩は，先進地区と後進地区の経済

的距離を橋渡しするために広範な手段を提供

してくれる可能性がある．

•

•

•

　グローバル市場がより重要である．現在では統

合化が進展しているため，グローバル市場は歴史

上のいかなる時期と比べても国内市場よりは重

要になっている．現在の途上国の先進地区がもっ

ている潜在市場性は，第 2 次世界大戦後におけ

る貿易の急増を反映して，現在の先進国の 19 世

紀から 20 世紀前半と比べてより大きい．近年の

世界貿易の伸びは正しく世界所得の伸びの 2 倍

になっている注 74．貿易が世界の GDP に占める割

合は今や 1820 年の水準の 25 倍にも達している

（図 2.13）．したがって，保護主義政策はかつて

は（最適ではなくても）実施可能な選択肢だった

かもしれないが注 75，現在では実施不可能であろ

う．特にラテンアメリカやサハラ以南アフリカに

おける同政策が最近失敗したことを考えると，そ

ういってもいいだろう．

　一国が閉鎖されている場合，ある地区の潜在

市場力は主として国内における密度までの距離

で決まる．しかし，開放されている場合，国際

市場までの距離ないしアクセスも重要になるた

め，国境や沿岸の地区は経済活動に占めるシェ

アが高くなる傾向がある．貿易パターンの構造

的変化は一国内における市場潜在力の地形も変

えることにある．すなわち，おそらくは政策的

に優遇されていたかつての先進地区でも，新し

い先進地区までの距離が遠くなるにため，敗北

して衰退する．これについてはイギリス，中国，

メキシコの例がある．

 　開放性は距離にとって重要である．メキシコ

が 1985 年に貿易を自由化するまで，メキシコシ

図 2.13　現在の途上国はより統合した世界に直面している

世界貿易の対世界 GDP 比（％）

年

出所：Chase-Dunn, Kawano, and Bewer (2000)．
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ティまでの距離が地区の市場潜在性を決定する主

因であった．しかし，自由化によって，アメリカ

における密度までの距離も重要になり，シウダー

ドフアレス州，メヒカリー - カレキシコ市，ノガ

レス市，ティファナ市など国境地区の市場潜在性

と成長が大幅に高まる一方で，メキシコシティで

は人口の減少や製造業活動の分散がみられた注 76．

　中国では，自給自足だった毛沢東時代，重工業

は内陸の省で奨励され，1966-70 年についてみ

ると国家投資の受け手として 71％を占めた．上

海など沿岸都市の企業の多くは貴州省，湖北省，

四川省など内陸の山岳の省に移転させられた注 77．

しかし，中国が外国貿易や外国投資に対して開放

されて以降，沿岸地帯が海外市場の玄関口として

繁栄する一方で，内陸地帯は挫折した．輸出指向

型産業（衣服，エレクトロニクス，皮革など）が

沿岸省に集中しているのに対して，国内市場指向

型産業（金属，非鉄精錬など）は分散している

（地図 2.5 参照）注 78．

　輸送と通信のコストがより重要である．海岸や

航行可能な河川が先進地区にとって自然な立地と

なる．アダム・スミスの時代，水運は国内や国際

的な市場に貨物を輸送するのに最も費用対効果の

良い手段であった．しかし技術進歩のおかげで貨

物輸送や通信のコストは大幅に削減された（第 6

章参照）．新しい（水運以外の）輸送形態や情報

技術革命が経済的密度の風景を大きく変えてい

る．

　知識へのアクセスがより容易である．したがっ

て，現在の途上国は前例のない規模の世界市場を

活用したり，そのような市場により容易にアクセ

スしたりすることが可能である．と同時に，世界

貿易の 2 倍のテンポで拡大している外国直接投

資の流れが大きくなっており，それを受けて世界

の技術的フロンティアにおける知識へのアクセス

が増大している注 79．その結果，近年最も成功し

ている途上国（主として東アジア諸国）では，国

全体の成長率が（先進地区に牽引されて）現在の

先進国が発展の初期段階にあった時よりも大幅に

高くなっている．

　先進地区のそのような急成長を背景に，現在の

途上国における地理的な格差はかつてよりずっと

大きくなっている．例えば，中国を例にとれば，

1 人当たり GDP は 1911 年当時のイギリスとほ

ぼ同水準である．当時のロンドンの 1 人当たり

GDP は全国平均の約 1.7 倍であったが，イース

トアングリアは平均の 3 分の 2 にとどまってい

た注 80．現在の中国では，それに相当する数字は

先進地区である上海が平均の 3.3 倍，後進地区で

ある貴州省が 3 分の 1 となっている注 81．上海の

1 人当たり GDP は 1 万 6,044 ドルで 1988 年の

イギリスの平均に，貴州省の 1,653 ドルは 1830

地図 2.5　輸出産業は沿岸地帯に集中してグローバル市場への距離を最小化している

パネル A．国際市場指向型産業 パネル B．国内市場指向型産業

出所：He (2008)．
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年当時のイギリスの平均にほぼ相当する注 82．

　中国とイギリスの比較は両国の地理的な規模

の違いを考えると慎重さを要するものの，基本

的な点は不変である．現在の先進国が 19 世紀か

ら 20 世紀前半にかけて発展途上にあった際に

は，先進地区の成長は自国の国内市場の成長と世

界の技術的フロンティアに制約を受けていた．こ

のような制約を背景に，発展の初期段階における

スペース的な乖離の程度も限定的であった．それ

とは対照的に，このような制約は現在の途上国に

とっては存在しない．途上国にとってこのような

制約の欠如は助けになる一方で，発展の初期段階

において先進地区と後進地区の間に発生し得る格

差はずっと大きくなる可能性がある．

　現在の途上国における先進地区と後進地区の間

のスペース的な不平等は同じ逆 U 字型の道をた

どるであろうが，その道の特徴は異なってくるだ

ろう．発展の早期段階における拡大はより大きく

なるだろう．しかし，格差の拡大がより速い一方

で，発展が持続するなかで先進地区と後進地区の

間で収斂がより速く進展する可能性もあるだろ

う．近代的な情報通信技術が両地区の経済的距離

を埋めるのに多種多様な手段を提供してくれるか

らである．
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分裂

　密度と距離という前 2 章で検討した経済地理

の次元は，国や地域の発展にとって重要である．

過去 2 世紀の間，グローバルな GDP は年率約

2.3％で増加して，不変ドル価格でみてほぼ 50

倍になった注 1．しかし，成長は均一ではなかっ

た．現在，グローバルな GDP の半分は世界全体

のわずか 1.5％の土地の上で生産されている．ア

ルジェリアの中に楽々と入ってしまうほどの広さ

である．この密度の高い経済的質量は世界の約 6

分の 1 の人口によって生み出されている注 2．

　高密度は地区，国，国際というどのスペース的

な尺度（規模）においても，経済行為者との近接

性による自己強化をするような利益を反映したも

のである．距離も国や世界の地域にとって重要で

ある．過去 50 年間の経済活動をグローバルにみ

ると，そのうちずば抜けて大きなシェアが北アメ

リカ，西ヨーロッパ，東北アジアに集中してきた

（地図 3.1 参照）．製品や原材料にとって，こうし

た大きな市場の近くにあるということが大きな機

会を切り開くことにつながる．市場アクセスと経

済成長の相関関係は確かに強固である．

　国や地域からみて経済地理のプロセスで際立っ

ているのは，国民国家間の分裂の執拗さである．

グローバリゼーションは第 2 次世界大戦後に始

まったが，その最近の波はボーダレスな世界と呼

ばれている．大前研一の「国境は実質的に消滅し

た」という宣言は有名である注 3．一部の地域や一

部の国境を越える取引については，これは実際に

現実を言い当てている．しかし，国境は消滅する

どころか，過去 50 年間でその数が 3 倍に増えて

いる．現在，国家間には約 600 の地上国境があ

る（図 3.1）注 4．さらに，仮に連邦制国家が分裂

すれば，各国内の少数民族が自決権を達成すれば，

そして残存している 70 の属国の一部でも独立を

要求すれば，この数は増え続けることになる注 5．

　本章では，分裂が経済発展にどう影響するか，

地理や文化的な歴史が執拗な分裂にどう貢献する

か，各国が近隣諸国や世界との生産的な相互作用

にどのような障壁を作っているかを検討する．経

済は障壁の漸減で利益が享受できるが，貿易や要

素移動性に対する障壁が一番低いのは富裕国であ

る．地域的に統合している諸国は，成長の波及効

果，国内市場の拡大，生産における規模の経済，

特定の種類の公共サービスから利益が享受でき

る．ある地域のなかで当初は国によって繁栄の度

合いに差が生じる可能性があるものの，統合地域

における生活水準は最終的には収斂する．また，

経済活動や購買力が一握りの地域に集中している

世界では，グローバルに統合している国々がその

ような市場や投資原資に対するアクセスから利益

に与ることができる．本章は各国がそのような統

合を推進するよう主張するものである．

　主要な研究結果は次の通りである．

各国間の分裂は途上国世界の国境を高くする．

国境はどこでも財，資本，人々，アイディア

の流れを制限する．しかし，大きな市場を擁

する大国ほど制限的な国境があっても何とか

やっていける可能性大である．小国はもっと

心配しなければならない．内陸に閉じ込めら

れているなど何らかの分裂は，個々の国のコ

ントロールが及ばないところである．その他

は自ら課したものである．そうして，各国は

発展に伴って，ほぼあらゆる種類の障壁を漸

次低くしていくのである．

経済的質量は北アメリカ，西ヨーロッパ，北

•

•

CHAPTER3CHAPTER3
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東アジアに集中している．グローバルな GDP

に占めるシェアを最近大幅に高めたのは東ア

ジアだけである．このグローバル・ベースの

集中は現在後進地域の将来的な発展にとって

極めて重要であり，このような大きな世界市

場へのアクセスを高めることが，グローバル

な開発政策の優先課題でなければならない．

世界の各地域では，経済発展が当初は各国間

で生活水準の乖離をもたらすが，その後には

収斂が続くという傾向がみられる．基本的な

健康や教育にかかわる指標については，ほど

んどすべての地域で改善がみられるものの，

所得に関しては最富裕国と最貧国との間で若

干の乖離がみられる．ある地域内における各

国間の不平等拡大は，後進国が先進国から成

長の波及効果という利益に与るのに伴って，

収斂方向に逆転する．

各国間の分裂を地域的にもグローバルにも克

•

•

服することが，持続的な発展のためには必須

である．これはグローバル市場へのアクセス

を円滑化し，あらゆる形態の地域統合を促進

することの重要性を意味している．

分裂の定義
　国境と分裂は同義語ではない．国境は共通の特

性をもった人々を取り囲んで，社会的福祉に貢献

する場所感覚や所属感を提供する．社会を統治す

るための管理可能な単位をも生み出す．さらに，

うまく定義されて定着していれば，安全と安定を

提供することによって，相当な経済的利益を生み

出す．それとは対照的に，分裂は境界の管理がま

ずい場合に発生する．財，資本，人々，アイディ

アの流れに対する緩やかな制限から，領土紛争，

内戦，国家間抗争などが引き金となるもっと深刻

な分裂まで幅が広い．国境それ自体は問題ではな

い．しかし，国境によって分かれていた国が機能

的な経済共同体に統合した場合（チェコとスロバ

キア），あるいは逆に紛争によって分断され，さ

らなる統合の余地が低下した場合（エリトリアと

エチオピア），経済発展の結末はまったく違って

くる．

　経済的なレンズを通して眺めると，国境の高さ

は様々である（地図 3.2）．各国の国境の高さな

いし厚さは，財，資本，人々，アイディアの他国

との交流に対して各国が課している制限にかかわ

る総合的な尺度に比例している注 6．国境が高け

地図 3.1　世界の GDP は世界のなかで少数の地域に集中している（2006 年）

GDP
（10 億ドル）

出所：World Bank (2007j)．

図 3.1　国境の数は過去 50 年間で 3 倍に増えている
国境の数

年

出所： Stinnett 他 (2002).
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れば高いほど，その国は貿易，旅行，生産要素の

流れを制限していることになる．

経済的国境は北アメリカ，西ヨーロッパ，日

本，オーストラリア，ニュージーランドで低

く，アジア，アフリカ，東ヨーロッパで高

い．ラテンアメリカはその中間にある．国境

の高い諸国としては，東アジアの新興諸国

や，数十年間にわたり低成長を続けているサ

ハラ以南アフリカ諸国がある．

高さが同じ国境でも大国ほど頑強のようであ

る．これは大国は制限的な政策を実施しても

咎められないという現実を反映している．小

国は市場や生産の規模が小さいことを克服す

るために，開放性に対する依存度がより高く

なっている．

国境が頑強になっている諸国のなかには制限

的な政策を実施している諸国に取り囲まれて

いるところもある．そういう諸国はより開放

的な近隣地域が所在する諸国と比べて，開放

性から利益を享受することが困難である．

これはチリやグルジアなど開放的な沿岸地帯

にある諸国よりも，アルメニア，ウガンダ，

ザンビアなど開放的ではあるが内陸にある諸

•

•

•

•

国に当てはまる．これとは対照的に，あまり

に厳しい制限を課していて，内陸に閉じ込め

られているのと同じといえる諸国もなかには

ある．

　国境の高さを経済的地位と比較すると，豊かな

国ほど典型的には国境制限が少ないということ

が確認できる（図 3.2）注 7．一国は発展に伴って，

国境を管理し，財や生産要素の流れを規制するた

めの制度を強化する．一方，グローバル経済との

統合が進めば，諸外国との相互作用による利益を

享受して発展をさらに促進するために，国境を開

放するようになる．しかし，例外がある．一部の

上位中所得国は厳しい制限を維持しているのであ

る．そのすべてが石油輸出国であり，列挙すれ

ば，赤道ギニア，ガボン，リビア，サウジアラビ

アとなる（図 3.2 右上参照）．逆に，国境制限を

大幅に削減した貧困諸国もあり，そのなかにはガ

ンビア，グルジア，ハイチ，ケニア，マダガスカ

ル，ニカラグアなどの沿岸諸国だけでなく，アル

メニア，ウガンダ，ザンビアなど内陸諸国も含ま

れる（図 3.2 左下参照）．

地図 3.2　国境の高さは様々である

出所：WDR 2009 チーム．
注：国境の高さは各国が他の全諸国との関係で，財，資本，人，アイディアの流れに課している制限にかかわる要約指標に比例している．灰色の地域はデータが不十分．
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各国はどのようにして分裂を維持しているか
　各国は自国の国境がどの程度浸透可能であるべ

きかを選択することによって，財，資本，人々，

アイディアの流れに影響を及ぼしている．このよ

うな分裂の効果は，各国が一部の流れを開放した

り，あるいは制限したりするのにしたがって変化

する．

　財・サービス．国境は貿易を減らす．1990 年

代半ばの研究によれば，カナダの州際貿易はカ

ナダ諸州と同じくらいの遠さでしかないアメリ

カ諸州との貿易と比べると，平均で 20 倍の規模

に達している．これは「国境の高さ」が距離の 1

万 500 マイル増加に相当することを意味する注 8．

もっと最近の推計では，先進諸国間の貿易でさえ

国境があるために 20-50％と大幅に少なくなって

いる注 9．貿易障壁がもっと高い傾向にある途上国

の場合，この削減率はさらに大きくなっている．

　財・サービスの輸出を奨励し，その輸入にも開

放的な諸国は，輸出を奨励していない諸国に比べ

て，成長率が高く，貧困の減少も大きくなってい

る．輸出が労働集約的な製造業に集中している場

合には，貿易は未熟練労働者の賃金を押し上げ，

貧困層に利益をもたらす．また，マクロ経済政策

の安定性を高めるため，インフレで被害を受ける

可能性が高い貧困層にとってやはり利益になる．

さらに，イノベーションと要素蓄積を通じて，生

産性を，したがって成長を高めることになる注 10．

貿易と成長の関係がどれくらい強いのかに関して

は実証的に不確実性があるものの注 11，すべての

富裕諸国と新興諸国は基本的に貿易を強く指向し

ている．

　一国の貿易開放度はしばしば輸出入合計額の

対 GDP 比で測定されている．しかし，より直

接的な尺度は平均関税率であり，グローバルに

は 1980 年代前半の 30％近くから 2005 年の約

10％へと低下している注 12．関税率が最も高いの

はアフリカ，南アジア，西アジアであり，最も

低いのは OECD 加盟諸国である（図 3.3）．割当，

補助金，反ダンピング関税，許可制，異質ないし

混乱した規制なども貿易に影響する注 13．貧困諸

国は関税や非関税障壁を使って富裕諸国よりも厳

しく貿易を制限している．逆に輸出でも高い障壁

に直面している．非関税障壁は平均すると貿易障

壁全体の 3 分の 2 を占めており，途上国よりも

先進国で実施しているものが多い．

　資本．資本移動にかかわる障壁を 2005 年に

ついてみると注 14，先進国は途上国よりも低く

（図 3.4），最も高かったのはアフリカ，中央アジ

ア，南アジアである．最近の実証研究によると

（1990 年代の金融危機が研究の促進要因），金融

のグローバル化は途上国の利益になり，金融の開

放度が高いこと自体が経済危機の深刻化を招来す

るわけではない，という証拠が条件付きながら得

られている注 15．資本勘定取引の自由化は流入国

の資本コストを引き下げることによって，生産

的な投資向け資金の入手可能性を増やす．また，

ポートフォリオの分散化を促進してリスクを軽減

して，健全な資金管理を推進することにもなる．

1995-2004 年についてみると，資本勘定の自由

化は先進国と新興国の両方で成長と正の相関関

係にある注 16．株式市場の自由化は GDP の年間成

長率を 1％ポイント押し上げている注 17．しかし，

債券投資と銀行融資を含む短期資金フローは変動

が極めて大きくなることがある．金融部門が未発

達の諸国では，政府や金融機関は短期債務のエク

スポージャーを増やしすぎると，突然の流出に対

図 3.2　国境規制は富裕国の方が貧困国よりも低い傾向がみられる
1 人当たり GDP（ドル）

低い 高い
国境規制

出所： WDR 2009 チーム ( 注 6 参照 ).
注：1 人当たり GDP は 2000 年の国際的ドルで換算した 2005 年の数字．
これは本章のこれ以降の節でも使われている一連の数字で，World Bank 
(2007j); Maddison (2006) に 基 づ く．ARM― ア ル メ ニ ア，GNQ― 赤 道 ギ
ニア，GAB―ガボン，GMB―ガンビア，GEO―グルジア，HTI―ハイチ，
KEN―ケニア，LBY―リビア，MDG―マダガスカル，NIC―ニカラグア，
SAU―サウジアラビア，UGA―ウガンダ，ZMB―ザンビア．
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図 3.3　平均関税率はアフリカ，南アジア，西アジアが最も高い（2005 年）
2005 年の関税の平均

東部アフリカ

北部アフリカ

中部アフリカ

南アジア

西アジア

西部アフリカ

東南アジア・太平洋

南アメリカ

中央アメリカ・カリブ

南部アフリカ

その他高所得国

中央アジア・コーカサス・トルコ

北東アジア

東ヨーロッパ・ロシア

OECD

%
出所：World Bank (2006f)．
注：各国平均関税率の非加重平均．

図 3.4　資本規制はアフリカ，南アジア，中央アジアが最も厳しい

中部アフリカ

西部アフリカ

南アジア

南部アフリカ

北部アフリカ

中央アジア・コーカサス・トルコ

東部アフリカ

東南アジア・太平洋

北東アジア

東ヨーロッパ・ロシア，西アジア

西アジア

中央アメリカ・カリブ

南アメリカ

その他高所得国

OECD

資本規制規制

出所：Chinn and Ito (2006)．

して脆弱になる懸念がある．

　資本にかかわるグローバルな統合と移動の自由

化から生まれる間接的な利益は，資本蓄積とポー

トフォリオの分散に伴う直接的な効果を凌駕する

可能性がある．市場の開放で金融規律，マクロ経

済的な安定性，金融部門の発展が強制されるため

である．制度や統治構造も強化される．さらに，

グローバル経済との統合も進展する注 18．市場と

統治が十分発展していれば，金融のグローバル化

は GDP や生産性の増加に貢献し，金融面での脆
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弱性をへらすことができる．そうで

ない場合には，成長に対する影響は

曖昧であり，金融危機のリスクが高

まる．

　人．移住の流れはグローバル化に

伴って増加しているが，貿易や資本

の流れよりはずっと小幅である．グ

ローバルな推計値によれば，長期雇

用ないし定住のために他国に移住す

る人は年間 1,100 万人に達してい

る．そのうち 350 万人は低技術労働

者で，多くは湾岸諸国や他の中所得

国に移住している注 19．移住者が求

めるのは高賃金，教育機会，良質な

生活などである（第 5 章参照）．移

出国は郷里送金を受領し，余剰農業

労働者を送り出し，海外でスキルや

資本を獲得した移民の帰国によって

利益を享受する．移入国は人口の高

齢化や慢性的な労働力不足がある諸

国が多く，未熟練労働者を受け入れることによっ

て労働者のプールを増やしたり，高度な資格をも

つ移民を誘致したりすることで，生産性を引き上

げることができる．

　移住増加に伴う経済的利益は大きなものになり

得る注 20．貧困国と富裕国の賃金格差が 19 世紀

後半にヨーロッパから北アメリカに大量移住が発

生する引き金になった水準の 3 から 4 倍に達し

ていることを考えると，潜在的な移住者のプール

は高水準を続ける可能性大であろう注 21． しかし，

潜在的な利益と移住者という手近な労働供給があ

るにもかかわらず，ほとんどの諸国は移住者の入

国を制限している．国内労働市場にマイナスの影

響があるとの見方がその主因である．

　移民の制限についての比較できる情報はない．

しかし，多くの国々は短期滞在の訪問者も規制

している．各国は人々の国籍によって出張やレ

ジャー目的による滞在を許可する一方，経済，政

治，あるいは安全保障上の理由で許可しないとい

うことでトレードオフに陥っている．これは移住

申請者に対する類似の制限を反映した「外国のス

ペースに対するアクセスの不平等」という複雑な

システムにつながっている注 22．富裕国の居住者

は貧困国の居住者よりも査証取得の義務が少ない

（図 3.5）．しかし，貧困国の側も外国人訪問者の

入国を制限していし，出国を規制している国もあ

る．多くの国々は自国民の出国をむずかしくして

いる注 23．各国の旅券取得費用は 1 人当たり国民

総所得（GNI）の 125％にも達していることがあ

るが，この費用が高いほど移民の比率が低くなっ

ている．

　アイデア．基本的な労働集約的製造業は国が経

済的な命運を改善するための踏み台である．しか

し，人口の増加を上回り，貧困を削減する成長

を維持するためには，経済が低マージンの活動か

ら，新製品あるいは改良品の開発・生産に移行す

る必要がある．それが低所得国から中所得国の地

位への移行に関連したプロセスになる．外生的成

長理論が強調しているところによれば，新しいア

イディアがこの移行を支えて，官民両方の資本蓄

積を可能にする経済的レントを生み出す．中国は

過去 20 年間にわたり低マージンの標準的な工業

品の生産者であったが，今や年間 3 億ドル相当

の情報通信技術（ICT）製品を輸出している．こ

図 3.5　富裕国の居住者は査証不要の場合が多い
出国は困難（査証が必要とされる国の割合％）

入国は困難（査証を要求している国の割合％）

出所：Neumayer (2006)．
注：円は 1 人当たり GDP に比例．国境で入手可能な査証は含まない．
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れまでのところ，このような輸出品のほとんどは

輸入部品で組み立てられている．したがって，最

大のレントは革新的な技術を開発し，マーケティ

ングと販売をコントロールしている外国企業が獲

得している．中国で組み立てられたアイポッド

（iPod®）という音楽プレーヤーの小売代金のう

ち，半分以上はアップル社の利益や小売・流通コ

ストに奪われている注 24．組立・検査は最終販売

価格の約 2％を占めているにすぎない．

　革新と生産性を誘発する雰囲気が醸成されるた

めには，あらゆる種類の情報についてアクセスの

自由が必要である．アイディアや知識の普及は，

企業や政府による研究開発（R&D）投資と，出

版物や特許などを介してアクセス可能な既存知識

のグローバルな在庫を通して行われる注 25．富裕

国政府は純粋に技術的な情報の流れは制限してい

ないが，貧困国はコストあるいは言語の壁が理由

で，そういった情報へのアクセスが限定的にとど

まっている．

　アイディアの自由な流れと経済発展のつながり

はやや曖昧で，十分な研究がなされていない．報

道の自由は一般的な腐敗を削減して公的な説明責

任を高める注 26．報道の自由に関する指標が「国

境なき記者団」によって 2002 年以降毎年発表さ

れているが，報道の自由と安全，メディアの政府

統制，インターネット・プロバイダーに対する制

限，内容の検閲などといった項目をカバーしてい

る注 27．西洋先進国には一般的に高度の自由があ

る．ところが，多くの途上国ではメディアやイン

ターネット交通に対して高度の制限が課されてい

る．アフリカ，東アジア，中東，旧ソ連圏では著

しい制限が持続している．

各国のコントロールが及ばない分裂もなかには
ある

　各国は大体において外の世界に対する開放度を

自由に決めることができる．しかし，地理や歴史

上の理由で，各国がまったくあるいはほとんどコ

ントロールがもてない分裂（division）というも

のがある．それには内陸国であること，遠隔地で

あること（特に小国であることが組み合わさって

いる場合），国内的におよび国境を越えて民族的・

文化的な異質性が大きいことなどが含まれる．

　内陸国．他の諸国に取り囲まれた内陸国は 43

カ国存在する．内陸国は少なくとも 0.5％ポイン

ト成長が低くなる注 28．ボックス 3.1 と 3.2 は，

内陸国はより多くのコストがかかることを示して

いる．したがって，多くの内陸諸国が世界の最貧

国グループに属しているのも驚くに当たらない．

しかし，内陸国であること自体が貧困の原因では

ない．例えば，ボツワナ，ルクセンブルク，スイ

スをみればいい．問題は悪い隣国に閉じ込められ

たり，市場から遠くに閉じ込められたりしている

ことにある注 29．この 2 つは組み合わさっている

ことが多い．内陸諸国の数が最多である地域は

アフリカで（15 カ国），その比率が最高なのは東

ヨーロッパ・中央アジアである（地図 3.3）．ア

ジアではブータン，ラオス，ネパール，南アメリ

カではボリビアとパラグアイが貧しい内陸諸国で

ある．

　国の規模．広大な国土は豊富な天然資源と結び

付いていることが多い（ボックス 3.3）．人口が

多いと市場と大量の労働力を簡単に提供してくれ

る．逆に，小国には自分だけで高成長を達成する

ための，生産要素にかかわる規模，能力，在庫が

欠如している．しかし，内陸国であることと同じ

ように，規模そのものは決定的な要因ではない．

経済的な繁栄を決定するのは，その国が世界のそ

の他の諸国と経済的に統合しているかどうかであ

る注 30．ルクセンブルクは人口では世界 167 位で

あるが，1 人当たり GDP は世界一である．EU と

完全に統合している同国の高度に専門化した金融

部門はグローバルに活動している．つまり，小国

は自由貿易と開放性から大きな利益が得られるの

だから，経済統合を推進してしかるべきである．

　したがって，世界のなかでより高度に統合され

ている地域では，ある国の一部の地区にとって

は，別の文化的あるいは民族的グループによって

支配されている国にとどまっているインセンティ

ブは小さいことになる．イギリスにおける地方分

権やスペインにおける分離主義の運動はこれを確

認するものである．同様に，旧ユーゴスラビアの

解体に伴って南東ヨーロッパの「再バルカン化」

（小国分割）が進展した一因は，新しい独立国に
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EU 加盟の展望があったためである．しかし，非

経済的な配慮が支配的になることがある．エリト

リアと東ティモールは隣の大国（それぞれエチオ

ピアとインドネシア）から分離独立したものの，

より大きな経済連合体との統合というメリットが

享受できるわけではない．

　海洋国．内陸に閉じ込められていると島嶼効果

一国の近隣諸国は重要：地域統合と成長波及効果

　地域統合に伴う重要な利益のなかには国境を越える成長波
及効果がある

a
．経済的なスペースが統合されていると，近隣

諸国の市場に対するアクセス可能性が高まるため，各国の長
期的な成長にかかわる展望は相互により強く結び付くことに
なる．近隣諸国の成長は一国の成長を高め，それがさらに近
隣諸国の利益になる．このスペース的な意味の乗数は良い政
策の報酬を引き上げて，生活水準の収斂に寄与する．

成長波及効果の利益を定量化する
　1970 から 2000 年までについて共通する地域貿易協定（RTA）
のメンバーを分析したところ，13.6-15.3％の成長波及効果が
みられた．つまり，RTA パートナーの平均成長率が 1％ポイ
ント高まると，国内成長率を 0.14％押し上げてくれるという

「成長ボーナス」が生まれる．これと関連してスペース的な乗
数は 1.14 から 1.18 になっており，これは地域統合が成長促進
型国内政策の有効性を 14 から 18％高めるということを意味
する．
　ヨーロッパと東アジアでは，地域統合が最も進んでおり，
過去数十年間にわたる利益はもっと大きかった．このような
諸国について 1970 から 2000 年までの平均的な成長波及効果
は 15.3 から 17.0％になっている．これが緩やかではあるが着
実な生活水準の収斂に貢献している．その結果，OECD のな
かで最貧国と最富裕国の繁栄格差は年平均 1.59-1.85％で縮小
している．これと並行して，成長促進型国内政策の有効性も
同 18.1 から 20％に高まっている．
　サハラ以南アフリカでは平均的な成長波及効果はもっと
ずっと小さく，RTA が多数存在するにもかかわらず，地域統
合が相対的に欠如していることが示唆される．成長波及効果
は 2.9 から 3.9％，スペース的乗数は 1.01 から 1.04 と推計さ
れている．実質的に成長波及効果がないというこの結果は，
近隣諸国を RTA 加盟国ではなく近接性で定義しても妥当する．
典型的なサハラ以南の国の成長率は，基本的に近隣諸国の成

長率とは無関係であったということである．

サハラ以南アフリカで内陸の資源に乏しい国にとっての意義
　現状のままで，仮に自然の賦存状況に最も恵まれたサハラ
以南の諸国が成長の離陸を維持したとすれば，中央アフリカ
で資源の乏しい内陸諸国はさらに取り残されることになるだ
ろう．
　仮にスイスが 1970 から 2000 年の間に中央アフリカ共和国
が経験した波及効果しか享受できなかったとすれば，2000 年
の 1 人当たり GDP は 9.3％低く，GDP の累積損失は 3,340 億
ドル（2000 年の国際的ドル），すなわち GDP の 162％に達し
ていたことになる（ボックス図参照）．

ボックス    3.1

出所：Roberts and Deichmann (2008)．
a. Collier and O’Connel （近刊）

スイスがアフリカにあれば 3,340 億ドルの損失
をこうむっていたただろう

現実値

仮想値（アフリカのスイス）

年

ボリビアとチリの国境：これまで高かったが今後低くなるだろうか？

　ボリビアは内陸国であって経済的に近隣諸国にどれだけ依
存しているかとか，経済統合がどれだけこのような分裂状況
を克服するのに役に立つかを示す適例となっている．19 世紀
後半にチリとの戦争が終ってから，ボリビアは太平洋へのア
クセスを失い，その同盟国ペルーは領土をチリに奪われた．
　チリとボリビアは 1978 年以来外交関係を絶っていたが，
最近，話し合いをしている．チリの動機は天然ガスにある．
1995 年以降ガスの供給をもっぱらアルゼンチンに依存してい
たが，アルゼンチンの国内需要が増加したため供給が制限さ
れるようになったのである．
　ボリビアには南アメリカで 2 番目に大きい天然ガスの埋蔵

量がある．したがって，経済統合は地域紛争を解決するため
のインセンティブになり得る．チリとしてはボリビアからの
エネルギー輸入による利益が享受できる．ボリビアにとって
は輸出が容易になる港へのアクセス改善というメリットがあ
る．どんな意味であれ，ペルーも参加する可能性大である．
ボリビアに対して，経済性は劣るものの，海岸への代替ルー
トを提供することができるからだ．また，チリを通過するい
かなる回廊も失った旧ペルー領を経由する可能性もあるため
だ．

ボックス    3.2

出所：The Economist (2007b); Malinowski (2007)．

1 人当たり DGP（不変的ドル，1000 ドル）
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が発生して，近隣のサプライヤーや市場から利益

を享受することが妨げられる．遠隔の小さい島は

同じような隔絶に遭遇している．基本的に「海に

閉じ込められている」のである．輸出入について

高輸送コスト，ネネルギーや中間投入財について

高コスト，そして典型的には高賃金と高賃料に直

面している．この問題は太平洋の小規模な島嶼国

家で深刻である注 31．それら諸国が世界市場で競

争力をつけるまで支援するという貿易優遇措置

は，生産に大きな維持不可能な非効率性を生み出

している．1 人当たりでは巨額の援助フローがも

たらした競争力強化の効果は限定的なものにとど

まっている．富裕な「パトロン」諸国と密接な連

携関係を構築することと労働の移動性を高めるこ

とが，唯一の戦略なのかもしれない注 32．これと

は好対照に，カリブ海の小さい島嶼国家は経済が

もっと多様化しており，富裕国の市場に近いた

め，観光や貿易で利益を確保している．

　モーリシャスの事例をみると，政策が良ければ

小規模や遠隔立地の問題も克服可能であることが

わかる．最寄りの大陸から 900 キロメートル以

上離れているにもかかわらず，1 人当たり GDP

はアフリカで 2 番目に高い．中東，南アフリカ，

インドの中間という立地から，立ち寄り型観光業

の繁盛に加えて，製造業や銀行業のオフショア活

動を確保している．

　民族的・文化的な分裂．民族言語学的な異質性

は調整コストがかかる．中央政府が通常は態度や

関心事項の相違を調整する必要があるためだ．ス

イスのなかで EU 加盟に関するフランス語系住民

とドイツ語系住民の意見対立を考えてみるとい

地図 3.3　海岸への直接アクセスのない 43 カ国

出所： WDR 2009 チーム．

規模の利益

　大国であることに伴う 5 つの利点は以下の通りである．

多くの公共財（司法制度や大使館など）を提供するのに
1 人当たりコストが小さくてすむ．
国内市場が大きいので生産性が高くなり，したがって経
済成長に貢献する．
地区の経済ショックに強い．仮にある地区が農業に特化
しており，その農業が不況に陥ったとしても，その影響
は他の地区からの移転で緩和し，労働者は国内の他の地
区で雇用を探すことが可能である．
税引き後所得にかかわる先進地区と後進地区の格差を縮
小するために，より効果的な再分配制度を採用できる．
1 人当たり国防費が減少するので安全保障を提供する能
力が高まる．

　不利な点として考えられるのは選好の異質性が大きくなる
ということで，広範な民主主義制度の下では調整コストが増
大する．多様性のせいで集団行動問題の克服も困難になる．

•

•

•

•

•

ボックス    3.3

出所：Alesina and Spolaore (2003)．
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い．このような異質性は労働の移動性にも影響し

ている可能性がある．例えば，ユーロ圏はアメリ

カより強靭性が劣る単一通貨圏かもしれない．文

化的な異質性が大きいため，ショックに対して域

内移住を通じた調整が阻害されるからだ．民族的

な異質性は往々にして内戦につながりやすく，経

済成長にとって大きなコストとなる．

　文化的な多様性がもたらす効果に関する実証

分析結果は様々である（ボックス 3.4 も参照のこ

と）．民族的な分断は政府の質と経済成長と負の

相関関係がある注 33．民族的な異質性と紛争との

関係は，例えばブルンジやイラクのように，1 つ

のグループが過半数を占めているが，他の少数グ

ループが依然として強力であるという国の場合

にだけ統計的に有意である注 34．ほとんどの場合，

民族的，文化的な相違が紛争の原因になる可能性

は低い．しかし，政治力や資源に対する統制力を

確保するなど他の目的を達成するために，民族的

な相違が利用されることがある．民族性は社会の

他の側面と複雑な形で相互作用する．例えば，独

裁制の場合，成長率は民族的に多様な諸国の方が

同質的な諸国に比べて低くなる．

　言語的な多様性は地域によって大きく異なる．

エスノローグ（Ethnologue：「民族語」の意）と

いうデータベースは約 7,000 言語に関する情報

をその場所も含めて収集している．言語グループ

の異質性は赤道に近付くにしたがって増大してい

る（地図 3.4 と図 3.6）．実証的な国際比較研究

では，言語的な細分化な経済パフォーマンスに

とってマイナスであることが示唆されているもの

の，伝統的には地域的な通用語が分裂を克服する

のに役立ってきた．南アジアの大部分におけるヒ

ンディー語やウルドゥー語，東南アジアのインド

ネシア語やフィリピン語，中東のアラビア語やペ

ルシャ語，東アフリカのスワヒリ語，西アフリカ

のハウサ語がその例である．英語，フランス語，

スペイン語も同じ役割を果たしているが，多くの

諸国ではもっぱら教育のある少数者が使用するに

とどまっている．

抗争と領土紛争の経済的コスト
　浸透不可能な国境は経済成長を抑える傾向にあ

る．しかし，各国間の完全な政治統合は必ずしも

経済パフォーマンスの改善にはつながらないよう

である注 35．2 カ国が完全統合した場合，規模効

果はプラスになるが，成長に対する効果は全体と

して若干のマイナスになる．世界のそれ以外の諸

国との貿易が減少するためである．政治的，経済

的な完全統合で両方のパートナーが利益を享受す

るのは，ほんの一握りの場合だけである．それが

顕著なのはブラジルが近隣諸国のほとんどと統合

する場合である．しかし，政治統合のない近隣市

場との統合は，平均的にすべての諸国の成長を大

幅に押し上げるだろう．

　分裂が国内あるいは海外諸国との紛争によっ

て悪化している場合，国境は経済的利益をさらに

人工国家？

　1884-85 年にベルリンで一堂に会した植民地列強は，社会
的・経済的な分裂をほとんど考慮せずにアフリカの国境を決
定した．中東の国境の多くも，第 1 次世界大戦終了時に同様
に 定 め ら れ た

a
．Alesina, Easterly, and Matuszeski (2006) は，

国境がどれくらい直線的かと，このような国境が民族グルー
プを 2 つ以上の国に分断しているかどうかの尺度で，「人工国
家」を特定している

b
．北部アフリカ，北東アジア，南部ア

フリカの国境が最も人工的（直線的）であり，南アジアと西
部アフリカが最も分断されている．東および中部アフリカは
両方の基準でともに上位 4 位までの地域に入っている．
　実証分析によれば，人工的な国境は経済的・社会的な成果
を損なう．しかし，この関係は植民地の起源やアフリカにお
ける場所を制御すると有意性が低下する．人工国境は戦争勃
発確率の高さとは無関係で，民族的多様性と紛争の関係を研

究した Paul Collier の結果に類似している
c
．

　そこで，民族的な多様性に伴う経済的・政治的な問題を回
避するためには，国内における文化的な同質性が必要であろ
う．これはアフリカについてはずっと多数の国に分割するこ
とが必要だということを示唆している．しかし，多くのアフ
リカ諸国がすでに小規模であることの方がおそらくはより重
大な問題であろう．国が持続可能な経済的規模に到達するこ
とがすでに阻害されているのである．本報告書が主張してい
るように，小規模と民族的多様性に対応した適切な政策は，
統合の推進と国境の浸透性改善にある．

ボックス    3.4

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．MacMillan (2003)． b．Alesina, Easterly, and Matuszeski 

(2006)． c．Collier (2004)．
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減らす．紛争が軍事行動を含んでいない場合でさ

え，コストは甚大になり得る．領土紛争は高価な

国際経済取引コストを課すことになる．財産権が

不確実になるばかりか，管轄権や政策も不確実に

なるためだ．経済モデルの示唆によれば，アルゼ

ンチンとチリの領土紛争は，1950-95 年につい

て両国間の貿易を 330 億ドル減少させた注 36．千

島列島の領有権に関する競合的な主張を受けて，

1952-95年の日露貿易は5,350億ドル少なくなっ

ている．さらに，インドネシアとマレーシアの間

の領土紛争も 1980-95 年でみて貿易を 115 億ド

ル削減している．同じような紛争が領海を巡って

も存在しており，条約で解決されたのは約 3 分

の 1 に止まっている注 37．

　紛争が軍事的対決に発展した場合，コストは人

命の損失だけでなく経済的な面でもずっと大きく

なる．「典型的な」内戦のコストは 640 億ドルで

あり，世界全体では年平均コストは約 1,000 億

ドルに達しており，これはグローバルな援助フ

ローをはるかに凌駕している注 38．隣国の内戦も

自国の年成長率を約 0.5％押し下げると推計され

ている．近隣諸国が軍事支出を 2％増やす原因と

もなる．その他のコストとしては難民の流れがあ

り，それが病気を伝染させたり，選好されている

貿易ルートを妨害したりすることがある．コンゴ

共和国の内戦では，中央アフリカ共和国の木材輸

出が海に出るための河川アクセスが閉鎖された．

経済的な集中
　経済的産出はスペース的に集中している．これ

はどの指標を使っても，どの地理的な尺度（規

模）でみても妥当する．グリッドセルでみると，

世界の GDP の 4 分の 1 は 0.3％（ほぼカメルー

ンの大きな）というわずかな土地面積で，半分

では 1.5％の面積で，10 分の 9 にしても 16％の

面積で生産されている注 39．2006 年についてみ

ると，中国，日本，アメリカの 3 カ国だけで世

界の GDP のおよそ半分を，15 大国にすると約

80％を生産している．

　19 世紀初め，産業革命の初期，現在の先進国

の 1 人当たり GDP は現在の途上国や新興国の約

2 倍であった（表 3.1）．しかし，飛び抜けて大

きな人口を抱える中国とインドの当時の GDP を

合計すると，現在の G7 諸国の 2 倍以上と大き

かった．20 世紀半ば，G7 諸国は世界 GDP の半

地図 3.4　アフリカでは言語の多様性が大きい 図 3.6　世界的には言語の多様性は赤道周辺が
最も高い
緯度

言語密度
（100 万 km2 当たり言語数）

出所：World Language Mapping System, Ethnologue (2004)．

注：World Language Mapping System, Ethnologue (2004)．
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分以上（他の西洋諸国を含めれば約 60％）を占

めるに至った．北アメリカと日本は 1820 から

1998 年の間，それぞれ年率 3.5％，2.8％と最速

の成長をみせている注 40．ヨーロッパの 4 大国の

年平均成長率は約 2％で，アフリカ，東ヨーロッ

パ，アジアの小さい途上国の成長率とさほど違っ

ていない．しかし，GDP の成長率は G7 では人口

の伸びを 1.7 ポイント上回ったものの，この差は

中国とインドでわずか 0.8 ポイント，アフリカで

は 0.7 ポイントにとどまっている．20 世紀末に

至るまでの 180 年間にわたって，このような成

長率の違いから経済的生産の集中は北方の先進国

の方に移動したのである．

このような集中はどのようにして生じたか？
　現在の西洋先進国と日本への経済的質量の集中

は，18 世紀における経済的，技術的な革新に起

源がある．ヨーロッパの経済成長は産業革命期に

急加速し，イギリスでは 18 世紀半ばに近代的な

製造業が起こって，それが漸進的に大陸全体に広

がった．このプロセスの初期時点では，西ヨー

ロッパの GDP は世界全体の 20％にとどまってい

た注 41．19 世紀末になると，そのシェアは 30％

以上になり，そのうち 4 分の 3 は 4 大国（フラ

ンス，ドイツ，イタリア，イギリス）が占めてい

た（図 3.7）．

　この成長が生じた背景をみると，近隣諸国との

頻繁な抗争，連合の恒常的な変更，諸国の合併や

解体などがあった．19 世紀の初め，ドイツには

約 300 にも独立国家が存在していた．関税国境

は 1,800 もあり，うちプロシアだけでも国内に

67 もの関税圏を抱えていた注 42．ドイツが国内統

合を果たしたのはようやく 1870 年代になってか

らのことである．ヨーロッパは経済圏の寄せ集め

にすぎなかったものの，地方ないし地区ベースの

取り決めがあったおかげで貿易の流れは常に大き

かった．このような貿易の結び付きの増加がデー

ビッド・リカードを刺激して，彼は 1817 年に比

較優位の理論を書いた著作のなかで，イギリスと

ポルトガルが繊維製品とポートワインをそれぞれ

輸出して交換するという有名な話をしたのであ

る．リカードの著作が政府，なかでも特にイギリ

ス政府に貿易の自由化をさらに促すことになる．

　正式な経済統合は 20 世紀半ばまで始まらな

かった．経済的なものと同じくらい政治的な目的

が動機となって，世界 GDP の約 4 分の 1 を占め

るヨーロッパ 6 カ国は石炭と鉄鋼の貿易を自由

化する条約を締結した．それ以降，GDP の年間

成長率は第 1 次世界大戦後の 35 年間におけるわ

対世界 GDP シェア 対世界人口シェア

年平均
GDP

増加率

年平均
人口

増加率 超過増加率
（1 人当たり
GDP 増加率）1820 1950 1998 1820 1950 1998 1820–1998

G7 22.7 50.9 45.5 13.4 18.1 11.6 2.6 0.9 1.7

中国・インド 49.0 8.7 16.5 56.7 35.9 37.5 1.6 0.7 0.8

その他アジア 7.3 6.8 13.0 8.6 15.5 19.8 2.5 1.4 1.1

ラテンアメリカ 2.0 7.9 8.7 2.0 6.6 8.6 3.0 1.8 1.2

アフリカ 4.5 3.6 3.1 7.1 9.0 12.9 2.0 1.3 0.7

東ヨーロッパ・旧ソ連 8.8 13.0 5.3 8.8 10.6 7.0 1.9 0.8 1.1

表 3.1　GDP と人口の増加率の集中の場所は移動している（1820-1998 年）

出所：Maddison (2006)．
注：その他ヨーロッパ，オーストラリア，ニュージーランドは含まれていない．

図 3.7　グローバルレベルでも集中度は上昇してから横
ばいになる（1820-1998 年）

（主要地域の 1 人当たり GDP の変化を受けた対世界 GDP 比の推移）

対世界 GDP 比（対数目盛）

（単位：％）

西洋の「分家」
（アメリカ，カナダ）西ヨーロッパ

（EU12）

北東アジア
（日本，韓国，台湾）

1 人当たり GDP（1990 年国際的ドル，1,000 ドル）

出所：Maddison (2006)．
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ずか約 1％から約 4.5％に加速した．ヨーロッパ

諸国が世界の GDP に占めるシェアは若干低下し

たものの，EU 全体としては主に現在の 27 カ国

への拡大を通じて 25％のシェアを維持している．

　ヨーロッパの経済的進歩はオーストラリア，

ニュージーランド，北アメリカの英語を話す「分

家」に輸出された．1820 年から 20 世紀後半に

かけて，これら諸国は年約 3.6％と人口の増加率

1.9％（主にヨーロッパとアジアからの大量移住

が主因）の 2 倍の速さで拡大した．この間にこれ

ら諸国がグローバル GDP に占めるシェアは 2％

から 25％（最大のシェアはアメリカの 22％）に

上昇した．文化的な近接性と緊密な貿易関係を背

景に，革新は速やかに大西洋を往来したのである．

　日本の工業化が始まったのはかなり遅くなっ

てからである．1820 年の 1 人当たり GDP は北

アメリカやヨーロッパの半分程度で，この比率

は 20 世紀になるまで変わらなかった．1820-70

年の GDP 成長率は年 0.4％にすぎなかった．工

業化が加速し始めたのは明治維新後の 1860 年

代で，成長率が最も高くなったのは 20 世紀の後

半である．日本が世界経済に門戸を開放するな

かで，1950-73 年の成長率は年約 9%に達した．

1980 年代後半までに 1 人当たり GDP は西ヨー

ロッパを凌駕するに至っている．

それ以外の諸国はどうしたのか？
　G7 が世界の GDP に占めるシェアは 1950 年の

51％から 98 年の 46％へと若干低下している注 43．

新興国のなかでは，東ヨーロッパとロシアが合計

で 1980 年代後半のほぼ 5％から，1990 年代前

半には 2.4％へとシェアを落している．先進国と

東ヨーロッパのシェア低下は主としてアジアの

シェア増加を反映したものである（図 3.8）．東

南アジア・太平洋のシェアは約 1.8％に倍増し，

南アジアのシェアは 1.4％から 2.4％に上昇して

いる．最大のシェア増加は 1980 年代半ば以降北

東アジアで，基本的には中国で発生している．中

国が世界 GDP に占めるシェアは 1％未満から約

5.5％への著増を示して．『世界経済報告』（WDR）

図 3.8　対世界 GDP 比シェアが 1980 年以降大幅に上昇したのはアジアだけ
（途上国・新興国の対世界 GDP 比，2000 年の国際的ドル）

％ ％ ％

％ ％ ％

東アジア・太平洋 ヨーロッパ・中央アジア ラテンアメリカ・カリブ

中東・北アフリカ 南アジア サハラ以南アフリカ

北アジア
東南アジア・
太平洋

中央アジア・コーカサス・トルコ
東ヨーロッパ・ロシア

中央アメリカ・カリブ
南アメリカ

北東部アフリカ
西アジア

東部アフリカ
中部アフリカ
南部アフリカ
西部アフリカ

南アジア

年年年

年年年

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．
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市場アクセスと 1 人当たり所得

　市場アクセス（市場潜在力と呼ばれることもある）の定量
化は単なる興味本位のためではない．実証研究が示すところ
によれば，市場やサプライヤーへのアクセス度は成長や所得
に大きな影響をもたらす．例えば，貿易相手国との距離が半
減すれば，1 人当たり所得が 25％増加する．これは沿岸立地
と貿易開放政策を合わせた効果を凌駕する

a
．貿易相手国 Y

が X 国で生産されている製品に対する支出を増やせば，貿易
は X 国の要素所得（賃金）を引き上げることによって X 国に
利益をもたらす．支出の水準は主に Y 国経済の規模（密度）
と物理的な市場アクセスによって決まる．その物理的な市場
アクセスはといえば，主に Y 国への近接性（距離）と国境に
よる影響（分裂）によって決まる

b
．

 1970 から 2005 年の間に 1 人当たり所得にかかわる分布は，
グローバルな各国間の不平等が拡大したことを反映して広
がった．最貧国の所得をアメリカとの相対比でみると低下し
たということである（ボックス図参照）．また，分布が右にシ

フトしているが，これは世界の GDP 増加を受けて市場潜在力
がほぼすべてのところで高まっていることを示している．さ
らに，少なくとも一部の諸国については傾斜がきつくなって
おり，市場潜在力の収益率も上昇している（同額の市場潜在
性で購入できる 1 人当たり所得が増えている）．
　一定の市場潜在力に対して 1 人当たり GDP の格差は依然
として大きい．ハイチの市場潜在力はニュージーランドより
も大きい．アメリカに近いことが，経済規模と市場からの距
離の相互作用を反映して市場の潜在力を引き上げているから
だ．距離を所与とすれば，経済規模が当該国がどの程度うま
く市場アクセスを活用できるかを決定する．オーストラリア
やニュージーランドのような富裕国は遠隔の立地であること
を，かなり大きい市場と供給能力を提供することによって補
填に成功しているということである．

ボックス    3.5

出所：Mayer （2008：本報告書用）．

注：a. Redding and Venables (2004);  b.Mayer (2008) 参照．

各国の市場潜在力は不平等になってきている

1 人当たり GDP（アメリカとの比較） 1 人当たり GDP（アメリカとの比較）

市場潜在力 / アメリカ 市場潜在力 / アメリカ

1970 2003

の分類で残された他の地域のシェアは，人口増加

率がずっと高いにもかかわらず基本的に不変にと

どまっている注 44．

それがなぜ重要か？　市場アクセスの重要性
　経済的生産のグローバルな分布は各国の将来的

な発展にとって重要である．密度と距離がグロー

バル規模で相互作用しているからだ．これは成長

の牽引車である貿易と次の 2 つの変数の間に実

証的に密接な関係があることで証明されている．

それは周知の貿易の重力モデルを定義しているも

ので，①貿易相手国との距離と② GDP で測った

経済的規模の 2 つである（ボックス 3.5）．貿易

は距離が長くなると減少し，GDP が増えると増

加するので，どんな国でも近隣の国や GDP の大

きい国との貿易が多くなる．輸送や通信のコスト

が低下したにもかかわらず，距離がもつ貿易削減

効果は約半世紀前までは増加を続け，それ以降も

「不思議なことに」高水準にとどまっている（例

えば図 3.9 のブラジルを参照）注 45．

　この実証的な証拠は，例えば，中国とアメリカ，

あるいは日本とヨーロパという長距離貿易の急増

と整合しないように思える．しかし，このような

貿易の増加は貿易コスト削減が主因ではない可能

性がある．それは主として経済的産出という重力

的な貿易関係における要因に牽引されているので

ある注 46．中国の GDP は激増して，国際市場に財

を輸出し，消費財，資本財，中間投入財を輸入す
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るための経済的質量を提供できるようになったの

である．貿易の増加は自己強化的なプロセスを通

じて，効率的な港や頻繁なコンテナ輸送接続など

貿易のインフラやサービスについて，規模の経済

を生み出す．したがって経済が大きく裕福な国ほ

ど，経済的密度が高いため長距離貿易の障害を克

服することができるのである．

乖離して，それから収斂する
　世界の経済的産出にかかわる地理的な分布の変

化は，経済的質量が最初は西ヨーロッパに，その

後は北アメリカに集中したことを反映している．

もっと最近では，最初は日本が，その後は東アジ

ア地域のその他諸国が成長したことに伴って，若

干の脱集中が生じている．グローバル GDP のな

かで大きなシェアを占めている諸国や地域に対し

て，中国とインドがしかるべき地位を主張しつつ

あるといえる．投入物や産出物の市場に対するア

クセスは，経済的産出の絶対水準にかかわる地理

的な分布に影響する．この分布が変化すれば，国

民経済の先行き展望もやはり変化する．それが次

に地域や国のレベルにおいて，所得，健康，人的

資本の水準と変化に反映される開発成果に影響す

る．しばしば人間開発に貢献する投入物と考えら

れているこの人的資本もやはり，個人の生活の質

を引き上げる開発成果の 1 つである．

　以下の 3 つが一般的なトレンドである．

所得と基本的な生活水準はグローバルにみて

総じて上昇しているが，大きな例外が若干あ

る．

最富裕国と最貧国の間には極めて大きな乖離

が存在するが，健康と教育についてはグロー

バルにみて若干の収斂がみられる．

急成長している地域内部では若干の収斂がみ

られる．

一般的な改善
　現世代は所得や福祉にかかわるほとんどどんな

グローバルな要約指標でみても，歴史上のいか

なる前世代よりも豊かである．1990 年の国際的

ドルで測定した 1 人当たり GDP はこの 500 年間

で約 550 ドルから 5,700 ドルへと 10 倍に増加

している．一方，人口は 4 億人から 60 億人に増

加した（表 3.2）．1820 以降，産出の伸びは年約

2.2％で，それに伴い生活水準はかなり上昇して

きている．出生時の平均余命は 1820 年の 26.5

年から，1910 年に 32.8 年，2005 年には約 68

年にまで伸びている注 47．直近の 35 年間だけで

も世界の平均余命は約 10 年も伸びている．ま

た，1870 年当時，学校教育の平均年数は 1.15

年，成人識字率は 25.5％であった注 49．その後，

学校教育の年数が 1929 年に 2.5 年，2000 年に

は 6.7 年に長くなるとともに，識字率はそれぞれ

43.8％，78.3％へと上昇している（図 3.10）．

•

•

•

図 3.9　ブラジルと貿易相手国との距離がもつ効果は依然として大きい

貿易 / 相手国 GDP（％）
1980

貿易 / 相手国 GDP（％）
2005

距離（1,000km） 距離（1,000km）

出所：IMF(2007).
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図 3.10　世界の教育成果は改善している

学校教育年数（年） 識字率（％）

識字率

学校教育年数

年
出所：Morrisson and Murtin (2005)．

最富裕国と最貧国の間には極めて大きな格差が
ある

　過去 500 年間における 1 人当たり産出の増加

をみると，日本では 40 倍，オーストラリア，カ

ナダ，ニュージーランド，アメリカでは 65 倍に

なっている（表 3.2）注 49．ところが，アフリカで

はわずか 3 倍，日本を除くアジアでは 5 倍に止

まっている．最貧地域と最富裕地域の格差をみ

ると，1500 年の 2 倍から，1870 年の 5 倍，20

世紀末の約 20 倍へと拡大している．過去 2 世紀

の間に不平等にかかわるジニ係数は 30％上昇し

ている．世界中の個人間の 1 人当たり所得にか

かわる不平等をタイル指数で測ると 60％上昇し

ているが，これは一国内ではなく各国間の所得格

差拡大が主因である注 50．

　重要な点は，1 人当たり所得がヨーロッパとそ

の分家で，そしてもっと最近では東アジアで著増

したということである．この増加はまず日本で

始まって，1 人当たり GDP が 1950 年以降 10 倍

になり，その後に中国，韓国，台湾，東南アジ

ア諸国が続いた．中国の 1 人当たり GDP は絶対

水準は依然として低いものの，1990-2005 年の

間に年 8.4％の上昇をみせている．所得分布の下

の方には中央アフリカ地域があり，GDP 全体は

1960-2006 年の間に 3 倍になっているが，北ア

ジアの増加は 30 倍であった（図 3.11）．人口増

加率が経済成長率を凌駕していたため，中央アフ

リカの 1 人当たり GDP は不変価格で 8％減少し

たことになる．世界の最貧国（ほとんどが内陸国

で多くがアフリカにあり，世界人口のなかで「ボ

トムの 10 億人」の故郷となっている）では，所

得が 1990 年代に 5％減少したのである注 51．

　1960 年から 1980 年代の終わりにかけて，世

界中のほとんどすべての国で出生時平均余命の

伸びが持続した注 52．南アジアでは 42 年から 60

年に，北アフリカでは 47 年から 65 年に伸びた．

例外はサハラ以南アフリカである．アフリカの西

部，中部，東部では 1980 年代後半まで平均余命

は緩やかな増加をみせた．南部では 46 年から約

60 年までとやや大きな伸びをみせた．しかし，

それ以降，HIV/ エイズの流行で死亡率が大幅に

上昇したため，南部アフリカの平均余命は 1960

年を下回る水準にまで減少した．中部および東部

アフリカでは平均余命の減少はそれよりも小幅で

あり，西部では感染症が抑制されたため改善テン

ポが若干鈍化するにとどまった．世界のなかで

（世界平均，1870-2000 年）

1500 1820 1870 1913 1950 1973 1998 1998:1500

西ヨーロッパ 774 1,232 1,974 3,473 4,594 11,534 17,921 23.2

西洋の分家 400 1,201 2,431 5,257 9,288 16,172 26,146 65.4

日本 500 669 737 1,387 1,926 11,439 20,413 40.8

アジア（日本を除く） 572 575 543 640 635 1,231 2,936 5.1

ラテンアメリカ 416 665 698 1,511 2,554 4,531 5,795 13.9

東ヨーロッパ・旧ソ連 483 667 917 1,501 2,601 5,729 4,354 9.0

アフリカ 400 418 444 585 852 1,365 1,368 3.4

世界全体 565 667 867 1,510 2,114 4,104 5,709 10.1

地域間格差（最大最小比） 2:1 3:1 5:1 9:1 15:1 13:1 19:1

表 3.2　1 人当たり GDP は 10 倍に増加（1500-1998 年）
（単位：1990 年の国際的ドル）

出所：Maddison (2006)．
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最悪のトレンドを示している 10 カ国のうち 9 カ

国はサハラ以南アフリカ諸国で，そのほとんどが

アフリカの南部ないし南東部に所在している（図

3.12）．

　平均余命と同じく，教育アクセスにかかわる

不平等は学校教育年数に関するジニ係数でみて，

1870 年の 0.79 から 2000 年の 0.39 へとグロー

バルに大きく縮小した注 53．19 世紀には不平等が

大きかった主因は，西ヨーロッパとその分家では

初等教育が義務化に近い状態にあったことにあ

る．世界のその他の地域が教育の普及に努め始め

たのはずっと後になってからであったため，途上

国の多くが初等教育を拡充した 1930 年以降，不

平等は大幅に縮小している注 54．1960-2000 年に

ついてみると，生産年齢人口の学校教育年数は世

界のあらゆる地域および所得グループにわたって

増加している（図 3.13）注 55．人口で加重平均し

た平均教育年数について最高と最低の差は 9.7 年

から 3.1 年に低下している注 56．このような改善

はどの地域でもかなり均一であり，最高地域と最

低地域の差は基本的に横ばいにとどまっている．

しかし，貧困国はかなり低水準からスタートして

いるため，比率でみた改善はもっと大きく，長期

的には収斂することが推定される．

高成長地域内における若干の所得収斂
　近隣諸国は相互に有益な経済的結び付き，波及

効果，補完性をもたらすので，グループ全部の諸

国はそれぞれ所得を引き上げることができる．こ

れで貧困国が成長率を高めることができれば，経

済パフォーマンスは長期的に収斂する．貧困国は

最終的には富裕国に追い付くだろうか？　この疑

問は 1980 年代後半から 90 年代にかけて，経済

成長理論の研究者の間で大きな関心を呼んだ注 57．

収斂を分析するための道具や手法を開発して，成

長と初期の所得水準との関係を分析した．初期の

地位が低いほど高い成長が必要だという結果が期

待されたが，世界的にみて過去 50 年間にわたり

各国間で収斂はほとんどみられない（図 3.14）．

トレンドは弱いものの，乖離する兆候さえないで

はない．世界の各地域の内部については，証拠は

もっと様々である．

　地域統合と時間的動態の観点から，収斂の研究

は重要である．第 1 に，経済的命運は近隣諸国

がしていることによって形作られるし，脆弱な諸

国は経済統合が成功すれば，孤立していたら達成

北東アジア

その他高所得国

東南アジア・太平洋

南アジア

OECD

北部アフリカ

中央アジア・カーカサス・トルコ

中央アメリカ・カリブ

東ヨーロッパ・ロシア

西アジア

南アメリカ

南部アフリカ

東部アフリカ

西部アフリカ

中部アフリカ

図 3.11　東および南アジアだけは高所得国に追い付いている
（1 人当たり GDP の年平均成長率，1960-2006 年）

％

出所：World Bank (2007j)．
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不可能な水準に向けて所得を引き上げることがで

きる．統合している地域では収斂度が高くなるも

のと期待されるのである．第 2 に，高成長地域

では，先進的な諸国が引き離して行くため最初は

乖離が生じるが，後進的な諸国が成長の波及効果

を享受して，長期的には追い付き始めるためやが

て収斂が起こる．

　近年最も速く成長している地域である東アジア

では，初期の乖離に続いて収斂が起こっている．

1950-70 年についてみると所得は大きく乖離し

ている．最初は日本，次に香港とシンガポールが

非常に高い成長を続けたからである（図 3.15 及

び 3.16a）．しかし，1970 年代になると，特に韓

国と台湾を中心に他の諸国が高成長クラブに参加

図 3.12　平均余命はアフリカでは大幅に減少
（大きな増加 / 減少を示した国，1970-2005 年）

ベラルーシ
ジンバブエ

ボスワナ

南アフリカ

ナミビア
ケニア

サウジアラビア

リビア

エジプト
ベトナム

ザンビア
レソト

インドネシア

スワジランド

バングラデシュ

オマーン

ネパール

中央アフリカ共和国
イエメン

ガンビア

平均余命（年）
出所：World Bank (2007j)．

図 3.13　教育は 1980 年代以降平等になってきている
学校教育年数（15-46 歳人口，人口加重平均）

年

世界全体
高所得国
中および低
所得国
中東・北部
アフリカ
サハラ以南
アフリカ

南アジア

ラテンアメリカ・
カリブ
東アジア
太平洋

ヨーロッパ・
中央アジア

出所：Cohen and Soto (2007)．
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図 3.14　1 人当たり所得は世界的にやや乖離（1950-2006 年）
（人口 100 万人以上の国）

1 人当たり GDP の年平均成長率（%）

初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．

図 3.15　東アジアでは乖離してから収斂（1950-2006 年）
（人口 100 万人以上の国，変動係数と 1 人当たり GDP 成長率）

変動係数 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル，1000 ドル）

年 年

日本
香港
シンガポール
台湾
韓国
マレーシア
タイ
中国
フィリピン
インドネシア
パプアニューギニア
ベトナム
モンゴル
ラオス
カンボジア

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．

した．1976-92 年についてやや乖離しているよ

うにみえる（図 3.16b）ものの，これは密接な関

係にあるものの別個の収斂軌道をたどっている 2

つのグループを示している（図 3.16c）．全体と

して，これが地域的に強力な収斂につながってお

り，1 人当たり GDP の国別格差は依然として大

きいものの，1960 年当時の水準にまで縮小して

いる．この収斂はグローバル化を背景とした地域

的な経済統合という特別な組み合わせに加えて，

中国とベトナムの市場指向型政策に大いに関係が

ある．

　成長が緩慢で地域統合が限定的な地域では収斂

の兆候がほとんどみられない．西アジアと東ヨー

ロッパが適例であろう（図 3.17）．西アジアには

人口の多寡は様々で，資源について豊富な国だけ

でなく，ヨルダンなど乏しい国も含まれる．域内

貿易の水準が低いということは統合の水準が低い

ことを示唆している．東ヨーロッパでは 1 人当

たり所得は 1990 年頃まで乖離が小さかった注 58．

ところが，ソ連の崩壊とベルリンの壁の崩壊を受

けて，1 人当たり所得が減少に転じたが，下落率

の大小に著しい差が生じたのである．西端にある

諸国が西ヨーロッパとの経済的な結び付きを強化

する方向に転換して，最終的には EU に加盟した

ことを受けて，この乖離はさらに広がった．これ

とは対照的に，ベラルーシとウクライナは最初は

ロシアとの緊密な関係を維持した．ロシアが天然

資源牽引型の成長で利益を享受し始めたのはごく

最近のことにすぎない．

　ラテンアメリカ・カリブ地域の南端にある諸国

は成長率が相対的に低く，収斂も限定的であった

（ボックス 3.6）．北端にあるメキシコは 1994 年
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図 3.16　東アジアの成長にははっきりと 2 つの局面に分かれる
（人口 100 万人以上の国，1950-70 年と 1976-92 年）

a. 1950–70

b. 1976–92 ①

c. 1976–92 ②

1 人当たり GDP の年平均成長率

1 人当たり GDP の年平均成長率

1 人当たり GDP の年平均成長率

1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．

日本

香港

シンガポール

台湾

韓国

マレーシア

フィリピン

タイ

ベトナム

中国
カンボジア

中国モンゴル

ラオス
インドネシア

中国
台湾

韓国
タイ

インドネシア

マレーシア
日本

フィリピン

パプアニューギニアモンゴル

ラオス
ベトナム

カンボジア

香港
シンガポール

中国
台湾

韓国タイ

インドネシア

マレーシア
日本カンボジア

ベトナム
ラオス

モンゴル
パプアニューギニア

フィリピン

に先進国と途上国の両方を含む初めての重要な地

域的な自由貿易協定に参加した．北米自由貿易協

定（NAFTA）はアメリカ，カナダ，メキシコの

間で取引されるほとんどの商品について関税を撤

廃した．それ以降の証拠に基づくと，正式な地域

統合プロセスに関して 3 つの点が明確になって

いる注 59．

正式な統合までには長年にわたる準備，漸進

的で非公式な統合，国内政策の変更が必要で

ある．メキシコは協定が発効するはるか以前

に，一方的に貿易障壁を削減し，規制変更を

実施した．

協定は貿易と外国直接投資（FDI）の流れを

著しく増加させた．経済分析が示唆するとこ

ろによれば，NAFTA がなければメキシコの

総輸出は約 50％，FDI は 40％低い水準にと

どまっていた．NFTA は貧困の削減と所得の

増加に寄与したものと考えられる．2002 年

の 1 人当たり GDP は NAFTA がなければ 4％

も低かった可能性がある．

メキシコ経済に対するこのようなプラス効果

にもかかわらず，協定は所得について急速な

収斂をもたらしてはいない（図 3.18）．メキ

シコは大きな経済危機は免れてきているの

で，安定性の高まりが大きな福祉効果を発

揮することが期待される注 60．しかし，アメ

リカ経済と比べたメキシコ経済の相対的パ

フォーマンスは他のラテンアメリカ諸国と大

差があるわけではない．

　経済的産出にかかわる大差はかなりの長期間に

わたりそのままの状態が続くであろう．実際問題

として，定常状態の収斂に関する推計によれば，

メキシコの所得はアメリカの所得の半分に達する

のがせいぜいである．国内制度の質，企業の革新

ダイナミックス，労働力のスキルなどに大差があ

ることが主因として指摘されている．このような

ことすべてはアメリカとのより緊密な統合化で利

益を享受できようが，そのプロセスには相当な時

間が必要であろう．

•

•

•

香港
シンガポール
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地理，グローバル化，発展
　過去 2-3 世紀以上にわたり経済的富は一部の

地域に集中しているという頑固な状況はまったく

変わっていない．新しい国や地域が富裕層の仲間

入りすることが時々あるだけである．このよう

な状況は以下の 4 つの側面から説明できる．第

1 に，物理的な地理は一部の国が裕福になるのを

最初は助けたものの，他の国については引き続き

足を引っ張っている．第 2 に，（産業革命期にお

ける技術革新など当初の優位性を初めとする）経

済地理の諸力は集積の経済を促進し，経済活動の

集中を強化した．第 3 に，地域的な波及効果は

同一域内の他国の経済活動を増加させ，それがさ

らに経済的生産の規模と範囲を拡大させた．第 4

に，経済的集中度をもったまったく新しい地域が

台頭した．それは混雑や確立した地域における製

図 3.17　西アジアと東ヨーロッパでは統合と収斂がほとんどみられない
西アジア

東ヨーロッパ

西アジア

東ヨーロッパ

1 人当たり GDP の年平均成長率（％，1950-2006 年）

1 人当たり GDP の年平均成長率（％，1950-2006 年）

変動係数

変動係数

初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

年

年

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．
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ウクライナ マケドニア

共和国

ロシア
ベラルーシ

ルーマニア

図 3.18　メキシコを初めとするラテンアメリカ諸国はアメリカに追い付いていない
（ラテンアメリカ主要国の 1 人当たり GDP の対アメリカ比）

各国の 1 人当たり GDP/ アメリカの 1 人当たり GDP

年

アルゼンチン

ベネズエラ

メキシコ

チリ
コスタリカ
ブラジル

コロンビア

出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．

チェコ
クロアチア
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造業からサービスへのシフトに対応したものであ

るが，それが他の場所に製造業の機会を「明け渡

す」ことになる．以上のことは，現在の世界で後

進的な地域の先行き展望について，どのようなこ

とを示唆するのであろうか？

地理は現在どの程度重要なのか？
　第一の天性の地理．物理的な賦存状況は国の将

来的な発展に影響する．例えば，農業生態的な賦

存状況に恵まれた地区における農業の集約化は余

剰を生み出し，より生産的な使途にシフトするこ

とができる．しかし，このような資産の分布は均

一ではない．Landes (1998) は「自然は人生と同

じく，寵愛については不公平で不平等である」と

述べている．研究者は経済的産出と地理的特性の

間には強い相関関係があることを発見している．

産出密度（1 平方キロメートル当たりの GDP）を

地理的変数（平均年間気温，平均年間降水量，平

均標高，土壌の「粗さ」，土壌の分類，海岸から

の距離など）で回帰分析すると，経済的生産密度

の相違の 91％は説明できる注 61．同じような分析

では， 1 人当たり産出にかかわる熱帯アフリカと

近隣諸国は重要：南アメリカと南ヨーロッパ

　半世紀前，南アメリカのサザンコーン諸国（アルゼンチン，
ブラジル，チリ，ウルグアイ）の 1 人当たり所得は，文化的
な絆が強い南ヨーロッパの 3 カ国（イタリア，ポルトガル，
スペイン）との比較で，ほぼ同じかむしろ高かった．その後，
2 つのグループは互いに違う成長軌跡をたどった．この間の
ほとんどを通じて，サザンコーン諸国はチリを例外として同
じような保護主義政策を実施した．1950-2006 年における 4
カ国の１人当たり GDP 成長率は年平均 1.7％にとどまった．
　一方，南ヨーロッパの経済ダイナミックスは違った展開を
みせた．イタリアは欧州共同体（EC）の創設メンバーとなり，
ポルトガルとスペインは長期にわたる独裁制を脱して 1986 年

に EC に加盟した．3 カ国は低い水準からではあるが，ラテン
アメリカを凌駕する年 3％以上のペースで成長した．両地域
とも所得の収斂をみているが，そのペースは西ヨーロッパは
年約 1％と南アメリカの同 0.3％を上回った．イタリア，ポル
トガル，スペインは単一の統合された西ヨーロッパ市場のな
かで，地域的な成長波及効果，大市場への近接性，連帯政策
などから利益を享受した．サザンコーンでは地域統合は緩慢
で，西半球の富裕な市場との統合が長期にわたってないがし
ろにされてきたのである．

ボックス    3.6

出所：WDR 2009 チーム執筆．
注：a. Lucas Jr. 2007.

ラテンアメリカと「ラテン系ヨーロッパ」の経済的命運は乖離した（1950-2006 年）

1 人当たり GDP の年平均成長率（％） 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル） 年
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ウルグアイ

アルゼンチン
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アルゼンチン
ウルグアイ
チリ
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収斂のペースは南アメリカで遅く，南ヨーロッパで速い

1 人当たり GDP の年平均成長率（％，1950-2006 年） 1 人当たり GDP の年平均成長率（1950-2006）

初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル） 初期 1 人当たり GDP（2000 年の国際的ドル）

図出所：World Bank (2007j); Maddison (2006)．
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先進地域の格差の 20％，熱帯アフリカとその他

の熱帯との格差の 12％が説明できる．気候は病

気など他の要因とも相互作用する．媒介動物性疾

病は熱帯諸国で特に多く，生産性を低下させてい

る．アフリカではマラリアを原因とする死亡者が

毎年約 100 万人，臨床患者が 2 億人以上に達し

ているものと推定される注 62．その他の純粋に地

理的な要因（GDP の年成長率を 0.5％押し下げる

内陸国であることや遠隔地など）についてはすで

に述べた通りである．

　これは地理が国の運命を支配するということを

意味するのだろうか？　否である．物理的な地理

は当初の成長率格差や経済的成果にかかわる格差

の一部を説明するには有益である．しかし，この

ような制約のほとんどは十分な財源があれば克服

可能である．したがって，これは後進性の究極的

な原因というよりも，その近似的な原因といえ

る．例えば，高水準のマラリアは原因であると同

時に，執拗な貧困の表れとも考えられる（ボック

ス 3.7）．それ自体は開発政策にとって重大な懸

念事項ではあるが，経済的富のグローバルな分布

を説明したり，将来的な成長の潜在性を予測した

りするには不十分である．

　第二の天性の地理．世界の発展パターンを説明

する代替的で補完的な意見によれば，各国や各地

域相互間の当初のわずかな相違（例えば天然資源

の賦存状況について）は，時間の経過に伴って大

きな乖離を生み出し得る．経済発展にかかわる重

大な疑問点は，成長のうちどれだけが人的および

物理的な資本蓄積によるもので，どれだけがその

ような要因の活用にかかわる効率性によるものな

のか，ということにある注 63．増加を続けている研

究成果で確認されているところによれば，資本蓄

積だけでは成長や所得にかかわる各国間の相違を

説明するのに不十分である．むしろ全要素生産性

（TFP：生産要素がどれくらい効率的に組み合わさ

れているか）の方がそれをうまく説明できる注 64．

　しかし，TFP は曖昧な概念で，経済的生産につ

いていくつかの側面を仮定している．より一般的

にいえば，TFP は製品やサービスを生み出すため

の技術改善に関係している．それがコスト削減

に，したがって競争力増大につながる．補完性，

波及効果，規模の経済でも TFP の相違を説明で

きる．地理的に考えると，このような外部性は互

いに近接して立地する生産者に利益があることを

示唆している．大きな生産単位に有利に働く規模

の経済が相まって，経済活動の集中は様々な地理

的な尺度にわたって増大する．近代におけるヨー

ロッパの経済成長は，重要な技術進歩を生み出し

た産業革命が契機となっている．技術の改善と人

口の増加は規模の経済を強化し，集中度が高い工

業センターの台頭につながる．このようなセン

ターは労働者や新しい企業を引き付け，さらに大

きな集中につながる好循環的で自己強化的なプロ

セスを起動させる．

　発展は伝染し地域全体に広がる傾向にある．成

長のセンターは一国内の特定地区を出発点とする

かもしれないが（イングランド北西部の工業地

帯やニューイングランドの水車町など），ダイナ

ミックなセンターは拡散する傾向にある．国際的

なレベルでみると，成長は近隣諸国に広がって，

地域的な成長センターの台頭につながる．各国相

互間の開放性と相互作用が十分であれば，成長が

拡散するメカニズムは技術的な波及効果と，特化

が進展する一方で旧来の生産プロセスが崩壊する

という形を通じるものとなる．これによって，中

間財需要の一部を近隣諸国から調達できるという

可能性が高まる．貿易が大幅に増加するので，規

模の経済が作用して経済の生産性が急上昇する．

労働や資本のプールが大きいほど，また市場規模

が大きいほど（輸送接続の漸進的な改善によって

出現可能），地域経済の急速な離陸につながって

いく注 65．

　成長と富をもつ新しい地域が台頭する．　核と

なる地域が成長して，混雑と賃金上昇を背景に企

業家が近隣地域に新しい生産拠点を求めるような

水準に達すると，成長と富をもつ新しい地域が台

頭する．西ヨーロッパでも北アメリカでもこれが

起こった．前者の場合，企業は製造業の拠点を中

央および東ヨーロッパに移転した．後者の場合，

メキシコはアメリカとカナダの市場を指向する製

造業投資の流入を引き付けた．この地域構築にか

かわる伝染モデルはすべての経済活動が拡大を続

ける隣接する圏内にとどまることを示唆してい
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第一の天性の地理：マラリア撲滅は可能か？

　人間のマラリアの原因となるマラリア病原虫種の分布は
1900 年に世界的に上限に達した可能性大である．それ以降，
汚染地域は人間条件の改善と意図的なコントロール策を様々
に組み合わせた対策によって徐々に減少してきている．ボッ
クス図は全種類のマラリアについて 1900 年頃関してに想定さ
れる分布範囲

a
と，熱帯熱マラリア病原虫について 2007 年現

在の分布範囲
b

との差を示したものである．後者は臨床学に
最も重症で疫病学に最も重要なタイプのマラリアである．か
つてマラリアが多発した地域（濃い灰色）は南北両半球のな
かで，寄生体の先祖伝来の分布である温度・緯度極限域に集
中している．
　研究者が証明しているところによると，国の経済的繁栄と
マラリアの負荷との間には強固な逆相関関係がある

c
．国が

豊かなほどマラリアが少なく，貧しいほど多いのである．こ
のような研究では，マラリアが貧困に寄与するメカニズムが，
個別的なものからマクロ経済的なものまで数多く裏付けられ
ている．マラリアに対する制約が外されたとしたらどうなる
のだろうか？　マラリアの撲滅は可能だろうか？　このよう
な疑問に関してはグローバルなレベルでは十分な解答がまだ
得られていない

d
．

　しかし，問題の取り組みを開始することは可能である．ボッ
クス地図のなかで，人口 1,000 人当たりの毎年患者が 0.1 人
以上であればリスクは安定，それ未満であればリスク不安定，
3 年間続けて患者がなければリスクはゼロと分類されている．
2007 年について人口分布図の上に重ね合せると

e
，23 億 7,000

万人がマラリア感染について何らかのリスクのある地域に居
住していることがわかる．グローバルにはほぼ 10 億人がマラ

リアのリスクが不安定な，つまり極めて低い状況下で暮らし
ている．低リスクの状況は南北アメリカと東アジアで典型的
であるが，アフリカでも普通にみられる．
　不安定なマラリア感染のリスクにさらされている 10 億人に
とって，マラリアの撲滅は疫学的に実現可能である．疫学的
な実現可能性はグローバルなマラリア撲滅プログラムの歴史
的な経験を参考にしながら，モデリングを通じて，殺虫剤処
理済み蚊帳（ベッドネット）をどの程度大規模に採用するか
で決まる

f
．多くの地域では撲滅が単なる疫学的な実現可能性

の問題ではない理由がたくさんある．政治的な不安定性と地
理的なアクセス可能性が自明の理由であるが，それは運用上
の障害であって技術的な障害ではない．
　安定的なリスクにさらされている 13 億 7,000 万人について
は，何が達成できるだろうか？　初期の証拠が示唆するとこ
ろによれば，このうち大部分は発症が非常に低い地域に住む
ようになる見込みである

g
．数学的なモデルを使った詳細な

研究によって，既存の介入手段の効果を推計することができ
る．歴史的な介入策の効率性に関するデータの詳細な分析と
組み合わせると，相当な洞察が得られるだろう．このような
アプローチはマラリアが撲滅可能かどうか，もしそうなら，
どんな時間的枠組みとどれだけの財源の下で可能か，という
こと決定する助けになるだろう．

ボックス    3.7

出所：Simon Hay, David L. Smith, Robert W. Snow 執筆．
注：a. Hay 他 (2004); Lysenko and Semashko (1968)． b. Guerra 他 (2008)． 
c. Sachs and Malaney (2002)． d. Roberts and Enserink (2007)． e. Balk 他 
(2006)． f. Hay, Smith, and Snow ( 近刊 )． g. Guerra 他 (2008)．

現在繁栄している地域もかつてはマラリアに汚染されていた

マラリア安定

かつてマラリア汚染

マラリア不安定

マラリアなし

出所：Malaria Atlas Project (MAP); Kenyan Medical Research Institute and University of Oxford
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る．しかし，現実はそうではない．

　経済成長は条件次第ではまったく新しい地域に

跳躍するのである注 66．世界の新しい製造業セン

ターの立地は多種多様な要因に左右される．それ

に含まれるのは市場規模，貿易や取引のコスト，

人的・物理的資本にかかわる初期の賦存状況，そ

の他の潜在的な成長地域との競争などである．こ

の跳躍モデルは東アジアが最初は労働集約的生産

の，後には技術的により高度な生産の世界的なハ

ブとして台頭した現実に当てはまっている．それ

より半世紀前，日本がアメリカ市場向けの安価な

エレクトロニクス製品や消費財の供給源になると

は考えられていなかった．両国間の距離が障害と

考えられた．しかし，コンテナ輸送が出現して以

来，日本の生産者は北アメリカの，後にはヨー

ロッパの市場で競争力がもてるようになった注 67．

韓国と台湾が日本の先例にならった．これら 3

国から製造業投資が東南アジアに，なかでもマ

レーシアとタイに，次いで，経済の自由化を受け

て，中国に向かって広がったのである．

これから何が学べるか？
　規模は非常に重要である．規模の経済を生み出

すためには，一定の人口と経済的質量が整ってい

る必要がある．産業革命期のヨーロッパでは，比

較的大きくて集中した人口が工業品を生産する労

働とそれを消費する市場の両方を提供してくれ

た．天然資源ベースの経済から工業化した北アメ

リカには，東部海岸沿いに大きな人口があった

が，ヨーロッパを初めとする世界の地域からの移

民でたちまち増加した．東アジアの人口は膨大

で，最初は日本が，後には中国が地域において製

造業発展のエンジンとして機能した．各地域とも

大きな域内市場をもっていたことも有利に働いた

が，生産の多くは直ぐに域内と域外の両方に向け

られることになった．

　一次産品の輸出だけに基づいて経済的な運命を

引き上げた国はほとんどない．ボツワナは 1 つの

例外である．人口は少ないが大規模な鉱物資源と

適切な政策に恵まれていたのである．鉱物資源は

管理がよければ資本を生み出すので他の部門に投

資できるが，これをうまく実現できた国はほとん

どない．農業は生活や農村部における所得創出，

また一国内の特定の地域にとっては重要である．

しかし，それだけでは貧困国を中ないし高所得国

の地位にまで引き上げることはできない．農村部

の活動は輸出向けに十分な余剰を生み出すには規

模があまりにも小さいか，あるいは農業生産が十

分な規模をもっている場合には，一握りの大きな

地主や農業関連ビジネスを利するだけとなってい

る．サービスを云々するのは時期尚早である．し

かし，貧困国に広範な成長波及効果を生み出すの

に必要な熟練ホワイトカラーが十分に存在する可

能性は低い．インドには輸出指向型の大きなサー

ビス部門があるが，10 億人以上の人口中わずか

56 万人を雇用しているにすぎず，しかもほとん

どがかなり収穫一定の顧客サポートやバックオ

フィスの仕事である注 68．

　製造業は重要である．世界の地域で成功してい

る地域はすべてある時点で，基本的な労働集約型

製造業で大きく広範な利益を手にしている．各国

が豊かになり消費者が多様性を求めるなかで，こ

のプロセスは当初は生産の多様化につながった．

地域の経済が拡大するのに伴って，各国の生産と

雇用は自分たちが最も得意とするものに特化し始

め，域内の各国間で中間財を取引する相互連携的

な生産ネットワークが出現した．中国や東アジア

のその他の「第二波」の諸国が参加したのはこの

時期である．もっと以前に工業化を果たしたヨー

ロッパや他の地域では，経済に占める製造業の

シェアが急減し，工作機械や情報技術（IT）機器

など高度に専門化した製造業だけが残っている．

このような諸国ではよそで生産される製品のため

の研究や設計を含めたサービス部門が，雇用や経

済的産出のなかで今や飛び抜けて大きなシェアを

占めている．

　開放性は大いに助けになるものの導入には慎重

さが必要である．現在成功している地域はどこで

も当初は，関税やその他の保護措置という強固な

障壁を構築した上で製造業部門を発展させた．漸

進的に国境を開き，地域的にもグローバルにも統

合したのは，経済が成熟して，自分たちの製品に

ついて外国の投入財や市場に依存するようになっ

てからのことである．各地域内で国際的な国境を



���　第 3 章　分裂

またぐ相互連携的な生産ネットワークが台頭する

たには，財・サービスの貿易だけでなく，共通の

基準や規則についても合意できるよう各国間でさ

らなる調整と協力が必要であった．

　このプロセスの進展は地域ごとに若干違ってい

たが，ヨーロッパが最も正式な形をとった．EU

の政治経済統合が多数の諸国間に存在していた二

国間取り決めの寄せ集めに一挙に取って代わっ

たのである（ボックス 3.8）．これとは対照的に，

東アジアでは正式な協定が比較的少ないまま，緊

密な企業家の生産ネットワークが創造された．北

アメリカにおける初期の統合は，アメリカとカナ

ダで共有されていた言語と文化的背景が促進要因

となった．比較的最近参加したメキシコは，1 人

当たり所得について大差がある国相互間の障害を

一部除去した．

　開放性と統合は世界市場へのアクセスが近隣諸

国に依存している小国あるいは内陸国にとっては

最も有益である．ルクセンブルクにとって規模が

小さいことは重要ではない．ヨーロッパ経済のな

かに緊密に統合されていて，あたかも大国内で特

化した都市のように運営されているからだ．スイ

スが内陸国であることは高度に専門化した製造業

およびサービス部門の発展にとって制約にはなっ

ていない．世界市場には空輸で，あるいは近隣諸

国を経由して接続することができ，その近隣諸国

はスイス製品にとって重要な行き先でもある．以

上の 2 国は統合しているおかげで，ずっと大き

な国だけが達成可能な専門化と規模の経済から利

益を享受することが可能となっている．

　先進的な地域は統合を円滑化するために，域内

貿易を促進する物理的なインフラに大規模投資を

行ってきている．工業品の輸出にとって当初は海

運や川運が一番重要だったため，良い海港や川港

が必要とされた．最近になると相互関連のある生

産プロセスではよりタイムリーな中間製品の入手

可能性が重要となり，貿易の相当大きな部分が道

路，鉄道，航空（飛行）機による輸送にシフトし

ている．

現在の途上国にとっての相違
　現在の状況は違っているのだろうか，それと

も，これは 100 年前の状況に類似したグローバ

ル化が継続ないし再現している局面にすぎないの

だろうか？　事実，財や要素の市場にかかわる統

合欠如ということでは，現在も 1 世紀前とほぼ

同じといえる．貿易については現在の方が若干統

合が進んでいる一方，資本については同じくらい

統合が進んでおらず，労働の統合はむしろ遅れて

いる注 69．それでは後進的な地域や国はどうした

ら先進的な地域の仲間に加わることができるだろ

うか？　自分たちの順番がくるまで待つべきだろ

うか，それとも地理的な理由での決定を脱却でき

る方法があるのだろうか？

　グローバル化と経済発展の現在の局面には，経

統合には長い時間がかかり，その利益は一夜では出てこない

　ヨーロッパでは 19 世紀前半に近代的な工業技術が普及し
貿易関係が拡大してから，1950 年代に正式な統合化のプロセ
スが始まるまで 100 年以上かかっている．それでも当初の努
力は 6 カ国間の経済問題に狭く焦点を絞った合意に限られて
いた．関税や核エネルギーなど協力分野が徐々に追加された．
このような合意が 1967 年に欧州共同体（EC）として固まる
までに 16 年を要した．加盟国が漸増し，1970 から 2000 年の
間には 10 年毎に 3 カ国ずつ新規加盟があり，最終的には東お
よび中央ヨーロッパの 12 カ国が 2007 年に加盟した．初期の
石炭鉄鋼共同体が各国間で古くから確立していた経済的・文
化的な紐帯の正式化につながったのと同じように，それ以降
の数回にわたる拡大も加盟国と連合国の間の長期間にわたる
緊密な相互作用の結果として実現したものである．
　このように正式で法律的な統合が事実上の統合に続いて，

すでに緊密な関係を深化するための枠組みと構造を提供した．
このような漸進的なプロセスは，特に経済規模が小さい新た
に加盟する予定の諸国にとっては，制度の発展を許容し，労
働・金融・製品の市場に対して厳しい調整に備えるための時
間を提供した．2007 年に加盟したブルガリアとルーマニアは，
EU の面積を 8.6％，人口を 6.3％大きくしたが，GDP では 1％
追加したにすぎない

a
．したがって，社会的・経済的な成果が

加盟国間で収斂するにはもっと時間が必要であろう．つまり，
統合の利益を評価するためには長い時間的な視野が必要であ
る．労働移動性の増大，官民の資本投資，その他の構造変化
が，後進的な諸国の成長を加速するまでには時間を要するか
らである．

ボックス    3.8

出所：WDR 2009 チーム．
注：a　European Union (2007)．
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済地理のダイナミックスや各国間で頑固に持続す

る分裂に関して，かつてとの明確な相違がいくつ

かある．第 1 に，近年における経済統合の規模

とスピードには前例がない．ロシアや南アメリカ

だけでなく中国やインドにおける経済の自由化に

よって，世界の生産能力に対して膨大な数の未熟

練労働者が追加されている注 70．色々な面でこれ

はこのような地域の復活といえる（アジアはすで

に 19 世紀前半には世界の GDP の約 60％と極め

て大きなシェアを占めていたのである）．

　中国とインドは自国市場の巨大さを考えると，

基本的にはそれ自体で世界の独立した地域という

ことができよう．国内的には正式な分裂がないお

かげで規模の経済に伴う利益が享受できる一方，

投資家や貿易相手国に対してはかなり高い対外

障壁（本章冒頭の地図 3.2 で示した高い国境を参

照）を克服するインセンティブを提供している．

小国はこのような贅沢さをもっていない．小国と

しては競争力のある生産規模を達成して世界市場

にアクセスするためには，近隣諸国と経済統合を

果たすための国境管理方法をもっと速く学習しな

ければならない．これが速い国や地域は優位に立

つであろうが，決して容易なことではない．中国

やインドのような国は未熟練労働力の膨大なプー

ル（それとの比較で人的および物理的資本のプー

ルは小さい）を提供することによって，相当の長

期間にわたって新しい生産能力を吸収するだろ

う．これこそ正に貧困国に中所得国に向かう道を

提供することになるだろう．中国は経済的台頭が

近隣諸国にとっても利益になることを証明してい

る．ほとんどすべての東アジア諸国はほぼあらゆ

る製造業部門について，対中国貿易で大幅な黒字

を計上している注 71．

　第 2 に，従来，生産プロセスには未曾有の細

分化があった．これには製造業過程を数カ所に分

割する企業内分散だけでなく，より重要なのは，

時には長距離にわたって，より専門的な部品や

サービスにかかわる産業内貿易が含まれる．通信

技術の発達がこのような複雑なバイヤー対サプラ

イヤーのネットワークを円滑にしている．生産は

グローバル市場のなかでは統合されているが，地

域的には集中する傾向がある．小国にとって，こ

れは脅威であるとともに機会でもある．脅威とい

うのは，インフラが整備されておらず労働者のス

キルが低い小国は，グローバルな貿易ネットワー

クの蚊帳の外に取り残されるかもしれないからで

ある．機会というのは，スペース的な集中は生産

にとって有益であるものの，専門化の進展で下位

部門内における集中と規模の経済が許容され，そ

のなかではさらに小さなプレーヤーでもニッチを

占拠することが可能だからである．

　1999 年にインドの当時首相だったアタル・ビ

ハリ・バジパイは，本章で検討してきたことに関

してこう発言している．「われわれは歴史を変え

ることはできても地理を変えることはできない．

友人を変えることはできても隣人を変えることは

できない」注 72．彼は正しいだろうか？　あるレ

ベルでは確かに正しい．国は個人のように荷造り

してより良い隣近所に所に引っ越すというわけに

はいなかい．しかし，経済的，政治的な意味で

は，国は隣国を変えることができる．日本とアメ

リカは広範な輸送リンクを発展させ，経済的な相

互依存関係を高めることによって，歴史と地理に

よる深い分裂を克服して親密な隣人どうしになっ

ている．メキシコやトルコは経済的な紐帯を伝統

的な文化的裏庭から，近隣地区内の別の場所にあ

る経済的により繁栄している諸国に方向転換する

ことによって，隣人を変更しつつあるのかもしれ

ない．ヨーロッパの統合は何世紀にもわたる分

裂と戦争の繰り返しに終止符を打った．2007 年

12 月以降，ポルトガルのアルガルベ地方からエ

ストニアへの旅行は，今や一度として身分証明書

を提示することなく可能になっている．

　世界の地域の多くは引き続き大きな分裂のイン

パクトに直面している．しかし，本報告書では，

各国は実質上あるいは実際上，隣国との関係を変

えることによって自国の経済的な命運を改善でき

ることを示した．それは何よりも次の 2 点に依

存している．第 1 に，地理の制約と障壁を克服

しなればならない．そのためには世界の先進地域

や新興地域にある市場や投資の資金源との間の貿

易や輸送に関して，緊密なリンクを発展させる必

要がある（第 6 章参照）．第 2 に，数の強みを追

求しなければならない．そのためは国境を「低く
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し」，自国経済を物理的な近隣諸国と統合する必

要がある（第 9 章参照）．



変貌する経済地理

　ヴィクトル・ユゴーがこの言葉を述べたとき，ヨーロッ

パの統一を提唱した他の先駆者たちと同様，世の笑いもの

になった．この考え方を人々が真剣に受け止め，政治家達

が腹を括って変革に乗り出すには，2 つの壊滅的な世界大

戦を経るまで待たなければならなかった．戦争のすさまじ

いまでの破壊と悲惨さをみれば，統一への推進力がなぜ高

まったかがわかる．恐ろしいほどの死者の数に加えて，戦

争は膨大な経済的損害をもたらしたのだ．ドイツとイタリ

アでは 40 年以上かけて得た経済成長が戦争で費え，オー

ストリアとフランスでは国内総生産（GDP）が 19 世紀の

水準にまで落ち込んだ
注 1

．

　分裂を克服し，めざましい結果をもたらすことが第 2

次世界大戦後のヨーロッパ指導者達の目標となった．偏狭

なナショナリズム，そしてその経済的な側面である保護主

義が悲惨な戦争の原因の一つであったことは間違いなかっ

た．それで新たな戦争を避けるためには経済統合が最善

策であるとみなされるようになったわけである．統合に平

和的な手段を用い，その主要な目的が平和維持であること

は，ユニークな試みであったし，今でも他に類を見ない．

この点から見ればヨーロッパ統合は明らかに成功であっ

た．しかし，1940 年代，50 年代においては，とりわけ

冷戦下の東西分裂の時代であったため，「統合による平和

の実現」という理想が叶えられるかどうかは不透明であっ

た．

　1948 年，13 のヨーロッパ諸国はマーシャルプランを

実行するようアメリカから圧力がかけられたため，欧州

経済協力機構（OEEC）を設立した．目的は貿易障壁，特

に数量割当規制を減らすことであった．戦後間もない頃，

ヨーロッパ経済は関税と数量割当規制でがんじがらめで

あった．しかし貿易障壁が撤廃されたことによって，貿易

が急速に伸びていった．1950 年から 1958 年にかけて，

製品輸出の増加率は年率で，西ドイツ約 20％，イタリア

9.2％，フランス 3.8％であった．その上 GDP も急速に増

加し，成長率は西ドイツ 7.8％，イタリア 5％，フランス

4.4％であった．この両者の関係に因果関係はなく，成長

の強力な原動力になったのは各国の復興事業であった．し

かしヨーロッパの貿易自由化が進むにつれて，急速に経済

が成長してきたのを目の当たりにして，ヨーロッパの政治

家達は次第に考えを変えていった．ヨーロッパ統合は政治

的課題であるだけでなく，経済的にも意味があると考える

ようになったのである．

　フランスとドイツは欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）を立

ち上げ，他の諸国にもこれら２つの産業をこの超国家的権

威を持つ機関に委ねるよう呼びかけた．この計画は政治的

かつ経済的な意味をもった．経済面でも軍事面でも戦略的

に重要であるとみなされていたこれら２つの産業に対し，

この機関は超国家的権力を行使したからである．1951 年

にはベルギー，イタリア，ルクセンブルグ，オランダが

参加し，これら 6 ヵ国がその後のヨーロッパ統合の推進

力となっていく（地図 G2. １参照）．この ECSC によって，

政治的な，あるいは軍事的な統合より，経済的な協力の方

が実現しやすいことが明らかになった．

　1957 年にはローマ条約が締結され，ここに 6 ヵ国から

なる欧州経済共同体（EEC）が誕生した．6 ヵ国がかつて

例を見ない経済統合を目指す一歩を踏み出したわけであ

る．EEC は関税同盟として EEC 域内の関税を撤廃し，域

外に対しては共通関税を課すのみならず，統一経済地域と

して労働者の移動の自由，資本市場の統合，サービス貿易

の自由化，そのほかいくつかの共通政策を推進することに

なった．しかしこれほどまでの経済統合はしっかりした政

治的な統合なしには実現不可能であった．したがって，今

振り返ってみれば，「政治的統一のために経済をトロイの

木馬に仕立てることは見事に成功した」２というわけだ．

西ヨーロッパ：分裂の克服

　ここに集った各国が，フランスもロシアもドイツも，この大陸のすべての国が，各々の独自性や輝かしい個性を捨
てることなく，統一体に融合し，友愛に基づくヨーロッパ同盟を築き上げる日が必ずきます．

――ヴィクトル・ユゴー，1849 年国際平和会議におけるスピーチより
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欧州司法裁判所と欧州委員会は「条約の監視者」として，

条約の下で行使される超国家的権力を拒否するようになっ

た国々，特にド・ゴールが再び政権を握ったフランスを管

理することになった．しかし 1966 年から 1986 年にかけ

て，ローマ条約で約束された強固な統合への動きは失速し

た（G2.1 図参照）．欧州諸国は技術的な規則や標準を定め

るという形で障壁を築き始め，その結果市場はばらばらに

なっていった．これは自分達の利潤を守るために圧力をか

ける企業の典型的な反応であった．

　1986 年に発効した単一欧州議定書によって，経済統合

が再び深化を始めたが，1970 年代には徐々に分裂へ向

かっていただけに，これは驚くべきことであった．この議

定書では資本の移動の自由化が強調されていたため，後の

欧州経済通貨同盟（EMU）誕生の一因となった．資本が

自由に移動する中で欧州通貨制度（EMS）の固定為替相場

制を守ることは，実に加盟国の金融政策の主権を失わせる

ことを意味した．したがって固定相場の維持に努力を続け

ていた国々にとっては，EMU の方が政治的には受け入れ

やすいものであったわけである．

　分裂の克服とは貿易の流れに対する国境の影響力を減ず

ることを意味する．欧州連合（EU）の場合も同様であっ

たのだろうか．この疑問に答える 1 つの方法は域内の取

引量と対外 2 国間の貿易量を比べることである．この 2

つの比率を「国境効果」という．2005 年に発表された

フォンターネ，マイヤー，ジニャーゴの研究で，彼らは原

加盟国の 6 カ国にデンマーク，アイルランド，英国を加

えた９カ国（EU-9）に関して比較を試みた．EU-9 域内の

取引の国境効果は 1970 年代後半の 24％程度から 1990

年代後半の 13％へ低下した．世界で比類ない統合が大き

く進展したことが見て取れる（G2.2 図参照）．EU-9 とア

メリカの間の国境効果は，この期間中急速に減少している

ものの，EU 域内の国境効果と比べると，2 倍以上を保っ

ている．また，EU 域内の国境は随分垣根が低くなったも

のの，まだ完全には消えていない．

地図 G2.1　西ヨーロッパ分裂の漸進的解消

出所：WDR2009 チーム．

段階的経済統合

図 G2.1　成功への階段
制度導入を指標としてみた EEC6 の統合

EEC6 の制度的統合指数

年

出所：WDR2009 チーム．

1962 年
共通農業政策

（CAP）

1968 年
関税同盟

1979 年
欧州通貨制度

（EMS）

1993 年
共通単一市場

1999 年
経済通貨同盟



��� 世界開発報告 2009

　欧州地域統合は拡大してきた．EU が深化し拡大するに

つれ，域外に対する差別的な取り扱い（どんな地域統合の

過程でも当然生じることであるが）のコストは増大し，そ

の結果「地域主義のドミノ力学」が生じた 3．自らの主権

に最も価値を置く欧州諸国でさえも加盟国になる申請を

行った．比類なき超国家性のある EU が域外の国にとって

かくも魅力的であり続けるのは揺るぎない成功の証であ

る．

図 G2.2　EU・アメリカ間の国境効果は EU 域内の 2 倍以上

国境内取引の国境外取引に対する比率（％）

年

出所：Fontagné, Mayer, and Zignago (2005)
注：国境効果は国内取引量の対外貿易量に対する割合

EU9 カ国域内

EU9 カ国からアメリカ向け

アメリカから EU9 カ国向け



経済地理を形作る
IIPart

　過去一世代の間に，経済思想に関して緩やかな革命が起こっている．規模に関する収穫逓増，波及効果，循

環論的因果関係を主因に，市場が不完全競争の状態に陥っていることが認識されたためである．新しい思想を

受けて，産業組織，経済成長，国際貿易などに関する古典派的な分析は大きく変化し，途上国の発展にとって

最初は議論を呼んだものの，今では広く受け入れられている示唆が導かれている．本報告書のパートⅡでは，

パートⅠで述べた場所的な変化を形作る恐るべき諸力を説明するために，規模の経済，要素移動性，輸送コス

ト間の相互作用を明らかにしてみたい．第 4 ～ 6 章はいわば「機関室」を巡るツアーで立ち寄るところであり，

集積，移住，特化の間の相互作用について様々な側面に光を当てることになる．
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規模の経済と集積

　経済学で取り上げられている最も有名な事例は

おそらく最も単純であるといえよう．アダム・ス

ミスは 1776 年に出版された『国富論』の最初の

ページで，ピンを作る労働を分割することに伴う

利点について述べている． 1 人の未熟練労働者

が機械の助けなしで 1 日に作れるピンはせいぜ

い 20 本である．しかし，スミスが訪れたピン工

場では，労働者 10 人がピン作りを 18 の工程に

分割して，1 日に 4 万 8,000 本も作っていたの

である．各労働者は 1 日にわずか数本作るのに

悪戦苦闘する代わりに，ほぼ 5,000 本近くのピ

ンを作り出していた．スミスの古典的な作品には

後に次の 2 つの但し書きが付け加えられた．分

業の利益は市場規模によって制約を受けるという

ことと，すべての活動が規模に関して収穫逓増を

示すわけではないということの 2 つである．

　輸送能力は市場を広げるので，都市は最も自然

で効率的な輸送システムといえる水路の近くに立

地していた．この自然のインフラに恵まれた場所

はしばしば繁栄するが，そうでない場所は時節を

待たなければならない．スミスは次のように書い

ている．

ヨーロッパにはバルト海やアドリア海，ヨー

ロッパとアジアの両方には地中海や黒海，ア

ジアにはアラビア海，ペルシア湾，インド

湾，ベンガル湾，シャム湾があるが，アフリ

カにはそのような海洋貿易を大陸の内部港に

持ち込める内海が一つもない．また，アフリ

カの偉大な川は大規模な内陸航行の潜在力を

発揮するためには互いにあまりにも距離が離

れすぎている注 1．

　さらに，すべての活動が規模の経済を示すわけ

ではないし，繁栄するのに大きな市場を必要とし

ない活動もなかにはある．自給自足農業はそう

いった職業の 1 つであり，村では実りが多い仕

事になっている．しかし，製造業や商業といった

産業は，労働者と顧客の双方にアクセスすること

が必要であるため，もっと大きな居住区でのみ行

われている．

　但し書にもかかわらず，1 つの工場ないし場所

で大規模に生産することに伴う利点は，スミスが

ピン工場を訪問してから 2 世紀の間に輸送コス

トが低下するなかで，ますます大きくなってきて

いる．規模の経済がもっている素晴らしい潜在性

や，それを実現するのに世界市場へのアクセスが

どれだけ有益であるかを疑う者は，中国南部の広

州と深圳の中間に位置する東莞市を訪問するべき

である．1980 年代までは，そこは珠江三角州に

点在する眠ったような村の寄せ集めにすぎなかっ

た．しかし，1980 年代以降，そこは収穫逓増の

世界へと急変貌を遂げた（ボックス 4.1 参照）．

途上国世界では毎年何百万という人々がこのよう

な新しい世界に加わっている．彼ら自身と政策立

案者の双方にとって，これがもつ意味は革命以外

の何物でもない．

　本章では，生産における規模の経済を活用する

ということについて，過去 2 世紀にわたる企業

家の経験を要約する．特に「集積の経済」に焦点

を当てる．これを有効活用するためには，他の生

産者が大勢いる地区に立地することが必要であ

る．次に，規模の経済を理解しようと探求を続け

てきた経済学者の過去 20 年間にわたる研究成果

について，その概略を示したい．この研究のおか

げで，研究と現実世界の乖離が縮まり，政策面

CHAPTER4
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ほとんど非現実的な世界における規模の経済：中国東莞市の物語

　中国広東省で東莞市と現在呼ばれているところは 1978 年に
は，珠江沿岸の 2,500 平方キロメートルの土地に散らばって
いる村や小さな町の寄せ集めにすぎなかった．北は広州市と，
南は深圳や香港に挟まれた中間点にある．同地区の人口 40 万
人は漁業と農業を営んでいて，中国のなかで最貧というわけ
ではないが，かといって特に豊かな地区というわけでもなかっ
た．
　現在の東莞には約 700 万人が住んでいる．そのうち 500
万人以上は移住者で，市内に点在する何千という工場で働
き，多種多様な製品を大量に作り出している．メディアは最
近，その量があまりに膨大であるため，東莞に「世界の工
場」というレッテルを献上した．東莞の経済は 1980 年以降
年率 20％以上で拡大し，2004 年の GDP は約 140 億ドルとア
イスランドを凌駕する規模に達している．登録されている住
民（公式統計）だけで計算すると，同市の 2004 年の 1 人当
たり GDP は 9,000 ドルと中国で一番豊かな都市になる．出稼
ぎ労働者という流動的な人口を加えても，2004 年の 1 人当た
り GDP は 2,000 ドルを上回っている．東莞の 1970 年代以降
の，とりわけ過去 10 年間の発展は，東アジアの中所得国を支
えている経済諸力を（おそらくは誇張した形で）例証してい
る（ボックス表参照）．
　立地と要素価格の優位性が東莞の初期における成長に拍車
をかけたことは間違いない．中国が改革を開始してから 10 年
半の間，香港と台湾の中小企業は東莞に引き付けられた．土
地と低賃金労働が十分に存在することと，広州と香港の両方

に近いことがその理由である．このような要因にもかかわら
ず，東莞の 1990 年代における急成長は，中間財と各種最終製
品の両方について，規模の経済と産業内および産業間の集積
効果によって最もうまく説明できる．技術進歩が輸送費の低
下と流通の改善と相まって，このような効果がグローバルな
生産の重要な特性として顕現したということを証明している．
　内部的な規模の経済は自明である．2005 年には東莞の 1 つ
の工場が，ハードディスクドライバーに使われる磁気記録ヘッ
ドの世界需要の 30％以上をまかなっていた．別の工場はアメ
リカで販売されている電子学習装置の 60％を，3 つ目の工場
は 3,000 万台近くの携帯電話をそれぞれ生産していた．これ
はペルーあるいはベネズエラの老若男女すべてに 1 台ずつ供
給するのに十二分な量である．
　集積経済あるいは外部的な規模の経済が同じように明確で
ある．知識の波及効果と，投入財提供者や輸出業者に近いと
ころに立地することによる流通コストの低下が，毛織物，履
物，家具，玩具などについて世界的に重要な産業クラスター
を生み出したのである．しかし，1990 年代半ば以降，東莞
の産業の風景を支配したのは通信，エレクトロニクス，コン
ピュータ部品である．パソコンの生産・加工で使われている
部品のうち 95％は東莞が原産地であり，それ以外の製品のい
くつかについても東莞の工場は世界生産の 40％以上を占めて
いる．

ボックス    4.1

出所：Gill and Kharas (2007) に基づき Shubbam Chaudhuri 執筆．

GDP 年平均成長率（1980-2005 年，％） 22.0 GDP（10 億ドル） 14.2

人口：登録住民（100 万人） 1.6 人口：総計推定値（100 万人） 7.0

登録住民 1 人当たり GDP（ドル） 8,999 1 人当たり GDP（ドル） 2,070

輸出（10 億ドル） 35.2 輸入（10 億ドル） 29.3

政府歳入（10 億ドル） 1.0 政府歳出（10 億ドル） 1.2

電力消費（10 億 kWh） 35.2 水消費（10 億立方フィート） 1.5

環境インパクト指数

二酸化硫黄排出（千トン） 199.4 産業排水（100 万トン） 225

同上基準値達成（％） 92.9 同上基準値達成（％） 90.1

産業固形廃棄物（千トン） 28.6 同左基準値達成（％） 86.5

東莞製コンピュータ・電子部品が世界市場に占めるシェア（％，2002 年）

磁気ヘッド，コンピュータケース 40 スキャナー，ミニモーター 20

銅箔板，ディスクドライバー 30 キーボード 16

AC コンデンサー，フライバックトランスフォーマー 25 マザーボード 15

出所：Dongguan Government (2005)．

数字で見る東莞
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で貴重な洞察が得られている．その上で，本章で

は，途上国の政策立案者はこのような経験と分析

から学習しているのかどうかを評価する．

　主な分析結果は次の通りである．

途上国は集積という新たな領域に入りつつあ

る．1 世紀にわたる経験が示すところによれ

ば，国の生産が農業から工業へ，さらには

サービス業中心へと発展していくのに伴い，

企業家や労働者は自分たちの村や農業という

職業だけでなく，規模があまり重要でない世

界をも後に残してきた．ますます多くの企業

や人々が大きな密度の高い居住区だけでな

く，規模が重要な世界に参入している．生産

や流通が特に場所にかかわる規模の経済を享

受しているところである．近接性というのは

財・サービス市場へのアクセスだけでなく，

アイディアへのアクセスにとっても重要であ

る．

経済成長のためには場所のポートフォリオが

必要である．過去 1 世代に及ぶ研究が示すと

ころによれば，生産形態が異なれば規模の経

済を促進する人間居住地の形態も異なってく

る．やや単純化して（まったく不正確という

わけではないが）一般化すれば，市場町は農

産物のマーケティングや流通を円滑化し，中

規模の町は製造業に地方化の経済を提供し，

大都市は多様な便宜を提供して企業，政府，

教育サービスにおける革新を培養する．

政策立案者は市場諸力の潜在性についてしば

しば判断を誤ってきた．多くの政策立案者は

都市のことを国家の建築物であり，したがっ

て，一定の社会目的に資すべく管理・操縦さ

れてしかるべきであると考えている．しか

し，現実には，都市や町というのは企業や農

場と同じように市場の創造物である．企業や

農場が最終および中間製品やサービスを提供

するのとちょうど同じく，町や都市は生産者

や労働者に集積の経済を提供する．したがっ

て，市の行政官は自分の市が何をしているか

をきちんと学習して，市の運命がたどるべき

コースを変えようとするのではなく，市がし

•

•

•

ていることがうまくできるよう後押しすべき

である．計画や政策の立案者は集積経済を最

大限に利用するために，自分の役割を場所

のポートフォリオにかかわる用心深いマネ

ジャーだと考えるべきである．

　本章では，途上国世界における都市化戦略を再

構築するために，経験や分析の意義を一般的に検

討する．第 7 章では引き続き，都市化戦略に関

する議論の枠組みを見直すという課題を検討す

る．

集積経済のガイド
　規模拡大の利益は個々の企業ないし農場にとっ

て内部的か外部的かのいずれかである．外部経済

（性）は「集積（の）経済（性）」と同意語であ

り，地方化（同一の商品ないしサービスにかかわ

る他の生産者の近くにいること）の利益と，都市

化（広範な商品とサービスにかかわる他の生産者

に近接していること）の利益を含む．消費の外部

性も集積と関係があるが，これを研究した文献は

あまりない注 2．そこで，本章では生産に関連した

規模の経済に限定して検討する（表 4.1 参照）注 3．

内部経済は工場が大きいほど固定費への対応

が容易になることから生じる（表 4.1 の① –

③を参照）．大きな製鉄所はサプライヤーか

ら大量割引を享受できるため（輸送や取引に

かかわる固定費を示唆する），企業のなかで

分業に伴う利益を獲得することができる．

地方化（の）経済（性）（「地方特化の経済性」

ともいう）は多数の同業他社が同じ場所にい

ることから生じる（表 4.1 の④ – ⑦を参照）．

ニューヨークのウォール街やロンドンのシ

ティにいる金融機関はお互いに近接している

ことで利益を享受している．共通立地は国際

的な金融部門向けに専門的なサービスを提供

する多数の弁護士事務所やソフトウェア会社

の成長を刺激する．このようなクラスターに

なった企業は高等教育を受けた個人向けに厚

みのある市場を提供することによって，同一

•

•
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の大きな人的資本のプールを当てにできると

いう利益を享受する．スペース的な近接性が

助けになるのは，企業が同業他社に直接アク

セスできるということが，顧客やサプライ

ヤーと交渉する際に，最新の市場情報に通じ

ているという形で後押し材料になるからであ

る注 4．クラスター化している企業は大きい

頼りになる専門職のプールを共有することも

できる．

都市化（の）経済（性）は多数の異業多社が

同じ場所にいることから生じる（表 4.1 の

⑧ – ⑪を参照）．例えば，経営コンサルタン

ト会社はビジネススクール，金融サービス会

社，製造業企業の近くに立地することで利益

を享受する．

　集積経済は規模（大きな都市や産業）だけでな

く，都市における相互作用にも依存する．外部経

済は伝統的には産業内の経済的な相互作用から生

じる地方化経済と，産業間の相互作用から生じる

都市化経済とに分類されている注 5．生産者が他

の生産者に近接していることから利益が享受でき

るのは，資本投入，情報，労働者などが共有でき

•

るからである．また，生産の要請と土地・労働・

中間投入の種類にかかわるマッチングを改善でき

ることや，新しい技術や製品について学習できる

ことも理由となっている（ボックス 4.2 参照）．

内部経済は重工業の方が大きい
　製造業やサービス業に規模に関して内部的な

収穫逓増があることは，各種情報源で確認でき

る．内部的な規模の経済については，軽工業では

無視できる程度ないしは低いが，重工業やハイテ

ク産業では高いというようにバラツキがある（表

4.2）．生産の効率的な最小規模やコスト削減を検

証した工学的な産業別研究を総括すると，収穫逓

増が著しいのは自動車，その他輸送機械，化学，

機械，エンジニアリング，製紙・印刷である．3

桁の製品分類で収穫逓増が最も著しいのは製本，

レンガ，染料，航空機である注 6．それとは対照

的に，内部的な規模の経済が無視できる程度に止

まっているのはゴム・プラスチック，皮革・同製

品，履物・衣服，繊維である注 7．

　違った情報源を用いたコストや付加価値に基

づく推計値も同様の結果を示している．ノルウェ

イの製造業企業 5,000 社で構成されるサンプル

規模の経済の種類 例

内部的 ① 金銭的 中間投入を大量割引で購入できる

技術的 ② 静態技術的 工場の操業は固定費なので平均費用は低下する

③ 動態技術的 工場のより効率的な操業を長期的に学習する

外部的ないし
集積

地方化 静態的 ④ 「買い物型」 買い物客は売り手の多い場所に集まる

⑤ 「アダム・スミス型」
 特化

外部委託によって上流の投入財サプライヤーと下流の企業はともに，特
化に伴う生産性上昇の利益が享受できる

⑥「マーシャル型」
 労働プール

産業固有のスキルをもった労働者は集中度の高い場所に集まる a

動態的 ⑦ 「マーシャル = アロー = ロー
マー型」実地学習

反復的で継続的な生産活動からは長期的にコスト削減が生まれ，同一の
場所で相互に波及する

都市化 静態的 ⑧ 「ジェーン・ジェイコブズ
型」革新

そこで行われていることが多様であればあるほど，他人を観察したり，
他人からアイディアを盗んだりする機会が増える

⑨ 「マーシャル型」
 労働プール

ある産業の労働者が他業種の企業に革新を持ち込む．⑥に似ているが，
この利益は１つの場所における産業の多様性から生じる

⑩ 「アダム・スミス型」
 分業

上の⑤に似ているが，分業は同一の場所に多様な産業の買い手が存在す
ることで可能になるところが主な相違点

動態的 ⑪ 「ローマー型」
 外生的成長

市場が大きければ大きいほど，利益が大きく，その場所が企業にとって
魅力的で，働き口が多く，労働のプールが大きく，したがって市場が大
きくなる

⑫ 「純粋型」集積 インフラにかかわる固定費の負担を大勢の納税者に分散できる．混雑や
汚染から不経済が生じる

表 4.1　規模の経済の色々

出所：Kilkenny (2006) の翻案．
注：a．定式化に関しては Krugmann (1991a) 参照．
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によると，個別産業レベルで規模の経済が認め

られる注 8．カナダの産業を 4 桁分類のレベルで

みると，107 の製造業部門について平均 10％の

収穫逓増が認められる．そのなかで衣服，編物，

皮革，繊維は最下位にきている注 9．アメリカの

製造業，中所得国（チリ）の産業，ヨーロッパ

の乗用車，トラック，耐久消費財について，産

出の増加がコスト削減につながることが報告さ

れている注 10, 11．

　貿易データに基づくと，財生産産業の 3 分の

共有，マッチング，学習

　同業他社がしばしば互いに近接して立地する理由は 3 つあ
る．地理的な集中は次の 3 つの点で有益だからである．

共有：投入財サプライヤーにとって市場が拡大するので，
生産に関して内部的な規模の経済を活用することが可能
になる（生産規模の拡大に伴って平均費用が低下する）．
この投入財の共有によって，サプライヤーはバイヤーの
ニーズに合わせて高度に専門的な財やサービスを提供す
ることも可能になる．結果として，すべての関係者にとっ
て利益が増加するとともに，広範な投入財へのアクセス
が容易になる．
マッチング：雇用者が必要とする各種スキルの入手可能
性が拡大するので，独自のニーズにマッチングさせるこ
とが円滑になる．と同時に，労働者は潜在的な雇用者が
大勢いるところに所在しているため，失業のリスクが低
下する．
学習：知識の波及効果が加速して，労働者や企業家は互

•

•

•

いに学習することも可能になる．

　同一業種による共有，マッチング，学習（地方化の経済）
を超えて，都市全域にかかわるプロセス（都市化の経済）に
至るためには追加的なメカニズムが必要であろう．これには
累積的因果関係の効果と生産の相互浸透や産業間貿易が含ま
れる．アイディアの交配に伴う利益も含まれるだろう．労働
者やサプライヤーの集中は消費者需要の集中につながる．
　もし規模の経済が大きくて，枯渇しておらず，企業が価格
だけでなく製品差別化を通じても競争できるなら，強い求心
力が作用する．加えて，正式に距離（投入物や産出物の輸送
コスト）を導入することによって，本報告書で用いている枠
組みは一国におけるスペース的な分散ないし都市集積を説明
する遠心的な諸力に関して，有益な洞察が提供してくれるだ
ろう． 

ボックス    4.2

出所：Duranton and Puga (2004) に基づき Gill and Kharas (2007) 執筆．

発見 データ

規模に関して収穫一定：アパレル，皮革，履物，繊維，木製品 貿易データ（Antweiler and Trefler 2002）
規模に関して大きな収穫逓増：機械，医薬品，器具，粗鋼・鉄鋼，
石油・石炭製品

規模に関して収穫一定ないし小さな収穫逓増：皮革製品，履物・衣服，
木材・木製品，繊維

費用の傾きと最小効率規模を検証する工学的推計値（Prateen 
1988; Emerson 他 1988 に引用されている Junius 1997）

規模に関して大きな収穫逓増：自動車，その他輸送手段，化学，
エンジニアリング，印刷・出版

規模に関して小さな収穫逓増：履物，アパレル，食品，皮革 OECD14 カ国における製造業の利益率（Oliveira 他 1996 に
引用されている Junius 1997）規模に関して大きな収穫逓増：タバコ，医薬品，オフィス・計算機器，

鉄道機械

規模に関して小さな収穫逓増：アパレル，皮革製品，繊維 アメリカにおける 2 桁分類業種における限界費用を上回る価
格の利益率に関する 1953-82 年のデータ（Roeger 1995）規模に関して大きな収穫逓増：電気・ガス・衛生サービス，自動車・同機器，

化学，タバコ

規模に関して小さな収穫逓増：繊維，牛乳製品，製材所，魚油・魚粉製品 ノルウェイにおける製造業事務所（27 業種）に関する 1963
年国勢調査に基づく生産関数推計値（Griliches and Ringstad 
1971）

規模に関して大きな収穫逓増：基礎金属，輸送機械，セメント製品，家具，
飲料

規模に関して小さな収穫逓増：衣服，編物，皮革，繊維 カナダにおける SIC4 桁分類の製造業（167 業種）に関する
1970 年 の 費 用・ 収 益 デ ー タ（Baldwin and Gorecki 1986），
カナダにおける 4 桁分類の 90 業種に関する 1965-70 年の労
働生産性と産出の推計値（Gupta 1983）

規模に関して大きな収穫逓増：石油，基礎・加工金属，輸送機械

規模に関して小さな収穫逓増：アパレル，木製品 チリにおける 6,665 工場の 1979-86 年に関する企業レベルの
生産関数推計値（Levinsohn and Petrin 1999）規模に関して大きな収穫逓増：その他化学，食品，印刷・出版

表 4.2　内部的な規模の経済は軽工業で小さく，重工業で大きい

出所：WDR 2009 チーム．
注：OECD ＝経済協力開発機構，SIC ＝標準産業分類．
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発見 データ

規模に関して収穫一定：アパレル，皮革，履物，繊維，木製品 貿易データ（Antweiler and Trefler 2002）
規模に関して大きな収穫逓増：機械，医薬品，器具，粗鋼・鉄鋼，
石油・石炭製品

規模に関して収穫一定ないし小さな収穫逓増：皮革製品，履物・衣服，
木材・木製品，繊維

費用の傾きと最小効率規模を検証する工学的推計値（Prateen 
1988; Emerson 他 1988 に引用されている Junius 1997）

規模に関して大きな収穫逓増：自動車，その他輸送手段，化学，
エンジニアリング，印刷・出版

規模に関して小さな収穫逓増：履物，アパレル，食品，皮革 OECD14 カ国における製造業の利益率（Oliveira 他 1996 に
引用されている Junius 1997）規模に関して大きな収穫逓増：タバコ，医薬品，オフィス・計算機器，

鉄道機械

規模に関して小さな収穫逓増：アパレル，皮革製品，繊維 アメリカにおける 2 桁分類業種における限界費用を上回る価
格の利益率に関する 1953-82 年のデータ（Roeger 1995）規模に関して大きな収穫逓増：電気・ガス・衛生サービス，自動車・同機器，

化学，タバコ

規模に関して小さな収穫逓増：繊維，牛乳製品，製材所，魚油・魚粉製品 ノルウェイにおける製造業事務所（27 業種）に関する 1963
年国勢調査に基づく生産関数推計値（Griliches and Ringstad 
1971）

規模に関して大きな収穫逓増：基礎金属，輸送機械，セメント製品，家具，
飲料

規模に関して小さな収穫逓増：衣服，編物，皮革，繊維 カナダにおける SIC4 桁分類の製造業（167 業種）に関する
1970 年 の 費 用・ 収 益 デ ー タ（Baldwin and Gorecki 1986），
カナダにおける 4 桁分類の 90 業種に関する 1965-70 年の労
働生産性と産出の推計値（Gupta 1983）

規模に関して大きな収穫逓増：石油，基礎・加工金属，輸送機械

規模に関して小さな収穫逓増：アパレル，木製品 チリにおける 6,665 工場の 1979-86 年に関する企業レベルの
生産関数推計値（Levinsohn and Petrin 1999）規模に関して大きな収穫逓増：その他化学，食品，印刷・出版

1 では規模に関して収穫逓増となっている注 12, 13．

工場レベルの経済と産業レベルの外部性について

最高の製造業は，石油・石炭製品，石油精製，医

薬品，機械，粗鋼・鉄鋼である．収穫一定の産業

には履物，皮革，繊維，アパレル，家具が含まれ

る．

　利益率が第 4 の情報源になる．規模に関して

収穫逓増であれば企業は何らかの市場支配力がも

てるため，限界費用を上回る価格の利益率は工場

レベルにおける規模の経済の代理変数になり得

る．アメリカ製造業の研究によれば，利益率はア

パレルの 15％から，電気・ガス・衛生サービス

の 200％以上とレンジが広い．OECD19 カ国の

製造業 36 業種について，利益率が最も高いのは

タバコ，薬，オフィス・計算機器で，最も低いの

は履物，アパレル，木製品である注 14．

　文献では製造業のデータが圧倒的に多いもの

の，サービス業でも収穫逓増は明らかである．最

も研究されているのは発電業界であるが，規模に

関する内部的な収穫逓増には相当大きなものが

ある注 15．利益率が最も高いのは公益事業と衛生

サービスである注 16．規模の経済は銀行業や金融

でもみられる注 17．75 カ国の商業銀行を分析した

結果によれば，融資や預金が多い銀行ほど平均コ

ストが低くなっており，大きな金融制度のなかで

営業している銀行ほど自己資本の比例的な増加が

少なくてすみ，リスク管理コストも低くなってい

る注 18．

地方化の経済は産業内の投入共有と競争から生
じる

　地方化の経済は利用する技術，対象にする市

場，提供する製品やサービス，必要とするスキル

などで結ばれた企業が地理的に集中していること

から生じる．同業他社との比較で革新しなければ

倒産する，という強制的な競争圧力が生産性の上

昇につながる．ある特定の産業（電子機器や石油

化学など）について上流および下流両方の企業や

関連機関（大学や業界団体など）が一緒に「クラ

スター化している」場合，競争的な条件が生まれ

る．地方化の経済が生じる他の経路としては，主

として知識の波及効果から生まれる測定が必ずし

も容易ではない「マーシャル = アロー = ローマー

の外部性」がある注 19．

　同業他社への近接性は企業の立地決定に影響

する．インフラが整っているアメリカの靴下産

業を考えてみよう．1900 年以降ほどなくして，

ニューヨーク市は衣服の生産・流通に関してアメ

リカの中心地になった．しかし，第 2 次世界大

戦後，衣服生産は南方のサウスカロライナ州に移

動した注 20．多くの編物や織物の工場は糸の供給

に近くて，より安い電力，労働，土地を有利に活

用するために移転したのである．

　現在では，ノースカロライナ州で地方化してい

る靴下産業は多くのブランドを誇っており（シ

ア・エナジー，シルクンミスト，ジャストマイサ

イズ，ノーナンセンスなど），その全社が 20 億

ドルの市場で凌ぎを削っている．センサス統計局

によると，2000 年代初めの現時点で，ノースカ

ロライナ州の約 150 社は女性用フルレングスと

ニーレングスの靴下生産で全米の半分を占めて

いる．出荷額 9 億 7,300 万ドルは全米の約 73％

に，雇用は 1 万 3,397 人に達している．うち 1

万 1,567 人が工員である注 21．男性用の靴下やス

トックングを加えると，ノースカロライナ州には

年商60億ドルの半分が集中していることになる．

　繊維メーカーがノースカロライナ州に移転した

理由の 1 つは，上流の紡糸メーカーとの近接性

による生産性上昇の利点を確保したかったという

点にある．紡糸とパンティーストッキングの業界

は緊密な関係にあるが（生産工程の各々でデリ

ケートな縫製が深く結び付いている），競争は激

烈である．マックフィールドという巨大な繊維

メーカーは，パンティーストッキング，靴下，ア

ウターウェア，室内装飾材料，工業用品のための

紡糸生産でトップに位置し，ノースカロライナ州

では工場を 5 つもっている．その従業員数は紡

糸業界全体の約 4 分の 1 に達している．全米で

販売されている靴下の 10 足のうち約 6 足はマッ

クフィールドの紡糸を使っている注 22．ノースカ

ロライナ州所在の他の大手メーカー（ユニフィ，

リーガル，スパンコ）を合わせると，年商 37 億

ドルに達する全米紡糸製品のなかで 4 分の 3 の

シェアを誇っている注 23．紡糸と靴下の産業が
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ノースカロライナ州で地方化しているのは，産業

内外部経済が存在する有力な証拠といえる．

都市化の経済は革新を促す産業の多様性から生
じる

　都市が拡大するにつれて，都市化の経済はます

ます重要になってくる注 24．都市の多様性はアイ

ディアや技術の交流を促し，革新と成長を押し上

げることができる注 25．異業他社は分割不可能な

施設ないし公共財，多種多様な中間投入財のサプ

ライヤー，狭い分野に特化した労働者の大きな

プール，リスクを共有することができる．異業種

間における知識波及効果がますます重要になって

いるという証拠は確立している都市でみられる．

ロサンゼルスやフィラデルフィアなど成熟した都

市では，競争と都市の多様性が雇用の増加を後押

ししており，部門間の革新に都市化の経済が作用

していることがわかる注26．ニューヨークのウォー

ル街やロンドンのシティでは，金融機関，保険会

社，銀行団はお互いに近くにいることで利益を享

受している．同じところに立地していることで，

法律，ソフト，データ処理，広告，経営コンサル

タントなど，専門的なサービスの成長が促進され

る．このようにクラスター化した企業は，高学歴

者に関して分厚い市場を生み出すことによって，

人的資源に関して同一の大きなプールが頼りにで

きるため利益を享受する．お互いの間で知識の創

造と普及が行えるという点でも好都合である．

　都市の集積経済の証拠は主として先進国でみ

られる注 27．しかし，データが入手可能な途上国

についても外部経済の証拠が得られる．中国の

120 都市について製造業企業 1 万 2,400 社を調

査した研究によると，人口の多い都市に立地する

企業ほど生産性が高い注 28．1980-2003 年につい

てインドネシアの製造業を調査したところ，集積

経済は時期によって異なっていた．しかし，最も

一般的にいえば，このような利益は主として動態

的というよりも静態的であり，都市化というより

も地方化から生じている可能性大である（ボック

ス 4.3 参照）．

異なった領域
　国家は経済を伝統的な自給自足ベースの農業活

動から，高付加価値の製造業やサービス業にシフ

トすることによって発展する．その過程で農場で

はなく企業が支配的な生産単位になる．差別化し

た工業品やサービスの生産が経済の産出のなかで

シェアを高める．工業あるいはサービス業が主体

となっている都市部が世界人口に占めるシェア

は，1900-2000 年の間に 15％から 47％に上昇

している．世界の生産年齢人口に占める農業雇

用のシェアは，1960 年の 55％から 2004 年の

約 33％に低下している．生産技術は規模に関し

インドネシアにおける集積経済

　集積経済にかかわる厳密な証拠の多くは先進国に関するも
のである．インドネシアはその例外であるが，産業集積の決
定要因を特定するのに役立つだろう．分析は大分類による次
の 4 業種に焦点を絞っている．化学（石油，ゴム，プラスチッ
クを含む），繊維（衣服，皮革，履物を含む），非金属鉱物（ガ
ラス，陶磁器，セメントを含む），機械（電気・非電気機器，
輸送機械，器具を含む）．規模の経済の大きさと種類が途上国
における集積の度合いとパターンにどう影響しているかを明
らかにしてくれる．
　製造業にとっては，地方化の経済（同業他社の近くに立地
することに伴う利益）が都市化の経済よりも重要であり，静
態的な集積経済が動態的な（学習に関連した）外部性よりも
重要であった．静態的な外部性をテストした部門別の結果は
次の通りである．

地方化の経済は繊維と化学で大きい．•

都市化の経済は非金属鉱物と機械で大きい．ただし，小
さい時期もあった．

　都市化の経済と動態的な経済にさらされている活動は，一
国内における経済的質量の分散を指向する政策にとってはあ
まり良い対象候補にはならない（第 8 章で詳述）．このような
企業は学習に有益であるため，じっと動かないことを選好し，
多様化したかなり大きな都市で繁栄する．繊維と化学にとっ
て集積経済（静態的で地方的なものが中心）があるというこ
とは，このような産業における生産の脱集中を図ろうとする
政策は，移転先に選ばれた地区のインフラや統治の改善が伴
えば，成功の可能性があるという示唆になっている．非金属
鉱物と機械は集積経済（静態的で都会的なものが中心）の故
に，中小都市への移転に抵抗する可能性大である．

•

ボックス    4.3

出所：Kuncoro （近刊）．
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て収穫一定のものから収穫逓増のものにシフトす

る．また，長期的には，規模を拡大する技術的な

変化が規模の経済を大きくする．不完全独占的な

競争が市場構造に関して支配的な形態になる．

　世界はより都会的になり，密度の高い都市中心

部における経済的質量の集中度も高まる．世界

100 大都市の人口は 1900 年には総人口のわずか

4.3％を占めるにすぎなかった．同じ 100 都市は

今や 7.5％，現在の 100 大都市なら 10.5％の人

口シェアに達している．空いているスペースが十

分あるにもかかわらず，アメリカにおける最近の

開発をみると，ほぼすべてが既存開発地から１キ

ロメートルも離れていない注 29．アメリカでは現

在でも建物が立っている，あるいは舗装されてい

る土地面積は約 2％にすぎない．このような企業

や労働者の都市への極端な密集を説明できるのは

集積経済だけである．

企業が規模の経済を求めるなかで，農業は分散
し，製造業はクラスター化する

　経済が発展するにつれて，農業活動は生産につ

いて規模の経済を活用するために地理的に拡大す

る．アメリカではアメリカ人 1 人を養うために

毎年 1,500 キログラムの農産物を生産している

が，中国では約 600 キログラムにとどまってい

る．2005 年について農民 1 人当たりの耕作地を

みると，アメリカ 20.4，オーストラリア 45，カ

ナダ各 47 ヘクタールとなっている．ブラジルの

平均的な規模は 19 ヘクタールである注 30．しか

し，低所得国では農業における規模の経済は総じ

て確保がむずかしい．農民 1 人当たりの耕作地

が先進国と比べてあまりにも小さいからである．

例えば，中国 0.16，バングラデシュとインドネ

シア 0.30，ナイジェリア 1.20 各ヘクタールと

なっている注 31．

　国が発展して製造業やサービス業が重要になっ

てくると，企業は集積経済を活用しようとして密

集する．フランス，イギリス，アメリカでは，産

業の 75-95％は地方化（経済活動全体との比較で

集積化ないし集中化）しており，残りの 15 以下

は分散している注 32．アメリカでは，航空エンジ

ンの 3 分の 1 以上が次の 3 都市で生産されてい

る．ハートフォード（当該産業における総雇用の

18％），シンシナティ，フェニックスの 3 つであ

る（後者 2 つ合わせて総雇用の 18％）注 33．長

期的にみても，アメリカの各州では産業のスペー

ス的な集中化が高まっている注 34．イギリスの 4

桁の産業分類で 122 業種の半分以上は，行政区

画を考えずに連続したスペースを使った工場の集

中化をベースに地方化しており，分散しているの

は 24％にとどまっている．残りはランダムな分

布になっている注 35．

　スペース的なクラスター化は軽工業よりもハイ

スキルやハイテクの産業（電子計算機，プロセス

管理機器，半導体，医薬品）で顕著である．これ

は重工業ほど規模効果が大きいという裏付けのあ

る発見と整合的である．ハイスキルやハイテクの

産業には資本集約的な生産技術が多い．また，前

述の外部経済を生み出す各種メカニズムからも大

きな利益を享受できる可能性大である．

　韓国では地方化の経済による産業のランキン

グはスペース的な都市集中によるランキングにな

らっている．重工業（金属，化学，輸送機械）と

輸送業が地方における規模の外部性を活用すべく，

高度に特化した少数の都市に集中しているのに対

して，規模の外部性が小さい伝統的な産業ないし

軽工業（食品や繊維）はより分散している注 36．ハ

イテク産業（コンピュータ，航空機，医療機器，

電子部品）は，耐久財や機械に関連した産業（金

属加工，産業機械，冷凍機器，機械機器）と比べ

て集中している傾向にある注 37．韓国の都市でも

特化がさらに進展している注 38．

サービス業は製造業よりもさらに稠密にクラス
ター化している

　国がより成熟した発展の局面に向かうにした

がって，経済はより知識ベース的でサービス指向

的になる．活動のスペース的な集中度も高まる

（第 2 章参照）注 39, 40．集積経済のなかで重要と

なる種類は発展の進展に伴って変化する．特に経

済がより知識ベース型になるにつれ，近接性を必

要とする知識波及効果が重要性を高める．知識産

業に関してはスペース的に集中しているという証

拠がある注 41．
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　サービス業は製造業に比べてスペース的にさら

に集中している．それには理由が 2 つある．第 1

に，従業員 1 人当たりでみて使用する土地が少

なくてすむ傾向がある．銀行，保険会社，病院，

学校などは，土地を節約し高密度を許す高層建築

で容易に運営可能である．第 2 に，ビジネスサー

ビスは外部経済があるため，企業が相互に取引す

るなかで（どの銀行も広告を必要とすると同時

に，どの広告会社も銀行口座を必要とする），集

積がさらに進展する可能性大である．つまり相互

依存と集積の潜在性はサービス業にとって本来的

なのである注 42．

　サービス業はアメリカの集積度の高い産業のな

かでも特に際立っている注 43．サービス業は大都

市にますます集中して，20 キロメートル圏内で

サービス雇用を確保している注 44．アメリカの雇

用は 1972-92 年の間にスペース的に集中化が進

展したが，これは大都市でサービス業の地方化が

進展したことが主因であり注 45，中小規模の郡は

より都会的な地区に雇用を奪われている注 46．例

えば，ボストン市を含むマサチューセッツ州サ

フォーク郡では，労働者の 35％はビジネスサー

ビス分野で働いているが，これは全国平均 18％

のほぼ 2 倍である注 47．イギリスでは，全ベン

チャーキャピタル事務所の 60％近くはロンドン

に所在している注 48．ロンドン・ベースのベン

チャーキャピタルはより良い情報を入手するため

に，ロンドン・ベースの中小企業への投資を優遇

している．訪問してモニターするのが容易だから

である．通信コストの低下に伴って，サービスは

ますます貿易可能となっているため，提供者はよ

り狭い専門化と集積経済を活用できるようになっ

ている．例えば，金融サービスは小売銀行業務，

消費者信用・金融，商工業向け金融，投資銀行業

務など細かい分類に分けられる．また，投資銀行

業務のなかでは，買収合併，企業金融，債券，債

務管理などさらに専門的な分野がある．

都市はあらゆる種類の規模の経済を促進する
　孤立した場所にある工場でも内部的な規模の

経済に伴う利益は享受できるが，密度のある地

区に立地していない限り，地方化や都市化の経

済に関連した競争的な利益を享受することはで

きない．町や都市は熟練労働者の大きなプール

と特殊な中間投入のサプライヤーを一堂に会し，

そうすることで雇用者と被雇用者の間で，また

買い手と売り手の間でマッチングの確率を高め

ている．投入の共有は集積経済が生じるための

重要な経路である注 49．活動の密度が高いため，

より高度な専門化やより多様な中間投入が可能に

なる．全産業の平均でみると，企業が密度の低い

立地（近隣の同業従業員数が 499 人以下）から

密度の高い立地（同 1 万 -2 万 4,999 人）に移転

することによって，投入財購入の集約度が 3％上

昇する注 50．ある都市の構造というのは集積経済

の範囲とミクロ経済行動の他の側面との相互作用

によって決まってくる．

　企業の多い大都市では労働者は部門固有の

ショックをヘッジすることが可能になる．特化し

た中小都市では労働者は産業固有のショックに

関してはより大きなショックにさらされる一方，

マッチング面では優位性を確保できる．どちらの

場合でも経済活動が集中しているおかげで，企業

と労働者はともに求人・求職コストが削減でき，

その結果として，欠員が減少し，失職リスクが低

下し，失業期間が短縮化する．都市には共有でき

る投入財の種類と量が多いということは，質の

マッチングも改善するということを意味する．例

えば，マッチングを改善できる可能性があるに，

大都市では労働者に占める大卒既婚者の割合が高

まっており，1940 年の 32％に対して 90 年には

50％となっていた注 51．

　都市にいれば，生産者は投入財を見付けること

が，顧客は実験によって新しい可能性を発見する

ことがそれぞれ容易になる．情報の普及や社会的

学習が容易になるという事例は，特定のレストラ

ンで夕食会ができるということから，噂の広まり

が速いということや近隣地区では口コミによる学

習が可能であるということに至るまで枚挙に暇が

ない注 52．

　学習メカニズムによっても都市の集積を説明す

ることができる注 53．アルフレッド・マーシャル

は次のように言っている．たとえ知識の波及効果

が存在するとしても，「業界の神秘というのは神
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秘ではなくて，あたかも肌で感じられるようなも

のだ」注 54．知識の波及効果は取引を通じて追跡

することがほとんどできないため測定がむずかし

い．ただし，特許の引用に関しては，知識の波及

効果について若干ながら論文で足跡をたどるこ

とが可能である．アメリカにおける特許引用はス

ペース的に集中しており，5-10 回の引用は原特

許と同一の標準的な大都市統計区で発生している

確率が高くなっている注 55．別種の研究では知識

の主要な担い手として労働者に焦点を置いて，産

業間の労働移動性が高い経済ではアイディアや成

長の普及度が高くなることを示唆している注 56．

集積経済は密度によって大きくなり，距離に
よって小さくなる

　都市が密度の欲求を反映したものであることは

自明である．人々はお互いに近くに住むという選

択をして，高い家賃を払い，犯罪や混雑を我慢し

ている．この密度があらゆる種類の距離を削減す

るのに役立つ．したがって，都市は自然の市場創

造者であり，内部的および外部的な規模の経済を

誘発する．企業が人間とインフラが集中している

密度の高い地区に引き寄せられるのは，大きな工

場から低輸送コストで大きな地方市場を相手に商

売できる可能性があるためである注 57．規模に関

して収穫逓増的な生産技術の増加が大勢の労働者

が働く大工場につながる．大規模な労働力が大き

な地方労働市場を形成する．大きな地方需要を抱

える都市は輸送コストの削減によって様々な産業

の企業を引き付ける．したがって，地方市場の拡

大に伴って始まる集積の自己強化的なプロセス

は，市場規模の効果と投入産出の連関を通じて，

産業の生産性をさらに押し上げる．

　経済的密度の高い環境下にある工場は大きいと

いう傾向がみられる注 58．地方市場の規模が拡大

するのに伴い，企業はサービス機能を地方サプラ

イヤーに外部委託する可能性を高める注 59．この

外部委託が地方のビジネスサービス市場における

競争と多様性をさらに促進し，それがまた外部委

託を強化する．企業は同業他社が集中し，大きな

需要を抱えている場所に引き付けられる注 60．集

積経済に関して増加を続けている膨大な文献によ

れば，都市の規模が 2 倍になると生産性が 3%か

ら 8％上昇する注 61．韓国では，労働者が 1,000

人いる都市に立地した工場は，同業の労働者が 1

万 5,000 人いる都市に移転するだけで，投入の

ミックスを変えずに，産出を 20-25％増加させる

ことができる注 62．また，人々のスペース的な集

中は知識生産のコストを引き下げる．なぜなら

ば，情報の伝達，競争，スパイ，模倣，学習，革

新，新しいアイディアの商業化などが容易になる

からである注 63．アメリカでは，革新は何とその

96％が大都市圏で行われている注 64．

　集積経済は地理的な範囲に影響され，経済活動

の密度と経済行為者間の距離が規模の経済に伴う

生産性の上昇に影響する（表 4.3）．例えば，生

態的な集積経済に加えて動態的な集積経済も作用

する．例えば，ヨーロッパにおける統計上の大地

域（NUTS1）で経済活動の密度を 2 倍にすると，

全生産要素の伸びが年 0.42％高まる注 65．ブラジ

ルとアメリカに関する証拠によれば，密な大都

市圏中心部までの距離を 2 倍にすると生産性が

15％低下する．距離を 280 から 550 キロメート

ルに倍増すると利益が 6％減少する．この文脈で

は距離の概念を物理的なスペースとしての距離か

ら産業スペースとしての距離に一般化することが

できる．例えば，産業間の波及効果は当該産業が

関連のある科学的なスペースを共有し，したがっ

て産業スペースでみてより近接していれば大きく

なる可能性がある注 66．加えて，距離が集積効果

を弱める度合いは集積の種類によって異なる．例

えば，対面コミュニケーションに依存する知識の

波及効果は，距離が遠くなるにしたがって自国市

場効果よりも早く減衰するだろう注 67．

場所のポートフォリオ
　アダム・スミスは諸国民の富の性格とその発生

源を理解するのに重要なポイントとして，規模の

経済，要素移動性，輸送コストを指摘した．しか

し，1980 年代までほとんどの経済学者は，『国

富論』で導入された完全競争の「見えざる手」と

いうもう 1 つの概念を研究する方に積極的であっ

た注 68．しかし，完全競争というのは理論上の人
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工的な建築物である．自社の立地から直ぐ近くに

ある市場においてさえ，その価格に対しては微小

な影響力しかもたない微小な企業を前提にしてい

る．規模に関する収穫一定の前提はいわゆる「裏

庭の資本主義」を示唆している注 69．つまり，規

模に関して収穫一定の世界においては，小規模生

産は大規模生産と同じくらい効率的なのだから，

すべての家計は自分の裏庭で十分多様化した多種

多様な財やサービスを生産すべきだということに

なる．経済学の教授は学生に実際の世界でそのよ

うな産業の実例を挙げてくれと迫られると，自給

自足農業を指摘することになるだろう．小麦や米

を栽培している小農の世界であり，その産物は他

の農家のものと区別がない．これは経済を特徴付

けるのに好都合である．すべての企業と労働者は

同一であるため，1 つ 1 つの企業や労働者は全体

の代表者であると考えることができる．ところが

規模の経済は不都合である．専門化が人や製品を

差別化するということを認めなければならないか

らだ．

　時折，内部的な収穫逓増と完全競争との矛盾が

表面化するが，それが提起する技術的な困難性の

ため直ぐに埋められてしまう注 70．貧困を脱した

諸国ではほとんどの人はもはや小規模農場では働

いていないが，あたかもそんなことはかまうもの

かといった具合である．その後，1970 年代にプ

リンストン大学の経済学者 2 人が規模に関する収

穫逓増のモデル化という技術的な解決策を提案し

たのを受けて，多くの企業や労働者が産業革命以

来，実際に居住してきたのと同じ領域に向けて，

研究者はドアを開けることができたのである注 71．

　1980 年代後半までに，規模の経済は国際貿易

を説明する標準的な特徴となった．1990 年代前

半には，成長理論家も経済全体を定式化する際に

企業間の不完全競争を織り込む必要性を承諾した

のである．1990 年代半ば，理論家は町や都市の

台頭を含め，経済活動のスペース的な分布を説明

するために，このようなアイディアがどのように

使えるかを示し始めた．新しい経済地理を背景

に，研究者は内部経済と外部経済という二分法が

往々にして誤っていることに気が付くようになっ

た．なぜか？　集積経済のミクロ的な基盤をモデ

ル化する際，外部経済の源がしばしば内部的な規

模の経済と輸送コストなど他の要因との相互作用

にあることがわかったからである．

発見 データ

規模の経済は密度に応じて大きくなる

経済的密度を 2 倍にすると生産性が 6％上昇する アメリカ諸州における労働者 1 人当たり産出に関する 1998 年の
データ（Ciccone and Hall 1996）

雇用密度を 2 倍にすると生産性が 4.5-5.0％上昇する ヨーロッパ NUTS 地区における労働者 1 人当たり非農業民間付加
価値に関する 1980 年代後半のデータ（Ciccone 2002）

第 1 期に同一産業の地方雇用に占めるシェアが標準偏差 1 単位上
昇すると，同産業の雇用水準が後の期に 16-31％増加する

アメリカの都市圏 224 カ所における伝統的な製造業 5 業種に
関 す る 1970-87 年 の デ ー タ（Henderson, Kuncoro, and Turner 
1995）

地方で同一産業の雇用が 10％増えると，同じ水準の投入で工場
の産出が 0.6-0.8％増加する

韓国における都市・産業にかかわる 1983 年，1989 年，1991-93
年のデータ（Henderson, Lee, and Lee 2001）

規模の経済は距離に応じて小さくなる

都市中心部からの距離を 1％増やすと生産性が 0.13％低下する ブラジルにおける新規製造業企業 356 社に関する 1980 年のデー
タ（Hansen 1990）

地区の市場センターまでの距離を 2 倍にすると収益が 6％減少する ブラジルとアメリカにおける自動車部品および農業機械に関する
企業データ（Henderson 1994）

都市中心部までの移動時間を 2 倍にすると生産性が 15％低下する ブラジルにおける 8 業種に関するデータ（Sveikaukas 他 1985）

工場に対する（遅行および同時の）自国効果，ただし近隣諸国効
果なし

アメリカの 742 郡における生産性に関する工場レベルのデータ
（Henderson 2003b）

同一産業の雇用が新しい工場建設に及ぼす効果は，1 マイルごと
の同心円 5 つのうち最初の同心円のなかで急速に弱まる

アメリカにおける Dun & Bradstreet Marketplace データベースに
基づく事業所 1,200 万カ所（Rosenthal and Strange 2003）

表 4.3　規模の経済は密度に応じて大きくなり，距離に応じて小さくなる

出所：WDR 2009 チーム．
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規模の経済を認める：最近の理論的な発展
　集積経済のミクロ経済的基盤に関する研究がこ

の 20 年間に輩出しているが，これは表 4.4 に要

約したパラダイムのモデルと，経済活動の集中に

伴う利益とそのようなスペース的な集中から生じ

るコストとの緊張関係を強調する都市経済学の洞

察を組み合わせたものとなっている注 72．一般的

には，経済成長は部門や立地に応じて企業や労働

者に多種多様なインパクトを及ぼすということ

を，研究者は次第に認めてきている．その基本的

な理由は，消費における多様性と生産における規

模の経済が当事者に高く評価されているからであ

る．近似的な理由には製品の差別化，独占力，特

化，立地の外部性がある．

　規模の経済，外部性，不完全競争を正式に認

めたことで，経済理論は政策立案者が実際に住

んでいる世界に近づいたといえる．この研究か

ら生まれてくる政策含意は経済的生産が貿易，

アイディア，都市にどう関係しているかによっ

て違ってくる．

産業内貿易．規模に関する収穫逓増と製品の

差別化を正式に認めたことから得られる主な

洞察は，貿易は要素賦存状況が類似している

•

国どうしの間で生じる可能性があるというこ

とである．産業間貿易と産業内貿易はともに

利益が得られる形で実行可能であろう．各国

は理論的には一部の活動を利益が得られる形

で奨励して，比較優位を確保することが可能

である，ということが主な示唆になる．

アイディア主導型経済．アイディアはノン

ライバルな性格からして，市場は新しいア

イディアの創造に対しては過少投資になる可

能性があるという点で，資本，土地，労働な

ど他の生産要素とは異なってくる，という洞

察になる．政府としては国がある段階で獲

得した比較優位を維持するのに役立つような

R&D に補助金を供与すべきである，という

ことが理論的な意義になる．

都市ベースの成長．重要な洞察は次の通りで

ある．企業にとって外部的な要因に基づいて

収穫逓増を示す活動が都市に集中する可能性

が高いのに対して，収穫一定を示す活動は分

散したままにとどまる．経済の発展に伴っ

て，都市を企業に優しく住みやすい場所に維

持する政策が重要になってくる，というのが

主要な意味である．

•

•

テーマ 主な洞察 主要刊行物

産業組織
（1970 年代）

規模に関する収穫逓増と不完全競争は正式な経済モデルに組み込むことができる Spence (1976); Dixit and Stiglitz 
(1977)

都市経済
（1970 年代）

都市内部の外部経済と都市のシステム ; 集積水準の相違は都市機能と関係がある Mills (1972); Diamond and Mirrless 
(1973); Henderson (1974)

国際貿易
（1980 年代）

賦存状況が類似の諸国相互間における産業内貿易は収穫逓増と不完全競争で説明
できる ; 初期の賦存状況は貿易や特化を通じて長期的な成長率に影響する可能性
がある ; 貿易は収斂と乖離両方の諸力を解放する

Krugman (1980, 1981); Ethier (1982); 
Helpman and Kruguman (1985); 
Grossman and Helpman (1995)

経済地理
（1990 年代）

規模に関して収穫逓増の活動が集積と不完全競争を特徴とする一方，収穫一定の
活動は分散し競争的であることから，経済活動のスペース的な分布と都市の成長
を説明するのに用役立つ

Krugman (1991); Fujita, Kruguman, 
and Venables (1999); Henderson 
(1999)

内生的成長
（1980 年代）

完全競争と知識関連ないし人的資本関連の外部性は全体として収穫逓増を示唆し
ており，成長率が長期的に低下せず，富の水準が各国間で収斂しない理由を説明
する

Romer (1986); Lucas Jr. (1988)

内生的成長
（1990 年代）

R&D 支出のインセンティブが低下しないことは不完全競争で，R&D コストが長期
的に低下して，成長を押し上げる，より多くのより良い製品に帰結することは知
識波及効果で説明できる

Romer (1990); Grossman and 
Helpman (1991); Aghion and Howitt 
(1992)

内生的成長
（2000 年代）

一国の成長と最適な政策が技術フロンティアまでの距離によってどう異なるか
は，不完全競争とシュンペーター的な企業の参入・退出（新規参入者は新技術を
持ち込む）で説明できる ; 都市における知識集積は成長につながる

Aghion and Howitt (2005); Rossi-
Hansberg and Wright (2007); 
Duranton (2007)

表 4.4　30 年間にわたる理論的な発展で規模の経済の重要性が認識されるようになった

出所：Gill and Kharas (2007) の翻案．
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　都市システムは次のような様式化されたパ

ターンを示している．大都市はより多様化し，

よりサービス指向的になる傾向がある．革新し，

投資し，新しい企業を育てて，成熟産業を追放

する注 73．中小都市は産業的に特化する傾向にあ

る．生産ないし製造し，多様化した都市から移転

してきた産業を受け入れる注 74．都市の相対的な

規模の分布と特定の都市における産業の集中度は

長期的に安定的な傾向にある．都市システムは少

数の大きな多様化した都市と多数の小さな特化し

た都市で構成される傾向にある注 75．

　したがって，ほとんどの諸国における様式化さ

れた観察は，都市の階層は少数の大都市と多様

な経済的機能を果たす多数の都市でできている

ということになる注 76．グローバル・レベルでは，

ニューヨーク，ロンドン，パリ，東京など階層の

最上階にある「世界都市」は，産業構造の多様

性，サービス指向型，広範囲のスキルをもった労

働力などの特徴をもっている注 77．

中小都市は成熟し移転する産業を受け入れなが
ら特化している

　自然の比較優位を制御してみても，外部性は都

市の特化や多様性に関するパターンを説明するの

に重要である（表 4.5）．アメリカでは非伝統的

な品目の生産は多様化した大都市に集中する一

方，標準的で伝統的な財は特化した中小都市に集

中している．同じように日本でも，中小都市が特

化する一方，ローテク産業や標準的なハイテク生

産プロセスは海外に移転している．韓国でも同じ

で，大都市はサービス指向型で，中小都市は製造

業指向型になっている注 78．

　中規模都市は新しい産業ではなく成熟産業に特

化し，大都市は製造業ではなくサービス業に特化

する傾向がある注 79．インフラの改善と輸送コス

トの低下は，標準的な製造業が高家賃の中心部を

出て中小都市に移転するのを促進している．大都

市における生産はサービス業，非標準的な製造

業，研究開発に焦点が絞られている注 80．製造業

の郊外への移転については，コロンビア，インド

ネシア，韓国，タイでも裏付けがある注 81．サー

ビス業ではなく製造業が都市中心部を脱集中し

て，周辺の郊外に移転するというのとはごく普通

にみられることだ注 82．

大都市は多様化し，新しいアイディアや企業を
涵養し，成熟産業を追い出す

　新しい企業はしばしば多様化した都市で設立さ

れ，成熟すると特化した都市に移転する．例え

ば，フランスの新しい工場すべてのうち 84％は

発見 データ

重工業にとっては地方化の経済がより重要なのに対して，軽工業に
とっては都市化の経済がより重要

日本における 2 桁分類の製造業に関するデータ（Nakamura 
1985）

都市の規模が大きくなるにつれて，地方化の経済は重要性が低くなっ
て，都市化の経済に道を譲る

アメリカとブラジルにおけるクロスセクション・データ
（Henderson 1986）

労働プールによる規模の経済は新しい拡大している市場でより大き
い一方，知識波及効果や専門的な資産の共有による規模の経済は成
熟市場でより重要

アメリカにおける 4 つの大都市圏と 3 つの 2 桁分類の産
業 に 関 す る 企 業 の 年 間 雇 用 デ ー タ（Hammond and Von 
Hagen 1994）

成熟した資本財産業については地方化の経済に関する証拠があるが
都市化の経済に関する証拠はない．新しいハイテク産業については
地方化経済と都市化経済の両方に関して証拠がある

アメリカにおける都市化が進んだ 742 郡に関する 1970-87
年のパネルデータ（Henderson, Kuncoro, and Turner 1995）

全産業にとって地方化経済と都市化経済の両方が重要．伝統産業で
はほとんどの効果は 4-5 年で消滅するが，ハイテク産業では効果は
もっと長く持続する．最大の効果があるのは典型的には当該郡や都
市圏における 3-4 年前の状況である．

アメリカにおける 224 の都市圏における伝統製造業 5 業
種とハイテク製造業 3 業種の 1970-87 年に関するデータ

（Henderson 1997）

都市の産業環境の歴史は重要．かなり成熟した都市では都市化経済が
産業の成長を促進

アメリカの 170 都市における最大の産業に関する 1956-87 年
の成長データ（Glaeser 他 1992）

ハイテク産業では地方の製造業ベースの多様性が標準偏差 1 単位増加
すると生産性が 60％上昇するが，多様性は標準的な産業（繊維や食品）
に何の効果もない

韓国における 1983 年，1989 年，1991-93 年の都市・産業に
関するデータ（Henderson, Lee, and Lee 2001）

表 4.5　集積経済は都市の規模やプロフィールと産業のライフサイクルによって異なる

出所：WDR 2009 チーム．
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多様性が平均（中位数）以上の都市で設立されて

いる注 83．企業移転の約 72％は多様性が平均以上

の地区から専門性が平均以上の地区への移転であ

る．アメリカではほとんどすべての製品革新は大

都市圏で行われている．革新的な製品にとって特

定都市の同業への特化は悪いことであるが，産業

の多様性と大都市であることはともに良いことで

ある注 84．試作工場は日本では大都市に立地してい

るが，大量生産工場は中小都市ないし農村部にあ

る．若い企業は理想的な生産プロセスを決定する

のに実験期間が必要であると考えられている注 85．

初期の学習段階においては，多様化した都市は企

業が様々なプロセスを試行するための「保育所」

として機能する．企業が一度理想的なプロセスを

特定すると，特化した都市で大量生産を始める．

そこではすべての企業が類似のプロセスないし専

門性を共有している（ボックス 4.4 参照）．

　多様な業種の本部がクラスター化し，ビジネス

サービス業が集中している少数の大都市と，各特

定業種の生産工場が集まっている特化した中小都

市とでは，都市が提供する経済的機能が異なって

いる．1950 年のアメリカではマネジャーと生産

労働者の比率という点で都市間にはほとんど相違

がなかった．大都市ではすでにマネジャーが多

かったものの，都市の規模によるランキングは明

確ではなかった．しかし，1980 年には都市間格

差は大幅に拡大し，規模によるランキングが明確

になっている．大都市は対面型の接触が有益な経

営管理や情報集約的な活動に特化する一方，中小

都市は生産に特化するようになっていたのであ

る．このパターンに 1990 年代にはますます顕著

になった注 86．

　このようなパターンは次の 10 年間でさらに顕

著になっている．1990 年についてアメリカの 9

つの大都市圏をみると，生産労働者 1 人当たり

のマネジャーは全米平均を 39％も上回っていた．

日本，韓国，アメリカでは，経営管理機能とビジ

ネスサービス業の雇用は大都市に集中している．

日本と韓国では特大都市は実験的な活動や本社

（一部のビジネスサービスを外部委託して）を収

容している一方，中小都市は特化した生産を受け

入れている．

　経営史家や経済史家の多くが主張しているとこ

ろによると，複数立地企業を調整しモニターする

のに要する追加的なコストは，結局のところ，統

合的企業との比較では，主として新しい経営慣行

に加えて，輸送や通信の技術にかかわる重要な動

きにしたがうということになっている注 87．

　輸送と通信の技術進歩を背景に，企業にとって

生産施設を本部や経営管理施設から分離するコス

トが低下している．企業は生産施設を同一業種で

特化している環境下に，本部をビジネスサービス

雇用が集中している大都市圏に立地することが可

能になっている．さらに，サービス産業の産出物

を輸送することを（電子的な送信を通じて）安価

にする通信コストの低下は，多くの予測に反して，

「距離の死」や都市が忘却の彼方に消滅すること

を意味しなかった注 88．この文脈でいえば，情報

の伝達にとって距離は重要さが低下したものの，

知識の伝達にとっては重要さが増大している．通

信は対面型相互作用の補完物にはなり得ても，強

力な代替物にはなり得ない．それは特にボディラ

ンゲージや口頭による会話を初めとして，多種多

様なコミュニケーション方法を同時に含んでいる

ものだからである（ボックス 4.5 参照）注 89．商

業用のインターネット・ドメインの地理的な分布

をみると，インターネットは電話や郵便など長距

離コミュニケーションの代替策であるだけでな

く，（主に市内における）対面型相互作用の補完

策にもなっていることが示唆される注 90．

都市が特化している活動は安定しており，都市
の規模の分布もそうである

　外部性は既存の立地パターンを説明するのに

「歴史が重要」だということを示している．つま

り，ある産業の現在の立地パターンは都市の産業

環境の歴史に，したがって地方化の経済に強く影

響されているということである．このような無形

資産には当該産業に関係する知識の在庫や特定ス

キルを習得した労働力が含まれる．他の面では

まったく同じ 2 つの企業は当該都市にどれくら

い長く立地していたかによって，地方的な集積か

ら享受する利益が異なってくるだろう．同様に，

他の面ではまったく同じ 2 つの都市は自分の歴
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史に応じて提供する外部経済の種類が異なってく

る注 91．

　歴史と特化の影響は，相対的な都市の規模の分

布に関して観察される安定性や，長期的にみて特

定の都市に産業が集中していることと整合性があ

る．各国内では都市の相対的規模は不変にとどま

る傾向がある．この現象は都市の専門家の間で

は，当該国最大の都市とある都市のそれとの相対

的規模の関係，すなわち「ジップの法則」の顕現

としてとらえられている．同法則によれば，ある

都市のプライメートシティとの比較でみた人口規

模は全国的な都市の階層における順位に逆比例す

る注 92．特定の都市では執拗な産業集中もみられ

る注 93．

　成熟産業については，都市ごとの雇用パター

ンが長期にわたって持続する可能性が高い一方，

個別産業の雇用パターンが各都市共通に収斂す

る可能性は低い．このような持続性は個々の製

造業における工場や雇用の回転率が高くても，

また，地方の賃金や需要動向が変化するのに伴っ

播種と収穫は場所によって時期が異なる：都市の相互依存上昇

　特化した都市と多様化した都市のいずれが成長にとって有
益かについて，都市の専門家と経済学者は長いこと議論して
いる．狭い分野に特化している都市は大きな集積経済を生み
出すので，企業の生産性は同業他社に近いところに立地して
いるほど高まる．一方，多様な活動のミックスがあると，都
市は特に新しい部門を中心に成長する可能性が高い．多様性
と特化はともに重要であるが，企業のライフサイクル上の時
期によって異なる，というのが結論になる．「均衡のとれた」
都市システムというのはすべての都市が同じように特化して
いる，あるいは多様化しているシステムではなく，多様化し
た都市と特化した都市が共存するシステムである．
　若い企業にとっては都市の多様性の方が重要である．新し
いビジネスマンは作られる製品，使う部品，その原産がどこ
か，どの労働者を採用すべきか，ベンチャーのファイナンス
方法について，すべての詳細がわかっているわけではない．
同じような技術を使っている異業他社は同業他社の場合と比
べて，新しい慣行や技術に関する情報を共有する可能性大で
あろう．より標準的ないし成熟した産業の企業にとっては都
市の特化の方が重要である．このような企業にとっては典型
的には都市の多様性に伴う柔軟性の利益はさほど大きくない．
特化した環境下に移転することによって，都市の集積経済の
利益をよりうまく享受することができる．例えば，デトロイ
トの自動車会社は部品サプライヤーを共有することによって
コストを削減できるし，ホンジュラスのサンペドロスラのよ
うな都市に立地している衣服メーカーは，市場がファッショ
ンの気まぐれと嗜好に調整する際，労働者が工場の間を移動
するのを後押しする厚みのある労働市場から利益を享受して
いる．
　同業他社のクラスターが革新にとって最良の環境として奨
励されている場合がある．しかし，研究によれば，そうでは
なく，新しい製品やプロセスを生むには多様な大都市圏の方
がいいとされている．例えば，金属切断用のコンピュータ制
御型機械の採用は，多くの企業（溶鉱炉メーカーから航空機
メーカーまで様々）が同じような技術的なニーズをもってい
るが，直接的な競争相手（同業他社）ではないという状況下
で速かった．革新が重要な企業（エレクトロニクス生産者な
ど）は初期の革新局面では多様性を好み，その後に大量生産
のために特化した都市に移転する．製造業やサービス業にとっ

ては，農業とは違って，「播種」と「収穫」は違う場所で行う
ことが可能なのである．
　製品開発と大量生産がますます違う場所で行われるように
なるのとちょうど同じく，経営管理と生産も分離が進んでい
る．半世紀前，事業を遠くから管理することに伴う困難を考
えて，本部や管理部門は工場の近くに所在していた．輸送と
通信のコストが低下したため，生産を遠くから管理すること
がずっと容易になっている（第 6 章参照）．
　その結果，多数の企業は経営管理と生産をスペース的に分
離して，それぞれについて最良の環境を求めている．本部に
とっては，これは法律サービスや広告会社を共有できる他社
の本部が立地しているところを意味する．生産施設にとって
は，他社の同じような工場があるところを意味する．本部は
通常大都市にある．専門的サービスにかかわる集積経済の効
果が大きくなり，土地集約度が低く，大都市のアメニティな
ら喜んで大きな負担も辞さない高学歴者を雇用しているため
である．もし土地市場がうまく機能すれば，これに伴う地価
の上昇で生産施設はより小さい，より特化した町や都市への
移転を急ぐだろう．
　アメリカの都市は適例である．マネジャー対生産労働者の
比率は 1950 年には，都市の規模にかかわらずどこでもほぼ
同じであった．しかし，1990 年になると，人口 7 万 5,000 人
-25 万人の都市では生産労働者 1 人当たりのマネジャー数は
全米平均を 20％下回る一方，150 万 -500 万人の都市では同じ
数字が全米平均を 20％，50 万人以上の都市では 50％凌駕す
るようになっていた．同じようなトレンドがフランスやドイ
ツなど他の諸国でもみられる．
　政策立案者はこのような動向を認識してしかるべきである．
このような相互依存の増大は工場が大都市から離れて移転し
ていくという形になって現れてくるため，政府としては資源
を取り上げてしまいたい誘惑に駆られる可能性がある．それ
は「角を矯めて牛を殺す」ようなものである．小さい特化し
た都市への移転は，多様な大都市がそもそも発展を後押して
きた企業のライフサイクル上で進んだ段階の現象にすぎない
からだ．

ボックス    4.4

出所：Diego Puga 執筆．
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て工場が移転しても発生している注 94．歴史的に

は，ある産業が崩壊するという大きな変化を経

験した都市もあるが，それはむしろ例外だった

ようである注 95．

　ある産業の雇用が特定の都市に集中するという

状況が持続するのは，これは産業構造の「ロック

イン」を示唆するが，地方化の経済で説明でき

る．このような都市はその産業の工場や雇用につ

いて競争力が強く，やがて時とともに，それを保

持するようになる．自分と同じ産業の活動が拡

大するということは歴史的には，その地方に現

在立地する企業が技術，違った質の投入物の供給

源，地方文化とそれが法律・企業・制度にかかわ

る環境に及ぼす影響に関して，より多くの蓄積さ

れた知識をもっているが故に，より生産的に運営

できることを意味する．このような地方化の優位

性はむしろ伝統的な製造業に妥当する注 96．この

ようなことで特定立地における多数の産業クラス

ターにかかわる長寿が説明できる．その例として

は，1348 年以来，世界一流の刃物類クラスター

になっているドイツのゾーリンゲン市が指摘でき

る注 97．

　特定のサービス業が特定の都市に執拗に集中し

ているという証拠もある．アメリカの投資信託は

1924 年にボストンで始まった．マサチューセッ

ツ・インベストメント・トラストの創設が嚆矢で

ある．現在，ボストンは全米の投資信託および

資産管理サービスにおける雇用の依然として約 3

分の 1 を占めている．ハートフォード市の保険

業界は18世紀後半とさらに以前に始まっている．

地元の商人が損益を共有するという形で海外での

貿易遠征にお互いに保険をかけたのである．この

ような非公式な取引がやがて大規模な保険会社

に成長したが，その嚆矢は 1810 年に創設された

ハートフォード火災保険会社である．エトナ，コ

ネティカット・ゼネラル，トラベラーズなどを含

め他のハートフォード市所在の保険会社も 1800

年代の初めから半ばの間に設立されている．ハー

トフォードは現在でも「保険の都市」として知ら

れており，広範な保険商品（生命保険，医療保

険，火災 / 海上 / 損害保険，年金基金など）が同

市に集中している注 98．

市場諸力に関する懸念
　途上国世界の生産者や労働者は過去 1 世紀の

間，富を町や都市に求めて，しばしばそれを手に

してきた．過去 30 年間にわたり研究者は都市集

積に伴うあらゆる形や規模の利点を分析して，理

解を深めてきた．しかし，政策立案者がこのよう

な市場諸力の強さや，それを活用することに伴う

利益を評価しているのかどうかは定かではない．

　国連人口局が 2005 年に調査した途上国政府の

半数強は，人口のスペース的な分布を大きく変更

して，都市部への移住を鈍化させたいとの希望を

表明した．途上国高官のほぼ 4 分の 3 は，都市

部への人口流入を削減する政策を実施するか，あ

るいは農村部から都市部への移住を逆転させる措

通信コストの低下を受けて都市は繁栄を続ける

　通信の改善に伴って，都市は相互作用と知識移転の基盤と
して重要性を高めている．アメリカと日本に関する最近の研
究によって，通信と対面型相互作用の補完的な役割が裏付け
られている．すなわち，お互いに物理的に近いところにいる
人々の方が頻繁に電話しているのである．
　対面型の相互作用は電話による相互交流の需要を増やすと
いうのが 1 つの解釈である．ファックスと電子メールが普及
した 1980 年代半ば以降，業務出張が 50％以上増加している．
通信コストの低下に伴って対面型相互作用が増加していると
いうもう 1 つの証拠は，経済学の分野で共同論文が著増して
いることにみられる．1960 年代には全論文中 12％だったも
のが 1990 年代には 56％にまで上昇している．地方的，州際
的，国際的な共同論文のすべてが増加している．通信の改善

で長距離の相互作用が増加しているが，地方的な相互作用が
犠牲になったわけではないのである．
　アイディアがより複雑になってコミュニケーションがむず
かしくなるにつれて，集中的な対面型相互作用の価値が上昇
し，都市は重要性が高まっている．また，都市が通信技術の
中心地だとすれば，情報技術の改善は都市の経済的役割を高
めるだろう．ニューヨークにおけるマルチメディア産業の台
頭は，最先端の産業におけるむずかしい情報の流れを円滑化
する点において，大都市が比較優位をもっているということ
を示すものかもしれない．途上国ではバンガロールの台頭が
適例であろう．

ボックス    4.5

出所：Gaspar and Glaeser (1998); Huber (1995); Sassen (1991); Gottman (1977)．
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置をとりたいとの強い希望を表明した注 99．先進

国でも多くの人が同じように途上国における都市

化を懸念している．「世界中で都市が劇的な成長

をみせているが，特に第三世界における国家規模

の巨大な大都市圏の台頭で，アメリカの科学者や

政府高官は懸念を強めている．最大の懸念事項

は，特大都市はますます病気，経済的混乱，際限

のない政治危機にとって培養器の役目を果たすだ

ろうということにある」注 100．このような懸念が

2006 年に「特大の問題を抱える特大都市」につ

いて議論するために開催された世界都市フォーラ

ムの目標に反映されている注 101．一般的な見方は

次の通りである．「途上国の都市は歴史的に経済

成長のエンジンであった．しかし，第三世界の都

市の多くはあまりにもひどい機能不全に陥ってお

り，経済的進歩の足かせになっている」注 102．

　好ましい解決策の一部を示せば次の通りであっ

た．都市への大量移住を鈍化させる，新しい都市

を建設することによって途上国世界の大都市の脱

混雑を図り，大都市を清潔なハイテク活動のセン

ターにする．しかし，このような解決策はすべ

て，経済発展に向けてスペース的な変化を牽引す

る市場諸力を誤解しており，代価が高くつく可能

性があることを意味する．

都市化に関する誤った恐れ
　都市部における経済活動は都市化が進んだ先

進国では GDP の 80％も占めている．途上国にお

ける同シェアは約 50％にとどまっている．メキ

シコについてみると，人口の 3 分の 1 を占める

10 大都市圏だけで，全国の付加価値総額の 62％

を生み出している注 103．ベトナムをみると，都市

部は人口の 30％を占めているが，産出に占める

シェアは 70％に達している．中国では，120 の

都市で GDP の 4 分の 3 を占めている注 104．貧困

国や中所得国においてさえ，都市が経済的生産に

極めて重要な貢献をしていることが明確である．

　途上国の都市部がアフリカの最貧国の都市部も

含めて，外部経済を提供しているということを示

す十分な証拠も存在する．都市部と農村部の家計

における消費を広範な途上国について横断的に分

析すると，観察可能な同じような特性をもってい

る人々が，都市部に所在しているというだけの

おかげで，より高い消費を享受している．利益

の幅はさまざまであるが，ハンガリー，キルギ

ス，ポーランドでは 2％，コスタリカ，エチオピ

ア，インド，ルーマニア，タンザニアでは 30％，

アンゴラ，ボリビア，ルワンダでは 80％以上と

なっている（図 4.1）．

　このような大規模な格差があることを考えれ

ば，政策立案者が都市部への人口移動を制限しよ

うと努めるのは無益であろう．仮に制限によって

移住の流れが阻止できたとしても，経済的なコス

トは高くつくだろう．中国では，1990 年代後半

まで農村部から都市部の移住を制限する政策を実

施していたが，その結果，都市化が停止し，半分

から 3 分の 2 の都市が小規模のままに取り残され

た．中国の典型的な都市にとって，あまりにも小

規模であるということは，労働者 1 人当たりの純

産出でみて約 17％の損失に帰結したものと推計

されている．少なくとも 4 分の 1 の都市に関し

て，このような損失は 25-70％に達した注 105．

機能ではなく規模に関する誤ったこだわり
　都市が繁栄するかどうか，いや存続するかどう

かでさえ，一区画の土地がどれだけ素早く市場需

要の変化に適応できるかによって決まる．土地は

どんな活動の生産にとっても決定的に重要な固定

的な要因であることを考えると，都市が提供する

不動産の選択肢は外部経済の規模と都市経済の性

格および特化に影響する．投資家にとって魅力的

であるためには，都市としては不動産と施設の両

面において，支配的ないし成長中の産業の需要を

満たさなければならない．例えば，専門的サービ

スや金融サービスは大量の事務所スペースを必要

とするが，高層の事務所ビルで垂直的により効率

的に供給され得る．製造業は財を生産する工場と

製品や原材料を保管する倉庫のために，広大な土

地を必要とする．また，レクレーション，観光，

娯楽の部門は都市のなかで目に付きやすく，歩行

者にやさしい地区と小売スペースを必要とする．

　都市に市場ニーズの変化に応じて土地を様々な

用途に容易に適合させる能力があれば，持続的な

成長が可能となるだろう．香港の過去 800 年間
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図 4.1　家計消費について都市部のプレミアムは相当大きなものになり得る
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出所：75 カ国における 120 件の家計調査に基づく WDR 2009 チームの試算．
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やニューヨークの過去 300 年間は，このような

都市再生を合図し実現するのに市場が重要であっ

たることを示している（ボックス 4.6，4.7 を参

照）．ニューヨークでは，商業貿易は初期の海運

業から発展したものである．次に商業貿易業が都

市の近代的な金融業の誕生を後押しすることにな

る．19 世紀後半，ニューヨーク市の貿易業者は

物理的な輸送インフラ（港，運河，鉄道など）だ

けでなく，よそでは入手不可能な特殊サービス

（定期船，卸売業者，船舶仲立ち人など）の中間

投入に対してもアクセスを共有することによって

繁栄した．後に，このような貿易に対する投入は

金融に対する共有投入の基盤となる．海上保険の

引受は引き続いて，その他の形態の投資にとって

基盤となっていく注 106．

　流動性の高い土地や，不動産市場およびその他

の支援制度（財産権の保護，契約の執行，住宅金

融など）を提供できる都市は，市場のニーズが変

化しても長期的に繁栄する可能性大であろう．成

功した都市というのは高付加価値ユーザーが高額

の土地を購入できるようにゾーニング法を緩和し

て，長期的に土地の役割変化に適合するために柔

軟な土地使途の規制を採用してきている．

　集積経済の利益は経済活動の密度から生まれて

くる．情報技術の新設企業がシリコンバレーに立

地する，あるいは本の露天商がインドのムンバイ

でダダブハイ・ナオロジ道路に並んでいる他の本

の露天商の近くに出店するのは利点がある．ロン

ドンの金融部門は主にシティとカナリーウォーフ

の 2-3 平方マイルのなかに集中しているが，金

融企業も大ロンドン圏内に立地することで利益が

享受できる．企業は同業他社あるいは異業他社に

近接して立地することでメリットが享受できる．

また，全員が一緒に動かない限り，たとえ移転先

の賃金や土地が安くても，このような利益を失う

ことになるだろう．

　しかし，都市の規模が大きくなり経済的密度

が高まると，それ自体が問題を生むようになる．

人々や企業にとって，都市生活は途上国でも先進

国でも代価を伴う．ロンドン中心部の交通は時

速 11 マイルでしか流れない注 107．これは 100 年

前の馬車と同じ速度である．北京は汚染を原因と

するスモッグで悪名が高い．ムンバイの土地は世

界でも最高値の部類に属する．高犯罪率は世界

中の都市生活で容認せざるを得ない特徴となって

いる．何百万人という都市住民は人口過密のスラ

ム街に住んでいて，基本的な快適さやサービスに

対するアクセスがまったく，あるいはほとんどな

い．これらは密度の代価であり，これが集積の不

経済である．

　この不経済の源泉は集積経済が定着する場所で

は土地が少ないということにある．土地には限

度があるので，経済成長が進展するのに伴って，

集約的に使用されなければならないようになる．

香港：市場諸力が先導して政府は後に続いた

　面積が約 1,000 平方キロメートルとロードアイランド州の
4 分の 1 未満である香港は漁村にすぎなかった．起伏の多い
不毛の島であった香港は，1200 年代に初めての人口増加を経
験した．中国人が戦争や飢饉を逃れて本土を後にしてきたの
である．人々は製塩，真珠探し，漁業で生計を立てていた．
1650 年代 -1800 年代の間，香港は軍事的な前哨地点で海軍基
地でもあったが，経済的には引き続き貿易が中心であった．
第 2 次世界大戦が終了した 1945 年時点で，香港の人口は戦
前の水準 160 万人の半分以下に減少していた．
　1950 年代から 60 年代にかけて香港は，ボタン，造花，傘，
繊維，エナメル，履物，プラスチックなどの生産を開始した．
大衆にとっては不法居住者キャンプが家になった．キャンプ
大惨事を招き（硤尾火災など），総督は多層式住宅建築を建設
するという形で対応するに至った．公共住宅の状況は基本的
なものにすぎず，台所は共用であった．数十年間にわたって，

都市開発にコミットし関心を見せたのは民間部門である．
　政府は 1960-80 年に環境，交通，コミュニティ施設を改善
するために，都市再生と包括的な再開発を実験した．その間
に，住居，商業，産業，輸送，娯楽，コミュニティのための
土地利用の需要を充足するには，土地利用計画における柔軟
性と民間部門の関与が決定的に重要であることが判明した．
これを組み合わせたおかげで，香港は現在のようにビジネサー
ビスと金融サービスにかかわる地域的なセンターとして繁栄
できるに至った．
　最低限の政府介入という伝統にしたがって，香港では都市
変化の牽引力は民間部門にあった．政府は都市再開発を民間
の開発関係者が支配する専門機関に外部委託している．

ボックス    4.6

出所：Adams and Hastings (2001)．
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再開発と再生：ニューヨークはどうやって偉大な都市になったか

　ニューアムステルダムは 1614 年にオラダンの植民地として
建設された．それがイギリス領となってニューヨークに改名
したのは 1664 年のことである．マンハッタン，ブロンクス，
ブルックリン，クイーンズ，スタッテン島が合体されて今日
のような形になったのは 1898 年である．ニューヨークは歴
史を通じて，自ら継続的に再建し，再開発し，再生してきた．
かつては天然港の故に毛皮貿易と海運業のハブとして栄えた
ニューヨーク市は，現在では世界的な金融センターであり，
マスメディア，芸術，情報通信技術（ICT）革新，医療研究の
地域的な発電所となっている．ニューヨーク都市圏は 1,870
万人の人口と１兆 1,330 億ドルの GDP を擁し，東京に次いで
世界第 2 位の都市集積地となっている．ニューヨークの都市
総生産は 9,500 億ドルで，アメリカでは最大の地域経済となっ
ている．ニューヨーク市が国家だとすれば，スイスを凌駕し
て世界で 7 番目に大きい国になる．1 人当たりの生産では世
界第 2 位だ．
　4 つの近隣居住区をツアーすればニューヨーク市の多様性
と脈動がわかるだろう．

ソーホー地区．ソーホーは 1700 年代には農地であった．1800
年代前半までに主に住宅地となり，最初は富裕層が，直ぐに
中産階層が住む地区となった．やがて急速な発展を受けて多
数の企業が集まる．ブロードウェイに沿ってホテル，劇場，
店，豪邸，音楽ホール，カジノ，売春宿が出現した．1880 年
代以降になると繊維産業がこの地区に定住した．1950 年代に
は芸術家が家賃が安かったのでこの地区に群がり，その結果
として，人々，工業，商業は山の手に移転した．シティクラ
ブ・オブ・ニューヨークは 1962 年にソーホー地区を商業上の
スラム街と呼んだ．しかし，現在ではかつては「地獄の 100
エーカー」と呼ばれたソーホー地区は，商業・小売地区とし
て繁盛しており，ニューヨーク大学の本拠地となっている

a
．

ウォール街．この金融街は市内で一番有名で最古の地区であ
る．現在のウォール街はマンハッタン・コミュニティ地区 1
の一部である．同地区はカナルストリートから南方にマンハッ
タン島の南端にあるバッテリーパークまで広がり，ガバナー
ズアイランドを含む．ニューヨーク証券取引所とナスダック
という世界最大の証券取引所 2 つを擁している．
　通りの名称は元々は De Walle Straat であった．これは 1630
年当時，フォートアムステルダム周辺のニューネザランド住
民の大半がフランス語系ベルギー人，すなわちワロン人の農
民だったことに由来する．ニューネザランドではビーバーの
ベルトが唯一最大の商品であった．貿易を背景に食品，木材，
タバコの生産という形で新しい活動が盛んになり，やがては

奴隷貿易も勃興した．18 世紀後半にはウォール街の端にスズ
カケノキがあって，トレーダーや投機家がその下に集まって
非公式に株取引を行っていた．この取り決めが 1792 年に「ス
ズカケノキ協定」（Buttonwood Agreement）として正式なも
のとなり，ニューヨーク証券取引所の基礎を築いたのである．

精肉業地区．ビンセント・インコニグリオスがガンズボート
ストリートにある屋根裏部屋に引っ越しをした 1969 年当時，
精肉業地区は無法地帯であった．同地区は意識を失ってしま
うほどの悪臭が特徴であった．インコニグリオス氏のところ
から通りを下ったところには漬物工場があり，スペイン・メ
ロンの輸入業者が階下で店を開いていた．この地区は骨や肉
の入った樽と血だらけの白衣をまとった人々で溢れていた．
一世代も経ずして精肉業地区で生じた変化は昼と夜の違いと
同じくらい鮮烈であった

b
．現在，そこには肉の卸売業を営

んでいる 35 社が依然として存在している．しかし，この地区
にはかつての広大な工場スペースを活用して，世界一流のレ
ストラン，画廊，当世風の商店街，ナイトクラブが軒を連ね
ている．不動産価格が急騰した．インコニグリオス氏がこの
地区に転居してきた時の家賃の月 50 ドルであった．2007 年
にカーライルグループとシット・アセット・マネジメントが
西 14 町目ストリートにある一対のビルを購入したが，何と
7,000 万ドルも支払っている

c
．

ウィリアムズバーグ．この近隣地区は貿易港として栄えてい
たが，南北戦争後に豊かな工業都市に変身した．1903 年に
ウィリアムズバーグ橋が建設されると，マンハッタンのロー
ワー・イーストサイドに住んでいたユダヤ人家族が，ウィリ
アムズバーグでのより良い生活を求めてイーストリバーを横
切った．工業がこの地区を逃げ出すと，ウィリアムズバーグ
は 1960 年代から 70 年代にかけて移民が集まる貧民窟になっ
た．しかし，家賃が安かったので，この地区は芸術のハブに
もなった．この地区はイタリア系，ポーランド系，ヒスパニッ
ク系，ユダヤ系がミックスする町に発展していった．ニュー
ヨーク市が 2005 年に承認したゾーニングの変更を受けて，
オープンスペース，公園，手頃な価格の住宅，軽工業の建設
が可能になっている．現在の不動産価格をみると，1 平方フッ
ト当たり平均 700-900 ドルであるが，著名なウォーターフロ
ント開発地区では 100 万ドルのレンジに達している

d
．

ボックス    4.7

出所：Seeman and Siegfried (1978); Shaw (2007); Biedermann (2007); Lynch 
and Mulero (2007)．
注：a. Seeman and Siegfried (1978)．b. Shaw (2007)．c. Biedermann (2007)．
d. Lynch and Mulero (2007)．
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ニューヨーク市のマンハッタン地区を考えると，

面積は 35 平方マイルしなかない．1800 年の人

口密度は 1 平方マイル当たり 3,000 人にすぎな

かった．1850 年にはこれが 2 万 3,500 人に増加

し，1910 年に 10 万人強でピークを打っている．

現在の人口密度は約 7 万人である．土地の供給

が固定しているため，その利用は集積経済に伴う

一層の利益をやがて帳消しにしてしまう．ある生

産要素の固定的な供給を相殺する方法は他の要素

で代替するということになるが，多くの大都市圏

で高層建築が出現しているのは資本で土地を代替

する事例といえる．先進国の大都市の多くで地下

鉄網を建設するのももう 1 つの例である．しか

し，このような代替にも限度があり，都市におけ

る土地不足の増大は家賃の上昇や労働者と企業に

対する混雑コストにつながっていく．

　輸送システムを改善すれば，密度までの経済的

距離を削減することによって，基本的に土地はさ

ほど拘束的な資源ではなくなる．輸送コストの長

期的な低下を受けて，都市は正しく拡大してきて

いる．1680 年代のロンドンはわずか 4 平方マイ

ルで，交通が不便だったため，45 万人以上がこ

の狭い地域に詰め込まれていた．1901 年までに

市は 24 平方マイルに拡大して，平均密度は 7 万

9,000 人に低下した．2001 年現在でみると，と

ロンドンは面積 627 平方マイル，人口密度 1 万

3,203 人の町になっている．町が拡大したため，

何百万人もの通勤者は郊外から輸送されなければ

ならず，大量の消費財が店に配送されなければな

らず，工業品が出荷されなければならない．これ

らすべてが混雑，すなわち規模の不経済につな

がって，集積経済の利益を帳消しにする．

　しかし，都市の成長を制限することが答えでは

ない．特大都市の集積経済が枯渇したという証拠

はまったくない．それどころか，途上国における

自動車の伸びは先進国がたどったのと同じような

道をたどって，1 人当たり所得とともに高くなっ

ている注 108．問題は都市のスペース面での構造や

インフラへの投資にむしろ関係している．途上国

世界の多くでは自動車保有率は年間 15-20％で増

加している注 109．しかし，ほとんどの国ではこの

伸びに輸送インフラの拡充が追い付いていないた

め，交通渋滞が深刻化している．途上国の都市で

道路に充当されている土地面積はアメリカとの比

較ではわずか半分にとどまっている．しかし，単

に容量を増やせばいいという問題ではない．バン

コクやマニラなどといった都市では，重要なのは

道路スペースの管理と使途である．問題の一部と

して，多くの都市では道路インフラの責任は中央

政府から地方政府に移管されているが，後者には

必ずしも十分な財源がないことが問題である．

　集積経済から利益を享受する度合いが産業ごと

に違うことを合わせ考えると，結果としての制約

が，一国内における経済活動のスペース的な分布

がなぜ単一のセンターに限られないで，むしろ規

模が様々な複数のセンターで構成されているのか

を説明してくれている．政策立案者にとっての挑

戦課題は，土地や資源が混雑し過密になっている

ことがもたらす制約をできるだけ緩めて，集積の

利益を最大化することにある．多くの場合，この

ような制約は誤った土地利用政策や立案の失敗に

よって増幅され，混雑に輪をかけてしまっている

（第 7 章参照）．

「新しい」都市に対する盲目的な憧れ
　シカゴが立地している土地はミシガン湖周辺の

開発がまばらな場所とさほど違わない．しかし，

シカゴとウィスコンスン州やインディアナ州の湖

畔にある他の居住区を比べると，経済的生産や家

計所得の格差は明確である．インターステート・

ハイウェイ 75 号線でテキサス州を 10 時間ドラ

イブすると，賃金と地代はフォートワース，オー

スティン，サンアントニオで急騰し，それらの間

で急落する．このような経済的密度の大きな相違

を物理的な地理の小さな相違で説明するのはむず

かしい．フォートワースやサンアントニオがその

間にある地区にまるで影を落としているようだ．

外部経済で特徴付けられている経済地理をよく理

解するためには，経済諸力を把握することが必要

である．しかし，途上国政府が経済地理を理解し

たり，このような諸力を評価したりしているかと

いうと，それは必ずしも定かではない．

　エジプト，ブラジル，ハンガリー，インド，ベ

ネズエラにおける新しい都市イニシアティブを調
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査した研究をみると，粛然とならざるを得ない．

ブラジルは首都を沿岸部から 900 キロメートル

以上離れた内陸の中西部に移転している．ベネズ

エラは 1950 年代に南部にあるシウダードグアイ

ヤナという都市を中西部における工業の「成長

極」として選択し，北部ですでに急成長中であっ

た首都圏から人と職を引きつけようとした．多

くの旧ソ連圏諸国では，工業化を加速するため

に工業団地を建設するのが一般的な慣行であっ

た．ハンガリーでは Dunaujrvaro が「鉄鋼の町」，

Tiszaujvaros が「 化 学 の 町 」，Kazincbarcika が

「鉱業と重工業の町」に指定された．ソ連は資本

主義の競争相手に挑戦すべく，膨大な鉄鉱石の埋

蔵量がある地区に鉄鋼町としてマグニトゴルスク

を建設した．

　大都市が直面している圧力を軽減するために，

大都市圏の周辺に新しい町がいくつか建設され

ている．ナビ・ムンバイはムンバイの姉妹都市を

作って，ムンバイの混雑緩和を図ることを目的に

1972 年に建設された．エジプトは「エジプトの

新しい人口地図」を作成するため，カイロの周辺

とカイロから離れた場所で，包括的な新しい町を

建設プログラムに 1970 年代に着手しているが，

いまだに工事中である．このような都市の多くは

経済的な理由から建設されているが，なかには政

治的な理由で建設されたものもある．このような

新しい町や都市は目標を達成したのであろうか？

　総じてノーである．

新しい都市は繁栄している大都市に近いとこ

ろに立地していればうまくいく．しかし，政

府が建設するに至ったのと同じ政府関連の失

敗，特に大都市をうまく管理できないという

失敗の故に悩むことが多い．つまり，古い

大都市をうまく管理できない政府は新しい中

小都市もうまく管理できないということであ

•

る．

新しい都市は住人を引き付ける．時には期待

以上に集まるが，往々にして期待した種類の

人々ではない．つまり，政府は（首都ではな

い）都市を建設することができ，時には存続

可能であるが，必ずしも政府が意図した理由

に基づくものではない．

このような都市は新しい経済地理が強調して

いる循環的因果関係の故に人々を引き付け

る．すなわち，労働者や企業家は市場を求め

てやってくる，すると，そこに市場ができる

から，さらに人々が集まる．しかし，機会費

用が膨大になる可能性がある．というのは，

逆は居住区がもっと有機的に成長するという

ことだからである．つまり，私人がこのよう

な都市に集まってくるのは，他人がすでにそ

こにいるからであり，それは道理に適ってい

る．しかし，国の立場からすると，効率性に

ついて大きな損失が生じる懸念がある．一度

「悪い」立地を選べば，そこは循環的因果関

係の故に完全に失敗するということはない．

しかし，それは誤りの経済的コストが小さく

てすむということではなく，大きくなるとい

うことを意味する．長期にわたってそのコス

トを負担するのは国だからである．

首都ではない新しい都市に成功する可能性が

出てくるのは，目的と場所が市場によって長

期的に選択され，政府がインフラ，住居，全

般的な統治への投資を調整することによっ

て，成長のペースを加速化する場合である．

　このような理由から，都市や町については，企

業や農場とちょうど同じように，市場ニーズに応

える市場の行為者であると考えるべきである．

•

•

•
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要素移動性と移住

　世界で最大の人口移動は毎年 2 月の初め頃に

発生する．それは陰暦の新年に何百万という中

国人が帰郷する時期である．戌年だった 2006 年

の上海だけについてみても，流出した人は 1,100

万人，流入した人は 1,000 万人に達した．全国

ベースでは 6,000 万人がこの休暇シーズンの最

終日に移動している．2008 年 2 月については，

氷や雪の嵐のせいで，旧正月に家族と一緒に過ご

そうと考えていた 2 億人の中国大陸横断旅行計

画が挫折を余儀なくされたものと推定される．同

様に，アメリカでは感謝祭の時期に，何百万とい

う人々が道路，空港，バスや汽車の駅に繰り出

す．50 マイル以上の旅行が普段より 50％増え，

休暇シーズンの週末には 1 日当たり約 1,000 万

人が旅に出ている．これはこの時期以外の 1 日

平均のほぼ 2 倍の水準である注 1．貧富とは無関

係に，ほぼすべての国でみられる休暇旅行者の増

勢は，いかに大勢の人々が出生地以外のところで

働いているかを如実に反映している．

　本章は労働と資本の移動を扱う章であり，その

移動が経済活動の集中をどのように後押ししてい

るかや，このような流れが経済的集中に伴って

生じ得る福祉の格差をどのように緩和している

かについて検討する．次の 2 つの理由から，特

に労働の移動を強調したい．第 1 に，投資資金

に飢えている国や地域は依然として多いものの，

1970 年以降における各国の改革や国際的な取り

決めのおかげで，資本の流れにかかわる制限はほ

とんど廃止されている．一部の場所でみられる資

本不足は今や実際の障壁ではなく，むしろ投資環

境が良好でないことと関係がある注 2．グローバ

ル化した世界のなかで資本には移動性があり，し

かも動きが速い．これに対して，労働は文化的，

言語的な理由から移動性が低い．第 2 に，外国

直接投資に関しては資本の自由な流れを支持する

という政策上の強いコンセンサスがある．ただ

し，このコンセンサスは必ずしも実際の政策には

反映されておらず，対内外の両面で障害が残存し

ている諸国が多数ある．労働は資本と比較する

と，政治的な制限や陰に陽に存在する障壁にさら

されている．集積経済と人的資本を合わせて考え

ることで，新しい洞察が得られている．本章では

このような洞察に基づいて，人々の自発的な移動

を円滑化すべきであると主張してみたい．

　教科書が教えるところによれば，生産要素（資

本，労働，生産された投入財など）は収益率が高

い場所に移動するが，それは各要素が稀少なとこ

ろになる．しかし，規模に関する収穫逓増が重要

であることを認識できれば，政策を改善すること

ができるだろう．未熟練労働や物理的，金銭的な

資本とは異なり，熟練労働（人的資本，教育，ス

キルや才能の賦存状況を体現している）はそれが

稀少ではなくて豊富なところで，高い経済的な収

益率を稼ぐ．都市に有能な人々がクラスター化し

ていること，企業家が国内の先進地区に移住する

こと，富裕国に移動する熟練移住者の数が増加し

ていることなどは，これで説明が可能である．す

べてがスキルは潤沢に存在しているようでも報酬

が高い場所である．人的資本がすでに蓄積してい

る地区で人的資本に対する報酬が高いことがわか

れば，政府としても成長率を引き上げて，生活水

準のスペース的な収斂を達成するのに最も有効な

方法を変更せざるを得ないだろう．

　しかし，多くの途上国（特に南アジアとサハラ

以南アフリカ）の政策立案者は移住に関する初期

の研究が原因で，次のようなことを心配するよう

CHAPTER5CHAPTER5
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条件付けられていた．すなわち，都市部における

失業の増加という亡霊，都市サービスに対する過

剰な負担，経済的に活気がある地区における社会

的緊張，「頭脳流出」などである．その結果，多

くの諸国はまだ人の移動を制限している．直接的

および間接的な制限は人の流れを阻止するのに有

効ではないにもかかわらず，不必要な摩擦を引き

起こし，経済成長や生活条件の収斂のために逸失

した機会のコストを大きくしている．

　研究者は労働移住の利益に関して以前に比べて

懐疑的でなくなっているのに，途上国と先進国双

方の政策立案者は必ずしも確信がもてないでい

る．彼らはお互いからどんなことが学べるだろう

か？　本章では，最近の研究が示唆していること

と途上国と先進国の両方における移住政策に乖離

があることを裏付けるとともに，それがどのよう

に変化しつつあるかを示してみたい．

　次の 3 点を常に念頭に置いておいていただき

たい．

労働移住に関する事実については驚かされる

にちがいない．メディアでは国際的な移住が

最大の関心を集めているが，それよりずっと

大きな人々の流れは同一国内の場所の間で起

こっている．それは村から都市ではなく，経

済的に遅れている地区から進んでいる地方へ

の移動である注 3．都市への人々の流れは特に

南および東アジアでは増加傾向にあるもの

の，途上国国内の移住について最も持続的な

パターンは，ケニア西部やインドのビハール

州のような後進的な農村部から，それぞれ同

一国内の中央山岳部やパンジャブ州のような

先進的な農村部へという流れであり，しかも

その移住の大部分が一時的なものであるとい

うことだ注 4．国境を越える場合でも，移住

者は遠くには行っていない注 5．国際移住の

ほとんどは，途上国相互間を中心に，世界的

な地域分類でいえば「近隣地域」のなかで生

じている注 6．

資本と労働の移動は集積の利益によって牽引

されている．初期の移住理論は余剰労働，一

定の「外生的」な成長率，雇用創出に基づい

•

•

ており，熟練労働者の移出を社会的なトラウ

マで経済的な損失とみていた．新しい理論は

経済的な諸力に牽引された移住を肯定的で選

別的なプロセスであると認識している．集積

と労働移住の相互作用が場所を前面に押し出

しているのである．

政策の挑戦課題は家計が移動するのをどう

やって阻止するかではなく，間違った理由で

移住するのをどうやって阻止するかにある．

政府としては集積経済が労働者とその家族に

対してもっている牽引力に対抗するのではな

く，人々を故郷から追い出そうとする要因を

排除することに努力すべきである．そうする

ことによって，政府は移住の質を改善し，経

済成長を促進することができる．経済的な理

由に牽引された労働の移動は選択された場所

における人や才能の集中度の上昇につなが

り，混雑のコストではなく集積の利益をさら

に大きくすることになる．

重商主義からグローバル化，自給自足，
そして再び元に戻る
　2 つの世界大戦に挟まれた時期には，資本，人，

財の流れに対する規制で世界経済は分断されて

いたが，1990 年に冷戦が終了するとグローバリ

ゼーションが加速して，規制が緩和され，世界経

済の統合が進展した．各国で対内的にも対外的に

も資本移動が増大した．国際的な労働移動は特

に非熟練労働を中心に 19 世紀に大規模な動きが

あったのを受けて反動的な減少を示し，再び増勢

に転じたのはごく最近のことである．しかし，国

内移住は加速化している．つまり，過去 1 世紀

にわたる労働移動をみると，距離は減少したもの

の，分裂は増大している（国境の増加）だけでな

く，まさしくより妨害的なものになっている（規

制の増加）．

資本の流れ――1970 年代以降急増
　特に投資用の資本を中心に，国境を越える資本

移動は 1970 年代以降増加している．世界は第 1

次世界大戦の開戦とともに放棄した資本移動の時

•
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代に回帰しつつある．1880-1914 年についてみ

ると，世界経済のなかで古典的な金本位制とロン

ドンに本拠を置いた国際金融市場の下で運営され

る割合が高まった．金本位制の固定相場が安定的

で信頼できる制度を下支えし，各国に規律を強制

したのである．金利は収斂に向かい，資本は比較

的容易に国境を越えて流れる傾向にあり，技術的

な限度だけが制約要因であった．ヨーロッパ以外

（南北アメリカとアジアが中心）で急速な工業化

が進展していた諸国の多くは，ますますグローバ

ル化する世界経済に参加することとなった注 7．

　このような流動性の高い経済環境は 2 つの世

界大戦と世界的な経済収縮によって破壊された．

1914-45 年の間，金融政策は国家目的，国内政

策目標，「近隣窮乏化」の貿易戦略を追求した運

営がなされ，これが厳格な資本規制を奨励した．

国際的な資本移動は涸れ果て，海外からの投資は

疑いの目でみられた．したがって，物価や金利は

国ごとに乖離した．第 2 次世界大戦後から 1971

年までのブレトンウッズ時代になっても，各国が

世界経済の再建に努めるなかで，戦間期に支配的

だった自由な資本移動の恐怖を拭い去ることは困

難であった．それどころか，資本規制は通貨危機

を阻止するために是認されたのである．

　しかし，貿易量の拡大に伴って，資本の流れを

制限しておくことは困難になり，1970 年代前半

に規制が緩和され始めた．固定相場が放棄され，

資本の流れと市場動向を受け止める国際的な経済

環境が生まれた．政治的な安定，構造改革，新し

い規制体系を受けて，途上国に対する外国投資の

リスクが低下したため，資本市場は熱狂的な反応

を示した（図 5.1，図 5.2 を参照）．2000 年にな

ると資本移動は 1914 年の水準まで戻った注 8．

　資本は移動性が最も高い生産要素になってい

る．実質金利の収斂，預貸金利差の縮小，途上国

国債のリスクプレミアム縮小などは，資本が行き

たいところに行ける（必ずしも行ってほしいと

思っているところにはいかないが）という国際環

境になった証拠といえる．高所得国と低所得国に

ついて最近の資本にかかわる限界生産を比較する

と，貧困国に対する資本の流れを妨害する摩擦の

証拠は確かにほとんどみられない．そうではな

く，貧困国で資本収益比率が低いのは効率性の低

さと補完的要素の欠如によって説明できる注 9．

国境を越える労働の流れ――20 世紀のほとんど
を通じてブロックされていた

　資本の場合と同じようなパターンで，国境を越

える労働の流れは19世紀後半にピークを打って，

20 世紀のほとんどを通じて減少した．これは大

恐慌と第 2 次世界大戦の勃発を契機に経済的な

障壁が高くなったためである．地理学者はずっと

以前から人類の移動を記録している．アフリカか

らヨーロッパやアジアへという最も初期の移住

から注 10，国境をまたぐ動きの再現に至るまでが

カバーされている．国際的移住の近代史は重商主

義，工業化，自給自足，脱工業化の 4 つの時期

にはっきりと区分されている注 11．

　1500-1800 年の重商主義の時期，世界中の人

の動きはヨーロッパ人が支配した．農業定住者，

行政官，職人，企業家，受刑者が大量にヨーロッ

パから移出していった．それに続く工業化の時期

は経済的グローバル化の第 1 期と呼ばれること

があるが，この時期には 4,800 万人，人口の 10

から 20％がヨーロッパを後にしたものと推定さ

れている注 12（表 5.1）．

　労働移住の第 1 期と第 2 期における国境を越

える人の動きは，現在の国際移住とは違って，移

出国における経済的な成長や発展の欠如が動因で

はなかった．それどころか，最初に工業化して

20 世紀への変わり目には最も進んでいた国イギ

リスこそ，群を抜いて大きな移出国であった．こ

の時期の移住と工業化を分析すると，移出国にお

ける移住と工業化度の間には正の相関関係がみら

れる注 13．

　長期にわたる自給自足と経済ナショナリズムの

時期が 1910 年に始まった．前例のない規制が貿

易，投資，移住に対して課され，資本や人の国際

移動は窒息した．国際移住の細々とした流れは経

済発展とは無関係に，避難民や流民が中心を成し

ていた．

　移住に関して脱工業化の時期は 1960 年代に始

まったが，新しい形が特徴となり，ヨーロッパか

らの移出は必ずしも支配的ではなかった．人々は
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図 5.1　国際的な資本フローは 1970 年代以降急増している
（民間資本，グロスベース）

対 GDP 比（％）

世界 サハラ以南アフリカ 南アジア
中東・北アフリカ ラテンアメリカ・カリブ
ヨーロッパ・中央アジア 東アジア・太平洋

年

出所：World Bank(2007j).

世界 サハラ以南アフリカ 南アジア
中東・北アフリカ ラテンアメリカ・カリブ
ヨーロッパ・中央アジア 東アジア・太平洋

図 5.2　資本フローのなかでは直接投資が大きなシェアを占めている
（外国直接投資流入，ネットベース）

対 GDP 比（％）

年
出所：World Bank(2007j).

低所得国から富裕国に移動し始め，ラテンアメリ

カ，アフリカ，アジアからの移住労働が著増をみ

せた．1970 年代になると，それまで北ヨーロパ

や南北アメリカに対する移住労働の主要な供給源

であった諸国（イタリア，ポルトガル，スペイ

ン）は，アフリカや中東から移民を受け入れ始め

た．1970 年代に石油資源の豊富な国で富が増え

始めると，ペルシャ湾岸諸国が新しい行き先に

なった．さらに，1980 年代になると，東アジア

諸国に向かう移住は日本だけでなく，香港，韓

国，マレーシア，シンガポール，台湾，タイにま

で広がった．

　現在，約 2 億人，世界総人口のほぼ 3％は外

国生まれである注 14．新しい国際移住の流れは

1970 から 80 年に 2％増，1980 から 90 年には

4.3％増，1990 から 2000 年までには 1.3％増と

上下に動いている．低および中所得国がほとんど

の移住者を送り出しており，中心はバングラデ

シュ，中国，エジプト，インド，メキシコ，モ

ロッコ，パキスタン，フィリピン，トルコである

（表 5.1）．しかし，イタリア，ドイツ，イギリス

は依然としてトップに近い位置にいて，それぞれ

300 から 400 万人の移出者を維持している．

　国際移住の規模と流れはもはや人口増加や人口

動態的な圧力が主因ではない．1960 年代や 70

年代とは違って，国際的な移住者は必ずしも最貧

の後発途上国の出身者ではない．人々の自発的な

国際移動は成長率が高く，出生率が低下している
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諸国が供給源になっている傾向がみられる．今日

の移住というのは絶望のためではなく，統合の成

果なのである注 15．

　国際移住のパターンも南北から南南にシフトし

てきている注 16．移住者受け入れの上位 3 カ国は

OECD 加盟国であるが（アメリカ，ドイツ，フ

ランスの順），コートジボワール，インド，イラ

ン，ヨルダン，パキスタンも今や受け入れの上位

15 カ国に入っている．しかし，南の低および中

所得国から北の富裕国に向かう労働移住は依然と

して大きく，2000 年で国際移住全体の 37％を

占めている．北の諸国相互間の移動は 16％，南

の諸国相互間の移動は 24％となっている．後者

で重要な受入国はアルゼンチン，中国，コートジ

ボワール，インド，イラン，ヨルダン，パキスタ

ン，南アフリカである．

　労働は世界のなかで同じ近隣地域内の諸国相互

間で移動する傾向が強い．特に南から南への移住

についてはそれが当てはまる（表 5.2）．労働者

の移住は陸上国境を共有している諸国間のものが

一般的である注 17．国境を接している諸国からの

移民が占める割合をみると，アメリカでは 30％，

フランス 20％，ドイツ 10％と少ないのに対し

て，コートジボワールでは 81％，イラン 99％，

インド 93％と極めて高くなっている．

　国際移住者は特に途上国では，なかでもサハラ

以南アフリカでは，同一地域内の近隣諸国に滞

在する傾向が強い（図 5.3）．2000 年前後のヨー

ロッパ・中央アジアをみると，記録のある国際

移住のほぼ 17％は域内で発生している．ただし，

このうちかなりの部分は国境の変更やこれら諸国

における「外国生まれ」の定義変更が原因であ

る．同一地域内の諸国相互間の移住割合が 2 番

目に高いのはサハラ以南アフリカである（ボック

ス 5.1）．

　近隣地域内における国境を越える移住は，途上

国の地域のなかで成長の経済的エンジンとして機

能している諸国に向かっている．その例として

は，西部アフリカにおけるコートジボワール，南

部アフリカにおける南アフリカ，東南アジアの

大メコン圏諸国にとってのタイ（ボックス 5.2），

ボリビア・チリ・パラグアイ・ペルーにとっての

アルゼンチンなどがある．しかし，距離がすべて

ではない．言語や文化という形の分裂も国際移住

のパターンを左右するが，移住の半分以上は言語

が共通する諸国相互間で発生している．もちろん

共通言語や他の文化的な要因は近隣地域効果を補

強することになる．

上位移出国（1900 年）
対移出国人口比

（1900 年，％） 上位移出国（2000 年）
対移出国人口比

（2000 年，％）

イギリス諸島 40.9 メキシコ 10.0

ノルウェイ 35.9 アフガニスタン 9.9

ポルトガル 30.1 モロッコ 9.0

イタリア 29.2 イギリス 7.1

スペイン 23.2 アルジェリア 6.7

スウェーデン 22.3 イタリア 5.7

デンマーク 14.2 バングラディシュ 5.0

スイス 13.3 ドイツ 4.9

フィンランド 12.9 トルコ 4.5

オーストリア = ハンガリー 10.4 フィリピン 4.3

ドイツ 8.0 エジプト・アラブ共和国 3.5

オランダ 3.9 パキスタン 2.4

ベルギー 2.6 インド 0.9

ロシア - ポーランド 2.0 アメリカ 0.8

フランス 1.3 中国 0.5

ヨーロッパ 12.3
日本 0.9

合計（ヨーロッパ＋日本） 11.1 （上記の）合計 1.9

表 5.1　19 世紀後半の国際的移住者はほとんどが裕福なヨーロッパの出身者であった
（1900 年と 2000 年における上位 10 位移出国）

出所：Massey (1988); Ozden and Schiff (2007) に引用されている Parsons 他 (2007)．
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移入国 / 地域

移出国 / 地域 USA Canada
EU15 & 

EFTA
AU and 

NZ Japan HI MENA LAC ECA MENA AFR EAP SAS 合計
USA n.a. 0.16 0.34 0.04 0.02 0.03 0.43 0.04 0.05 0.03 0.15 0.02 1.29

Canada 0.54 n.a. 0.10 0.02 n.a. 0.01 0.02 0.01 n.a. 0.01 0.01 0.01 0.74

EU15 & EFTA 2.22 0.98 5.59 1.13 0.01 0.14 0.68 0.78 0.16 0.39 0.20 0.19 12.47

AU and NZ 0.06 0.02 0.16 0.23 n.a. n.a. n.a. 0.01 n.a. 0.01 0.03 0.01 0.55

Japan 0.28 0.02 0.06 0.02 n.a. n.a. 0.04 0.01 n.a. n.a. 0.05 0.01 0.50

HI MENA 0.10 0.03 0.06 0.01 n.a. 0.12 n.a. 0.02 0.72 0.01 0.04 0.03 1.14

LAC 10.22 0.36 1.45 0.05 0.13 0.10 2.07 0.17 0.08 0.14 0.14 0.25 15.15

ECA 1.27 0.39 4.75 0.26 n.a. 0.92 0.07 16.98 0.33 0.34 0.18 0.41 25.88

MENA 0.47 0.17 2.85 0.10 n.a. 1.49 0.04 0.16 1.79 0.28 0.05 0.12 7.52

AFR 0.41 0.12 1.58 0.10 n.a. 0.25 0.02 0.11 0.18 7.00 0.03 0.16 9.97

EAP 3.32 0.71 1.09 0.63 0.54 0.48 0.06 0.14 0.14 0.09 3.86 0.27 11.32

SAS 0.83 0.31 1.13 0.12 0.01 2.66 0.02 0.13 2.07 0.14 0.37 5.67 13.46

合計 19.71 3.25 19.14 2.72 0.74 6.22 3.45 18.56 5.53 8.44 5.10 7.15 100

表 5.2　自国に近くありたい：国際的な労働移動のなかでは近隣諸国間が最大
（世界総移住者スットクに占める国 / 地域ペア相互間移動の割合，2000 年頃）

出所：Parsons, Skeldon, Walmsley, and Winters(2007).
注：USA：アメリカ，Canada：カナダ，EU15：EU15 カ国， EFTA：欧州自由貿易連合，AU and NZ：オーストラリア＋ニュージーランド，Japan：日本，HI MENA：
中東・北アフリカ高所得国，LAC：ラテンアメリカ・カリブ，ECA：ヨーロッパ・中央アジア，MENA：中東・北アフリカ，AFR：アフリカ，EAP：東アジア・太平
洋，SAS：南アジア

図 5.3　東アジア，ラテンアメリカ，中東・北アフリカの移住者は主として OECD 諸国に行っているが，南アジアとサハラ以南アフリ
カの移住者はほとんどが自国に近いところにとどまっている

東アジア・太平洋諸国移民の行き先 ヨーロッパ・中央アジア諸国移民の行き先

ラテンアメリカ・カリブ諸国移民の行き先 中東・北アフリカ諸国移民の行き先

南アジア諸国移民の行き先 サハラ以南アフリカ諸国移民の行き先

対移住者比（％） 対移住者比（％）

対移住者比（％） 対移住者比（％）

対移住者比（％） 対移住者比（％）

OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明 OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明

OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明 OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明

OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明 OECD その他
高所得国

地域内 その他
途上国

不明

出所：Ratha and Xu (2008)．
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　第 2 次世界大戦直後，経済が急成長し，賃金

の不平等が縮小し，国境を越える労働移動が少な

かった時，国際移住は実際には厄介な政治問題で

はなかった．しかし，1975 年以降，高所得国の

成長が鈍化し，賃金の不平等が拡大し，国際移住

の規模が膨らんでくると，移住は選挙政治の議論

のなかでホットな話題になった．1980 年代にオー

ストラリアとカナダで初めて導入された選別的で

「管理された移住」政策が，移民の行き先になっ

ている他の高所得国でも一般化しつつある注 18．

　冷戦の終焉に伴ってグローバリゼーションが再

び進展するなかで，国境を越える労働の移動も再

始動しているが，政府は依然として移住者の数

を制限したり，その特性に影響を与えたりしてい

る．これは 19 世紀の「グローバリゼーションの

第 1 期」とは好対照である．その時期の労働の

サハラ以南アフリカの労働移動の行き先については地域内の割合が低下している

　サハラ以南アフリカでは，労働移動の行き先としては途上
国地域の割合が最も高いが，その割合が 1960 年代以降低下し
ている．それでも，サハラ以南諸国の移住者はその 60％以上
が域内の他の諸国に移住している．労働移動の行き先につい
て，他の途上国地域に比べて域内の割合が高いのは，地上国
境の数が多いことが一因である．ただし，この国境は法的な
制限が多数あるにもかかわらず比較的通過が容易であるため，
越境者の流れをモニターするのが困難である．
　サハラ以南アフリカについて移住者が人口に占める比率を
みると，1960 年には 3.5％に達していたが，2000 年にはわず
か 2.3％にまで低下している．アフリカ南部で移住者のストッ
クが人口に占める比率は 1960 年にはアフリカの他地域に比べ
て高かったが，その後は西部アフリカの移住者とほぼ同水準
にまで低下してきている（ボックス表参照）．東部アフリカと
中部アフリカでは移住者のストックは大幅に減少している．
　　サハラ以南アフリカにおける国境を越える自発的な移住
は，一国内で人々の移動を促すのと同じ理由が動機となって
いる．すなわち，雇用機会を求めて所得リスクを分散化する
ためである．移動にかかわる経済的な論拠について，同一国
内の後進地区から先進地区への移動の場合と，サハラ以南ア
フリカのような地域で国境を越える移動の場合とではほとん
ど見分けがつかない．後者でも距離は比較的短く，ほとんど
監視がないからである．しかし，各国間の正式な取り決めと
いう枠組みにしたがって国境を越えている移住者も大勢いる．
1960 年代以降，二国間および多国間取り決めのネットワーク
が拡大しているが，これはアフリカの下位地域内における労
働移動に関して，利益を享受する一方で，そのコストを抑制
しようという試みである．
　西部アフリカでは，各国政府は西アフリカ諸国経済共同体

（ECOWAS）内の人口移動を管理している．サハラ以南アフリ

カにおける移住の流れと構成に対しては，この共同体が最大
の影響力をもっている．1975 年に創設された ECOWAS には，
加盟国の市民に移動の自由と居住・設立の権利を認める議定
書がある．
　1980 年に創設された南部アフリカ 9 カ国の緩い連合である
南部アフリカ開発共同体（SADC）は，アパルトヘイト時代
に南アフリカに対する経済依存度を軽減するために，開発プ
ロジェクを調整する役割をもっていた．その一環として加盟
国間の労働移動に関する規定がある．南アフリカで最近発生
した反移民的な暴力事件は地域の統合と移住にとって打撃と
なった．
　ケニア，タンザニア，ウガンダは東アフリカ共同体（EAC）
を設立している．これは国際協力のための地域的な政府間組
織であり，その起源は 1948 年の独立以前にまで遡る．経済
統合の枠組みとして 1999 年以降強化されてきている EAC は，
最近，労働移動を迅速化するため東アフリカ共通のパスポー
トと臨時許可証を導入した．
　サハラ以南アフリカの近隣地域では国境を越える労働移動
をもっと奨励することが可能であろう．経済が停滞している
時には，このような近隣地域の政策立案者は先進国の政府と
同じように外国人排斥の政治圧力を受けて，自国労働者を優
遇し外国人向けの公共サービスを削減する．サハラ以南アフ
リカの政府で「すべての移民労働者とその家族の権利保護に
関する条約」を批准したところは 3 分の 1 に満たない．経済
成長を高め，サハラ以南アフリカ近隣地域全体にわたる収斂
を目指して，労働移動の利益を本当に享受するためには，移
住者を歓迎し，本国送金の流れのための経路を開くべくもっ
と努力すべきである．

ボックス    5.1

出所：Lucas (2006)

近隣地域 1960 1970 1980 1990 2000

東部アフリカ 37.3 31.6 35.3 31.2 17.9

中部アフリカ 40.7 44.2 35.9 20.6 16.0

南部アフリカ 49.7 40.6 33.3 34.5 30.6

西部アフリカ 28.0 27.3 34.6 28.5 30.0

サハラ以南アフリカ 35.6 32.8 35.0 29.0 23.0

サハラ以南アフリカにおける移出者のストック（人口 1,000 人当たり）は 1960 年以降減少している

出所：Lucas (2006) に引用されている UN Population Division．
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流れには障害がなかった．移住に対する制限は受

入国における失業や絶対的賃金よりも，賃金格差

を原因として導入され維持される．国際的な労働

の流れが増加すると制限が引き締められ，貿易に

ついて国内的な支援があると緩和される可能性が

大きくなっている注 19．

国内の労働移動――制限にもかかわらず急増
　輸送技術とインフラの改善に伴い，国内の労

働移動は 20 世紀を通じて漸増を続けており，過

去 20 年間では加速化している．国内の自発的な

移住の規模と速度は，長年にわたって政策立案

者の懸念事項であったが，予想に反して増加し

ている注 20．農業の逓減と製造業の逓増を受けて，

低所得国と新興の中所得国では労働分布が変化

してきている．南アジアとサハラ以南アフリカ

では 20 世紀半ば以降，東アジアとラテンアメリ

カではもっと前から，そういう変化が生じてい

た．途上国世界のほとんどでは，国内の労働移

動で支配的なのは後進的な農村部から先進的な

農村部へという動きであり，それは変わってい

ない注 21．ただし，都市間の移動が支配的なラテ

ンアメリカは除く注 22．裏付けがむずかしい農村

部から農村部へという移住はほとんど顧慮され

ていなかった注 23．

　農村部から都市への移住は，特に南および東ア

ジアでは製造業とサービス業の急速な台頭を受け

て，1970 年代半ば以降重要性が高まっている．

インドでは貧しい農村部の農業地帯から豊かな農

村部の農業地帯へという動きが国内移住では支配

的な形であったが，近年，村から都市へという動

きが急増している．インドの貧しいビハール州か

らの移住は 1970 年代以降倍増しているが，これ

は主として都市に向かっており，かつてのよう

に北西部の農業で繁栄している諸州に向かうもの

ではなくなっている．バングラデシュでは全移住

の 3 分の 2 は農村部から都市部に向かうものと

なっている．また，中国では居住制限の緩和を受

けて，今では農村部から都市への移住が圧倒的と

なっている（ボックス 5.3）．

大メコン圏での国境を超える移住

　大メコン圏（GMS）は人口 3 億 1,500 万人を擁し，カンボ
ジア，ラオス，ミャンマー，タイ，ベトナム，および中国の
広西省と雲南省で構成される．メンバー間の経済発展段階に
は著しい格差があるにもかかわらず，この地域は極めてダイ
ナミックであり，近年の成長率は年平均 6％以上となってい
る．
　タイは賃金と成長率が高く，社会的・政治的な環境が良好
なことから，カンボジア，ラオス，ミャンマーの貧困から逃
げ出した人々を引き付けている．タイにとって移住者は安価
で柔軟な労働の貯水池であり，いくつかの産業部門にとって
は競争力を引き上げる手段となっている．タイだけで GMS か
らの正規および非正規の移民は 150 から 200 万人に達してい
るものと推定されている．彼らを排除すれば，タイの GDP 成
長率は約 0.5％ポイント低下するだろう．
　一部の推察によると，タイに入国する移住者の半分以上は
法的書類を所持しているが，超過滞在で不法移民になってい
る．移住者は若く，生産年齢にあり，男子が圧倒的に多い．
ミャンマー出身者は総じて母国の平均と比べて教育水準と識
字率が低い．ということは移出のプッシュ要因が存在するこ
と，あるいは負の自己選択が行われていることが示唆される．
しかし，自己選択はカンボジアからの移住者にとってはプラ
スである．母国の平均より若干ながら高い教育水準を得てい
るからだ．
　タイからカンボジア，ラオス，ミャンマーに向けた送金は

年間 1 億 7,700 万から 3 億 1,500 万ドルと推計されている．
カンボジアでは，移出者を輩出している県の 1 つでインター
ビューを実施したところ，対象家計の 91％が送金は重要であ
るとしている．
　しかし，この移住の多くは今後とも非正規かつ無規制のま
まにとどまるものとみられる．このため，大半の移住者は強
制送還を恐れて社会サービスを利用していないが，彼らの脆
弱性はさらに大きくなってしまうだろう．保健ケアの欠如で
困っている子供たちのために，学校教育へのアクセスを確保
することが最大の課題となっている．成人移住者が保健処置
を受けないのと同じ理由から，移住者の子供たちは予防接種
を受けていない．
　労働移動の利益にもかかわらず，合法的な人の流れを円滑
化する措置は遅々としている．移出国は総じて労働の大規模
輸出を管理したり，海外在住の自国民の権利を保護したりす
る能力を欠いている．移入国の移入制度はかなり脆弱である
が，これは移民の急増に応じて「事後的な」対応策があわて
て実施されたためだ．十分な法的および政策的な枠組みの欠
如は，途上国地域内の近隣地域ではありがちなことではある
が，移住のコスト（およびリスク）を高める一方，その利益
を削減している．

ボックス    5.2

出所：World Bank (2006e)．
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中国における労働移動にかかわる円滑化から，規制へ，再び円滑化へ

　20 世紀後半，中国はそれまででもっとも積極的な国内移住
政策を実施した．最初は大きな経済的利益に貢献したが，や
がて成長と開発にとって徐々に有害になった．そして今，こ
の政策は再び変化しつつある．
　1950 年代に政府は急速な都市化を奨励する政策を通じて，
工業化を刺激しようと努めた．家計には都市に移動するイン
センティブが与えられ，農村部の労働者は群れを成してこれ
に反応し，再建や工業開発に参加する需要を満たした．この
ような努力の結果，中国の都市人口は 1953 年までに 30％強
増加して 7,800 万人に達した．第 1 次 5 カ年計画（1953-58
年）は都市開発を促進したので，都市は人々を引き付ける諸
力を生み出した．また，これは農業の集団化とコミューンシ
ステムの確立で補完された．
　村からの流れが明らかに予想以上に大きくなったことに対
応して，政府は雇用を中央集権化し，移動を制限し，都市の
利益を割当制にすることなどよって，その流れを阻止しよう
とした．しかし，このような措置では農村部労働者の流出を
減速させることができず，都市に対する圧力があまりに強く
なったため，政府は何百万という人々を農村部に戻す策を講
じることにした．その後，政府は大躍進政策（1958-60）の下
で，労働フローをコントロールしようとするすべての試みを
放棄して，再び工業開発の加速化を指向し，労働者が再び都
市に殺到するよう動機付けを行った．1960 年時点で中国の都
市人口は 1949 年比で 2 倍の水準に達していた．
　1960 年代から 70 年代前半にかけて都市人口は減少した．
これは文化革命期（1966-76 年）に知識人や都市エリート層
が農村地帯に転居させられた結果である．それから，1976 年
になると政策が突然変更されて，都市に向かう人の流れが改
めて膨張した．
　政府は 1980 年代初め，特に都市化の速度を心配するように
なった．1949-80 年における中国の都市の成長をみると，農
村部から都市部への移住を原因とする部分はわずか 20％にす

ぎなかったにもかかわらず，上海や北京におけるインフラや
サービスの過重負担の証拠が政策立案者の関心を独占したの
である．
　「戸口」という住民登録制度が労働者の流れを規制する主要
な政策手段となっている．次の 4 つの原則がある．

特に都市部に向かうものを中心に移住は経済開発と両立
する場合にのみ許される．
農村部から都市部への移住は厳格に規制される．
人口が同規模の居住区相互間の移動は規制する必要がな
い．
大きい居住区から小さい居住区への流れ，あるいは農村
部相互間の流れは奨励される．

　各人は戸口制度の下で公式な居住地をもち，居住地を証明
する書類はパスポートに類するものとなる．人々は居住地に
おいてのみ，合法的に働き，健康保険や食料配給へのアクセ
スを含む社会保障の利益を享受することが認められる．公式
な居住地の変更は許可によってのみ認められるが，これは地
方自治体の査証発給に類似している．しかし，何らかの形の
合法的な一時的移住は労働需要の変化に応じて認められる．
　都市の規模や都市圏の成長速度にかかわる中国政府の関心
が変化するのに伴って，戸口制度は引き締められたり緩めら
れたりした．例えば，食料の配給をもらうための居住地要件
が緩和されたり，一時的移住者の権利が延長されたりしてい
る．規制はあっても取り締まりが緩やかなため，大量の移住
労働者が「一時的」という地位で都市に定住することが許容
されている．過去 30 年間，中国の目覚しい経済成長を促進す
るための労働力需要はまさに，法の下では一時的ではあるが，
事実上は恒久的な移住者に依存してきたのである．
　現在，農村部から都市に向かう人の動きはまたもや大きく
なりつつある．農村労働者の 5 人に 1 人は移住し，都市雇用

•

•
•

•

ボックス    5.3

中国の工業化と集中化は地域間で労働移住の大規模な流れを伴っていた
国内の労働力の移動， 1995–2000 年

西部 から 沿岸部
への移住

中部 から 沿岸部
への移住移住

沿岸部
内での移住

移住者合計
2,000,000

1,000,000

500,000
250,000
100,000

出所：中国の人口国勢調査に基づく Huang and Lou （近刊）．
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　国内移住に関しては共通の測定値がほとんどな

い．労働移動を定期的に測定した家計調査はほと

んどなく，移住に関する質問事項はそれぞれ異

なっているため，比較可能な指標が計算できるの

はほんの一握りの諸国についてだけである．移住

に関する質問をするのは大規模な労働移動を経験

していて，政府が移住を心配している国だけに限

定される可能性大である．例えば，表 5.3 に含ま

れているのは，政治的に安定している諸国（アル

ゼンチンやコスタリカ）と最近紛争を経験した諸

国（ボスニア・ヘルツェゴビナ，コンゴ民主共和

国，ルワンアダ，シオラレオネなど）である．前

者の場合，移住は経済的な動機を反映しているも

のとみられるが，後者の場合，国内移住は暴力の

脅威からの逃避である可能性大といえよう．

スキル――国内および国際移住のモーター
　20 世紀への変わり目に起こったヨーロッパか

らの移住に匹敵するようなことは，まだ発生して

いないし，おそらく今後も起こらないだろう．し

かし，未熟練労働の流れとは違って，人的資本を

もった熟練労働の流れは増勢傾向にある．グロー

バリゼーションと選別的な移住政策が熟練労働の

国内および国際的な移住の動きを鈍化させる可能

性が強い．

　国内移住に関しては，教育達成度が（農村部か

ら都市部に向けて）誰が移動して，誰が移動しな

いかを，引き続き決定することになるだろう．教

育程度の高い人は自国内で移動する可能性大であ

る（図 5.4，5.5 参照）注 24．教育がまったくない

かほとんどない大勢の一時的な季節労働者もや

はり移動するだろう注 25．しかし，教育があれば，

遠く離れたところで雇用機会が広がり，行き先に

おける求職活動期間が短縮されることによって，

労働移動の速度が高まるだろう注 26．

　また，教育があれば人々が海外に移動する可能

性も高まる．熟練労働者の国際移住は未熟練労働

者の国際移住との対比では，1970 年代以降，す

べての途上国地域で増加してきている（図 5.6）．

熟練移住者の割合が（教育のある労働力対比で）

最も高いのは，アフリカ，カリブ，中央アメリカ

である．中央アメリカ諸国とカリブ海島嶼国家の

多くでは，2000 年でみると大学卒業者の半分以

上が海外在住となっている注 27．そうして 20%近

い熟練労働者がサハラ以南から他に移住してい

る．これは人的資本の国際的な移動性が高まって

いる証拠，あるいは富裕国における「選別的」な

移住政策が国際移住の構成に関してスキルをもっ

た人々に偏向している証拠と考えることができる

かもしれない．しかし，熟練労働者の移住が増加

しているのは，特に国際移住者の大半を輩出して

いる諸国を中心に，世界中で教育水準が上昇して

いるからである．熟練労働者の国境を越える移動

を相対比でみると，移出国の熟練労働者のストッ

クに対するシェアはほとんど一定にとどまってい

る．人的資本の移動性が高まっているというより

も，単に入手可能な人的資本が増加していて，そ

れが量的により多くの移住者につながっていると

いうにすぎない注 28．

　通信やそれ以外の形の情報通信技術の急速な発

展を受けて，人的資本の移動と労働の移動は分離

されることになった．今後とも加速するトレンド

として，先進国にベースを置く産業の生産プロセ

スにかかわるサービスは，人的資本が安価な低お

の 3 分の 1 は移住者である．2005 年の平均所得を比べると，
都市は農村部の 3 倍となっている．農業の機械化も余剰労働
のプールを大きくしている．また，中国の産業では低コスト
労働が恒常的に不足している．
　労働の自由な流れを認めることに伴う利益を認識して，政
府は近年，戸口制度を徐々に緩和してきており，移住を後押
しすることさえある．移住制限は少なくなって，労働市場も
かつてより効率化している．また，移動の決定は経済的要因
に対する感応度が高まっている

a
．選別的な地方自治体におけ

る実験的な試みとして，農村部からの移住者は，保健や社会

保護サービス，職業訓練，労働市場情報，求職支援などへの
アクセスが与えられ，雇用主による虐待が発生した場合には
法的措置に訴えることが認められる予定となっている．
　最近の研究によると，規制は被害をもたらしている．中国
の多くの都市はあるべき規模よりも小さいのである

b
．成都

や重慶など多くの地区で，政府は農村部から都市部の急速な
移住を再び推進しつつある．

出所：世界開発報告 2009 チーム .
注：a. Poncet (2006).; b. Au and Henderson (2006a).
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よび中所得国に「オフショア」として立地するも

のが増えている．インドのバンガロールという都

市から世界中の企業に向けて，ソフトウェアの開

発・維持サービスを輸出するということで始まっ

たものが，広範なスキルを必要とするサービス貿

易の急拡大ということに発展してきている．これ

には簡単な顧客対応（英語が広く話されているイ

ンドやフィリピンの顧客が中心）から，財務会計

やコンピュータの保守点検までが含まれる．ただ

し，「肉体から離脱した」人的資本を電話線で輸

国・調査年
（移住者スットク順）

国内移住
（対生産年齢

人口比％）

最近の移住者
（5 年未満，
対生産年齢人

口比％）

最近の移住者
（対国内

移住者比％）
国・調査年

（移住者スットク順）

国内移住
（対生産年齢

人口比％）

最近の移住者
（5 年未満，
対生産年齢人

口比％）

最近の移住者
（対国内

移住者比％）
ボスニア・ヘルツェ
ゴビナ（2001 年）

52.5 12.8 24.5 シエラレオネ（2003 年） 19.0 3.7 19.3

パラグアイ（2001 年） 39.0 7.3 18.7 ニカラグア（2001 年） 18.6 3.1 16.9

ボリビア（2005 年） 37.7 5.0 13.3 グアテマラ（2006 年） 17.5 3.3 19.1

モロッコ（1998 年） 33.4 6.0 18.1 ハイチ（2001 年） 17.5 2.8 15.8

アゼルバイジャン
（1995 年）

33.2 19.4 58.4 アルゼンチン
（2006 年）

17.2 1.4 8.1

ホンジュラス（2003 年） 29.0 5.5 19.2 キリギス（1997 年） 16.2 4.7 29.2

ベネズエラ（2004 年） 28.3 3.0 10.7 ルーマニア（1994 年） 15.1 1.9 12.8

コンゴ民主共和国
（2005 年）

27.1 7.8 28.9 クロアチア（2004 年） 14.7 1.2 8.0

ドミニカ共和国
（2004 年）

26.9 4.0 14.9 ブルガリア（2001 年） 14.3 1.4 10.0

アルメニア（1999 年） 24.5 22.4 91.7 カンボジア（2004 年） 14.2 2.8 19.4

モーリタニア（2000 年） 24.2 2.9 12.0 タジキスタン（2003 年） 9.9 1.5 15.7

アルバニア（2005 年） 23.9 4.1 17.3 モンゴル（2002 年） 9.8 0.0 0.4

エクアドル（2004 年） 22.7 5.3 23.4 カザフスタン（1996 年） 9.3 1.4 14.7

ベトナム（1992 年） 21.9 3.1 14.3 マダガスカル（2001 年） 9.3 0.0 0.0

ルワンダ（1997 年） 21.5 5.9 27.6 モザンビーク（1996 年） 8.1 0.0 0.2

コロンビア（1995 年） 20.1 5.3 26.3 マラウイ（2005 年） 2.7 1.1 43.2

コスタリカ（2001 年） 19.9 2.5 12.4 ミクロネシア（2000 年） 1.2 0.3 23.6

ブラジル（2001 年） 19.5 3.3 16.7

表 5.3　労働移動率は発展途上各国によって大きく異なる

出所：家計調査に基づく WDR 2009 チームの推計．
注：「国内移住者」は出生したところと同一の区域に住んでいない人．この定義では帰郷者（過去に出生地を離れたが調査時点までに戻ってきた人）は移住者に算入
されない．「最近の移住者」は調査年以前の 5 年間に移住した人．

図 5.4　ラテンアメリカ・カリブでは国内移住者は後に残った人々よりも教育程度が高い
教育水準（達成 / 修了）：国内移住者と移住時に出生地にとどまっていた非移住者との比較

移住者 / 非移住者に占める割合（％）

コスタリカ ホンジュ
ラス

ベネズエラ パラグアイ グアテマラ ニカラグア ドミニカ
共和国

ブラジル ハノイ

達成した教育水準

初等水準（移住者）
初等水準（非移住者）

中等水準（移住者）
中等水準（非移住者）

中等後の水準（移住者）
中等後の水準（非移住者）

出所：主要家計調査に基づく WDR 2007 チームの推計．
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出することや，インターネットが熟

練労働の流れに取って代わるだろう

という証拠は，今のところはまだな

い．しかし，情報通信技術は人的資

本を労働者から分離できる可能性を

生み出すことによって，人と比べて

スキルの移動性を一層高めたという

ことはできる．

労働移動性：一世代にわたる
分析
　労働移動性と経済成長という 2

種類の経済学研究は，それぞれが途

上国の政策立案者に対して強いイン

パクトを与えているが，ごく最近ま

で，別個の軌道をたどって発展し乖

離していた．しかし，第 4 章の集

積経済に関する議論や証拠でみたよ

うに，2 つの現象は現実の世界では

密接に絡み合っている．労働移動性

と経済的利益を求める自発的な移住

は，集積に関するはなしの人間的側

面なのである．

　企業に関しては，地方化の経済と

都市化の経済は近くにいる人々の間

における知識波及効果から生まれ

る．このため，人々は通常は特にス

キルをもった他人の周辺にいる場合

に経済的に生産性が高くなる．人の

移動と集積がお互いにプラスに作用

する．これがある地理的な地区内の

先進的な場所における集積なのか，

国内の先進的な地区における集積な

のか，それともある地域内の先進的

な国における集積なのかのいずれであれ，人的資

本は経済的に先進的なところに流れる．どのス

ペース的な尺度（規模）でみても，移住というの

は教育やスキルに投資した人々がその投資の見返

りを実現する方法なのである．

　集積に関する研究に基づいた重要な洞察（人的

資本はそれが潤沢にあるところで高い収益率を稼

ぐことができる）は，労働移動性の研究では無視

されていた．都市部の失業と南で急成長している

都市の不潔さに目を奪われて，労働移動性に関す

る初期の研究結果は制限を勧告したのである注 29．

政府はしばしばこの診断に基づいて行動し，移住

削減策を打ち出したが，ほとんど効果がなかっ

た．農村部から都市へ，後進的な州から先進的な

図 5.5　国内移住者は行き先の地区の労働者よりも教育程度が高い
教育水準：国内移住者と行き先地区の非移住労働者との比較

タジキスタン

コロンビア

ベネズエラ

アルバニア

コンゴ

クロアチア

モンゴル

マラウイ

ブラジル

ベトナム

アルゼンチン

ミクロネシア

ハイチ

ボリビア

ドミニカ共和国

キルギス

パラグアイ

ブルガリア

マダガスカル

コスタリカ

グアテマラ

ホンジュラス

ニカラグア

カンボジア

モザンビーク

初等水準修了（非移住者）
初等水準修了（移住者）
中等水準修了（非移住者）
中等水準修了（移住者）

％

出所：主要家計調査に基づく WDR2009 チームの推計．
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州へという流れは，衰えることなく継続した．制

限政策がもたらした唯一の効果は経済成長が逸失

され，生活水準にかかわる先進地区と後進地区の

格差の収斂が鈍化したということであろう．

　規模に関する収穫逓増とクラスター化に伴う波

及効果（特に人的資本関連の波及効果）は，成長

と後進地区から先進地区への労働移動を円滑化

する政策がもっている福祉利益を明確に示してい

る．この政策含意には強力なものがある．村から

都市に向かう人々の流れが膨れ上がっているが，

これは人類にとって切迫した破壊的な潮流ではな

く，経済成長と福祉の収斂にとっては恵みになる

可能性がある．スペース尺度として地方レベルか

ら国家レベル，そして国際レベルに目を転じて

も，クラスター化に伴う利益は同じである．そし

て，政策立案者が直面する問題は大きくて複雑に

なる．簡単にいえば，政府としては人と人的資本

を失いたくないということである．

図 5.6　途上国からの移住者は熟練度が高くなっている

移住者に占める比率（％）
ラテンアメリカ・カリブ

低スキル

年

出所：Docquier (2006)．

サハラ以南アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア 中東・北部アフリカ

東アジア・太平洋 南アジア

移住者に占める比率（％）

移住者に占める比率（％） 移住者に占める比率（％）

移住者に占める比率（％） 移住者に占める比率（％）

中スキル

高スキル

年

年 年

年 年
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　経済理論の現在の認識としては，政府は人に固

執すべきではない．繁栄している場所における集

積の引っ張る力はあまりに強すぎて，どんな措置

で対抗しようとしても維持不可能である．集積の

引力がもっているもう 1 つの側面は，経済学者

は十分研究していたが，政府はしばしばそれを無

視してきたことである．都市へ，先進地区へ，先

進国へ移動する移住者は故郷から切断されること

がほとんどなかった，という点に関してである．

ほとんどの移住者は故郷のコミュニティと強く積

極的な紐帯を維持し送金している．さらに，お金

以上のものを送っている．移住者は情報や経済援

助を送り返しており，故郷に備えがある場合に

は，アイディア，知識，良い統治の期待，先進的

な市場との結び付きを持ち帰っている．移民を送

り出した政府は正しい政策を実施することによっ

て，高成長と生活水準の迅速な収斂のために，こ

のような移住の利益を捕捉することができる．

移住理論は今や集積の利益を認識している
　人が移動する動機は何かということや，そうい

う移動は何を意味するかということに関する経済

学者の概念は，経済成長や収斂の理論から出てき

ている．古典派の枠組みでも注 30，あるいは移動

が自由であることを前提とした「内生的成長」と

いう最近のモデルでも注 31，人々が移動するのは

場所によって異なる賃金で競争するためである．

行き先の賃金の方が高いということは，初期時点

において労働者が資本と比べて相対的に不足して

いる（あるいは労働者 1 人当たりでみて資本の

賦存状況が大きい）ことを意味するので，新規移

民の到着は労働者 1 人当たり資本の蓄積と賃金

の伸びを鈍化させる．これに対して，移住者が出

て行く場所では労働者 1 人当たり資本の蓄積が

加速し，後に残った労働者にとっては賃金の伸び

が高まる．このようなメカニズムによって，様々

な場所の所得は最終的には収斂するものと予想さ

れる．

　労働移住に関する初期の理論は途上国の経済成

長分析を出発点としている注 32．このような初期

の理論は 1 つの途上国を農村の伝統的な農業部

門と都市部を中心とする近代的な製造業部門に分

割した．経済発展に伴って，特に農業の漸進的な

機械化を背景に，農村部では労働が常に余剰にな

るというのがポイントである．しかし，近代的な

製造業部門ではそうではない．したがって，追加

的な 1 人の労働者は，生まれつきの才能や教育

達成度がどうであろうと，農村部では限界生産性

がゼロになってしまうが，製造業ではそれがプラ

スになる可能性がある．これが賃金格差を拡大さ

せ，労働者が製造業の仕事を求めて農村部から都

市に移住するインセンティブとなる．農業は製造

業に対して無制限に労働力を提供することになる

が，両部門間における労働力の移転は農村部から

都市部への移住という形になって実現する．この

移住は農村部における労働者の「偽装失業」が都

市部の製造業に吸収され尽すまで継続する．

　農村部から都市部への移動は経済成長を伴って

いる場合には望ましいことであると考えられてい

た．トダロ型の移住モデルとして知られるように

なった理論では注 33，潜在的な移住者は都市と故

郷の農村で稼げる将来の期待所得の流れを比較す

ることによって，移住するかどうかを決定する．

これには実際の転居と求職に要する費用を考慮に

入れる注 34．初期のトダロ・モデルがもつ重要な

特徴は，経済の成長率（したがって近代的な製造

業部門における雇用創出の伸び）が一定であると

前提され，モデルとは独立的に設定されている点

にあった．経済成長率が外生的に決定され，製造

業部門における雇用創出の伸びが一定であること

を前提とするこの古典派の枠組みで，ナイロビの

ような都市における失業の増加が説明できる．し

かし，トダロ・パラドックスとして知られるもの

も生み出した．都市経済の改善を目指すどんな政

策でも都市部の失業増加につながることになって

しまう．改善で農村部からさらなる移住を誘発す

るからである．

　このような初期の労働移住理論ほど，途上国の

政策立案者に大きなインパクトを与えた経済理論

はほとんどない．特に南アジアとサハラ以南アフ

リカを中心に途上国世界全体を通じて，トダロ・

パラドックスは労働移動にとって強い阻害要因に

なり，場合によっては直接的な制限を実施する根

拠になったのである注 35．トダロ・モデルの示唆
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によれば，製造業の完全雇用に必要な以上の国内

移住を禁止すれば国民の福祉が向上する．農業と

製造業の産出がともに最適水準に維持されるから

である．

　しかし，1970 年代後半から 80 年代前半にか

けて，経済学者は古典派のモデルに疑問を呈し始

めた．トダロの枠組みは労働移動の動態的な性格

をとらえていないという弱点を指摘したのであ

る．潜在的な移住者の間ではリスクにかかわる欲

求が異なるにもかかわらず，タドロ・モデルでは

それが最小されている．教育達成度の相違とそれ

が求職にどう影響するかが考慮されていない．当

を得た動機や，家族のなかで誰が移住するかとい

う選択に影響する家計の特性が無視されている．

都市部の非公式経済部門における就職を指向する

移住の可能性や，それが近代的な製造業部門とは

独立して発揮する引力が無視されている注 36．

　これと並行して，1980 年代半ばになると，一

部の経済学者は経済成長を違った形で考え始め

た．主として技術進歩に関して，古典派の成長モ

デルにおける取り扱いを修正したのである．人

的資本とアイディアは他の生産要素とは異なり，

規模に関して収穫逓増を示す注 37．さらに，アイ

ディアや人的資本の創造は本質的には社会的活動

である（実物資本の蓄積過程とは比較できない形

で人々をクラスター化する）ため，このような修

正モデルは都市が重要である理由を説明すること

ができるようになった．また，人的資本や金銭的

な資本がすでに豊富なところ（富裕国，国内の先

進地区，都市）から，不足しているとみられると

ころ（貧困国，後進地区，農村部）へなぜ移動し

ないかも説明することができる注 38．

　もし人的資本のクラスター化に外部効果がある

ならば，都市は飛躍して経済成長を維持すること

ができる．都市の専門家は従来からこの見方をし

ていたものの注 39，経済学者にとっては正に新奇

な考えであった．都市経済学者は理論でいわれる

人的資本の波及に伴う正の外部効果を探求する仕

事を情熱的に引き受けた．都市における人的資本

ストックの集計値が増加すると，生産性，賃金，

地価がどうなるかを定量化すべく，理論的および

実証的な研究を進めたのである注 40．教育の社会

的収益が特定の地理的地区に生じている証拠が表

れ始め，必ずしも特に労働のクラスター化ではな

いにせよ，経済活動の集中度の高まりを支持する

意見を裏付けることになった注 41．

東ヨーロッパでは労働および社会政策が移住を抑制しているが，成長のためには好ましくない

　東ヨーロッパ・中央アジアの数各国では，計画経済からの
移行が始まった初期に国内移住が増加した．しかし，これは
一回限りの現象かもしれない．独立国家共同体（CIS）では移
住が突如として増加したが，その多くは少数民族が故郷に帰
国したことや，中央計画担当者によって派遣されていた労働
者が帰国したことが動因だったようである．シベリアやロシ
アの北部および極東からロシアの中央部に移住した人の数は
100 万人以上に達するが，これは当該地区の人口の約 12％を
占める．
　このような動きはすでに自然の経過をたどっている．所得
や生活の質に関して大きな格差が残っているにもかかわらず，
移住はすでに鈍化している．チェコ，ポーランド，スロバキ
アにおける国内移住は生産年齢人口の 0.5％を占めるにすぎ
ず，これはドイツの 1.5％や，フランス，オランダ，イギリス
の約 2.5％と比べてかなり少ない．
　ヨーロッパの経済的に停滞している地区に居住している生
産年齢の人々は基本的にあまり移動しない．手厚い失業手当
や社会的扶助が，停滞地区から移出しなければならない圧力
を緩和しているためだ．ポーランドの失業保険では，適格労
働者はかなり気前のいい手当がもらえるが，その期間は低失
業地区の 6 カ月から高失業地区の 18 カ月までの幅がある．さ

らに，退職年齢に近い失業者は年金に連動した退職前給付金
がもらえる．低所得世帯も一時的な社会扶助保証金を受領す
る資格がある．住宅政策も移住を阻害している可能性がある．
体制移行期に，住宅は典型的に入居者に無償ないし低額で譲
渡された．したがって，自宅にとどまっているコストは低い．
と同時に，家賃規制が新規建設を阻害しており，経済的に拡
大している地区では住居費が高騰している．経済的に繁栄し
ている地区で住居費が高いということが，労働者が移住で期
待できる所得の増加を帳消しにしてしまう懸念がある．
　さらに移住の阻害要因になっているのは，生活費，集団交
渉取り決め，雇用保護法などが調整されていない全国一律の
最低賃金制である．非公式経済が支配的な地区では，労働市
場規制は拘束力が弱い．しかし，東ヨーロッパ・中央アジア
のかつては中央計画制を採用していた諸国では，最低賃金や
雇用保護規制は重要である．ポーランドでは最低賃金が相対
的に高いため，全国一律の賃金設定は経済的に停滞した地区
の労働者の移住を阻害しているようである．法的に規定され
た最低賃金が比較的低いその他の地区では，最低賃金は国内
の労働移動に同じような効果はもっていないようである．

ボックス    5.4

出所：Dillinger (2007); Paci 他 (2007)．
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　このような意見そのものは世紀の変わり目まで

労働移住理論の主流には波及しなかった．しか

し，これにほとんど驚くに値しない．移住に関す

る古典派モデルの基本的な前提と，成長に関する

新しい理論家や集積経済を強調する人々が考えて

いる前提とはそもそも一致していないからである

（ボックス 5.5 参照）．

移住，成長，福祉：乖離か収斂か？
　規模に関して収穫が逓増する世界では，選別的

な移住あるいは自発的な移住は経済的な乖離ある

いは収斂につながるのだろうか？　先進国と途上

国の両方に関する膨大な実証研究からは，政府と

しては自発的な国内の人口移動を脅威と考えるべ

きではないというはっきりしたコンセンサスがで

きつつある．それどころか，国内移住は社会に対

して経済成長と福祉収斂の機会を提供している．

　国内移住に関してはコンセンサスが形成されつ

つあるのとは対照的に，国際移住の費用便益は依

然として議論の的になっている．人的資本に対す

る個々人の投資にかかわる収益率の決定において

場所が重要であることは，国境を越えるという単

純な行動が稼得所得にもたらす相違に最も劇的に

表れている．ボリビアで 9 年間の学校教育を受

けた成人男子は約 460 ドル相当の月給をとって

いる．しかし，教育，才能，やる気が同じ人がア

メリカで働いたとすれば，その約 2.7 倍は稼げる

だろう．同様に，ナイジェリアで教育を受けたナ

イジェリア人はアメリカで働けば本国で働く時の

8 倍の稼ぎができる．このような「場所のプレミ

アム」はすべての途上国について大きい注 42．貧

困国から富裕国への移住がある個人にもたらす利

益は明確であるが，途上国から熟練労働者の流出

が加速することは，途上国の成長と収斂にかかわ

る展望を明るくするのだろうか，それとも暗くす

るのだろうか？　この点は論争の的になっている

ルイスからルーカスへ：移住に関する経済学の見方は変化してきた

　移住に関する政策立案者の考え方に最大のインパクトを与
えた経済学の洞察は，経済成長理論と同じ起源を共有してい
る．移住に関する経済思想（特に労働と才能を都市にクラス
ター化することから生じる成長の利益に関するもの）の発展
は，Ｗ・アーサー・ルイスとロバート・Ｅ・ルーカスという
ノーベル経済学賞受賞者 2 人の業績である．
　ルイスは途上国の経済成長に関する 2 部門モデルによって，
労働移住にかかわる研究の基礎を築いた．しかし，ルイス以
降に経済成長を研究した経済学者は，ルイスの洞察に基づい
て焦点を労働移住に狭く絞った学者とは違う道をたどった．
　ルイスに刺激を受けた古典派の移住モデルでは，外生的に
決定される一定の経済成長率を前提にした．これとは対照的
に，（人的資本のクラスター化に伴ってプラスの外部波及効果
が出てくると主張したルーカスから刺激を受けた）新しい成
長理論は，規模に関して収穫逓増を認めるモデルに成長率を
内生化した．古典派の理論モデルでは，移住者が 1 人追加さ
れるごとに雇用の可能性が低下して，都市部の失業が増え，
混雑コストが上昇する．新しい成長理論や後の都市の集積経
済にかかわるモデルでは，移住者を成長の集積エンジンを動
かす追加的な人的資本の源泉であると考えている．
　ルーカスは 2002 年に開発経済学のなかで乖離しつつあった
2 つ主張のギャップを，低および中所得国における農村部から
都市部への移住に関する理論的な研究によって橋渡しした

a
．

土地集約的な技術を用いている伝統的な部門から，経済成長
について無際限の潜在性をもった近代的で人的資本集約的な
部門に労働が移転するということを仮定している．ルーカス

のモデルでは，都市というのは新しい移住者が近代的な生産
技術に必要なスキルを蓄積できる場所である．論文の結論で，
集積の利益が牽引する都市の魅力に言及して，彼は次のよう
に書いている．

植民地時代終焉後の世界を迎えて急拡大している国に
おいてさえ，90％が農業という国から 90％が都市化
しているという国に至るには何十年もかかる．誰でも
できるだけ早く移住するというオプションがあるの
で，時の経過に伴って，都市がますます良い行き先に
なるような何かが起こるに違いない

b
．

　人的資本のクラスター化に伴う波及効果を認めた理論の新
しい洞察は，農業では規模に関する収穫が一定であるのに対
して，製造業やサービス業では規模に関する収穫が逓増する
という点にある．どちらの意見を採用するかによって政策の
意義はまったく違ってくる．古典派の見方に与する政策立案
者は，特に村から町や都市への移住者の流れを中心に，労働
移動を規制するだろう．それに対して，人的資本の外部的利
益を認める政策立案者はまったく逆のことをして，移住を後
押しし，特にスキルをもった労働者を中心にクラスター化を
図るだろう．

ボックス    5.5

出所：WDR 2009 チーム．
注： a. Lucas Jr. (2004)． b. Lucas Jr. (2004)．



��� 世界開発報告 2009

というのが答えである．

　しかし，争点になっていないのは，所得の海外

送金が増加しているということであり，これは今

や低および中所得国向に向かう他のすべての資本

フローを凌駕する伸びをみせている．2007 年に

ついてみると，海外送金の受け取りは多くの途上

国で初めて外国からの直接投資や株式投資を凌駕

した注 43．ただし，これは政府や研究者が観察可

能な送金の流れに限定されており，公式あるいは

非公式な他の経路を通じて実際に送金されている

もののほんの一部でしかない．熟練および未熟練

労働者の国境を越える流れを自由化すれば，途上

国の貧困削減に関して，他のどんな政策ないし援

助イニシアティブよりもおそらく大きな効果があ

るだろう注 44．

　労働移住は成長を促進する．蓄積された実証

データによると，国内であれば，労働移住は移

住者の期待所得を押し上げる．また，労働移住

は労働分布を改善して集中化を促進することに

よって，全体の成長に貢献する．スキルや才能

をクラスター化することによって，移住は集積

の波及効果を牽引する．イギリスでは，移住

者の長期的な賃金プレミアム推計値は，男性

14％，女性 11％となっている注 45．アメリカで

は，国内移住者について 7 から 11％の賃金プレ

ミアムが発見されている注 46．このような個々の

移民の利益は国全体の利益に翻訳できる．多数の

諸国に関して，国内労働移動が多かった時期と経

済成長が持続していた時期とは重なっている．ア

メリカの 1990 から 2000 年の間注 47，ブラジル

の 1950-75 年注 48，日本の 1950-75 年注 49，韓国

の 1970-95 年注 50，中国の 1980-2005 年などが

その例である．家計調査から国内移住について比

較可能な指標が得られる主要な途上国について

も，国内労働移動と経済成長の間には正の相関関

係が見受けられる（図 5.7）．

　バングラデシュ，中国，フィリピン，ベトナ

ムに関する研究によれば，国内移住は成長の牽

引に役立っていることが示されている注 51．ブラ

ジルでは，国内移住は生産者に集積の利益を享

受させることによって生産性を引き上げた注 52．

逆に，中国では，労働移動に対する制限は都市

の規模を制約することによって成長を阻害して

いる．中国の都市は人工的に小規模に抑えられ

たため，逸失した高成長に伴う福祉の損失を経

験している注 53．また，インドでは，労働移動に

かかわる過去の制限が成長の逸失という代価を払

うことによって，都市の規模を非効率的に小さく

抑えた可能性がある（ボックス 5.6 参照）注 54．国

内移住者が経済的に活動的なことは明らかであ

図 5.7　国内労働移動と経済成長は同調している
移住者の対人口比（％）

1 人当たり GDP 成長率（調査の前年）

出所：主要家計調査に基づく WDR 2009 チームの推計．
注： 円は国の土地面積を表わす．左上の角にある円は 2004 年のベネズエラ．
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移動性に対する暗黙の障壁：インドにおける場所ベースの受給権と分裂

　インドにおける政策障壁は作為というよりむしろ不作為に
よって生じており，多くの途上国における移住にかかわる暗黙
の障害の適例となっている．現行政策の下ではコミュニティは
労働移動の利益をフルに享受することができない．移住のコス
トとリスクは，家計による公共サービスや社会的受給権の活用
方法と移住者に対象を絞った援助が弾力化されれば，大幅に低
下するだろう．政府の否定的な態度や人口移動の利益に関する
無知が原因で，移住は経済発展の力になるということが看過さ
れている．
　最近の証拠によれば，インドにおける人口移動は 1970 年代と
80 年代には落ち着いていたが，再び増えつつある．1961 年の国
勢調査では人口の 33％が国内移住者（出生地以外の場所で生活
し働いている人）に分類されていた．移住者の比率は都市（人
口の約 40％）の方が農村部（約 30％）よりも高い．しかし，後
進的な農村部から先進的な農村部へという移住の流れ（区域内，
区域を越える，州を越えるものなど）が最大である．農村部か
ら農村部へという移住の流れは 1960 年代以降，次に大きな農村
部から都市へという流れの 2 倍になっているというのが典型で
あった．1999-2000 年についてみると，農村部から農村部への
移住が移住全体の約 62％を占めている．ビハール，オリッサ，
ラージャスターン，ウッタルプラデシュなど後進的な州の労働
者は，グジャラート，マハラシュトラ，パンジャブなど先進的
な緑の革命の州へとごく当たり前に移動しているのである．
　インドでは距離と分裂の両方が労働移動を制約している．最
大の動きが記録されているのは同一区域内である．州をまたぐ
移住者の流れはごく小さい．2001 年以降，永住あるいは長期移
住は鈍化している（ボックス地図参照）．終生にわたる（永久

の）州際移住のシェアは約 4％と移住者人口全体のなかで小さ
い．このような永住型の移民のほとんどは都市に居住している．
地理的な距離に加えて，文化と言語が大きく異なるため，故郷
から遠く離れる移動の阻害要因となっている．
　公的データによれば農村から都市への恒久的な移住が低減し
ているが，ミクロの研究では貧民の間では順回的な移住が圧倒
的である．短期移住は 1260 万人と推定されているが最近のミク
ロ研究では 3000 万人に及び，その数はふえつつある．
　移住の経済的なメリットを政策立案者は必ずしも認識してい
ない．インドでは 2 種類の政策が移住を抑えるために実施され
ている．1 つは農村部の雇用を増やすことである．これは農村
部からの流出を阻止する試みである．この政策が暗黙裡に前提
しているところによれば，農業が停滞すると移出につながり，
後進的な農村部の雇用機会を改善すれば移住を阻止ないし逆転
させることができる．このような政策には最近導入された国家
農村雇用保証プログラムが含まれる．これは未熟練職を求める
すべての農村家計の成人 1 人につき 100 日間の賃金労働，農業
生産性の向上を目指す多数の流域開発プログラム，中小都市を
発展させるプログラムを公約している．
　2 つ目の政策対応は暗黙的なものである．移住には悪い効果
があると考えられているため，地方政府は移住に敵意を抱いて
いるし，雇用主は移住者の権利やニーズを常に無視している．
多くの場合，福祉政策や社会サービスは定住人口用に設計され
ている．社会サービス，住宅手当，食料配給，特に貧しい労働
者にとって重要なその他のアメニティの関する受給権が立地固
有になっていることで例証されている．

ボックス    5.6
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インドでは 2001 年以降繁栄しているデリーやマハラシュトラへの国内移住が行われている
マハラシュトラ デリー

パンジャブ ウッタルプラデシュ

州内移住者数 移住合計
1,000,000

500,000
100,000

50,000

出所： インドの国勢調査に基づく WDR 2009 チームの推計．
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の大半は東海岸地帯に住んでいた．19

世紀末になると，200 万平方マイル以

上が最初の土地面積に追加されていた

（「変貌する経済地理 1　北米では距離の

差を克服」を参照）．そのような広大な

土地を開拓するには頑健な制度が決定的

に重要である．アメリカ憲法は 1787 年

北西部領地条例とともに未開拓地を州

に転換する枠組みを提供した．要素移

動性は憲法の商業条項によって強化さ

れ，州政府が州際取引を制限すること

を明示的に禁止している．1820 年代に

は「普通の」（未熟練の）非農業労働の

実質賃金は中西部の方が北東部よりも

約 33％高かった．1820-60 年の間に北

部の未熟練労働力に占める中西部のシェ

アは 23％から 45％にまで上昇した．労

働力に占める中西部のシェアが上昇する

なかで，その賃金の優位性は 1850 年代

に 17％，南北戦争後の 40 年間で 10％

にまで低下した．農業賃金に関する州の

データによれば，地理的な賃金格差が長

期にわたって縮小していたことがわか

る．これは国内移住に対応した動きで，

それ自体は南北戦争以前にまで遡ること

ができる注 55．

　フランスでは，19 世紀半ばには大き

かったパリ都市圏と地方の賃金格差は，

労働がパリに流入するにつれて縮小に向

かった．より一般的には，フランスの県

別賃金格差は 19 世紀後半を通じて大幅

に縮小した．カナダの各都市相互間の賃

金格差は，カナダの移住者が国全体を単一の労働

市場として扱ったとすれば，その時に期待される

通りの動きを正に示した注 56．また，イギリスで

は賃金格差は産業革命期にはほとんど縮まらな

かった．これは労働力に移動性がなかったためで

はない．歴史が示すように，イギリスの労働者は

低賃金の地区から高賃金の地区へと自由に動いて

いた．むしろ，それはイギリスの各地で産業の発

展を支えた諸力があまりに力強くて，どの一時期

における国内移住であろうと賃金格差を縮小させ

マラウイ
ボスニア・ヘルツェゴビナ

アゼルバイジャン
モーリタニア

アルメニア
モロッコ

タジキスタン
ハイチ

ミクロネシア
ブルガリア

カザフスタン
クロアチア

モンゴル
アルバニア
ベネズエラ
グアテマラ

ドミニカ共和国
ホンジュラス

ニカラグア
シエラレオネ

ルーマニア
コロンビア

アルゼンチン
エクアドル

ブラジル
ボリビア

パラグアイ
コスタリカ

モザンビーク
マダガスカル

コンゴ民主共和国
ベトナム
キリギス

カンボジア
ルワンダ

図 5.8　就職率は移住者の方が定住者よりも高い
労働市場の実績（移住者と定住者との比較）

定住者被雇用（上軸）
移住者被雇用（上軸）

定住者失業（下軸）
移住者失業（上軸）

就職率（%）

失業率（%）

出所：家計調査に基づく WDR 2009 チームの推計．

る．比較可能な調査データがある 35 カ国中の

24 カ国で，移住者の就職率を地元生まれの生産

年齢人口との比較でみると，同じかそれ以上と

なっている（図 5.8）．

　現在の先進国では先進地区と後進地区は収斂し

ている．所得と生活水準にかかわる一国内の先進

地区と後進地区の格差については，19 世紀にお

ける国内労働移動が現在の先進国に及ぼしたイン

パクトの証拠は収斂を支持している．

　19 世紀初頭，アメリカでは原住民以外の人々
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るのに十分でなかったからである注 57．

　北アメリカでは 20 世紀を通じて，労働の移動

性は地理的に拡大中で経済的に繁栄していた 2

つの国における集中や収斂に引き続き関連したも

のとなっていた．アメリカでは，労働移動性は

ヨーロッパよりも高く，労働が低賃金の州から高

賃金の州に移動することによって，州の 1 人当

たり所得は 20 世紀のほぼ全体を通じて収斂を続

けた注 58．アメリカ南部を顕著な例外として（ボッ

クス 5.7 参照），賃金率の地域的収斂は地域をま

たがる労働市場制度の創設や情報の流れと時期が

一致していた注 59．同様に，カナダでは労働移動

のおかげで，州別の 1 人当たり所得は 1910 か

ら 21 年の間に縮小を続けた．そして，国内移住

の流れが 1921 から 60 年の間に小さくなるとと

もに，所得の収斂も減速した注 60．

　所得と福祉について場所による乖離は，労働移

動性が 20 世紀を通じて北アメリカに比べてずっ

と低かった西ヨーロッパの 15 カ国では大きかっ

た．アメリカにおける州別の雇用格差は EU 内の

国別格差に比べてずっと小さかった．EU 内では

雇用比率が高かい諸国が一部にあったが，雇用比

率が高い国は低い国を 60％も凌駕していた．ア

メリカの州ではこの差わずか 22％である注 61．雇

用の成果に関してアメリカの方で公平性が高く

なっているのは，労働移動性がより高く，国内労

働市場がより緊密に統合されていることの直接的

な結果である注 62．

　途上国では乖離してから収斂する．もっと最近

の実証研究では，ネット移住が日本の所得格差の

収斂に正のインパクトを及ぼしたことが示されて

いる注 63．インド，ロシア，イギリスに関する推

計も同様である注 64．このような研究は移住が生

活水準の収斂に及ぼすインパクトを過少評価して

いる可能性がある．というのは，流出入している

移民のスキル差を考慮していないし，住宅や労働

市場の硬直性がもっている間接的なマイナス効果

を無視しているからである．熟練移住者と未熟練

従者の流れや，移住者の出生地と行き先における

人的資本の水準を区別した分析によれば，労働移

動が収斂に対して大きなインパクトがあることが

わかる．

　低および中所得国における国内移住のインパク

トに関する実証分析の多くは，当初は乖離があ

るにせよ期待される収斂と整合的である．日本で

は，地区別の所得不平等はベル型の曲線を描いて，

アメリカ南部は追い付くのになぜあれほど時間がかかったか？　分裂だ

　研究者が長らく疑問に思っていたことのなかに，アメリカ
では賃金や所得にかかわる南部とその他地域との格差がなぜ
あれほど大きく長く続いたのかということがあった．南部の
賃金や所得は特に大恐慌以降追い付いていたが，そのプロセ
スは 1940 年代までは極めて遅々としていたようである（「経
済地理の実際 1　北米における距離の克服」を参照）．
　ニューディール以前，南部の労働市場は孤立しており，国
内のその他地域からは切り離されていたため賃金格差が大き
かった．にもかかわらず，南部諸州からは移出がほとんどな
かった．最低の賃金や最大の社会的差別や政治的な権利剥奪
に苦しんだアフリカ系アメリカ人でさえそうであった．1920
年代以前の北部では，工業化の進展に伴う低熟練労働の需要
はヨーロッパから移住してくる労働者で充足された．北部の
工場主が黒人よりも低熟練のヨーロッパ人移住者を選好する
と同時に，豊富なヨーロッパ人移住者はこの選好を満たせる
ほど手頃な賃金で雇用可能だったのである．1930 年代に国境
を越える移動に対して規制が強化されたため，この状況は変
化することになる．
　第 2 次世界大戦まで，南北間には情報や労働に関して確立
した流れはほとんどなかった．南北間の交流が移住という回
廊への依存度を徐々に高めていたことを考えると，これが南

部諸州から人種を問わず低熟練労働者の移動を阻害する要因
になっていた．南部労働者で移動した人は代わりに南部で西
方に移動する機会を発見したのである．
　南部から北部に向かう移住者の流れが大きくなり始めた後
でも，賃金や所得の格差は持続した．学者の説明によれば，
南部の黒人が大挙して北部の都市に向かった大移住では，教
育水準の高い人の割合が非常に大きかったのである．第 2 次
世界大戦後，アフリカ系アメリカ人の選別的な移住は減速す
る一方，南部の経済成長に伴って戻ってくる移住が発生した．
　南北間で情報や移住に関する回廊が漸進的に構築されてき
たこと，公民権運動を受けて法的な人種差別が廃止されたこ
と，学校における人種的な融合を受けてアフリカ系アメリカ
人の教育が改善したことなどを背景に，南部諸州の賃金や所
得は北部諸州の水準に徐々に収斂した．1970 年代以降は，南
北間および他の地域間の労働移住は正に不況期の安全弁に
なっている．不況の影響が地域ごとに異なっていることが，
経済が収縮している州から他の繁栄している州へと労働者の
大規模な移動を誘発している．1990 年代初めには，相当数の
労働者が北東部から南部諸州に移住している．

ボックス    5.7

出所：Rosenbloom and Sundstrom (2003); Margo (2004); Vigdor (2006)．
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1955-61 年に拡大した後，1961-75 年には縮小

している．研究によれば，収斂の原因は労働移住

にある注 65．中国では，1978 年の経済改革を受け

て，省内の下位地区相互間の所得格差が 1978-96

年に当初は拡大したが，その後は統合の進展と国

内労働移住を反映して縮小している注 66．インド

とインドネシアでは国内の労働移動性が高く，そ

れが所得不平等の縮小につながっている注 67．ま

た，メキシコでは移住が平等化をもたらしている．

しかし，チリでは，国内移住が期待を下回る率に

とどまっていることが，所得の不平等が大きい原

因とみられる注 68．さらに，ブラジルでは，社会

的不平等と労働のスペース的な移動性がともに大

きいが，研究によれば，国内移住がなければ不平

等はさらに大きくなっていた可能性が示唆されて

いる注 69．

　国内の地区相互間における移住や収斂に関する

初期の研究はほとんどが，移住に関して労働市場

の調整と地区間賃金格差の変化というごく小さい

部分だけに焦点を絞っていた．送金のインパクト

が無視されていたのである．しかし，サハラ以南

アフリカでは，送金は農村所得の 15％も占めて

いる．ウガンダでは，労働移動は家計支出にプラ

ス効果をもっている．比較可能な家計をみると，

出生地にとどまっている家計よりも，同じ区域内

で移住するか，別の区域に移住するかした家計

の方が，1 人当たりでみて高い支出を享受してい

る．後進地区から先進地区に移住したウガンダ人

の所得は，出生地あるいは行き先地の非移住者と

比べて 10-60％高くなっている注 70．タンザニア

のカゲラ流域では，国内移住は 1991-2004 年に

ついて，消費の伸びを 36％ポイント押し上げて

いる注 71．　国内移住に伴う送金も他の後進地区

にプラス効果をもたらす．バングラデシュでは，

ダッカに行った移住者が所得の 60％を故郷の家

族に送金して，移住者を送り出した家計につい

て支出の大きな部分をまかなっている．ラテン

アメリカの数カ国では，送金された所得は受け

取った家計の消費を高めるだけでなく，そのコ

ミュニティの貧困率を引き下げ注 72，教育投資を

押し上げている注 73．東アジアでは，移住した家

族員からの送金はフィリピンの場合，教育や資本

集約的な家族企業への投資を押し上げている注 74．

中国では，農業省の予想によれば，移住労働者の

送金は農村家計にとって間もなく農業所得を上回

るであろう．

　後に残されたコミュニティにとって，国内移住

は貧困を克服し，予想外のショックに対応して家

計支出を平準化するために決定的に重要となって

いる．『世界開発報告 2008――開発のための農

業』は，生計手段としてもはや農業だけに依存し

ていることが不可能な農村家計にとって，国内移

住のことを正しく重要な「貧困を脱却するための

道」だとしている注 75．村から都市への恒久的な

転居を支援するのはかなり高価で，それができる

のは裕福な家計だけであるという状況下でも，季

節的な移住や一時的な移住でさえ，極めてうまく

設計された社会的扶助プログラムに比べても，農

村部の消費に対する下方ショックの緩和に大きな

即効性があるだろう注 76．

　バングラデシュの農村家計は，収穫が予想を下

回った場合，家計所得を多様化するために家族メ

ンバーを都市に送り出している．中国の国内移住

は郷里のコミュニティの家計消費を引き上げてい

るが，その引き上げ幅は貧しい家計ほど大きく

なっている．さらに，中国では労働者が移住して

いくと，農村部に居残った労働者はたくさん働く

ことが可能になる．国内移住に関連した利益とし

ては，農業生産だけでなく，住宅という富や耐久

消費財の増加がある注 77．中国では誰が移動する

のかを決定する選別の現象は確かに両方向に作用

しているようである．教育程度の高い人は都市で

就職するために移住することを選択する一方，農

業が得意な人はとどまることを選択している注 78．

　プルかプッシュか？　移住の開発効果は人々が

自発的に動く場合に生まれてくる．しかし，特に

最貧国を中心に，大勢の人々が生活条件の悪化や

紛争によっても動くことを強制されている．人々

が故郷から「プッシュされる」（追い出される）

のは，人口増加の圧力によって農業が衰退傾向に

ある場合や，環境の変化で特定の地区の継続的な

耕作がもはや不可能になった場合である．歴史的

にみると，旱魃は特にサハラ以南アフリカ注 79 と

南アジア注 80 では，人口の分布に突然かつ長引く
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インパクトを与えたことがある．

　国内移住を推進するもう 1 つの重要な「プッ

シュ」は（月並みだからといって重要性が劣る

わけでない），十分な公共サービスの欠如である

（表 5.4 とボックス 5.8 を参照）．多くの途上国で

は，学校，保健所，病院，官民両方のアメニティ

は経済活動が活発な地区に立地している．経済的

質量の集中化に伴って，公共サービスは小さな町

や村からは引き揚げられることがある注 81．いく

つかの研究では，人々がより良い教育や保健サー

ビスを求めて経済的に大きな中心地に移住してい

ることが裏付けられている注 82．この動きは自発

的ではあるが，集積の利益よりも混雑のコストを

大きくする可能性大であろう．

　国際的な頭脳の流出それとも流入？　サハラ以

南アフリカやカリブでは国外移住する熟練労働者

の人数に関して懸念が出ている．高等教育を受け

た人のストックに対する比率でみると，熟練移出

者の数は確かに多いようである．しかし，総合的

には，高所得国に向かう熟練移住者のほとんど

は，もっと大きなブラジルやインドのような大き

な中所得国の出身者である．これら諸国における

移住できるという展望は人的資本蓄積の増加を促

して，熟練移住者の数だけでなく，広く世界の労

働力のスキルを押し上げるだろう注 83．ある国の

熟練労働者の移出率が 5 から 10％にとどまって

いる場合には，「頭脳流入」の可能性が高い．熟

練労働の移出がもっと多いサハラ以南アフリカ，

中央アメリカ，カリブの一部諸国では，開発が阻

害されるという懸念が生じている．2000 年につ

いてみると，サハラ以南アフリカでは熟練移住の

割合が 13.1％，中央アメリカでは 16.9％，カリ

ブでは 42.8％に達していた注 84．

　「頭脳流出と頭脳流入」の議論を批判する人に

よれば，それは実世界における国際移住のパター

ンを無視している．熟練労働者は「流出する」の

ではなくて，世界経済のなかで各国を「循環して

いる」のである．熟練者を引き付け維持しておく

ことに伴う利益は，各国間でセロサムゲームとし

て分配されなくてもかまわない．熟練労働者の多

くは多額の海外送金の流れに貢献しているだけで

なく，将来展望が改善した祖国に，資本，新しい

スキル，アイディアで武装した企業家として戻る

べく，一生懸命働いている．途上国の政界，学

界，実業界のリーダーのなかには，当初移住者と

して人生を始めた人もいる（ボックス 5.9）．経

済成長の決定要因に関する国際比較研究では，ス

キルをもった人の移住がマイナスの影響をもたら

したという証拠はみつかっていない注 85．

移住を管理するための実際的な政策
　誰もが移住することを選択するわけではない．

移住は高価で，むずかしく，破壊的な決定であ

る．一世代にわたる研究が示すところによれば，

労働の移動（村から町へ，町と都市の間で，同一

地域内で国境を越えて，貧困国から遠い富裕国

国内移住者が報告している移住理由の割合（％）

雇用・
家族同居

教育・健康・
生活条件

社会的政治的
状況他

マラウイ 95 1 4

モロッコ 91 2 7

ルーマニア 87 10 3

エクアドル 86 12 2

ニカラグア 84 5 11

アルバニア 82 11 7

モザンビーク 81 4 15

ベトナム 80 7 13

アルメニア 78 1 21

タジキスタン 78 10 12

カザフスタン 77 14 9

ボリビア 77 17 6

ドミニカ共和国 76 21 3

カンボジア 75 2 24

パラグアイ 74 24 2

グアテマラ 72 24 4

ブルガリア 71 28 0

コンゴ民主共和国 69 6 25

キルギス 69 28 3

マダガスカル 62 28 11

ボスニア・ヘルツェゴビナ 55 1 43

ルワンダ 54 5 41

アゼルバイジャン 44 5 52

モンゴル 41 28 30

シエラレオネ 23 3 74

モーリタニア 23 74 4

表 5.4　ほとんどの移住者は経済的な理由で移動しているが，貧弱な
サービスを理由に移動を余儀なくされている人も大勢いる

出所：家計調査に基づく WDR2009 チームの推計．
注：「社会的政治的状況」とは非自発的な国内移転につながる事情や事件を指すが，
国や時期によって異なる．
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経済的な密度への移住：合理的な決定あるいは明るさを求めて？

　ブラジルで一番遅れている地区と目されている北東部で生
まれた貧しい男性の 20％は，繁栄している南東部に居住して
いる．1970 年代には村から町や都市へという大きな人口移
動が生じたが，90 年代になると町から都市へという移動が起
こった．
　経済学者の以前からの主張によれば，移住にかかわる意思
決定では高賃金が稼げる可能性が動機になっている．しかし，
多くの移住者は移住後に就職できていないのが現実であるた
め，この魅力は非合理的なのかもしれない．途上国の政策立
案者の一部が信じているところでは，移住者は新しい居住区
で経済に貢献するどころか，むしろ快適さの問題を悪化させ
ることによって経済にマイナスになっている．このような考
え方がマイナス思考や人の移動を制限する厳格な規則になる
という阻害要因に帰結している．
　ところが，ブラジルの 40 年間に及ぶ国勢調査データを使っ
た最近の実証研究によれば，違った姿が窺われる．生産年齢
の男子が移住するのは，より良い仕事を探すだけでなく，水
道水，電気，保健ケアなど基本的な公共サービスについてよ
り良いアクセスを確保するためでもある．より良い仕事を求
めて移動するという移住者の欲求だけに焦点を当てた移住行
動モデルの結果には偏りがあるだろう．公共サービスが良い

ところは職業機会も多いからである．企業としては労働者が
住みたがるところに立地したい．一部の計量経済分析は，公
共サービスの重要性を無視することによって，賃金格差に反
応して移住するという移住者の積極性を過大評価している可
能性がある．
　公共サービスがどれくらい重要なのかを見極めるために，
自治体レベルの公共サービスに関する豊富なデータと国勢調
査の個別データを組み合わせて，移住者の移動決定における
賃金格差と公共サービスの相対的な重要性を評価してみた．
予想通り，賃金格差が移住選択に影響する主因である．富裕
層にとっては，基本的な公共サービスは移動決定に重要では
ない．しかし，貧困層にとっては，基本的な公共サービスに
かかわる格差は重要であった．事実，貧しい移住者はより良
いサービスにアクセスできるなら，喜んで低い賃金を受け入
れている．最低賃金時給 7 リアル（2008 年 2 月現在では約
2.30 ドル）で働いているブラジル人が，アクセスを確保する
ために喜んで負担している額は，より良い保健サービスにつ
いて年間 420 リアル，よい水の供給に 87 リアル，電気に 42
リアルにも達している．貧しい移住者は合理的なのである．

ボックス    5.8

ブラジル人は繁栄している南東部に移動している
（年齢 25-35 歳の国内移住者，1991 年と 2000 年の国勢調査で報告のあった出生地区に基づく）

ブラジル

北部

北東部

中央・西部

南東部

北部

移住しなかった
人口

出所：Somik Lall と Christopher Timmins が執筆．

出所：ブラジルの国勢調査に基づく WDR 2009 チームの推計．
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時期尚早？　アフリカの移住者がアフリカに及ぼす影響

　サハラ以南アフリカについて頭脳流出が熱く議論されてい
る．そういう懸念はもっともではあるが，移住者や海外離散
者はアフリカの発展に多大な貢献をしている．
　アフリカの初期の移住に関する話によれば，少数のアフリ
カ人が宗教学校や修道院で勉強するためにヨーロッパに渡っ
たのは 1700 年代のことである．このような学生の多くは聖書
をアフリカの言語に翻訳した．そうすることで，彼らは話し
言葉の伝統が支配的であったアフリカに書き言葉を導入する，
という最も初期の試みに従事したのである．そういう学生の
1 人 Jacobus Capitein，ガーナ人になるべきところをオランダ
に移住して，祖国における書き言葉の普及に貢献したとされ
ている．
　別のガーナ人 Kweigyir Aggrey は一世代後の移住者の 1 人
で，コロンビア大学で勉強するために渡米した．アメリカ人
の博愛主義者の支援を受けて，ガーナに帰国した彼は同国初
の特定宗派に属さない学校を創設した．これが後にガーナ大
学となる．この地域の学び舎の多くは同じような起源をもっ
ている．
　アフリカ諸国の独立指導者のほとんどは，1930 年代から
40 年代にかけて頭脳流出と呼ばれたであろう動きのなかに

あった人々である．カムズ・バンダ , ジョモ・ケニヤッタ，
ジュリウス・ニエレレなどは，アメリカやヨーロッパに移住
して，独立のための戦いを構想した世代の学生たちであった．
　モハメッド・「モ」・イブラヒムというスーダン人の通信事
業の企業家は，アフリカにおける統治を改善する努力を支援
している．彼は移住して，アレキサンドリア大学から学士号，
ブラッドフォード大学から修士号，そしてバーミンガム大学
から移動通信の博士号を修得している．帰国した彼は企業家
としてのキャリアに身を投じて成功し，アフリカで通信産業
の発展に貢献している．2007 年にモ・イブラヒム財団は「ア
フリカ人リーダーシップを称える賞」を創設した．これは良
い統治を伴う開発を促進したアフリカ人指導者に授与される．
同財団はアフリカ 48 カ国をランク付けした「アフリカの統治
に関するイブラヒム指数」も発表している．
　このような移住者が出身国に対して行っている経済的・社
会的貢献は，定量化がむずかしいものの，否定することも不
可能であり，サハラ以南アフリカの開発展望に重要な違いを
もたらしている．

ボックス    5.9

出所：Easterly and Nyarko (2008)．

へ）は正しく選別的である．移住者は後にとどま

る人とは違う．大勢の人がより良い仕事，あるい

はより高い教育を求めて移動しているが（低およ

び中所得国の農村部の人が中心），それと同じく

らい大勢の人が家族のために基本的な学校教育や

医療ケアを求めている．しかし，このような移住

は経済的に非効率である．政策立案者は遠隔地に

おける基本的な社会サービス（学校，一次保健セ

ンター，基本的な公共インフラなど）の提供をな

いがしろにすることによって，無意識のうちに移

住の選択に影響を与えおり，経済的機会を活用す

るという目的以外の理由で家計を移住する方向に

動機付けてしまっている．移住は当の家計にとっ

ては福祉の改善になるであろうが，経済全体はそ

れだけ貧しくなっている可能性がある．

　遠隔で経済的に遅れている地区に対する教育，

保健，社会サービスの提供に焦点を絞ることに

よって，政府は家計が移住を余儀なくされている

理由の一部を除去する方向にかなりの進展ができ

る．そのような努力で今度は移住の質が改善す

る．選択された場所に人や才能の集中化を招く労

働移動は，混雑をひどくするよりも集積の利益に

貢献するだろう．

　このような政策が移住者の福祉や経済全体に及

ぼす影響で，労働の移動性を制限しようとする試

みに関しては懐疑が高まるだろう．うれしいこと

に，人口移動に対する制限をやめて，それを円滑

化し奨励しようという変化が強まっている．政府

としては人々が労働や人的資本に関して最高の収

益率が稼げるところに移動して定住することを許

容するということ以上に，集積利益の確保を手助

けすることができるだろうか？

　移住というのは個々人を追い出すという「プッ

シュする」諸力だけでなく，「プルする」諸力に

も左右される．１つの大きなプルは都市の集積経

済である．しかし，人々は社会サービスの欠如に

よってもプッシュされる．アフリカでは，就学率

や新生児ケアにかかわる都市，町，村の間の格差

は，遠隔地には学校や保健施設がほとんど存在し

ないということに起因している注 86．中央アジア

に関する証拠によれば，タジキスタンの遠隔地で

は，学校の暖房は不十分，飲み水は稀少，ゴミ収

集や汚水処理の取り決めは存在しないという状況

にある注 87．中国では，政府は生活水準にかかわ

る沿岸部と内陸部の格差に取り組むために，基本

的サービスのより均等な分配を強調している．遠
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隔地で教育，保健，社会サービスを提供すること

によって，政府としては家計がプッシュされて移

住する理由の一部を排除することができる．この

ような努力をすれば，集中の増加が混雑コストを

積み上げるのではなく，集積経済を大きくするよ

うな形で，移住の構成を形作ることができるだろ

う．

　本章で示した経済的な議論や実証的なデータ

は，自発的な労働移住の選別的な性格と規模に関

する収穫逓増を認識することによって，労働の移

動性に関して低および中所得国の政策立案者が過

去にもっていた意見に比べると，より積極的な意

見を支持している．このような観点から，実際的

な政策スタンスは，潜在的な移住者の人的資本の

賦存状況と才能のクラスター化に伴う集積の波及

効果が政府によって把握されて課税されるかどう

かに応じて違ってくるだろう（表 5.5）．

　教育の利益に関するすべての証拠が示唆してい

るのは，自国が属している地域外の遠く離れた国

に才能を急速に奪われている諸国は懸念すべきだ

ということである．しかし，熟練移住に対する直

接的な規制に伴って逸失される人的資本の潜在的

なコストは高い．それよりずっと実際的で維持可

能な政策スタンスとしては，次の 2 つの方針を

とるべきであろう．第 1 に，熟練労働者の海外

移住によって得られる私的で個人的な収益率に合

わせて，人的資本を修得する私的で個人的なコス

トを引き上げる．第 2 に，世界中の繁栄してい

る場所にある海外離散者のコミュニティから利益

を確保する．彼らの本国における経済的および政

治的な参加を促し，市民権を保持し，投票し，も

し選択するなら最終的には再定住しやすいように

することである．

未熟練労働の移住 熟練労働の移住

国内移住 中立．しかし集積経済の可能性がない場合には
阻止．政策としては経済的理由による移住を奨
励し，公共サービス指向型の移住は阻止．場所
ベースのサービス受給権に加えて，明示的・暗
示的な制限を撤廃．

強く支援．特に集積効果の可能性があるころで
それを確保するための移住．携行可能な人的資
本を構築するため周辺地区のサービスに投資．
労働市場情報の流れを大きくして，移住者が雇
用の可能性に関して情報に通じた形で到着でき
るようにする．

近隣地域内の国境を越える移住 支援．特に送金所得による福祉と分散化の利益
を求める移住．

支援．近隣地域の市場が統合されていて，集積
利益が移出国に波及し得る場合．

地域外への国境を越える移住 支援．特に送金所得による福祉利益を求める移
住．

中立．頭脳流出の加速に伴って集積逸失の可能
性があるが，帰国した移住者から知識移転の利
益と，移住の展望から人的資本投資に向けた強
いインセンティブの可能性もあるため．

表 5.5　集積の利益を認めることが移住に関する実際的な政策になる

出所：WDR 2009 チーム．





輸送コストと特化

　最も鋭い洞察というのは，個別であれば無害

で，驚きのない細切れの情報を総合することに

よって得られる場合がある．1900 年の水準と比

べて 1970 年代迄には海外輸送コストは蒸気動力

や電信などといった発明のおかげで，大幅に低下

した．ヨーロッパでは近隣諸国間の貿易が遠い諸

国との貿易に比べて急増した．1910 年について

イギリスの貿易をみると，ヨーロッパ 35％，ア

ジア 24％，その他地域 31％と非常に均等に分散

していた．しかし，1996 年までは，イギリスの

輸出の 60％はヨーロッパに向かい，アジア向け

はわずか 11％にとどまっている注 1．

　一つ一つはいずれも驚くことではない．しか

し，この二つを合わせると，それは標準的な経済

学で予想されることと正反対のことを示唆してい

る．要するに，地球を半周して輸送する財貨につ

いては輸送コストが総コストに占める割合は，近

隣諸国と貿易する場合よりもずっと大きくなるは

ずだ．したがって，輸送コストが低下すれば，近

隣諸国よりも遠隔の相手国との貿易が減少するの

ではなくて，増加することを意味してしかるべき

だろう．一体何が起こったのだろうか？

　1980 年代の研究が答えを出してくれた注 2．グ

ローバリゼーションに関する 2 つの波（輸送や

貿易のコストが低下したことの比喩的な表現）に

原因がある．1840 年から第 1 次世界大戦までの

第 1 の波では，輸送コストが大幅に低下して比

較優位に基づく大規模な貿易が可能になった．そ

こで，イギリスは機械を輸出する一方，アルゼン

チンから牛肉，オーストラリアから羊毛を輸入し

た．遠い異質な諸国との貿易が増加したのであ

る．1950 年以降の第 2 の波では，輸送コストが

十分に低下したため，少なくとも欧米では，製品

や嗜好にかかわる些細な相違が同質的な諸国相互

間の貿易を拡大させた．近隣諸国が違う種類の

ビールや，ホイールやタイヤなど自動車部品に関

して違う種類のものを取引したのである．つま

り，特化や規模の経済という利点を利用して部品

の貿易が増加した．グローバル化の第 1 の波は

自然の賦存状況の相違を活用した「通常の」産業

間貿易，第 2 の波は規模の経済や製品差別化に

牽引された「新しい国際貿易」がそれぞれ増加し

たと特徴付けることができる．

　輸送コストと規模の経済が相互作用して，過去

半世紀にわたって観察される貿易の流れが生み出

されたのである注 3．研究から得られる重要な洞

察は，輸送コスト，生産立地，貿易パターンの関

係が非線形だということになろう．輸送コストの

低下は最初に遠くの異質な諸国との貿易増加につ

ながった．さらに低下すると，近隣諸国との貿易

が増加した．同様にして，輸送コストがすでに水

準からさらに低下した時には，生産が大きな市場

のなかとその周辺に集中したのである．

　東アジアでは，海運や空運のコストが低下する

のに伴って，工業品の生産は日本の後を追って，

香港，韓国，台湾など近隣諸国においても広がっ

た．その後，生産は東南アジアに，そして今は中

国に移動している．通信コストの低下で，アメリ

カやヨーロッパの大都市は拡大を遂げている市場

から利益を享受している．しかし，通信コストが

さらに低下して，経理やコールセンターなどの

サービス業務はヨーロッパやアメリカの小都市に

移動し，その後，さらに低下するにつれて，遠い

インドやフィリピンの都市に移動している．

　一般的に言えば，類似した財やサービスを交

換する産業内貿易は，おそらく，第 2 次世界大

CHAPTER6
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戦以降では最も重要な動きであろう．各国はサム

ソン，モトローラ，ノキアの携帯電話，テレビ用

リモコンの容器，ボタンは繊維製品の縫製を取引

している．そういった貿易が今や世界貿易の半分

を占めており，1962 年の約 4 分の 1 からは大幅

な増加を示している．産業内貿易はあらゆる種類

の財とサービスで急増している．列挙すれば，石

油や天然ガスなど一次産品，自動車部品やコン

ピュータのヘルプラインなど中間投入財，食品・

飲料など最終製品などが含まれる（図 6.1 パネル

A 参照）．

　これは第 3 章でみた国境関連の分裂を考える

と重要である．このような分裂が資本や労働の移

動に対して障壁になる．もし各国が貿易している

のがテレビや自動車など最終財だけであれば，生

活条件が収斂するにしても遅々としたものにとど

まる．ところが，中間投入財の貿易があると，特

化と貿易の潜在性は著しく大きくなる．特化と生

図 6.1　あらゆる種類の財について産業内貿易がますます重要になっているが，
それは世界の一部の地域にとどまっている

（世界の産業内貿易の推移，3 桁分類商品グループ，1962-2006 年）

パネル A．　財の種類別
GL 指数（3 桁分類）

年

パネル B．　地域別

中間財

最終財

一次産品

南部アフリカ

西部アフリカ

中部アフリカ

北部アフリカ

中央アジア・コーカサス・トルコ

東部アフリカ

西アジア

南アジア

中央アメリカ・カリブ

南アメリカ

東ヨーロッパ・ロシア

北東アジア

東南アジア・太平洋

西ヨーロッパ

オーストラリア・ニュージーランド

北アメリカ

GL 指数（3 桁分類，域内貿易）

出所：Brulhart (2008：本報告書用 )．
注：GL 指数はグルーベル = ロイド指数で，貿易総額に占める産業内貿易の割合を示す．
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産や輸送における規模の経済を通じて生み出され

た効率性は，確かに世界に利益をもたらしてい

る．しかし，このような利益は均等に共有されて

いない（図 6.1 パネル B 参照）．東アジア，北ア

メリカ，西ヨーロッパが世界の産業内貿易の大部

分を占めている．本章では，このような地域がな

ぜこの貿易のほとんどを占めているかや，それが

途上国にとって何を意味するかについて検討す

る．この理由はかなりの程度，規模の経済と輸送

コストの相互作用に関係があるに違いない．輸送

と貿易のコストは貿易数量に影響する．貿易コス

トが 10％上昇すれば，貿易数量は 20％減少する

と推計されている注 4．中間投入財の貿易は特に

輸送コストに敏感である．もし最終需要に占める

輸入中間投入財のシェアが大きければ，輸送コス

トの小さな変化でも貿易フローの数量に大きな影

響を及ぼし得る．「貿易摩擦」が大きくなるとい

うことである．例えば，輸送コストの 5％上昇は

中間投入財が付加価値に占めるシェアが 70％の

場合，ほぼ 50％の従価関税を賦課したのと同じ

貿易摩擦を生み出し得る注 5．したがって，逆に

輸送コストが低下すれば，中間投入財の貿易は急

増することになる．

　「循環的因果関係」も輸送に影響する．貿易数

量は輸送コストに影響する．太平洋横断航路で

は，4,000TEU（海運業で使われるトン数，詳細

は後述）の「パナマックス」単位と，1 万 TEU

という特大の超パナマックス単位とではコストの

格差が 50％にも達する．しかし，このようなコ

ストの利点を享受するためには，貿易数量と容積

が大きくなければならない．規模の経済というの

は財やサービスの生産だけでなく，その輸送でも

利用可能なのである．コテナ 1 個を船で中国か

らアメリカまで運ぶには約 400 ドル，インドか

らなら 800 ドル，シエラレオネからは 1,300 ド

ルのコストがかかる注 6．中国の膨大な貿易が輸

送コストを低下させる一因になったことはほぼ確

実であろう．一方，各国が中国への生産移管を推

進したのは輸送コストが低下したからである．輸

送における規模の経済というのは，輸送コストの

低下と貿易の増加が互いに強め合っているという

意味である．

　北半球は交通量が多く，産業内貿易が活発化す

るなかで貿易連関がますます強まっている（地図

6.1）．しかし，中央アメリカ，南アジア，サハラ

以南アフリカとの航路を往復する船は，石油など

地図 6.1　北では活発な航海，南では陸地到着がほとんどない
（2004 年 10 月から 1 年間の海上航路の集約度）

航路
コンテナ港

出所：World Meteorological Organization (WMO) Voluntary Observing Ships’ (VOS) scheme のデータを加工した Halpern 他 (2008)．
注：コンテナ港は 2005 年のコンテナ取扱高（TEU 単位）でみた上位 20 港（Heideloff and Zachcial 2006）．
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天然資源をもっている諸国だけに向かっている．

南アメリカと世界で最も繁栄している地域間を結

ぶ貿易航路は，東アジア，北アメリカ，西ヨーロッ

パ相互を結ぶ交通量の多い高速道路とは違って狭

い一般道である．世界の航空交通とインターネッ

ト交通の地図も同じような不均衡を示している．

世界の自己強化的な生産や貿易のネットワークに

統合されていない途上国にとっては，このような

動きは心穏やかならざるものであろう．生産や輸

送における規模の経済を考えると，途上国はこの

よう高度に競争的な市場に参入することが一層む

ずかしくなるだろう．容易になるわけではない．

　非線形関係と累積的因果関係の世界は下限値が

存在する世界でもある．途上国がこのような下限

値を超過できるかどうかは，現状ではどこにいる

か，何を生産しているか，貿易業者が負担すべき

コストの大きさに依存している．途上国世界で

は，貿易と輸送にかかわる総コストが財の価額

に占める割合は，輸送コスト 20％，国境関連の

貿易コスト 45％，卸売小売流通コスト 55％に分

解できる．このようなコストを累計すると，財・

サービス価額に対して 170％の総コストという

高水準にまで積み上がっている注 7．これが意味

しているのは，国際輸送コストの低下で距離は縮

まったものの，国際的分裂を原因とする貿易コス

トは高水準のままだということである．一方，国

内的距離を原因とする輸送コストは先進国でも高

水準のままである．

　途上国としては貿易がどのように刺激され，新

しい技術がどのように開発されてきたのかという

ことを含めて，各国がどのようにして輸送コスト

を削減してきたをは学習することができる．過

去 20 年間にわたる分析を通じて，途上国は生産

のスペース的な集中が輸送コストの低下に伴って

どのように変化するかも学ぶことができる．これ

は経済発展の後発国にとって何を意味するだろう

か？　重要なことは次の 3 点である．

過去 2 世紀の間に開発された改良型輸送技術

のおかげで，貿易数量は増加し，その性格も

劇的に変化している．第 1 次世界大戦以前，

大規模な貿易が可能になるほど輸送コストが

•

十分低下したが，異質な諸国間の貿易に限ら

れていた．それはお互いに離れた国どうしの

貿易でもあった．気候や自然の賦存状況が大

きく違うということは，当該国が世界のなか

で違う場所にあるということを意味するから

だ（例えば，インドネシアとオランダ）．第 2

次世界大戦後，第 2 の波の時期に，輸送コス

トは製品や嗜好の僅差が貿易を増やすほど十

分に低下した．これが同質で，しばしば近隣

諸国間の貿易増加につながった（例えば，ア

ルゼンチンとブラジル）注 8．輸送コストが低

下するにしたがって，物理的な地理はあまり

重要でなくなる．しかし，生産には規模の経

済があるので，経済地理の重要性は高まる．

規模に関する収穫逓増を伴う輸送コストの低

下は，一般的に，生産のスペース的な集中が

進展するということを意味する．最近の経済

思想は経済発展にとっては輸送コストが重要

であることを強調している．輸送コストが高

ければ，大きな規模の経済は未活用，生産は

非効率のままにとどまる．輸送コストが低下

すれば，生産と経済成長のスペース的な格差

が国内でも各国間でも拡大する．

途上国としては輸送や貿易のコストの削減に

つながる輸送や通信にかかわる規制にもっと

注意を払うべきである．新しい経済地理は，

政策がもっぱら「ハードな」インフラに焦点

を当てるという状況に図らずも貢献してき

た．決定的に重要な政策関連の側面（輸送に

は自ずと独占的な性格があるということ）は

当然のこととして想定外とされた．途上国政

府としては，輸送部門の市場構造がもつマイ

ナスの効果に取り組むべくもっと努力すべき

である．また，課題のなかには一部の側面に

ついて国際的な支援を必要とするものもある

だろう．

何が起こったのか：2世紀にわたる経験
　第 2 次世界大戦前約 100 年間における輸送コ

ストの低下で，国内および各国間の経済統合が進

展した．この時期の輸送コストの低下は 20 世紀

•

•
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の場合と同じように，大規模なインフラ投資と輸

送技術のブレークスルーが引き起こしたもので

あった．

　19 世紀初めから第 1 次世界大戦開戦までの期

間に，世界経済は経済史家が「第 1 次グローバ

リゼーションの時代」と呼んでいるものを経験し

た．国内的には，運河，次いで鉄道の輸送コスト

が低下して，統合された大きな国内市場の出現と

工業品や農産物の価格収斂につながった．このよ

うな輸送の連関が都市集積の興亡に大きく影響し

た．国際的には，蒸気船の登場で海上輸送コスト

が低下するとともに，サービスの速度と信頼が高

まった．以上の結果として，各国間の価格差が縮

小し，新しい輸送技術がカバーできる航路の貿易

が拡大し，大規模な産業間貿易が行われるように

なった．

　国内輸送．19 世紀前半になると内陸水路と鉄

道のおかげで，都市間および地区間の輸送コスト

は激減した．ヨーロッパでは 1830 年頃に始まっ

た鉄道時代の前，ほとんどの輸送は道路か，それ

より 50-70％安い水路に頼っていた．アメリカで

は，運河建設の大規模投資によって地区間の交易

が一変し，新しい都市化のパターンが形成され

た．1817-25 年にエリー運河が建設されたおか

げで，バッファロー - ニューヨーク市間の輸送コ

ストは 85％，輸送時間は 21 日から 8 日に減少

した．アメリカの国内輸送部門の生産性は，南北

戦争までの 40 年間に年平均 4.7％の上昇を続け

た．イギリスでは航行可能な水路が 1780-1820

年の間に 4 倍に増加した．フランスでも同様に

運河建設のブームがみられ，ヨーロッパ大陸で

はウィーン会議（ナポレオン戦争後の 1814-15

年）でライン川の航行自由が認められたことを受

けて，分裂の克服に向けて大きな一歩が踏み出さ

れた．19 世紀初めになると主要な河川や湖には

蒸気船が姿を現して，輸送時間が激減することに

なったのである．

　輸送に関して 19 世紀中の重要な動きといえば

鉄道の拡張であり，たちまち内陸水路を凌駕し，

「アダム・スミスの言う市場拡大の機能を果たし

た」注 9．都市はもはや公共サービスを提供する

だけにとどまらなかった．規模に関して収穫逓増

の産業を引き付け，特化した投入財や労働市場の

拡大に伴う生産性上昇の効果を享受した．アメリ

カでは，鉄道の拡張は経済活動の地理的分布に強

い影響を与えた．イリノイ，ミシガン，オハイオ

の各州は新しい鉄道路線が州内および州際に敷設

されたのを受けて，人口，建設，製造業が著増を

みせた．逆に，運河は次から次へと見捨てられ

た．1850 年には運河輸送の貨物は鉄道貨物の 6

倍に達していた．ところが，1890 年にはこれが

5 倍の差に逆転していた．輸送コストの低下で農

産物価格の地方間格差も大幅に縮小した．小麦の

価格差が 1870-1910 年の間にどれだけ変化した

かをみると，ニューヨーク市とアイオワ州の間で

は 69％から 19％に，同市とウィスコンシン州の

間では 52％から 10％に縮小している注 10．

　鉄道はヨーロッパではアメリカと比べるとあま

り発展しなかった．これは鉄道システムが国別で

あったことと国の規模が小さかったことを反映し

たものである注 11．アメリカの鉄道の場合，貨物

輸送の集約度が高かったため，生産性が一層上

昇する要因になった．1910 年の労働生産性を比

較すると，アメリカの鉄道はイギリスの 3.3 倍で

あったが，この格差は 1870 年当時との比較では

2 倍に拡大していた注 12．ロシアでは，1860 年

代以降，鉄道建設が本格化したおかげで，小麦や

ライ麦の生産が広がり，地域的な価格差が縮小し

た．ヨーロッパ・ロシアで生産された穀物の輸出

比率も，1906-10 年の間に 29％から 42％に急

増している注 13．

　インドでは鉄道の拡張はさらに大きなインパク

トをもたらした．1860 年代には物価の地域間格

差は 8-10 倍にも達し，飢饉もありふれていた．

鉄道システムのおかげで輸送コストが約 80％低

下し，小麦やコメの価格の変動係数も 1870 年

から第 1 次世界大戦前 10 年間までに 40％強か

ら 20％弱に低下した注 14．しかし，輸送コストの

低下は工業の発展にはほとんど影響がなかった．

18 世紀末，工業労働者（全労働者の約 10％）に

占める割合でみて，近代的な工業は 2-3％とあま

りにも小さかったからだ．近代的な工場はボンベ

イとベンガルという 2 つの貿易ハブに集中して

いた注 15．
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　国際輸送．国内輸送に対する投資のおかげで統

合された大きな国内市場が誕生した．関税は低水

準にとどまっていたため，国際貿易は特に海上輸

送を中心に，輸送にかかわる技術的および組織上

の進歩で利益を享受した．海上運賃はルートと商

品によって大きく異なっていた．これは港湾技術

のコスト差，船のタイプ，積荷の機会などを反映

したものである注 16．しかし，総じて言えば，国

際的に取引されていた商品のなかで重要な穀物の

貿易コストをみると，ヨーロッパ内および欧米間

の両方とも，1880-1914 年に 40％下落した．こ

のおかげで輸出国と輸入国の価格差は大幅に縮小

した．

　リバプールの小麦価格はシカゴの価格を上回っ

ていたが，その価格差は 1870 年 58％，95 年

18％，1913 年 16％と縮小している注 17．非農産

物についても価格差の縮小は同じように著しかっ

た．綿糸についてボストン対マンチェスターの

価格差は 1870 年の 14％から 1913 年のマイナ

ス 4％に縮小し（逆転し），銑鉄についてフィラ

デルフィア対ロンドンの価格差は同期間に 85％

から 19％に縮小している注 18．ヨーロッパの貿易

に関しても国際的な価格は収斂した．蒸気船の登

場を受けて，貿易関係のなかで相対的な重要性は

当初の欧亜ルートから北大西洋ルートにシフトし

た．アフリカを迂回する長距離航路では石炭が入

手不可能であったことから，蒸気船による対アジ

ア貿易はスエズ運河の開通を待たなければならな

かった注 19．

　第 1 次グローバリゼーションの時代には，輸

送コストの低下を受けて外国からの競争が激しく

なり，それが保護主義的な貿易政策を誘発するこ

ととなった．北アメリカでは，南北戦争の時，連

邦政府は関税で財政負担をまかなったが，終戦後

も高水準の関税が維持された．ヨーロッパ大陸で

は，アメリカとロシアの安価な穀物に対抗するた

め，1870 年代後半に自由貿易政策が転換され，

工業品（最終財）と農産物に対する関税が再導入

された．

近代における「輸送集約度」と産業内貿易の増加
　輸送コストは 1970 年代半ば以降，輸送インフ

ラに対する投資，能力活用の改善，技術進歩など

に牽引されて，半分に低下している注 20．最近の

トレンドは第 1 次グローバリゼーションの時期

とは，以下のような点で異なっている注 21．

コストが大幅に低下したのは道路輸送と空輸で

ある．海運ではコンテナ革命が進展したもの

の，輸送コストは全体として低下しなかった．

国際貿易の著増は第 1 期に貿易コストが低

下した時のように産業間ではなく，産業内で

みられた．

「貿易摩擦」の減少は輸送コストの低下とい

うよりも，貿易貨物に占める運送費のシェ

アが低下した結果である．貿易拡大のほと

んどは代替が容易な財貨の増加によるもの

である注 22．

輸送の改革と貿易障壁の減少が輸送コストの

低下に大きく貢献している．

通信コストの低下が輸送コストの低下と相

まったことが，生産プロセスの分解と中間財

生産の外部委託に与って力があった．遠くか

ら生産を管理するコストが低下したため，相

対賃金格差がより重要になってきている．

　道路輸送コスト．道路輸送コストは過去 30 年

間で，エネルギーや賃金のコストが上昇したに

もかかわらず，約 40％と大幅な低下をみせてい

る（輸送サービス価格に関する包括的な統計は存

在せず，国民所得勘定体系の一環として価格指数

を導入するという考えはまだ揺籃期にある．した

がって，実証的な評価は輸送コストの推計に依存

することになる）．フランスに関するある研究に

よると，トラック輸送コストは 1978-98 年の間

に 33％低下したとされている注 23．ただし，道路

の質と道路利用料金の違いから地域別のバラツキ

が非常に大きい．低下の主因はトラック輸送業界

の規制緩和（21.8％ポイント低下）と自動車コス

トの低下（10.9％ポイント低下）である．輸送イ

ンフラ（3.2％ポイント低下）と燃料コスト（2.8％

ポイント低下）はずっと重要性が小さかった．

　鉄道輸送コスト．鉄道輸送コストの低下は道路

輸送コストの低下よりずっと小さかった．技術

•

•

•

•

•
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進歩は鉄道の下位市場ごとに不均一で，大手企業

（ほんとんどが国営）の独占力を背景にコスト削

減が遅れたためである（ボックス 6.1 参照）．例

えば，輸送ニーズが少ない地域でも運行する義務

があり，輸送業者はそれを盾にして公的補助金を

要求したり，赤字ルートを黒字ルートで部門間補

助したりした．

　鉄道輸送コストは輸送貨物ごとに固有である．

アメリカでは，これは貨物鉄道会社が様々な貨

物について荷主ごとに価格差別を行うという形に

なっていた注 24．1981-2004 年の間に鉄道貨物運

賃に関して統一的な進展はなく，石炭や穀物の利

益率は大幅に増加している．複合一貫輸送の利益

率は低かったが，これはトラック輸送との競争や

主要都市間については鉄道会社間の競争があった

ためだ．化学製品や自動車の輸送に関しては逓減

運賃や一律運賃もみられる．貨物需要は派生需要

であり，荷主が喜んで支払う運賃というのは貨物

の金額に応じて上昇する．

　航空輸送コスト．ジェットエンジンの到来で，

航空輸送コストは 1950 年代半ばから 1970 年代

初めまで急速に低下した．ジェットエンジンは

それが取って代わったピストンエンジンに比べ

て，速く，信頼性が高く，燃費がいい（ボックス

6.2）．質を調整した航空輸送の実質的な価格は

1957-72 年の間に年率 13-17％低下した注 25．技

術進歩は 1972 年大幅に鈍化したものの，運賃は

1972-83 年にも引き続き年 2-4％の低下をみせ

た．

　空輸コストは 1995-2004 年の間に，トン・キ

ロメートル当たり 3.87 ドルから 0.30 ドル以下

に低下した（2000 年のドル価格）．トン・キロ

メートル当たりの平均収入の減少率は，1955-72

年に年率 8.1％，1973-2003 年に同 3.5％になっ

ている．名目の航空貨物運賃のこのような著しい

下落にもかかわらず，空輸の「貿易摩擦」は大幅

な低下をみせなかった．キログラム当たりの実

質ドルでみた空輸の価格は，1973-80 年の間に

石油価格の上昇を一因として年率 2.9％で上昇し

た後，1980-93 年に今度は同 2.5％で下落した．

1980 年以降の下落はルートによって大きく異な

り，長距離や北アメリカのルートが最大の下落を

示した注 26．2001 年以降，アメリカ向け航空貨

物の実質価格は急増したが，これはおそらくセ

キュティコストの増加を反映したものであろう．

　海上輸送コスト．過去数十年間，2 つの下位市

場は異なる発展を遂げてきた．不定期船輸送は大

量のバルク商品についてチャーターベースで利用

世界最大：インド鉄道の規模と社会的義務

　鉄道産業は 2 つの面で規模に関して収穫逓増を示している．
第 1 に，ネットワーク経済と密度の経済が企業レベルで規模
の優位性につながっている．第 2 に，鉄道輸送業務はほぼ普
遍的にインフラサービスの供給と組み合わさっているため，
少なくとも地方的には，鉄道会社は自然独占になっている．
鉄道が経済発展にとって重要であることや，鉄道会社が巨大
な市場支配力をもっていることを考えると，多くの鉄道会社
が国有であることは驚くに当たらない．
　このようなマンモスのなかで最大なのはインド鉄道である．

『ギネスブック』（世界記録集）は同社を世界一の商業ないし
公益事業の雇用主として掲載しており，従業員は 160 万人に
達している．毎日取り扱っている旅客は 1,600 万人，貨物は
100 万トンである．2002 年についてみると，毎日 14,444 本
の列車（うち客車 8,702 本）を運行し，所有している貨車は
21 万 6,717 両，客車は 3 万 9,263 両，機関車は 7,739 両であ
る．
　1853 年に 42 路線を擁するシステムとして創設された同社
は，1951 年まで単一の会社として国有になっていた．インド
鉄道の垂直統合はインフラサービスとの一体化ということに

とどまらない．機関車，客車，同部品を製造する工場を所有・
操業している．インド亜大陸を縦横に走っている輸送路が長
距離に達しているため，鉄道は道路との競争で優位に立って
いる．インド鉄道は売上の 70％，利益のほとんどを貨物部門
から得ており，赤字の旅客部門を補填している．近年，貨物
サービスの運賃が高すぎることが一因で道路輸送に仕事を奪
われている．
　長距離の低コスト貨物輸送を提供する能力の削減が大きな
社会的義務となっている．2005-06 年度の社会的サービス義
務はネットで 470 億ルピーに達しており，さらに 96 億ルピー
の福祉コストもある．サービス義務には必需品（サトウキビ，
家畜，紙など）のコスト割れによる輸送，貨物部門による旅
客・その他客車サービスの補填，新しい赤字路線の開通など
が含まれる．貨物部門が補填している旅客輸送赤字の大部分
は，チェンナイ，コルカタ，ムンバイにおける都市部とその
郊外の赤字である．

ボックス    6.1

出所：WDR 2009 チーム．
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ジェットエンジン

　毎年推定 3 億 2,000 万人が会議や商談のため飛行機で出張
している．2006 年における世界の商品貿易 12 兆ドルのうち，
金額ベースで 35％は空輸であった

a
．航空関連のインフラや

同サービスに対する投資の経済的収益率をみると，ケニア
56％，ヨルダン 28％，カンボジア 18％と推定される

b
．こ

れらすべての理由はジェットエンジンにある．それは長距離
輸送に関しておそらく最も重要な革新といえる．ジェット機
はプロペラ機よりも安全で，維持が容易であり，長距離に適
していて，燃費もいい．1960 年代に空輸に革命を起こして以
来，ジェットエンジンは航空機の推進力と同一視されるよう
になっている．航空機業界はピストンについてこんな著しい
進歩を，一体どうやって達成したのだろうかと不思議に思っ
ている人がいるかもしれない．
　しかし，輸送技術に関する他の多くの先進的な発明と同じ
く，発明から経済的成功までの懐妊期間は長かった．イギリ
スのフランク・ホイットルが 1929 年に，ドイツの物理学者
ハンス・フォン・オハインが 1933 年に，それぞれ独立的に
ジェット推進力の概念を開発した．第 2 次世界大戦後，ジェッ
トエンジンの技術は急進展する．商用旅客機のブレークスルー
はボーイング 707 とダグラス DC-8 で実現した．それ以前の
ジェット機は騒音がひどく，最先端のピストンエンジン機に
比べて運航費が高かった．競争できるのはスピードと座席数
だけであった．しかし，1960 年代初め，技術的な改善（いわ
ゆるバイパスエンジン）がプロペラ動力による長距離旅行の
終焉を告げたのである．5 年も経ずしてトン・キロメートル
当たりの運賃は約 40％も下落した．
　ジェット機は動力対重量比率がずっと高く，長距離飛行，
高速飛行，高有料搭載量が可能である．質が改善しコストが
低下したことから，多方面に大きな影響を与えた．

長距離にわたるバイヤー対サプライヤーのネットワーク
を支援する．グローバル貿易のほとんどは海運によって
いるが，空輸はジャストインタイム生産システムのなか
で重要なニッチを埋めている．海運は予測可能ではある
が，企業は中間投入財の流れを微調整し，金額重量比率
が高い商品を輸送するために空輸を利用する．一次産品
の輸出で有名なブラジルでさえ，2000 年の空輸は総輸出
のうち重量ベースで 0.2％，金額ベースで 19％も占めて
いる

c
．因みに，ブラジルは世界第 3 位の航空機メーカー

であるエンブラエルの故郷でもある．空輸のメリットを
享受している主な部門としては半導体とファッション品
が指摘できる．半導体の輸送は空輸全体と高い相関関係
があるため，空輸業界の健全性にかかわる重要な先行指
標と考えられている．ファッション業界の製品サイクル
はあまりに短縮化しており，あるスペインの洋服チェー

•

ンはデザインを週 2 回変更しながら，品物を工場から直
ちに空輸している．変化する顧客の嗜好に迅速に対応す
る必要性から，生産の一部を東アジアからスペインやモ
ロッコあるいはトルコといった近隣諸国に移転している．
そこから洋服が世界中に搬送されている．「スペインのサ
ラゴサ発の飛行機は，中東にあるインディテックスとい
う店向けの貨物を積んでバハレーンに着陸した後，アジ
アに飛び，原材料と半製品の洋服を積んでスペインに戻
る」

d
．

生鮮品の長距離輸出が可能になる．安価で頻繁な空輸
サービスで，チリ，コロンビア，ケニアのような諸国で
も，農産物や園芸品をヨーロッパ，中東，北アメリカで
販売することが可能になった．適例はケニアで，現在で
は切り花の世界市場で 3 分の 1 を占めている．ケニア中
部にあるナイバシャ市には栽培業者の極めて効率的なク
ラスターができており，農業には地方化の経済があるこ
とを示している．朝に切り取られた花は夕方までにアム
ステルダムの市場に到着する．園芸は輸出の稼ぎ頭とし
て今や上位 3 内に入っている（他の 2 つは観光と紅茶）．
2007 年についてみると，園芸部門の FOB（本船渡し）建
て輸出額は 430 億ケニアシリング（約 6 億 5,000 万ドル）
に，ケニア花卉園芸協会の推計によれば，この産業に直
接間接に生計を頼っている人は 120 万人に達している．
これとは対照的に，バングラデシュには冷蔵施設や冷蔵
空輸能力がなかったため，高額の果物・野菜を中東に輸
出する機会を逸した

e
．

途上国の大衆観光．2005 年について低および中所得国の
観光収入をみると，主として安価な飛行機旅行のおかげ
で約 2,000 億ドルに達した

f
．チャーター飛行はその他の

サービスのパッケージ化と稼働率の上昇を主因にさらに
大幅なコスト節減を提供する．観光地における空港建設
は補完的サービスの密度が高くなり，専門家が集中する
分厚い労働市場を伴った開発のクラスターを生み出す．
1990-2005 年についてみると，サハラ以南アフリカを訪
問した観光客は 680 万人から 2,360 万人へと年 8％，観
光収入は 41 億ドルから 145 億ドルへと増加も示してい
る．中国を訪問する観光客はほとんど年 10％の勢いで増
加している．カンボジアには年間 200 万人の観光客があ
り，ベトナムの場合は 400 万人であるが，1900 年との比
較では 16 倍になっている．

•

•

ボックス    6.2

出所：WDR 2009 チーム．
注：a. International Air Transport Association (2007b)． b. International Air 
Transport Association (2007a)． c. Sanchez 他 (2003)． d. Rohwedder and 
Johnson (2008)． e. Dixie (2002)． f. World Tourism Organization (UNWTO) 
(2006)．
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され，運賃はスポット市場で決定される．決まっ

たスケジュールもルートもないため，輸送はその

時の市場需要に応じて決まる．定期船輸送は決

まった貿易ルートと決まったスケジュールで一般

貨物に利用される．定期船貿易はカルテルないし

同盟に組織化されていて，そこが価格や市場シェ

アを議論し調整している．

　技術進歩と制度的な変更を受けて，どちらの下

位市場でも価格が低下している．最も重要な要因

を列挙すれば，開放船籍海運の増加，海上輸送需

要の著増に伴う規模の効果，コンテナ船の登場，

港湾物流の変化である．開放船籍海運は富裕国が

賦課する高価な規制や船員構成のコストを回避す

るため，船舶を便宜船籍国（リベリアやパナマな

ど）に登録する慣行である．世界の積載トン数に

占める開放船籍船のシェアをみると，1950 年の

5％から，80 年 31％，2000 年 48％と大幅に上

昇してきている注 27．開放船籍船の船舶費用は伝

統的な船籍船に比べて 12-27％低いが，コスト差

の主因は労働コストにある注 28．

　規模効果に伴うコスト削減は船舶容積の増加と

制度的変化から生じる．しかし，海運需要の急増

がこのような変化を吸収してしまい，先制的な競

争の危険を削減したようである注 29．船舶の規模

拡大がハブアンドスポーク経済を許容したものと

みられる．すなわち，小型船が貨物をハブまで運

送し，そこで積荷は長距離輸送のためにもっと大

型かつ高速の船舶にまとめられる．ハブの代表例

は香港，ロッテルダム，シンガポールなどである．

　バルク商品，冷蔵産品，自動車を輸送する船

舶は個々のルートが黒字になっている．1980 年

代半ば以降，専用の「ジュースタンカー」の出現

で，世界のオレンジジュース輸出市場ではブラジ

ルの支配的な地位が確立している．ほとんどすべ

てがサンパウロ州で生産されたものである．標準

コンテナは貨物の積み下ろしが不要なため，多種

多様な輸送モード（長距離トラック，内陸水路，

鉄道，短距離トラックなど）にわたってコスト節

約につながる（ボックス 6.3）．コンテナ化で保

管や荷役の直接的な港湾コストが減少する．長い

港湾停泊に伴う遊休能力の間接的な資本コスト

も減少する．それが従来は船舶寿命の半分から 3

分の 2 を占めていた注 30．さらに，コンテナ輸送

ではより大型かつ高速の船舶が可能になるため，

船舶が航行中のトン・マイル当たりのコストが低

減する．海上運航にかかわるこのようコスト削減

は投資コストの増加や停泊に伴う遊休時間のコス

ト増を十二分に相殺してきた注 31．

　しかし，コンテナ化は輸送能力が世界のなかで

少数の港に集中するという状況を作り出してい

る．ほとんどの途上国はコンテナ化への対応が遅

かった．貿易量が小さく，要素価格が様々だった

ためである．資本が稀少で労働が潤沢なところで

は，特殊クレーン，保管場所，鉄道ターミナルな

どにかかわる資本コストは高い一方，コンテナ化

による港湾コストの節約は小さい．

　このような技術的変化はどのように海上輸送コ

ストに影響したのだろうか？　2004 年の不定期

船サービスの名目運賃は 1960 年の実質運賃の約

半分になっている注 32．しかし，商品価格指数を

使ってデフレートしてみると，大きな変動はある

ものの，低下トレンドはみられない．ということ

は，典型的には不定期船をチャーターして輸送さ

れるバルク商品については，輸送コストにかかわ

る「貿易摩擦」は低下していないということを意

味する．１ドル分の鉄鉱石や小麦を輸送する運賃

は低下していないということである．ドイツ運輸

省の長期にわたる時系列統計に基づけば，定期船

運賃は着実な上昇傾向をたどって 1985 年にピー

クを打っている．定期船輸送の運賃指数はコンテ

ナ輸送や工業品を含め一般貨物用の運賃を中心に

構成されている．同指数には貨物の積み下ろし費

用も含まれている．コンテナ化に伴う最大のメ

リットは貨物取り扱い費用の削減にあると考えら

れるので，これは特に適切な措置である．ドイツ

の GDP デフレーターとの相対比でみると，定期

船運賃は 1970 年代初めまで低下した後，1974

年以降急騰し，1983-85 年にピークを打ち，そ

の後は低下している．

　このような海運コストのトレンドは貿易コスト

の継続的な低下という一般認識に反する．2 つの

説明が可能であろう．第 1 に，このような運賃ト

レンドはコンテナ化に伴う真のコスト節約を捕捉

していない．ドアトゥドア輸送の総コストという
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大きな箱

　全世界でバルクでない貨物の約 90％はトラック，鉄道貨車，
貨物船に積み上げられたコンテナで輸送されている．2007 年
には 1,800 万個のコンテナが 2 億回運送されている．コンテ
ナ化によって港湾や船舶の能力，海運サービスの測定方法ま
でもが変わってしまった．輸送貨物は今や TEU（20 フィート
のコンテナ 1 個分）あるいは FEU（40 フィートのコンテナ 1
個分）で測られている．1TEU というのは，縦 20 フィート×
横 8 フィート，上限総質量 24 メートル・トンの箱による測定
単位である．
　コンテナ革命は一般にマルコム・マクリーンのおかげだと
いわれている

a
．彼はニュージャージー州でトラック運送会社

を所有していたが，単純な洞察を得た．運送した梱包を開け
なければならないのは一般に運送元と運送先だけであり，積
み下ろしと再梱包には大変なお金がかかるということである．
1956 年，彼は改造したタンカー船アイディアル X 号でシーラ
ンド・サービスを創設した．デッキの上に設置した台枠にア
ルミ製のトラック用車体 58 個を積載して，ニュージャージー
州ニューワークを出航しテキサス州ヒューストンに向かった
のである．
　10 年以上経てアメリカ軍がベトナムまで効率的な軍需輸送
を必要とするまで，このアイディアは普及しなかった．大き
な抵抗に反して，マクリーンはカムラン湾にコンテナ港を建
設して，カリフォリニアからベトナムまでコンテナ船を運航
する契約を獲得した．もしコンテナがなければ，1969 年当時
ベトナムに駐留していた兵士 54 万人（陸軍，海軍，海兵隊，
空軍の総計）の食料，住居，装備に，アメリカ軍は悪戦苦闘
したことであろう．ほとんどゼロから 1965 年に出発したシー
ランドの軍需部門の収入は，1967-73 年の間に 4 億 5,000 万
ドルに増加した．その後，沖縄とフィリピンのスービック湾
の航路が追加されたが，マクリーンのビジネスは軍用兵站に
限定されていた．
　コンテナ化の拡大を最初に支持したのは日本政府である．
海運造船合理化審議会は 1966 年に運輸省に対して，新しい技
術の利益を享受するために過当競争を排除するよう強く勧告
した．政府に対して東京 - 横浜地区と大阪 - 神戸地区にコンテ
ナターミナルを建設するよう説得した．コンテナクレーン第
1 号機が 1968 年に稼動を開始した．しかし，高速道路の規則
で標準サイズのコンテナ輸送が禁止され，日本国有鉄道は 20
フィートを超えるコンテナを運ぶ装備がなかった．
　アメリカでは，マストン・ナビゲーションがアメリカ西海
岸とハワイおよび東アジアの間で補助金なしのコンテナ輸送
を運航する政府許可を獲得した．同社の構想ではオークラン
ドで積荷を降ろして，そのまま東部に運送する特別列車に積

み込む．往路については軍需物資を日本や韓国の米軍基地に
輸送する計画である．マトソンが日本のパートナーと合弁会
社を設立して初めて営業開始となった．1968 年に日本からア
メリカに処女航海をしたコンテナ船は日本郵船の所有にかか
わるものであった．6 週間後，マクリーンのシーランド・サー
ビスも横浜とアメリカ西海岸の間で定期サービスを開始した．
　インフラ施設が一度整備されると，コンテナ輸送は離陸し
た．1968 年になると，東に向かう貨物は毎月 7,000 トン未満
なのに，日米航路は海運会社 7 社が競合するコンテナ船で混
雑した．拡大のスピードは港湾と鉄道のインフラによって決
定された．アメリカでは鉄道を中心とする複合一貫輸送量が
1980-2002 年の間に，トレーラーによるコンテナ輸送量でみ
て 310 万台から 930 万台へと３倍に増加した．
　コテナ輸送量は驚くべきテンポで拡大を続けた．箱そのも
のも大きくなり，標準的な FEU サイズ（40 フィート）は 48
フィートや 53 フィートの箱に道を譲り，トラックは一回で
大量の貨物を搬送できるようになった．コンテナ船の数が世
界全体で着実に増え，コンテナ専用船の能力は 2001-05 年に
は年率 10％の増勢を維持している．船の規模も大きくなって
いる．2006 年には 4,000FEU 積載可能な船舶十数隻が船隊に
加わり，もっと大きな船舶さえ発注されている．2006 年に
進水したエマ・マースク号（全長 396 メートル）は何と 1 万
4,500TEU 輸送することができる．全輸送量のうち 26％が今や
中国出航となっている．
　地理と地形が拡大を続けている船舶のサイズに待ったをか
けた．パナマ運河は古い閘門が 5,000TEU より大きい船舶の許
さなかったため仕事を失っていたが，1 万 2,000TEU までの船
なら通航できるよう拡張中である．ほとんどのコンテナ船は
スエズ運河にとっては大きすぎる．インド洋と太平洋を結ぶ
マラッカ海峡の深度が理由で，コンテナ船の絶対的な規模に
関して限度が画されている．「マラッカ・マックス」のサイズ
は，船の規模について全長 470 メートル×横幅 60 メートル
以下という制約を課している．
　マルカム・マクリーンの会社はどうなったであろうか？　
シーランドは成長して 1995 年に世界一の海運会社になった．
デーマンクの会社マークスが第 2 位で，その後にはエバーグ
リーンが続いていた．4 年後，シーランドはマースクに買収
された．マースク・シーランドは約 85 万 TEU のスロット数
を保有している．マクリーンの大きな箱は定着しているので
ある．

ボックス    6.3

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Levinson (2006)．

考え方が採用されていないからだ．ばら積みカー

ゴの積載は 1956 年当時でみるとトン当たり 5.83

ドルであった．同年に導入されたコンテナの場合，

積載コストは 0.16 ドルに満たない注 33．したがっ

て，主な節約は複合一貫輸送の場合の積み替えコ

ストの低下から生じる．コンテナ化によって，貨

物は一回だけ梱包すれば，海運，鉄道輸送，道路

輸送を使った長距離輸送が可能になる．第 2 に，

特にスピードと信頼性を中心に，輸送の質と物流

サービスが著しく改善している．したがって，運

賃に目立った低下が見られないのは，少なくとも

一部は良質なサービスに対してなら高額でも喜ん



��� 世界開発報告 2009

で支払うという態度の一般化によって説明される．

輸送コストの低下は小さかったが，「貿易摩擦」
の緩和は大きかった

　コストに関する情報によれば，国際輸送コスト

は一般に信じられているほど低下しなかった．空

と海の実質運賃は 1970 年代および 80 年代以降

は大きく下がりも上がりもしていない．従価輸送

料金（輸送コストが貿易金額に占めるシェア）は

低下している．この低下は貿易財貨の構成と貿易

相手国の構成の変化で説明できる注 34．前者の変

化はあらゆる国際輸送の重量対金額比率が低下し

たということである．後者の変化は空運が海運に

対して相対的に安くなったということである．伝

統的に海運だった財貨が今や空輸されるように

なったのである．重量対金額比率の変化，つまり

モーダルシフトとルートの変化を考慮に入れる

と，海上輸送の従価輸送料金は航空輸送よりも大

幅に低下している（図 6.2）注 35．財貨と貿易相手

国の構成変化は，輸送のコストではなく「貿易摩

擦」を減らしたのである．

　物流，時間，国際貿易．輸送サービスというの

は同質的ではないし，そのコストは製品や場所に

対して中立的でもない．収入の数字や価格指数は

質やスピードを示していない．コンテナの海運は

依然として，ヨーロッパからアメリカへなら 2-3

週間，ヨーロッパからアジアへでは 5 週間かか

る．しかし，空輸なら世界中のほとんどどこでも

1 日未満で届く．空輸コストの低下に伴い，ス

ピードの値段も激減しているといえる．

　これは貿易にとって重要である．ある国が輸入

相手国から海上輸送で 1 日分遠いと，輸入相手

国がその国の工業品を供給源とする可能性が 1％

低下する注 36．また，輸出企業は海上輸送にかか

わる時間的なロスを回避するためなら，1 日当た

り貨物金額の 1％分を喜んで支払う．最近，国際

貿易にかかわる集約度が上昇してことを受けて，

スピードに対する需要が高まっている．貿易が最

も高い伸びを示しているのは時間に最も敏感な財

貨である．その例としては，生鮮農産物，消費者

の嗜好がシフトしやすいファッション品など製品

サイクルが短い品目，最新技術ならプレミアムが

付くエレクトロニクス製品などがあげられる．そ

のようなサイクルはヨーロッパ，北アメリカ，北

東アジアだけでなく，中国，インド，東南アジア

にとっても重要である．

　輸送のスピードが高まると貿易地理の変化も速

くなる．繊維やエレクトロニクスの生産立地は最

初は賃金コストに牽引された．しかし，製品サイ

クルが短くなると，輸送時間が短いことが賃金コ

ストの高さを凌駕して移転につながる可能性があ

る．アメリカからアジアに外部委託されていたア

パレル生産の一部は，カリブやメキシコの賃金が

高い立地に再移転している注 37．製品サイクルが

短いことと，より一般的に需要が不確実なこと

は，企業がサプライヤーの近くに立地する必要が

あるということを意味するので，集中化の推進力

になる注 38．しかし，需要がもっと予測可能であ

れば，スピードが速いということは，生産を比較

図 6.2　航空運賃の低下は海上運賃の
低下よりも小さい

航空運賃

海上運賃

対輸送額比（％）

対輸送額比（％）

未調整の従価運賃

フィットさせた従価運賃

未調整の従価運賃

フィットさせた
従価運賃

出所：Hummels (2007)．
注：「未調整の従価運賃」は運賃と輸入財金額
との比率．「フィットさせた従価運賃」は貿易
相手国や製品の構成変化を制御した回帰分析
による推計値．
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優位に基づいて他の諸国に外部委託するという段

階（部品生産，研究開発，組立など）に貢献する

可能性がある

　通信コスト．ニューヨークからロンドンに電話

をする 3 分間のコストは，1931 年の 293 ドル

（1993 年のドル価格）から 2001 年の約 1 ドル

に（しかも接続がずっと良くなっている），さら

に現在はわずか数セントにまで低下している（図

6.3）．インターネットを初めとする他の長距離通

信手段の進歩を受けて通信コストが低下したた

め，特に産業内貿易を中心に物理的な財貨の「貿

易摩擦」はさらに減少した．しかし，サービス貿

易にも同じか，もっと大きいくらいの影響があっ

た．にもかかわらず，集中的なコミュニケーショ

ンを必要とする多くの仕事はほとんど影響を受け

ていない．特に直接的で個人的な相互作用や対面

型の接触は，逆説的かもしれないが，最もコミュ

ニケーション集約的な産業にとっては，依然とし

て重要な集積化の力となっている．

　通信コストが低ければ，国際的な生産ネット

ワークの調整が円滑化する注 39．しかし，さらに

もっと直接的な効果が 2 つある．第 1 に探索コス

トが低下する．外国にいる潜在的な顧客やサプラ

イヤーに関する知識は不完全であるため，貿易関

係は貿易相手の探索から始まる．探索は通信イン

フラの質に依存する．同インフラは大体が固定費

であるため，貿易相手に関する探索コストが低下

するとともに，国際貿易の集約度が増大する注 40．

第 2 は変動的な貿易コストが低下する．このコス

トは顧客と生産者が製品仕様，品質管理，納期な

どに関して相互作用する必要性から発生する注 41．

組織化された取引所で取引されている同質的な

財や参考価格がある財については，そのコスト

は低い．しかし，差別化された製品に関しては

高い注 42．この種の財は細分化された生産プロセ

ス内の貿易で顕著となっているため，通信ライン

のコスト低下は最近の産業内貿易の急増に大きな

役割を果たしている（図 6.1）．

　通信コストが低ければ，コンピュータ支援型コ

ントロールシステムやオンライン通信によって，

遠くの生産プロセスを管理することが可能となる

ため，経営陣や技術陣を未熟練労働者と同じ場所

に立地させる必要性が低下する．このため会社は

垂直的に統合して，生産を低賃金国に外部委託す

ることが可能になる．と同時，生産プロセスを独

立した会社で構成されるサププライチェーンに分

解して，各国および各大陸に分散することも円滑

化する注 43．

　通信コストが低いことは，物理的な製品の輸送

が不要な仕事のオフショア化にとっては特に重要

である．その例としては，ビジネスサービス，専

門的サービス，技術的サービスが指摘でき，会

計，簿記，コンピュータ・プログラミング，情

報・データ処理などが含まれる．アメリカでは，

この種のサービス輸入が 1997-2004 年に実質で

66％以上増加している．仕事が外国にシフトす

ることから，ホワイトカラーの間で大規模な労働

市場調整が発生するという懸念が高まり，それが

開放貿易体制に対する政治的な支持の足を引っ張

ることになった注 44．しかし，このような懸念と

は裏腹に，ビジネスサービスの輸入はどの先進国

をみても比較的低水準にとどまっている．アメリ

カについてみると，コンピュータ関連のビジネス

サービスにかかわる輸入シェアは 2003 年でわず

か 0.4％にとどまっている一方，これらサービス

図 6.3　通信コストは 10 年前の水準の数分の 1 にまで
低下した
アメリカ向けの平均通話料

ドル /3 分

年

東アジア・太平洋

ヨーロッパ・
中央アジア

高所得国（OECD）

ラテンアメリカ・
カリブ

中東・北アフリカ

南アジア

サハラ以南アフリカ

出所：World Bank (2007j)．
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の輸出シェアはそれより高くなっている．

　これらサービスの外部委託が国内付加価値に

占める比率でみて大きいのは，アンゴラ，モザ

ンビーク，パプアニューギニア，コンゴ共和国

など小国である．先進国のなかでドイツは，ビ

ジネスサービスの絶対的な輸入額は 2002 年で

390 億ドルと多いものの，シェアでは 2.9％と世

界で 59 位に位置する．アメリカは輸入の絶対額

は 2002 年で 410 億ドルと世界一であるが，シェ

アでは世界 115 位にとどまっている．しかし，

アメリカは 2002 年で 580 億ドルと世界最大の

輸出国であり，したがってネットでは相当な輸出

国なのである．アイルランドをみると，非物質的

サービスは産業間ではなく産業内の貿易になって

いる傾向がみられる．コンピュータ・情報サービ

スでは世界一の輸出国であると同時に，第 4 位

の輸入国でもある．それでも，同サービス国内

付加価値に占める輸出の割合はわずか 16％（対

GDP 比は 9％）にすぎない．

　したがって，バックオフィスサービスの海外

移転は，先進国の雇用にとっては大きな脅威に

はならない．ビジネスサービスの貿易収支を

1981-2001 年についてみると，ほとんどすべて

の先進国は黒字であり，しかもそれが拡大して

いる．先進国からビジネスサービスを奪ってい

るとみられているインドをみると，この部門の

1995-2001 年の産出増加はイギリスよりも小さ

い注 45．要するに，サービスが各国間に経済的な

乖離をもたらしている印象は証拠によって確認さ

れていないのである．このようなサービスの貿易

は確かに大幅に増加したが，輸出入両面での増加

である．ほとんどの諸国にとって，国内サービス

に占めるシェアは小さい．ビジネスサービスが外

部委託される場合，それは 2-3 カ所に集中して

いる．しかし，通信コストが低下したことは，創

造的な活動や頻繁な人的相互作用を必要とする高

付加価値サービスに対してはほとんど影響を与え

ていない．

輸送コストと規模の経済：20年間にわた
る分析
　輸送コストは経済地理にとっては決定的に重要

な要因であり，その推移は前節で示した経験を説

明するのに役立った．輸送コストが低下すると人

や企業の集中を高める．なぜならば，施設やサー

ビスの効率的な共有が可能になるからである．輸

送コストの低下は次の 2 つのやや意外な結果を

もたらしているが，最近の研究でその理由を説明

することができる．①国際的なレベルでみると，

遠隔の諸国とではなく近隣諸国との貿易が増加す

る．②国内では，輸送インフラの改善は経済活動

の分散化ではなく，さらなる集中化につながる可

能性がある．

　輸送コストの低下を受けて，途上国や途上地域

が世界貿易に参入するのがますます困難になる可

能性を示すという点で，これまでの研究はあまり

成功していなかった．定式化されたモデルでは，

輸送部門の収穫逓増が往々にして無視されていた

からである．しかし，輸送コストの低下が生産に

おける規模の経済を推進するのとちょうど同じよ

うに，生産と貿易の増加は輸送部門に規模の経済

を生み出すのである．

輸送コストの低下で経済的な風景はデコボコに
なる

　輸送コストの低下が最近のように加速化する以

前，自然の，ないし「第一の天性」の地理的な条

件（例えば水路）が居住区の立地や生産および貿

易のスペース的なあり方を大体において決定して

いた．その後，共有された投資が規模に関して収

穫逓増を生み出し，それが経済地理を形成した．

そのような投資には地元における保健・教育の施

設，市場，貿易や取引のコストを下げるその他の

サービス（財産権の執行，契約にかかわる紛争の

解決，市場機会の発見など）などが含まれるだろ

う．施設あるいは共用サービスを利用する人が多

ければ多いほど，利用者 1 人当たりのコストは

小さくなる．居住区が大きければ大きいほど，固

定費を分担する人の数が多くなる．サービスを利

用するためには，人や物は移動しなければならな

い．したがって，輸送コストが低下すれば，アク
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セスが増え，規模が大きくなり，提供の単位コス

トは低下する．輸送コストはこのようにして，市

場の地理的な規模や共用サービスの範囲と規模を

規定する．

　施設やサービスが大都市で中央集中的に提供さ

れるようになると，中小のコミュニティは魅力を

失うため，スペー的な格差が発生する．町や都市

の規模分布が変化するのである．第一の天性の地

理とインフラ投資の都市部への集中によって，経

済的な風景がどのようにして最初はザラザラに，

それからデコボコになっていくかを決定する不可

逆的なダイナミックスが生まれる．

　輸送コストの変化に牽引されるこのようなプ

ロセスが経済発展にとって決定的に重要であるこ

とは，経済史家はずっと前から認識していた注 46．

地理学者や計画担当者は「中心地理論」のなか

で，都市の機能や規模を区分けするために分割不

可能な共用施設の効果を定式化していた注 47．経

済学者はやがて第一の天性の地理や公共財を超越

した．彼らの理解によれば，工業品やアイデイア

の生産における規模に関する収穫逓増は，さらに

地理的な空間のなかで経済活動がどう分布するの

かに影響する．都市化に伴って，第 4 章で検討

したように，製造業と関連サービスは成長の牽引

車となる．このような諸力は輸送コストと相互作

用して，国際，国家，地方といったスペース的に

すべての尺度（規模）で，スペース的な経済の発

展を決定することになる． 

輸送コストの低下は近隣諸国との貿易を増加さ
せる

　多種多様な類似商品に対する需要が増加してい

ることが，輸送コストの低下が近隣の同じような

特性をもった諸国間の貿易増加につながるという

逆説を説明するのに役立つ．事実，過去 40 年間，

距離は貿易にとってますます大きな阻害要因にな

る一方，分裂（国境の効果）はさほど阻害要因で

はなくなってきている（図 6.4）．

　伝統的な貿易理論は規模に関する収穫逓増や需

要の差別化を考慮に入れていない．相異なる財に

ついて集約的な貿易が増えれば，賦存状況が異な

る諸国間の貿易が増加すると予測していた．各国

が貿易するのは，輸入品を自国では生産できない

からであった．中央アメリカからヨーロッパへの

バナナ輸出は自動車輸入の見返りであるといっ

た具合である．しかし，製品の差別化を考える

と，貿易は異種間ではなく同一種内のものとな

る．各国が貿易するのは，類似商品のなかで若干

違うバージョンが欲しいからなのである．日本と

スウェーデンはトヨタ車とボルボ車を取引してい

る．換言すれば，古い貿易理論によれば，輸送コ

ストが高い場合，各国が貿易するのは必要に迫ら

れた場合に限られる．新しい貿易理論によれば，

規模の経済があり，多様性が好きで，輸送コスト

が低い場合，各国が貿易するのはそうしたいから

なのである．

　国際貿易が 1960 年代から 70 年代にかけて急

増したが，それは資源の賦存状況は基本的に同

じであるにもかかわらず，北半球の（しばしば近

図 6.4　距離が大きな阻害要因になってきている一方，分裂はそうでもなくなってきている
貿易モデルにおける距離と国境の係数（1960-2005 年）

距離 分裂（国境）
距離の係数 国境効果の係数

年 年

出所：Mayer (2008：本報告書用 )
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隣）諸国相互間であった．先進国と途上国の間の

貿易は最初はこのような動きとの比較では小さく

みえた．1980 年代前半になると，中所得国と高

所得国の間で，やがて他の種類の諸国との間で

も，産業内貿易が増加した（図 6.5）．需要の差

別化と，すなわち多様性が好きだということと，

産業内貿易は先進国だけに限定されるものではな

くなったのである．

　産業内貿易の増加に伴って，中間財の貿易が最

終財との相対比でみて大幅に増加した．特に中間

財の産業内貿易は効率的な輸送部門を必要とす

る．コンピュータ化したシステムによって生産プ

ロセスをリアルタイムで調整・管理できる能力

が，高所得国における生産プロセスの垂直的分解

と中所得国に対する外部委託にとっては極めて重

要であった注 48．したがって，輸送コストの低下，

貿易される財の変化，通信コストの低下が相互に

強め合ったのである．

　金額対重量比率が低い財は主として短距離貿易

になるだろうと予想する向きがあるかもしれな

い．しかし，産業間の知識集約財および電子機器

やファッション品などといった消費財の製品サイ

クルは短くなっている．このような時間感応度の

高まりが，貿易の距離依存度が低下せずに上昇し

た理由を説明するのに役立つ．各国がもしグロー

バル化という現在のトレンドから利益を享受した

いのであれば，インフラ投資や輸送

政策を地域ベースで調整することが

より重要になってくるだろう注 49．

　生産の規模に関する収穫逓増，消

費財や中間投入財について多様性が

好きなこと，輸送コストの低下は，

どのようにして地理的なスペースの

なかで経済活動の集中を牽引するの

だろうか？　第 1 に，製品の差別化

と規模に関する収穫逓増を背景に，

生産性の上昇が大幅になるのは中小

の地域や国よりも大きな地域や国の

方である．1 人当たり資源や同一技術

へのアクセスがたとえ同じであって

もこれは妥当する．規模に関して重

要な次元は，総需要ないし経済的質

量の大きさであって，土地面積の規模ではない．

そのような集積力を考慮すれば，香港やシンガ

ポールはともに「大国」といえる．

　第 2 に，地域が大きければ大きいほど，そこ

で生産される多様性や中間財は増加する．小さい

地域と比べて，輸入すべき財が少なくてすむの

で，輸送コストが節約できる．したがって，名目

所得が同じ人でも大きな地域の人は実質所得が

高くなり，企業はコスト節約が実現できる．第 3

に，実質所得が高いと移入者の増加を誘発するの

で，そこの賃金に押し下げ圧力が加わる．賃金が

低ければ企業を引き付け，大きな市場がさらに大

きくなって，企業の移転，実質所得の上昇，市場

の拡大という循環的因果関係の新たなラウンドに

つながる．第 9 章では，途上国は地域統合，制

度的な協調に関する経験からの学習，地域のイン

フラ，世界中のインセンティブ調整などといった

挑戦的な課題に，どう取り組むべきかについてさ

らに詳しく検討する．

輸送コストの低下は国内における集中につながる
　主として輸送コストの低下に牽引された集積の

生産性効果と所得効果は，計画担当者や政策立案

者にとっては受け入れがたいことがしばしばであ

る．しかし，それが輸送コストの低下がもってい

るもう 1 つの直感に反する含意を説明してくれ

図 6.5　世界の産業内貿易はもはや先進国に限られていない

GL 指数（五桁分類）

年

高位高所得国
低位低所得国
中位高所得国

低位高所得国
低位中所得国
中位中所得国

出所：Brulhart (2008：本報告書用 )．
注：GL 指数はグルーベル = ロイド指数で，貿易総額に占める産業内貿易の割合を示す．
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る．輸送インフラが平等に分布していれば，経済

活動の地理的な分布も平等になるという強力な意

見がある．高集中度は問題だと考えられ，経済的

質量のスペース的な再分配は全体の発展を促進す

ることが期待されている．大規模な輸送インフラ

投資は後進地区に企業を誘致するための重要な政

策手段であった．しかし，結果は通常は期待外れ

であった．対象地区は先進的な地区に生産と労働

者を奪われたのである（ボックス 6.4 参照）．

　知識共有は各国や地域の経済地理を形成するも

う 1 つの力である．技術的なノウハウはより大

勢のユーザーが無償であるいは少額のコストで使

うことができる．それは熟練動力に埋め込まれて

おり，蓄積された知識ストックが革新を呼ぶこと

につながる．地方の労働市場が拡大すれば，労働

者間の知識波及効果が大きくなるので，生産性が

非線形的に上昇する注 50．大都市では利益は十分

実現しない可能性がある．というのは，混雑と細

分化が相互作用を阻害する．しかし，都市の輸送

システムがうまく機能すれば，労働市場の有効性

が高まり，実地学習の成果が普及する（ボックス

6.5 参照）．

イタリアの臨時介入策：輸送コストの低下に対する予想外の反応

　地域格差はインフラの不平等な分布が原因であり，遅れた
地域におけるインフラ投資がこの不均衡を削減する．それが
一般的な前提である．しかし，このような投資で繁栄するこ
とが期待された産業がしばしばよそに移転しまい，それに伴っ
て大量の労働者も移出してしまった．この適例としてイタリ
アにおける南北の発展格差の削減を目指した地域政策が指摘
できる．メッゾジヨルノ（イタリア南部）は地域政策の善意
で苦しんでいる地域の代名詞になっている

a
．

　短期的な「臨時介入策」は 1950 年に創設された南部開発
公庫という特殊機関の所轄であった．1940 年代にビッグプッ
シュ戦略を開発したポール・ローゼンスタイン = ロダンの指
揮下で，世界銀行の支援を受けた．開発インパクトは特に道
路と鉄道の建設を重視した大規模なインフラ投資から生まれ
てくる．短期間での成功は達成不可能であることが直ぐに明
らかになり，戦略的な方向性に関して再定義が繰り返された．
1950 年代半ばになると，公庫は「核」や優先地域に焦点を
絞った産業投資支援に重点をシフトした．
　その結果，1950 年代を通じて約 200 万人の労働者が対象地
域を去った．1960 年代末になると，移出が重要な開発問題だ
と考えられるようになり，インフラ投資と補助金は移出が実
際に多い地区に集中されるに至った

b
．公庫の当初の任期が

終わりを迎えた 1980 年代初め以降，11 本もの省令によって
延命が図られた．「臨時介入策」は 1986 年に 1993 年まで資
金手当てが行われた．

　公庫の年間支出総額は 1976 年に 3 兆 7,500 億リラ（45 億
ドル）でピークに達してから，1991 年には 2 兆 6,500 億リラ
まで減少し，その後は激減している．資金はメッゾジヨルノ
の経済指標に何の効果もなかったのである（ボックス表参照）．
　失業率は 1970 年代の初めまで低下を続けた．これは何百万
という労働者が北部イタリアや諸外国に移出したことが理由
であった．それ以降，1980 年代末にかけて 2 倍以上に上昇し
たが，これは南部が北部からの財政移転に対する依存度を急
速に高めたということを示唆している．
　司法制度のなかの清浄派の努力によって賄賂の実態が暴露
されたが，その一環として南部開発公庫を巡るスキャンダル
も発覚した．このスキャンダルがキリスト教民主党と社会党
の連立内閣の崩壊と北部同盟の出現につながった．後者はメッ
ゾジヨルノに対する浪費に終止符を打つために，南部と北部
の分離を要求した．イタリアをもっと均一にするための介入
策が内部分裂をかえって強めたということかもしれない．
　「均一ではなく統一」と題する第 8 章では，各国がスペース
的に盲目的な制度，結び付けるための投資，スペース的に対
象を絞った介入策を微妙に組み合わせることによって，どの
ように国家統合を促進してきたかを検討する．

ボックス    6.4

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Boltho, Carlin, and Scaramozzino (1997); Sinn and Frank (2001)． b．
その当時になると，メッゾジョヨルノ政策に批判的な人のなかには資金は
移出を援助すべきであると要求した（Lutz 1962）．

メッゾジヨルノ（イタリア南部）の経済開発

1951–60 1961–70 1971–80 1981–90 1990

全国に占める南部のシェア（％）

人口 37.2 36.0 35.1 36.1 36.6

1 人当たり GDP 54.5 56.6 58.6 58.2 56.7

固定投資 26.0 29.0 31.2 29.0 26.9

失業率（％）

南部 9.1 6.4 9.6 16.3 19.7

中部・北部 6.8 4.5 5.2 7.6 6.5

出所：Faini, Giannini, and Galli (1993)．
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　輸送コストの低下を受けて，知識や情報の生

産（ビジネスサービス，専門的サービス，技術的

サービスなど）について地方化の経済が高まる．

通信コストの低下は気軽に貿易できるサービス部

門の伸張につながると予想する向きがあるかもし

れない．しかし，ほとんどの通信集約的な産業は

固く集積したままにとどまるだろう注 51．知識生

産について集積経済が維持される主因は，情報の

質を立証するためには理解力と信頼の関係が必要

だからである．非公式なネットワークは知識生産

者グループのなかで信頼を構築するためのスク

リーニング装置として機能する注 52．さらに，都

市部の輸送コストが低下すればネットワークの規

模が大きくなる．

何をすべきか：途上国世界の輸送政策
　このような動きと洞察は途上国にとって何を意

味するだろうか？　貿易コストが低下したのは，

輸送と通信についてコストが低下，質が改善し，

スピードが速くなったからである．しかし，すべ

ての諸国が平等に利益に与ったわけではない．輸

送コストは輸送サービスの需要が多いところで大

幅に低下している．貿易関連生産の規模が拡大し

たことを受けて，輸送部門では競争力が高まり，

規模の経済が作用したのである．その結果とし

て，貿易や輸送のコストが低下して，貿易が促進

され，特化と交流が進展した．中国はチリなどの

ように一部の諸国は国際市場への参入を果たし，

輸送コストの低下に伴う利益を享受している．し

かし，それ以外の諸国はその利益に与っていな

い．ほとんどのアフリカ諸国では，この累積的因

果関係は助けになるどころか，むしろ打撃になっ

ている．アフリカという分断された近隣地域内で

は集積経済はまだまだ小さいからである．

　途上国の輸送政策はこのような好循環を始動さ

香港の高密度のなかでの移動性

　1970 年代後半の香港では，実質成長率が年 10％に達し，
大量の移住者が流入し，自家用車の需要が急増した．登録台
数が 10 年間で 2 倍以上になった．その結果，乗客と貨物輸送
業者には膨大な時間的ロスが生じ，大気汚染という健康コス
トが発生した．香港の運輸省は厳格な措置で対応した．1979
年に策定された運輸政策は，道路の能力を拡大し，大量輸送
システムを拡張・改善し，道路能力の管理を改善するという
ものであった．
　政府は自動車の年間許可料を 3 倍に，初期登録料を 2 倍
に（車の輸入価格の 70-90％に），燃料税を 2 倍に引き上げ
た．官民両部門の自動車保有台数はたちまち減少した．登録
台数に占める自家用車のシェアは 1985 年に 50％（うち 10％
はタクシー）にまで低下した

a
．公共輸送システムの構成を距

離ベース（キロメートル）でみると，地下鉄 74，重軌条路線
（九龍と中国を接続）34，軽軌条路線（新界の北西部）32，路

面電車（香港島の北側）16 となっている．民間バス会社 5 社
がフランチャイズ方式で 6,000 台のバスを運行している．そ
れを補完しているのがミニバス（公共軽量バス）で，特定ルー
トについて一律料金でサービスを提供する排他的権利をもっ
ている．この下位市場への参入は厳しく規制されており，地
区ごとにミニバスの上限台数が設定されている

b
．異種モー

ドないし下位モード相互間の乗り換えにはほとんど時間的な
ロスがない．
　道路の価格設定は 1985 年に政治的な失敗を喫した．地下鉄
MTR の港島線の開通（1988 年に公共輸送総量の約 4 分の 1
を占めた）と 1 年前の東区走廊の開通が一因である．ともに
混雑緩和に役立った．現在，香港の道路料金は混雑緩和では

なく，大気汚染を削減して都市の魅力を維持するための一手
段と考えられている．香港は世界競争力報告書のなかで，イ
ンフラ指数では 7 点満点中 6.24 点で世界第 5 位，製品市場の
効率性と金融市場の高度化では第 1 位のランク付けとなって
いる．
　香港の経験は途上国世界の急速に拡大している都市にとっ
て，次のような教訓を提供している．

特大都市のなかでは移動性とアクセス可能性に限度があ
る．混雑の負担やそれに応じた駐車の料金設定がなくて
も，金銭的に強力なディスインセンティブがあれば，所
得が急増している局面でもモータリゼーションを抑制し，
都市交通に占める自家用車の割合を制限することが可能
である．
バスと特にミニバスは混雑と高い交通費を回避すべく規
制することができる．規制があってもほとんどすべての
公共輸送は利益が確保できる．
モータリゼーションを抑制する政策と並行して新しい交
通管理手段を用いれば，既存インフラをより有効に活用
することが可能である．

　第 7 章では，様々な都市化の段階にある各国のために，混
雑なしに集中を促進することができる制度，インフラ，イン
センティブを検討する．

•

•

•

ボックス    6.5

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Hau (1990)． b．Cullinane (2002)．
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せるためには，地方市場の相互作用を強め，都市

間や地区間の距離および国際的分裂を削減しなけ

ればならない．物理的なインフラの改善はこのよ

うな輸送政策にとって必須な部分となっている．

第 7-9 章では正しくスペース的に接続的なイン

フラの必要性を，地方，国家，国際の各文脈で検

討することにしている．しかし，輸送や通信に関

しては，他の重要な側面が往々にして無視されて

いる．

　新しい経済地理学は輸送コストが経済成長にど

んなな貢献をしてくれるかを強調した．しかし，

期せずして，物理的なインフラにかかわる輸送政

策に過大な焦点を当てることに貢献してしまった

のである．基本的に輸送の内的な作用を前提とす

る手法を使うことによって（輸送貨物は 1 つの

場所から別の場所に搬送される氷山であり，輸送

コストは溶けてなくなる氷山の一部であるとみな

された），政策関連の最も重要な側面も当然の前

提とされて無視されたのである．政策立案者の関

心を呼んでしかるべき根本的な特徴は，独占的な

行動を生み出す輸送部門における経済の規模と，

輸送コストが低下すると貿易が増加するという循

環的因果関係にある．もう 1 つ過小評価されて

いるのは，輸送と通信の外部コストである．その

中心は混雑，汚染，安全関連の障害である．

　ないがしろにされている優先的な政策課題は，

①輸送部門の市場構造からくるマイナス効果を削

減する，②貿易円滑化と地域協調を改善する，と

いう 2 つにある．ともに集積経済を促進して，物

理的なインフラ投資を凌駕する利益をもたらすこ

ともあるだろう．第 3 の優先的な政策課題は輸送

にかかわる負の外部性に取り組むことである．

集積経済の利益を享受するために輸送を規制する
　輸送サービスの市場は各モード間の相違が大

きいため，完全に競争的であったことは稀であ

る．トラック業界では競争が激しくなったが，

これは規制緩和が原因であるが注 53，多くの諸国

で所有権が統合される傾向にある．鉄道や航空

機では，市場は国有企業によって支配されたま

まである注 54．空運と海運の業界では，市場が細

分化されているため，サービス提供者は財の違い

によって差別化を図ることができる注 55．このよ

うな観察によると，輸送業では企業レベルの規模

が強味になることが示唆される．

　輸送サービス提供者はインフラを所有すること

によって力を固める．1980 年についてみると，

世界で上位 20％の船会社は世界全体の港湾ス

ロット能力のちょうど 26％を占めていた．これ

が 1992 年になると 42％，2003 年には 58％に

まで上昇した．現在ではもっと高くなっている可

能性がある．

　インフラサービスは競争的な市場で提供されて

いるわけではない．インフラ施設の不可分性が当

然ながら競争を排除している．発展の初期段階で

は，港，道路，通信機械に対する需要が最低限の

能力を使い果たすことはないため，固定費が極端

に高くなる．交通の増加に伴い生産性も上昇す

る．これは最終的には，規模の不経済が作用する

という形で，混雑に起因する時間損失の増加に

よってバランスする．最近の動きをみると，大き

な港湾や空港の利点がますます際立っている．ま

た，海運の技術進歩によって，大きな港湾がコス

ト面での優位性をさらに高めている（ボックス

6.3 参照）．このような規模効果を評価するのは

気が遠くなるような課題であるが，研究では規模

の経済が確認されており，輸送インフラの不可分

性が強調されている注 56．

　競争が限定的にとどまる第 2 の理由は「ネッ

トワーク経済」にある．道路ないし鉄道のネット

ワークにリンクするということは，2 つの場所を

接続するという利益を提供するだけでなく，全体

的な接続性を高めることによってその他のあらゆ

る関連接続の価値を増大させる．このような効果

は大きなものになり得る．インドにおけるインフ

ラと生産性の関係にかかわるある推計では，輸送

インフラには相当な外部性があることが発見され

ている．ネットワーク関連の利益は，道路インフ

ラ投資について直接的な効果を 5％上回る収益率

をもたらすことによって，インフラにかかわる生

産性の総合的な上昇のほぼ 4 分の 1 を説明する

ことができる注 57．

　有効な規制が欠如しているため，輸送部門で

は競争が制約され，新しいインフラの建設が進
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まない懸念がある．既存インフラの維持が過少

投資に陥る原因にもなりかねない．数多くの研

究で確認されているのは，途上国では輸送や通

信のインフラが過少提供気味になっているとい

うことである注 58．インフラ維持の過少投資は

もっと深刻化する恐れがある．例えば，アフリカ

では，道路維持向けの実際の支出は意図的に計画

の数字を下回っているようである注 59．1970 年

代と 80 年代には 450 億ドルの道路ストックが

失われたものと推計されているが，これは 120

億ドルの予防的な道路維持投資があれば回避でき

たであろう．維持の悪い道路は輸送コストを押し

上げる．車両維持のコストが上昇する一方，ス

ピードが遅くなるためである．したがって，維持

の悪い道路の直接コストは道路行政当局が記録し

ているコストベースの道路資産の損失を凌駕して

いる．加えて，輸送コストの上昇でスペース的な

転換を遅らせ，特化に伴う利益を削減する．

　独占部門は汚職を奨励することになる．小さい

市場では，ユーザーとしては大きな港湾や空港の

サービスに代替するものがないことがしばしばで

ある．このような代替コストが高ければ高いほ

ど，そのインフラが民営か公営かに応じて，利益

率や賄賂が大きくなる可能性が高くなる．レント

シーキングがどの程度輸送コストを押し上げてい

るのかを推計するのはむずかしい．しかし，サハ

ラ以南アフリカの全地域における主要な道路回

廊を点検した世界銀行の最近の推計によれば，輸

送サービスの価格とそのコストについては大きな

格差が存在することが明らかになっている（表

6.1）．超過利潤は賄賂，規制上のレント，輸送会

社の収益として分配されている．

　賄賂をもらったり，正常ではない収益を享受し

たりしているのは，何も輸送にかかわるインフラ

や同サービスの提供者だけではない．西部アフリ

カにおける「道路輸送統治改善イニシアティブ」

は，ブルキナファソ，ガーナ，マリ，トーゴを結

ぶ国家間基幹道路を使った貿易にとって有害な道

路慣行をモニターしている（地図 6.2）．マリで

は，運送業者は 100 キロメートル進むごとに 4.5

回も検問所を通らなければならず，そのたびに

25 ドル支払い，時間を 38 分失っている．国内

ないし距離に関連したコストは国境の分裂が賦課

するコストによって累増する．

回廊（国） ルート（始発 - 終着）
価格

a

（ドル /㎞）
変動費

（ドル /㎞）
固定費

（ドル /㎞） 利益率
b

（％）

西部アフリカ
（ブルキナファソ , マリ ,

ガーナ）

テマ / アクラ－ワガドゥグ 3.53 1.54 0.66 80
(2.01) (0.59) (0.64)

テマ / アクラ－バマコ 3.93 1.67 0.62 80
(1.53) (0.23) (0.36)

中部アフリカ
（カメルーン , 中央アフ

リカ共和国 , チャド）

ドゥアーラ－ヌジャメナ 3.19 1.31 0.57 73
(1.10) (0.32) (0.30)

ドゥアーラ－バンギ 3.78 1.21 1.08 83
(1.30) (0.35) (0.81)

ヌガウンデレ－ヌジャメナ 5.37 1.83 0.73 118
(1.44) (0.25) (0.44)

ヌガウンデレ－ムンドゥ 9.71 2.49 1.55 163
(2.58) (0.64) (0.43)

東部アフリカ
（ケニア , ウガンダ）

モンバサ－カンパラ 2.22 0.98 0.35 86
(1.08) (0.47) (0.14)

モンバサ－ナイロビ 2.26 0.83 0.53 66
(1.36) (0.17) (0.19)

南部アフリカ
（南アフリカ , ザンビア ,

タンザニア）

ルサカ－ヨハネスバーグ 2.32 1.54 0.34 18
(1.59) (0.41) (0.40)

ルサカ－ダルエスサラーム 2.55 1.34 0.44 62
(0.08) (0.52) (0.51)

表 6.1　アフリカの輸送回廊については，価格，コスト，利益率のすべてが高い

出所：World Bank (2008)．
注：a．何らかの気配価格が運輸省によって設定されている国もあるが利用されていない．中部アフリカの貨物割当局が設定している価格はもっと尊重されている． 
b．一部の費用を除外したり，逆に二重計上したりしている会社もあるので，データの解釈には慎重さを要する．
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貿易円滑化のための国家努力と地域的調整
　貿易円滑化は国際貿易の利益を享受するのに最

も重要な政策手段になっている．これには港湾の

効率性改善，基準の調和，国境通過にかかわる官

僚的な負担の削減，国境内規制基準の調整などが

含まれる（ボックス 6.6 参照）．2004 年 8 月以

降，貿易円滑化は世界貿易機関（WTO）ドーハ

ラウンドの中心議題にもなっている．世界銀行の

最近の研究では，以下の貿易円滑化措置を政策改

革の出発点として指摘している．

港湾効率――『世界競争力報告』のデータに

基づく，港湾，内陸水路，空輸施設にかかわ

る効率性の平均

関税制度――公表された関税や割当以外の隠

された輸入障壁と輸出入許可に関連した変則

的な副次支払いないし賄賂

•

•

情報技術（IT）インフラ――インターネット

アクセスの速度と費用および在庫費用削減に

対するインターネットの貢献度指標

　ある研究の示すところによれば，75 カ国にお

ける貿易円滑化の能力が世界平均の半分の水準に

まで改善すれば，世界貿易が 3,770 億ドル増加す

る注 60．別の研究では，当時 EU と連合協定を締結

していたブルガリア，ルーマニア，トルコの 3 カ

国が貿易円滑化の措置を実施すれば，新旧両方の

EU 加盟国は利益が享受できるとされている注 61．

3 カ国が港湾効率，IT インフラ，通関制度，規則

の調和という貿易円滑化の措置に関して，EU の

半分の水準に到達すれば，貿易が総合的に 100

億ドル増加する．その要因をみると，IT インフラ

の改善が最大の効果があり（40％），次いで港湾

効率の引き上げ（30％）となっている．

•

地図 6.2　西部アフリカにおける貨物輸送：国境を越えるのか障壁をよじ登るのか？
（優先的輸送回廊の検問所）

マリ

コートジボアール

ガーナ

トーゴ

ギニア

ベナン

ナイジェリア

ニジェールブルキナファソバマコ

Ouagadougou

アクラ

ロメ

Porto-Novo

検問所
警察
税関
軍隊
その他（運輸省，労働組合，林野省，保健関連）
該当道路網

出所：Improved Road Transport Governance Project, USAID West African Trade Hub (2007)．
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　港湾効率を改善するためには，制度とインフラ

の両方に投資することが必要である．数量ベース

では海上輸送が世界貿易の 90％を占めている注 62．

運営がいい港湾へのアクセスは必ずしも輸出指向

型の集積を保証するわけではないものの，このよ

うな集積がそれなしで出現することがないのは確

実であろう．貿易数量が十分大きければ民間参加

は可能であろうが，それ以外の場合には公的支援

が必要である．これは空港など他のハブとなるイ

ンフラについても当てはまる．空港は軽量・高付

加価値の製品の貿易にとって，また，効率的な空

輸を必要とする輸出指向型サービスの拡大を支援

するために，重要性が高まっている．バンガロー

ルの空港では 2007 年に旅客交通量が 35％もの

急増をみせている．

　国際的な貨物輸送にかかわる名目運賃の低下に

伴って，時間的なコストが直接的な金銭コストと

の比較で相対的に重要になってきている注 63．国

際輸送は国境通過手続きに関して追加的な時間的

なコストがかかる．このような時間的コストは単

に国境通過にかかわる関税や財政ルールだけでな

く，サービスの規制や供給にかかわる多種多様な

国境内措置にも左右される注 64．

　輸送の時間的コストは，OECD 諸国の平均 9.8

近隣地域は重要であるが，貿易や輸送に関する政策も同じである

　繁栄している場所に近いということは恵みである一方，貧
しい場所に近いことは呪いであろう．ボックス図は良い近隣
地域にいることの利点を例示したものである．これは地理的
な近接性（距離）と貿易障壁（分裂）を減らす政策を組み合
わせた指数を用いて，世界中で外国市場の潜在性を示したも
のである．
　しかし，立地が良いだけでは不十分である．中央アメリカ，
北アフリカ，東南アジアといった地理的に幸運な近隣地域内
のなかでも，メキシコ，チュニジア，マレーシアの市場アク
セスはそれぞれ最も高くなっている．世界銀行の「事業運営」
指標（特に国境を越える貿易に関連したもの）におけるラン

キングは，地域のなかで最高の位置にある．当然のことであ
ろうが，これら諸国の最近の成長パフォーマンスには素晴ら
しいものがあり，生活水準も改善している．
　アルジェリアやインドネシアもチュニジアやマレーシアの
立地と同じであるが，事業や貿易に関する政策の点で良くな
い．したがって，市場アクセス指標は近隣諸国よりも劣って
いる．スリランカやガーナも市場アクセスの点で良くない．
彼らは事業や貿易に関する政策は良くても，立地の点で不幸
なのである．

ボックス    6.6

出所：Mayer (2008); World Bank (2007d)．

繁栄している場所に近いということは重要であるが，それだけでは不十分
（外国市場の潜在性，2003 年）

アメリカの水準との
相対比でみた外国市
場の潜在性

データ不明

出所：Mayer (2008：本報告書用 )．
注：外国市場の潜在性を算出するために，各国には貿易可能な国際市場の規模に応じた得点が割り当てられる．これはそういう市場にアクセスするのがどれ
くらい困難かを示すために，物理的な距離，輸送コスト，その他の貿易障壁を複合した指標で，諸外国の GDP を逆加重することによって求める．アメリカ
の外国市場の潜在性との相対比で表示したこの指標は，基本的に，距離と分裂という 2 つのスペース的な次元を組み合わせて，自国市場効果（密度）を含ま
ない潜在的な市場アクセス度の複合指標したものである．この地図は本当の市場アクセス度を示している地図 9.2 を補完するものとなっている．
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日に対して，最貧国のなかでは，コンゴ民主共和

国の 46 日からウズベキスタンの 104 日までと

幅がある（表 6.2）．国境通過に最も長い時間が

かかるのは，サハラ以南アフリカと中央アジアで

あり，その多くは内陸の諸国である．最寄り港ま

での陸上輸送など貿易コストの他の側面について

はほとんどコントロール力がないことを考える

と，内陸諸国は改善するコントロール力を確かに

もっている貿易円滑化の政策については，もっ

と積極的であってしかるべきだ．地域的な展望

がもっと明確になれば利益も享受できるだろう．

様々な通行ルールが国際的な法律や宣言で認めら

れている．例えば，「アルマティ行動計画」とい

うものがある注 65．サハラ以南アフリカ輸送計画

で構想されているような回廊を円滑化・モニタリ

ングするイニシアティブは，調整が失敗するリス

クが削減される可能性はあるものの，これまでの

ところ執行は不十分である注 66．

　かなり小規模な沿岸諸国にとっても，地域的な

アプローチは有益であろう．貿易の拡大で輸送に

ついて規模の経済が生まれるため，ハブのインフ

ラはできる限り多数の市場参加者によって共有さ

れれば最も有益になる．西部や東部のアフリカ諸

国で，中規模で水深の大きいコンテナ港を一国だ

けで維持できる能力をもったところはほとんどな

い．しかし，大きな集水域をもつ共同港があっ

て，そのコストとアクセスを沿岸諸国と近隣の内

陸諸国で配分すれば，集積の進展を後押しするこ

とができるだろう．しかし，共有というのは容易

ではない．国家的なインフラ政策では国内偏重が

あるからだ．

輸送の負の外部性に取り組む
　効率的な輸送は単に時間の節約や維持費の低下

を超える外部的な利益をもたらす．このような利

益は往々にして過少評価されている．しかし，輸

送は通常は輸送業者や貿易業者によって内部化さ

れていない外部的なコストももたらす注 67．混雑

や温室効果ガス排出は先進国と途上国の両方に影

響しているが，汚染や安全性の低さが生み出して

国 輸出書類 日数 国 輸入書類 日数

イラク 10 102 ウズベキスタン 11 104

カザフスタン 12 89 チャド 9 102

タジキスタン 10 82 イラク 10 101

ウズベキスタン 7 80 タジキスタン 11 83

チャド 6 78 カザフスタン 14 76

アフガニスタン 12 67 キリギス 13 75

アンゴラ 12 64 アフガニスタン 11 71

キルギス 13 64 ブルンジ 10 71

エリトリア 9 59 エリトリア 13 69

ニジェール 8 59 ルワンダ 9 69

モンゴル 10 58 ニジェール 10 68

中央アフリカ共和国 8 57 ジンバブエ 13 67

アゼルバイジャン 9 56 中央アフリカ共和国 18 66

ザンビア 8 53 コンゴ民主共和国 9 66

ハイチ 8 52 ベネズエラ 9 65

ジンバブエ 9 52 マリ 11 65

コンゴ共和国 11 50 ザンビア 11 64

ラオス 9 50 コンゴ共和国 12 62

ブンジ 9 47 モンゴル 10 59

ルワンダ 9 47 アンゴラ 9 58

コンゴ民主共和国 8 46 アゼルバイジャン 14 56

表 6.2　国境通過に要する時間は中央アジア，中部アフリカ，東部アフリカ，南部アフリカが最も長い

出所：World Bank (2007)．
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いる直接的な健康関連コストは一般的に途上国の

方が高い．

　混雑．輸送インフラが集中しているということ

は，需要の増加に対してスムースかつ即座に供給

対応ができないということを示している．供給過

剰であれば，追加的なコストは多数のユーザーに

分散できる．供給不足の場合には，混雑が時間と

質の面で損失をもたらす．後者が多くの急成長を

遂げている途上国が陥っている状況である．混雑

のコストを推計するのは単純ではない．というの

は，しばしばネットワークのなかで特定のボトル

ネックが原因で，日中の特定の時間帯に発生する

からだ．ワシントン DC に関するある研究では，

混雑のコストは１マイル当たり 0.065 ドルと推

計されている注 68．

　排出．地球温暖化に対する懸念が高まるなか，

輸送部門（目に見える化石燃料の消費者）は精査

の対象になっている．排出で最大のシェアを占め

ているのは先進国である．しかし，多数の途上国

ではモータリゼーションが進展していることを受

けて，世界の自動車保有台数は急増し，排出もそ

うなるだろう．温室効果ガス排出に関するほと

んどの推計では，輸送部門は総排出量の 13.5％

近くを占めている（図 6.6）．ある総合的な研究

結果では，2100 年までに 2.5℃の温暖化が進ん

だ場合，人口加重による全世界のコストは世界

GDP の 2％に達する注 69．このうちの半分は突然

ないし破局的な気候変動に起因する．これには熱

帯性疾病がアフリカを中心に流行する可能性が含

まれている．残りのコストは農業がこうむるもの

（10％未満）と海面の上昇によるもの（6％）が

中心である．

　このようなコストの内部化は輸送の総合的なコ

ストにとって何を意味するだろうか？　推計は

様々である．初期の研究におけるメタ分析によれ

ば，現在の上限値は炭素 1 トン当たり 50 ドルで

あることが示唆されている注 70．2007 年の『ス

ターン報告書』によれば，将来の温暖化による損

害総額は永続的に世界 GDP の 5%から 20％に相

当し，現在の社会的コストは炭素 1 トン当たり

311 ドルと推計している．1 ガロンのガソリンに

は 0.0024 トンの炭素が含まれているので，炭素

１トン当たり 50 ドルの損害ならガソリン１ガロ

ン当たり 0.12 ドル（1 リットル当たりでは 0.03

ドル），それが 300 ドルなら同 0.72 ドル（同

0.19 ドル）に換算できる．したがって，二酸化

炭素を内部化するコストはガソリン価格の歴史的

な変動レンジ内に収まる．過去 30 年間にわたり

燃費向上の努力が払われてきているが，これには

少なくとも石油価格の上昇と同じくらい燃料税や

燃費規制が貢献している．

　汚染．ガソリン車は一酸化炭素（CO），窒素酸

化物（NOx），炭化水素（HC）を排出する．CO

は血流中の酸素を削減して，呼吸困難や心血管障

害の原因となる．HC と NOx が一緒になるとオゾ

ンが作られ，呼吸が苦しくなったり，視力が低下

したりする．HC と NOx は化学反応して微粒物質

（PM2.5）も生成する．これは肺組織に侵入する

ほど微細で，死亡リスクを高める．自動車の排出

はあらゆる汚染物質について先進国では減少に転

じているが，それ以外の地域では高水準を続けて

いる．大気汚染関連の疾病は毎年約 50 万人強の

早死に貢献しており，多くの途上国では対 GDP

比で 2％のコストを賦課している．このインパク

トのうち輸送部門の寄与度は約 4 分の 1 とみら

れ，中心は自家用車と商業車である注 71．

　事故．大気汚染の場合と同じく，モータリゼー

ションが高水準であっても安定している先進国で

は，交通事故による死傷者は減少している．し

かし，途上国と体制移行国では増勢をたどってい

る．ロシアの道路事故死亡率はオランダの 5 倍

に達している．世界全体では約 120 万人が毎年

死亡しているが，このうち 90％は低および中所

得国である．世界銀行の 2000-20 年に関する予

測では，これら諸国では 80％増加するのに対し

て，高所得国では 30％減少する．負傷・障害事

故は死亡事故の何倍にも達している．交通事故

による健康損失が総健康損失に占める割合をみ

ると，最も高いのは中東・北アフリカ（2000 年

5％から 20 年 8％に上昇）で，ラテンアメリカ・

カリブと東アジア・太平洋（各 3％）が続き，さ

らにアフリカ，東ヨーロッパ・中央アジア，南ア

ジア（各 2％）となっている．

　致死リスクが最も高いのはモータリゼーション
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比率が急増しているところである．交通安全措置

の実施が大幅に遅れるためだ．したがって，輸送

部門は発展にコストを賦課しているといえる．事

故のコストのうちどの程度が「外部的」なのか

は，保険市場が外部コストをいかにうまく付保で

きるかに依存する．そういう市場がうまく機能し

ないところでも，交通安全措置で歩行者，自転車

に乗っている人，その他の運転者を無謀さから保

護することができる．

輸送：ますます重要な部門
　ほとんどの輸送モードについて，多数の市場で

コストが低下してきた．しかしながら，このコス

トが貿易コスト全体のなかに占めるシェアは上昇

している．これはラテンアメリカ・カリブなどの

地域で，関税がさらに大幅に低下しているためで

ある（ボックス 6.7 参照）．さらに，燃料コスト

が上昇しているので，輸送コストのシェアはさら

に上昇するだろう．輸送が経済発展に貢献するた

めには何が必要だろうか？

　貧困国は消費大国になる前に生産大国になって

いる．中間財や原材料を輸入して加工品を輸出す

るという形で所得を創出することが引き続き重要

である．中間財生産プロセスの低および中所得国

移転が示すように，これら諸国にとってさえ世界

市場への統合に伴う潜在的な利益には膨大なもの

があり，それを制約するのは主に輸送と通信のコ

ストであろう．しかし，世界市場との統合を実現

するのはむずかしい制度上の問題を提起する．外

国市場へのアクセスを提供するということは，輸

送政策に伴う利益の一部は外国が享受するという

ことを示唆している．したがって，国際的な輸送

政策を調整するためには，国際輸送にかかわる相

図 6.6　輸送部門は CO2 排出量の約 7 分の 1 を占めている
（温室効果ガス排出源，2005 年）

部門 最終使途 / 活動 ガス

輸送

電気・熱

その他燃焼

工業

漏洩排出
工業過程

土地利用変化

農業

廃棄

道路
飛行機
鉄道・船・
その他輸
送手段

住居用建物

商業用建物

燃料燃焼（分類不明）
粗鋼・鉄鋼

二酸化炭素（CO2）

アルミニウム / 非鉄金属
機械
紙パルプ・印刷
食品・タバコ

化学

セメント

その他工業 送配電損失
石炭採掘

石油ガスの採取・
精製・加工

森林伐採
植林
森林再生
収穫・管理
その他

農業のエネル
ギー利用

農地

家畜・肥料

米作
その他
埋め立て用ごみ
排水・その他

HFC, PFC, 
　SF6メタン（CH4）

一酸化二窒素
（N2O）

出所：World Resources Institute; Baumert, Herzog, and Pershing (2005)．

エ
ネ
ル
ギ
ー
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互支援について信頼を高める必要がある．

　輸送の規模に関する収穫逓増は調整問題をさら

に 2 つ追加している．港湾・空港投資に関する

最小費用の尺度からすると，近隣諸国が施設を共

有するハブアンドスポーク型の輸送システムが求

められている．大規模インフラ施設の所有権は市

場力を授与するため，施設共有には信頼できる合

意が必要とされる．輸送業で収穫逓増（海上輸送

は少数の企業が提供し，物流サービスは少数企業

の手に統合されつつある）を確保するためには，

輸送コスト低下がもっている潜在力を認識した規

制体制が必要であろう．輸送政策や競争政策の相

互依存を考えると，一部の国際機関が開始したよ

うなグローバルな努力が必要ということを示唆す

る．

　輸送と通信のコストは，成長に必要とされるス

ペース的な変化のスピードと効率性に引き続き影

響する大きな要因であろう．発展段階が異なって

いる各国は輸送コストについても様々な政策を策

定しなければならないだろう．東アジア，南アジ

ア，中央アジアについて対照的な政策を例示すれ

ば以下の通りである．

東アジアの途上国は，日本と韓国が繁栄を先

導し，北アメリカや西ヨーロッパ向けの輸送

コストが低下したのを受けて，今や世界市場

に近くなっている．中間財や最終財の工業品

の貿易拡大に参加している．チュニジアなど

の諸国も同じことができるはずだ．

南アジアでは，貿易と通信のコストの低下を

受けて，遠いということの不利が一部除去さ

れた．それが中間サービスに関して西洋の市

場にインドが参加する助けになった．南アフ

リカなどのような諸国も自国市場の潜在力を

•

•

ラテンアメリカの動脈の詰まりを除去する：今や輸送コストの方が関税よりも重要である

　過去 20 年間，ラテンアメリカの貿易政策の課題としては，
伝統的な市場アクセスや政策障壁が支配的であった．その成
果は上がっている．関税は大幅に低下した．最恵国関税は
1980 年代の 40％以上から 2000 年の 10％に近い水準まで低
下した．にもかかわらず，貿易協定がこの地域では政策議論
を支配している．
　しかし，今や関税よりも輸送コストの方が重要である．域
内貨物輸送費が輸入金額に占める比率の単純平均は，アル
ゼンチン 6.5％，コロンビア 12％，内陸国であるウルグアイ
25％と幅がある．ラテンアメリカ・カリブの対米輸出にかか
わる貨物輸送コストは，ボリバイ，メキシコ，ベネズエラを
例外として，域内輸送コストよりも高くなっている．
　港湾効率が低いことや海運部門の競争力が弱いことが犯人

のようである（ボックス図参照）．平均すると，もしラテンア
メリカ地域諸国の港湾効率がアメリカと同じになれば，輸送
コストは 20％も低下する．
　輸送コストが低下すれば多大な利益が生まれるだろう．貿
易コストが 10％低下すれば，この地域の輸入は 50％，域内輸
出は 60％以上増加する．輸送政策改善による利益は関税引き
下げによる利益を凌駕するものとみられる．同じ程度の関税
低下と比較すると，域内貿易にかかわる輸送コストの低下に
よる利益はほぼ 5 倍の大きさになり，輸出品目数は 9 倍の増
加につながる．

ボックス    6.7

出所：Inter-American Development Bank （近刊）．

今や輸送コストの方がより重要である
（港湾効率，関税率，海運会社数がアメリカと同水準になることに伴う輸送コストの変化

率％，2005 年基準）

%

ペルー エクアドル ラテン
アメリカ・

カリブ

ウルグアイ チリ ブラジル

港湾効率
関税
海運業者数

出所：Inter-American Development Bank （近刊）．
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開拓しつつ，同じことができるはずだ．

中央アジアでは，経済が小さく，内陸にあ

り，石油やガスなど一次産品の輸出に依存

しているため，輸送コストの削減はもっとむ

ずかしい．ブルキナファソ，マラウイ，ニ

ジェール，ルワンダなど分裂した近隣地域に

•

所在する諸国についても，同じくむずかしい

だろう．これら諸国としては，「貿易摩擦」

を軽減する積極策，近隣諸国と高価なインフ

ラを共有するという執行可能な合意，一次産

品輸出に関して集積を奨励し輸送コストを削

減するための選別的な投資が必要である．



変貌する経済地理

　中国は一国で世界の製造業の３分の 1 を生産していた

と見られる．しかしこれは，続かなかった．100 年後に

は新皇帝が鄭和の航海測定儀を破壊し海軍の規模を 10 分

の 1 に縮小した．海外遠征の費用は便益を上回ると信じ

てのことであった．中国は自ら好んで孤立の世紀に入り，

19 世紀のアヘン戦争の時にイギリスによって不名誉で打

撃を被るやり方で打ち破られた．

　

東アジアの孤立主義の時代
　世界の他の地域を締め出そうとしたのは中国だけではな

かった．日本では徳川家光が 1635 年鎖国令及び 1639 年

ポルトガル除外令を発布し，それから 200 年の間国家を

対外的な影響から効果的に遮断した．これらの勅令は外国

人を日本に入国させなかったばかりでなく，日本人の海外

への渡航も禁止した．西側のあらゆる物事への反感は技術

にまで及んだ．その文化や社会的ヒエラルキーを守ろうと

する特別な試みで，日本は次第により優雅で象徴的な侍の

刀を選んで拳銃を廃止した．

　このような極端な例は，特に 17 世紀以降の東アジア諸

国間の大きな分裂を示している．学者たちはこのような分

裂の経済的効果について完全に賛成しているわけではな

い．清や徳川時代に生活水準が著しく低下したと論じる者

もいる．それらの社会は，経済が低迷していったというよ

りむしろ停滞していたことで特徴付けられる方がより正確

であると信じる者もいる．少なくとも，19 世紀初頭の日

本と中国の賃金水準は，実質ベースでもロンドンやアムス

テルダムよりはるかに低く，おそらく 50％程度も低かっ

たと見られる
注 1

．　アダム・スミスはこのことを既に認識

していた．「中国とヨーロッパの間の労働コストの違いは，

生活費の間の相違よりはるかに大きい．なぜなら，中国よ

りもヨーロッパの方が実質労働分配率は高いからだ
注 2

．

　スミスは正しかった．産業革命以前でさえ，ヨーロッパ

の一部は生活水準でアジアに優っていた．スミスは，中国

を統一経済として述べていることにおいても正しかった．

中国の上級官吏は，武具師や政府にサービスを提供するそ

の他の職人に異例の高賃金を払っていた．それらについ

て，中国帝国内の広大な距離にもかかわらず地域差はほと

んど見られなかった．人口密度の低い北部地域がいくらか

高賃金であるだけだった．

　19 世紀半ばまでに，東アジアで最も先進的な都市であ

る広東と東京の実質賃金は，ミラノやライプチヒといった

ヨーロッパの小都市と同水準になったにすぎなかった．そ

れ以外の東アジアの生活水準ははるかに低かった．古くか

らの中国の属国は植民地化され，アジア諸国はいっそう分

割された（地図 G3.1 参照）．それからまもなく，ヨーロッ

パのほとんどは産業革命を経験し，ヨーロッパでは賃金や

国内総生産（GDP）の高まりが広く生じたことから，ヨー

ロッパとアジアの間の「大きな分裂」はさらに広がった．

アンガス・マディソンによると，世界の GDP に占める東

アジアのシェアは，1500 ～ 1800 年の間は 40％程度と

変わらなかったが，1950 年までに 15％以下に縮小した．

アジア統合の50年
　急いで今日に向かおう．東アジア経済は整然とした密

接な域内生産ネットワークを通じて統合されている．こ

のようなサプライ・チェーンは，生産の密集した東京地

域で賃金や地価の高騰が製造業の競争力を低下させたこと

に伴い，1980 年代に日系多国籍企業がアウトソーシング

を行ったことに始まる．事実，香港，日本，韓国，そして

台湾の経済的密集によって，先ず東南アジアの中所得国

へ，そして，経済的イデオロギーの障壁の低下に伴い中国

へスピルオーバーが生じる結果となった．最近では，サプ

東アジアの距離と分裂

　1415 年に鄭和提督がキリンを南京に連れてきた時，それは偉大な平和と繁栄を連想させる神聖な生き物と信じら
れた．それはまた，東アジアにおける中国の影響力の全盛期や他地域と比較した域内の豊かさを示していた．当時の
中国は，おそらく世界最大の経済規模を誇り，物質的生活水準は最も高く，芸術や教育は隆盛を極め，一連の技術も
進んでいた．その海軍の軍事技術はアフリカまでもの遠距離航海を可能にするものであった．



���変貌する経済地理　東アジアの距離と分裂

ライ・チェーンは中国に集中しており，広東と深圳で大規

模な組み立て工程が行なわれている．中国は成熟化に伴っ

て，中間財及び資本財の輸出者にもなってきている．中国

は今や日本や韓国の主要な貿易相手国であり，急速に拡大

している対東アジア輸入の半分以上を占めている．

　今日，東アジアの域内貿易は EU の域内貿易に近づいて

おり，東アジアと世界の他の地域の間の貿易を上回る速度

で着実に拡大している．東アジア諸国は，域内への外国投

資のほぼ 3 分の 2 について投資国となっている．技術さ

えも，とりわけ電子といった主要輸出産業では域内で編

み出されるようになってきている．東アジア諸国は，貿易

障壁やその他の国境コストといった形態の相互の分裂を，

せっせと無くしてきている．彼らは，時には経済特区に限

定しているものの，港湾や空港など世界的な水準の物流か

ら始めた．そして，通関改革や ASEAN 諸国間の査証免除

といったソフト・インフラの改善を続けている．

　東アジア諸国間の分裂の解消は，2006 年の一人当たり

所得が 500 ドルのラオス共和国から同所得が約 3 万ドル

のシンガポールまで，多様かつ広範囲に及ぶ高成長と同時

に生じた．東アジア域内では，貧困国は富裕国より速く成

長しているが，所得の収斂は緩慢なものにとどまってい

る．東アジア諸国のほとんどは，農業の強化や地方の工業

化に始まり，都市部の拡大や輸出の工業化がそれに続くと

いう類似の過程をたどっている．海外から新技術や新組織

を学習している．輸出は技術的にいっそう複雑なものに

なってきている．中所得国は部品生産に特化し，富裕なア

ジア諸国はイノベーションやブランド化，技術の洗練化を

通じて付加価値を高めている．

　域内の成長に伴い，成長を加速する原動力を開発してい

る．アセアン，中国，日本及び韓国は，1990 年代に北米

に匹敵する経済地域となった．グローバル経済の重心が環

太平洋地域に移行したことから，東アジアにとってグロー

バル市場へのアクセスは改善している．

　東アジアの域内貿易の程度は，多くの東アジア諸国で政

治的関係が分断的であった歴史を前提とすると，驚くべき

ものかもしれない．西半球では，国家間の紛争の経済的

地図 G3.1　分裂したアジア：19 世紀半ばの紛争

出所：www.fordham.edu/halsall.
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影響は，対等な商取引を統治し，商業や金融の急速な拡大

を調整できるようにあらかじめ拡張された，体系化された

法制度の公式な機構や政治的合意によって，克服されてき

た．東アジアでは，このような機構の発展は緩慢なもので

ある．そのかわり，長い歴史を持つ社会的ネットワークや

コミュニティ，非公式な機構が，財や資本の近代的な国際

統合を支える上での信認を与えている．それらの淵源は，

1000 年にわたる中国の南東部から東南アジアへの移住で

ある（地図 G3.2 参照）．

いっそうの統合―距離と分裂の双子の課題
　東アジア地域については，将来を展望すると，急速に進

む統合の前途に，重要な課題がある．

　経済的密集が北に向かってシフトすることは東南アジア

に特別な課題を課している．それは，いかにして，域内の

重要な経済勢力であり続けることができるかということ

だ．ひとつの答えはおそらく世界的な水準の都市の発展に

ある．東南アジアの主要な大都市は，自身をグローバルな

人材を引き付け維持し続ける「粘着空間」へ発展させる必

要がある．その間，インドとオーストラリアの東アジアへ

の統合が空間のダイナミックスを変化させ，アジアの経済

的重心の北方へのシフトを幾分相殺するかもしれない．

　域内の主要な市場から離れている諸国が直面している問

題は，国内の後発地域に波及している．東アジアには深刻

な貧困が残っており，中国西部やフィリピン南部及び東

部，タイ北部，ベトナム中央高地といった地域は貧困率が

高い．中国で一人当たり所得が最も高い省と最も低い省の

格差は，過去の皇帝の統治下ではごくわずかであったが，

13.1 対 1 に拡大している（これに対して米国では 2.1 対

1 である）．多くの人々が富裕な地域の近くに移動してき

ているが，これらの人口を孤立させている地理的距離を克

服することは，依然として重要な課題と見られている．

　東アジア諸国内では，人々は市場に向かって移動してお

り，市場は人々が集中しているところで発達している．ほ

とんどの国で都市化が大規模かつ急速に進んでおり，今後

20 年間は毎年 2,500 万人が新たに都市の住民に加わって

いくだろう．これらの人々のほとんどが，人口 100 万人

未満の中小都市に移るだろう．それらの小都市の管理を効

率的に行い，それらを国民経済に統合していくことは，距

離を短縮し成長を維持する上で非常に重要な仕事となろ

う．

　一方で，東アジアは依然として域内諸国間の分裂をいか

にして解消していくかという戦略的な問題に直面してい

る．アセアンの二つのスピード・プロセスは，所得水準や

経済構造の異なる諸国が統合を深化させることがいかに容

地図 G3.2　アジアは統合されている：20 世紀末の貿易

出所：Gill and Kharas 2007.
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易でないかを示している．域内の全ての経済に経済的統合

をもたらすような公式のプロセスはない．域内対話の開

始の最初の試みは，2005 年 12 月にマレーシアのクアラ

ルンプールで開催された東アジアサミットであった．同サ

ミットは，金融の安定，エネルギー安全保障，貧困撲滅，

国家間の格差是正を求めた．国境を越えた移住，環境問題

のスピルオーバー，多様な統治基準，そして文化的理解と

いった，依然として地域を分裂させているような課題を強

調した．その他の地域統合を醸成するような興味深い試み

が，アセアン＋ 3 の枠内などで進行中であるが，共通の

未来を創り出すような機構的なリーダーシップは細分化さ

れたままである．それにもかかわらず，優れた学者たちは

「統合された東アジアの出現は必然であり必要である」と

述べている
注 3

．　課題は，いかに速くこれを現実のもの

にするかを考え出すことである．

出所：Homi Kharas の寄稿による．





 

政策論議を再構成する
IIIPart

　途上国の混雑した都市は人々に貧困から脱出する力を与えることができるだろうか？　移住というのは移住

する人々と取り残された人々の両方を助けることになるのだろうか？　貿易は世界の富裕層と最貧層の双方を

どのように助けることができるのか？　政策立案者は途上国が直面している 3 つの大きな挑戦課題にどうやっ

て取り組むべきだろうか？　その 3 つの課題とは，スラム街の住民 10 億人，開発の遅れた遠隔地に居住して

いる 10 億人，「ボトムの 10 億人」のことである．本報告書のパートⅢでは，経済統合が解決策になることを

示したい．そのためには，場所にとらわれない制度，場所をつなげるインフラ，場所を絞ったインセンティブ

という政策手段を使えばいいのである．そして，統合が特に困難な場合にはこのような対応策を微調整して組

み合わせるべきである．第 7 章では，経済統合が特大都市，都市，町，村にとって何を意味するかについて説

明する．第 8 章では，経済的な先進地区と後進地区の統合がどのようにして全員に利益をもたらすかを示す．

第 9 章では，世界で最も隔絶した諸国を成功裡に統合するのに必要とされる困難な措置を提示したい．パート

Ⅲの各章はこうすることによって，都市化，地域開発，国際統合という 3 つの積年の政策論議を再検討・再構

築している．

　途上国の混雑した都市は人々に貧困から脱出する力を与えることができるだろうか？　移住というのは移住

する人々と取り残された人々の両方を助けることになるのだろうか？　貿易は世界の富裕層と最貧層の双方を

どのように助けることができるのか？　政策立案者は途上国が直面している 3 つの大きな挑戦課題にどうやっ

て取り組むべきだろうか？　その 3 つの課題とは，スラム街の住民 10 億人，開発の遅れた遠隔地に居住して

いる 10 億人，「ボトムの 10 億人」のことである．本報告書のパートⅢでは，経済統合が解決策になることを

示したい．そのためには，場所にとらわれない制度，場所をつなげるインフラ，場所を絞ったインセンティブ

という政策手段を使えばいいのである．そして，統合が特に困難な場合にはこのような対応策を微調整して組

み合わせるべきである．第 7 章では，経済統合が特大都市，都市，町，村にとって何を意味するかについて説

明する．第 8 章では，経済的な先進地区と後進地区の統合がどのようにして全員に利益をもたらすかを示す．

第 9 章では，世界で最も隔絶した諸国を成功裡に統合するのに必要とされる困難な措置を提示したい．パート

Ⅲの各章はこうすることによって，都市化，地域開発，国際統合という 3 つの積年の政策論議を再検討・再構

築している．
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混雑なしの集中

　1974 年に都市の専門家チームは定期的な作業

の一環として，2000 年に人口が多くなっている

都市の規模を予測した．それによれば，コンゴ

民主共和国の首都キンシャサが現在のロンドンを

上回る 600 万人になる．パキスタンのカラチは

ニューヨーク市にほぼ匹敵する 1,600 万人にな

る．しかし，この予測はまったく外れてしまった

（図 7.1）．キンシャサの人口は現在のロンドンの

約半分，カラチもニューヨーク市の半分にとど

まっている．国の人口予測に関しては総じて正確

だった専門家は，都市の規模となるとなぜ大きく

外れたのだろうか？

　一国内における人口のスペース的な分布の予測

は総人口の予測と同じではない，というのがその

理由である．これまでの章でみてきたように，都

市や先進地区の成長といったスペース的な変化は

経済の変化と密接な関係がある．特に成長と外国

貿易や投資にかかわる経済開放に伴う部門別の変

化が重要である．したがって，都市の規模予測は

経済予測ともいえる冒険的な作業になる．中国の

広州を考えてみよう．2000 年の人口は 1974 年

時点の予測値 450 万人の 1.33 倍以上に達してい

た．逆に，北京は予測値 1,900 万人の約半分に

すぎなかった．スペース的な構造をたちまち変え

てしまった中国経済の自由化と成長を専門家は予

測することができなかったのである．過去のトレ

ンドを単純に延長する代わりに，集積，移住，特

化という市場諸力と，それを支援あるいは阻害す

る政府の政策を検討すべきだったのである．

　現在の予測によれば，途上国の都市は今後 30

年間で 2 倍になり，人口は 20 億人増加する．途

上国の大都市はさらに大きくなって，企業家，労

働者，革新者が要求する都市化の経済を提供する

ことになるのである．しかし，そうなるのは主と

して現在うまくいっている諸国に限られる．中規

模の都市が都市システムの屋台骨であり，より専

門化したニーズをもった生産者が求める地方化の

経済を提供する．小都市や町は引き続き周辺の農

村居住区のニーズに応えるとともに，それに依存

している．農場や村経済が好調な地区では，そう

いった小都市や町も急拡大を遂げるだろう．

　都市や町の台頭につながるスペース的な変化は

秩序立ったものではないだろう．非公式な居住区

（スラム街や貧民窟）が形成され拡大する可能性

がある．うまく機能する土地市場を創設しインフ

ラや住宅に投資するという政府の能力を，労働者

や企業からの需要増加が凌駕してしまうからであ

る．もし現在の先進国が指針になるとすれば，都

市内部の格差に取り組んで，非公式居住区をより

組織化された都市構造のなかに吸収するには数十

年の歳月を要するだろう．農村部から都市部への

移住を制限しようとするのは逆効果であろう．な

ぜか？　密度と多様性を制限すれば，革新と生産

性が窒息するからである．

　政策立案者としては，注意を怠ると，このよう

な変化の足を引っ張ってしまうことになる．柔軟

な規制と弾力的な土地利用転換政策を実施しない

と，都市部は企業や投資家にとって住みにくい場

所になってしまうだろう．農村部に十分な水，衛

生，学校，保健ケアを提供しなければ，村人は時

期尚早に町や都市に向けて追い出されてしまうだ

ろう．急拡大している都市のインフラに投資しな

ければ，混雑がいっそう悪化する．より一般的に

は，様々な種類の場所のスペース的な変化に伴う

ニーズに対して適切な対応をしなければ，混雑や

分裂が足を引っ張って，密度と多様性がもたらす

CHAPTER

――包容的都市化のための政策

CHAPTER7
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完全な利益を享受することはできないだろう．

　本章では，各国が都市化の利益を享受できるよ

うにするために，1 つの政策枠組みを提示したい．

それはスペース的な変化に関して様式化された事

実（第 1 章）と，そのような変化を牽引する集

積経済にかかわる洞察（第 4 章）に基づいてい

る．政策の優先課題とその順番を示すことになる

が，これは都市化にうまく成功した国と苦労した

国の経験に基づいている．主な主張点は次の通り

である．

政策立案者が農村部や都市部など各居住区の

経済的な相互依存関係を認識していれば，そ

の変化を円滑化することができる．各国内の

•

都市，町，村といった階層のなかで，それぞ

れは違う機能に特化するとともに，強い相

互依存関係を築いている．したがって，政策

論議は国家や個別居住区という極端なレベル

で行うべきではない．そうではなく，通常は

州や省を意味する「地区」のレベルで組み立

てるべきである．政策立案者は自らのことを

そのような地区における場所ポートフォリオ

のマネジャーであると考えるべきである．地

区アプローチは国レベルの都市化戦略にとっ

ても有益である．ある地区固有の人口でみた

都市化比率はあらゆるレベル（中央，省，都

市）の政府にとって優先度を決定することに

なるであろうが，国全体の都市化比率はそれ

図 7.1　都市の成長は著しく過大評価されていた
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出所：Satterthwaite (2007)．
注：1974 年に作成された予測値と 2000 年における都市の推定人口を比較．マイナスの数字は 2000 年における都市の規
模が予測よりも大きかったことを示す．
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が意味する挑戦課題の複雑さ全体を示唆する

のに良い指針になるだろう．

政策の挑戦課題は都市化の進展に伴ってより

複雑になる．都市や町は企業や家族に近接性

の利益を提供するが，活動の密集性が混雑，

汚染，社会的緊張をもたらして，利益を相殺

する．ある政策が望ましいか否かは，それが

市場の失敗に取り組むことになり，集中を緩

和するかどうか次第である．例えば，都市化

比率が低い国や地区では，交通渋滞やスラム

街は重大な政策課題ではないだろう．しかし，

都市化が急進展中の地区では，混雑がたちま

ち広がってしまう．また，大都市圏では，そ

れ以外に，貧民窟やスラム街が提起する都市

内部の分裂に取り組む必要があるだろう．

政策の優先付けと順序付けをすれば，発展の

初期段階でも政府が包容的な都市化を円滑化

する助けになる．統合課題の各次元にはそれ

ぞれ違った手段の組み合わせが必要になる．

都市化が初期的な段階にある地区では，政

策の挑戦課題は 1 次元であり，スペース的

に盲目的な制度によって密度を構築すれば

いい．都市化が中間的な地区は 2 次元の問

題を抱えているので，密度を構築するととも

に，スペース的に接続的なインフラによって

経済的距離を短縮する．さらに，都市化が進

んだ地区では問題が 3 次元なので，密度の

構築，距離の克服，スペース的に対象を絞っ

た介入策によって，経済的・社会的分裂（ス

ラム街に起因するものなど）に取り組む．し

かし，政策立案者としては，すべての段階

で，適正な場所で密度を促進するスペース的

に盲目的な制度を第 1 に強調すべきである．

　本章では，まず，場所が集積経済を円滑化する

のを都市化政策でどのように助けることがきるか

について要約する．次に，すでに都市化に成功し

た場所の経験に基づいて，場所のポートフォリオ

管理にとって指針となるように，経済統合の枠組

みに関して概要を示す．最後に，現在の途上国に

おいて実際に稼動している枠組みの事例を検討し

たい．

•

•

場所のポートフォリオ管理に関する原則
　都市化の論議というと，往々にして，過密な都

市，貧困の目に見える集中，すさまじい環境劣化

といったイメージが浮かぶ．これが都市の成長を

抑制し，農村部から都市部への移住を規制すると

いう一般的な政策スタンスにつながる．低および

中所得段階の発展期に輩出したスラム街を一掃な

いし改善するといった地理的に対象を絞った介入

策が，議論を支配することになってしまう．

　本章では，都市化の論議を再構築したい．歴史

的な証拠によれば，途上国の都市化は経済成長の

初期段階では急速に進展し続ける（ただし，都市

化比率の上昇は当該国が中所得の上位の水準に達

する前に完了してしまう）．しかし，密度の上昇

は，もしそれが集積経済をもたらすのであれば，

歓迎されるべきことだ．議論では，都市化のペー

ス，農村部から都市部への移住の規模，あるいは

対象を絞った介入策でスラム街を撲滅する方法な

どに焦点を置くべきではない．そうではなく，農

業経済を都市経済に転換するプロセスの効率性と

包容性に関して議論しなければならない．さら

に，都市化の各段階で生じ得る調整の失敗問題

に，政策はどうやって取り組むのが最善なのかに

ついて議論すべきである．「貧困層は町や都市に

引き寄せられているが，貧困削減を加速化するた

めには，都市化のペースを落とすのではなく，引

き上げることが必要であろう．また，政策立案者

はそのプロセスを邪魔するのではなく，円滑にす

ることが必要であろう」注 1．農村経済から都市

経済への変化は農村部と都市部の両方にかかわる

ので，都市化戦略は農村部の生活と生計を改善す

るための措置も含んでいなければならない（ボッ

クス 7.1 参照）．

原則：場所のポートフォリオ全部について集積
経済を最大化する

　密度の上昇に伴う集中は「分厚い」市場がもっ

ている潜在的な利益を生み出す．しかし，混雑と

不潔ももたらされる．都市政策の主な目的は居住

区が集中増加に伴う不潔，犯罪，時間的損失を削

減しつつ，集積経済を実現しようとしているのを

後押しすることにある．混雑を抑制しつつ集中を
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促進することを不可避的に制約する要因は，優先

課題と同じように，都市化の段階によって異なっ

てくる．

初期的な段階．初期的な都市化の段階にある

地区（都市化比率 25％程度）では，まだ圧

倒的に農業ないし資源ベースであり，経済的

密度が低い．優先課題は単に集積力を円滑に

し，町の機械設備，水車場，工場における内

部的な規模の経済を促進することにある．そ

の場所が市場に好かれるか否かや，どんな目

的で好かれるのかがまだ不明であるため，場

所相互間の中立性が政策立案者の標語であっ

てしかるべきだ．

中間的な段階．都市化が進展するのに伴って，

都市化した地区の内部とその相互間で経済的

な連携が強まる．投入財の共有や知識の波及

効果を活用すべく，同一産業の企業や工場が

数多く集まる．このような地区（都市化比率

50％程度）では，地方化の経済の促進が最

優先課題である．生産と輸送における効率性

が標語となる．

進んだ段階．都市化が高度に進んだ地区では，

経済活動の多様性と集約性に伴う都市化の経

済から生産性と消費にかかわる利益が生まれ

てくる．工業の都市や町にとっては機能性が

•

•

•

目標であったが，脱工業化した大都市圏（都

市化比率 75％程度）にとっては快適性が標

語となる．

政策ルール：順序良く微調整する
　密度，距離，分裂というスペース的な次元を考

えると，このような種類の各場所における政策の

挑戦課題が浮き彫りになる．農村部が圧倒的な地

区では，政策の挑戦課題は 1 次元であり，密度

を構築する必要性に対処することである．都市化

に弾みがついている地区では，挑戦課題は 2 次

元となる．密度を促進しつつ，混雑に起因する距

離の問題を克服する必要性に対応しなければな

らない．都市化が進んだ地区では，挑戦課題は 3

次元になる．すなわち，大都市圏では，密度を奨

励すると同時に距離を克服する必要性もある．そ

れに都市内部の分裂を排除する必要性が付け加わ

る．ここで分裂とは，非公式なスラム街に住む貧

困層が非公式な居住区に分離されていることを意

味する（図 7.2）．

政府措置を検討する際の単位：地区
　一国内の各地区が都市化する速度はまちまちで

ある．不均一性は例外ではなく原則なのである．

規模が様々な居住区の間には相乗作用と相互依存

がある．都市化政策を再構成して，農村から都市

本報告書のメッセージは反農村的か？　答えはノー

　各国の経済地理は農村部対都市部という単純な区分けには
なじまない．密度は連続しているので，相互関係をもった場
所のポートフォリオができあがる．共生がルールなのである．
トップには当該国の先進的な都市がきて，その下には二次都
市，小規模な都市センター，町，村など，一連の居住区が続
く．
　低所得国の場所ポートフォリオは主に農村部で構成される．
このような初期的な都市化の段階では，経済成長に必要とな
るスペース的な転換を円滑化する戦略の軸は，一連のスペー
ス的に盲目的な政策にある．

土地市場にかかわる柔軟で適切に実施されている規則．
財産権を施行し，土地保有権を保護し，土地譲渡を改善
し，土地利用の転換を緩和し（市場ニーズを反映して），
土地課税を強化するためである．
基本的・社会的サービスの提供．教育と健康を改善し，
生産性を引き上げ，労働移動を奨励するためである．

•

•

健全なマクロ経済政策．市場の歪みを削減し，農業に対
する偏見を排除し，事業環境を改善し，競争力を高め，
投資を促進し，新技術を採用するためである．

　このような「スペースに無関係な」政策が農村開発（農業
および非農業経済の両方）を促進するため，すべての場所は
工業やサービス業に参入するための準備ができる．
　このような政策は特に農村家計にとって利益になる．とい
うのは，農村部の非農業経済は農村雇用の 30-50％を占めて
いるからである．逆から言うと，農村家計は多様な経済活動
に従事しており，非農業収入が家計収入の 35-42％を占めて
いる．非農業部門の成長は農業の成長を促進する．なぜなら
ば，投入財が安くなり，収益が農業に再投資され，技術進歩
で農法が改善するからだ

a
．

•

ボックス    7.1

出所：WDR 2009 チーム．
a. Feder and Lanjouw (2001)．
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への転換の全段階における経済的な緊急課題によ

り良く応えるためには，政策の優先度と設計を決

定するに当たってスペース的な尺度を再考しなけ

ればならない．本報告書では，「地区」という適

切な地理的尺度で政策を考えるよう主張したい．

それは州ないし省であり，一般的には，中央と地

方の中間にある行政単位である．単位は農村部と

都市部の連携や都市部相互間の連携を許すくらい

十分な大きさがなければならない．北京市，上海

市，広東省の経験をみると，都市戦略に関しては

意図的に設計した地区アプローチの妥当性を支持

することができる．中国西部の 2 つの地区（成

都と重慶）も都市化について今や同じアプローチ

を採用しており，一定の成果を上げている．

　地区アプローチは都市化戦略を国家レベルにま

で積み上げていくことを排除するものではない．

人口が集中するのは，高密度地区では大都市圏，

中密度地区では中規模都市，低密度地区では小さ

な町や村である．同様に，都市化が進んだ国では

高密度地区に住んでいる人口の割合が高く，都市

化の程度が低い国では高密度地区もあるが，ほと

んどの人は低密度地区に住んでいる．都市化政策

は経済発展の不均一性を考慮に入れるべきなので

ある．

　一国の集計値としての都市化比率は，同国が直

面している都市化の挑戦課題の複雑さを示すのに

良い指標になる．最も単純なケースでは，シンガ

ポールの場合のように，1 つの地区が国全体の特

徴になる．しかし，もっと大きな国については，

慎重に集計することがさまざまな政府レベルで優

先度を決定するのに役立つ．

人口の 4 分の 3 がまだ農村部にいるエチオ

ピアなど都市化が初期段階の諸国では，統合

は単一次元の挑戦課題であり，密度を促進す

ればいい．これら諸国の首都や農業国でさ

え，スペース的な変化に関して複数次元の挑

戦課題に直面している都市が確かに少数なが

ら存在している．しかし，最優先すべきは，

すべての場所に普遍的に適用される一連のス

ペースとは無関係な政策手段である．土地の

利用や取引を規制する市場制度の確立，安

全・学校・街路・衛生など基本的なサービス

の提供がその例である．したがって，サハラ

以南アフリカや中央アジアの諸国では，中央

政府の役割が包容的な都市化の基礎を築くの

に極めて重要である．

都市化が中間的な段階にあるところ（インド

や中国など南およびで東アジア）では，中央

政府と州ないし省の政府は輸送や通信のイン

フラも構築しなければならない．

ラテンアメリカ，北部アフリカ，東ヨーロッ

パの諸国など都市化がもっと進んだ段階にあ

るところでは，中央，州，地方の各政府は中

所得から高所得に前進するための地理的な転

換を円滑にする努力をお互いに同調させなけ

ればならない．

統合の枠組み
　都市化が進展するにつれて政策の緊急課題も変

化するが，政策手段はスペース的に盲目的なもの

からスペース的に対象を絞ったものまでと広範な

•

•

•

図 7.2　都市化の水準に応じて次元が増える

1 次元地区
（密度）

初期的な都市化

2 次元地区
（密度 + 距離）

中間的な都市化

3 次元地区
（密度 + 距離 + 分裂）

進んだ都市化

（村） 密度

（町）

（町）

密度

距離

（中核都市）

密度 距離

（二次都市）

密度

（大都市）

（都市圏）

出所：WDR 2009 チーム．

分裂
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ものが存在する．政策論議では，政府措置のなか

でもスラム街改善プログラムなど，スペース的に

最も明示的なものが過度に強調される嫌いがある

が，一国の場所のポートフォリオすべての統合を

目指す都市化が成功するためには，制度，インフ

ラ，インセンティブといったすべての政策手段を

活用する必要がある．

経済的密度を円滑化するためのスペース的に盲
目的な「制度」

　国内各地の都市化にとって基盤となる制度を構

築する責任は主として中央政府にある．そのなか

で特に重要なのは土地の管理を統治する省庁であ

る．本報告書では，「制度」は次の 3 つの一般的

な措置をカバーしている．法と秩序（特に財産権

の定義と執行），基本的サービスの普遍的な提供，

マクロ経済的な安定性の 3 つである（詳細は「本

報告書をナビゲートする」を参照）．これは中央

政府にとって核となる使命であって，それが実現

するか否かは経済活動の地理的分布を永久に変え

てしまうだろう．

　土地市場にかかわる制度には以下が含まれる．

包括的な土地登記制度，契約執行と紛争解決に

関して信頼できるメカニズム，柔軟なゾーニング

法，土地利用転換を阻害するのではなく支援する

弾力的な分割にかかわる規則など．農業部門をコ

ミュニティ土地権に基づくものから個人の財産権

に変更することは，都市化にとって必須条件であ

る．ひとたび財産権が確立すれば，密度が上昇し

始めても，様々な土地利用の効率的な調整が土地

にかかわる規則と計画によって確保される，とい

うことが証拠で明らかである．しかし，規則があ

まり積極的にすぎると，密度や集積経済の利益を

かえって損ないかねない．同様に，厳格な土地利

用転換ルールは，柔軟性に欠ける規則の結果とし

て，過度に制限的な最低建築基準と同じように，

密度にとって有害になる恐れがある．第 4 の制

度は十分な住宅金融である．

　流動性のある土地市場にかかわる制度は重要で

ある．資産を使用可能な富に転換するには，土

地権利証に体現されている財産権が必要不可欠

である注 2．権利付与という実際的な問題で，な

かでも実施コストを軽んじてはならないが，個人

の財産権にかかわる法的枠組みの強化が阻害され

ることがあってはならない．土地や不動産の市場

が機能するためには，正式な権利証が正しく必要

なのである．保有権にかかわる慣習システムでも

非公式な取引は許容されるものの，正式な権利が

欠如していると，経済的収益率がより高い土地に

転換することが妨げられる．非公式性は土地開発

にとってブレーキとなり，スペースの効率的な転

換を制約する．

　工業化以前のヨーロッパを考えてみよう．土

地にかかわる個人の財産権がより確実になるのに

伴って，イングランドの都市は急速に拡大した注 3．

イングランドが最初に工業化したのは，正しく他

のヨーロッパ諸国に先駆けてそういう制度を導入

したからであろう．ノーベル賞を受賞した経済学

者ダグラス・ノースはこれを使って，土地制度が

長期的な成長と発展にとって重要である点を強調

した注 4．

　個人の私的な財産権が可能になったのは「囲い

込み」運動による．1500 年頃から柵，生垣，そ

の他の方法によって共有地の囲い込みが始まり，

個人に権利が付与された．1545 年までにイング

ランドの約 40％は私人所有となっていた．1604

年囲い込み法は共有地を私有の土地区画に転換す

ることを後押ししたもので，この動きは 20 世紀

初めまで継続した注 5．ほとんどの学者が合意し

ているところでは，イングランドの囲い込みは農

業の生産性を高め，それが労働を土地から解放

し，急拡大していた都市人口を養うための食料余

剰を生み出した注 6．そのおかげで，イングラン

ドは一定の期間，「世界の工場」になることがで

きた注 7．スペースにかかわる制度がどのように

して都市化の引き金になったかついては，デン

マークに関する証拠もある（ボックス 7.2）．

　私的財産権の普及が成長や密度にどのような効

果をもたらしたかについて，別の事例が北アメリ

カやラテンアメリカ・カリブの諸国から出てきて

いる．ヨーロッパ人が入植した初期の頃，カナダ

とアメリカには新世界の他の地域と同じくらいの

経済的潜在性があるものとみられていた（「経済

地理の実際 1：北アメリカにおける距離の克服」
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参照）．1756-63 年の英仏 7 年戦争に勝利したイ

ギリスは，グアドループという小さなカリブ海の

群島（1,628 平方キロメートル）とカナダ（980

万平方キロ）のどちらを，戦利品として要求する

かに関して熱心に検討した注 8．

　北アメリカとラテンアメリカの発展軌跡は大き

く乖離することになる．ラテンアメリカでは，ス

ペイン人の入植者は少数の個人に，広大な土地を

地元民に対する課税権を付けて授与した．習慣法

に基づく共有の財産権が土地利用を決定したの

で，人々は移動がしにくくなった．これに対し

て，北アメリカでは，土地取得に関する障壁はほ

とんどなく，それが土地市場と西部フロンティア

における所有者運営型中心の農業部門の誕生につ

ながった注 9．アメリカの 1862 年ホームステッ

ド法は未開拓公有地に関して，1 人当たり 160

エーカーまで個人の権利を認めたものである．こ

れが強固な財産権制度の基盤を築く始まりとなっ

ている．

　最近の研究では，個人の財産権がうまく執行さ

れている場合，それが重要な役割を果たすことが

確認されている．80 カ国に関する研究によれば，

制度的な質が長期的な成長に果たす役割は，地理

的な要因や貿易開放度よりも大きい注 10．75 カ国

に関する別の研究では，収用リスクの指標で測定

した財産権の確実性は発展の助けになる．そう

いった制度的な効果を除くと，物理的な地理が一

国の平均所得に与える影響は小さい注 11．

　まだ農村部のシェアが高く，都市化が初期的な

段階にある地区ないし国では，財産権にかかわる

制度が急速で持続可能な都市化に対処する政策の

ベースないし主軸となるだろう．これに対して，

土地や財産にかかわる個人の権利が不確実な場

合，土地取引や都市化は分断的になる懸念があろ

う．中国を考えてみよう．土地は農村部では集団

所有になっていて，農民は明確に規定された，あ

るいは保護が完全な土地財産というものを享受し

ていない．中国では土地の工業利用への転換は社

会的紛争を生む．公正な補償のない土地収用は不

適正であるというのが農民の考え方だからであ

る．土地の 90％が共有地となっているサハラ以

南アフリカ諸国でも，同じような問題が存在する．

　都市化の進展に伴い土地利用と建築に関する規

則が重要になる．政府が土地市場を規制するのは

2 つの理由からである．第 1 に，規制によって土

地を異なる使途ごとに適切に分離することができ

る．例えば，住宅地帯に汚染物質を大量に排出

する産業が立地することが防止できる．第 2 に，

土地の私的利用と公的利用の統合を確保すること

ができる．例えば，人口密度の高い地区で輸送イ

都市化を始動させるための土地改革：デンマークにおける隷農に対する支援

　コペンハーゲンの中心部では，「自由の柱」が土地改革を記
念している．記念碑は 1788 年に「隷農」が最終的に廃止さ
れたことを記念したものである．これは中世の西ヨーロッパ
で一般的であった農奴の 1 形態である．18 世紀初頭，自作農
が耕作していた農地は全農地の 1％未満で，土地の大部分は
共有地であった．地主のために働く義務があった「隷農」は，
地主の同意がなければ移動できなかった．しかし，1760 年以
降，ほとんどの共有地は私的所有に転換された．1788-1807
年の間に地主は所有地の約半分を小作農に売却した．1835 年
までには約 65％の土地が自作農の手に渡っていた

a
．20-30

年後，デンマークは工業化と都市化への「離陸」を経験する
ことになった．
　この都市化は農村部が悲惨になるということを意味するも
のではない．構造的，技術的，制度的な変化によって小作農
の価値が低下する一方，小作農の交渉力が高まったというこ
とである．1784 年の行政命令によって，国家に代わって徴税
しなければならないという何世紀にもわたって存続してきた
地主の義務は，かつて自分の小作農だった者に売却した土地

に関しては免除された．1788 年に隷農が廃止されて，小作農
の交渉力はさらに強くなった．信用市場への政策介入も助け
になった．1786 年に土地購入ローンを供与する公的信用機関
が 2 つ設立されて，すでにかなり活発で効率的だった民間の
信用市場を補完することになった．その結果，潜在的な買い
手にとって信用はもはや制約要因ではなくなった

b
．

　政府の土地政策に後押しされた市場ベースの取引を受けて，
大規模な自作農という階級が出現し，後に 1849 年憲法の制定
と民主主義の台頭を牽引する力となる．貧困層や農村住民に
対する教育を後押しすることによって，彼らは基本的サービ
スを普及し，工業化と小さい町を刺激するのに与って力があっ
た

c
．デンマークの人口は急増したが，産業革命以前の社会で

は，人口の増加は農業が繁栄している証拠であった．1890 年
以降，農業は小都市における工業化の進展に波及した

d
．そ

れがデンマークの工業化を推進したのである
e

ボックス    7.2

出所：Thomas Markussen 執筆．
注：a. Henriksen (2003)． b. Henriksen (2003)．c. Henriksen (2003)． d．
Pedersen (1990)．e. Christensen (2004), p. 1．
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ンフラ用のスペースを確保することができる．し

かし，土地利用規則は過度に積極的になって，公

益と私的機会の微妙な均衡を壊すことがある．

　都市の将来は，その都市の将来展望と将来にお

ける土地需要の変化に対する感応度に関して，投

資家がどの程度の信頼を置いているかに左右され

る．過度に厳格な規則は投資家の信頼を損ない，

住宅市場を不必要に歪める．ムンバイを考えてみ

よう注 12．土地と建築に関する規則が過度に制限

的であるため，商業用と住宅用の両方の不動産市

場が制約を受けており，その結果として同市の競

争力が損なわれている．その結果，土地と住宅の

価格に不必要な圧力がかかって，同市の競争力を

損なっている．高さ制限のせいで，ムンバイの建

物は諸外国の主要都市で認められている階数の 5

分の 1 から 10 分の 1 に規制されている．同市の

地形を考えると，香港と同じような高密度のパ

ターンを示すべきであるにもかかわらず，実際に

はほとんどが低層建築となっている（ボックス

7.3 参照）．貧しい労働者の約半数の通勤距離を

見ると，2 キロメートル未満となっている．

　土地利用転換について厳格な制限があると，手

頃な値段の住居不足につながり，都市にやってく

る新規移住者に打撃を与える．このため，年間家

計所得に対する住宅価格（ともに中位数）の倍率

は，アフリカやアジアの多くの諸国ではアメリカ

の大都市の 2 倍にもなっている注 13．バングラデ

シュの 1 人当たり所得は 1,230 ドルと，アメリ

カの 4 万 4,070 ドルの 3％弱にすぎない注 14．し

かし，ダッカの一等地の地価はニューヨーク市と

ほぼ同水準にある．ダッカ中心部では約 20％も

土地が遊休状態になっている．中心部の公有地は

遊休・未開発にとどまる一方，それ以外の土地は

低付加価値の用途（兵営地，公共住宅，公務員住

宅など）に割り当てられている．

　土地開発のパラメーター（最低区画規模，道路

幅，引っ込み，共用施設用の土地など）が厳しす

ぎると，大半の家計は正式に土地が所有できなく

なる．下の区画に対する権利はあっても，上の住

居は正式な建築基準を満たしていないため違法と

なる．基準が緩和修正されない限り，法的な権利

は失われてしまう．このような法規制は官僚主義

と過度な住宅コストにもつながる注 15．アディス

アベバでは，厳しい建築基準が理由で（そうでな

ければ取引可能な権利を獲得できたに違いない），

多くの低所得世帯は「違法不動産」の所有者に堕

している注 16．

　ブラジルの連邦政府は 1979 年に土地利用に関

して国ベースの規則を制定した．区画の最低規

模 125 平方メートル，間口 5 メートルという規

制のせいで，多数の低所得層は公式部門で土地ア

クセスから実質的に排除されることになった．郊

外における低所得層向けの開発の多くは 125 平

方メートルの要件は満たせないため，開発業者が

所有する土地に建てられた．そのような開発は公

式部門の外にあるため，公共サービスを合法的に

は供給してもらえない．したがって，レシフェや

サルバドールなど州都の人口の半分以上は，ス

ラム街ないし非公式地区に居住している注 17，18．

1988 年の民主化以降，都市は非公式部門に対し

てもサービス供給を行うよう奨励されている．国

ベースの最低区画規模要件は有効のままである

が，そういった地区は社会的利益特別区に指定さ

れれば，保有権が確実にしてサービスの改善する

パッケージの一環として同要件が免除される．

　土地市場規制は都市経済に悪影響を及ぼして，

都市化の支援を意図した政策の効果を帳消しにす

る恐れがある．土地市場と社会的サービスに関す

る基本的な制度が整備されない限り，インフラ開

発は阻害され，スペース的に対象を絞った介入策

も効果がないであろう．例えば，過度に積極的な

規制によって地価が人為的に高騰して，住宅補助

金の効果を減殺し，スラム街一掃のコストが高騰

し，住宅金融は大勢の人々にとって手の届かない

ものになってしまうだろう．

　住宅金融にかかわる規制は都市化に影響する．

1980 年代後半の金融制度の規制緩和を受けて，

市場ベースの住宅金融が急拡大した．住宅抵当市

場は先進国では GDP の 40％以上に達している．

しかし，途上国では同市場はずっと小さく，平均

で GDP の 10％程度にとどまっている注 19．公的

な役割はきちんとした規制下で民間の関与を奨励

することにある．例えば，バングラデシュのグラ

ミン銀行，ボリビアのバンコソル，インドの住宅
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ボンベイは市場と戦い，ムンバイでは住民の半数以上がスラム街に居住している

　かつてボンベイとして知られたムンバイは，粛然たる教訓
を提示している．同市の計画担当者は 1960 年代から 70 年
代にかけて，ボンベイの人口は約 700 万人に抑制されるべき
だと決定した．土地規則やインフラ政策もそれに応じて設計
された．しかし，人々がお構いないしに市内に押し寄せたた
め，現在，同市の人口は意図した規模の 2 倍以上に達し，都
市圏としては世界一の人口密度を誇っている．ムンバイの人
口 1,600 万人のうち 54％はスラム街に，別途 25％は劣悪なア
パートに住んでいるものと推定される．
　ムンバイで 1964 年に導入された床面積指数（FSI）a 規則
では，土地区画 1 平方メートル当たりで建物スペースの上限
が規定されている．これがムンバイでは 4.5 倍に設定された．
土地が限られている都市における標準的な慣行は，マンハッ
タン，シンガポール，香港，上海でみられるように，許容さ
れる FSI を時とともに引き上げることである．ところが，大
ムンバイ圏公社は逆方向を行き，1991 年に許容 FSI を 1.33 倍
に引き下げた．FSI が 4.5 倍を超えるムンバイの建物はほとん
どが 1964 年以前に建築されたものであった．ごく最近まで存
在していたルールに基づき，新しい建物は都心のビジネス街
のものも含め，1.33 倍の FSI を遵守しなければならなかった．
その結果，ムンバイの 1 人当たりスペース消費は平均で 4 平
方メートルと，上海の 12 平方メートルやモスクワの 20 平方
メートル以上を大きく下回っている．さらに，同市の人口の

約半分は都心部から 2 キロメートル圏内に詰め込まれている
（ボックス下図参照）．

　一方，住宅コストが高いため，低所得世帯ではそれが所得
の 15-20％も占めている．家賃規制のためムンバイの住宅ス
トックの 30％は凍結状態にあって，荒廃するままに放置され
ている．家主からすると投資する意味がないからだ．財産権
が曖昧で，法的な権利があるのは住宅ストックの 10％にすぎ
ないため，土地の再開発も阻害されている．政府としては歳
入源として財産税と膨張した不動産価格を頼りにしているの
で，建物の高さ制限の緩和に反対するグループと戦うインセ
ンティブがほとんどない．
　その結果として，供給不足と地価高騰の悪循環が生じている．

「ビジネスに最適な都市」の番付表で，ムンバイは 1995-99 年
の間に，世界で第 25 位から 40 位に低下した．インドのなか
では一流のビジネス都市という地位を維持している．2007 年
には投資でチェンナイやバンガロールを凌駕し，国内移住者に
とっては一番の行き先であった．しかし，どのくらい速やかに
規則を改正してインフラを整備するかが，どれくらい長くこの
地位を維持していられるかを決定するだろう．

ボックス    7.3

出所：WDR 2009 チーム ; Bertaud (2003)．
注：a．FSI は建物の延べ床面積の敷地面積に対する倍率である．例えば，
広さ 1,000 平方メートルの敷地の半分に建物が建っているとしよう．その
建物が 10 階建てであれば，FSI は 5 倍ということになる．

ムンバイでは土地をもっとうまく利用すべきであり，人々はそれほど職場に近いところに住むべきではない
km2

海

都心ビジネス街からの距離（km）

家計の割合（％）

全層

貧困層

通勤距離（km）

市外未開発地

市内未開発地

輸送手段

空港
海港
工業
スラム街
住宅地

出所：Bertaud (2003)．

出所：Baker 他 (2005)．

開発金融公社などが考案したようなタイプの民間

イニシアティブが示しているのは，金融制度が萌

芽期にあり，法規制体系が脆弱な諸国でさえ，無

担保融資は住宅金融を涵養することが可能だとい

うことである．単純な，執行可能で，慎重な抵当

契約を確立することが，良いスタートになる．一

国の金融制度が発達して成熟化すれば，公的部門

は抵当証券の流通市場を奨励し，金融革新を推進
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し，抵当権の証券化を拡大することができるだろ

う注 20．

　持ち家は，通常はその家計にとって他を圧倒す

る唯一最大の資産であり，富の形成，社会保障，

政治にとって重要である．自宅を所有している

人，あるいは確実な保有権をもっている人は，コ

ミュニティに対しても大きな利害関係をもつこと

になるため，犯罪の減少，統治の強化，環境条件

の改善を要請する可能性大であろう注 21．

密度までの距離を削減するためのスペース的に
接続的なインフラ

　土地市場を統一して労働移動を円滑化する政策

は，都市化のあらゆる段階で経済的密度を構築す

るのに引き続き重要である．しかし，さらに進ん

だ都市化がもたらすさらに複雑な挑戦課題に取り

組むには不十分である．ソウルや上海では，市街

地の交通は平均で時速 8 キロメートルと遅い．バ

ンコク，マニラ，メキシコシティでは時速 10 キ

ロ以下，クアラルンプールやサンパウロでは平均

15 キロ以下となっている．ジャカルタ，キンシャ

サ，ラゴス，マニラの労働者は通勤に平均 75 分

かかっている注 22．そのような地区では，密度の

上昇に伴う利益は混雑で帳消しになってしまう．

包括的な都市化という優先課題として，スペース

的に接続的なインフラがスペース的に盲目的な

（配慮しない）制度に追加されなければならない．

　接続的なインフラは制度を必要とする．成功し

ている都市は交通渋滞の高まりにスペース的に接

続的なインフラで対応している．しかし，成功し

ている都市すべてにおいて，インフラに先立って

（都市化が急進展しているところではインフラと

同時に），流動性のある土地市場と権限をもった

地方政府が存在している．政策の順序としては，

経済的集中に適した条件を整備するためのスペー

ス的に盲目的な措置の後に，混雑に対処するため

の接続的な政策がくる．

　19 世紀のイギリスが例証になる．統治体制が

町ごとに大きく違っていたが，1832 年の選挙法

改正と 1835 年地方自治体法によって，地方政府

の組織化が図られた注 23．自治体当局は私的所有

の下水・水・ガスのシステムを公的所有に変更

した．1880 年代になると，民営の公益事業・輸

送・その他サービスと競争するために，土地の購

入に着手している．その過程で，自治体当局は多

種多様な既存民間システムを統一化し，下水・排

水を水システムから分離し，基本的サービスの提

供範囲を貧困地区にまで拡大した注 24．土地調査

委員会は土地関連問題とスペース的に接続的なイ

ンフラには関係があることを次のように認めてい

た．「自治体の土地所有，町の計画，輸送システ

ムの構築は同一歩調で進展し，互いに助け合うこ

とになるだろう」注 25．19 世紀末までに，土地市

場を統治する制度は成熟化して，変化する都市の

要求に合わせて変更されるようになっていた注 26．

　このような背景があって，イギリスの都市化は

急速に進展した．1830 年の 1 人当たり GDP の

平均値は 1,749 ドル（1990 年の国際的ドル）で

あったが，これは 2003 年のホンジュラス，モ

ザンビーク，あるいはパキスタンの水準にほぼ

相当する注 27．都市化比率は 1830 年の 28％か

ら 1910 年には 69％にまで上昇した注 28．都市の

階層のなかで最上位にあったロンドンの人口は，

1830 年の 200 万人から 1900 年の 660 万人へ

と著増している注 29．

　制度とインフラは継続的に変化しなければなら

ない．各地区が都市化し，国が発展するのに伴っ

て，公共輸送システムも複雑になり，土地利用に

関する法律など制度も順応していかなければなら

ない．新しい輸送網を建設するためには連続した

広大な土地を購入する必要があるが，立ち退き拒

否があると莫大なレントが発生したり，プロジェ

クト全体の挫折につながりかねない．土地所有者

に対する公正な補償を行うという保護措置を講じ

た上で，強制的な購入（アメリカでは「収用権」

という）が必要であろう．もう 1 つの保護措置

は購入した土地は「公共利用」に限定するという

ことであるが，これをどの程度広く解釈するかは

議論を呼ぶ可能性がある．

　アメリカでは 19 世紀半ばまでに，かなり明

確に定義された財産権制度が整備されていた．

ニューヨーク市では，過去 1 世紀の間に輸送ネッ

トワークが拡大し市のニーズも変化するにした

がって，その制度も変化を続けた．1916 年ゾー
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ニング決議を修正して，人口と土地利用の変化に

対応したのである．移住の波を受けて，同市の人

口は 1916 年の 500 万人から 1960 年にはほぼ

800 万人にまで増加した．新しい大量輸送ルー

トや成長の回廊が作られた．さらに，大量生産に

よる自動車が増加して，ニューヨーク州の自動車

登録台数は 1915 年の 9 万 3,000 台から 30 年の

200 万台へと爆発的な増加を示した注 30．ますま

す複雑化する都市化に取り組むため，1938 年に

は都市計画委員会が創設された．様々な研究や公

開討論を経て，1916 年ゾーニング決議は 61 年

に廃止された．それに取って代わった新しい決議

は駐車要件を盛り込み，オープンスペースを強調

した．

　このゾーニング政策は当時の先進的な理論に基

づいていたものの，時の経過に伴って不都合な側

面が明らかになってきた．オープンスペースを強

調した結果として，建物が周囲を圧倒するという

状況が出現するようになった．それ以来，新しい

アプローチが開発されて，土地利用の転換が変化

するニーズに感応的になった．都市計画局の新し

い弾力的なアプローチを受けて，増加した密度を

維持できる活気のある都会的な街の光景を生み出

すような土地利用の混合が奨励されるようになっ

た注 31．

　ニューヨーク市はスペース的に接続的な政策に

とっては，スペース的に盲目的な制度を変更する

必要性が生じてくるということを示す適例となっ

ている．両者が相互作用したおかげで，マンハッ

タン，ブロンクス，ブルックリン，クイーンズの

人口密度は，1820 年の 1 平方キロメートル 230

人 か ら，1900 年 5,000 人， 現 在 約 1 万 2,000

人へと増加することができたのである．

　都市化が成功するためにはますます広い地区を

接続することが必要である．密度が混雑をもたら

すのは不可避である．効率的な地下鉄システムが

密度を促進しながら混雑を減らすのに大きな効果

があることは，ニューヨーク市の例でよくわか

る．鍵は大量輸送にかかわる統合的なシステムに

ある（ボックス 7.4 参照）．稠密な中心街や摩天

ニューヨーク市の管轄区を拡大する

　ニューヨークの地下鉄システムは世界で最も忙しく，最も
広範囲にわたっている．総延長 800 マイルのレールの上を
走っている 26 の路線で，毎日 500 万人の乗客を運んでいる．
ニューヨーク市を中心とする都市圏が拡大するのに伴って，
通勤用のバス網や鉄道網も拡大している．ニューヨーク市の
通勤列車システムはアメリカのなかでは最も広範囲にわたっ
ており，約 250 駅と 20 路線を擁し，年間 1 億 5,000 万人の乗
客を輸送している

a
．

　ニューヨーク市の公共輸送機関は，1820 年代後半に馬が引
く乗合バスということで始まった．初の蒸気機関によるケー
ブルカー路線が 1883 年に開業している．電動式のトロリーバ
スがそれを代替したのは 1909 年のことで，以来 70 年間にわ
たり市内の 5 つの区すべてで運行されていた．最初の高架式
鉄道（「el」という）が 1868 年に開通した．1880 年までにマ
ンハッタン住民のほとんどは「el」から徒歩 15 分以内という
ことになり，これで混雑した街路の頭上を行き来できるよう
になった．
　1880 年代には移民が急増して，過密が蔓延した．ロンドン
のように，地下鉄網が必須であると考えられるようになった．
地下鉄システムに弾みをつけたのは，通りが完全に麻痺した
1888 年 3 月の暴風雪である．地下鉄はマンハッタン内で人を
輸送するだけでなく，未開発地区を接続することを念頭に設
計された．
　長期に及ぶ政治論争を経て，地下鉄計画は 1894 年に承認さ
れた．1904 年に自治都市間交通高速運送会社が開業して，開

通式当日には 10 万人を超える乗客を運んだ．時速 40 マイル
近いスピードで走る地下鉄はトロリー（時速 6 マイル）や高
架鉄道（時速 12 マイル）に比べてずっと速かった．今やより
大勢の人をより高速で輸送できるようになったのである．
　増加中の人口を収容できるよう輸送システムを速く拡張す
るというのは際限のない戦いであった．現在でも使われてい
る地下鉄システムのほとんどは 1913 年から 1931 年の間に建
設されたものである．乗客数は 1901 年の年 5 億人から 1929
年には 25 億人に著増した

b
．ニューヨーク市は 1940 年に 3

つの独立した地下鉄路線を公的所有の下で統一して，輸送開
発に関してより統合的なアプローチができるようにした．
　その結果，包容的で持続可能な都市化が進展した．ニュー
ヨーク市交通局は 1968 年以降，5,000 平方マイルに及ぶ広域
で営業している．2000 年の国勢調査によると，ニューヨーク
市はアメリカのなかで世帯の自動車保有率が半分以下（マン
ハッタンではさらに低く 25％以下）という唯一の区域になっ
ている．全米平均は 92％である．アメリカ全体では 3 人に 1
人が公共大量輸送機関を使っているが，全米の鉄道利用者の
3 分の 2 はニューヨーク市とその郊外の住民である

c
．

ボックス    7.4

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．The New York City Transit Museum Teacher Resource Center, and 
the Port Authority of New York and New Jersey Official Web site． b．The 
New York City Transit Museum Teacher Resource Center． c．The New 
York City Transit Museum Teacher Resource Center．
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楼が実現可能なのは，何万人という労働者が中心

街のオフィスまで効率的に通勤できる場合に限ら

れる．

　長期的に成功しても一時的な混雑は排除できな

い可能性はあろうが，いずれにしても柔軟な制度

が必要である．1860 年に発行されたイギリス作

成の小冊子は次のような観察を述べている．

　ロンドンの通りは年々，いや日々，混雑が

ひどくなっており，もっと効率的な是正策が

なければ，ウェスミンスターとシティの間は

行き詰まってしまうに違いない．偉大な都市

があたかも手錠をはめられて横たわり，自ら

の富の重みの下敷きなって，喘ぎ，疲れ切っ

ているようだ注 32．

　ロンドンの混雑は 1939 年時点の平均交通速度

でみて時速 8 マイル程度と注 33，現在のロンドン

中心部の 10-11 マイルと大差がなく注 34，解決に

近付いたとは決していえない状態であった．これ

が混雑の「均衡水準」なのかもしれない．ロンド

ンに関して，この均衡と整合的な経済的密度はス

ペース的に接続的なインフラの質に依存する．こ

の意味で，このようなインフラに対する追加的な

投資の価値は，混雑が長期的に緩和する場合で

も，一定の混雑水準において経済的密度の継続的

な上昇する場合ほど大きくない．混雑というのは

交通時間という１つの稀少な資源を，土地という

さらに稀少な別の資源で代替した結果なのであ

る．都市部の土地を混雑が完全に排除された道路

にあまりたくさん充当するのは効率的ではない．

ある程度の都市部の混雑は最適状態になっている

可能性がある．ただし，単に政策立案者があわて

て制度やインフラを見直し新しくしなければなら

ないという理由からである．

　都市が特化するに伴って，ダイナミックな地区

では都市間インフラが優先事項になる．都市とそ

の周辺地区の間には相互共生関係があるが，都市

部の階層には他の都市との経済関係も含まれてい

る．都市間の輸送リンクは集積経済を強化し，補

完的で専門的な機能を生み出す．アメリカでは，

北東部の沿岸をボストンから，ニューヨーク市，

フィラデルフィア，ボルティモアを経由してワシ

ントンにまで広がる大都市圏は，高速道路と鉄道

によって結ばれている（貨物鉄道は 1827 年に初

めてボルティモア - ワシントン間を結んだ）注 35．

日本もスペース的に接続的なインフラに投資し

て，東京 = 横浜と大阪 = 神戸という 2 大都市圏

を接続している（ボックス 7.5 参照）．

　韓国ではソウル = インチョン圏（北西部）とプ

サン圏（南東端にある第 2 位の都市）は，1905

年に早くもキョンブ鉄道によって結ばれたが，

1970 年には総延長 400 キロメートル強のキョン

ブ高速道路よる連結が加わった．さらに，2004

年には韓国高速鉄道（KTX）という新幹線が 2 時

間で両都市を結んだ．珠江三角州（中国で工場が

点在し高速道路で結び合わされている地区）で

は，数都市の経済があまりに効率的にリンクされ

ているので，ある大手エレクトロニクスメーカー

の社長は，「事実上，われわれはこの地域全体に

わたって点在している単一の巨大な工場である」

と語っている．

　需要管理と公共輸送はより高密度の発展を促進

する．接続性を高めるための手段は多数あり，そ

のいくつかを列挙すれば以下の通りである注 36．

輸送オプションを改善する――例えば，乗車

率の高い車の利用を増やすか，あるいは優遇

するなど，輸送管理の改善を通じて．

土地利用を管理する――輸送指向型の開発，

あるいは確立した公共輸送ルートに沿った新

規開発を優遇する賢い成長を通じて．

一般的な政策やプログラムを打ち出す――貨

物輸送の管理や市場改革など

　価格設定メカニズムは自家用車の利用を最適化

するのに最も有効であろう．極端ではあるが有効

なのは，シンガポールにおける自動車購入権の

競売である．自動車税を加えると，シンガポール

で自動車を購入するコストは世界価格の 4 から 5

倍に達する．アムステルダム，ロンドン，ストッ

クホルムにも，時間帯と混雑水準に応じて道路利

用に賦課する制度があり，ピーク時の交通量と排

出が大幅に減少している．渋滞課税による歳入は

•

•

•
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c．しかし世界は分断されている

年

日本における 1860-1980 年の集中促進：東京 = 横浜と大阪 = 神戸のスペース的に接続化の政策

　日本の製造業はスペース的に集中している．このトレンド
は 1860 年代の明治時代にまで遡ることができる．東京では，
国営工場と民営の工業団地が主要河川沿いに肩を並べて集中
していた．小規模な機械工場が次第に集まり，工業は東京，
横浜，さらに南方の地区を結ぶ新しい鉄道の東海道路線に沿っ
て南に拡大した．
　第 2 次世界大戦後，対米輸出が増加し始めると，工業生産
は東京と横浜を中心とする京浜工業地帯と，大阪と神戸を中
心とする阪神工業地帯に集中するようになった．これが原因
で，大きな交通渋滞，水不足，大気・水の汚染につながった．
1962 年に日本政府は対応策として全国総合開発計画を打ち出
した．これは東京と大阪という中核となる集積地をリンクす
ることによって太平洋沿岸工業地帯を積極的に発展させると
ともに，その間に新しい工業地帯を確立することを狙ったも
のである．新幹線，その他基幹鉄道，高速道路，港湾などに
対する投資が行われた（ボックス地図参照）．
　遠隔地の新しい工業クラスターに対する大規模なインフラ
投資にもかかわらず，それらは太平洋沿岸工業地帯から産業
を引き付けることができなかった．1950 年代から 70 年代に
かけて驚異的な高度成長を遂げた時期に，労働者の方が移動
したおかげで，企業の方はスペース的な集中を続けたのであ
る．ただし，混雑した中心部から周辺の新しい工業地帯に移

転するという大規模な動きはあった．都心部のクラスターに
とどまった企業も標準品からハイテク品や新しいモデルに高
度化を進めた．これは多様な経済活動から生じる都市化の経
済と熟練者や才能の大きなプールを活用したものである．中
心部の集積地に中枢的な管理機能を維持した他の企業の場合，
それは銀行，政府官庁，主要な産業団体などとの対面型コミュ
ニケーションの便宜に伴う利益を享受するためであった．
　伝統的な工業地帯から脱出した産業は機械や電化製品の輸
出業者が中心である．そのような産業も新しいクラスターで
同種の関連製品を生産することに伴う地方化の経済を引き続
き享受している．これら産業は東京と名古屋を結ぶ東名高速
道路に沿った立地をしているおかげで，都市中心部にある市
場やハイテク企業への簡単なアクセスが確保できている．
　過去数十年間にわたる工業の地理的な分布は，集中を促進
しつつ，密度上昇に伴う不潔や時間的損失を阻止するという
政府の努力を反映したものである．このような政策は企業の
収益動機に干渉することなく，集積経済を強化した．政府の
政策と市場諸力が経済成長を維持するためにスペース的に相
互に強め合ったのである．

ボックス    7.5

出所：Keijiro Otsuka and Megumi Muto 執筆．

主要鉄道

主要高速道路

接続している日本の都市は京浜と阪神の集積経済を道路と鉄道によって円滑にしている

北海道

本州

四国

九州

札幌

東京
大阪

出所：WDR 2009 チーム．
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公共輸送に対する再投資用に限定することもでき

るだろう．しかし，このような制度は効率的な料

金徴収を確保するための技術に膨大な投資を必要

とする．

　実施がもっと容易なのは，市内の全体あるいは

一部の車の数を削減する単純な規則ないし交通計

画であろう．テヘランでは，市内中心街の一部に

進入できるのは必需の交通に制限されている．ブ

ダペストやブエノスアイレスでは，市の中心部は

公共交通手段で簡単に行けるので，歩行者限定の

区域に指定されている．イェーテボリ（スウェー

デン）とブレーメント（ドイツ）は，自家用車に

よる他の地区（「細胞」という）とのリンクを制

限し，公共輸送機関の利用を奨励している．イン

ドのチャンディーガルでは，基幹道路の交通を緩

和するために，約 160 キロメートルにわたって

幅の広い自転車専用線が設定されている注 37．最

も一般的に実施されている規制は，登録したプ

レートナンバーに応じて特定日の自動車利用を制

限するというものである．これが実施されている

のは，アテネ，ボゴタ，ラゴス，マニラ，メキシ

コシティ，サンティアゴ，サンパウロ，ソウル，

シンガポールなどである．このような措置は世論

に広く容認されたため，予想外に実施が容易であ

ることが判明している注 38．

　需要管理は移動性を高めるのに最も費用対効果

がいい手段である．しかし，特に急拡大が進行し

ている都市では，最善の政策を実施している間に

も交通量は増え続けるだろう．公共輸送インフラ

に対する投資によって，市内の相異なる地区を接

続し，土地利用や都市部の拡大を誘導することが

できる．大量高速輸送手段としては，地下鉄，郊

外鉄道，バス専用車線などがあり，すべてが分離

されていない混雑した道路を運行するバスに比べ

れば，ずっと優れた収容力と性能をもっている．

しかし，郊外鉄道や地下鉄は固定資本に対して大

規模投資を必要とする．そこで，バス専用車線

（およびより洗練された親戚といえる「バス高速

輸送」）が人気を集めつつある．

　ラテンアメリカでは最も一般的なバス専用車線

は，設定するのに 1 キロメートル当たり約 1,000

万ドルのコストがかかる．運用されているのはコ

ロンビアのボゴタ，ブラジルのクリティバとサン

パウロ，エクアドルのキトであるが，他の多くの

都市でも計画ないし設定作業が進行中である．1

キロメートル当たり 1,000 万から 3,000 万ドル

とコストがやや高い代替手段としては，短距離を

カバーする路面電車の近代版といえる軽快電車が

ある．通常は重軌条の地下鉄に接続している．軽

快電車があるのは香港，クアラルンプール，シン

ガポール，シドニー，チュニスである．

　最も高価な大量高速輸送手段は都市圏の地下鉄

システムであるが，収容力が最も大きい．建設コ

ストは平均でキロ当たり 1 億ドルに達し，世界

中で先進国を中心に同システム数が 200 に満た

ない理由となっている注 39．しかし，その数は増

加中である．中国，インド，ベネズエラが最近建

設している．都市がある一定の規模と密度に達

すると，職場が集中している中心街まで大量の

人々を輸送できる唯一の輸送モードは地下鉄をお

いて他にない．そのような密度を可能にするこ

とによって享受できる利益には，効率性と生産性

の利益が含まれる．これは伝統的には工業の利益

であったが，サービス業の利益も大きくなってい

る（第 4 章参照）．また，エネルギー消費の減少，

汚染の減少，（相互作用を増やし都市内部で車に

頼らない短距離交通を奨励する）コンパクトさの

高まりといった利益もある．コンパクトで密度が

高い都市は気候変動の至上命題にも対応している

といえるだろう（ボックス 7.6 参照）．

　公共輸送手段はそれ自体で成功ではあるが，密

度がさらに高い段階の新しい開発を促進し，それ

がまた場所相互間の距離を短縮しながら，公共輸

送手段が成功するのを許容することになる．これ

らすべてを管理するには忍耐と，底から積み上げ

るという規律が必要とされる．土地や不動産にか

かわる市場の制度（確実な財産権，柔軟な土地利

用規則，土地転換の緩和などを含む）の確立と強

化は容易ではない．しかし，そのような制度に対

する公約がなければ，また，接続的なインフラへ

の投資がなければ，スラム街に対処しようとする

対象を絞った介入策が機能する可能性は低いであ

ろう．
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地球温暖化が要請しているのは違った形の都市であって，都市化の抑制ではない

　都市化というのは工業化に伴うものであり，したがって，
二酸化炭素（CO2）や他の温室効果ガスの排出量を増加させ
る．また，富の増加は，例えばモータリゼーションを通じて，
エネルギー消費の増加につながる傾向がある．しかし，地球
温暖化を懸念するということは都市化を抑制すべきであると
いうことを意味するものではない．それどころか，経済的密
度はもっと促進されるべきだろう．
　19 世紀にまで遡る歴史的なデータによれば，現在の先進国
は 20 世紀を通じて都市化し工業化しながら，1 人当たり炭素
排出量の増加を経験した

a
．途上国における工業化，モータリ

ゼーション，したがって，炭素排出量は先進国が発展のもっ
と早期段階にあった時の軌道を追随している

b
．例えば，ド

イツの 1 人当たり炭素排出量は 1880-1900 年の間に，0.8 メー
トルトンから 1.6 メートルトンに倍増している．アメリカと
イギリスでは，1900 年当時の同じ数字は約 2.5 トンであった．
現在の途上国における平均排出量は，ドイツ，アメリカ，イ
ギリスの 1880 年および 1900 年の 1 人当たり GDP と同じ水
準にあるとした場合に比べて少ない．例えば，ボツワナの自
動車排ガス量は 1 人当たりで，1987 年 0.36 トン，96 年 0.57
トンとなっている（ボックス図参照）．
　ほとんどの途上国におけるトレンドからは，炭素排出量が
総計と 1 人当たりの両方で増加を続けるということが示唆さ
れる．途上国において予想される都市化と炭素排出量の増加
に対する政策対応としては，都市の成長を防止するというこ
とであってはならない．成長と貧困削減に関する証拠に基づ
けば，これは実現可能でも望ましくもない．そうではなく，
都市の成長（今後 20-30 年で 2 倍になる都市が多い）を管理
して，現在の成熟した多くの都市よりもずっと炭素効率性が
高い都市部を創造すべきなのである．
　中心が 1 つの構造で，人口密度が高いと，自動車交通の長
さと回数が減少する

c
．都市が凝縮していれば，輸送で消費

するエネギーは減少し，住居に使う土地は少なく，暖房に消
費するエネルギーも少なくてすむ．いくつかの研究によれば，
人口密度の高さは炭素排出量と負の相関関係にある

d
．ス

ウェーデンと日本は国家レベルで，インセンティブや規則を
活用して，経済の排出集約度を大幅に削減している．都市レ
ベルでは，密度と距離を削減する賢い選択を強調することが
同じ効果を発揮するのに役立つだろう．そのためには凝縮性
を優遇する土地利用政策と都市のあり方にとって指針となり，
便利で効率的な公共輸送手段を提供する輸送政策が必要であ
る

e
．

　アトランタとバルセロナが都市の成長に関して代替的なシ
ナリオを例示している．両都市の人口は 250 万から 280 万人
程度でほぼ同じであるが，1990 年の人口密度はアトランタが
ヘクタール当たり 6 人に対して，バルセロナは 176 人と大差
があった

f
．密集した地区内の 2 点間で考えられ得る最長の距

離をみると，アトランタの 137 キロに対してバルセロナはわ
ずか 37 キロである．1 人当たり CO2 排出量については，ア
トランタ 400 トン，バルセロナ 38 トンである

g
．アトランタ

の地下鉄網は総延長 74 キロであるが，その駅から 800 メー
トル以内に住んでいる人口はわずか 4％にとどまる．一方，
バルセロナの地下鉄網は 99 キロに及び，人口の 60％は地下
鉄駅から 600 メートル以内に居住している．大量輸送手段を
利用している人口の割合は，アトランタでは 4.5％でしかない
のに対して，バルセロナでは 30％に達している．アトランタ
がバルセロナと同じだけの地下鉄アクセス可能性を達成する
ためには，3,400 キロの追加的な地下鉄軌道と約 2,800 の新駅
を建設しなければならない．そうすれば，アトランタはバル
セロナがわずか 99 キロの線路と 136 の駅で実現しているの
と同じ乗客数を運ぶことができるようになる．
　密度が大きな違いをもたらすのである．

ボックス    7.6

各国はエネルギー軌道を変えることができる

1 人当たり炭素排出量（メートルトン）

ドイツ，フランス，
カナダ，イギリス，アメリカ
1880-1940

1 人当たり GDP（1,000 ドル，ゲアリー = カーミス方式による 1990 年の国際的ドル）

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Marland, Borden, and Andres (2007)． b．World Bank (2002), figure 
2.1; Lanne and Liski (2003), figure 1, 4, 5; 途 上 国 の デ ー タ は http://cdiac.
esd.ornl.gov/ftp/ndp030/nation.1751_2004.ems． c．Bento 他 (2003)． 
d．Scholz (2006); Vance and Hedel (2006); Golob and Brownstone (2005); 
Ingram (1997); International Union of Public Transport． e．Bento 他 (2003); 
Scholz (2006); Vance and Hedel (2006); Golob and Brownstone (2005)． f．
Bertaud (2004)． g．Kenworthy (2005)．

出所：炭素排出量のデータは Oak Ridge National 
Laboratory, U. S. Department of Energy のウェブ
サイト（http://cdiac.esd.ornl.gov/ftp/ndp030/
nation.1751_2004.em）で入手可能 ; Lanne and 
Liski (2003)．
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社会的・経済的な分裂を削減するためのスペー
ス的に対象を絞った介入策

　都市化が進んでいる地区が直面する 3 次元の

問題については，スペース的に盲目的な手段と接

続的な手段によって，都市の境界内部の社会的・

経済的な分裂（最も目に付くのはスラム街）に取

り組むためには，スペース的に対象を絞った介入

策で補完されなければならない．経験に基づく教

訓によれば，スペース的に対象を絞った努力が成

功するのは次のような場合である．土地市場が比

較的うまく機能している場合，基本的な社会的

サービスが広くアクセス可能になっている場合，

接続的なインフラが都市中心部と周辺部をリンク

している場合．

　制度とインフラは介入が成功するための大前提

である．スラム街を統合するプログラムで成功し

たものをみると，スペース的に盲目的な政策とス

ペース的に接続的な政策をベースに策定されてい

る．このような統合政策には，住宅市場の機能を

効果的に統治する制度の確立，すべての居住区に

対する社会的・基本的サービスのスペース的に盲

目的な提供，新しく開発された住宅地帯を接続す

るための輸送インフラ投資が含まれている．

　スラム街を一掃するためには，地方自治体に行

動を起こすための権限を付与した法律的な根拠

と，土地を農地から宅地ないしその他の用途に秩

序立った転換を円滑化する制度が必要である．と

同時に，郊外開発は都市と郊外や周辺の郡との輸

送接続を改善するという進行中のプロジェクトに

加えて，基本的なアメニティと社会的サービスを

提供することによって，初めて実現可能になる．

　ロンドンではビクトリア朝時代に，スラム街の

悲惨な状況について社会的な批判が大きくなった

ことが，スラム街を一掃ないし改善する契機と

なった．しかし，その努力に先駆けて，住宅市場

や輸送システムを改善する措置が実施されてい

た．1890 年労働者階級住宅法に基づき，地方自

治体は労働者階級向け住宅を建設し，不適切な住

宅がある地区を一掃する権限をもっていた．同法

の修正によって，地方自治体にはスラム街一掃ス

キームに基づいて建設された住宅を維持する権限

が付与され，将来的に公共住宅制度の道が開かれ

た．輸送の改善も解決策の一環として含まれてお

り，それは 1901 年に開催された会議でも明らか

である．その会議のテーマは，「ロンドンの住宅

難解決に向けた第 1 歩としての交通手段の改善」

ということであった．同会議では次のような決議

が採択されている．「都市部の中心地から四方に

広がり，安価で，速く，自治体の所有下にある完

全な輸送システムは，住宅問題に対処するための

重要な第一歩である」注 40．接続的な政策が対象

を絞った介入策に先行しなければならない，とい

うことをロンドンっ子は明らかに理解していたの

である．

　スペース的に接続的な輸送インフラの改善とロ

ンドンのスラム街問題の関係は，正しく当時の

政策対話のなかで明確にされていた．1890 年の

「ロンドン労働者用低運賃列車法案」は，「労働者

用列車」の運賃にかかわる規定の延長と規制の強

化を提案している．民間鉄道会社は 1883 年にす

でに，郊外に住みロンドン中心部で働いている労

働者階級に手頃な価格の通勤手段を提供するた

め，このような列車の投入を法律で義務付けられ

ていた．通勤コストを引き下げれば，郊外を開発

して，ロンドンの中心街では混雑緩和が図れると

いう考え方である．

　同様に，19 世紀後半から 20 世紀前半にかけ

て，北アメリカや西ヨーロッパの政府は大規模な

スラム街撤去と代替住宅供与の作戦を展開してい

る．土地所有者は補償され，スラム街が除去され

た土地は再開発のために売却された．このような

プログラムは輸送インフラの急速な拡大がなけれ

ば成功しなかったであろう．新しい輸送システム

が都市の周辺ないし郊外を「切り開く」助けに

なって，都市部周辺地帯の住宅が不動産開発業者

と都市部労働者の双方にとって魅力的になったの

である．これに伴う郊外への脱出は，多くの産業

が周辺地帯に移転した原因でもあると同時に，そ

の結果でもある．また，それは基本的な社会的

サービスやレクレーション用アメニティが普及し

た時期に一致している．

　スラム街を都市に統合する政策は制度とインフ

ラが整備されていたところでうまく機能した．第

2 次世界大戦後，スウェーデンでは都市化が急進展
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し，ストックホルムの人口は 1950 年の 74 万 1,000

人から 1980 年の 139 万人へと急増した注 41．ス

トックホルムでは住宅ストックが不十分で荒廃し

ていたため，家賃はヨーロッパの他の都市と比べ

て割高であった注 42．これに対応して，スウェー

デン政府は 1945 年の王立住宅委員会を設立し

た．ストックホルムを初めとする都市のスラム街

を取り壊して，そこの居住者を都市の周辺地帯に

ある設計の良い高層建築による公共賃貸住宅に住

み替える，というプランが策定された．第一世代

の住宅用高層建築は，サービスセンターに加え

て，学校，診療所，レクレーション施設，ショッ

ピング施設の提供と一体的になっていた．都市中

心部へのスペース的な接続性は輸送手段に簡単に

アクセスできるようにしたことで確保された注 43．

　スウェーデン当局は 1960 年代および 70 年代

を通じて，都市部の生活条件を管理して，継続

的に格上げしていった．政府は「百万戸プログラ

ム」の下で，都心部の不潔と過密に終止符を打つ

という目標を自らに設定した．1965-74 年の間

に毎年 10 万戸を新規に建設した結果，スウェー

デンの住宅ストックは 3 分の 1 も増加して 300

万戸に達した注 44．新しい居住区は学校や診療所

を初めとする基本的なアメニティを提供してお

り，うまく計画された交通システムを通じて都心

の職場につながっている注 45．

　同じような教訓がアメリカからも得られる．19

世紀末にかけて，アメリカの博愛主義者たちはス

ラム街居住者が直面している困難について関心を

もつようになった．宿泊所の建設に際して最低基

準が確保できるような建築規則を強く求めた注 46．

しかし，政府が住宅供給に積極的になったのは

1930 年代になってからのことである注 47．大恐

慌後，1937 年ワグナー = スティーガル法に基づ

いてアメリカ住宅局が創設され，荒廃した地区を

一掃して代替住宅を建設する地方の住宅当局に対

して，補助金付きのローンを供与することが可能

になった．確固とした法的枠組みができたおかげ

で，連邦および地方政府，市民社会組織，民間の

開発業者は協調してスラム街に取り組むことがで

きるようになった．都市部内の便利な公共輸送シ

ステムのおかげで，新たに開発された居住区は各

地の都市経済との接続性が確保された．インフラ

が改善するにつれ，特に 1965 年住宅都市開発法

が制定されて以降，裕福な住民は都心を後にして

郊外に向かうようになった注 48．

　スラム街問題に対象を絞った政策を実施する大

前提としては，接続的なインフラの改善が必須で

ある．これには時間がかかる．しかし，香港とシ

ンガポールがともに示しているところでは，2-3

世紀ではなく，20-30 年間で実現可能である．ス

ピードの違いはあるにせよ，政策の順序は同じよ

うである．スラム街を統合する対象を絞った政策

は，地理的に盲目的な政策と接続的な政策を実

施する前に行うことはできない（ボックス 7.7 参

照）．

　対象を絞った介入策は制度とインフラが改善す

るまで待たなければならないだろう．先進国の経

験は現在でも妥当である．コスタリカ，南アフリ

カ，シンガポールがその理由を示している．

　コスタリカでは，1980 年代にそれまでもひど

かった都市住宅不足が一層悪化した．これは，す

でに急ピッチであった人口増加，移住，戦争で荒

廃した近隣諸国からの難民が組み合わさったこと

が原因である．これを受けて 1986 年に全国住宅

金融システムが設立された．住宅を購入ないし建

設する低所得世帯に対して補助金を供与すること

が狙いである．家計はもらった補助金を商業銀

行，貯蓄貸付金融機関，協同組合など民間金融機

関からのローンで補完することが可能になった．

最低賃金の家計は補助金が全額もらえるのに対し

て，最低賃金の 4 倍以上の家計は補助金が減額

され，ローンへのアクセスも市場条件に近いもの

になる注 49．

　コスタリカの住宅補助金が成功したのは，必要

とされるスペース的に盲目的な制度とスペース的

に接続的なインフラがすでに整備されていて，そ

れが対象を絞った介入策を円滑化したからであ

る．政府は早くも 1869 年に，初等教育は基本

的な普遍的権利であるとした政令を定めている．

1949 年の憲法では中等教育の無償アクセスも保

証されている．コスタリカ政府は毎年の予算の

20％を教育に投資しており，その成果を示す識

字率は約 95％に達している．公共医療システム
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に対する同様の投資が行われているおかげで，幼

児死亡率は低下し，出生時平均余命は 79 年に達

している注 50．所得に関してはコスタリカの中部

地区がずっと高いものの，社会的指標は国内全域

にわたってほぼ同じになっている注 51．

　コスタリカには土地市場の管理に関してうまく

機能している制度がある．効率的な不動産登記制

度が整備されている．不動産所有者の 80％以上が

確かに登録済み権利証書を所持しており，法的に

は高度な確実性がある注 52．首都のサンホセは効率

的で手頃な運賃のバスシステムによって主要都市

と結ばれ，サンホセと周辺の郊外は民間バス会社

によって接続されている．コスタリカは多くの点

で他の途上国の手本といえる．南アフリカの経験

はもっと粛然とさせるものがある．南アフリカで

は，アパルトヘイト後初めての政権が 1994 年に

就任すると，住宅危機に直面した．住宅不足は推

定 150 万戸に達し，毎年 17 万戸の新規建設が必

要であった．全家庭の約 18％，740 万人がスラ

ム街で暮らしていた注 53．多数の政党が参加した交

渉で策定された新しい住宅政策が 1997 年住宅法

に基づいて実施された．これは住宅の賃貸，購入，

建設，改善について，可能な限り多数の人々に住

宅関連の補助金を供与するものであった．

　しかし，必要不可欠な制度と接続的なインフラ

が未整備であった．一連の改革が同時並行的に導

入された．これには，地方政府管轄区，財政支援

メカニズム，住宅関連法制などにかかわる変更が

含まれる．住宅法の改正によって，35 本もの別

個の法律が廃止，制定，改訂された注 54．主要都

市の周辺部に建設された低コストの住宅開発の第

一波には，基本的なアメニティと都市（仕事）中

心部への輸送リンクが欠如していた．このような

開発は都市部内の分裂を改善できなかった．最近

みられる政策のシフトは期待がもてる．「新天地

開拓」という国家ベースの住宅プログラムでは，

公共輸送手段と基本的な社会的および商業的サー

ビスへのアクセス改善を通じて，低所得コミュニ

ティを統合することに焦点が置かれている注 55．

　制度とインフラを改善しながら同時に介入する

というのは，どんな政府にとっても至難の業であ

るが，シンガポールはそれが可能であることを示

している（ボックス 7.8 参照）．どうしたらスラ

ム街を撲滅できるかという点でおそらく最も成功

した事例となっているシンガポールは，ある程度

は異例といえる．3 つの統合政策を何とか同時に

実施できたという一握りの諸国の 1 つになって

いる．シンガポールが成功した理由は，例外的な

高度経済成長を経験したことと，1965 年以来の

政府が焦点を堅持したことにある．都市国家であ

るという事実も大きな助けになり，間接的に次の

ような一般的な教訓を示している．すなわち，都

急いでも順番に：20 世紀の香港におけるスペース的な統合

　香港は第 2 次世界大戦以前に，土地市場に関する行政構造と
法的枠組みを整備した．1935 年には，都市部スラム街の悲惨な
生活条件についての認識が高まり，それが住宅委員会の設立に
つながった．これに都市計画委員会の創設を規定した 1939 年都
市計画条例が続いた．
　しかし，条例と都市計画委員会の正式な実施は，1954 年の都
市計画規則の成立を待たなければならなかた．1953 年の有名な
石硤尾火災事件を受けて，公共住宅プログラム実施の努力が本
格化した．スラム街撤去に関する作業部会が 1965 年に設置され
た．（いつも急いでいる）香港が，スペース的に対象を絞った介
入策によって，問題の効果的な取り組みを開始するのに 30 年間
も要したのである．香港は最初に土地・住宅市場の機能にかか
わるスペース的に盲目的な制度と，土地利用を改善する接続的
なインフラを開発し強化しなければならなかった．
　初めての戦略とゾーニング計画（「植民地計画大綱およびゾー
ニング計画大綱」）が策定されたのは，1963 年とごく最近のこ
とである．スペース的に盲目的な制度は，町が発展し都市化が

進展するのに伴って適合調整が必要になった．1939 年の条例は
1958 年，69 年，74 年に改訂されている

a
．必要な計画の枠組み

が確立したので，1970 年代になると，香港はスペース的に接続
的な政策を実施するための準備が十分整っていた．10 年間で自
動車登録台数が倍増し，年率約 10％の高度成長の産物である混
雑が同時に発生したことを考えれば，このような政策は必要不
可欠な政策対応といえる．
　制度とインフラは同一歩調で進展した．有効な計画法が整備
されていたので，政府は 1973 年建設開発暫定制限条例を制定し
て，薄扶林地区と中央地区に適用することができた．今度はそ
れが啓徳空港周辺地区の建築制限を修正して大量輸送鉄道が建
設できる道を開き，過重になっていた輸送網の負担の軽減につ
ながった．
　その結果として，香港はインフラの効率性で世界 5 位以内に
ランク付けされており，スラム街は消えている

b
．

ボックス    7.7

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Bristow (1984)． b．Cullinane (2002)．
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市化が成功するためには，あらゆるレベルの政府

が協調行動をとらなければならない，ということ

である．

　ほとんどの諸国はシンガポールのやり方を模倣

することができないであろう．都市国家ではない

国はどこであれ，中央政府，州政府，都市政府の

優先課題や努力を調整するのが困難である．可能

性があるのは，政策努力をコスタリカやかつての

途上国（イギリス，スウェーデン，アメリカな

ど）がたどった道に沿った順番にするということ

である．南アフリカの事例は 3 つの政策を同時

に遂行することが困難であることを示している．

目安――都市化の挑戦課題にかかわる次元 1 つ
に対して 1 つの政策手段．

　政策の順序は都市化の水準に応じて異なってく

る．都市化が初期的な段階では，主としてスペー

ス的に盲目的な政策を実施することが必要なだけ

である．都市化が中間的な段階では，それにス

ペース的に接続的な政策を追加することが必要に

なる．そして，都市化が相当進んだ段階になると，

以上の 2 つに加えて，スペース的に対象を絞った

努力も必要になる．したがって，それぞれ新たに

追加される政策の成功如何は，それ以前に実施さ

れた政策の如何によって予め決まってしまう．

　都市化比率が 25％程度に届かず，農村部が圧

倒的に大きい国では，場所のポートフォリオは 1

次元の挑戦課題といえるものに直面しているた

め，密度を促進すべきである（表 7.1）．この密

度がどこで最初に増加するかは不明であるため，

政府としては市場諸力が作用し尽くすのを許容す

べきである．場所相互間の中立性がルールであ

り，政府の都市化戦略は主としてスペース的に盲

目的な制度で構成されるべきである．それには基

本的で社会的なサービスの提供，市場制度や法と

秩序の確立，財産権の確実性，土地市場の効率的

な運営，健全なマクロ経済政策などが含まれる．

規則には十分な柔軟性がなければならず，効率的

な土地利用の転換を円滑にしなければならない．

また，建築基準は過度に制限的になることなく施

行可能でなければならない．これは都市化比率が

低い低所得国の政府にとっては至難の業である．

シンガポール：スラム街から世界有数の都市へ

　1965 年に独立した時，シンガポールの家計の 70％はひどい過
密条件下に住んでおり，約 3 分の 1 は市周辺で不法居住してい
た．失業率は平均 14％，1 人当たり GDP は 2,700 ドル以下で，
人口の半数は字が読めなかった．死亡率の低下とマレー半島か
らの移住は人口の急増につながり，住宅と雇用に対して一層の
圧力となった．60 万戸の追加住宅が必要であったにもかかわら
ず，民間の供給は 6 万戸にも足りなかった．その当時シンガポー
ルを訪れた人が次のような話を書き残している

a
．

屋根付きの歩道は普通は行商人の露店とゴミが占拠してい
る．上の窓から突き出た竿には，ちょうどかつての上海と
同じように，洗濯物がぶら下がっている．しかし，これは
1970 年代初頭のシンガポールだ．その当時，そこに住ん
でいなかったわれわれは，びっくり仰天した．1871-1931
年の間に，市の中国人人口は 10 万人から 50 万人に増加
した．1960 年頃になると，推定で 50 万人を超える中国人
が，屋内で，スラム街のような状況で暮らしていた．台所
とトイレが 1 つずつしかないので，店舗兼用の家はせいぜ
い 2 世帯用の設計である．しかし，その多くは多数の間仕
切りで，約 50 人は収容していた．

　それから 40 年も経っていない現在，シンガポールのスラム街
は消滅した．その代わりに存在するのは世界で最も清潔で，喜

んで歓迎してくれる都市だ．秘密は？　まずは，制度改革を受
けて政府は説明責任で有名である．それから，政府がインフラ
とサービスに関して主要な提供者になっている．土地が稀少な
ため，適切な計画が至上命題になっている．多年度計画が策定・
実施・改訂されている．最後に，住宅開発庁（HDB）が使命と
して，スラム街撤去，住宅建設，都市再生の任に当たった．公
共住宅があらゆる開発計画の一部となっている．HDB はプログ
ラムの絶頂期に，8 分毎に新しいアパートビルを 1 棟建設して
いた．シンガポールの人口の 86％は今や公共部門が建てた住宅
に住んでいる．ほとんどの世帯は自分のアパートを所有してい
る．義務的な退職制度である被雇用者年金基金でファイナンス
されている特別住宅融資制度を利用した購入が奨励されている．
公共サービスが整備された土地も購入可能である．政府は土地
合併法に基づいて，国土のほぼ 3 分の 1 を所有している．スラ
ム街居住者には公共住宅が割り当てられた．
　貧しい地域のなかにある都市国家が，1970 年代から 80 年代
にかけて年平均 8％という高度成長が実現できたのは，有効な
都市化政策のおかげであるといっても過言ではない．そのため
には市場制度，社会的サービスの提供，インフラに対する戦略
的投資，スラム街住民向けの住宅改善などすべてを組み合わせ
ることが必要であった．

ボックス    7.8

出所：Yuen (2004); Yusuf and Nabeshima (2006)．
注：a．Cockrem (2007)．
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きである．都市化が急進展している地区は，経済

的密度がもたらす生産性の利益が混雑コストで帳

消しにならないようにすべきである．高度に都市

化した地区は，社会的統合や経済的集中に伴う利

益を促進することによって，住みやすさに焦点を

置くべきである．国家レベルでの優先課題はこの

ような種類の地区のうち支配的になっている地区

のものと一致することになる．

都市化が初期的な段階にある地区（1 次元地
区）：農村部から都市部への転換をより効率的
にするための制度

　最近発展した国が示すところによれば，都市化

の成功をお膳立てするのに，明示的にスペース的

な政策は必要ではない．初期的な都市化の段階に

ある地区にとって，政策の優先度は引き続き基本

的な社会的サービスの提供と土地市場の改善にあ

る．

　社会的サービスを強調する．1960 年当時，韓

国の 1 人当たり GDP は，現在のベニン，カンボ

ジア，タジキスタンとほぼ同水準であった．その

後，韓国は有数の先進国に自ら転換した注 56．韓

国の産業構造の変化は第 1 章でみた様式化され

た事実と整合的であり，同じく急速なスペース的

な変化を伴っていた．1960 年の時点では韓国の

人々の約 75％は農村部に居住していた．ところ

が，1990 年には 75％が都市部に住み，現在で

は人口の都市化比率は 80％を凌駕している注 57．

　韓国では基本的な社会サービスを普遍的に入

手可能性にする制度が整備されていたおかげで，

スペース的に明示的な政策を試みて，さらにむず

かしくすることは回避すべきである．

　都市化が急速に進展中で都市化比率が 4 分の 1

から 4 分の 3 程度に達している国では，場所の

ポートフォリオ管理は主に 2 次元の挑戦課題と

なるので，密度を構築するともに，密度までの距

離を削減すべきである．2 次元の挑戦には 2 面的

の対応策が必要である．すなわち，スペース的に

盲目的な制度の構築を継続しつつ，「地方化の経

済」（第 4 章参照）に伴う効率性の利益を相殺し

かねない混雑を抑えるために，スペース的に接続

的なインフラに投資しなければならない．

　都市化比率が 75％以上と都市化が高度に進展

した国では，都市化政策は「都市化の経済」の実

現（快適性，創造性，都市における社会的統合）

を強調すべきである．このような国は 3 次元の

挑戦課題に直面しているので，密度を構築し，距

離を短くし，分裂をなくすべきである．これら諸

国内の経済地理はなるほど多種多様であろう．一

握りは 1 次元の地区であるが，相当大きな割合

の地区が 2 次元の問題，若干の地区は 3 次元の

課題に直面している．スペース的に盲目的な政策

と同じく，接続的な政策は引き続き集積経済の円

滑化に当たるが，今や都市内部の分裂を削減する

介入策が成功するための前提となっている．

実際の枠組み
　低密度地区は，農村部から都市部への転換や村

と町の連関強化を通じて，経済的密度を構築すべ

地区

初期的な都市化 中間的な都市化 進んだ都市化

都市化比率 25％未満 約 50％ 75％以上

実例 カンポンスプー（カンボジア）， リン
ディ（タンザニア）

成都（中国），ハイデラバード（インド） 大カイロ（エジプト）， リオデジャネイ
ロ（ブラジル）

政策課題の次元 1 次元：密度構築 2 次元：密度構築，距離削減 3 次元：密度構築，距離削減，分裂除去

統合手段

制度 土地利用；基本的な教育，保健，水，
衛生

土地利用規制；基本的・社会的サービ
スの普遍的提供

土地利用規制と土地課税；基本的サー
ビスの普遍的提供

インフラ 輸送インフラ 輸送インフラ；需要管理

介入策 スラム街開発；犯罪・環境劣化を削減
する対象を絞ったプログラム

出所：WDR 2009 チーム．

表 7.1　次元ごとに手段を考えるというのが都市化政策にかかわる単純な枠組みとなる
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急速な都市化が成功するための基礎を国家が築

くのに助けになった．15 歳以上の人口のうち学

校教育がゼロの人々の割合をみると，1960 年当

時では 36％にも達していたが，1980 年に同国

が中間的な都市化の段階に入るまでに，同比率

は 15％以下に低下していた．都市化が進んだ段

階になってから数年後の 2000 年には，その比率

は 5％以下とさらに低下した．労働力の平均教育

年数も，1960 年 5 年，80 年 9 年，2000 年 12

年強と上昇している注 58．健康関連サービスに関

しても同じようなストーリー展開となっている．

児童の麻疹予防接種比率をみると，1980 年には

わずか 4％であったが，89 年には 95％にまで上

昇し，2006 年現在では非接種児童は 100 人中 1

人の割合にまで減少している．

　教育と保健サービスの普遍的な提供と歩調を合

わせて，土地利用の転換に関する弾力化が全国的

に進展した注 59．韓国政府は特に農地の工業用転

換について積極的であった．中央政府は地方政府

に対して，小規模で，より地方的な工業団地の形

成を通じて農地の転換を促進するよう奨励した．

　韓国における都市化のプロセスでは，一部の地

区は不可避的に取り残されたものの，不利な状況

のままにとどまっている地区は 1 つもなかった．

チュンチョンブクドの農村地帯ウムソングンを考

えてみよう（地図 7.1 参照）．韓国が工業化・都

市化するにつれて，同地区は持続的な人口流出を

経験した．1968 年には 12 万人を超えていた人

口は 90 年までに 7 万 5,000 人以下にまで減少し

た．しかし，ウムソングンの人々は隣人が韓国の

主要都市の近くに引っ越していくのを横目にしな

がらも，教育・保健サービスや道路・衛生の改良

を実感していた．1969-90 年の間に，同地区で

は中学校と高校の教員数が 1,000 人から 3,000

人へと 3 倍に増加した．チュンチョンブクドで

は，病院の数が人口 100 万人当たりで 1980 年

の約 400 から，90 年の 800 へと倍増した．ま

た，水道普及率も同期間中に 30％未満から約

60％にまで上昇した．人々がウムソングンを去っ

ても，韓国政府はその地区を見捨てなかったので

ある．政府はそうはせずに，基本的・社会的サー

ビスの普遍的な提供を強調し続けた．

　実際の枠組みの提示に成功した国は何も韓国だ

けに限られない．過去 20 年の間に，中国は都市

化プロセスを改善するための制度を徐々に整備し

てきている．都市では土地市場が創設され，土地

利用権の割当を標準化する規則が制定されてい

る注 60．1980 年代には都市計画法は大都市の規

模を抑制することを目的としていたが，第 10 次

5 カ年計画（2001-05 年）では大都市，中都市，

小都市の相乗的な発展を強調する形に変わってき

ている．農村移住者の都市部への移動を長らく制

限していた戸口登録制度は改訂されてきている

し，第 11 次 5 カ年計画（2006-10 年）では土

地市場制度のさらなる強化が目的とされている．

　このような背景のなかで，中国の 1 次元地区

の都市化の先行き展望は改善してきている．貴州

地図 7.1　韓国における都市化の段階が異なる 3 つの地区

3 次元地区：
ソウル都市圏

1 次元地区：
ウムソングン

2 次元地区：
テグ都市圏

出所：WDR 2009 チーム．
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省をみてみよう．中国南西部に位置

し，人口 4,000 万人を擁する貴州省

は沿岸諸省に大きなおくれを取って

いる（地図 7.2 参照）．同省の 1 人

当たり GDP は 2005 年で，全国平均

のわずか 34％の水準にとどまって

おり注 61，人口のほぼ 75％は農村部

居住に分類されている．貴州省が直

面している挑戦課題は，集積経済が

機能するように密度を構築すること

にある．同省の第 11 次 5 カ年計画

（2006-10 年）では，同省最大の都

市である貴陽に焦点を当てることに

よって，都市化比率を 35％に引き

上げることが目標とされている．中

国ではスペース的に盲目的な制度が

改善されてきているので，この目標

は 20 年前に比較すれば今の方がよ

り現実的になっているように思われ

る．

　土地権利を定義し執行する．カン

ボジアのプノンペンから南西に約

100 キロメートル行ったところにあ

るカンポンスプー県は，約 7,000 平

方キロメートルの広さである．人口

は約 70 万人で，都市化比率は 10％

程度である．2-3 の市場町がモハサ

イング，ウー，トラエングトレイエングなどと

いった農村にサービスを提供している．多くの村

は 2000 年に発足した土地登記・権利授与制度の

受益者になっている．土地保有権の確実性と土地

市場を強化し，土地の行政・管理にかかわる政策

を立案し，紛争解決メカニズムを開発し，全国的

な土地登記制度を確立することが，同制度の目的

である．その結果，保有権の確実性が高まり（取

引の簡単化，地価の上昇，土地投資の増加につな

がった），都市部への労働移動が増加した．

　カンポンスプーは都市化が初期的な段階にある

地区にとって極めて重要な問題を例証している．

すなわち，農村部と都市部の統合を奨励するス

ペース的に盲目的な政策が，政府の戦略の軸でな

ければならない．土地市場と財産権を改善し，農

村部と都市部の社会的サービスを改善し，町や小

都市の包容的な統治を奨励しなければならない

（ボックス 7.9 はカンボジアとベトナムにおける

土地に対する権利授与の重要性を検討したもので

ある）．

　保有権が確実であれば，土地や住宅に対する投

資が増加し，土地を譲渡する能力が高まり，信用

に対するアクセスも拡大する．中国，パキスタ

ン，ベトナムでも，密度が低い地区に対する投資

の重要性が確認されている．農民は自分の土地に

対しては賃借している土地の場合よりもたくさん

の労働と投入を使う．新しい活動のために土地を

担保としても使っているし，地価の上昇で利益

を享受している．インドでは，権利関係が明確

な土地の価格はそうでない土地に比べて平均的

1 次元地区：
貴州省

2 次元地区：
長沙 = 株洲 = 湘潭クラスター

3 次元地区：
珠江三角州

北京

地図 7.2　中国における都市化の段階が異なる 3 つの地区

出所：WDR2009 チーム．
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に 15％高くなっている．フィリピンでは，保有

権が確実な住宅はそうでない住宅よりも価格が

58％も高い．ジャカルタでは，保有権が確実な

住宅は価格が 73％も高い注 62．

　このような明確な利点にもかかわらず，アフ

リカでは都市周辺人口の 50％以上，アジアでは

同 40％以上が，非公式な保有権の下で生活して

いる．土地保有権（および登記制度）の改善が，

政治的で慣習的な保有権取り決めによって阻害さ

れている諸国が多い．アフリカでは，慣習的な制

度が全土の 90-98％をカバーしているため，土地

保有権を公式化する政策は慣習的な制度から始め

て，近代的な土地登記制度の特徴を漸進的に追加

していかなければならない．ベニン，ガーナ，モ

ザンビーク，ナミビアでは，コミュニティが承認

する権利が得られると，個々人は土地の認証と完

全な登記を申請することができ，ともに借り入れ

に使用可能である．

　土地行政を改善する．土地行政への取り組みと

いうことでは，中央アジアと東アジアは最も体系

的な経験をしてきている．中央ヨーロッパ諸国に

は古くから土地市場という伝統があったのに対し

て，中央アジア諸国には土地市場が存在していな

かった．中央計画経済から市場経済への移行期

に，各国は土地と財産権について公平性を再確立

し，土地や資本の市場を深化させ，土地課税，計

画，資産管理などに関して公的機能を改善する努

力を払ってきた．今や登記，価値評価，取引を可

能にすべくメカニズムを改善しなければならない

（ボックス 7.10）．

　土地の利用や転換を統治するメカニズムの導入

は困難かもしれない．土地の転換は穀物生産と食

の安定確保を損なうと懸念する国もなかにはある

からだ（中国やエジプト）．その他の諸国の多く

でも伝統的な形式の保有権が制約となっている．

アフリカの共有システムやメキシコのエヒードな

どがその例である．保有権が不透明な場合，土地

の転換は国家や開発業者の利益になりやすい．反

対に，その土地を占有ないし耕作してきた農民な

いし農村家計は犠牲になる．

持続可能な農村部から都市部への転換に向けて基盤を築く土地権を授与する

カンボジアの「申請受理証」
　カンボジアは土地権の配分を通じて土地の所有権を正式化
しつつあり，直ちに生産性と地価が上昇するという利益が発
生している

a
．土地紛争を解決するための法廷やその他の正式

な制度の整備は遅れているが，正式な土地権書類はほとんど
の農村コミュニティで効力をもっている．もし紛争が生じて
いる区画について地主が正式な権利証をもっていれば，たと
えその紛争が非公式な手段で解決される場合でも，地主の立
場は相当強くなる．
　1989 年に農業における個人的な土地利用が法律によって規
定された

b
．農村部の住民は土地権利証を申請するよう奨励

され，400 万区画について申請があった．行政能力の限界と
政府管轄権の範囲という問題があったため，実際に交付され
た権利証は約 50 万件にとどまった

c
．しかし，申請者は「申

請受理証」をもっていて，その書類がしばしば正式な権利証
として機能した

d
．

　この解釈は 1992 年土地法によって支持された．受理証は区
画に対する正当な請求権を証するものであると規定されたの
である．2004 年に政府は包括的な土地管理行政プログラムを
導入したが，その中心部分の 1 つに体系的な土地権制度が含
まれている．2005 年末現在，このプログラムに基づいて 45
万 7,000 区画が登記され，16 万 6,000 通の権利証が交付され
ている

e
．

ベトナムの「赤本」
　ベトナムは 1971 年に中国の「農家生産責任請負制」と類
似した制度に移行し，土地使用者は一定の割当を超えた余剰
生産については自分のものにする権利が認められた．1988 年
には一部の農地にかかわる財産権が農民世帯に譲渡された．
1993 年の土地法では，「赤本」と通称されている土地使用権
証書の交付が規定された．赤本には土地にかかわる売却，賃
貸，抵当，遺贈の権利が付随している．したがって，土地市
場という概念が正式に認められたといえる．
　赤本の導入を受けて土地市場取引が増加しており，それが
農業生産性の上昇につながっている．これは土地が最も生産
的な使用者に譲渡され，非効率性が削減されたためである

f
．

土地市場の自由化に引き続いて労働の移動性が高まった．農
村世帯が土地を売却して，賃金労働部門で新しい経済的機会
に従事することができるようになったからだ

g
．つまり，土

地市場の流動性が高まったおかげで，ベトナムで進行中であっ
た農業中心の経済からより多様化し都市化した経済への移行
が促進されることになった．これは広範な戦略の一環であり，
最近の歴史ではどの国でもみられなかったほど素晴らしい貧
困削減という成果を上げている

h
．

ボックス    7.9

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．Markussen (2008); Deininger (2005)． b．Sik Boreak (2000)． c．
Chan, Tep, and Sarthi (2001)． d．So 他 (2001)． e．Deutsch (2006)． f．
Deininger and Jin (2003); Ravallion and van de Valle (2006a)． g．Ravallion 
and van de Valle (2006a)． h．World Bank (2003b)．
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　メキシコでは，伝統的な共有地システムは土地

取引が可能になる形で変遷してきている．1917

年の革命後，メキシコでは 1 億ヘクタール以上

と全可耕地の約 50％が，大規模農場からエヒー

ド（植民地化する以前の原住民の社会構造にした

がって組織化された農村コミュニティ）へという

形で再配分された．しかし，再配分で財産権が侵

害され，土地は自己耕作のために使うことが義務

化されたため，賃貸市場は発展することができな

かった．1991 年に土地制度が自由化されて，エ

ヒードに土地の売買と賃貸の自由が認められた．

1995-2000 年の間に都市開発のために使われた

15 万ヘクタールのうち，3 分の 2 以上はエヒー

ドが売却したものである．これを受けて農民の非

農業所得は 45％の増加を示した（ボックス 7.11

は有望な事例を示している）．

都市化が中間的な段階にある地区（第 2 次元地
区）：密度を高め混雑を減らすための制度とイ
ンフラ

　都市化が急進展している地区では，移住者の流

入継続と混雑の増加が予想される．優先課題とし

ては，農村部と都市部の住民に社会的サービスを

提供すること，流動性のある土地市場を確保する

こと，拡大中の都市中心部内外のインフラに投資

することなどがある．

　インフラ投資を調整するために行政管轄区を拡

大する．農村人口を吸収してきた多数の都市の代

表として，ソウルとテグがある．両市とも当初は

スペース的に盲目的な政策の下で都市化を推進す

ることができたが，直ぐに混雑の問題に直面する

ようになり，スペース的に接続的な政策が必要に

なった．ソウルでは 1960 年には住宅の乱立が深

刻な問題となった．地区が都市化の中間的な段階

を通じて成長し，大量の人口流入を吸収した結果

である．人口の増加は日本からの独立を受けて海

外から流入した部分と，国内の農村部から流入し

た部分との組み合わせによる．この問題に取り組

むため，1963 年にはハンガン（川）の南にある

カンナム地区がソウルの管轄区に組み込まれ，カ

ンナム開発プログラムが打ち出された．このプロ

グラムには，今後 30 年間にわたる一連のスペー

ス的に接続的なインフラプロジェクトが含まれて

いる．ハンガンを横断する橋数本，カンナムとソ

ウル中心部を結ぶ延べ 54.2 キロの環状地下鉄な

どがその例である．

　テグも同じような話になる．テグの人口は

1950-90 年の間に 35 万 5,000 人から約 200 万

人へと 6 倍に増えた注 63．活況を呈した繊維産業

がより良い生活を求める農村移住者を引き付けた

のである．政策対応としてテグとその後背地が

統合された．テグの管轄区が 1987 年と 95 年の

2 回にわたって拡張され，その後には地下鉄シス

テムの建設と市営バスシステムの拡張が続いた．

移行期にある土地市場

　東ヨーロッパ・中央アジアは第 1 段階で，財産権を回復し，
国有資産を民営化し，住宅の公平性を推進した．次に，地籍
図にかかわる土地行政システムを再建し，その後に登記制度
が続いた．不動産市場を刺激し，土地の割当・合併を実施す
るためには正式な記録が必要であった．情報インフラ，制度
的な能力，データベースが焦点の当たった分野である．今や
財産税を徴収し，公有地を管理し，建築許可を発行するとい
う第 3 段階に入っている国もなかにはある．
　教訓は以下の通りである．

ラテンアメリカのように機能不全に陥っている法的およ
び制度的システムを改善するのは，新たに始めるよりは
むずかしいかもしれない（キルギス，グルジア）
登記と地籍図の両方については単一の機関が所轄すべき
である．もっと効率的で複合的なシステムの方が自己ファ

•

•

イナンスが容易である．
地方のチャンピオンが必要であるが，できれば測量士や
弁護士ではない方がいい．モルドバやチェコでは情熱的
な変革を主張するマネジャーが与って力になった．ロシ
ア，セルビア，トルコでは，新しいシステムを設計・実
施するためには有能な官吏が必要である．体系的な登記
は不要であった．というのは，十分な土地記録は社会主
義の前に作成されたものであり，社会主義時代にはほと
んど取引がなかったからである．
ユーザーの取引コストと汚職の機会を削減するために，
ウェブベースの申請による確固としたシステムならば自
己更新が可能になる．

•

•

ボックス    7.10

出所：Cora Shaw and Gavin P. Adlington 執筆．
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テグ市では地方道路の建設・改善も継続した．

1980 年当時，テグの地方道路の舗装率は 40％

強にとどまっていたが，95 年までにほぼ 100％

に達した．

　テグが繁栄したのは，最も基本的なサービスへ

のアクセスや妥当な土地市場と，国内他地区との

スペース的な接続性を改善するための投資を組み

合わせたからである．製造業はテグから脱集中し

て，キョンサンプクドの周辺地区に移転するのに

伴って，地方経済は多様化して，繊維産業への依

存度を引き下げる一方，高付加価値生産の部門へ

の進出を図った．テグは今やそれを 5 つの都市

が取り囲む都市システムの中心に位置している．

その 5 つの都市は中心都市と手軽な輸送システ

ムで結ばれ，それぞれは地方化の経済が提供でき

るように発展している（地図 7.3 参照）．グミは

エレクトロニクスに特化していることから「韓国

のシリコンバレー」と言われ，沿岸のポハンとウ

ルサンはそれぞれポハン製鉄とヒュンダイ自動車

の本拠地となっている．ウルサンには世界最大の

造船業も擁しており，両市は韓国の輸出指向型工

業化の最前線にある．

農村部と都市部を統合するために土地市場制度を強化する

ドゥアラの都市部周辺に関する土地管理――カメルーン
のムバンガジャポマ・プロジェクト
　カメルーンのドゥアラ市におけるムバンガジャポマという
土地開発プロジェクトは，公共サービス付きの土地を妥当な
価格で提供するもので，開発に関して正式な手続きと慣習を
調和させている．都心部から 30 キロ離れた 160 ヘクタール
の土地をカバーするプロジェクトの第 1 段階は，公的機関，
正式な投資家，慣習法上の所有者の間のパートナーシップと
してスタートした．パートナーシップが場所を開発して，一
次と二次のインフラサービス（道路，水，下水，排水，電気
など）を整備し，1-8 ヘクタールの土地区画に分割する．開発
業者は土地の 55％を保持しながら，45％を慣習上の所有者に
返還する．それから区画が細分化されて，開発業者か所有者
によって売却される．サービス付き区画の最終的なコストは
正式な民間部門が提供するものに比べて大幅に安い．
　この区画を購入する資格に関しては問題があるものの，パー
トナーシップとしてはこのアプローチで，サハラ以南アフリ
カの都市内外における農村部と都市部の土地利用管理に関し
て新しい視点が得られた．

マリ中部における二次的な土地権と農業
　二次的な土地権（分益小作，賃貸，慣習的な保有権に基づ
く土地の賃借などが含まれる）はしばしば搾取的だと考えら
れている．というのは，使用者に恒久的な保有権が付与され
ないからだ．しかし，一定の条件下では，二次的権利者と恒
久的権利者の双方にとって利益になる．マリ中部のバギネダ
村では，二次的権利は小規模農民が区画を耕作するという短
期的な権利と引き換えに，移動性労働者を採用することが認
められている．このシステムは高度に組織化されており，賃
借した土地で労働者などが働ける曜日が指定されていた．村
の土地保有権はほとんどすべてが慣習制度の下にあって，村
会がコントロールしており，そこが二次的権利の割当を行っ
ている．近隣都市部の市場からは園芸品に対する旺盛な需要
があるため，たとえ小さな区画でも耕作すれば儲かるので，
移動性労働者にとっても魅力があったのである．

包容的な行政――韓国の統合された都市
　韓国は従来の農村開発イニシアティブがもっていた欠陥を
克服するために，農村部と都市部が統合された都市を開発し
ている．統合都市政策では，スペース的に統一された枠組み
のなかで農村部を都市に組み込んでいる．地方の公共サービ
スと地方行政を改善し，農村部対都市部の格差を削減するこ
とが目的である．
　1994 年以降政府は都市 49 と郡 43 を候補地として選定し
た．選定基準には，歴史的な同質性，自然地形の条件，統合
都市内での均衡がとれた発展の潜在性などが含まれる．選定
された都市と郡は公聴会と市民調査を実施した．このスクリー
ニングを経て，41 市 39 郡が農村部と都市部が統合された 40
の市にまとめられた．態度調査によれば，住民も地方議会も
利点を認めている．統合された都市では都市部の土地利用計
画が改善するという点では意見の一致をみている．改善を要
する分野としては，サービス提供の公平性（農村部と都市部
では住民のニーズが異なるため）や，農村部の声が小さいこ
と（都市部住民の方がよく組織化されていると信じられてい
るため）が指摘されている．

インドネシアにおける土地合併
　インドネシアで 1990 年代に実施された土地合併プログラム
は，急拡大地区の秩序立った開発をどうやって円滑化し，都
市周辺の空き地の開発をどう計画したらいいかを示している．
　合併地区の場所を決定し，プロセスを管理・監督する権限
は市長にある．重要なプレーヤーは民間の地主と（国有の）
土地の占有者である．
　土地合併の最低要件は対象区域の 85％以上に達する地主の
85％が同意することである．全参加者がインフラと公共サー
ビス用に土地を供出する．各参加者が供出する土地の量は総
意で決定する．土地の供出が不可能な小規模地主は金銭か労
働で供出する．このような供出によってインフラや公共事業
が賄われ，小規模地主だけが区画を拡大するために使うこと
ができる「コスト同等土地」のプールが作られる．

ボックス    7.11

出所：WDR 2009 チーム ; Groupe Recherche/Actions pour le Developpement 
(2001); Kim (1998)．
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　もう 1 つの例は中国南西部で都市化が急速に

進展している重慶と成都である．大胆な都市化

ベースの経済戦略に沿って，中国は西部で「地区

アプローチ」を実験中である．両市の都市化比率

は約 43％と中国の全国平均水準にある．目標は

この比率を 2020 年までに 70％に引き上げるこ

とであるが，それを経済活動の集中を加速化する

と同時に，生活水準にかかわる農村部対都市部の

格差を縮小する形で実現しなければならない．戦

略の軸は制度とインフラにある（概観のボックス

5 参照）．

　もし市場が中央および省の政府と同じくらいこ

の 2 つの場所が気に入るようであれば，両市は

中国後背地に居住する数百万人の生活を改善する

ことになるだろう．このインシアティブは現地で

はすでに成果を上げている．重慶では，2007 年

前半に農村部の所得の増加が都市部を凌駕した．

外国人投資も 10 年前の上海の水準に達してい

る．産業は賃金と地価の安さに引き寄せられてい

る．政府の統計によれば，平均賃金は 1 日当た

り 2 ドルから 3 ドルと北京や上海より大幅に低

い．成都では，農民の集中で生産性が 80％上昇

したとみられている．工業化が年約 10 万人の農

民を吸収しており，農村部対都市部の所得格差も

若干ながら縮小している．

　中国で中間的な都市化の段階にあるいくつかの

地区も，混雑という次元の挑戦課題に追加的な政

策手段が必要になるという原則を順守しているよ

うである．その例としては中国中部の湖南省北東

部にある 3 都市が指摘できる（地図 7.4 参照）．

長沙，株洲，湘潭という 3 都市のクラスターは

人口 1,300 万人と，同省の約 5 分の 1 を占める．

同地区の所得は全国平均を 17％，湖南省平均

を 61％上回っているが，都市化比率をみると約

50％と中間的な段階にとどまっている．

　中国内陸部としては初めての地区計画が 2005

年に策定されている注 64．その計画では土地利用

計画にかかわる規制の枠組みが示されており，市

場価格が機能して土地を各種用途に割り当てるこ

とが許容されている．また，計画の指針が示され

ており，そのなかには，例えば，都市中心部にお

ける土地利用権の執行や土地集約化の促進が含ま

れている．計画ではクラスター内 3 都市間の接

続を促進するため，一連のスペース的に接続的な

政策が列挙されている．具体的には，湘潭と株洲

を結ぶ高速道路および高速鉄道や，3 都市それぞ

れを取り巻く環状道路などが含まれている．この

計画は「問題 1 つに 1 つの手段」という原則が，

地図 7.3　テグにおける脱集中と地方化の経済

テグ都市部
テグ都心部
高速道路
韓国高速鉄道（KTX）
工業地帯

テググミ
エレクトロニクス

（携帯電話・年 8,000
万台，液晶ディスプ
レイ・年 140 万台）

ポハン
機械・自動車

（自動車・
年 3,100 万台）

ウルサン
自動車

（年 180 万台）

プサン
コンテナ港

（1,500 キロトン）
　　　　　　チャンウォン
機械・自動車（自動車・年 24 万台）

出所：Daegu Metropolitan City．

地図 7.4　長沙，株洲，湘潭――2 次元地区におけるス
ペース的に接続的なインフラ

出所：出所：China Urban Planning and Design Institute and Hunan 
Development and Reform Commission (2005)．
注：幹線は北京・広州間の鉄道，北京・珠海間の高速道路，国道 107
号線で形成されている．

萍郷
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三次輸送軸



��� 世界開発報告 2009

地区アプローチに基づいて，どのような形で実現

可能になるかを示す良い手本になっている．

　制度改革を継続しながら輸送の接続性に投資す

る．開発された都市圏が都市開発を無計画のまま

に放置しておくことは稀である．土地と住宅の市

場が住宅や事務所のスペース割当を後押しする．

急拡大中のシステムには，土地取引にインセン

ティブを提供し，都市偏重や都市への過度な移住

を回避すべく土地の価値評価を是正するために，

明確な財産権が必要とされる．シンガポールでは

10 年毎に土地・住宅計画が作成されている．ど

の経済活動が発展し，住宅パターンが企業や労働

者を収容するためにはどの住宅パターンが必要か

について，官民両部門間でひとたび合意できる

と，後は市場機能に委ねられている．

　都市交通が都市土地管理とともに，都市の形と

環境の爪跡を決定する．都市における移動性は特

に貧困層にとって重要である．ブエノスアイレス

では，首都圏の仕事の 87％は 45 分でアクセス

可能となっている．ところが，メキシコシティで

は，労働者の 20％は毎日の通勤に往復で 3 時間

以上費やしている．北京や上海では，都市部の

貧困層は徒歩ないし自転車で通勤しているため，

輸送コストが所得に占める割合は 5％以下にとど

まっている．もしバスで通勤するとなると，コス

トは所得の 40％に跳ね上がる注 65．ブラジルの通

勤手当は，良い都市交通手段が欠如している場合

に貧しい労働者を補助するのに有効な方法であ

る．これに要するコストは中央政府と雇用主が折

半で負担している．いくつかの大都市には利用率

の高い公共輸送網があるが（デリー，コルカタ，

ムンバイの地下鉄，サンパウロのバスと地下鉄な

ど），人口の増加が速いため，直ぐに不十分であ

ることが判明し，混雑してしまう．都市部の密度

を維持するためには，インフラに関して定期的な

保守と新規投資が必要である（ボックス 7.12 参

照）．

　最も有望な場所にインフラを作る．首都を移転

するため（ブラジリア），首都の混雑を緩和する

ため（ソウル），あるいは経済的な理由で，新し

い都市を建設した国がいくつかある．人口を首都

から逸らすというだけの目的で新都市を建設する

のは，通常はリスキーである．その証拠はブラジ

ル，フランス，ベネズエラ，イギリス，もっと

最近ではエジプトとナイジェリアでみられる注 66．

新しい都市はある下限値に達して初めて，民間投

資家にとって魅力的になるが，その下限値を知る

方法がない注 67．都市が主要な輸送網やビジネス

街から遠く離れたところに建設された場合には，

経済的な成功の可能性は低くなる．

　有望な都市を市場が発見した場合，インフラや

公共財に対する戦略的投資によって，そこの経済

成長の潜在性を加速することができる（ボックス

7.13）．市場へのアクセスを促進し，都市管理を

バンコクにおける輸送インフラを更新する

　1990 年代のバンコクでは，平均的な車は 1 年のうち 44 日
間は交通渋滞でじっと停車したままであったと推定される．
どうしてこのような状況になったのだろうか？　どのような
是正策が行われているのだろうか？
　約 700 万人の人口を擁するバンコクは，何百年にもわたる
伝統的な地形に沿った漸進的な成長の産物である．その結果，
幹線道路がほとんどない狭い通り（多くはソイと呼ばれる行
き止まりの小道）が入り組んだ町になった．幹線道路どうし
は確かにお互いに 7 キロメートル以上も離れている．最近
の推定によると，道路が土地面積に占める割合は，中心部で
6.1％，周辺部で 1.7％と極めて低い．高所得国では，都市部
で道路に充当されている割合が 20-30％に達しているのが普
通である．このような極度の混雑にもかかわらず，経済活動
がバンコク郊外やタイの他の都市に脱集中化する動きは遅々
としている．バンコクの集積経済，社会文化的なアメニティ，

港湾を含め輸出にかかわる重要なインフラに永続的な魅力が
あるからだ．
　最近，これまでの高架式鉄道システム（スカイトレイン），
バス専用車線，2 本の周辺環状道路に加えて，数カ所の立体
交差や高架式高速道路が建設された．しかし，自動車保有台
数も激増しているため，交通量が増え，是正投資の効果も帳
消しになっている．将来を展望すると，混雑料金制や駐車料
金引き上げが有望な政策オプションのように思われる．スカ
イトレイン運賃の引き下げ，高速輸送手段の市内各地への延
長，高速バスの利用などは，もっと大きな挑戦課題になるだ
ろう．

ボックス    7.12

執筆：Austin Kilroy
出所：Angel (2008); Bae and Suthiranart (2003); Gakenheimer (1999)．
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改善し，人的資本を構築する二次都市の方が良い

代替策のように思える．もし政治的な懸念が新都

市建設を支配しているなら，効率性の懸念から立

地は拡大中の市場に近く，インフラへのアクセス

があるところに落ち着くことになるだろう．新し

い都市をゼロから建設するよりも，既存都市との

協調関係の方が好ましい．しかし，もし新都市を

建設するのであれば，市場に近いところに適切な

規模で建設すべきであり，需要サイドのリンクを

生み出す計画がなければならない．

都市化が進んだ段階にある地区（3 次元地区）：
密度引き上げと距離短縮化のための制度とイン
フラおよび分裂に取り組むための対象を絞った
インセンティブ

　先進国でも途上国でも成功している都市圏に

は，うまく機能している土地市場，代表制による

管理，最新式の輸送インフラ，低所得層を統合す

る社会政策がある．

　制度，インフラ，インセンティブに関して包容

的な組み合わせを使う．コロンビアの首都ボゴタ

新しい都市：都市ジャングルからの脱出，それとも砂上の楼閣？

　ヨーロッパでは新しい都市が建設されたが，あまり成功し
ていない．イギリスでは 1940 年のバーロウ委員会報告書が新
都市に対する関心を刺激した．1947-68 年の間に，イギリス
ではロンドンの成長を抑え，スコットランドやウェールズの
発展を刺激するため，合計 26 の都市が建設された．フランス
も 1965 年に同じようなプログラムを実施した．パリ地区に 5
つ，遅れた地区に 4 つ，合計 9 つの都市が建設された．この
ようなプログラムは直ぐに中断されて，維持不可能だとして
棚上げされた．新都市は目標人口に届くことはなく，ロンド
ンやパリの成長を阻止することもなかった．途上国における
経験は様々である．

エジプトにおける失敗
　エジプトの新都市計画は世界最大である．エジプトは 20 年
間で 20 の新都市を建設し，さらに 45 が計画されている．最
初の 24 都市は 1974-75 年に，砂漠を征服し持続的な成長を確
保するという政治公約の表明として着手された．大規模な工
業地帯が作られ，寛大な租税インセンティブが民間部門には
供与された．土地はほぼ無償であった．「第 1 世代」の新都市
には 6 つの都市が含まれ，それぞれには独自の工業基盤と大
規模な目標人口があった

a
．約 10 年後の 1980 年代半ば，衛

星居住区という考え方に基づく次のプログラムが打ち出され，
第 2 世代の居住区 9 つが大カイロ周辺に建設された．第 3 世
代にはニューテーベなど州都に近くに建設された双子の都市
が含まれる．
　30 年前に建設された 6 都市によれば，実績は良く言っても
まちまちであると言わざるを得ない．カイロに近い都市は予
想を大幅に下回ったものの，企業や人々を引き付けた．カイ
ロから遠い都市（新しい首都になる予定であったサダトシティ
を含む）は，アメニティと交通リンクがないため熟練労働者
に魅力がないままである．新しい都市の人口は 2005 年につい
て設定された 500 万人の目標に対して，100 万人に満たない

（エジプト総人口の 1％以下）．プログラムは高価でもあった．
第 4 次 5 カ年計画（1997-2001）に基づくインフラ担当省の
投資のうち，このような新都市への支出が 22％も占めた．も
し政府が都市周辺部を開発するという政策を維持するのであ
れば，この割合は増加を続けることになる．投資を引き付け
るということが強調されていたが，都市を熟練者にとって魅

力的にし，確立した都心部からアクセス可能にする十分な努
力で裏打ちされていなかった．結局，新都市の建設は大カイ
ロの混雑緩和にほとんど何の効果もなかった．

中国における成功
　中国のアプローチでは，主要市場への輸送網によるアクセ
ス可能な都市を建設する必要性が認識されている．深圳は
1980 年に鄧小平に承認された最初の経済特別区（SEZ）であ
る．同市は人口 3 万人の小さな町から，1988 年に 80 万人，
2000 年に 700 万人に成長した．新しい住民には，中国で最高
の教育を受けた専門職が含まれる．給与が高いこと，住宅が
良いこと，子供たちに良い教育機会があることなどが魅力だっ
たのである．因みに，1 人当たり GDP は 60 倍以上になって
いる．
　深圳の成功は香港に近接していること，そうして地区内お
よび中国の他の諸都市と接続していること，以下のような都
市のあり方に負うところ大である．

外国市場へのアクセス．SEZ を香港の近くに立地してい
ることが，外国投資，技術援助，外国市場アクセスを円
滑にした．
地区内の接続性．発展の果実を広げるために，市の利点
を全労働者に行き渡らせるべく，地区の管轄区域が拡大
された．市内では農村部の戸口（本籍）が撤廃されて，
都市サービスすべてが全住民にとってアクセス可能に
なった．深圳が珠江三角州に位置していることで，後背
地やその他の結節点に考えられる限り最善のリンクが確
保された．労働の移動性と統合を緩和するための補完的
な政策決定には，輸送インフラに対する投資や輸送シス
テムに関する道路中心から鉄道中心へのシフトが含まれ
る．
機能的な都市形態．深圳の総合計画では，効率的な輸送
を通じて SEZ を都市結節点に接続する多心的な都市圏が
構想されている．

•

•

•

ボックス    7.13

出所：WDR 2009 チーム ; Stewart (1996); World Bank (2007b)．
注：a．例えば，10 月 6 日時点では目標人口は 50 万人であった．それが
1980 年代後半に 100 万人に，現在の 250 万人に引き上げられてきた．実際
の人口は多分 20 万人にさえ届かないであろう．
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は都市圏における包容的な都市化には，決意と資

源が必要であるということを示している．地区の

平均所得は上位中所得国の水準となっているもの

の，総人口 670 万人のうち 43％は貧困層に属し

ている．12 人中 1 人の割合でスラム街に住んで

おり，最近の新しい住民をみると 3 分の 1 は農

村部からの移住者である．市当局は都市化を包容

的にする措置をとっている．より良い学校を建

設し，公園を改修し，コミュニティセンターを

開設し，水・衛生の基幹ネットワークを補修し

た．2000 年以降には，トランスミレニオという

官民共同運営による高速バス交通システムのお

かげで，市全域にわたってアクセス可能性が改

善した．交通時間の減少は平均では 15 分である

が，市内の貧困地区に住む家計にとってはもっと

大幅に減少した（地図 7.5 参照）．このようなイ

ンフラ改善に後押しされながら，ボゴタの国際的

に知られている「街路改善総合計画」は最貧の近

隣居住区が都市と統合するのを手助けしている．

2003 年に始動したこのプログラムはすでに 93

万人を支援している．住宅価格が上昇したが，そ

のうち 11％分は同プログラムの貢献によるとみ

られている注 68．

　韓国からも教訓が得られる．同国の 1950 年

代には登記されていないスラム地区が推定 13 万

6,650 カ所あった．これはソウル中心部の 2,200

カ所をはるかに上回る数である注 69．ソウルのス

ラム街を再開発するというスペース的に対象を

絞った政策は 1960 年代に始まっている．しか

し，大前提となるスペース的に盲目的な投資とス

ペース的に接続的なインフラが整備されていな

かったため，このような政策はスラム街を元の場

所から新しい場所に移転するだけの成功にとど

まった．朴正煕大統領政権がソウル中心街のスラ

ム街を撤去して新しいビルを建設すると，モクト

ン，ナンゴク，シンリムなどといった地区に新し

いスラム街ができた．そこはクロ工業団地に近

く，そこの繊維産業などが農村部からの移住者に

低熟練職を提供したのである．

　韓国は 1960 年代から 70 年代にかけて，初期

のスラム街掃討作戦では失敗したが，1980 年代

に再挑戦した際には政策の幅を広げたおかげで

もっと成果が上がった．韓国はこの頃には，進ん

だ都市化の段階に近付いており，ソウルの人口

も安定化し始めていた（地図 7.6 参照）．さらに，

かつてのスペース的に盲目的な政策と接続的な政

策の完全な効果が顕現するのに十分な時間が経過

していた．

　道路能力を拡大しても自動車保有の伸びに追い

付くのが大変で，ソウル市街地における自動車の

地図 7.5　ボゴタのトランスミレニオ（高速バスシステム）は貧困層を都市経済に統合するのに役立っている

トランスミレニオ
のルート

支線ルート

貧困率

低い

高い

ラッシュ時に輸送システムで費やす時間（分）

居住区の分類
最貧層 最富裕層

平均節約時間（分，
乗客数で加重平均）

トランスミレニオ運行前
トランスミレニオ運行後

出所：Yepes(2008).　



���第 7 章　混雑なしの集中　――包容的都市化のための政策

平均速度は時速 25 キロ強から約 16 キロに落ち

た．このような問題を緩和するためには，都市周

辺地帯を統合するというより広範な計画が必要

で，1989 年に新都市開発計画が打ち出された．

ソウルから 25 から 30 キロ程度の新しい 5 つの

都市が奨励された．この統合が成功した主因は接

続的なインフラへの投資にある．地下鉄システム

が延長され，環状道路が建設されて，交通渋滞が

緩和した．

　この間，427 平方キロの地区に点在する 93 カ

所のスラム街が，Wolgoksadong やモクトンのも

のも含め近代化された注 70．政府が同地区を一掃

して，そこに近代的なアパート群を建設するな

か，前者の居住者は元の場所の格上げの成功で利

益を享受し，後者の居住者は別の場所に転居し

た．不法居住者は 1 人約 2,000 ドルの転居補助

金と新しいアパートを割引で購入する権利で利益

を享受した注 71．

　トルコも過去半世紀の間に，農村部中心の社会

から都市部中心の社会に転換してきた．1961 年

に OECD 加盟国になって以降，都市化比率が約 3

分の 1 から 3 分の 2 に上昇するとともに注 72，1

人当たり GDP も約 6,600 ドルにまで 3 倍に増加

した注 73．このような密度の上昇を牽引したのは

都市の急成長であり，なかでも最大の貢献はイス

タンブールによる．

　1960 年当時，イスタンブールの人口は約 160

万人と，現在のカンザスシティにほぼ匹敵する．

現在は人口 1,000 万人とヨーロッパの大都市の

仲間入りを果たしており，ほぼシカゴと同じ規模

である注 74．この増加の大部分は同市のアジア側

で収容されている．それが農村部から押し寄せる

移住者の波を受けとめたところである．今では同

一市内のヨーロッパ側にある職場にボスポラス海

峡を横切って進む毎日の通勤者の波の発生源と

なっている．

　トルコの都市経済への転換を支えたのは，近代

的なトルコ共和国の創設に伴うスペース的に盲目

的な改革である．1924 年に制定されたトルコの

憲法では，ヨーロッパの法律や法体系は新しい共

和国のニーズに適合されており，私的財産権が認

められている．ムスタファ・ケマル・アタテュル

ク初代大統領の下で導入された改革で教育システ

ムが統一され，過去半世紀にわたり教育アクセス

が改善する基盤が築かれた．15 歳以上人口のう

ち無教育者の割合をみると，1960 年には 67％

に達していたが，2000 年には 18.6％にまで減少

している注 75．また，保健ケアの改善を受けて，

平均寿命は 1960 年の 51 歳から 2005 年の 71

歳へと大幅に伸びている注 76．

　1920 年の改革はイスタンブールの急拡大の基

礎を築いたものの，同市は混雑に苦闘することに

なった．それに対して，同市は接続的なインフラ

を改善し，1973 年には市内のヨーロッパ側とア

地図 7.6　韓国の他の都市との接続がいいソウルの経済的密度

ソウル

アンサン

チョンジュ

タエジョン

チョンジュ

クワンジュ

モクポ

テグ ウルサン

プサン

チャングウォン

出 所：2005 年 の 下 位 国 家 GDP に 基 づ く WDR 2009 チ ー ム と World Bank Development Research 
Group の推計．Nordhaus (2006) も参照．
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ジア側を結ぶ 8 車線のボスポラス橋が開通した．

これに引き続いて，1988 年には第 2 ボスポラス

橋が完成した．1989 年になると，初めて狭軌条

の都市鉄道路線がアクサライとカルタルテペの間

で開通した．一方，2007 年には 2 番目の狭軌条

都市鉄道が開通して，2005 年に建設された総延

長 11 キロにわたる都市バス路線を補完した．さ

らにいくつかが工事中である．

　このような繁栄は分裂を伴っていた．イスタン

ブールのここ数十年間における急拡大の大部分

は， ア ジ ア 側 の Sultanbeyli，Sarigazi，Pasakoy

など非公式地区の成長という形をとっている．こ

のような居住区は，農村部からの移住者がアタ

テュルクの改革にもかかわらず生き残っていた古

代からの法的戒律を活用して形成されている．す

なわち，誰が土地を所有していようとも，一晩で

家を建てて朝までに入居してしまえば，法廷に連

れて行かれることなく強制退去させられることは

ない．ゲジェコンドゥ（不法建築）と呼ばれるこ

のような居住区が，インタンブールの人口のうち

大きなシェアを占めている．同市の人口の約半

分，500-600 万人は現在あるいは過去にスラム

街であったところを住居としている．Sultanbeyli

などは市に融合したものの，Pasakoy などはそう

なっていない注 77．イスタンブールとしては，サー

ビスが悪く，統合されていない非公式なコミュニ

ティの存続に関連した分裂に対処するためには，

依然として対象を絞ったプログラムを必要として

いる注 78．

　中国の珠江三角州も同じような問題に直面して

いる．この地区は 9 都市で構成され，ほぼスペイ

ンに匹敵する人口を抱えており，中国のなかでも

都市集積が最も進んでいる．都市化比率が確かに

ほぼ 75％に達しており，密度を構築し，距離を

削減し，分裂を克服するという 3 つの挑戦課題

に直面している 3 次元地区といえる．分裂はよ

そではスラム街として知られている「棚戸区」で

明瞭である．基本的な衛生サービスがなく，環境

劣化にさらされている．珠江三角州地帯の都市は

町村に対処すべく，スペース的に対象を絞った政

策を導入している．この地区が所在する広東省は

2000 年 6 月に市村の建て直しに着手している．

珠海市などは行政村 26 カ所を建て直すことを目

標に掲げている．インンセンティブ制度に基づい

て，地価が上昇すれば，村の行政府，住民，開発

業者は利益を共有することが認められている．

　1978 年の自由化以降，中国では農村部と都市

部の統合が目標の 1 つになっている．町のモデ

ルでは，都市の中核部が周辺の農村後背地に対し

て責任をもつ．都市が成長して，影響の範囲が拡

大するにつれ，町の行政区画も拡張される．大都

市は自分の影響下にある小都市や農村部のインフ

ラや社会的サービスに対する投資をファイナンス

することによって，周辺の後背地の積極的な包容

を推進する（ボックス 7.14 参照）．

　規則を適切にする．省という特別な地位をもつ

大都市圏たる上海は，登録ベースで 1,300 万人，

本籍ベースで 400 万人の人口を擁し，面積は

6,300 平方キロである．都市化比率はほぼ 80％

で，18 の都心区と農村部である崇明県で構成さ

れている．都市部の土地市場は，農村部の土地転

換限度の下で入手可能な都市部の土地を割り当て

るという点でうまく機能している．床面積規制は

変化する市場ニーズに合わせて変更されてきてお

り，過去 20 年間で 1 人当たりのスペースは 3 平

方メートルから 12 平方メートルにまで引き上げ

られてきている．土地のリースは収入源になって

いる．

　上海の高層地区は過去 10 年の間に 300 平方

キロから 500 平方キロに拡大してきている．地

下鉄の乗客もここ 10 年間で 17 万 8,000 人から

160 万人へと 10 倍に増えているが，それが全交

通に占めるシェアはわずか 2.5％とまだ小さい．

400 万人に達する上海の短期労働者の多くは古

いスラム街に住んでいる．そこでは密度，高さ，

公共スペースなどに関する規則に服していないの

で，値段が手頃なのである．農地の転換が困難で

あることを考えると，このようなスラム街は開発

業者にとっては魅力的であるが，それを開発する

と，短期労働者の住宅条件は悪化する可能性大で

あろう．

　ムンバイはやや期待外れである．1970 年代か

ら 80 年代にかけて，同市は既存の住民を優遇し，

土地の効率的な利用を阻害する土地利用と建築に
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かかわる規則を導入して，移住者の流入に抵抗し

た注 79．その結果として，開発は均一になったも

のの，道路は混雑し，スラム街が輩出した（ボッ

クス 7.15 参照）．

　3 つのすべての手段（制度，インフラ，インセン

ティブ）を使って，スラム街を都市に統合する．ス

ラム街のない都市は途上国にとっては現実的なビ

ジョンではない．それは以下の通り，インドの第

10 次 5 カ年計画の中間評価でも認識されている．

政府のスラム街政策の診断書には長年の間に

パラダイムシフトが生じている．元来，「ス

ラム街のない都市」政策が処方された．しか

し，問題全体の社会的側面とスラム街が行っ

ている様々な経済活動を検討した上で，この

概念はスラム街住民の再生に道を譲った．再

農村部と都市部の統合：北京，広州，上海

　北京，広州，上海はすべて繁栄している地区であるが，農
村部と都市部を結び付けて，教育・保健サービスを提供し，
インフラや輸送のネットワークに投資し，町を建設するとい
う計画をもっている．

社会的サービス．政府は職業訓練やその他のサービスを
提供しているが，非農業雇用を支援し，農民が農業から
非農業に移行するのを助けるためである．また，政府は
人々を訓練し，訓練後に被訓練者を採用する企業に対し
てインセンティブを供与している．さらに，農村住民に
医療保険や年金など社会的サービスも提供している．北
京は農村部の共済医療保険に補助金を出している．上海
は教育を含む社会的サービスや農民の医療保険（共済医
療保険で 100％付保されている）に対して，公共支出を
増やしている．広州は全住民を対象とする年金制度を創
設する予定となっている．
インフラ投資．北京は 2005 年に 304 キロに及ぶ道路を
建設して，管轄下の村すべてをリンクした．上海では，
2003 年には総延長 200 キロだった高速道路が 05 年には

•

•

550 キロに延び，10 年までには 750 キロに達する予定で
ある．広州では，100 人以上の農村居住区に対して，道
路，電気，水の供給が 2007 年までに完了した．
周辺地区の統合．3 都市とも伝統的産業に対しては都心
のビジネス街（家賃が高い）から周辺部に移動し（財政
インセンティブの利用），高付加価値産業に対しては中
心部に移動するよう奨励している．都市建設プログラム
が打ち出されている．これは 1,000 万人の居住者を擁す
る都心部が中心にあって，それを二次都市，大きな町，
村が取り囲むという都市システムの構想である．広州は
2003 年に市政府がファイナンスする形で，10 カ所で大
きな町の建設に着手している．上海は「1996 年計画」の
実施に着手した．これは 2020 年までに大都市 1 つ，二
次都市（伝統的に歴史的な中心）9 つ，町 60 カ所，住民
が 1,500-3,000 人程度大きな村 600 カ所を建設すること
を目的としている．

•

ボックス    7.14

出所：WDR 2009 チーム．

スラム街の改善と防止：何が機能するか？

　国連人間居住計画（UN-HABITAT）と都市同盟が収集した政
策経験によれば，成功しているイニシアティブには次の 5 つ
の属性がある

a
．①認識と唱導，②長期にわたる政治的コミッ

トメント，③政策改革と制度強化，④政府レベル間の調整，
⑤拡張の努力．このうち最も重要なのは③と⑤である．

制度の強化．スラム街を都市に統合することに成功した諸国
は，制度を強化して，補完的な改革を実施している．これに
はより広範な都市部貧困削減課題が含まれる（インドネシア，
イラン，メキシコ，南アフリカ，トルコ）．都市部の貧困層を
都市の法的・社会的な枠組みのなかに統合する政策を実施し
た諸国もなかにはある（ブラジル，チリ，コロンビア）．また，
土地や住宅の提供に関して改革を行った国もある（インド）．

政府レベル間および民間関係者との調整．うまくいった諸国
は中央政府，州政府，市政府および民間部門との間の調整に
努力している（チリ，エジプト，スリランカ，タイ，チュニ
ジア）．しかし，基本的なサービスと住宅改善の実現に成功し

た都市や諸国には，パフォーマンスを監視する明確なメカニ
ズムがあったが，それにはあらゆるレベルの政府の関与が必
要である．例えば，カンボジア，中国，ベトナムには，地方
自治体のインフラ実施状況に関しては厳格な上方説明責任が
ある．他方，ブラジルやインドネシアでは，ボトムアップ方
式のモニタリングが行われており，これは計画や意思決定に
かかわる市民参加を高めている

b
．スラム街改善プログラム

の拡大が成功するためには，各政府レベル間および民間部門
との調整も極めて重要である．控えめな規模で始まったプロ
グラムが，あらゆるレベルの政府と民間部門が参加したおか
げで，国家的なレベルにまで拡大するのに成功した事例とし
ては，インドネシアのカンポン改善プログラムが有名である
が，ブラジル，コロンビア，メキシコ，南アフリカ，タイ，
チュニジアでも成功例がある．

ボックス    7.15

出所：Eduardo Lopez Moreno, chief, Global Urban Observatory, UN-HABITA
執筆．
注：a．Garau (2008)． b．Bazoglu (2008)．
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生は転居かスラム街地区の再開発を意味す

る．スラム街開発の初期段階では焦点は全国

スラム街開発プログラム（NSDP）を通じた

スラム街におけるインフラの提供にあった

が，今では都市住宅スキーム（VAMBAY）を

通じた都市部スラム街居住者に住居を提供す

ることが再び強調されている注 80．

　ほとんどの途上国の政策立案者にとって，スラ

ム街形成の管理に関する政策を特定・実施するこ

とが重大な懸念事項となっている．しかし，大都

市圏の潜在力を損なうことなく，スラム街住民の

生活条件と生計を改善するのに必要とされる政策

の選択に関しては，ほとんどコンセンサスがな

い．2 つの疑問に答えなければならない．スラム

街はいつ改善されるべきか？　スラム街を発展さ

せるためには何をすべきか？　本報告書では，ス

ラム街問題に取り組むのに適切な時期は制度とイ

ンフラの条件が整備された時であると述べたい．

また，正しいアプローチはスラム街をより広範な

都市経済に統合することである．

　もし問題が犯罪と不潔であれば，スラム街を改

善する方が良い戦略になるだろう．しかし，問題

がスペース的な非効率性であるならば，土地利用

の効率性を改善し，生計を妨害するものについて

スラム街住民に補償する措置がおそらく優先され

るべきだろう．スラム街の生活条件を改善するた

めの介入策には，敷地やサービスプログラムなど

予防措置に加えて，是正制度（スラム街改善が最

も一般的），基本的サービスのパッケージ，舗装，

住居，社会的統合などが含まれる．インドネシア

のカンポン改善プログラムは，世界でおそらく一

番古く，大きく，よく知られた都市改善イニシア

ティブであろう．それは 1 人当たり 23 から 118

ドルの低投資コストを組み合わせて，1,500 万人

にメリットを提供し，参加型アプローチを活用し

ている．パキスタンのオランギ・プロジェクトや

ガーナのアクラ区域再生プロジェクトも有望であ

る（表 7.2）．しかし，すべての経験が示してい

るところによれば，スラム街改善のためのスペー

ス的に焦点を絞った介入策は，インフラ，制度，

補完的な改革を伴わない限り，社会的統合には不

十分にものにとどまる可能性大である（ボックス

7.16）．

　土地利用とゾーニングの政策はしばしば，貧困

層が物理的にダイナミックな労働市場に統合され

ることを阻害してきた．また，輸送インフラが

様々であるため，遠くの住民を都心部の仕事に接

続する可能性が低くなっていた．アパルトヘイト

下の南アフリカでは，ゾーニング政策によって都

市では白人と黒人が分離されていた．都市の構造

は社会的分裂を悪化させ，不平等と差別を削減す

る努力を妨害することがある．格差縮小にはアパ

ルトヘイトの廃止だけでは十分ではない．スペー

ス的な所得不平等を解消するには，地方政府とし

ては貧しい子供の輸送コストについて補助金を供

与し，私立学校入学の引換券を提供し，公立学校

向けの支出を増やすことができるだろう注 81．

包容的な都市化の戦略
　ティンバーゲンの原理によれば，1 つの政策目

的に取り組むためには 1 つの政策手段が必要で

ある注 82．本報告書で取り組んだ政策問題にこの

原理を適用すると，1 つの問題がもつ次元と同じ

数だけの統合手段が必要になるということが示唆

される．統合の挑戦課題は都市化の段階とともに

多くなるため，必要とされる政策手段の数も増え

る．途上国にとって幸運なことに，市場と政府の

能力は都市化に伴って大きくなる．しかし，この

ような政策は正しい順序で適用されなければなら

ない．

　包容的な都市化の基盤は発展プロセスの早い段

階で導入すべきである．そうするためには，政府

としては選別的でなければならない．本章では，

優先度や順序を以下のようにすべきであると提言

する．

都市化が初期的な段階にある地区では，目的

は農村部から都市部への自然な転換を円滑化

することにある．コアとなる政策手段はス

ペース的に盲目的な制度であり，それが一部

の場所で密度を促進することになる．このよ

うな政策としては，土地保有権や財産権の確

•
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国（都市） 焦点・目的 主要な特徴・教訓

チュジニア（国）：都市修復
修繕機関

保有権の確実性．保有権を正式にし，インフラ・住宅改
善支援・退去世帯向けに土地を提供．

住宅改善のダイナミックなプロセスの引き金になった．
スラム街に住む都市人口の比率が低い理由になっている．

ブラジル（ゴイアニア市）：
ゴイアニア賃貸者・不法居
住者（ポセイロ）連合

保有権の確実性．市民には未使用で土地権が不明な土地
を占有する権利があることを訴えることによって，公有
地の占有を許容し保有権を確実化．

元賃貸者 10 万人が対象．地元の草の根の組織が，保有権
の確実化とインフラおよびサービスへのアクセス確保に
向けた努力を成功裡に支援．

ペルー（イロ市）：市政府 土地供給．公共サービス付きの区画を低所得世帯による
建築向けに入手可能にする．

2005 年までに住宅用に公共サービス付きの 6,000 区画を
提供．1960-2000 年に人口が 5 倍に増えたにもかかわら
ず土地侵入の圧力は生じていない．

アルゼンチン（ブエノスア
イレス市，サンフェルナン
ド市，サンホルヘ市）：IIED-
ラテンアメリカ事務所

土地供給．公共サービス付きの土地を再定住と密度削減
を円滑化するために寄贈．区画はコミュニティ管理下の
抽選で割当．

このプログラムは過去 20 年間にわたる一連の行動・イニ
シアティブの結果であり，州および市の当局に陳情した
アルゼンチンの NGO が支援．

ナ ミ ビ ア（ ビ ン ト フ ー ク
市）：ナミビア都市バラック
住民連合

柔軟なゾーニング法．共用サービス付きの土地をグルー
プで購入・賃貸．国の最低基準を下回る土地区画．

都市部の土地利用にかかわる基準や規則という形の制約
をどのようにしたら克服できて，公共サービス付き土地
を低所得世帯向けに購入しやすい価格にすることができ
るかを例証．

マラウイ（リロングウェ市，
ブ ラ ン タ イ ア 市， ム ズ ズ
市）：マラウイ・ホームレス
者連合

土地供給と柔軟な規則．政府に土地を陳情．メンバーは
良質な住宅を低コストで建設できるという能力を証明．
正式な基準の変更がコストにとって重要．

2003 年以降，760 区画の宅地が供給され，貯蓄者グルー
プには住宅建設ローンが供与．スラム街の収容力が抑制
され土地利用が改善．

パキスタン（カラチ市オラ
ンギ地区）：調査訓練機構

アメニティ提供．地元コミュニティ・政府が排水・下水
システムのコミュニティ開発をファイナンス．

オランギの 9 万 6,994 世帯とパキスタン各地の 300 カ所．
請負業者を排除し土木基準を修正することによって総コ
ストをカバー．

15 カ国（南アジア，東アジ
ア，アフリカ）：スラム街住
民インターナショナル

アメニティ提供．スラム街住民が全国組織を結成．住居
や基本的サービスを構築・改善するイニシアティブ．

貯蓄者グループ（ほとんど女性）と資金の集団的な管理
のおかげで，協調行動の能力が増大．政府とのパートナー
シップを交渉．

タイ（国）：コミュニティ組
織開発機構

アメニティ提供．低所得スラム街世帯が結成したコミュ
ニティ組織に対して，インフラ補助金と住宅ローンを供
与．

957 コミュニティにおける 495 プロジェクトで 5 万 2,776
世帯が対象．活動は地元関係者とのパートナーシップで
各コミュニティ組織が選定．資金源にはコミュニティ自
身の拠出分が含まれる．

ニカラグア（国）：地方開発
プログラム（PRODEL）

アメニティ提供．小型インフラプロジェクト（水，衛生，
排水など）の協調融資．住宅改善と零細企業向けローン・
支援．

484 プロジェクトで約 6 万世帯が利益を享受．資金は地
方政府，NGO，コミュニティ組織，家計に供与．

表 7.2　都市部貧困層を統合する介入策

出所：Satterthwaite (2008：本報告書用 )．
注：IIED －国際環境開発研究所 ; NGO －非政府組織．

実化，基本的・社会的サービス，ある生産活

動（大きな産業）を他の生産活動（小規模な

農業）より優遇しないマクロ経済政策などが

ある．政策立案者は農村部と都市部の関係に

ついては中立性を目指すべきである．

都市化が中間的な段階にある地区では，一

部の都市の急成長は混雑を生み出す．密度

を円滑化するスペース的に盲目的な政策に加

えて，混雑と経済的距離に取り組む接続的な

政策が必要になる．これには輸送インフラに

対する投資（市内外の接続性を高めるため）

や，企業による社会的に効率的な立地決定の

•

奨励などがある．効率性が政策立案者の標語

でなければならない．

都市化が進んだ段階にある地区では，公式居

住区とスラム街や不潔と犯罪が引き起こす都

市内部の分裂が，密度と距離の挑戦課題に付

け加わる．スペース的に盲目的な政策とス

ペース的に接続的な政策に加えて，都市内部

の分裂に対処するためのスペース的に焦点を

絞った政策が，スラム街，犯罪，環境の問題

を対象にして，住み良さを改善するために必

要となる．

•
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均一ではなく統一

　グローバル化と自由化によって国内で生産の再

配置が行われると，市場がもはや好まなくなった

場所に人々が集中したままで置き去りにされる可

能性がある．ブラジル，中国，インド，ロシアで

は，過去 1 世紀にわたる市場と政策の両方にか

かわる変化を受けて，各場所の運命も変わってき

た．経済活動に地理的な相違があると，人々は遅

れた地区から移住したいと思うので，貧困層も含

めて進んだ地区に集中する．しかし，生活水準と

いう地位が不均一であれば，国内に分裂が生じる

か，あるいはそれが深化することによって，紛争

につながり，社会的・経済的な発展が鈍化する恐

れがある．

　経済的質量が大きくて市場が好む地区とそうで

はない地区の間では，生活水準の格差が執拗に持

続するか，または拡大している．本章ではこれま

での章でみてきた発見や分析に基づいて，それに

政策としてどう対応すべきかを検討したい．本報

告書の他の部分と同じように，「地区」という用

語は国家より下のレベルの地域ないし領土と同義

であり，本章では「地域開発」（あるいは「地区

開発」ないし「領土開発」）論議も扱うことにな

る．論理と経験によれば，政策立案者は挑戦課題

の厳しさに応じて対応策を微調整すべきである．

労働と資本に移動性がある国では，後進地区

と先進地区の経済的距離は主としてスペース

的に盲目的な，すなわち普遍的な政策で取り

組むべきである．これについては簡略形とし

て「制度」という用語を使う．このような政

策があれば，人々は機会を求めて移動するこ

とが容易になる．後進地区の人口が少なく，

一国の貧困層に占める割合も小さければ，移

•

住を増加させる措置が開発政策の軸となって

しかるべきである．

後進地区に大勢の貧困層が住んでいるものの，

移住にかかわる障害がほとんどない国では，

移動性を促進する制度をスペース的に接続的

なインフラで補強すべきである．後進地区で

は人口が多い（貧困層も多い）ものの，労働

や資本の流れに関しては文化的・言語的・政

治的な障害がほとんどない国もなかにはあ

る．物，人，情報の流れを増やすようなイン

フラへの投資が，経済的な集中と生活水準の

スペース的な収斂を後押しすることになるだ

ろう．

言語的・政治的・宗教的・民族的な相違で分

断している国では，スペース的に対象を絞っ

た介入策が必要かもしれない．後進地区が労

働と資本の労働を制限するという国内的分裂

に加えて，先進地区の経済的機会までの距離

が長い，人口が多く貧困層も多いという三重

の挑戦課題に直面している場合には，制度と

インフラ投資は後進地区の経済的生産を奨励

するための対象を絞ったインセンティブで補

完することができるだろう．しかし，このよ

うなインセンティブは，人々を 1 つにする

制度や一国内の後進地区と先進地区を接続す

るインフラ投資を通じて追求されている統合

の目的に逆行してはならない．

　制度，インフラ，インセンティブが，国内統合

に成功する政策アプローチを構成する 3 つの要

素である．統合に関する政策オプションを決定す

る際，政府はこのような手段の財政コストや機会

費用を検討しなければならない．本章では，政府

•

•

CHAPTER

――地区開発のための効果的アプローチ

CHAPTER8
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が政策オプションを検討して，最良の組み合わせ

を決定することができるような体系的な枠組みを

提示したい．

　新しいアプローチ．後進地区の福祉を改善する

にはどうしたらいいかに関する政策論議では，後

進地区に焦点を絞って，このような地区に生産を

移動させるための対象を絞った介入策ないし政策

的な「インセンティブ」がしばしば強調されてい

る．そうではなく，地域開発政策によって後進地

区と先進地区を統合すべきであり，スペース的に

対象を絞ったインセンティブの議論は最後にくる

べきである．国ベースの歳入シェアリングや社会

的支出取り決めなどスペース的に盲目的な政策，

および輸送や通信のシステムなどスペース的に接

続的なイニシアティブを検討した後にすべきだと

いうことである．先進国および途上国双方の経験

によれば，このような下支えする制度やインフラ

がなければ，インセンティブは成功せず，しかも

高価に付く．

　多数の諸国では，行政や財政の責任を分権化す

る動きを反映して，地方政府が政策の設計と実施

に果たす役割が高まっている．地方のイニシア

ティブが地方の福祉とともに国の福祉を改善する

ことにもつながるようにするためには，地方政府

に資源を割り当てる取り決めが伴っていなければ

ならない（ボックス 8.1）．

　このような政策問題に取り組むため，本章では

政策立案者にとって相当大きな関心事となって

いるある問題について 1 つの答えを提示したい．

すなわち，各国は人と場所のいずれに投資すべき

かという問題があるが，その答えは次の通りであ

る．国として経済的および社会的な収益率が最も

高い成果が期待できる経済活動に投資すべきであ

る．したがって，先進地区では場所への投資（国

の経済成長を高める耐久性のある投資），後進地

区では人への投資（移動性を刺激し貧困削減を加

速する携行可能な投資）を強調すべきである．

本報告書の政策メッセージは「反分権化」か？　ノーである

　スペース的に盲目的な制度は，スペース的な効率性と公平
性を追求する経済統合政策の基盤である．どこに住んでいよ
うと，人々は一次医療，教育，衛生，安全など基本的なサー
ビスに手頃な値段でアクセスできてしかるべきである．しか
し，このようなサービスがどのように提供されるかは各国の
状況次第である．
　多くの諸国では分権化を受けて，国家内の地方政府は地
方の福祉成果について大きな責任をもつようになってい
る．ベトナムでは，地方政府は 2002 年の公共支出のうちほ
ぼ 50％について責任を負っている．この割合は 1992 年には
約 25％だったので大幅な上昇である．中国では，同比率は
1990-2004 年の間に 67％から 72％に上昇している

a
．フィリ

ピンでは，同比率は 1990 年には約 11％であったが，2002 年
には 25％に高まっている．
　分権化がスペース的に盲目的な政策の実施を妨害する場合
に問題が発生する．地方政府は社会的サービス向けに資源を
配分する代わりに，政治的に人気のある活動の方に支出を増
やすかもしれない．ブラジルのような分権化が高度に進んだ
国では，非識字層の撲滅や初等教育の普遍化といった国家的
な優先課題にかかわる進展は支出の配分でモニターされてい
る．州や都市は税や移転からの歳入のうち，25％は初等教育
のファイナンスに充当しなければならないことが憲法で規定
されているからだ．しかし，仔細にみると，都市の約 10％は
憲法で指示された金額以下の支出しかしていない

b
．

　大規模で目に見える投資は政治的には便利なシグナルであ
る．というのは，有権者に自分たちの代表者が一生懸命働い
ていることを示すことができるからだ．それでは，ここで検
討しているスペース的に統合的な政策と，分権化はどうした
ら整合的にすることができるだろうか？

制度――地方政府ヘの資源配分を最初は投入ベース（公
共サービス向けの支出）にすればいい．そして，可能な
限り速やかに成果ベース（国のミレニアム開発指標の改
善）に移行すべきである．
インフラ――インフラ投資に伴うシナジー効果を最大化
し，州際通商の規制を効率的にするためには，設計や計
画の決定をこのような投資や規制で影響を受ける地方政
府と共同で行うべきである．
インセンティブ――地方政府は地方経済の潜在力を評価
するには十分適しているかもしれないが，どこをインセ
ンティブの対象とすべきかについての決定は，全体の成
長を加速化するための資源に優先順位を付けることがで
きる国の権限にとどめるべきである．このプログラムを
どのように実施するかは地方で決定することができる．

•

•

•

ボックス    8.1

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．National Bureau of Statistics, China (2005)． b．Instituto Brasileiro 
de Geografia e Estatistica (IBGE) (2004)．
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人は機会を求める
　歴史を通じて，人々は地理的に厳しい場所から，

もっと快適な気候やより良い経済的機会を提供し

てくれる場所に移動してきた．人々が自然環境が

良い地区に集中すると，それがその場所に経済活

動を引き付けて，多くの人々が繁栄するのを手助

けする．このような居住区が魅力的であったそも

そもの初期条件が重要性を失った後でも，このよ

うな関係は継続する．移動性というのは単に富裕

層だけのものではない．人々はより良い生活を求

めて経済的に密度の高い地区に移動している．

　中国における貧困層分布の現状を検討してみよ

う（地図 8.1 参照）．1 日 2 ドル未満の暮らしを

している人々の割合が高いのは，遅れている西部

地区である．しかし，絶対的な数字としては，そ

れよりずっと多くの貧困層がダイナミックな沿岸

の南東部に住んでいる．中国のなかで世界経済と

の急速な統合を牽引したのはそこである．このよ

うな統合が起こる前でも，地理的に好意的でない

場所に人々が集中することはなかった．例えば，

海抜 4,000 メートルの高さにある青海チベット高

原や，海抜 2,000 メートルの中部地区高地がその

例である．農業や貿易にとっては沿岸の平らな土

地や温暖な気候の方がより良い条件なのである．

　他の多くの諸国についても地図をみると，貧困

の質量（貧困者数）と経済の質量がやはり一致し

ていることがわかる．ジャワはインドネシアで経

済的に進んでいる地区であるだけでなく，群島の

なかでほとんどの貧困層が居住している島でもあ

る．ジャワ島とバリ島は 2,100 万人の貧困層の

故郷であるが，それは同国の全貧困層の約 58％

に相当する．他の島々に住んでいる貧困者の数

はこれよりずっと少なく，カリマンタン島 130

万人，スラウェシ島 260 万人，ヌサテンガサ島

270 万人，パプア島 100 万人などとなっている．

第 2 章では，ホンジュラスとベトナムでも，経

済的生産と貧困層の地理的分布が同じようになっ

ている（重複している）ことが示されていた．

　地理的解像度をより鮮明に使うと，後進地区内

部についても類似の人口分布が識別できる．ブラ

ジルでは北東部が最貧地区である．1939 年の 1

人当たり所得をみると，南東部は北東部の 2.9 倍，

92 年でも 2.8 倍となっていた．ブラジルで最貧上

位 10 州のうち 8 州は北東部，2 州は北部に所在し

ている注 1．貧困率が明らかに高いのは農村地帯の

北東部とアマゾン地区である（地図 8.2 参照）．し

かし，その北東部においてさえ，貧困層の質量と

集中（1 平方キロメートル当たりの貧困者数）は，

海岸に近い都市化した集積地でずっと高くなって

いる．このパターンは遅れた北東部から，ダイナ

ミックな地区であるリオデジャネイロや南東部の

サンパウロに至るまでずっと続いている注 2．

　要素の移動性を促す市場諸力がそれほど強くな

い国がなかにはある．そういう諸国では経済的

質量と貧困の質量が，中国やホンジュラスなどと

いった諸国におけるほど一致していない．インド

を考えてみよう．北中部の「後進州」に 4 億人以

上が住んでいるが，それにはインドの貧困線を使

地図 8.1　中国では貧困率は内陸の西部が高いが，貧困層の密度は東部の経済的集中密度の高いところに居住している

貧困率
（貧困層の割合，％） 貧困密度

（各点は貧困者 5 万人
を表わす）

出所 : WDR 2009 チーム．
注：貧困率と貧困者は 2002 年について 1 日 2 ドル未満の貧困線を使って推計．
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えば総貧困層の 60％が含まれている（地図 8.3

参照）注 3．このような地区からの労働移動は限定

的であるが，これは民族言語的および階級ベース

の分裂が理由であり，おそらく人々は自分の「領

域」にとどまる方がいいと考えているのであろう．

　人々は理由があって後進地区にとどまってい

る．土壌が豊かで，国内で接続が良い肥沃なイン

ド・ガンジス平原は人を引き付けてきた．インド

が 1600-1700 年の間，世界の GDP の約 4 分の 1

を占めていた時期，最もダイナミックだったのは

歴史的にこのような地区であった注 4．イギリス国

王に土地税を支払う責任を地主に負わせるという

地図 8.2　ブラジルでは貧困率は北東部とアマゾン地区で高いが，貧困層は沿岸地帯に集中している

貧困率
（貧困層の割合，％）

貧困密度
（各点は貧困者

5,000 人を表わす）

出所：州レベルの貧困率はブラジルの 2002-03 年家計調査（Pesquisa de Orcamentos Familliares）に基づいて，Phillippe G. Leite が算出 ; World Bank (2007c)．

貧困率
（貧困層の割合，％）

地図 8.3　インドの一部後進州では貧困率と貧困密度がともに高い

貧困密度
（各点は貧困者 5 万

人を表わす）

データ不明

出所：インド政府の Planning Commission による 2004-05 年の貧困推計値に基づく．
注：州レベルの貧困率と貧困者数は上記とは異なる貧困線を用いて算出された 2004-05 年の都市部貧困層と農村部貧困層の合計に基づく．
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ような歴史上の「事故」を主因に，この地区では

農業生産性やインフラ投資が阻害された注 5．イン

ドは今や世界経済に再統合しつつあり，その結果

として，経済的なダイナミズムは沿岸部や都市圏

で発生している．このような地区は中間投入財や

国内・国際市場へのアクセスが便利であり，信頼

できる良質な地方的な公共サービスを提供し，企

業家精神に好意的な事業環境がある．2005 年に

実行された製造業投資の約 50％は，3,000 以上

は存在する都市のうち，内外両市場へのアクセス

に便利なわずか 10 都市に集中している注 6．

　現在の政策立案者としては，後進地区への投資

を復活させ，過去の栄光を回復するのを後押しす

ることによって，歴史的な「事故」を是正すべき

であろうか？　それとも，インドの世界経済との

統合を推進して，後進地区の人々が経済的密度が

もっと高い場所の経済的機会をつかみとるのを助

けるべきだろうか？

　1970 年代におけるインドの国家政策の論議で

は，後進地区を復興させるために，補助金付き金

融，投資補助金，工業インフラ，優先的な産業許

認可などによって，スペース的に均衡のとれた成

長を促進するということに焦点が当られていた．

しかし，最近の 5 カ年計画では，産業許認可の

失敗とその成長との整合性欠如が認識されてい

る．現在の論議は後進地区に関してもっと統合を

促進することや，遠隔の北東部を国内の他の地区

の市場と結び付ける戦略的な地区間インフラ投資

とともに，保健や教育の改善を促進するという方

向にシフトしてきている注 7．宗教的あるいは民

族的な国内分裂があるナイジェリアやエチオピア

などの他の諸国でも，同じような地域開発政策が

実施されている．

　そのような分裂の削減を目指す政策を受けて，

より良い経済的機会を提供する場所を求めると

いう自然な傾向が強まっている．十分な研究が

行われているドイツ統一を考えてみよう．東か

ら西への人の移動を推進する財や生産要素にか

かわる交易がなかった 2 つの国が合併したので

ある．ハンガリー経由で東ドイツを脱出できる

ことがわかった 1989 年の夏，チャンスが到来し

た．1989 年 11 月 9 日にベルリンの壁が崩壊す

ると，東ドイツから西ドイツへ直接移住すること

が可能になった．門戸が開放されて，東を後に西

に向かった人の数は 1989-90 年の両年だけで 80

万人，東ドイツの人口の 5％に達した（ボックス

8.2 参照）注 8．ドイツ統一が密度への移動を始動

させたことは明らかである．これから示唆される

のは，経済的密度までの距離を削減すると人々の

福祉は改善するが，そうなるための最も強力な自

然のメカニズムは労働移動だということである．

国は統一を求める
　多くの国では生産や貧困についてスペース的な

相違がみられる．その主因は後進地区と先進地区

の経済的距離と政治・民族・宗教・言語の相違に

基づく分裂にある．また，すべての諸国が国内

分裂に伴う障壁を低くすることによって統一を

追求している．途上国 20 カ国の憲法を検討する

と，統一の促進（分裂の削減）が重要な政治目的

になっていることがわかる（ボックス 8.2 参照）．

ナイジェリアでは，統一に関する重要な条項は

「人は性別，宗教，出生地，民族的・言語的な関

係で差別されることはない」と謳っている．イン

ドでは，憲法 16 条は次のように規定している．

「いかなる市民も，宗教，人種，カースト，性別，

出自，出生地，住居，あるいは以上のいずれかだ

けを根拠に，いかなる雇用，あるいは国家の職務

に不適格であるとされる，またはそれに関して差

別を受けることはない」．ほとんどの場合，憲法

は場所に重きを置いてはいない．そうではなく，

憲法が焦点を置いているのは人々の福祉と統一な

のである（ボックス 8.3 参照）．

　統一性は均一性を意味しない．例えば，インド

では「統一性は多様性にある」というのが国民的

なモットーである．しかし，多くの諸国で政策

立案者は均一性を統一性の主要手段であると考

えている．新規加盟国を統合するための EU 政策

は「連帯」を求めている．しかし，連帯ないし統

一の目的は収斂の政策によって追求されている．

収斂の目標には経済開発（経済的連帯）と労働・

所得へのアクセス（社会的連帯）にかかわる地

域的な格差の除去が含まれている．この「連帯」
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ドイツの統合：労働移動に伴う収斂と集中

　1989 年にベルリンの壁が崩壊して，東ドイツから西ドイツ
への直接的な移住が可能になった．国境の開放によって東を
去って西に向かった人は 1989 年と 90 年には年約 40 万人と，
東の人口の約 5％に達した（ボックス左図参照）．何年か後に
は所得が収斂し始め，人の流れは鈍化した．2001 年にはドイ
ツの不況を受けて，約 10 万人がまた東を後にして西に行った．
2007 年までの累計では 170 万人強が東を去ったことになる

（ベルリンの壁が崩壊した頃の東ドイツは人口約 1,700 万人）．
　移住は予測されていた結果をもたらした．すなわち，所得
が両地区間でより平等になったのである（ボックス右図参照）．
1992 年の州別所得分布には明らかに 2 つの山があり，東の諸
州が低い山を形成しているが，2005 年までには平らになって
いる．東側諸州は依然として分布の左側にあるが，西側諸州
までの経済的距離は短くなっている．

　所得の収斂はもっと驚くべき結果を生み出している．若い
女性が男性よりも多い州はすべて経済的にダイナミックな地
区に位置している（ボックス地図参照）．そこには優れた高等
教育機関も多数ある．2004 年について 18-29 歳の層をみると，
東ドイツ（ベルリンを含む）には男性 100 人当たり 90 人の
女性しかいない．
　なぜ東ドイツの女性は経済的にダイナミックな地区に移動
して，男性は遅れた地区にとどまっているのだろうか？　2
つの説明が可能である．第 1 に，女性は学校や高等教育では
平均的に優秀なので，経済的にダイナミックな地区で就学あ
るいは就職が容易である．第 2 に，後進地区で魅力的な就職
をするのは男性よりも女性の方がずっとむずかしい．このよ
うな地区では典型的には農業，製造業，建設業など伝統的に
男性向きの仕事が支配的だからである．

ボックス    8.2

ベルリンの壁が崩壊してから東ドイツから西ド
イツへの移住が可能になった

（1991-2005 年，西への純移住）

1992-2005 年の間にドイツ諸州の所得が収斂し
たのは予測通りであった

1,000 人
密度

年
対数（1,000 ユーロ）

出所：
（左図）Federal Statistical 

Office Germany(2007)．
（右図）Holtzmann, 

Priebe, and Vollmer 
(2008)．

女性は経済的機会を求めて西に移動：2003 年についてみると，東側では男性 100 人当たり
の女性が少なく（左図），西側では納税者の所得が高い（右図）

出所：
（左図）Kroehnert, 

Medicus, and Knglolz 
(2006)．

（右図）Federal Statistical 
Office Germany．

ドイツ
男性 100 人当たり
18-29 才の女性数 納税者の平均所得

トップ 20％層

ボトム 20％層
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は EU の地域政策で裏付けされており，予算の約

60％は低開発地域（EU の 1 人当たり GDP 平均

の 75％以下）の支援に割り当てられている注 9．

　EU の総支出の 35％を占める連帯政策は，構造

基金（90％）と連帯基金（10％）を通じて実施

に移されている．「アジェンダ 2000」（EU 拡大

に備えた財政面を中心とする改革案）のパッケー

ジは総額 2,360 億ユーロに達しており，うち構

造基金は 1,950 億ユーロである．残りの連帯基

金は，ギリシア・アイルランド・ポルトガル・ス

ペインに 180 億ユーロ，2004 年の加盟を展望

して新規加盟予定国向けに 220 億ユーロという

配分になっている注 10．アジェンダ 2000 の目的

は，後進地区の開発・構造調整，国境地区・産業

衰退地区の開発，教育・訓練制度の調整・近代化

にある注 11．つまり，連帯政策は特定地区の経済

パフォーマンスを改善して，EU の他の地区に追

い付くのを後押しすることが目的なのである．

　統合を支援するためのこのような規模の資源配

分は，加盟国（特に費用を負担する人々がいる諸

国）における再配分の選好を反映したものであろ

うが，このような政策は全体の成長を刺激するの

だろうか？　「間違った」種類の資産に対して支

払っているのではないか？　学術研究によれば，

集積ではなくスペース的な均一性を促進しようと

しているので，全体の経済成長を最大化するのに

あまり適していない．後進地区の追い付きを促進

するのにも特に適しているとはいえない．「ハー

ド」なインフラや企業に補助金を供与する伝統的

な連帯政策は，後進地区の競争力を引き上げる可

能性が低いと考えられる注 12．このプログラムか

ら離れて，教育プログラムや制度開発を支援した

方がもっと効果があるだろう．

　対内及び対外両方での収斂という 2 つの挑戦

課題に対処するのに同じ 1 つの手段を使うと，

政策の焦点は失われる可能性がある．EU の第 4

次経済的・社会的連帯報告書では，地域間および

各国内の収斂に関して率直な評価が示されてい

る注 13．1995-2004 年に 1 人当たり GDP が低い

新規加盟国は EU27 カ国の平均を上回る成長を示

し，国別には収斂する傾向がみられた．しかし，

もっと分解した NUTS2 の地区レベル（ほとんど

の諸国について行政区画よりは大きい下位レベル

の国家地域）でみると，後進地区の経済パフォー

憲法上の要請は均一ではなく統一

　国の憲法というものは，ほとんどの国で政治対話の変遷を
反映して，国家と市民の相互作用を規定している．途上国 20
カ国

a
の憲法を検証した結果，すべてが国家統一を重要な国

家目的として強調していることがわかった．国土全域にわた
る経済的な成果の均一性を謳っているのは，1 カ国だけ（ブ
ラジル）である．初等教育や基本的な保健ケアへの普遍的な
アクセスは，ほとんどの諸国で憲法上の使命とされている．
　アフリカ３カ国について憲法条項の抜粋をみると，社会が
国家の統一と統合に置いている重要性がよくわかる．
　ナイジェリア：「ナイジェリア連邦共和国のモットーは統一
と誠実・平和・進歩である」．15 条（2）―「したがって，国
家統合が積極的に奨励される一方，出生地・性別・宗教・地
位・民族的ないし言語的な関係あるいは結び付きに基づく差
別は禁止される」．15 条（3）―「国家統合を推進する目的の
ために，以下のことをするのが国家の義務である．（a）連邦
全域にわたって人・物・サービスの自由な移動について十分
な便宜を図り，かつそれを奨励する，（b）連邦のすべての地
区に住むあらゆる市民に完全な居住権を保証する」．
　コートジボワール：30 条―「コートジボワール共和国は１
つで，分割不可能な，非宗教的で，民主的な社会である．共
和国は出自・人種・性別・宗教の区別にかかわらず，万人に
法の前の平等を保証する．あらゆる信条を尊重する」．その原

則は「人民の人民による人民のための政府」である．
　ウガンダ：3 条―「（ⅰ）国家のすべての機関とウガンダの
人々は，国家の統一・平和・安定に向けて努力する．（ⅱ）ウ
ガンダのすべての人々を統合するために，民族・宗教・イデ
オロギー・政治・文化に関する多様性が存在することを認識
しつつ，あらゆる努力が払われる」．
　ブラジルの憲法は地区的に均衡のとれた経済発展を求めて
おり，後進地区への資本の流れを促進するために指針を設定
している．しかし，このような指針は実施されたが，期待
された経済的利益は生み出されなかった．しかもプログラ
ムは高価であった．憲法上の資金（有名な地域経済開発プ
ログラム）は企業が後進地区に立地するの支援するために，
1990-2002 年の間に 100 億ドル相当以上の補助金付き信用と
して供与された．このような介入策の無効性に関しては，本
章の他の箇所で評価されている．

ボックス    8.3

出所：途上国 20 カ国の憲法の検討に基づき WDR 2009 チーム執筆．
注：対象国は次の通りである．ラテンアメリカ―アルゼンチン・ボリビア・
ブラジル・コロンビア・メキシコ，アフリカ―コートジボワール・ガーナ・
ナイジェリア・ウガンダ，南アジア―バングラデシュ・インド・ネパール・
パキスタン，東ヨーロッパ・中央アジア―カザフスタン・ポーランド・ロ
シア，東アジア・太平洋―中国・インドネシア・フィリピン，中東・北ア
フリカ―エジプト．
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マンス改善という点で直接的な介入策の有効性は

ほとんど確認することができない．裕福な EU15

カ国に限って，後進地区の人口をみると，3,200

万人，シェア約 8％とほぼと横ばいにとどまって

いる．新規加盟国を考慮に入れると，１人当たり

所得について国家間では収斂が窺われる．しか

し，新旧を問わず加盟国の国内では，市場諸力が

先進地区の経済成長率を押し上げる形で，経済的

生産の集中が高まっている．新規加盟国のなか

の一部地区（スロバキアの Bratislavsky kraj，ハ

ンガリーの Kozep-Magyarorszag，ポーランドの

Mazoweickie， ス ロ ベ ニ ア の Zahodna Slovenija

など）では１人当たり所得が確かに EU 平均の

75％以上に達している．

　アイルランドは EU 資金の使用に関して違った

アプローチをした．国際的に追い付きを図ると同

時に，国内的には経済的生産の分散を図るために

も EU 資金を使うことはせずに，アイルランドは

国の経済成長という 1 つの目的に焦点を絞った

のである．その結果，同国はヨーロッパの最貧国

の 1 つから最富裕国の 1 つになっている（ボッ

クス 8.4 参照）．アイルランドは 1991-98 年の

目的 1 つに 1 つの手段：アイルランドは EU 資金を国際的な収斂に使用した

　アイルランドの 1 人当たり GDP は 1977-2000 年の間に，
EU 平均の 72％から 116％にまで増加した．アイルランドが成
功した背景には何があったのだろうか？
　1973 年に EU に加盟して以降，アイルランドが EU の構
造資金と連帯基金から受領した金額は，2003 年末までで累
計約 170 億ユーロに達している．2 回にわたる EU 資金援助
の第 1 回目では，国全体が「目標 1」の地域に分類された．
1993-2003 年に連帯基金は，120 件のインフラプロジェクト
を約 20 億ユーロのコストをかけて支援した

a
．プロジェク

トの選定は国家開発計画に基づくが，同計画そのものは長期
的に国の経済成長を促進する経済的インフラへの投資に焦点
絞っていた．これには先進地区における投資や先進地区と後
進地区を接続する投資も含まれている．後者の例としては，
M50（ダブリン環状道路），M1（ダブリン - ベルファスト間），
N4（ダブリン - スライゴー間）・N7（ダブリン - リメリック
間）・N11（ダブリン - ロスレア間）の補修が指摘できる．
　アイランドは投資家に全国にわたって良好な事業環境を提
供するために，アイランドのあらゆる地区で教育，訓練，生
涯学習にも投資した．同国は熟練労働力と物流の良好さを背
景として，ヨーロッパ市場への参入を考えているアメリカ企
業の投資先として人気を博した．2004 年のデータによると，

在アイルランドのアメリカ企業はほとんどがヨーロッパ向け
に，550 億ドル相当の財とサービスを輸出している．
　アイルランドの所得はヨーロッパ先進国の水準に急速に収
斂したが，それには経済活動のスペース的な集中が伴ってい
た．他の連帯諸国（ギリシア，ポルトガル，スペイン）との
対比でも，アイルランドでは集中度の上昇が大きかった（ボッ
クス図参照）．しかし，同国の 1 人当たり所得の上昇はさらに
速かった．1977 年の時点で 1 人当たり所得をみると，ギリシ
ア，アイルランド，スペインはそろって約 9,000 ドル，ポル
トガルは 6,000 ドルであった．2002 年になると，ポルトガル
は 1 万 1,000 ドル，ギリシアとスペインはそれぞれ 1 万 5,000
ドルだったのに対して，アイルランドは 2 万 7,500 ドルに達
していた．
　現在，東ヨーロッパの新規加盟国のほぼすべての地区は EU
の財政支援を受ける資格がある．それらはアイルランドの例
を参考にして，資金を（もっと後の段階になるまでは）自国
国境内のスペース的に均衡のとれた経済成長ではなく，国際
的な収斂のために使うべきである．

ボックス    8.4

出所：Dall'Erbra (2003); WDR 2009 チーム．
注：a．Ireland's National Development Plan (NDP) 2000-06．

アイルランドでは所得の急増に伴って，国内の経済的集中度も高まった

分散の自然対数

アイルランド

スペイン

ポルトガル

ギリシア

年
出所：Dall’Erba (2003), WDR 2009 チーム .
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間，EU の「目標 1」（最も遅れている地区）支援

の対象になった唯一の地区であった注 14．1999

年 9 月に 75％の下限値を上回った際，アイルラ

ンドは 2 つの地域的な「アセンブリー」（組み合

わせ）を導入した．国境・中部・西部と南部・東

部という地域分類である．しかし，経済的生産の

スペース的な集中ということでは，アイルランド

ではギリシア，ポルトガル，スペインという他の

連帯 3 カ国を上回る一層の進展がみられた注 15．

後進地区と先進地区を統合するための政
策枠組み
　人々は機会を求め，国々は統一を求める．後進

地区と先進地区を統合する政策は両方を推進する

ことができる．本節では，政策立案の指針となる

枠組みの概要を示す．密度，距離，分裂が提起す

る国内の挑戦課題に取り組むために，制度，イン

フラ，インセンティブを微調整して組み合わせる

ことを提言したい．この組み合わせをうまく活用

すれば，各国が経済活動の集中増大に伴う経済的

利益だけでなく，後進地区と先進地区の生活水準

収斂に伴う社会的，政治的，経済的な利益も収穫

するのに役立つだろう．

　経済的集中は生活水準のスペース的な公平性と

矛盾していると考えがちな政策立案者は，スペー

ス的に対象を絞った介入策を通じて集中を削減し

ようとしてきている．換言すると，多くの政府は

経済的に密な場所に人々が集中するのを推進する

市場諸力と戦っていることになる．インドネシア

の移住計画では，人口の多いジャワ島からカリ

マンタン，パプア，スラウェシ，スマトラなど

人口の少ない島々に人々を移転させようとした．

1979-84 年のピーク時には，53 万 5,000 世帯，

約 250 万人が移住した．この目的は「均衡のと

れた人口構造」を促進し，土地のない貧しい居住

者に土地と新しい経済的機会を提供することに

よって貧困を削減することにあった．しかし，こ

のプログラムはジャワ島の人口密度の減少にはほ

とんど何の効果もなかったし，プログラムが高コ

ストであったにもかかわらず，移住者のなかでの

貧困の削減にはつながらなかった注 16．

　スペース的に対象を絞った介入策だけに依存し

ているのが共通した誤りである．それほどの派手

さはないが機能する制度に依存するほうがずっと

いい．フランスでは，経済的質量の集中と可処分

所得にかかわる先進地区と後進地区間の収斂は同

時併行的に生じており，生産と可処分所得の地理

に関して「ハサミ効果」が生まれた（図 8.1）注 17．

この効果はスペース的に焦点を絞った介入策では

なく，スペース的に盲目的な，つまり「普遍的

な」累進所得課税，社会保障，失業保険に起因し

ているようである．このような政策ではスペース

は明示的に考慮されていないものの，その効果と

成果は場所によって大きく異なり得る．そのよう

な「制度」は経済統合のベースとして，生産のス

図 8.1　フランスは経済的生産の集中度上昇と可処分所得にかかわるスペース的な格差縮小から利
益を享受している

変動係数

1 人当たり GDP 1 人当たり所得

1 人当たり可処分所得（右軸）

1 人当たり GDP（左軸）

年

出所：Martin (2005)．
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ペース的な集中の利益を捕捉して，生活水準の収

斂を実現する．

　EU 全体としても，1985-95 年にみられた市場

所得の不平等拡大は，累進課税と移転政策によっ

て部分的に相殺されている．熟練労働者の所得増

加は税率の上昇によって緩和される一方，非熟練

労働者は所得の移転で扶助を享受した注 18．同様

に，アメリカの累進税体系も生産の集中化が進展

するなかで，可処分所得の州際間格差を削減して

いる．ただし，その程度は政府政策の変化に応じ

て長期的に大きく変動している（ボックス 8.5 参

照）．

　スペースに無関係な税制によってスペース的

な公平性に取り組むという EU やアメリカの経

験は有益である．懐疑派は次のように反論する

かもしれない．途上国では税制のカバレッジが

低く，税行政が脆弱で，経済のなかで非公式部

門が大きいため，累進税制の潜在的な利益は小

さくなるだろう．しかし，次のことを思い出す

べきである．1 世紀前に税制が導入された当時，

アメリカには現在の途上国がもっている属性の

大部分が存在していた．1910 年時点でみると，

スペース的な不平等に対処するための税制？：アメリカの連邦所得税制

　アメリカの累進的な連邦所得税は所得不平等を削減してき
た．意図せざる効果として，州別の所得不平等が縮小したこ
とは，スペース的に盲目的な政策はスペース的な不平等を削
減するのに有効な手段であるということの証明になっている．
　内国歳入庁のデータをみれば，所得税がスペース的な不平
等をどれくらい縮小したかがわかる．それを見極めるために
は，まず，各州について上位 1％所得層の税引前所得をアメ
リカの個人所得（経済分析局公表）で割り算する．次に，同
じ所得乖離率を税引後所得について計算する．それから，税
引前と税引後の両所得にかかわる比率の差を 10 州ずつの 2
つのグループ――税引前所得が最高のグループ（グループ
1）と最低のグループ（グループ 2）――について計算する

a
．

ボックス図は最富裕州と最貧州の間における税引後所得格差
の変化を示したものである．アメリカの税制がその直接的な
効果として，過去 1 世紀にわたる州際間の所得不平等の縮小

にどの程度貢献してきたかを示している．
　1918 年には戦費調達のため，税率は 77％と未曾有の高率
になった．第 1 次世界大戦後，税率は低下し，1929 年には
24％となったが，高所得層の最高税率は大恐慌期に再び上昇
した（グプープ 1 について 1940 年のマイナス 26％に対して
30 年にはマイナス 7％となっていた）．第 2 次世界大戦中に議
会は給与源泉徴収制と四半期納税制を導入することによって，
累進税制を強化した．しかし，このような不平等削減効果は
1950-70 年の間に失われ始めた．1970 年代前半に一時的に増
大したこの効果は，1980 年代と 90 年代にかけて減少した．

ボックス    8.5

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．両グループとも各州の最富裕 1％層に属しているが，州により大差
がある点に注意されたい．例えば，1940 年についてみると，所得が約 4 万
7,000 ドルの納税者はミシシッピー州では上位 1％に入るが，コロンビア特
別区なら上位 10％にしか入れない．

アメリカの連邦所得税制は明示的なスペース的焦点をもっていなかったにもかかわらず，スペース的な格差の縮小に貢献した

税制による所得不平等の縮小率（％）

最富裕 10
州は最貧 10
州の 3 倍の
速さで平均
水準に収斂

大恐慌期に
税率上昇

第 2 次世界大戦後，
格差は横ばい ボトムグループの税

率引き上げ

年

（トップ 1％の）税引前所得水準が最高の 10 州
（トップ 1％の）税引前所得水準が最低の 10 州

出所：Estelle Sommelier の分析に基づき WDR 2009 チーム作成．
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人口は農村部が中心で，都市人口はわずか 28％

にすぎなかった注 19．1925 年の自動車産業にお

ける賃金は時給で 0.72 ドルであった注 20．納税

者も税収も少なかった．1916 年に納税申告書を

提出したのは全世帯の 10％にすぎなかった．し

かし，現在ではその割合は 93％である．

　途上国における若干の証拠によると，次のこと

が示唆される．すなわち，累進税制を通じた所得

の再配分は困難であり，個人ないし世帯の所得水

準による支出や，平均税率の水準に目標を置く方

が移転後の所得分配にとってより重要である．つ

まり，徴税力の大きい比例税制の法が徴税力の小

さい累進税制よりも平等化効果が大きいというこ

とである注 21．

　スペース的に盲目的で普遍的な税および移転政

策が各国をスペース的に統合し，集中と収斂に伴

う利益を享受するのを後押しする公的政策の基盤

となる．しかし，このような政策は十分でない可

能性がある．各国は状況に応じて，国内統合のた

めにもっと広範なレンジの手段が必要であろう．

経済統合の挑戦課題は人々（特に貧困層）相互間

の距離の削減と経済的機会にあるとみることがで

きる．国内の分裂に起因する場違いの人口密度

や，先進地区と後進地区間の労働者や企業家の移

動性にかかわる障壁が問題を複雑にしている．

　一般的に言えば，経済統合に向けた政策枠組み

には以下が含まれる．

制度（スペース的に盲目的な政策）．ここで

はスペース的な配慮で明示的には設計されて

はいないが，場所によって異なる可能性のあ

る効果や成果につながる政策を分類するため

にこの用語を使っている．これには，所得税

制，政府間財政関係，土地・住宅市場の統治

など国の政策に加えて，教育，保健ケア，基

本的な水・衛生，その他の政府イニシアティ

ブなどが含まれる．

インフラ（スペース的に接続的な政策）．こ

こでは場所を接続し，公共輸送や公益事業な

ど基本的なビジネスサービスを提供するすべ

ての投資を含めるための省略形として，この

用語を使っている．これには，財の交易を促

•

•

進する地区間の高速道路や鉄道を開発するこ

と，および情報やアイディアの流れを増やす

ための情報通信技術を改善することが含まれ

る．

インセンティブ（スペース的に焦点を絞った

政策）．ここでは後進地区の経済成長を促進

するためのスペース的に対象を絞った措置を

含めるために，この用語を使っている．これ

には投資補助金，租税還付，立地規制，地方

インフラ開発，輸出加工区にかかわる特別規

則など対象を絞った投資環境改革などが含ま

れる．

　このような統合のための手段（制度，インフ

ラ，インセンティブ）は，普遍的な政策から地理

的に対象を絞った政策まで幅が広い．この 3 つ

のカテゴリーはそれぞれに租税，公共支出，規則

を含むことができる．

　物理的な地理が悪いほど，総じて経済的距離が

長くなり，財・サービスの取引や労働・資本・情

報の流れが減り，公共サービスの提供がむずかし

くなる．パプアニューギニアでは，輸送システム

が険しい山岳地形で分断されているため，農村コ

ミュニティから最寄りの道路までの交通時間は平

均 2 時間半，最寄りの政府事務所までは 3 時間

以上かかる注 22．ペルーの山岳地帯では，公共イ

ンフラの整備が遅れている注 23．他のそういった

場所としては，チリの「極（貧）圏」，中国西部，

上エジプト，ネパールの遠隔地，ロシア北東部な

どがある．このような地区は悪条件が原因で貧困

率が高い．しかし，政府の政策や社会政治的な理

由によって移出が阻止されたり，あるいはインセ

ンティブによって居留が誘惑されたりしていない

限り，多くは同じ理由からこのような地区には住

もうとはしない．

　統合すれば，後進地区とダイナミックな地区の

経済的距離は短縮する．経済的効率性と政治的な

実現可能性のバランスを図ったイニシアティブを，

各国の状況に適合すれば成功の可能性が高くなる．

最も重要な状況というのは，後進地区の人口密度

と国内的分裂が市場諸力を弱める場合である．ロ

シア北東部のように後進地区の人口が少ない場合

•
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の統合政策は，ブラジル北東部のように後進地区

の人口が多い場合の統合政策とは違ってしかるべ

きである．ブラジルや中国のように，後進地区と

先進地区が同じ言語や習慣を共有している場合の

統合政策は，インドやナイジェリアのように，言

語，民族，宗教で国内が分断されている場合の統

合政策に比べれば大した努力を必要としない．

　ブラジルでは，遅れた北東部と進んだ南東部の

距離は北東部沿岸地帯における高人口密度を伴っ

ている．しかし，多くの「北部人」はダイナミッ

クな南東部に移動することによって機会を見出し

ている．大サンパウロ圏には 400 万人もの北部

人がいる注 24．北東部における高人口密度と労働

移動にかかわる強力な市場諸力の存在は，共通言

語や強力な国民的なアイデンティティなどの要因

が理由であることが示唆される．

　インドの地図で，後進地区では貧困の質量が大

きく，かつ貧困率が高かったことを思い出してい

ただきたい（地図 8.3 参照）．このような地区は

特に挑戦的である．国家より下の地理的な区域分

類は民族・言語・社会の相違も反映しているから

だ注 25．このような地区からの人の移動が限定的

だったのは地元の選好と特定グループに対する差

別が原因である（第 5 章参照）．要素移動性の市

場諸力が国内の政治的・社会的な分裂で弱められ

ているということである．例えば，ビハール州出

身者が他のインドの繁栄している他の州で遭遇し

た敵対的感情をみるといい．そのような諸国で

は，統合の挑戦課題には経済的距離，場違いの密

度，および国内分裂すべてを克服することが含ま

れることになる．

　一国の状況を特徴付けるために，距離，密度，

分裂というスペース的な次元を使うと，各国が統

合政策を自国独自の経済地理に適合させるのに役

立つ分類案を作成することができる．少なくとも

以下のような 3 種類の国を識別することができ

る．

タイプ 1：人口の少ない後進地区を抱える国

タイプ 2：人口の多い後進地区を抱える統一国

タイプ 3：人口の多い後進地区を抱える分裂国

•

•

•

　ほとんどの諸国について後進地区はこの分類

で特徴付けることが可能であるが，但し書きが

2 つ必要であろう．第 1 に，一部の諸国の後進

地区はあまりにも異質で，このようなタイプの 1

つに分類するのがむずかしいことがあろう．例え

ば，タイでは，北東部は人口が多く経済的に密な

首都圏から遠いが，人口の少ない南部は少数派イ

スラム教徒の故郷となっている．インドでは，遅

れた北東部は人口が少ないものの，中部インドの

後進地区にはインド貧困層のほぼ 3 分の 2 が集

中している．第 2 に，タイプ 1 に分類された国

（人口の少ない後進地区を抱える国）は統一され

ている場合もあれば，国内的に分裂している場合

もある．しかし，そのような 2 つのタイプ（ロ

シアのような人口の少ない後進地区を抱える統一

国とフィリピンのような人口の少ない後進地区を

抱える分裂国）にさらに区分けできるとしても，

統合の戦略には違うところはない．

次元 1 つに 1 つの手段
　距離を克服するための制度．人口の少ない後進

地区を抱える諸国では，統合の挑戦課題は主とし

て経済的距離の削減ということになる．普遍的な

（設計に関しスペース的で，対象に関し全国的な）

政策によって，経済統合の課題のほとんどは対処

が可能である．このカテゴリーに入る途上国とし

ては，チリ，中国，ガーナ，インドネシア，ケニ

ア，メキシコ，モンゴル，カザフスタン，ロシ

ア，スリランカ，ウガンダ，ベトナムがある．こ

のような政策の主目的は，人々が経済的機会のあ

る場所に移住するのを助けることになければなら

ない．ロシアは計画経済と決別して市場経済に移

行するのに伴い，広大な国土全体を工業化すると

いう政策の後遺症を清算しなければならないだろ

う．現在でも，数百万もの人々が補助金をもらっ

て北東部の「寒い」遠隔の地に住んでいる（地図

8.4 参照）．そこに住んでいては，西部のダイナ

ミックな地区に存在する新しい経済的機会を獲得

することは不可能である注 26．

　普遍的な政策の優先事項は，土地市場の歪みを

是正し，移動性にかかわる制限を撤廃し，基本的

な教育・保健ケア・水・衛生など必須のサービス
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を提供することでなければならない．土地売却に

伴うコスト（手数料，測量コスト，譲渡税など）

によって，土地取引はとんでもなく高価なものに

なり得る．ロシアでは，民間の測量費は 2 年間

分の最低賃金に等しい．このようなコストはそれ

ほど裕福でない人の土地取引能力を減殺すること

によって，移住を鈍化させるだろう注 27．中国の

家計（戸口）登録制度は農村部から都市部に移住

するのに障害になっている．都市部で戸口をもっ

ていないということは，移住者にとって公共の教

育や保健のサービスを享受する資格がないという

ことを意味する．これが地区間で大きな賃金格差

を生み出す．最近の研究によれば，そのような移

動制限を撤廃すれば，地区間で労働が再配分さ

れ，賃金格差が削減され，所得の不平等が減少す

る注 28．しかし，このような利益の発生は，都市

部の住宅市場が新規移住者からの追加的な需要に

反応する，ということが大前提となっている．

　人口が少ない後進地区と国内的な分裂の両方を

抱えている国もなかにはある．ラオスでは，民族

的な異質性が原因で労働移動性が低くなってい

る．先進地区たるビエンチャンでは貧困率は相対

的に低いものの，北部と南部の県では高くなって

いる（地図 8.5 参照）．しかし，貧困層は人数的

には国全体にかなり均一に散在している．このよ

うな場合，公共サービスへの公平なアクセスに特

に努力しながらも，スペース的に中立的な政策対

応がやはり中心となるべきである．アフガニスタ

ンとタジキスタンも人口の少ない後進地区を抱え

た分裂国の例である．

　人口が少なく分裂した後進地区がほんの少数に

とどまっている諸国もある．一般には統一的な国

といえるインドネシアでは，アチェ州のような場

所は後進地区と考えられているが，分裂が原因で

労働や資本の移動性が低くなっている．政策立案

者は要素移動性の欠如を補償すべく，このような

地区の企業に経済的インセンティブを供与しよう

という誘惑に駆られるかもしれないが，それに

よって開発の包領（飛び地）を作り出して，既存

の分裂をさらに悪化させるリスクを考慮すべきで

ある．そうではなく，要素移動性を高めることに

よって経済統合を推進するイニシアティブの方

が，経済的・政治的両方の理由からもっと適して

いるだろう．その例としては，教育や機会の均等

にかかわる法制を改善するためのスペース的に対

象を絞ったプログラムが指摘できる．そうすれば，

後進地区出身の労働者が国内の他の地区の労働市

場で差別に直面しないようにすることができる．

　距離と密度を克服するための制度とインフラ．

人口が多い後進地区が距離の問題も抱えている場

合には，スペース的に接続的なインフラも必要と

なる．このカテゴリーに入る国としては，バング

ラデシュ，ブラジル，コロンビア，エジプト，タ

イ，トルコがある．国内（あるいは世界）のダイ

地図 8.4　ロシアでは人口密度が最も高いのは経済的に活気のある暖かい西部であるが，共産主義の後遺症で一部の人々は寒い内陸部
に取り残されている

ロシア
人口密度（人 /km2） 気温（℃）

季節的に氷点下
永久凍土層

出所：人口密度―Fay, Felkner, and Lall (2008); 気温―National Snow and Ice Data Center (2007)．
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ナミックな場所にある市場から隔絶

していると，消費者福祉が減少す

る．なぜならば，住民は市場の分断

に起因する高価格に直面し，生産者

は市場アクセス度が低いためであ

る．原則として，周辺地区を市場に

つなげるインフラ投資によって，消

費者福祉と生産効率性を改善すべき

である．

　後進地区に貧困層が非常に集中し

ている場合，労働や資本の移動性を

促進し，基本的なサービスの提供を

確保する政策は，後進地区の企業家

が市場にアクセスするのを改善する

政策によって支援されなければなら

ない．移住は後進地区の貧困層の多

くにとってスペース的な効率性と公

平性を助けることになるであろう

が，それには長い時間がかかる（第 5 章参照）．

後進地区と先進地区のインラ接続を改善すれば，

市場アクセスが改善して，後進地区でも一部の経

済活動が繁栄できる可能性があろう．しかし，こ

れは先進地区において経済活動の集中増加につな

がる可能性がある．というのは，集積経済の利益

を評価する企業が今や遠く離れた場所からでも後

進地区の市場と取引できるようになるからだ（第

6 章参照）．後進地区のインフラ改善に反応する

活動は集積経済とは無関係なものとなろう．例え

ば，農業，農産物加工，皮革・木材製品など労働

集約的製造業である（第 4 章参照）．

　インフラ投資がどのようにして接続性を改善す

るかを考えるのに便利な方法は，市場アクセスの

指標を考案することである．この指標は，市場セ

ンターの規模と密度，および様々な場所をそのよ

うなセンターにリンクしている輸送ネットワーク

の質を補足するもので，地区や国相互間の貿易を

分析するために使われる重力モデルで得られる．

同モデルでは，2 つの場所の間の相互作用はその

規模（人口ないし経済的密度）に比例的で，その

間の距離に逆比例する（ボックス 8.6 参照）．

　エジプトを考えてみよう．人間居住区は水アク

セスという支配的な自然地理の制約に規定されて

きた．カイロやアレキサンドリアなど先進地区の

人々も，上エジプトでアスワンやケーナー周辺の

後進地区に住む人々も，ほとんどの人々はナイル

川沿岸に居住している（地図 8.6 参照）．ブラジ

ルの人口の多い沿岸地帯におけるのと同じく，エ

ジプトを統合する制度は生産のスペース的な効率

性と生活水準のスペース的な平等化を確保すべ

く，接続的なインフラによって補完される必要が

ある．

　周辺地区を国の市場に統合させるために，接続

的なインフラを活用するというやり方には長い歴

史がある．国を統合する制度を伴えば，そのよう

なインフラは成果を上げることができる．アメリ

カでは，1965 年にアパラチア地域開発法が議会

で成立した．これはスペース的に盲目的な制度と

接続的なインフラを活用して，13 州にまたがる

後進地区に住む 2,200 万人を国内の他の地区と

統合するというものである注 29．基本的な戦略と

して，地域ベースで調整を図った社会的プログラ

ムと物理的なインフラ投資を組み合わせている．

この 1965 年の法律によって，資金の 85％が高

速道路（他の社会経済的目的に応えるのに極めて

重要であると考えられた）に配分され，1990 年

代半ばまでの累積ベースでみても総額 60％強を

占めている．他の投資には病院や治療センター，

地図 8.5　ラオスでは貧困率は首都圏の周辺で高いが，貧困層は遠隔コミュニティ
に散在している

ラオス

貧困率
（貧困層の割合，％） 貧困密度

（各点は貧困者 2,000
人を表わす）

出所：Richter, van der Weide, and Souksavath (2005)．
注：点は各県内でランダムに打ってあり人口分布を反映するものではない．
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メキシコの遅れている南部では市場アクセス度が低い

　地区ないし地方の市場統合に関する定量的な情報は少ない．
要約指標（州ないし省における道路延長，港や都市集積地ま
での直線距離など）は，国あるいは地区の複雑な輸送網にか
かわる代理変数としては不適切である．それを改良すべく，
メキシコの輸送網に関する地図を使って，各都市について市
場統合の潜在性を示す単純な測定値としてアクセス度指数を
算出した．
　この指数は当該地区における輸送網の密度と質を一定とし
て，特定の地点から到達できる潜在的な市場の規模を要約し
たものである．国内のどの地点についても，それは同地点周
辺の都市中心部の人口を，その中心部までの交通時間で逆加
重したものである．これをメキシコの統計機関（Insitututo 
Nacional de Estatistica y Geografia: INEGI）が公表している輸
送インフラに関する最新のデジタル地図を使って計算した

a
．

データベースでは，各道路区間について車線数と車線舗装の
有無，鉄道路線について軌道数が示されている．道路と鉄道
ごとに，輸送網のなかで各区間を通過するのに要する交通時
間を計算するために，平均交通時間を推定する

b
．INEGI デー

タベースの都市人口データによって，メキシコの約 700 カ所
の都市や集積地に関して場所と人口規模がわかる．このよう
な都市中心部がメキシコの 2000 年時点の総人口 9,700 万人の
うち約 6,800 万人を占めている．
　市場アクセス地図によれば，人やインフラが集中している
おかげで，連邦地区周辺の指数は高い値を示している．メキ
シコの GDP の 4 分の 1 は連邦地区中心部から 2 時間以内の範
囲内で生み出されている．チアパス，ゲレロ，オアハカなど
最貧地区である南部諸州の市場アクセス度は低い．

ボックス    8.6

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．デジタルの道路・鉄道網には道路 17 万 1,000㎞（うち舗装 8 万
4,000㎞，非舗装 5 万 1,000㎞，小道・裂け目 3 万 6,000㎞）が含まれてい
る．鉄道網の総延長は 1 万 4,000㎞と推計されている．このような値は縮尺
100 万分の 1 のデジタル地図から地理情報システム（GIS）によって計算さ
れたもので，必ずしも公式統計とは一致しない可能性がある． b．輸送網
の交通時間を使うと，例えば，Hanson (1998) が使ったように，計算する上
ではもっと単純な直線距離に比較して，アクセス度に関してより正確な値
が入手できる．

メキシコの市場アクセス度は首都周辺で最も高く，遅れている南部諸州で低い

メキシコ

アクセス度指数
低 高

都市人口
（2000 年，1,000 人）

ゲレロ州

オアハカ州 チアパス州

出所：Deichmann, Fay, Koo, and Lall (2004)．

土地保護，鉱区修復，洪水コントロール，水資源

管理，職業教育施設，下水処理工場などが含まれ

る．1965-91 年についてみると，アパラチア地

区は経済的な「姉妹地区」と比べて，個人所得と

賃金では平均 48％ポイント，人口で 5％ポイン

ト，1 人当たり所得で 17％ポイントも高い伸び

をみせた注 30．

　距離・密度・分裂を克服するための制度・イン

フラ・インセンティブ．国が民族言語学的あるい

は宗教的な異質性を抱えている場合，要素移動

性の力は比較的短い距離に対してでさえ弱いだろ

う．例としてはインドとナイジェリアがある．そ

のような場合，後進地区における経済的生産を奨

励するためには，スペース的に焦点を絞ったイン

センティブによって，制度とインフラを補完す

る必要が出てくる．普通によく使われるインセン

ティブとしては，財政的なインセンティブや補助

金，特別経済区，産業立地規制，投資環境の改善

などがある．

　距離・密度・分裂という 3 重の挑戦課題に直

メキシコシティ
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面しているのは，ほんの一握りの諸国だけに限ら

れている．にもかかわらず，後進地区の経済発展

を促進するためのインセンティブは一般的になっ

てきている．その結果には悄然とさせるものがあ

る注 31．その主因はインセンティブが統合的な制

度やインフラに加えて使われたのではなく，それ

らに代わって使われたことにある．政策目的が経

済的に好ましくない場所の産業を促進するのでは

なく，先進地区と後進地区を統合することにある

とすれば，地理的に対象を絞ったインセンティブ

はたいていの場合，必要ですらない．

　表 8.1 は制度・インフラ・インセンティブを微

調整した組み合わせを使って，国内統合を図る

ための政策オプションを要約したものである．政

策立案者は統合戦略を策定するに際して次の 3

点を念頭に置いていなければならない．第 1 に，

政策は主として人々の福祉を改善することに焦点

を絞るべきであり，経済的機会がどこであれ出現

した場合には，それを追求するよう奨励すべきで

ある．第 2 に，国が長期的に統一するように後

押しすべきである．内部分裂は経済統合にとって

は短期的な制約にすぎないかもしれないが，分裂

の削減は長期的な目的であってしかるべきであ

る．第 3 に，分裂が提起する制約を相殺しよう

とする政策がうっかりそれを強化することがあっ

てはならない．例えば，後進地区の土地や労働に

かかわる法律や学校制度を他の地区と違ったもの

にすると，経済的・政治的な統合を弱める懸念が

あろう．

実働中の枠組み
　本節では，政策枠組みを使って，各国が後進地

区と先進地区を統合するために，具体的な政策を

どのように適用したのかを検討したい．

携行可能な投資を促進する制度
　人的資本への投資．普遍的な初等教育と基本的

な保健は，各国の憲法を研究した結果について先

に述べたように，多種多様な途上国でも義務化さ

れている．例えば，各国の憲法によれば，初等教

育は無償かつ普遍的でなければならず，補完的な

国内法で初等教育修了に要する年限を規定しなけ

ればならない．紛争中の国や紛争終結後の国で

は，基礎教育は融和の手段であり，その後の領土

の一貫性を確保するためのものであるとみられて

いる．

　そのような法律にもかかわらず，アジアとアフ

地図 8.6　エジプトでは後進地区で人口密度が高く，スペース的な統合を後押しするためには接続
的なインフラが必要である

一級道路
二級道路

人口密度
高

低
エジプト

出所：World Bank (2008b).
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リカを中心とする多数の国々では，教育，保健，

貧困の水準は地区別に大きな格差がある．中国の

人間開発指標（教育，健康，所得の水準を合成し

たもの）を 2003 年についてみると，先進地区は

0.97 と韓国に近いものの，後進地区は 0.59 とラ

オスと同じである（図 8.2 参照）．第 2 章で指摘

したように，この格差は数年前はもっと大きかっ

た．

　人的資本の開発というのは，政策の目的が雇用

を創出することにあるのか，求職のために人の移

動を奨励することにあるのかとは無関係に必要不

可欠である．後進地区の人々がより良い機会のあ

る地区に移住するのを支援することによって，大

きな利益の 1 つが享受できる．ロシアでは，後

進地区と潜在性のある行き先との間に横たわって

いる大きな経済的および物理的な距離が，移住に

とって阻害要因になっている．経済的距離を減ら

して，教育を 1 年増やすと，遠隔地からの移出

は 40％増加する注 32．ブラジルの場合，1960 年

から 2000 年の間に農業経済から工業経済に転換

する過程で，遅れている北東部からダイナミック

な南東部への移住の流れが増加した．北東部では

国の種類

人口密度が低い後進地区 統一国の人口密度が高い後進地区 分裂国の人口密度が低い後進地区

例（国） チリ , 中国 , ガーナ , ホンジュラス，
パキスタン , ペルー , ロシア , スリ
ランカ，スリランカ , ウガンダ , ベ
トナム

バングラデシュ，ブラジル，コロン
ビア，インド，ナイジェリア，エジ
プト，メキシコ，タイ，トルコ

インド，ナイジェリア

統合課題の次元 経済的距離（1 次元） 経済的距離
後進地区の高人口密度（2 次元）

経済的距離
高人口密度，国内分裂（3 次元）

開発を促進する政策 労働・資本の移動 労働・資本の移動
財・サービス市場の統合

労働・資本の移動
財・サービス市場の統合
後進地区における選別的な経済活動

政策優先度

スペース的に盲目的な
「制度」

流動性のある土地・労働市場 , 安
全 , 教育・保健プログラム , 安全な
水・衛生

流動性のある土地・労働市場 , 安全 ,
教育・保健プログラム , 安全な水・
衛生

流動性のある土地・労働市場 , 安全 , 教
育・保健プログラム , 安全な水・衛生

スペース的に接続的な
「インフラ」

地区間輸送インフラ -- 情報技術サー
ビス

地区間輸送インフラ -- 情報技術サービス

スペース的に対象を絞った
「インセンティブ」

農業・同関連産業へのインセンティブ
灌漑システム
労働力訓練
地方道路

表 8.1　次元 1 つに 1 つの手段というのが地域（地区ないし領土ともいう）開発政策の枠組み

出所：WDR 2009 チーム．

図 8.2　先進地区と後進地区とでは生活水準の格差が大きい
人間開発指数

ラオス
（2000 年）

インド
ネシア

（2002 年）

モンゴル
（2002 年）

ベトナム
（2001 年）

フィリピン
（2003 年）

タイ
（2003 年）

中国
（2003 年）

出所：Gill and Kharas (2007)．
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少なくとも初等教育を受けている人の方がそうで

ない人に比べて，より頻繁に移動している注 33．

　大成功物語の 1 つがアメリカでみられる．ア

フリカ系アメリカ人の間で学校教育が普及したこ

とが，南部から「大移住」が生じた重要な背景要

因であったとみられている．1900 年当時，アフ

リカ系アメリカ人の 90％は南部に居住しており，

南部で生まれた人でそれ以外の地区に住んでいた

人はわずか 4.3％にとどまっていた．とろころが，

1950 年になると，南部の比率は 68％に低下し，

南部出身者で南部を去った人の比率は 19.6％に

上昇していた．1900 年，1940 年，1950 年の

国勢調査を分析すると，教育程度の高い人ほど移

住していることがわかる．これは学校教育のおか

げであり，遠隔地に労働市場機会が存在するとの

認識が高まり，異なった社会的・経済的環境に同

化できる能力が身に付いていた（したがってコス

トが低下する）からである注 34．アメリカ人の移

動を 1968-82 年について追跡した別の研究によ

れば，教育程度の高い人は職業を変更する可能性

は低いものの，地理的に移動する可能性が高い．

大学教育を受けた人は教育が 8 年間以下の人と比

べて，移動の回数が 3 回多くなっている注 35．

　移住という選択肢の門戸が開くと，人的資本投

資の増加を刺激する．人々は教育に関して地元の

収益率だけでなく，他の地区の収益率も比較考量

するようになる．学校教育の選択肢が後進地区に

あれば，潜在的な移住者は先進地区の仕事ではよ

り高いスキルが必要だろうと予想して，追加的な

人的資本に投資するだろう．先進地区の雇用主は

後進地区出身者については，他の労働者よりも

「有能である」ことを示唆するという意味で，教

育のある労働者を好む．アメリカでは，アフリカ

系アメリカ人の就学率は移出率の高かった南部諸

州の方が大幅に高くなっている．1910-30 年の

アフリカ系アメリカ人の動き分析すると，それ以

前の移出率の増加で就学率にかかわる 7.4％ポイ

ントの上昇分を説明することができる．南部から

移住するアフリカ系アメリカ人が増えるのに伴っ

て，移住はより一般的で実行可能なものとなり，

それに応じて就学率が上昇したということでああ

ろう．

　学校教育はブラジルでみられるように，福祉に

大きな効果がある．北東部の 9 州は教育達成度

が最低であり，その上昇率が他の地区に比べて小

さい．非識字率の平均をみると，この 9 州では

低下幅が 42％と他州の 49％よりも小さく，全国

平均の 2 倍の大きさになっている（18％対 9％）．

北東部と先進的な南東部との所得格差の半分以上

は，学校教育の相違で説明できる．仮に北東部の

人々が南東部の人々と同じ学歴であるとすれば，

北東部の平均所得は 50％以上増加して，ブラジ

ルの平均の 62％から 93％の水準に上昇するだろ

う注 36．

　ウガンダにおける普遍的な初等教育プログラム

のように，政府の施策は国家的な優先課題を反映

しているのが普通である．ウガンダでは，この

プログラムのおかげで，最貧地区である北部で

も就学率が上昇した（ボックス 8.7 参照）．しか

し，北部では教育サービスの提供にかかわるコス

トが相対的に高いことを考えると，教育の質を改

善する努力がもっと必要である．後進地区では行

ウガンダでは初等教育の義務化で北部の学校アクセスが増加した

　ムセベニ大統領が 1996 年に普遍的初等教育（UPE）の実施
を決定したことで，ウガンダはアフリカでこの政策を導入し
た最初の国になった．UPE によって授業料と PTA や校舎建設
基金への拠出金が廃止され．就学率に対するインパクトには
大きいものがあり，最貧 5 分位層の上昇率が最も大きく，な
かでも女子の就学率は 1992-93 年度から 2002-03 年度の間に
3 倍強も上昇した．遅れている北部では女子の就学率が 40％
から 73％に上昇した．
　UPE はアクセスに関して平等化効果があったものの，質や

成績に関してはあまり効果がなかった．北部では，教員の無
断欠勤率が高くて，教員の金銭的インセンティブが低く，教
育インフラや教材が限定的であるため，学校の成績が悪い．
また，この地区に対する 1 人当たりの予算配分は，この地区
におけるサービス提供にかかわる高コストを必ずしも反映し
ていない．成果を強調するスペース的に盲目的な教育プログ
ラムは地理的に中立的ではあり得ないということであろう．

ボックス    8.7

出所：Bird and Higgins (2008)．
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政能力が低いことと過少支出が相まって，「地区

のニーズ」と上位政府からの資金配分との比較で

は，格差はむしろ拡大している．この政策は公共

支出のスペース的なターゲティングとみることも

できようが，成果指向型の政策枠組みではスペー

ス的に盲目的な努力とみなされている．

　公共サービスにかかわる移転メカニズム．上位

政府から再配分的な移転があれば，財政能力や公

共サービス提供にかかわる国家内の管轄区間の格

差を削減することができる．配分の動機としては

少なくとも次の 3 つの基準が指摘できる．

ニーズ．低所得地区が多くの投資を受け取る

ようにするが，裕福な地区も人口増加と混雑

のニーズに対処するため多くの資源を要求す

る場合がある．

効率性．投資収益率の高い地区が大きな配分

を受け取るようにする．

公平性．支出は地区間で平準化し，公共投資が

単一の地区を優遇することがないようにする．

　ニーズに基づく移転は後進地区における公共

サービス提供を改善することができる．地方の税

基盤は十分な歳入を生むのに不十分なことがあ

る．政府間移転は住民が国内のどこにいても，公

共サービスに関して同じようなアクセスを提供す

るのに役立つ．支出を賄うのに連邦政府からの移

転に大きく依存している国家内地方政府にとっ

て，このような移転はとりわけ重要である．途上

国および体制移行国では，国家内地方の支出に占

めるこの割合は約 60％に達している．これに対し

て，OECD 加盟国では約 3 分の 1 にとどまってい

る．インドでは中央政府が州支出の 30％強をファ

イナンスしている．中国では 2003 年についてみ

ると，中央から省への移転が省の支出の 67％，

省から地方への移転が県の支出の 57％，郷およ

びそれ以下の支出の 66％を占めている注 37．

　したがって，移転の配分ルールは各地区の福祉

改善の潜在性に対して直接的な意味をもってい

る．しかし，国家の地方レベルの支出の大きな割

合をファイナンスしている政府間移転が，スペー

ス的な公平性を念頭に置いて行われていることは

•

•

•

稀である．それどころか，人々がすでに良質な

サービスを受けている地区に大きな移転が行われ

ている（ボックス 8.8 参照）．

　後進地区に対する財政平衡交付金は先進地区の

住民に対する純課税で賄われている．財政競争に

関する文献で共通して指摘されているのは，実効

税率の高い地区は生産要素の移出を促進するとい

う懸念である．しかし，新しい経済地理学によれ

ば，先進地区の居住者（企業と家計の両方）が集

積経済の利益を享受していれば，税が誘発する移

住は限定的にとどまるという期待がもてるだろ

う．外部経済は移動要素を地理的にクラスター

化させて，それを準固定要素に変える．したがっ

て，もし住民が他の住民の近くにいることの利益

を認めていれば，彼らはこの場所に固定してしま

うので，税の格差には敏感でなくなる．つまり，

先進地区によってファイナンスされる適度な政府

間移転は後進地区の公共サービスを賄うことが可

能である．

　後進地区における短期的な財政制約は移転で乗

り切ることができるものの，財政依存は危険であ

る．政府間移転が支出の大きな部分を賄っている

と，国家の地方政府は地方での徴税を改善した

り，地方住民に説明責任を果たしたりしない可能

性大である注 38．OECD 諸国では，このようなディ

スインセンティブが認識されて，多くの国々が交

付金や補助金について平衡化目的の部分を削減し

ている（イタリアやスペインなど）．

　インドでは，連邦移転によって貧困地区に対す

る資源の再配分が行われているが，低所得州の平

均所得は高所得州の 40％程度にとどまっている．

地方税収は地方経済と連動しているため，低所得

州の財政能力は高所得州よりも低い注 39．このよ

うな格差を補償するのが累進的な財政再配分制

度である．低所得州が中央政府移転の 48％を占

めているのに対して，高所得州は 17％となって

いる．移転の累進性は 1 人当たりでも明らかで，

最貧のビハール州の租税移転は 1 人につき 501

ルピーとなっているが，マハラシュトラ州（高所

得州であり，インド有数の都市センターたるムン

バイを擁する州）はわずか 298 ルピーにとどまっ

ている．しかし，インドの後進地区では移転され
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ナイジェリアの政府間移転に関してスペース的な累進性を改善する

　ナイジェリアでは貧困と公共サービスは特に北東部を中心に
北部が最悪な一方，特に南西部を中心に南部が最良である

a, b
．

ナイジェリアの各州はサービス提供に関して中央からの移転
に依存している．ナイジェリアでは法律で規定された交付金

（2006 年について 7,000 億ナイラ）
c

は貧困削減を支援すると
いう明確な原則に基づいてはいるが，特に対象が限定されて
いない．総額の 54％は人口・面積・貧困・その他のニーズ指
標とは無関係に，全州平等に配分されている

d
．保健ケアと

教育の指標は移転の 7％を占めるにすぎない．
　その小さな割合を決めるのに選ばれている指標は，サービ
スの提供が最良でインフラが最強の州を優遇しているという
点で逆進的である．教育移転を純粋に就学率に基づくものに
すると，すでに教育インフラと教員が整っている州を優遇す
る一方，そうでない州を罰することになってしまっている．
同様に，保健の移転を病院ベッド数だけをベースにすると，
病院を増設できる資源をもっている裕福な州を支援すること
になる．
　北部諸州に対する 1 人当たり移転（約 3,300 ナイラ）は南
部諸州（3,700 ナイラ）よりも大幅に少ない．北部では貧困率
とサービス提供が最悪であるにもかかわらずにである

e
．仮に

移転がスペース的に累進的であればどうなるかをみるために，
世界資源研究所が例示的な政策実験を行って含意を見出そう
とした．サービスに対する需要を反映する人口と土地面積が，

義務的な交付金の 50％を配分するために用いられた．一方，
平等な配分は 54％から 5％に減らされた．教育・保健ケアの
配分は，現行サービス水準を維持するための措置と，サービ
スの悪い州に対する累進的な資金援助を支援する措置に分け
られた．教育に関しては，就学率（4％から 5％に上昇）が前
者の目的で，学校教育アクセスの欠如（ゼロから 5％に上昇）
が後者の目的で使われた．保健ケアも 10％のウェイトが与え
られた．歳入の配分努力は 2.5％に抑えられた．貧困が独立の
項目として各州 2.5％配分されたが，貧困層の人数と貧困率

（世帯ではなく人数ベース）で加重された．
　この変更案によると，政府間移転は最大のニーズがある州
に向かうことになる．ボックス地図はこの変化を 1 人当たり
の額で示したものである．

ボックス    8.8

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．National Bureau of Statistics (2006)． b．サービスの質やアクセス
に関する多数の指標に関しては，National Bureau of Statistics: Core Welfare 
Indicator Questionnaire (CWIQ) (2006) を参照．このデータは以下から電子
的 に 入 手 可 能．National Bureau of Statistics (http://www.nigerianstat.gov.
ng/cwiq/2006/survey0/index.ht)． c．石油収入と石油基金からの支出（石
油が生産されている南部 36 州のうち 9 州が石油収入の 13％を受領してい
る）の乖離分 13％は約 3,300 億ナイラと，2006 年の移転総額の約 3 分の 1
に相当する．この乖離がナイジェリアの移転全体に大きく影響しているも
のの，この移転は法律ではなく憲法で規定されていることなので，ここで
は含めなかった（Nigeria Federal Ministry of Finance: http://www.fmf.gov.
ng/portal/detail.php?link=faac）． d．Revenue Mobilization Allocation and 
Fiscal Commission (2003)． e．National Bureau of Statistics (2004)．

ナイジェリアの法律で規定されている 1 人当たり移転：2006 年の実際の移転（左）と公平性を配慮した移転（右）

実際 考慮した案

ナイジェリア

1 人当たりナイラ

データ不明

1 人当たりナイラ

データ不明

出所：World Resources Institute; wwwfunnelthemoney.org; Layke and Adam (2008)．
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た資源が現場のサービスに転換された様子が常に

目に見えるとは限らない．

　途上国の多くはサービス提供者の説明責任を高

めて成果を改善するために，サービス需給状況に

関して信頼性のある情報を収集・発表している．

サービス提供の成果に関して信頼できる定量的な

情報へのアクセスを高めれば，提供者はその情報

を逸話的，あるいは不適切として無視することが

できなくなる．懸念事項を特定するのにコミュニ

ティのメンバーを関与させ，独自のモニタリング

を実施するよう奨励すれば，提供者の説明責任を

問うことに積極的な支持層を形成することができ

るだろう．

　つまり，効果的なサービス提供というのは，十

分な財源をもっていることと，それを現場の成果

に転換することに依存している．後進地区の公共

財に投資すると，短期的には移住の可能性を低下

させる．後進地区の魅力が高まるためである．し

かし，携行可能な資産を開発するための対象を

絞った社会的投資は，人々の福祉を改善し，先進

的および中間的な地区の仕事に対する備えを改善

することによって，長期的な移動性を円滑化する

ことができる．

　携行可能な年金給付金．携行可能な資産があっ

ても動くのはむずかしいという人々がいるかもし

れない．年金の携行性欠如が移住のペースを減速

させる要因になっている諸国もあるだろう．制度

の相違や携行性の欠如が原因で年金給付金にかか

わる潜在的な損失に直面していれば，労働者はた

とえ先進地区の賃金が高くても移動する可能性が

低いだろう．欧州委員会は正しくこの問題を認め

ている注 40．

　土地市場規則の改善．土地市場がうまく機能し

ていれば，人々は土地を取得し，それを他人と交

換したり，有効に使用したりすることができる注 41．

土地と住宅にかかわる擁護可能かつ取引可能な財

産権を確立する政策があれば，人々の地理的な移

動性を円滑化する可能性が高い．権利を物理的で

はなく法律的に擁護できる能力があれば，人々は

移住コストをファイナンスして，よその経済的・

社会的な機会の利益を享受することができる．

　土地市場の管理と財産権の執行に政府が関与す

れば，家計は私的資源を浪費しなくてすむ．しか

し，政府があまり深く関与すると効率性を損なう

恐れがあろう．大規模な公的所有は土地を市場か

ら引き揚げて，地価を人為的に押し上げるため，

大勢の貧困層は市場から締め出されてしまう．間

接コストが高く手続きが面倒であれば，人々が正

式に土地を取引しようというインセンティブが殺

がれてしまう．

　貧困層を土地・住宅コストの上昇から保護する

政策は往々にして市場の機能を阻害する．チェコ

には大きな賃貸市場があるが，事実上の家賃規制

によって，価格が市場実勢を大幅に下回り，移動

性を制約している．賃貸人としては既存契約によ

る有利な立場を失いたくない注 42．一方，チリで

は，住宅補助金の対象を後進地区の貧困層に絞る

という政府の政策が成功を収めたことで，この地

区の人々の間には移住したくないという強いイン

センティブが生み出された．人口が少なく同質的

な社会でさえ，場所相互間の収斂が目前に迫って

いると考えられたのである．

後進地区と先進地区を接続するための制度とイ
ンフラ

　輸送インフラ．バングラデシュを考えてみよう．

後進地区のほとんどは経済的質量から離れてい

るが，人口が多いということで 2 次元の国であ

る．是正的なインフラに対する選別的投資が大い

に役立つだろう．ジャムナ川に架かる橋が通じた

ことで，北西部ラジュシャヒ区周辺の生産者は市

場アクセスが可能になった．約 1 億ドルもの建

設コストを要したこの橋のおかげで，都市化が中

間的な北西部は，首都圏を擁するより進んでいる

東部と初めて道路と鉄道で接続できるようになっ

た．市場アクセスが改善し投入価格が低下したお

かげで，農民は近代品種のコメや生鮮野菜など高

額作物に多様化を図ることができた注 43．政府は

スペース的に接続的なインフラ政策をスペース的

に盲目的な制度で補完することによって，社会的

サービスの対象範囲を改善した．予防接種拡大プ

ログラムはワクチンで予防可能な 6 つの疾病に対

して，すべての 1 歳未満児に予防接種することを

目的にしたものである．2003 年から 2010 年迄
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の健康栄養人口戦略投資計画は，健康指標が悪い

区域におけるカバレッジ改善を目指している注 44．

　もう 1 つの 2 次元国であるイランでは，スペー

ス的な統合のためには接続的なインフラ改善が必

要である．加えて，学校改善のためのスペース的

に盲目的な教育政策と児童が就学するための条件

付き現金移転があれば，後進地区の福祉を改善す

ることができよう注 45．トルコの遅れた東部地区

は面積では国全体の 44％を占めているのに，高

速道路では 5.7％にすぎず，道路舗装率は先進地

区の 40％にとどまっている．政府の村インフラ

支援プロジェクト（KOYDES）と都市インフラ支

援プロジェクト（BELDES）は，道路を舗装し，

衛生や飲料水のネットワークを提供することに

よって，農村部や小さな町の生活水準を改善した
注 46．また，人的資本投資は潜在的な移住者だけ

でなく，後に残る人々にとっても利益をもたらす

可能性大であろう．

　情報通信技術．携帯電話は提供コストを引き

下げ，普及率を押し上げ，情報の流れを改善

している．中国では 2003 年に，携帯電話利用

者（2 億 6,900 万人）が固定電話利用者（2 億

6,300 万人）を凌駕した．中国の 29 省について，

1986-2002 年の通信インフラ投資は各省の GDP

成長率と強い相関関係を示している注 47．通信投

資では収穫逓減が発生するので，後進地区はこれ

から最大の利益が享受できる．

　新技術のおかげで金融サービスの提供コストが

低下したため，手頃な価格で入手可能になった．

後進地区ではほとんどの人が金融サービスへのア

クセスが限定的で，銀行システム外の現金ベース

の取引に依存している．しかし，国際的にも国内

的にも送金が増加しているなか，金融サービスへ

のアクセスが改善すれば，このような地区の人々

が信用制約を克服する助けになるだろう．遠隔地

でも携帯サービスが普及して，携帯電話網で金融

サービスを提供する機会（m- バンキング）が開

かれている．フィリピンに関する報告書によれ

ば，350 万人が資金振替可能な携帯電話にアク

セスできる注 48．

　後進地区の生産者は自分が作った商品の価格に

関してより良い情報が得られる．インドのケララ

州では，携帯電話のおかげで市場価格のバラツ

キが大きく減少して，今や価格は市場間の輸送

コスト分だけが違うということになっている注 49．

ペルーでは，ユビキタスであるにもかかわらず，

往々にして過小評価されている通信システムとし

て郵便サービスがあり，それが小規模生産者を市

場と結び付けている（ボックス 8.9 参照）．

　中間的な地区の利益はより大きい．経済的質量

により近い中間的な地区は，接続性を高めるイン

フラでより大きな利益を得られる可能性が高いも

のの，後進地区が得られる利益はより小さく，し

かもより緩慢な可能性大である．中国の中間地区

における輸送リンクの改善は，経済的には後進地

区にとっても有益であろう．河南省，湖北省，湖

南省という中部の（中間的な）輸送ハブに対する

インフラ投資は，西部から沿岸部に至る輸送コス

ペルーにおける郵便での輸出：小規模生産者を市場に接続する

　多くの諸国では，中小企業は往々にして輸出チェーンから
排除されている．村や小さな町で事業を行っている，あるい
は輸出に必要な情報をもっていないためである．ペルーでは，

「簡単な輸出」という貿易円滑化プログラムが中小生産者を市
場に結び付けている．このプログラムの鍵は国の郵便サービ
スという最も基本的な輸送網にある．
　どのように機能するか？　個人あるいは企業は荷物を最寄
りの郵便局に持参する．郵便局が無料で梱包してくれる．発
送人が輸出申告書に記入すると，郵便局が荷物を量って輸出
申告書をスキャンする．発送人は望むサービスに対して手数
料を支払う．金額が 2,000 ドル以下なら荷物は輸出可能であ
る．主な利点として，輸出者は通関業者，物流業者，あるい
は貨物取扱業者を使う必要がないことと，荷物をまとめる必

要がないことがあげられる．梱包さえ提供される．企業や個
人は重量計とスキャナーのある郵便局に行って，税務署に対
して輸出申告を完了するためにインターネットを使うだけで
いい．
　違いをもたらしたか？　プログラム誕生から 6 カ月も経た
ないうちに，300 強の企業が合計で 30 万ドル以上の荷物を発
送した．ほとんどの利用者にとって初めての輸出であった．
宝石，アルパカやコットンの衣類，栄養補助食品（自然食品），
化粧品，木製美術・工芸品，靴・皮革，加工食品などを生産
する零細企業家や中小企業である．彼らの多くはペルーのな
かで最貧地区に居住している．

ボックス    8.9

出所：Guasch (2008)．
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トを削減することによって，西部そのものにおけ

る改善よりも西部の発展に大きな効果があるだろ

う．しかし，中国全体の成長が主目標であれば，

沿岸のダイナミックな経済センター（河北省，江

西省，山東省）に対するインフラ投資がやはり最

大の成果を上げるだろう注 50．

　ブラジルでは，1950 年代から 80 年代にかけ

て行われた道路網の改善で，輸送・物流コストは

確かに低下した．しかし，その経済的利益のほと

んどは中西部に帰属し，遅れている北東部の利益

は僅少にとどまった．この間に，道路網全体に

占める北東部のシェアは 15％から 25％に上昇し

た．したがって，そのような投資のおかげで遅れ

ている北東部が経済的密度に接近したことは確か

である．

　コンロンビアでは，水と土地は農業に適してい

るものの，山岳地形のため貨物輸送がむずかしく

なっている．したがって，中間的な地区のなかに

は大きな国内および国際市場にうまく統合されて

いないところもある．カサナレ県は同国で最大の

コメ産地であり，トウモロコシやパーム油に基づ

くバイオ燃料についても有望である．しかし，ボ

コタまで 18 時間，主要港まで 50 時間もかかる．

道路の質を改善すれば，市場アクセスが改善し，

同地区の経済に貢献するだろう．ラモハラ地区は

5,000 平方キロメートルにわたる平地で，大西洋

岸の港やコロンビアの主要都市に近いが，2 つの

主要河川の緩衝地帯にあるため，しばしば洪水の

被害にあっている．生態系管理を輸送接続性に

沿って改善すれば，都市や海港へのアクセスが改

善するだろう注 51．

　地区間インフラの改善は経済的な集中をさらに

促進する．周辺地区の市場アクセス改善に伴う潜

在的な利益は，そこではなく大きな集積地の企業

に帰属する可能性があろう注 52．また，輸送接続

性の改善は経済活動の集中化をさらに進展させる

かもしれない．道路や鉄道は両方通行なのであ

る．輸送の接続性が改善すると，後進地区の企業

が市場アクセスを得られるだけでなく，先進地区

の企業も市場に届くようになる．輸送コストが低

下すれば，先進地区の競争力をもった企業はこの

ような新しい市場に参入するために，後進地区の

生産者よりも低いコストで簡単に生産規模を拡大

することができる．したがって，市場アクセスの

改善は後進地区の標準化された製品の生産にとっ

て打撃になる恐れがあろう．しかし，価格が低下

し，新商品へのアクセスが改善すれば，消費者福

祉は改善する公算大であろう．

　以上のような推測は経験によって正当化され

る．イタリアでは，1950 年代に南北を結ぶ輸送

コストの低下によって，メッゾジョルノ（南部）

の企業はそれまでの保護を奪われ，脱工業化の

加速を余儀なくされた注 53．また，フランスでは，

1978-93 年に輸送コストが 38％低下するなかで，

雇用にかかわる地理的な集中が進展している注 54．

　地区ごとに異なる成長効果に加えて，インフ

ラ改善の分配効果についても検討することが有

益である．インフラ改善の利益は十分に大きく

て，その利益が非貧困層よりも貧困層に多く帰

属するという形で，全体の所得不平等を削減す

るほど十分累進的に分配されているか？　この

疑問に関する実証的な資料は限られているが，

ネパールに関するある研究によれば，広範囲に

わたる農村道路網の開発は大きな経済的利益を

生み出し，貧困層にも相当な利益がもたらされ

ている．しかし，貧困層のシェアは所得の不平

等を大幅に減らすほど十分に大きくないことが

しばしばである．道路拡張の利益は富裕層の方

が大きい可能性があるためだ注 55．ガーナでは，

貧困層のインフラに対するアクセス改善に伴う利

益は，そのインフラの利用を高める教育や保健の

改善といったスペース的に盲目的な政策で補完す

ることによって増加させることができた注 56．

距離・密度・分裂という 3 次元の挑戦課題を克
服するための制度・インフラ・インセンティブ

　後進地区の経済的投資を促進するためのインセ

ンティブは，国の経済成長を加速化し，場所相互

間で成長の成果を均衡させようとしている諸国に

よって広く用いられている．それが市場シグナル

を強化して，調整の失敗に取り組む場合にはうま

く機能するようである．しかし，政府が成長を支

援するために場所を選定する場合にはあまり成功

していない．次のような教訓が得られるようであ
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る．すなわち，場所の選定は市場に任せて，政府

はペースを速めるための支援をする．

　地理的な優位性を活用したインセンティブは成

功の可能性が高い．多くの政府は経済成長を刺激

するために，免税措置，信頼できるインフラ，事

業環境の改善などを提供してきた．このようなイ

ンセンティブはしばしば地理的に焦点が絞られて

いるため（経済特区など），成長の包領（飛び地）

をたちまち作り出して，全国的なインフラや統治

の不足を長期的な問題として置き去りにしてし

まっている．焦点を絞ったインセンティブは経済

改革のペースを遅らせるか否かに関しては議論が

継続しているが，ここでの関心事はこのようなイ

ンセンティブは成功する可能性があるかどうかを

明確にすることにある．すでに地理と人的資本が

良好な地区にインセンティブを提供するのは望ま

しいことか？　それとも市場諸力を帳消しにし，

後進地区の発展を助けるような是正措置を講じる

べきか？

　中国とインドでは，スペース的に対象を絞った

インセンティブは，国内および国際市場へのアク

セスが良好であるという優位性をもった地区に

ついては特に，その地理的な優位性を強化するな

ら，成功の可能性が最も高くなる（ボックス 8.10

参照）．ウガンダでは，高速道路や水供給のイン

フラ開発にかかわる収益率が最も高いのは，熟練

労働がすでに存在し，産業活動が多岐にわたって

いる地区である注 57．このような地区はたまたま

カンパラとジンジャという同国の 2 大集積地を

結ぶ回廊に沿ったところに立地している．製造業

の集中を円滑化する代わりに，拡散させようとし

てインフラ政策を使うと，国全体の経済成長を鈍

化させることになるだろう．

　自然の地理が良好な地区について，市場リンク

を高め，農業のパフォーマンスを改善するインセ

ンティブなら，要素移動性に制約がある人口の

多い後進地区にかかわる開発戦略の一環になり得

る．しかし，インセンティブを提供する前に，農

業が地方経済の牽引車かどうかを評価する必要が

ある．『世界開発報告 2008』では，成長全体に

対する農業の寄与率と農村部における貧困率に基

づいて，国家内の地方地区が農業ベース地区，転

換地区，都市化地区のいずれであるかを特定する

のに便利な手法が提示されている．この手法を適

用すると，短期的および中期的に農業が後進地区

の顕著な特徴であり続けのかどうかがわかる．

　マレーシアを考えてみよう．同国の総人口の

うち 40％を占める後進地区では（サバ州とサラ

ワク州だけで人口 200 万人），農業は地元経済に

とって重要である注 58．連邦政府は半島東部の農

業開発を奨励するために，農業関連の資本支出に

対して再投資控除を提供し，生鮮農産物に対して

コールドチェーンの施設とサービスを供与し，食

品加工を免税扱いにしている注 59．

　しかし，ガーナでは，遅れている北部はほとん

どが乾燥したサバンナ地帯にあり，人口密度が低

いため，農業を拡大しても地域統合を円滑化する

可能性は低い．大規模な灌漑あるいは構造転換が

ないとすれば，グランドナッツを初めとする北部

の作物について，たとえ生産性が急増したとして

も，北部を中期的に南部と同水準にまで引き上げ

るには不十分であろう注 60．

　場所の選定は市場に任せる．スペース的に対象

を絞ったインセンティブに関して，韓国は数少な

い成功物語の 1 つである．中央政府は特定地区

の経済成長を支援するために，民間部門と共同で

生産の優位性をもっている地区の選定に当たっ

た．国の産業政策と地域政策の目的に整合性が

あったことも与って力があった．政府の租税シェ

アリングのなかでは，ソウル都市圏から経済活動

を脱集中化させることが暗黙裡の政策目的では

あったものの，輸出指向型の「戦略産業」が産業

および地域政策の中核にあった注 61．

　スペース的な公平性は国の産業政策の指針とは

ならなかった．実際には，工業化の各段階で市場

が選んだ地区が奨励されたのである．1960 年代

から 70 年代にかけて，国の産業政策で新しい工

業都市（アンサン，チャングウォン，クミ，クァ

ンヤン，ポハン，ウルサン）が作り出された．民

間部門（チェボール）は輸入技術と借入外国資本

で大規模な支社工場を建設した．市場主導型の産

業政策・地域政策は全国各地で様々な形の特化が

進展するなかで，チェボールの本部はソウルに集

中する一方，その生産機能は首都以外の地区に分
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特別経済区は自然と経済の地理にかかわる優位性を活用すれば成長をもたらす

　大抵の途上国には，インフラ条件や経済的な規制が国の他
のところよりも好意的な場所がある．このような特別経済区

（SEZ）と呼ばれる場所は企業の競争力を高め，外国直接投資
を引き寄せ，輸出を多様化する．最近の推定では，途上国と
体制移行国には計 2,300 の SEZ が存在している

a
．

中国
　1980 年代初め，鄧小平の指揮下で中国に途上国で最初の
SEZ が設立された．中国政府は 1978 年に経済の対外開放を決
定したが，SEZ と「開かれた」沿岸都市はこのプロセスの一

環であった．1980 年には南東部の海岸線に沿って，広東省の
深圳，珠海，汕頭，福建省の廈門に SEZ が設立された．1984
年には沿岸の 14 都市が外国からの投資に対して門戸を開き，
88 年に海南島全体が SEZ に指定された．同じ頃，揚子江三角
州，珠江三角州，福建省南部の廈門 = 漳州 = 泉州の三角地帯
を結ぶ沿岸地帯が対外開放された．さらに，1990 年代前半，
政府は国境の 11 都市と揚子江沿いの 6 港を開放した．このよ
うな動きは対外市場接続に最良の立地を活用する戦略を反映
したものである．

ボックス    8.10

中国の特別経済区は国の対外開放をリードした

初の 4 特区（1980 年）
沿岸 14 都市（1984 年）
3 三角州（1985 年）

海南省（1988 年）
揚子江 6 港（1992 年）
国境 11 都市（1992 年）

出所：Huang and Luo ( 近刊 ) に基づき WDR 2009 チーム作成．

インド
　インドの SEZ は一目見ただけで，立地があまり良くないこ
とがわかる．2007 年に，アンドラプラデシュ，グジャラート，
マハラシュトラ，タミールナドゥといった沿岸州と，ハリヤ
ナ，カルナタカ，パンジャブ，ラジャスタンなど内陸州で SEZ
が認められた．沿岸州でさえ，多くの SEZ は実際には沿岸に
はない

b
．

　仔細に見ると，製品特化に相当な多様性があり，標準化さ
れた製造業から情報技術や医薬品にまで広がっている．標準
化された工業品と比べると，人的資本集約的な製品は信頼で
きる情報インフラと，海港ではなく空港へのアクセスにもっ
と依存している．さらに，インドの SEZ は大きな国内市場も
対象にしている．デリーの国際空港に近い衛生都市グルガオ
ンをみてみよう．そこは 20 年前は村落のクラスターにすぎな
かった（「ガオン」はヒンディ語で「村」の意）．今や国内有
数のサービス指向型の回廊になっており，インド最大の消費
者市場の中心に位置している．IBM やマイクロソフトなど情
報技術サービス提供者に加えて，コカコーラ，ジレット，ネ
スレなど消費財提供者が集まっている．

　インドの SEZ は中国の政府主導の SEZ とは違って，より大
きな世界のトレンドを反映して，インフォシスや HCL などと
いった会社を中心とする民間部門によって発展したもので，
情報技術の開発を推進している

c
．途上国の SEZ のうち 62％

は民間であり，この比率は 1980 年代の 25％から上昇してい
る．民間 SEZ の方が総じて儲かっており，社会的・環境的な
実績では東アジアの政府運営 SEZ を除いて，公的 SEZ を上回
る良好さを示している．
　しかし，立地が鍵である．立地の悪さは成功にとって重大
な障害となる．SEZ がどこに立地しているかが，それを誰が
所有して運営しているかよりも重要なようである．スペース
的に指示された介入策が成功する可能性が大きいのは，地理
的な優位性を相殺するのではなくて活用する場合である．

出所：WDR 2009 チーム．
注：a．SEZ には様々な形態があり，それには自由貿易区，輸出加工区，企
業区，自由港，特別区などが含まれる． b．SEZ の立地は SEZ INDIAWEB

（http://sezindiaweb.com/SEZ_map.html）に基づく． c．インドの SEZ に
関する情報は Indiastat のデータベースに基づく．



���第 8 章　均一ではなく統一　――地区開発のための効果的アプローチ

散化した．1980 年代半ば以降，ハイテク産業を

支援するという産業政策が，首都圏に産業が再集

中化するという動きの引き金を引いた．

　インセンティブは成長を加速化するために，南

東部を首都圏に接続するインフラ投資で補完され

た．キョンブ高速道路がプサン，テグ，テジョ

ン，ソウルを結び，南東部の産業は 5 時間以内

で首都圏に到着できるようになった．したがっ

て，首都圏や南東部で標準的な中間投入財を生産

する産業は，大幅なコスト削減という利益を享受

したのである．韓国では市場が場所を選定し，政

府はペースを押し上げたといえる注 62．

　多くの諸国がインセンティブを提供して後進地

区に経済的質量を作り出そうとしてきた．後進地

区が企業を誘致するためには，輸送・物流のコス

トが高いこと，インフラの整備が不十分なこと，

要素価格が高いこと，公共サービスの水準が低い

ことなどを帳消しにする必要があるといる考え方

だ．ヨーロッパ諸国には産業政策で後進地区に企

業誘致を図るという長い歴史がある．しかし，財

政インセンティブは政治的には効率的であろう

が，それで後進地区の経済的な命運が変わったと

いう事例はほとんどない注 63．

イタリアでは，1965 年に始まった国家経済

計画の主目的は，南部と国内のその他地区と

の発展格差をなくすことにあった．このプロ

グラムを支援するために，南部の企業に対し

て福祉拠出金の一部免除という形で財政的イ

ンセンティブが供与された．1992 年までは

公共インフラや財政インセンティブが南部の

産業振興を促進したのである．

フランスでは，第 5 次国家計画（1966-70

年）に基づいて，農業は援助を受け，産業投

資についてはパリから離れた西部の低所得地

区での実施が誘導され始めた．軽工業（輸送

コストが低く労働集約度が高い）が移転の対

象になった．

イギリスでは，北部イングランド，スコッ

トランド，ウェールズ，北アイルランドの

経済開発を支援している．第 2 次世界大戦

中，戦時下の建築規制に基づいて産業は南部

•

•

•

イングランドから北部や周辺地区への移転が

指示された．1958 年の戦後不況期には，石

炭，繊維，造船で雇用が減少したことを受け

て，北部における雇用創出に関して関心が高

まった．1960 年代には地方雇用法に基づい

て，地区別に様々な投資インセンティブと建

設補助金が支給された．と同時に，25 万人

の製造業職が先進地区から後進地区に移転さ

れた．

　税金，補助金，規則などに焦点を当てた伝統的

な地域政策に共通しているテーマは，それが経済

活動を分散する（あるいは集中と戦う）という目

的で，雇用を創出しインフラを提供するという中

央政府のイニシアティブだということである．特

定の企業を対象にして，それが地方経済のなかで

錨となって大きな乗数効果を発揮することを期待

した注 64．しかし，ほとんどの場合，このような

インセンティブは後進地区の持続的な成長を刺激

せずに，納税者に大きな負担をもたらすだけに

終っている．

　ほとんどのヨーロッパ諸国は今では，革新に投

資したり，研究所や科学技術公園を支援したりす

るという「ソフト」な介入策に焦点を当ててい

る（表 8.2）注 65．中央政府のプログラムは官民両

部門の協調強化に取って代わられてきている．ま

た，その協調措置は特定企業を対象にしておら

ず，相互関連的な企業のクラスターを引き付けつ

つある．このようなプログラムに関する厳格な評

価は入手が困難である．しかし，新しい情報技術

を後進地区に導入するという革新政策は，原則と

して長期的には有益であろう．

　アメリカの連邦政府も小規模な「経済開発」プ

ログラムに関与している．最近のレビューによる

と，連邦諸機関が 180 個のプログラムを運用し

ている．それが取り組んでいる問題は計画・経済

開発戦略，工業団地，インフラ補修，建物刷新な

ど多岐にわたっている．このグループのなかで最

も目立っている機関は，商務省管轄下の経済開発

局（EDA）である注 66．EDA は経済開発のために

これまで累計 1,880 億ドルを支出してきている

が，各種イニシアティブ間で調整がほとんど行わ
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れておらず，共通の政策目的もない．EDA の報

告書によれば，投資にはテコの作用があり，EDA

の支出 1 ドル当たり 37 ドルの民間投資が誘発さ

れる注 67．しかし，このようなプログラムに関し

ては第三者評価が行われていない．

　途上国で人気のある地区インセンティブは，良

く言っても成果は様々である（表 8.3）．ブラジ

ルでは，財政インセンティブを提供することに

よって遅れている北部と北東部に，「ダイナミッ

ク」な産業を誘致することが目標であり，年間の

支出額は 30-40 億ドルに達している．最近のイ

ンパクト評価によれば，このような「憲法上の資

金」の割当によって，後進地区に身軽な製造業拠

点の進出が確かに誘発されている．しかし，イ

ンセンティブは垂直的統合産業の進出を促すほ

ど十分に魅力的ではなかった注 68．メキシコでは，

1970-80 年に政府は財政インセンティブを活用

して，3 大都市集積地の外での産業開発を推進し

た．そのような大都市圏の外に立地した企業は，

輸入関税と所得・売上・資本利得の各税に関し

て 50-100％の免除，加速度償却，低金利などが

享受できる．しかしこれが経済的な脱集中に与え

るインパクトは微々たるものであった．というの

は，原材料や資本財の輸入関税はそもそも低いた

め，それが削減されても立地決定や歳入損失にほ

とんど影響がなかったからである注 69．

　インドでは，1956 年産業政策決議に基づいて，

投資を後進地区に誘導するために厳格な許可制度

が導入された．大規模な都市圏周辺に新しい製造

業拠点が進出する案件については許可を発行しな

い，というのがインド政府の下した決定であっ

た．さらに，州政府と金融機関は都市圏に進出し

た新規製造業に対しては，たとえ許可が不要なも

のであっても，支援を拒否するよう要請を受け

た．大規模な公共部門のプロジェクト（製鉄所な

ど）はビハール，マディヤプラデシュ，オリッサ

など後進諸州に立地された．工業団地（成長セン

ター）はインフラ投資や，指定区域における民間

の設備投資について財政インセンティブを享受し

た．このような政策は市場アクセスと人的資本が

良好な地区の成長を窒息させるとともに，後進地

区から非生産的活動が脱出することを許さなかっ

た．このような厳しい規制が 30 年間続いたにも

かかわらず，後進地区のなかで主要な工業セン

ターになった区域はほとんどない．

　このような許可政策は 1991 年の経済改革に

よって撤廃された．内陸部では生産の減少が継続

し，市場アクセスと事業環境の良好な場所は引き

続き繁栄している．産業パフォーマンスが良い上

位 10 位の地区は，南北を分かつビンディヤ山脈

戦略 「伝統的な」地域政策 「新しい」地域政策 経済的な視点

目的 雇用を創出し大規模インフラを提
供する

補完的なサービスを提供し，革新
のコストを補助する（研究所，科
学技術公園）

インセンティブの提供は「新しい」活動だけに限定
すべきである（地方経済にとって新しい製品や既存
製品を生産するための新技術）

主要関係者 中央政府 官民パートナーシップ 公的部門が企業のニーズに関してもっている情報は
限定的である

狙い 個別企業を誘致するためのインセ
ンティブ

クラスターの発展を奨励する（産
業と企業の両方）

公的部門の支援は部門ではなく活動を対象にすべき
である．補助金を供与える活動は波及効果が大きく
なければならない

表 8.2　OECD では後進地区の発展を目指すインセンティブは変化してきている

出所：WDR 2009 チーム．

手段 事例

投資補助金 ブラジル：憲法上の資金（金利補助金）―身軽な企業は
進出したが，垂直的に統合した企業は進出していない

（Carvallo, Lall, and Timmins 2005）．

免税 タイ：所得税免除．1970 年代に二次都市に立地した企
業は売上税免除―課税所得を控除しても儲からない立地
には誘致できずに不成功（World Bank 1980）．

輸入関税減免 メキシコ：3 大集積地から脱出する製造業に対して輸入
関税免除―そもそも税率が低かったため不成功（World 
Bank 1977; Scott 1982）．

工業団地 /　
自由貿易区

チリ：「極（貧）区」という自由貿易区で，関税・付加
価値税・法人税・不動産税免除―1990 年代半ばまで高
税率期を反映して成功したが，輸入関税がそもそも 80
年代の 35％から 2000 年の 6％に向けて著減するなか効
果が薄れた（World Bank 2005b）．

規則 インド：産業許可で後進地区を優遇（1956 年産業政策），
後進地区における公的部門主導型の工業成長と先進地区
における工業成長の停止―離陸した後進地区はほとんど
なく，規則が緩和されるとこのような地区はさらに衰退

（Chakravorty and Lall 2007）．

表 8.3　政府は後進地区に経済的質量を作り出そうとして様々な手段
を用いてきたが，結果は控え目である

出所：WDR 2009 チーム．



���第 8 章　均一ではなく統一　――地区開発のための効果的アプローチ

の南方に所在している注 70．

　同様に，旧ソ連では，中央計画官僚は企業の立

地を決定して，経済活動を国土全体にわたって分

散しようとした．生産施設を何千万平方キロメー

トルにも及ぶ旧ソ連の全域に広げようとしたので

ある．市場から遠く，特化していなかったため，

生産性が犠牲になった．体制移行でどう変わった

か？　新しい企業は市場に近いところに立地し，

遠隔地の古い企業は閉鎖された．その結果，企業

の生産性は 1989-2004 年の間に年率 2.5％の上

昇を記録した注 71．

地方と国のインセンティブを調整する
　後進地区にかかわるインセンティブは国の産業

政策と整合性を図るべきである．多種多様な国の

経済発展イニシアティブを評価して，スペース的

な介入策をこのような政策と整合的にすることが

有益である．例えば，ブラジルでは，スペース的

に対象を絞った補助金は，南東部を優遇している

輸出振興・工業化補助金のわずか 12％でしかな

い．このような工業補助金は 1999 年で 420 億

ドル，GDP の 4.4％にも達していると推計されて

いる注 72．つまり，ブラジルでは，北東部に企業

を誘致するイニシアティブは，市場諸力と整合的

なより広範な工業インセンティブに対して，苦し

い戦いを挑んでいることが明らかである．

　インドでも，全体の不平等を削減するために一

般的にみられる価格設定政策は，後進地区の経済

展望に打撃を与えている．1956 年運賃平準化政

策によって，石炭，鉄鋼，セメントなど「必需

品」を全国の輸送する運賃は，距離にかかわりな

く標準化された．このプロセスで資源が豊かな地

区の立地ベースの優位性が失われた．影響を受け

た地区にはビハール州南部，マディヤプラデシュ

州東部，オリッサ州西部が含まれるが，みんな最

貧で，工業化が最も遅れている地区である．この

政策のせいで，民間資本が後進地区に生産拠点を

置くというインセンティブは弱まってしまった．

　国の分散化政策は，支出責任に対応すべく経済

的質量を作り出す地方政府の努力を伴うのが普通

である．自分の管轄区に企業を誘致しようと財政

インセンティブや租税支出を供与したということ

である．しかし，調整されていないと，このよう

なインセンティブは浪費的で逆効果になりかねな

い．

　ブラジルでみられた州相互間の競争を考えてみ

よう．バイア州とリオグランデドスル州は 1990

年代にフォード自動車を誘致しようと競争した．

リオグランデドスルは州による非常に有利な条件

のローン 2 億 1,000 万レアル（金利 6％，返済期

間 15 年），インフラおよび公共事業に関する州

の追加支出 2 億 3,400 万レアル，国立開発銀行

からの融資枠 5 億レアル，10 年間にわたる地方

税免除などを含むインセンティブ・パッケージを

提示した．これがあまりに気前が良すぎることを

心配しながら州政府が再交渉を考えている時に，

フォードは同案と同じようなパッケージを提示し

たバイア州への進出を決定した．再評価によれば，

このような「財政戦争」によって，ブラジルの納

税者は創造された職 1 人当たり約 17 万 2,000 ド

ルのコストを負担したことになるが，これはテネ

シー州でゼネラルモーターズが雇用を創出するの

に要したコストの 5 倍にも相当する注 73．

インセンティブ設計を考え抜く
　後進地区の経済開発を促進するためにインセン

ティブを使う前に，中央および地方政府はまず市

場がなぜ一部の地区を迂回するのかを解明しなけ

ればならない．経済的生産の社会的な見返りが少

ないからか，このような見返りを補足する能力が

低いからか，それともファイナンスのコストが高

いからなのか？注 74　政策が地方経済の成長を阻

害しているのは意図的か，それとも不注意か？　

インセンティブの成功如何は問題をどの程度しっ

かりと診断しているかに左右される．おそらく各

地区固有の自然，人間，インフラそれぞれの賦存

状況から検討を開始すべきだろう注 75．「経済を知

れ」という『世界開発報告 2000/2001』で使っ

た言葉が，地方政府のモットーでなければならな

い．情報が良質であれば，開発オプションに関し

て建設的な対話を促進して，開発戦略を巡ってコ

ンセンサスを形成することができるだろう．

　もし情報とそれに続く分析の結果によって，成

長のために具体的な機会が指摘できるようであれ
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ば，次のステップは計画中のインセンティブが資

本形成に補助金を交付することになるのか，それ

とも革新を促進するのかのどちらになるかについ

て見定めることだ．地方に乗数効果の潜在性を

もった企業を引き付けるためであれば，インセン

ティブの効果を減殺することになる集積経済を高

く評価する製品ラインかどうか知っておくことが

重要である．生産にとって規模と集積の経済が重

要な分野の企業については，スペース的に対象を

絞った介入策によって後進地区に引き付けること

ができる可能性は低いであろう．ブラジル，中

国，インド，インドネシア，メキシコに関する産

業調査によれば，製品ラインの多い製造業企業は

立地決定に当たって，市場アクセスに伴う内部的

な規模の経済と集積経済の両方を高く評価してい

る注 76．地方市場を相手に標準化された製品を生

産している企業や天然資源に特化している企業

は，熟練労働，ビジネスサービス，情報アクセス

などに依存している企業に比べて，集積経済を高

く評価する可能性が低い．

　さらに，国の成長という観点からは，「選定し

た」産業の移転が国全体としてネットベースで雇

用と産出の増加を生み出すかどうかを見極めるこ

とが重要である．そうでなければ，地方の企業誘

致努力はゼロサムゲームになってしまうだろう．

もし移転した産業の生産が減少すれば，政策立案

者としては合計で減少するという事態に直面す

る．また，革新を促進するためにインセンティブ

を使う場合，地方の生産プロセスが革新を取り入

れられるようにすることが肝心である．

バルカン化を回避する：経済統合の政治
的な利益
　経済的な目的と政治的な目的は衝突することも

あるが，一致することの方が多い．バルカン半島

西部では，かつてのユーゴスラビアは第 2 次世

界大戦後に連邦になったが，1990 年代前半に各

共和国が独立を宣言して崩壊した．崩壊を後押し

した原因としては，1970 年代半ば以降ユーゴス

ラビアで進展していた自給自足と分断化が指摘で

きる．各共和国の国境を越える人や資本の移動に

ついて障壁が築かれ，共和国間貿易が制限され，

経済的生産が重複していたのである．例えば，

1987 年時点でみると，セルビアにおける全生産

の 70％はセルビアの市場で消費されていた注 77．

　第 5 章で検討したように，分析によれば，要

素移動性は福祉を全域にわたって平準化するの

で，経済政治同盟から離脱するインセンティブを

弱める注 78．これに対して，地区間で不平等が執

拗に継続すると，解体の動きを促進する．政治的

統合と経済的統合の両方にとって妥当な原理は統

一性であって，均一性ではない．

　本章では，各国が経済的距離，場違いな密度，

国内分裂に取り組むなかで，後進地区と先進地区

を統合するための枠組みを提示した．経済諸力は

成長という成果についてスペース的な乖離を生む

可能性大である．地理と成長に関する経済モデル

によれば，規模に関する収穫逓増と集積経済は一

部の地区において，成長と投資について好循環を

始動させて維持することができる．

　しかし，政策立案者はもっともな理由から，地

理的な不均衡の早急な（現在と遠い将来の間のあ

る時期までに）削減に関心を抱くことがある．ま

た，政治的圧力があまりに強くて，乖離の拡大は

いかなる時でも許されないことがしばしばであ

る．典型的な地域開発政策の対応は，後進地区の

経済的生産を奨励するために，対象を絞ったイン

センティブや大規模なインフラを強調するという

ものであった．しかし，本章で検討した証拠によ

れば，そのような政策の多くは浪費に帰結して

いる．その間，制度的な隘路に取り組む政策が，

人々がよそで機会をつかんだり，地元で生活水準

を改善したりするのに役立つにもかかわらず，無

視されている可能性があるといえよう．

　その点は妥協するとしても，政策課題のなかで

最も挑戦的なのは，現実的に追求すべき成果を規

定することにある．それは当該国の発展段階や財

政的・制度的な能力に依存している．所得が低い

諸国の場合，実現可能なのは貧困率と，必要不可

欠な住居・水・健康・栄養・教育サービスなどへ

のアクセスにかかわるスペース的な格差だけかも

しれない．中国の全国人民代表大会で 2006 年に

採択された第 11 次 5 カ年計画では，「公的財政
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制度の構築を加速化して…基本的な公共サービス

を漸進的に平等化すべきである」と述べられてい

る．2007 年 10 月，第 17 回全人代は再び，地

域格差を縮小するためには基本的な公共サービス

の平等化が優先課題であると指摘している．上位

中所得国の場合は基本的な消費指標の全地域にわ

たる平等化ということでより野心的になれるだろ

うし，EU のような先進国の場合はさらに野心的

であっていい．可処分所得のスペース的な不平等

の削減は高所得国の場合には適切な目標になる可

能性があろう．

　しかし，すべての発展段階について，経済的生

産を国土の全域にわたって均一に拡散するよう強

制するのは実現困難であるとともに高価であろ

う．成長というものは総じて不均衡なものである

が，発展の成果をバランスさせるために，より多

くの資源を社会にもたらすものである．政策立案

者としては不均衡成長の力に抵抗する（経済成長

そのものと戦うのと同じになってしまう）以外の

手段によって，発展の成果を全域にバランスさせ

る戦略を発見し実施すべきである．

　本章で述べた枠組みは，国内統合に取り組むの

に最適な政策を見出そうとしている政策立案者を

手助けすることを意図したものである．提案した

解決策は国固有の状況を考慮している．主要点は

何か？　第 1 に，統合戦略は一連のスペース的

に盲目的な制度を通じて，後進地区の貧困層に

とって機会へのアクセスを増大させるべきであ

る．第 2 に，後進地区と先進地区との距離の問

題に後進地区における場違いな人口密度の問題が

加わっている場合には，両地区を接続するインフ

ラが必要である．第 3 に，経済的距離の問題が

場違いな密度と分裂の問題を伴う場合，対象を

絞ったインセンティブが必要になる．

　このような枠組みはスペース的な統合に関する

具体的な国の事例研究によってテストされてい

る．それにはブラジル，ガーナ，インド，メキシ

コ，ロシア，ウガンダが含まれている．各国の

統合政策は次の 3 つの基準に基づいて検証した．

①このような政策は国内の地区相互間の経済的距

離を短縮しているか？，②このような政策は貧困

層に対して優しいか？，③このような政策スペー

ス的に効率的か（このような政策はスペース的

な効率性とトレードオフする）？　表 8.4 は結果

を要約したものである．制度を強化する努力は 3

つすべての基準で優れている．インフラ投資は経

済的距離を減らさず，貧困層も助けない可能性が

あるが，スペース的には効率的である．地理的に

個別のインセンティブは効果が弱い．

　おそらく最も重要なのは，地域開発にかかわる

すべての議論が出発点とすべきことを本章が発見

したということであろう．それはスペース的に盲

目的な制度である．後進地区を市場に接続するイ

ンフラは国が統合するのに役立つ．常にというこ

とではないが，時として，この議論にはスペース

的に対象を絞ったインセンティブが含まれてしか

るべきである．統合手段の組み合わせが適切であ

れば，不均衡な成長と包容的な開発の両方に伴う

利益がもたらされるだろう．

実績基準
地区間の不平等を削減したか？

（地区間公平性）
貧困層に優しいか？

（人的公平性）
スペース的な効率性とのトレード

オフを回避できたか？

制度 Yes Yes Yes

インフラ No No Yes

インセンティブ No No No

表 8.4　地区開発政策の実績評価

出所：国固有の事例研究に基づく World Bank (2008b)．
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国境を廃して勝者になる

　アフリカの指導者の多くは独立した時，大陸の

政治同盟を呼びかけた．しかし，コートジボワー

ルの初代大統領フェリックス・ウーフェ = ボワ

ニはより実際的で，近隣諸国との経済協力を漸進

的に強化した．彼はアフリカでは初めての地域的

な経済協定を提案し，主としてコートジボワール

が資金を拠出した連帯基金に裏打ちされた「協商

理事会」を創設した．協定の重要な要素は自由貿

易と自由な人の移動であった注 1．

　移住者が好む行き先は当然ながらコートジボ

ワールになった．外国人のシェアは 1950 年の

5％から，98 年には総人口 1,600 万人のうち

26％を占めるに至った．同国は世界中の国際的

移住者が向かう行き先国としてトップ１ダースの

なかに入ったのである．外国人が工業や農業の輸

出主導型成長に貢献してくれたため，同国は利益

を享受した．一方，移出国（特にベニン，ブルキ

ナファソ，ニジェール，トーゴ）も送金や貿易の

増加で利益に与った．1999 年にクーデターが発

生し，それが引き金となった政治危機で地域全

体が影響を受けた．しかし，ウーフェ = ボワニ

は自国の将来は近隣諸国に依存しているとして，

「アフリカの賢人」というあだ名を頂戴している．

　コートジボワールの話は本章でこれから行う主

張の論点を反映したものである．現在の先進地域

（ヨーロッパ，北アメリカ，北東アジア）では，

ほとんどの経済活動は高度に集中し，輸出は特化

し，生活水準は収斂しつつある．これら諸国は国

境を克服して，自国経済を近隣地域内で，またそ

れ以外の世界と統合している．これら地域では地

域統合や世界統合は代替策ではなく補完策だった

のである（ボックス 9.1 参照）．

　しかし，途上国世界では，ほとんどの諸国で集

中と収斂は遅々としている．各国間で経済的，政

治的，文化的な分裂が執拗に存続していること

が主因である（第 3 章参照）．このような分裂が

あると，各国は規模の経済（第 4 章参照），労働

や資本の移動（第 5 章参照），輸送コストの低下

（第 6 章参照）を有利に活用することがむずかし

くなる．途上国のなかには一方的な自由化によっ

てグローバル化を試みたところもあれば，地域的

な統合を図ろうとした国もある．この両方の戦略

については成功もあれば失敗もあった．本章で

は，このような 2 つのアプローチの間で発生し

得るトレードオフを認識した上で回避しつつ，近

隣諸国との協力拡大と世界市場との接続強化を組

み合わせる方法を検討したい．

　本章では，地方の供給能力を増やすためのメカ

ニズムとして地域統合を，市場やサプライヤーへ

のアクセスを改善するためグローバルな統合を提

言する．統合とは，貿易，国内の規則や政策，地

域的インフラ，公共財を含むその他の国境を越え

たイニシアティブに関する各国相互間の協力を意

味する．地域統合は近隣諸国相互間の協力を意味

し，グローバルな統合はさらに広い国際的なレベ

ルでの協力を意味する．

　本章では，途上国世界の各地域が抱える開発課

題にどのように対処するのが最善なのかというこ

とに関する考えを整理するために，政策措置の枠

組みとして近隣地域をいくつかに分類している．

　その各近隣地域の種類ごとに戦略をみると次の

ようになる．

大きな世界市場に近い国は高密度に近接して

いることで利益が享受できるよう努力し，大

きな市場の延長になるようにすべきである．

•

――貧困国を世界市場に統合する

CHAPTER9
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メキシコ・カリブ諸国，EU 連合協定国，韓

国は，それぞれアメリカ，EU，日本の市場

とリンクしている．しかし，大きな開発利益

を獲得するためには統合は単なる自由貿易協

定を超越したものでなければならない．最大

の挑戦課題は国内市場を魅力的にして，近く

の大きな市場の延長として投資家がみてくれ

るようにすることにある．

大きな近隣国が存在するものの，世界市場か

らは遠い国は地域的な市場を発展させるべき

である．これには 2 つの手段が必要である．

地域内で貿易と要素移動を円滑化する制度

改革と，後進的な国を先進的な国に，地域全

体を世界市場にリンクするインフラ投資の 2

つである．地域統合すれば，当然，それは地

域的な生産ネットワークを支援することがで

きる．このようなネットワークは規模に関す

る収穫逓増に伴う生産コストの優位性を最大

化するので，小国でも地域的サプライヤーの

ネットワークのなかでニッチ製品に特化する

ことができる．供給サイドのコスト効率性が

•

高まるおかげで，このような地域はグローバ

ル市場との統合が容易になる．

世界市場から遠い中央アジア諸国，太平洋の

小さい島嶼国家，サハラ以南アフリカ諸国

（世界の「ボトムの 10 億人」）は，経済成長

に関して最も厳しい挑戦課題に直面しており，

協調的な解決策に向けた強いコミットメント

を必要としている．3 つの手段があれば，地

域統合は「自然な」近隣地域内で起こり得

る．他の諸国の場合と同じく，緊密な制度協

力と地域インフラへの包括的な投資が必要で

ある．しかし，統合努力を維持するために

は，国を超えた補償メカニズムも必要であろ

う．というのは，統合の深化に伴う得失は短

期的には国毎に不均一になる可能性があるか

らだ．国際社会は協調インセンティブによっ

て，このような統合努力を支援することがで

きよう．

　アフリカの東部，中部，西部は 3 番目のカテ

ゴリーに入る．このような近隣地域内の資源に

•

本報告書のメッセージはグローバルな統合に反対か？　その答えはノーである

　本報告書は地域統合に焦点を当てている．今や様々な政策
措置をとるのに相当大きな余地が存在していると思われるか
らだ．だからといって，グローバルな統合に反対だというこ
とを意味するものではない．正反対である．本章の主張によ
れば，地域統合は地域的な公共財を提供し，地域的な特化を
有利に活用することによって，地域の供給能力を引き上げる．
地域統合はこのようにして，各国がグローバルな統合から得
られる利益を拡大しているのである．この意味で，地域的な
統合とグローバルな統合は代替物ではなく補完物なのである．
グローバルな統合がなければ，地域協力に伴う利益は小さい
かマイナスであろう．それは過去の多数の地域協定が証明し
ている．しかし，地域統合がなければ，グローバリゼーショ
ンに伴う利益は一部の諸国にとっては要するに達成不可能で
ある．なぜならば，これら諸国はグローバルな規模では 1 人
では競争できないからである．
　多くの諸国，特に世界輸出市場に占めるシェアが低下して
いるアフリカ諸国にとっては，グローバルな統合の利益は微々
たるものであった．グローバル化は時としてリスキーであり，
ドーハラウンドでは農業貿易など途上国にとって重要ないく
つかの問題にかかわる進展が遅々としている．同様に，過去
の地域協力も大した効果を生まず，多数の地域協定は失敗に
帰している．このような経験は利益が同じ域内の大国か小国
かで不均一であったことも明らかにしている．それが協定の

長期的な安定性と予想外の事態に対応する積極性にも影響し
た．地域統合にかかわるこれまでの多くの努力が失敗したこ
とから，途上国世界ではさらなる地域協定の追求は大きな懐
疑をもって迎えられている．
　しかし，本章は現状を考えると，このような懐疑は間違っ
ていると主張するものである．マクロ経済政策と統治の悪さ
に起因する不安定性は 10 年前と比べても一般的ではなくなっ
ており，各国の経済が統合されても隣国から悪い影響を輸入
する可能性は低くなっている．また，輸送コストの低下と世
界貿易の拡大を受けて，輸出主導型成長が成功すれば，それ
に伴う利益はかつてないくらい大きなものになるだろう．各
国は競争力を強化するためなら，喜んで自国の政策や制度を
他国と調和する態度をみせており，地域協力の展望は大幅に
改善している．それが 2006 年 6 月に，地域協定 56 件，地域
協定の拡張（地域協定と各国の協力）49 件，スーパーリー
ジョナル協定（地域協定間相互の協力）5 件，二国間協定 118
件が，WTO の下で調印ないし交渉開始に至った理由の 1 つか
もしれない．このような協定はグローバルなゲームのルール
を順守しながら，地域的な統合とグローバルな統合のトレー
ドオフを認識し回避しようと奮闘している．

ボックス    9.1

出所：WDR 2009 チーム．
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乏しい沿岸諸国は，他の地域との比較で成長パ

フォーマンスが世界最悪であった注 2．このよう

な地域については，本報告書は地域の各国政府と

国際社会を巻き込んだ協定を締結すべきであると

提言したい．そうすることによって，後進的な国

の社会的サービスと人的資本を改善するととも

に，離陸の可能性が最も高い先進的な国のインフ

ラを改善する．先進国の市場はこのような地域か

らの輸出に対して特恵的アクセスを供与すること

によって，協定を補完すべきである．その代わり

に，このような「自然な近隣地域」内にある先進

的な国と後進的な国はともに，労働，資本，財，

サービスについて域内移動の自由を許容すべきで

ある．

　現在の途上国は後発国として，分裂したままで

地歩を失うか，それとも国境を廃して勝者となる

か，という厳しい選択を迫られている．

供給拡大のための地域統合，需要拡大の
ための世界統合
　チリ，モーリシャス，東アジアでタイガーと呼

ばれている有名な諸国などは，属している地域内

では大した協力もないままで，グローバルに統合

した．これら諸国は大きな先駆者利益を享受した

おかげである．しかし，他の多くの諸国はこの達

成がむずかしいということを経験している．イン

ドや中国など非常に強い競争力をもった輸出国の

出現を考えると，輸出主導型の戦略が成功する可

能性はさらに低下していると感じている国もなか

にはある．

　しかし，次のような反論ができるだろう．世界

貿易の拡大に伴って，ある国が比較優位をもち得

る商品の幅は拡大している．中間的な財やサービ

スは，貿易可能性が高まっており，実際にも貿易

されている．これを受けて，途上国にとってはか

つてないほど多様化の機会が広がっているのであ

る注 3．実証研究によれば，これはサハラ以南ア

フリカにも当てはまる注 4．サハラ以南アフリカ

9 カ国すべてについて，前年における近隣諸国か

らの中間財輸入は当該年の輸出総額と正の相関関

係にあることが認められる．中間財輸入の水準が

高まって，ある下限値を超えると，この効果は目

立って強くなっている．

　この結果が示唆しているのは，各国が規模の経

済，要素移動性の増加，輸送コストの低下，グ

ローバルな統合といった面で地域協力を行ってい

る場合に，輸出が増加するということである．地

域協力というのは，近隣地域の企業は国際的なサ

プライ・チェーンを構築することによって，1 つ

の国のサプライヤーに依存する場合に比べて，最

終財を安価に生産することができるということを

意味する（ボックス 9.2 参照）．グローバルな統合

がそのような効率的な地域的供給ネットワークを

発展させるための需要とインセンティブを提供し

てくれる．このような地域統合と世界統合が組み

合わさったおかげで，現在豊かになった近隣地域

のなかでは成功する途上国が出現したのである．

　計量経済分析によるマクロ的な発見に，工場レ

ベルのデータが細部を追加してくれる注 5．地域

市場に輸出している企業は世界市場に輸出してい

る企業と比べて，停電や非効率な国境で大きな打

撃をこうむっている．ただし，繊維製品など時間

に敏感な製品を世界市場向けに輸出している企業

も，非効率な国境で打撃を受けている．企業の効

率性が自社製品をどこに向けて売るかを規定する

のである．効率性が最も劣る企業は国内市場だけ

で販売し，一般の企業は国内と地域の両市場で販

売し，最も効率的な企業が国内，地域，世界の各

市場に参入している注 6．

　統合政策が成功すると，経済活動は市場や投入

財へのアクセスが良い場所（地区内，国内，地域

内のどこでもいい）に集中する．統合すると，近

隣地域内では一時的に所得格差が拡大するかもし

れない．しかし，その後，成長が近隣諸国に波及

するのに伴って，後進的な国が先進的な国に波状

的に追い付いていく．統合プロセスが東アジアに

おけるように市場主導型であれば，生産要素が移

転して，近隣地域内で国別にみて 1 人当たり所

得の収斂が促進される（第 3 章参照）．しかし，

現在のほとんどの途上国のように制度主導型であ

れば，政治経済的な挑戦課題が重大な懸念事項に

なるかもしれない注 7．
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地域統合と世界統合はトレードオフを意味する
　交渉，実施，維持が複雑な地域統合の協定は，

行政資源の使用という点で集約的である．そのよ

うな協定を通じて地域の制度を整備する努力は，

一国のその他世界との統合を決定することになる

国内行政や一方的な自由化を犠牲にすることにな

る．地域協定は域内の他の参加国がもっとゆっく

り推進したいと思えば，より迅速なグローバル統

合の追求を阻害するだろう．

　地域かグローバルかという論争は何も新しいこ

とではない．潜在的な貿易迂回と貿易創出による

福祉効果と，一方的な自由化ないし多角主義によ

る最善の福祉改善効果の比較を巡るものとなって

いる注 8．しかし，「新しい地域主義」の議論が最

近，自由貿易協定が輩出するなかで巻き起こって

いる．一方の意見では，地域統合は最終的には世

界統合を支持することになる競争的な自由化のプ

ロセスである注 9．他方の意見では，世界統合が

目前なのに「スパゲッティボール」（ルールがそ

れぞれ異なる地域協定）が輩出している注 10．

　この論争に決着を付けるのは容易ではない．し

かし，新しい経済地理のレンズを通して見ると，

違った見方をすることができる．すなわち，一部

の意見では，物理的な地理を貿易モデルにきちん

と織り込めば，大陸間輸送コストは大陸内貿易コ

ストを大幅に上回るため，地域貿易協定は多角的

貿易協定よりも福祉改善効果が大きくなる注 11．ま

た，地域統合イニシアティブには，国際的フォー

ラムにおける交渉力の増大に加えて，平和や安

全保障の増大といった非経済的な利益もある注 12．

地域統合協定を締結するかの決定には，このよう

な非経済的な動機が経済的な動機よりも重要なこ

地域協力を通じて生産を多様化する

　経済の多様化は容易な仕事ではない．Hidalgo, Barabasi, and 
Haussman (2007) によれば，ある国の現在の貿易構造が生産
基盤を高額製品に向けて多様化することがどれくらい容易な
のかを決定する．森林の比喩を用いて生産スペース（世界各
国共通）を表わしている．木々の１本 1 本が製品で，企業は
付加価値を改善するか（集約的多様化），またはより高額な製
品のある木に飛び移る（広範な多様化）サルである．
　途上国の企業は集約的多様化を通じて成長するのが一番簡
単だということを発見する．すでに保有している能力がベー
スになるからだ．高所得になると，あるいは低コストの競合
者に対応するために必要となるもう 1 つの策は，高額の木に
飛び移ることである．その国が生産基盤の近くに，そのよう
な高額の木をもっているほど幸運であったとしても，飛び移
るのはコストが高くかつリスキーである．物理的なインフラ，
特殊なノウハウ，対象市場における嗜好や基準に関する知識，
特定投入財に対する容易で安価なアクセスが必要かもしれな
い．Haussman and Rodrik (2003) はこのような初期の投資ニー
ズを「コスト発見」と呼んでいる．最初の企業はこのような
新しい機会を探求しなければならない．コスト発見はいくつ
かの方法で円滑化することができる．外国直接投資は必要な
情報やノウハウのほとんどを提供することができる．隣人か
ら学ぶことも同じである．したがって，隣国どうしの協力は
助けになり，外国投資家にとって魅力的な規模と重要な中間
財へのアクセスを提供してくれるので，新製品への跳躍にか
かわるコストとリスクが減少する．協力があれば，近隣地
域内のほかで革新的な企業に販売している中間財の生産者に
とってははけ口になる．
　アフリカの輸出を 1980-2004 年について，約 800 品目（４
桁分類）のグローバルな生産スペースとの対比で地図を描い

てみると，中央アフリカ経済通貨共同体（CAEMC）には多様
化に関してほんの 2-3 のオプション（木材・同製品）しかな
いことがわかる．東アフリカ共同体（ECA）の加盟国にはもっ
と多くのオプションがあるが，これは輸出がすでに多角化し
ているからだ（果物・野菜，加工食品，魚，木材・同製品，
綿花，繊維，ローテク工業品，金属製品，化学品，鉱物）．同
じような生産構造をもっている他の諸国は，現在，アフリカ
成長機会法に基づいてアメリカ市場で特恵を享受している綿
花，繊維，衣料などのクラスターに多様化している．
　西アフリカ経済通貨同盟（ECOWAS）のほぼ全加盟国は，
少なくとも 7 つの製品クラスーにかかわる協力があれば（果
物・野菜・同加工品，木材・同製品，ローテク工業品，化学
品，鉱物），コーヒーやココアなど伝統的な農産物に対する過
度な依存を減らすのに役立つ利益が享受できる． 
　南部アフリカ関税同盟（SACU）の加盟国は，南アフリカを
例外として，天然資源ベースおよび製造業のクラスターに関
する協力で，他の同盟に比べてずっと大きな利益に与ること
ができる．中位所得国の地位を反映している物流，金融，ス
キル，インフラに牽引されて，幅広い多様化のオプションを
もつことが容易である．
　各国はどの分野の経済活動がさらなる発展にとって最も有
望かを検討することによって，共通の基準，順守・度量衡体
系，熟練労働者を育成し新技術を応用するための具体的な教
科など個別部門のインフラにかかわる協力に焦点を絞ること
ができる．そうすれば，地域インフラ，ビジネス規則の改善，
司法制度の強化など一般的な分野にかかわる協力の補完策と
して機能することができる．

ボックス    9.2

出所：Vandana Chandra, Jessica Boccardo, and Israel Osorio 執筆．
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とがある．

　地域統合は様々な形態をとり得る．経済的な交

流や協力の様々な側面を規定している正式な条約

から，民間部門主導型で深化した経済的関係を反

映する非公式な事実上の統合まで幅が広い．この

種類によってダイナミックが異なってくる．グ

ローバルな協定は包括的ではあるが稀少であるの

に対して，地域協定は小さく始めて，各当事者が

気楽なペースと範囲で前進することができる．各

地域は地域統合と世界統合の両方から利益が享受

できる方法を発見する必要がある．

近隣の先進地域が有益な洞察を提供してくれる
――グローバルに大きく考え，しかし小さく始
める

　ヨーロッパ，北アメリカ，北東アジアという成

功した地域は，地域統合と世界統合のインシア

ティブにかかわる設計と実施について 3 つの教訓

を示している．グローバルに考え，小さく始め，

最も不運なものを補償する，ということである．

　グローバルに考える．すべての途上国地域に

とって，最も重要な市場は域外に所在している．

韓国，メキシコ，ルーマニアはこのような大きな

世界市場に近くて幸運であるが，ほとんどの諸国

はそうではない．どんな地域統合プロセスでも目

標は健全な輸出主導型の成長を促進することに

ある．地域統合協定の成功要因は正に「開かれ

た地域主義」にあり，対域外関税を低く設定し，

域内関税を撤廃しなければならない注 13．これが

1970 年代にみられた第 1 波の地域主義との重要

な相違点である．当時は単に内向きの輸入代替政

策を国から地域に拡張しただけであった．

　小さく始める．地域統合イニシアティブという

のはすべての問題に直ちに取り組む必要はない．

大陸全体をいっぺんに参加させる必要もない．

1970 年代のラテンアメリカとサハラ以南アフリ

カの経験によると，多数の諸国を巻き込んだ包括

的な協定は，往々にして「ペーパー協定」にとど

まる注 14．EU は欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）と

いう狭く焦点を絞った協定で始まった（「経済地

理の実際 2：西ヨーロッパにおける分裂の克服」

参照）．北米自由貿易協定（NAFTA）はアメリカ

とカナダの間で自動車に関する自由貿易協定とし

て始まっている注 15．東アジアでは 1980 年代に

地域主義が進展したが，日本の多国籍企業が各国

に製造業の輸出基盤を設立したことが契機となっ

ている．地域統合はいかなる種類の正式な協定も

ないのに，紛争が迅速かつ公正に解決されるとい

う安心感を与える戦略的な協力を謳った趣意書だ

けで始めることが多い．

　地域統合というのは参加各国が補完的な政策措

置をとるということを意味する．参加国の数が多

ければ多いほど，調整が複雑になり，失敗のリス

クが高まる．各国の利益に基づく個別協定であれ

ば，各国（あるいは東アジアの「成長の三角形」

のように国内の各地区）が独自のスピードで協力

を深めていける可変形態的な地域統合を推進する

ことができる．貿易や非貿易問題に関するそのよ

うな協力は，近隣地域の漸進的な強化につなが

る．ただし，人工口衛星の打ち上げ・維持など固

定費の高いプロジェクトなど大陸全体を巻き込む

個別プロジェクトを排除するものではない．

　最も不運なものを補償する．地域統合は少なく

とも短期的には，各国間で勝者と敗者を生み出す

ことになる注 16．国内インフラが異なる 2 国が統

合すれば，インフラの良い方の国に引き寄せられ

る工業活動が増加し，それで所得や雇用の格差が

深刻化する可能性があるだろう注 17．賦存状況の

異なる諸国で構成される持続可能な近隣地域を構

築するためには，統合に伴う利益の公平な配分を

確保するために補償メカニズムがあれば助けにな

る．EU の場合，富裕な加盟国が貧しい加盟国の

インフラ開発を補助することになっている．東南

アジア諸国連合（ASEAN）の場合，富裕国には

正に貧しい加盟国の支援を意図したプログラム

（ASEAN 統合イニシアティブ）がある．なかには

貧しい近隣諸国のために二国間援助プログラムを

実施している国もある．

　補償に関する 1 つのアプローチとしては，関

税同盟で徴収した関税収入をプールして，それを

各国の開発ニーズに応じて再配分することが考え

られる．西アフリカ経済通貨同盟（WAEMU）は

2000 年に対域外共通関税を採択して，補償基金

を設置するために対域外輸入に 1％の課徴金を導
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入した．2006 年 9 月現在，5 億ドルが徴収・分

配されている．コートジボワールとセネガルは

WAEMU のなかで富裕国であり，拠出では 60％

を占めたものも，受領ではわずか 12％にとど

まっている．このような移転が政治的に実施可能

なのは，富裕国が近隣諸国が繁栄することで長期

的には自分たちの利益になると考えているからで

ある．収入シェアリングのイニシアティブは，先

進国が統合プロセスを積極的に支援する域外パー

トナーとして関与すれば強化される．EU とアフ

リカ，カリブ，太平洋の諸国は現在それぞれ経済

連携協定（EPA）を交渉中である（ボックス 9.3

参照）．

統合した近隣地域の構築：枠組み
　国境の「高さ」というのは開発に対して自らが

課した障害である．孤立によって市場までの経済

的距離が長くなる（第 3 章参照）．一部の地域に

は小国が含まれている．その国内市場は工業化の

引き金になる，あるいはそれを維持するほど大き

くない，あるいは多様化してバリューチェーンを

よじ登っていく能力が欠如している．このように

各国は様々な問題を抱えており，グローバル経済

のなかに統合するためにはそれぞれ異なる政策対

応が必要とされる．統合というのは主として貿易

という私的行為や要素移動を通じて生じる．しか

し，ある地域を世界経済に接続するのに必要な制

度やインフラのほとんどは公共財であり，調整問

題や外部性を克服するためには，集団的な行動を

必要とする．

　地域統合を追求するためには次の 3 つの種類

の政策手段を使うことができる．それはグローバ

ルな統合にも役立つ．

制度的な協力は近隣地域内の調整問題に取り•

EU とアフリカ・カリブ・太平洋諸国との経済連携協定（EPA）は改善することができる

　EU は 2007 年まで，アフリカ・カリブ・太平洋（ACP）諸
国に対して，非互恵的な貿易特恵を供与していた．この政策
は世界貿易機関（WTO）の最恵国待遇の原則に反していたが，
2007 年 12 月に失効するまで暫定的な適用除外を受けていた．
EU と ACP 諸国の間の経済連携協定（EPA）は貿易促進ともっ
と一般的な開発目的の達成を目指す新しいアプローチである．
　EU は 2003 年に 6 つの ACP 地域と EPA 交渉を開始した．6
つの対象地域は相手側が定義したもので以下の通り（カッコ
内は組織名の略称）．カリブ（CARIFORUM），中部アフリカ

（CEMAC），南東部アフリカ（ESA），西部アフリカ（ECOWAS），
南部アフリカ（SADC），および太平洋．
　EU とこれら 6 地域との地域貿易協定がそれぞれ EPA の核
になっている．これら地域の対 EU 輸出構造はバラバラで，少
数の品目への依存を反映していることが多い．しかし，EPA
は対象分野が広い．EU 側は 6 地域すべてに対して 100％の無
関税かつ無数量割当の市場アクセスを供与するにもかかわら
ず（EU 原産地規則の簡素化も），EPA 諸国が自国市場をそれ
ほど開放しなくてもいいことを許容している（15 年間で平均
80％の開放）．
　目標は野心的である．これまでの協定はハブ＆スポーク構
造を優遇していたため，近隣諸国間の相互作用を阻害してい
た．それに対して，EPA は ACP 諸国にとって地域的な貿易と
協力を拡大させるインセンティブを提供している．また，従
来の貿易特恵は EU 側が一方的に決めたものであったが，EPA
は両サイドが交渉したものである．自国に不利な問題につい
ては協力を渋る国がなかにはあるのは理解できる．しかし，
EU としてはそういった意見相違を克服するために，援助など

インセンティブを供与することができる．
　しかし，これまでの経験では，南北貿易の自由化だけでは
経済発展の促進にはつながらない．そこで，EPA では貿易と
開発の一貫性を改善する努力が払われている．EPA には財の
貿易に加えて，サービスの貿易，投資，公共調達，競争法な
ども盛り込まれている．財・サービスに関する協定は相互的
な（ただし非対称）貿易自由化にかかわるものであるが，そ
の他の貿易関連問題は別のルートをとっている．地域として
共通の規則，調和，実施によって，つまり，政治的・経済的
な安定性を改善し，より良い事業・投資環境を作り出すこと
によって，地域統合を支援することを目指している．
　最も困難な問題の 1 つは予想される関税収入の減少である．
現状，関税収入はサハラ以南アフリカでは平均すると GDP の
約 2％であるが，一部の国では 4%から 6％と財政にとっては
高い数字になっている．関税の引き下げを段階的なものにし
たのは政府収入の著減を緩和するための措置である．関税収
入の損失は長期的には国内の税制や税行政の改革を通じて対
処する必要がある．もっと過激なアプローチとしては，打撃
の大きい諸国に対して予め設定した過渡期間にわたり，EU が
予算支援を提供するということであろう．
　もう 1 つの問題は複雑な原産地規則であり，簡素化と自由
化が必要である．途上国が EU 基準を達成し，市場アクセス
の拡大について供給対応を促進するためには，技術援助も必
要である．「貿易のための援助」プログラムがそのような努力
に資源を供与することになる．

ボックス    9.3

出所：Sebastian Vollmer 執筆．
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組み，規模の経済を促進することができる．

地域的なインフラは近隣地域を先進的な世界

市場に戦略的に結び付けることによって，輸

送コストを削減することができる．

協調インセンティブは近隣地域の関係者すべ

てと先進的な世界市場からの援助者を巻き込

んでいるので，近隣地域内の先進的な国と後

進的な国の間の要素移動性と生活水準の収斂

を促進することができる．

制度的な協力
　国境内の改革．制度的な協力（技術や事業の手

続きに関する相互承認取り決め，国際基準の採

用，マクロ経済的収斂の枠組みなど）は地域市場

の規模を拡大して，規模の経済を後押しする．自

国内外の企業は投資機会，関連政府政策，事業環

境（財産権，規則，税金，金融，インフラ，汚

職，マクロ経済の安定性など）を，その国が投資

にとって魅力的かどうかを決定するパッケージの

一部と考えている注 18．他の部分としては，株式

投資と企業規模の増加につながる法律制度の質が

ある注 19．このような効果は先進的な世界市場の

なかで制度的な賦存状況が良好な国にさえ波及す

る．ある国が属している近隣地域が魅力に欠けて

いればいるほど，その国も特に国内市場が小さい

•

•

場合には魅力がないことになってしまう．

　関税による選好は低下したので，国境内の障壁

が貿易パターンの重要な決定要因になっている．

近隣地域は域内の基準や制度を国際的なものに合

わせることによって，外国直接投資（FDI）に対

する己の魅力を改善し，貿易の機会を高めること

ができる．これはその地域と世界の生産ネット

ワークや市場を接続する必要性を考えると特に重

要である．例えば，1990 年代にケニアの魚類加

工部門が直面した危機は，ケニア，タンザニア，

ウガンダの未加工および半加工の魚類提供者全員

が，協調して EU の衛生基準に適合していれば，

それほど深刻化しなかったであろう注 20．サハラ

以南アフリカ諸国の多くは今やそのような協調を

目指している注 21．

　国境措置．資本，労働，中間投入財の流れを円

滑化することが，国境を越えた生産ネットワーク

の大前提である．世界貿易機関（WTO）は自由

化の枠組みを提示して，協定の範囲が多様である

ことを許容している．ほとんどすべての地域貿易

協定にはサービスの自由化が盛り込まれている

が，そのサービスの一部は人に体現されているた

め，それに対応して労働移動に関する協定が必要

になるが，これについてはほとんど均一性がない

（表 9.1 参照）注 22．労働移動は財の貿易や投資に

かかわる懸念よりも，ずっと大きな経済的・政治

的な懸念を引き起こすため，国や人が十分な利益

が享受できるほど自由な移動性を認めている協定

はほとんどない．

　財政金融の協力があれば資本の移動性が改善

し，特に中小国の場合は FDI にとって当該地域

の魅力が増す注 23．金融市場が小さいと金融市場

に関して大きな規模の経済を活用できないため，

確かに競争力が弱く効率性が劣後化してしまう．

一部の分野が欠如していることもあるし，市場が

小さいと投資やオペレーションリスクの分散化が

むずかしい．規制体系も市場が小さいと高コスト

につくし，質が低くなる可能性がある．信用情報

などの付随的なサービスも維持するのが困難であ

る．金融サービスの地域的および世界的な貿易が

小さいことに対処する最善の方法である．国内市

場を外国金融機関に開放し，地域的な金融システ

規定されている労働移動
性の程度 協定

完全な労働移動性 欧州連合（EU），欧州経済領域（EEA）協定，
欧州自由貿易連合（EFTA），オーストラリア・
ニュージーランド経済関係緊密化協定，西ア
フリカ諸国経済共同体（ECOWAS）

特定グループに対する市
場アクセス

カリブ共同体（CARICOM），北米自由貿易
協定（NAFTA），欧州諸国間の各種協定，G3

（コロンビア・ベネズエラ・メキシコ）・カナ
ダ - チリ・アメリカ - シンガポール・アメリ
カ - チリ・日本 - シンガポールの各自由貿易
協定

GATS モード 4 に基づく
が，追加的な規定ないし
制限

ASEAN 自由貿易圏，欧州地中海連合協定，
ニュージーランド・シンガポール経済緊密化
協力協定，南米南部共同市場（MERCOSUR）
協定，EU- メキシコ・EU- チリ，EU-
MERCOSUR・アメリカ - ヨルダンの各自由貿
易協定

労働移動性に有効な規定
なし

アジア太平洋経済協力（APEC）フォーラム，
南アジア地域協力連合（SAARC），中欧自由
貿易協定（CEFTA），東南部アフリカ共同市
場（COMESA）

表 9.1　完全な労働移動性を規定している地域協定はほとんどない

出所：World Bank (2004a) に基づき WDR 2009 チームが最新化．
注：ASEAN―東南アジア諸国連合，GATS―サービスの貿易に関する一般協定
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ムと完全に，あるいは部分的に統合し，国内市場

を漸進的に国際的な資本移動に開放するというこ

とである．地域的な金融統合に伴う利益はグルー

プ諸国が単一の通貨，単一の中央銀行，金融サー

ビス企業に関して単一の許認可・規制体制に移行

するのにつれて増大する注 24．しかし，そのよう

な統合でショックに対応する政策の弾力性は低下

する．

　国境をまたがる努力．途上国，なかでも内陸の

途上国は，高価で信頼性の低いサービスに起因す

る高輸送コストで打撃を受けている．輸送部門が

過剰規制になっている，物流サービスが非効率で

ある，運送業者が寡占状態になっている，さらに，

国際的な回廊沿いには検問所や賄賂の要求があ

る，などが原因である注 25．製品の輸送が 1 日遅

れると，貿易相手までの距離が 70 キロメートル

長くなるのと同じで，貿易量が 1％減少すると推

定されている注 26．特に内陸国の場合，近隣諸国

が輸送業務や通関手続きを改善してくれれば，輸

出の増加が享受できるだろう．内陸国の物流が標

準偏差と同じだけ改善した時に，近隣諸国の物流

も同時に標準偏差分だけ改善すれば，その内陸国

の輸出は 74％増加すると推計されている注 27．

　近隣地域の貿易や輸送を円滑化する国境をまた

ぐ制度改革によって，物流チェーンの効率性と信

頼性は大幅に高まる．輸送コストが高いため国際

競争力に重大な影響が出ている中央アジアやサハ

ラ以南アフリカは，南東ヨーロッパのような他で

はうまく機能した回廊アプローチを今や模索して

いる注 28．

　1998 年に 6 カ国はヨーロッパ南東部で地域的

な貿易・輸送円滑化プログラムを設計するため

に，世界銀行の支援を要請した．2004 年までに

参加国は 8 カ国に増えた（アルバニア，ボスニ

ア・ヘルツェゴビア，ブルガリア，クロアチア，

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国，モルドバ，

ルーマニア，セルビア・モンテネグロ）．イニシ

アティブは輸送コストを削減し，腐敗と戦い，通

関行政が手続きを漸進的に EU 基準に合わせるの

を後押しするためだ．目標は貿易業者や輸送業者

の処理時間を削減し，賄賂の支払いを減らし，国

際的な輸送・貿易に関連した汚職を減らし，管理

や密輸防止努力の有効性を改善することにある．

その成果は他の場所でも模倣して，貿易を拡大す

るのに有望な先例となっている．

　

地域的なインフラ
　地域的な輸送インフラは貿易相手国どうしの経

済的距離を削減する．それは近隣地域内の相手ど

うしでも，近隣地域と先進的な世界市場の相手ど

うしについても当てはまる．電気，水，電話線，

インターネットアクセスなどはすべて生産性の押

し上げにつながるが，多くの途上国地域では極め

て不十分である（表 9.2）．そこで，インフラ提

供について調整・協力すれば，多くの諸国が利益

を享受できる．1997 年にマリ，モーリタニア，

セネガルが着手した水力発電開発はコストを引き

下げ，電気供給のアクセス・信頼性・質を改善し

た注 29．1998 年に実行された東カリブの電気通

信プロジェクトは，通信サービスへのアクセスを

世界の地域

EAP ECA LAC MNA SAR SSA OECD

電気接続に要する日数 19.4 9.3 32.9 53.7 56.3 43.8 9.7

停電日数 9.3 14.0 17.8 46.1 121.5 56.4 1.5

停電による損失（対売上比％） 2.5 3.1 3.6 4.2 5.6 5.7 2.3

断水日数 3.5 7.5 14.5 41.7 12.0 37.2 0.3

電話接続に要する日数 15.8 13.4 45.1 49.9 66.3 58.4 9.0

顧客 / サプライヤーとの連絡にインターネッ
トを使っている企業（割合％）

23.7 56.7 40.9 34.2 29.2 20.4 80.2

表 9.2　信頼性に欠けるインフラから受ける影響が最大なのはサハラ以南アフリカ，南アジア，中東・北アフリカ，
最小なのは東アジア

出所：World Bank ICA データベース．
注：EAP －東アジア・太平洋，ECA －ヨーロッパ・中央アジア，LAC －ラテンアメリカ・カリブ，MNA －中東・北アフリカ，SAR －南アジア，SSA －
サハラ以南アフリカ，OECD －経済協力開発機構．
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増やし，価格を引き下げ，雇用機会を増加させ

た．

　地域インフラは地域統合の重要な一部を成して

いるが，先行コストが高いため，しばしば外部か

ら多額の財政支援が必要になる．国境をまたがる

プロジェクトの準備は複雑で，各国は技術的な設

計を概念化しコンセンサスを形成する能力に欠け

ているかもしれない注 30．国境をまたいでインフ

ラの提供を円滑化することについては，法規上の

枠組みがないことがしばしばである．このような

すべての制約から，有望な地域プロジェクトで

あっても銀行が融資を検討する段階にまで到達し

ないことがある．

　以下の 3 種類の地域インフラや同関連サービ

スは，各国間で規模の経済，要素移動性，貿易を

増加させる．

　生産性を高める地域インフラ．電力，携帯電話，

インターネット接続，基幹道路などはすべて料金

を通じて収入を生む．このようなインフラサービ

スに伴う生産性上昇によって，喜んで支払うとい

う態度が強まるだろう．民間企業は儲かるのであ

れば，地域インフラを提供するだろう．その例と

しては，西部アフリカをグローバルな光ファイ

バー網に接続する「南大西洋 3」（SAT3）という

海底ケーブルや，アフリカ全域に衛星通信サー

ビスを提供する官民パートナーシップであるア

フリカ衛星通信共同企業体（RASCOM）が指摘で

きる．地域協力は健全な規制の枠組みを提供し

て，例えば，近隣諸国が基幹インフラに無償アク

セスや，企業による外国市場への自由参入を許容

する．しかし，携帯電話が急速に普及したとはい

え，アフリカではまた多数の地区が通信可能区域

の外に置かれている（地図 9.1 参照）．

　移動性を高める地域インフラ．高等教育や職業

訓練にかかわる協力は，熟練労働者の賦存状況を

高めるだけでなく，様々な国からの留学生が国際

的なネットワークを確立するのに伴って，労働の

移動性も高める注 31．フランスの協力と欧州委員

会はアビジャンで 3 つの統計学校（ENSA，ENEA，

ISSEA）のネットワークを支援して，フフリカの

フランス語圏で民営および公営の企業向けに高度

な資格をもつ統計専門家を訓練している注 32．移

動性を高める地域インフラの重要性を認識して，

アフリカ開発銀行の高級レベルパネルは民間部門

と共同で，研究，三次教育，職業訓練について

「卓越した研究拠点」の設立を提唱している注 33．

　貿易を増やす地域インフラ．輸送インフラが良

ければ輸送コストが低下して，それが貿易の流れ

を増やす注 34．途上国の近隣地域では域内貿易の

潜在性はほとんどないと主張する識者もなかには

いる．経済の規模が小さいため大きな貿易の流れ

は生まれないだろうとの考えである注 35．もしそ

うであれば，地域道路の質を改善しても域内貿易

には何のインパクトもないであろう．しかし，最

近の研究では逆のことが示唆されている．

　貿易モデルによれば，地域的な投資による未舗

地図 9.1　アフリカでは携帯電話のカバレッジが急拡大した
GSM 方式の携帯電話カバレッジ（通話可能地域）

1999 年 1 月 2002 年 3 月 2006 年 9 月

出所：Buys 他 (2008)．
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装の国際道路をすべて舗装すれば，西部アフリ

カ諸国間では域内貿易が 3 倍になり，地域全体

として域外貿易も著増する注 36．サハラ以南アフ

リカの主要高速道路網を補修すれば，陸上貿易

は 15 年間で約 2,500 億ドル増加するが，その主

な受益者は農村部の貧困層である．ただし，初期

の補修に約 200 億ドル，毎年の維持に 10 億ド

ル必要となる注 37．中央アジアでは，道路を補修

すると，貿易が約 50％増える．これは関税引き

下げや同程度の貿易円滑化措置によって期待でき

る利益を凌駕している．東ヨーロッパ・中央アジ

アにおける域内貿易総額は，アルバニア，ハンガ

リー，ルーマニアの道路を補修するだけで 30％

増加する注 38．

協調インセンティブ
　協調インセンティブは地域的な連携関係にある

諸国間の市場の失敗や紛争に取り組むことができ

る．1960 年にエルサルバドル，グアテマラ，ホ

ンジュラス，ニカラグアで創設された中米共同市

場（CACM）では，ホンジュラスとニカラグアが

利益の再配分に関して周期的に苦情を申し立て

た．1969 年にはエルサルバドルとホンジュラス

の紛争を受けて，機能停止状態に陥った．一部の

研究によると，機能停止の基本的な理由はエルサ

ルバドルがインフラが良好であるが故に，地域

協力で多大な利益を享受していたことにある注 39．

1977 年にはケニア，タンザニア，ウガンダで構

成される東アフリカ共同体（EAC）も崩壊した．

イデオロギー上の相違に加えて，航空機，港湾，

通信など共通地域サービスから享受する利益にか

かわる意見対立が原因であった注 40．健全な補償

メカニズムと，全参加者の間で長期的な利益に関

する意思疎通の改善があれば，このようなイニシ

アティブが失敗するリスクは削減できる注 41．

　公共財にかかわる非競合性，非排除性と総拠出

という 3 つの必要不可欠な属性を考えてみよう

（表 9.3）注 42．

非競合性とは複数のグループないし個人が財

をその価値を減らすことなく消費できること

を意味する．清浄な空気や水が一般的な例で

ある．

非排除性とは何人も財の消費を妨げられるこ

とがないという意味である．提供のコストを

第三者に任せておこうというインセンティブ

が作用する．

総拠出は公共財をファナンスするための資源

プーリングのことである．一般には，拠出意

欲は時間とともに減衰する．

　このような属性はそれぞれ，調整された対応

か，あるいは費用と便益を公平に一致させる何ら

かのメカニズムを必要とする．さもなければ，財

の過少供給につながるだろう．公共財の量と質は

ともにメンバーの拠出に依存する．その拠出に関

してはメンバーの重要性が平等なこともあるが，

最強あるいは最弱のメンバーに，あるいはそれを

何らかの形で組み合わせたものに依存することも

ある．

　地域的な公共財が，ハブ＆スポーク型の空港

ネットワークにおけるように，最弱メンバーのパ

フォーマンスに敏感な場合，他のメンバーにとっ

ての挑戦課題は弱いリンクのパフォーマンスを許

•

•

•

準公共財

総拠出への影響 純粋公共財（非競合，非排除） 排除が容易な財 共有公共サービス

各拠出は質と量に同じ影響 きれいな湖 国境をまたがる公園 雨林の保存

関心をもつ国が多く拠出 HIV エイズの蔓延抑制 送電線網 国境を越えるテロの脅威撲滅

最弱メンバーの拠出が量と質を決定 国際的な金融基準の実施 空港のハブ＆スポーク網 自然災害の予防と緩和

弱いメンバーの拠出が量と質を決定 害虫の蔓延阻止 輸送インフラ インターネット接続の提供

先進的な国の拠出が量と質を決定 疾病の撲滅 衛星打ち上げ基地 地域の平和維持

最強メンバーの拠出が量と質を決定 効果的な治療法の発見 バイオハザード施設 農業研究や生物探査

表 9.3　地域的な「クラブ財」の提供が容易なのは，コストのかかからない排除が可能だからである

出所：WDR 2009 チームが Sandler (2002) を翻案．
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容できる基準にまで引き上げることにある．これ

は EU の構造基金のように国境を越える補助金を

通じて行うことができる．近隣地域が貧しい場合，

そのような公共財の提供を確保するために，実現

可能性があるのは外国援助だけかもしれない．も

し公共財（例えば対象を絞った農業研究）が近隣

地域のなかで最もパフォーマンスがいいメンバー

に依存していれば，他の弱いメンバーが強いメン

バーから拠出を要請されるか，あるいは外国援助

がその提供を円滑化することになるだろう注 43．

　地域協力では信頼がとりわけ重要である．ナイ

ル川の水に関して，エジプトとスーダンという文

化的・政治的に親しい 2 つの国が，エチオピア

とは協力せずに，共通の国境に近い場所にアスワ

ンハイダムを建設した．もしダムがエチオピアに

位置していれば，電気と水のニーズは 3 カ国す

べてに対してより効率的に対応することができた

であろう注 44．国際機関はアラル海流域の再生で

みられたように，信頼の構築を後押しすることが

できる．もう 1 つの例は，インドとパキスタン

の間のインダス川流域を巡る紛争の解決に用いら

れた「開発外交」であり，世界銀行が協力の円滑

化に一役買った．この外交のことを当時の世界銀

行のユージン・ブラック総裁は，「世銀がこれま

でしたことのなかでは，飛び抜けて最も重要なこ

とであった」と評している注 45．

　個別の地域協定は物事を始動させはするが，複

数の，時には重複する協定につながってしまい，

調整が十分でなくなることがある．多くの途上国

地域は自分が属している地域的な経済共同体を整

理統合して，河川流域や電力プール組織との関係

を明確にする必要がある注 46．もっと広範囲にわ

たる地域協定なら，信頼を育み，交渉を円滑化す

る補償の制度的な枠組みを提供し，もっと有効な

制裁を許容することができる注 47．例えば，南部

アフリカ開発共同体（SADC）は南部アフリカ電

力プール（SAAP）に対して，地域内における電

力源分布をうまく活用するよう促した．中米電気

接続システムは中米共同市場（CACM）の傘下で

2005 年に創設されている．したがって，包括的

な協定であれば傘下に小さな協定を作ることがで

きるし，あるいは逆に小さな協定はまとめれば包

括的な協定に格上げすることができる．どちらを

選択するかは戦術的な問題である．

　 同 様 に，EU 拡 大 に お け る よ う に 総 合 的 な

政治的協定で始めるか，それとも東アジアの

ASEAB+3 の場合のように経済的な結び付きで始

めるかについて選択がある．両アプローチとも

成功と失敗の事例がある．エジプトとシリアが

1958 年に合体したアラブ連合共和国は，経済的

なメリットが限定的なことが一因で失敗に終っ

た．第 1 次東アフリカ共同体は 1967 年の経済

的グループとしてスタートしたが，10 年後には

崩壊した．主要国間で政治的な分裂が生じたこと

が原因である．その後，再生しているものの，経

済政治同盟に向けた潮流は分裂したままである．

地域統合の地理
　世界の近隣地域を市場アクセスのレンズを通し

て見ると，3 つの重要な世界市場の役割が際立っ

ている．それはヨーロッパ，北アメリカ，北東ア

ジアという豊かな近隣地域であり，世界の GDP

のほとんどがそこにクラスター化している（第 3

章参照）．このような市場までの近接性，国境の

高さ，地域内の分断化が，すべての国について潜

在的な市場アクセス度を示している（地図 9.2 参

照）注 48．

　各国の潜在的な市場アクセス度を合計すると，

途上国地域を次の 3 つの一般的な種類に区分け

することができる．

タイプ 1 の諸国は大きな世界市場に近い地

域に属している．そこでは市場アクセス度は

世界中で最も密度の高い地区への近接性が支

配的な要因になっている．これには北アメリ

カと西ヨーロッパという 2 つの巨大市場の

周辺にある諸国が含まれる．地域としては，

中央アメリカ・カリブ，東ヨーロッパ，中

東・北アフリカということになる．

　このような諸国にとって重大な問題は自分

たちと主要市場との分裂である．統合のため

の主要手段は制度的なものになるだろう．正

式な地域貿易協定，もっと限定的な個別分野

の協定（労働移動や天然資源シェアリングな

•
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どに関して），基準や規則の調和（実施する

ために正式な地域機関があるかないか）など

がその例である．

タイプ 2 の諸国は世界市場からは遠いもの

の大きな隣国がある地域に属している．こ

れには途上国世界の巨人であるブラジル，中

国，インド，南アフリカが所在している地域

が含まれる．これら大国は潜在的には大きな

市場ではあるものの，成長が十分長きにわ

たって維持されておらず，国内に多数の歪み

が残存している注 49．これら大国との統合に

は隣国にとって変動性にさらされたり，大国

の国内構造から非効率性を輸入したりするリ

スクが伴う（地域によって程度は異なる）．

しかし，大国市場の潜在性は欧米企業にとっ

ては魅力的であるため，それら大国は他の市

場にアクセスするための導管として機能する

ことができる．南アジアのように，政治的な

理由から近隣地域に属する関係諸国すべてが

経済統合を果たすのは初めから困難な地域も

ある．

　このような地域に属する国には控え目なが

•

ら市場アクセスの潜在性がある（地図 9.3 参

照）．主要市場からの距離が遠いため得点は

低いが，大きな途上国が隣国として存在して

いるおかげで減点がある程度相殺される．ブ

ラジル，中国，ナイジェリア，ロシアは，近

隣諸国の市場アクセスの得点をかなり押し上

げてくれる大きな新興工業国の例である．こ

のような地域の中小諸国の立場からすると，

分裂に距離の問題が加わっていることにな

る．適切な政策は制度とインフラの開発であ

り，それには公益事業の共有，輸送の回廊と

ハブ，一連の地域的な公共財などが含まれる．

タイプ 3 の諸国は世界市場から遠く大きな

隣国もない地域に属している．これら諸国が

Collier (2007) が言った「ボトムの 10 億人」

を構成しており，地域的には中部アフリカ，

中央アジア・コーカサス，東部アフリカ，太

平洋諸島，西部アフリカが含まれる．このよ

うな諸国の多くは次のような各種理由からお

くれを取りつつある．紛争の罠に陥ってい

る，天然資源の呪いに苦しんでいる，悪い隣

国に取り囲まれた内陸国である，あるいは統

•

地図 9.2　密度，距離，分裂が組み合わさって市場アクセス度を決定する
実質市場アクセス度：アメリカとの対比（2003 年）

アメリカとの対比でみた
実質市場アクセス度

（2003 年）

データ不明

出所：Mayer （2008：本報告書用）．
注：潜在的な市場アクセス度の計算は以下の通り．国内市場の規模（実質 GDP）と貿易可能な国際市場の規模について，各国に一定の点数を付与する．
後者は他の諸国の GDP を，このような市場にアクセスするのがどれくらい困難かを示す物理的な距離，輸送コスト，貿易障壁を組み合わせた指標で逆加
重する．アメリカの市場アクセス度との対比で表示されるこの指標は，基本的に密度，距離，分裂という 3 つのスペース的な次元すべてを，潜在的な市
場アクセス度に合成したものである．この地図はボックス 6.6 における外国の市場アクセス度を示した地図を補完するものである．
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治の悪い小国である．

　小国を中心に多種多様な国についていずれ

も市場アクセスの潜在性が低い．主要市場か

ら遠く離れていることと戦っているこれら諸

国は，分裂，距離，経済的密度の低さにも直

面している．地域統合のためには制度とイン

フラの手段に加えて，協調インセンティブが

必要になる．それには関税同盟や他の収入源

からの移転，直接的な援助，原産地規則の緩

和など特恵的な市場アクセスが含まれる．

　このような 3 種類すべての途上国については，

市場アクセスの潜在性が先進国よりも低いたこと

から，逆に，もっと効果的な経済統合の余地が大

きいことになる．しかし，主要市場からの分断が

執拗に続いていることが，人，物，資本，アイ

ディアの有益な流れにとって障壁となっている．

　経済統合の戦略と優先度は国の種類毎に異なっ

てくる（表 9.4）．市場アクセスの潜在性が低け

れば低いほど，統合問題の複雑さは大きくなり，

統合を有効に管理するためにはより広範な手段が

必要となる．本章では，統合の挑戦課題の 1 つ

の次元ごとに統合のための手段（「次元 1 つに 1

つの手段」）を提示したい．

　チリやロシアなどこの 3 つのタイプにぴったり

合わない国がなかにはある．チリは主要市場から

は遠い比較的小さな国である．しかし，大した地

域統合もないのに世界市場に輸出することで成長

してきている．ロシアも 11 もの時間帯に広がる

という奇妙な経済地理の故にもう 1 つの特殊ケー

スとなっている．ロシアは最も人口が多く発展し

ている西部でヨーロッパと結び付き，気候の厳し

い人口が希薄なシベリアを通じて北東アジアとつ

ながっている注 50．ロシアの一部と政治的・経済

的な結び付きを維持している旧ソ連の一部共和国

は，世界市場からは遠いものの大きな隣国がある

地域に属しているとみなすこともでる．しかし，

経済的な中心が西部にあることから，ロシア自体

は世界市場に近い国と考える方が適切であろう．

　ロシアは市場の潜在力という概念が国全体にか

かわるものではなく，スペース的にもっと個別的

であるという点を強調している．市場の潜在性を

一国内のすべての場所を単一の数字で測定できれ

ば便利であるが，多くの途上国には地方のインフ

ラが貧弱なため，諸外国の市場の方が国内の市場

よりも潜在的にアクセスが容易だという地区があ

る．パキスタンの北東部はカラチやラホールの主

要市場よりも，アフガニスタンや中国西部の方が

近い．インドネシアのメダンは自国の首都よりも

マレーシアのペナンの方に近い．現実世界におけ

地図 9.3　主要な世界市場への潜在的なアクセス度によって途上国地域は区分けできる

高所得国
世界市場に近い国
世界市場から遠い大国
世界市場から遠い小国

出所：WDR 2009 チーム．
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る経済統合の原則と手段の使用法は，国レベルと

同じくらい容易に下位国家レベルにも適用できる

（表 9.4）．

実働中の枠組み
　より良い近隣地域を形成し，グローバルな競争

力を高めるための地域統合に向けて，各国はどの

ような具体的な措置をとることができるだろう

か？

世界市場に近い諸国にとっての統合オプション
　成長にとって市場アクセスは必須であり，近接

性はジャストインタイム生産にとっては資産にな

る．自動車生産や衣料産業の特定分野では短期的

な再注文を必要とするケースが多い．生鮮品（新

鮮な果物・野菜）は市場が近ければ輸出が容易に

なる．貿易可能なサービス（マーケティング，調

査，複雑な情報技術の仕事など）は，顧客が近く

にいればやりやすくなり，頻繁な対面型の相互作

用で利益を享受する．したがって，世界市場に近

い諸国は市場，サプライヤー，アイディアにつな

がるという点で本質的な優位性をもっている．逆

に，ヨーロッパ，北アメリカ，北東アジアといっ

た世界の裕福な地域にとって，近隣の途上国地域

は市場が成熟化するのに伴って潜在成長力を押し

上げてくれるし，自国の企業のために低コストの

生産基盤を提供してくれる．地域協力と統合をさ

らに深化させるという継続中のプロセスはお互い

に利益になる．

　欧州地中海フォーラムはヨーロッパ，中東，北

アフリカの間に存在している恒久的な調整メカ

ニズムである．カリブ諸国はアメリカ市場への

特恵的アクセスで利益を享受しているが，それ

は NAFTA，カリブ開発構想（CBI），ドミニカ中

米自由貿易協定（DR-CAFTA）などを通じている．

中国，日本，韓国は ASEAN+3 のイニシアティブ

を通じて，東南アジア諸国との関係を強化しつつ

ある．長期的な利益はすべての関係者にとって明

確であるが，短期的なリスクや調整コストは管理

しなければならない．

　制度改革．世界市場に近い諸国にとって重要な

のは，近くの大きな市場と完全に統合するため

に，制度改革を実施し，国内統治を改善すること

である．自由貿易だけでは統合の利益をフルに享

受するのに不十分である．トルコは EU と長いこ

と自由貿易協定を結んでいたが，加盟の話に関連

して重要な制度改革を打ち出すまでは FDI は多

くなかった．大きな世界市場に近い諸国では，政

策や統治基準を近くの高所得地域に収斂させなけ

ればならない．多国籍企業は大きな市場に対して

制度的・物理的な接続性をもっている国に立地す

る可能性が高いであろう．近くの大きな市場の

方からみても，近隣地域の安定性確保のために

（近隣）地域

世界市場に近い地域 世界市場から遠いが大国を擁する地域 世界市場から遠く小国で構成される地域

（近隣）地域 中央アメリカ・カリブ，北部ア
フリカ，中東

南アメリカ，南部アフリカ，東アジア，
南アジア

中部アフリカ，東部アフリカ，西部アフリ
カ，中央アジア・コーカサス，太平洋諸島

地域統合課題の次元 国際的分裂（1 次元） 地域的分裂，経済的距離（2 次元） 国際的分裂，経済的距離，低密度（3 次元）

円滑化のための政策手段 近くの大市場と統合 地域統合地域的
国際的接続性

地域統合地域的・国際的接続性
地域的補償メカニズム

政策手段

制度 域内および近くの大市場と貿易・
要素移動性に関する協定

域内および近くの大市場と貿易・要素移
動性に関する協定公共財の地域的提供

域内で貿易・要素移動性に関する協定
共有施設（研究，中央銀行，規制機関）

インフラ 地域の大国につながる輸送回廊
地域的な送電線網，通信，水管理

ハブ＆スポーク型インフラ
地域的な送電線網，通信，水管理

インセンティブ 後進的な国・地区における補助金付き人間
開発投資
先進的な国・地区における生産的投資
特恵的市場アクセス

表 9.4　次元 1 つについて 1 つの手段――地域統合のための単純な枠組み

出所：WDR 2009 チーム．
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は，近くの小さな市場について健全な政策や統治

の枠組みを育成しようという強いインセンティブ

が働く．この 2 つの要因から，大きな世界市場

に近い近隣地域内では各国の政策を調整すること

は望ましく，実現が可能であるといえよう．中央

ヨーロッパでは EU 加盟の展望を受けて改革ペー

スが加速した．また，メキシコではアメリカ市

場へのアクセスが改善するという展望を受けて，

NAFTA が発効するはるか以前に政策改革の引き

金が引かれた注 51．

　制度改革にはインフレを抑制する健全なマクロ

経済環境と，税収のために歪んだ貿易政策に依存

しなくてすむ効率的な財政制度が含まれる．さら

に，腐敗を制限し統治を改善する健全な制度的枠

組みの確立も含まれる．EU とバルカン諸国の安

定化連合協定では，EU 加盟の前に法規制の改革

を実施することが規定されている．バルカン諸国

はこれまで域内貿易を統治してきた 32 本の二国

間協定に取って代わる中欧自由貿易協定（CEFTA）

という域内の自由貿易協定を締結している．新し

い協定では原産地規則を簡素化して調和するとと

もに，2000 年に打ち出された貿易輸送円滑化イ

ニシアティブを拡張することが謳われている．同

地域は共通電力市場を創設し，観光の増加をもた

らす開かれた航空協定にも調印している．

　バルカン諸国は EU に十分近いので，自国企業

を汎ヨーロパ的な生産ネットークにしっかりと統

合させることが可能である．政府としては相互認

証取り決め，順守評価，他の貿易関連の調整イニ

シアティブを調印することによって，供給能力を

EU につなげる地域的生産チェーンを円滑化する

ことができる．政府政策は一般に貿易振興に加え

て，国が農業や基本的な製造業からハイテク生産

に移行するのを後押しするために，多国籍企業の

直接投資を誘致することができる．1990 年代に

エルサルバドルとコスタリカは，輸出加工区，租

税インセンティブ，ハイテク産業の FDI 促進策を

導入することによって，輸出を伝統的商品（エル

サルバドルのコーヒー，コスタリカのバナナ）か

ら多様化した．両国とも 10 年間で輸出が倍増し

た．コスタリカとメキシコでは，人的資本と FDI

がともに知識集約型の製造業を促進した注 52．

　小国は大きな地域と交渉するには経済的・政

治的な重みが欠けている．しかし，1997 年に創

設されたカリブ地域交渉機構（CRNM）は国際的

な貿易フォーラムにおいて，カリブとして共同の

交渉戦略を策定・実施する目標を掲げている注 53．

カリブ諸国は今や WTO 交渉の各分野について技

術的な専門家を擁している．同機構はカリブ共同

体（CARICOM）が共通通商政策のベースとして，

共通対外関税をもつ単一市場に移行することも推

進している．また，EU と CARICOM の EPA 交渉

にも関与している．

　貿易可能な会計・バックオフィス機能の世界市

場に参入するためには，各国とも効率的な通信シ

ステムと高度な教育を受けた労働力が必要であ

る．カリブ中小国は資源をプールして東カリブ通

信公社（ECTEL）とカリブ知識学習ネットワーク

（CKLN）を設立している．

　これと中東・北アフリカにおける調整欠如は

対照的である．この地域の経済は主に石油収入

をベースとしており，毎年労働力に加わってく

る 420 万人のために十分な職を創出することが

できない注 54．地域の各国政府は製造業やサービ

ス業への転換に着手しているが，投資環境がまだ

整備されていない．汎アラブ自由貿易圏（PAFTA）

とアラブ・マグレブ連合（AMU）は輸出パフォー

マンスにほとんどインパクトを与えていない．

PAFTA 域内および AMU 域内の輸出増加に伴って

域外からの輸入が減少しているということは，協

定が貿易創出よりも貿易迂回の効果をもっていた

ということを示唆している注 55．この地域は特に冬

には高額の農産物輸出を増やすことによって，ヨー

ロッパ市場に近いという有利性をもっと活用する

ことができるだろう．しかし，農業の拡大は稀少

な水資源に圧力をかけることになるので，水の管

理と使用に関する地域的な合意が必須である注 56．

世界市場からは遠いものの大きな隣国がある諸
国の統合オプション

　国内市場が大きいということは産業活動の誘致

に有利である．もしその市場が世界市場にうまく

つながっていれば，その有利さが増強される．し

かし，2 番目のグループは世界市場から遠く離れ
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ている．南アメリカは中央アメリカやカリブと比

べると，アメリカ市場はもちろん EU や北東アジ

アからも遠い．南アジアは北東アジアから遠い．

南部アフリカは 3 つの大きな世界市場すべてか

ら遠い．このような遠隔地域に属する諸国は国境

障壁を削減することによって，世界市場までの距

離を短縮するようにすべきであるが，主要市場で

は後発者の不利をこうむる．そういう諸国は大き

な隣国を中心とした地域市場を強化する努力に

よって，グローバルな統合を補完することができ

る．

　大国を擁する近隣地域の競争面での優位性は規

模にある．地方市場が大きく，人的資本が豊富

で，送金も多額に達している．一般的に，規模の

経済を生み出す経済活動は（石油・石炭製品，石

油精製，医薬品，電気・電子機械，鉄・鉄鋼製

品，計器類，非電気機械など），集積経済が大き

く市場アクセスがいい先進的な国に集中してい

ることによって利益を享受する注 57．したがって，

このような分野の投資のほとんどはそのような諸

国に，つまり通常は地域で最大の国に向かうた

め，緊張関係が生まれる．挑戦課題としては，先

進的な国と後進的な国の間で政治的・経済的な懸

念事項について均衡を図り，直接間接の利益が後

進的な国に波及することを確保し，世界市場に近

い近隣地区や中国やロシアなど新興経済力と競争

することが指摘できる．

　分裂や距離のこのような挑戦課題に対応するた

めには，貿易，要素移動性，地域の成長を促進す

る政策と統治が必要である．さらに，後進的な国

と先進的な国を接続し，地域のセンターをリンク

し，世界経済に統合した地域的な生産ネットワー

クを優遇するインフラが必要である．

　地域統合を改善するための制度改革．地域内に

おける公共財の提供は，各メンバーが程度はそれ

ぞれ異なるが，同財に拠出することに依存してい

る（表 9.3）．地域協力は時に最強のメンバー国

がリードするプロセスとみられているが，それは

平和維持や研究など特定の種類の公共財とバイオ

ハザード施設や衛星打ち上げ基地など特殊な共有

インフラなどについてだけ妥当する．ネットワー

ク関連を中心にその他の種類の財については，制

度改革は地域内の弱いメンバーの拠出に依存して

いる．そのような場合，弱いメンバーの能力を構

築するための援助が少しでもあれば，地域統合全

体を促進することができる．

　いくつかの研究で確認されているように，同一

地域内の他の諸国も成長していれば，各国はさら

に高い成長ができる注 58．世界市場から遠いもの

の，大きな途上国に近い小国の場合，最良の展望

は支配的な国の成長ととともに成長することにな

る注 59．地域に成長センターがあるということが，

同地域が経済的にグループ化したり，地域の仲間

による監視が行われたりする理由での１つとなっ

ている．自国の属する近隣地域で何が起こるか

は，善かれ悪しかれ，自国の発展の先行きとって

無視するにはあまりにも重要であろう．

　経済的な利益だけが地域統合の先行きを決定す

る唯一の要因ではない．南アジアでは，1947 年

にイギリスの植民地支配が終焉した後に発生した

紛争が主因で，同地域は世界人口の 5 分の 1 以

上を擁するという市場規模を有利に活用すること

ができなかった．インドとパキスタンの間の貿易

数量が 1950 年代前半の水準を回復するには 40

年も要した注 60．2004 年に両国は平和と安全保

障問題に関する「複合的対話」を行った注 61．こ

のテーマにはテロと麻薬取引，信頼構築，経済

通商協力，様々な分野における交流が含まれる．

もっと広域のベースでは南アジア地域協力連合

（SAARC）があり，これはエネルギー生産におけ

る協力や水流域管理など開発課題を議論するため

のフォーラムである．共通課題の促進について

リードする負担は近隣地域のなかで飛び抜けて大

きいインドの肩にかかっている注 62．

　政治的な不安定が原因で，ジンバブエの成長見

通しは南部アフリカという近隣地域のなかで暗転

した．アフリカ連合（AU）や南部アフリカ開発

共同体（SADC）が仲裁を試みたが，成果は限定

的なものにとどまった．南部アフリカ関税同盟

（SACU）のなかで最大のメンバーたる南アフリカ

は，近隣地域の安定に大きな関心を抱いている．

しかし，地域の輸送回廊に沿った天然資源の膨大

なレントは紛争中にもかかわらず現金化された．

ただし，その利益のほとんどは広く共有されるこ
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とがなかった．したがって，経済的な理由が十分

なインセンティブになる可能性は低く，政治危機

の深刻化は地域統合深化の有効性にとって大きな

リスクになる恐れがある．

　地域市場を接続するための国境をまたがるイン

フラへの投資．世界市場からは遠いものの大国を

擁する近隣地域では，国境をまたがるインフラの

費用便益は大国と小国では異なってくる．利益の

配分が提示されていたコスト負担と差がある場

合，そのインフラは過少投資に陥る可能性があ

る．ボリビアやパラグアイのように自国製品を輸

出するために海岸へのアクセスを必要とする内陸

国が一例である．国際輸送協定では内陸国にもこ

の権利が保証されている．しかし，常にそれが施

行されているとは限らないので，国際社会あるい

は地域機関の支援が必要であろう．別の例として

は，インド北東部の後進地区とバングラデシュ，

ブータン，ネパールをリンクするインフラの改善

計画がある．アジア開発銀行の南アジア・サブ

リージョン経済協力（SASEC）のイニシアティブ

によれば，このような国境をまたぐ協力はすべて

の諸国にとって有益である．

　国境をまたぐ重要なインフラプロジェクトがい

くつか進行中である．1995 年に着工された南ア

フリカとモザンビークを結ぶマプト開発回廊は，

回廊にそった一次インフラネットワーク（道路，

鉄道，港湾，国境検問所など）を補修し，回廊の

集積地に投資を誘致し，弱者に雇用機会を提供す

ることを目的としている（地図 9.4 参照）．南ア

フリカが主導しているその構造は，銀行融資が可

能な民間投資プロジェクトと官民パートナーシッ

プの迅速な設計と実施を促進するものとなってい

る．しかし，地元コミュニティの社会的サービス

のニーズに取り組んでいないというリスクを孕ん

でいる注 63．回廊の継続的な評価によれば，国境

通過のコストと遅延は当たり前の障害となってお

り，おそらく国内の回廊に貨物が迂回している可

能性がある．これは，各国間の制度的な協力を

もっと正式なものにすれば，追加的な利益を生み

出すことができることが示唆されている．

　南アメリカは 2000 年に打ち上げた地域インフ

ラ統合イニシアティブの計画はもっと野心的で，

最終的にはグローバルな競争力を改善することを

目的として，12 カ国のエネルギー，通信，輸送

など物理的なインフラの統合化と近代化を推進す

るとしている．同イニシアティブは大陸全体にわ

たる経済統合に関して 10 カ所のハブと規制枠組

みの調和に焦点を当てている．ファイナンスの候

地図 9.4　南部アフリカにおける地域的インフラの建設
マプト開発回廊

地図の
場所

南アフリカ共和国

スワジランド

モザンビーク

マプト

ヨハネスブルグ

Tshwane Maputo
(Pretoria)

Mbabane

Coal-based Power Station
2 transmission lines to

Matola completed

Joburg-Maputo Highway
PPP- BOT completed

Liquid Fuels & 
Petrochemicals:Sasol

Pande-Secunda Gas line
PPP Sasol completed

Joburg to Maputo
Railway line

Port of Matola/Maputo
Upgrades, PPP

Al smelter 500ktpa
BHPB completed

港湾 幹線鉄道

幹線道路 既存ガスライン

出所：MINTEK (2007)．
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補案件として 40 の特大プロジェクトと数百もの

小規模なインフラ改善プロジェクトを選定してお

り，総コストは数百億ドルに達している．しか

し，実施は遅々としている．

世界市場から遠くて隣国も小さい諸国の統合オ
プション

　中央アジアは内陸国の割合が最も高く（ボック

ス 9.4 参照），地域協力を強化すればもっと有効

に対処可能な共通する問題を多数抱えている．太

平洋の小さな島国は地理的に最も分断されてお

り，いわば「内海国」として世界市場へのアクセ

スが限定されている（ボックス 9.5 参照）．熱帯

アフリカには最多数の内陸国が存在しているが，

多くは人口と GDP が小さく，ほとんどが世界の

なかで最貧国の部類に属している．さらに，紛争

に陥っている国が多すぎる．このような近隣地域

は貿易と要素移動性に関して分裂と障壁に直面

しており，主要市場から遠く，集積経済から利

益が享受できるほどの経済的生産に欠けている．

Collier (2007) はこのようなところの人々を「ボ

トムの 10 億人」と評した．

　隔絶した地域に属する諸国にとっては，地域的

にもグローバルにも統合する方法を発見すること

が挑戦課題である．地理の状況が示唆するところ

によれば，統合度が他の諸国ほど高くなるとは期

待しがたく，工業品貿易の展望は限定的なものに

とどまる可能性大である．逆に，隔絶は自国市場

に関して自然な保護になる．

　これら諸国のなかには鉱物や水など他の天然資

源に恵まれているところが多く，地域ベースで活

用するのが最善であろう．サハラ以南アフリカの

近隣諸国に対して資源が豊富な国から成長が波及

している証拠がみられる場合注 64，資源主導型の

成長を維持し，その利益をもっと広く拡散するた

めの鍵は地域統合にある．このような諸国は分

裂，距離，密度という 3 つの挑戦課題を抱えて

いる．それに取り組むためには，地域統合を促進

すべく制度改革，イフラ投資の規模拡大，対象を

絞ったインセンティブが必要となる．

　制度改革のために自然な近隣地域を特定する．

世界市場から遠い小国で構成される近隣地域は，

中央アジアにおける統合

　中央アジアには内陸国が 5 つある（カザフスタン，キリギ
ス，タジキスタン，トルクメニスタン，ウズベキスタン）．各
国は人口，政府の種類，相互および世界との協力にかかわる
積極性に関して様々である．しかし，この地域の各国はアイ
デンティティと制度を確立し，武力紛争を回避し，市場ベー
ス経済の基盤を確立し，1990 年代終わり以降，経済の回復基
調を維持してきた．
　多数存在する地域的な制度やイニシアティブを検討してみ
よう．中央アジア協力機構（CACO）はカザフスタン，キル
ギス，ロシア，タジキスタン，トルクメニスタン，ウズベ
キスタンで構成されており，2005 年にユーラシア経済共同
体（EURASEC）と合併した．中央アジア地域経済協力機構

（CAREC）はアゼルバイジャン，中国，カザフスタン，キリギ
ス，モンゴル，タジキスタン，ウズベキスタンで構成されて
いる．上海協力機構（SCO）は中国，カザフスタン，キリギ
ス，ロシア，タジキスタン，ウズベキスタンで構成されてい
る．さらに，独立国家共同体（CIS），集団安全保障条約機構

（CSTO），経済協力機構（ECO），中央アジア経済圏特別プロク
ラム（SPECA）がある．
　地域協定の数の多さはバラバラな地域アプローチから発生
する問題を例証している．中央アジアにおける地域的イニシ
アティブは統合を促進することはできるものの，改革に関し

て重複と複雑さを追加している．現在継続中の WTO 加盟交渉
がこれら諸国にとっては有益であろう．というのは WTO には
地域貿易協定に関して明確なルールがあるからだ．やはり必
要なのは貿易・輸送を円滑化するイニシアティブと，FDI に
とって国の魅力を高め，グローバルな統合を強化するための
国境内改革であろう（事業参入のコストが高い国は輸入，輸
出，FDI が少ない）．ビジネス社会向けの地域フォーラムがあ
れば，貿易・同関連政策の設計と実施に関して，提言やフィー
ドバックを提供することができるだろう．
　この地域は水の管理が悪いために，GDP の 3％を毎年失っ
ているものと推定されている．石油・ガスについても，それ
が国際市場に到達するためには取り決めが必要である．ソ連
時代の後遺症として多くの環境問題が残っている．放棄され
たウラン鉱山からの放射能や生物学や原子力の実験に伴う危
険な廃棄物などがその例である．地域的な組織は貿易・輸送
円滑化と，水・エネルギー・環境の管理という重要テーマに
沿って整理統合すべきである．このような問題に関して，市
民社会や学術機関を巻き込んで長期計画を策定するといいだ
ろう．国際社会としては明確な使命と目標をもった制度の強
化を支援することができる．

ボックス    9.4

出所：Linn and Tiomkin (2006); Broadman (2005); United 
Nations (2005a)．
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協力を牽引する具体的な制度ニーズに焦点を当て

るべきである．国際協定に不足はない．しかし，

その多くは往々にして実施がお粗末で，有効性も

低く，責任に重複がある．そのような協定に参加

する行政コストは，参加国が小規模であることを

考えると，小さな利益に比して割高である．アフ

リカ連合は重複している 13-14 件の地域的な経

済取り決めについて非効率性を指摘し，整理統合

を呼びかけている注 65．

　地域統合というのはより広範な統合の土台とし

て，自然な近隣地域内における経済的・社会文化

的な相互作用に根差している可能性がある．信頼

は共通言語に基づいて築くことができる．東部ア

フリカ諸国はスワヒリ語を共有しており，それが

近隣地域内の貿易を何世紀にもわたって円滑化し

てきた．ケニアとウガンダの自由貿易は植民地時

代に確立されたものである注 66．西部アフリカ諸

国はディウラ族，ハウサ族，プル族の文化を共有

しており，素晴らしい貿易ネットワークを発展さ

せている注 67．

　国境をまたがる近隣の地区ないし都市間の相互

作用も幅広い統合の基盤となり得る．これヨー

ロッパの手本注 68 にしたがったフロンティア横断

型の地域主義の一種である．サハラ以南アフリカ

には互いに近いけれども，国境で分断されている

という大都市のペアが多数ある（地図 9.5 参照）．

これには隠れた経済コストが伴っているが，国境

を越えた取り決めによって克服できる．カメルー

ンは西部アフリカ地域の隣国と姉妹都市を共有し

ているが，中部アフリカ地域の隣国と共有してい

る都市はない．同様に，東アジアで 1980 年代に

始まった成長の三角形のような地方統合イニシア

ティブは，国境を接している地区の経済的な補完

性を活用することができよう．

　ギニア湾沿いには大きな沿岸都市がコートジ

ボワールのアビジャンからカメルーンのドゥアー

ラのまでつながっており，それにはアクラ，コト

ヌー，ラゴス，ロメが含まれる．「成長のチャン

ピオン」を口にする際には，ある国を地域的な成

長のリーダーとして考えるのではなく，そのよう

な複数国から成る集積地の潜在力を念頭に置いて

おく価値があるだろう．経済地理のレンズを通し

て見ると，地域統合の優先度は数カ国にまたがる

先進的な地区における地域的なインフラ投資を優

先する方向に変わってきている．

　農産物の域内貿易も広範な地域統合にとっても

う 1 つの参入点になる．そのためには，地域貿易

協定の再生，国境をまたがる十分なインフラ，制

度改革，農民協同組合など非市場性機関などが必

要であろう注 69．「アフリカの角」（アフリカ北東

部）は家畜貿易をベースにすることができるが，

安全性が問題かもしれない注 70．西部アフリカは

もし数カ国にまたがる有数の農業地帯（ブルキナ

ファソ，コートジボワール，マリの国境周辺でサ

小さくて遠隔の太平洋諸島を世界市場に統合する

　小さい島国の途上国は世界経済のなかで限界化するという
大きなリスクを抱えている．規模が小さく，大きな市場から
離れていて，経済や自然のショックに脆弱だからである．ま
た，生態系が脆弱なため，国内の汚染や海面の上昇に極めて
弱い．これら諸国が世界の商品貿易に占めるシェアは 1980 年
の 0.4％から 2003 年には 0.2％に低下している．ただし，世
界のサービス貿易に占めるシェアは 0.7％で不変にとどまって
いる．
　小さい島が抱える特殊な問題に対処する努力の１つとして，
南太平洋地域貿易経済協力協定（SPARTECA）がある．これは
非互恵的な貿易協定で，オーストラリアとニュージーランド
が太平洋諸島フォーラム（PIF）参加国を原産とするほとんど
すべての製品について，無関税で無制限のアクセス，すなわ
ち譲許的なアクセスを提供している．特恵的アクセスが認め
られるためには，オーストリラアとニュージーランドに輸出

される製品は SPARTECA で規定されている原産地規則を充足
しなければならない．
　繊維，衣服，履物といった産業が主な受益者である．しか
し，オーストラリアとニュージーランドは 2010 年までに自由
貿易圏を創設する予定なので，この特恵的なアクセスは失効
することになる．大幅な貿易特恵を失うことになる太平洋諸
島としては，大きな隣国と統合するために他の方法が必要に
なる．労働移動性の拡大を含むもっと過激なアプローチが必
要であろう．海外在住の家族から送金を受領している世帯の
子供は，教育と健康の面で大幅な改善を示している．これは
このような諸国では労働移動性が長期的な発展にとって強力
な牽引車になり得ることを示唆している．

ボックス    9.5

出所：UNCTAD (2002); SPARTECA (1996)．
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ヘル綿花の栽培地帯）が効率的な生産・加工区と

して 1 つに統合できれば，綿花をベースにする

ことができよう（地図 9.6 参照）この地域はディ

ウラ族が支配的で，ブルキナファソのボボディウ

ラッソ，コートジボワールのコロゴ，マリのシ

カソで構成される一帯の中心に位置している注 71．

2000 年でみると，この地区の人口は 400 万人

（3 カ国の合計人口の 11％），推定地域総生産は 1

兆 CFA フラン（同 GDP の 10％）に達している．

　西部アフリカのこの地区には補完的な経済的賦

存がある．ボボディウラッソには保存施設のある

国際空港があるし，コロゴには地域空港，専門大

学，農業科学の訓練センターがある．シカソは綿

花地帯の中心に位置するだけでなく，生産の中心

地である．鉄道はワガドゥグとアビジャン港を結

び，道路は 3 都市すべてを接続している．この

地区には綿繰り工場や繊維産業がたくさん立地し

ている．地域の工業開発プログラムの枠内でイン

フラを更新・プールすることによって，投入コス

トは低下し，繊維や衣料など綿花ベースの産業は

世界市場で競争力をもち得るだろう．そのような

イニシアティブは参加国の堅い決意と地域機関や

国際社会からの支援を必要とするだろう．

　規模を拡大し，労働・資本の移動性を支援し，

市場アクセスを改善する制度の発展．統合に向

けて具体的な措置をとった地域もなかにはある．

ECOWAS は人の自由な移動について議定書を調

印し，査証と入国許可の必要性を廃止した．事

実，労働移動はサハラ以南アフリカの特徴であっ

た．伝統ないし植民地法で循環的な労働移動が好

まれていたのである．遊牧民は季節的な気候変化

に応じて国を横断して移動したが，定住農民も乾

季には補完的な収入を求めて季節的に移動した注

72．しかし，労働力のスキルは改善されなれけれ

ばならない．高等教育，技術訓練，研究に関して

は，近隣地区内の協力によって個別国の分を超え

る機関を支援することができる．各地の事業環境

が改善し，地域の成長センターに新しい雇用機会

地図 9.5　地方的な統合に適した姉妹都市
国境地帯の互いに 150 キロメートル以内の距離で，合計人口が 10 万人以上になる都市の組み合わせ

出所：WDR 2009 チーム．
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が生まれれば，技術やビジネスのノウハウをもっ

たアフリカ人移住者が海外から帰国する可能性が

あろう．

　地域インフラに投資する．「アフリカ開発のた

めの新パートナーシップ」（NEPAD）に基づくス

ペース的な開発イニシアティブは，バ・コンゴ州

の開発回廊（アンゴラ，コンゴ民主共和国，コン

ゴ共和国が関係する）を，水力発電の膨大な潜在

性に基づき，統合の深化によって大きな利益が享

受できる地域として指定した注 73．西部および東

部アフリカにも他に有望な次の 2 つの開発回廊

がある．

ギニア湾開発回廊（ベニン，コートジボワー

ル，ガーナ，リベリア，ナイジェリア，トー

ゴを結ぶ）は輸送とエネルギーを通じて，西

部アフリカ諸国を統合することができる．経

済活動と行政サービス提供について臨界質量

をもった 5 つの大都市（アビジャン，アク

ラ，コトヌー，ラゴス，ロメ）も接続するこ

とができる．

モンバサ開発回廊（コンゴ民主共和国，ケニ

ア，スーダン，ウガダを結ぶ）はコンゴ民主

共和国とスーダン南部の天然資源を開発する

•

•

ために北方回廊など，既存のインフラリンク

を使うことができるだろう．

　地域インフラ，人的資本，要素移動性が改善し

ても，このような近隣地域は依然として，世界市

場になかでは後発者であるという問題に直面す

る．基礎的な製造業については低コストの利点を

もった他の途上国がすでに市場を支配している．

アフリカ諸国は輸出ベースを多様化して，天然資

源の依存度を引き下げなければならない．このよ

うな地域の多くは，世界市場のなかで大きなシェ

アを確保するためには，明示的な輸出多様化戦略

を策定する必要がある（ボックス 9.2 参照）．成

功するためには，地域内諸国における個別インフ

ラに加えて制度的な協力が必要である．

　地域的な公共財の提供は，エネルギー，通信，

灌漑インフラなど，相互に有益で儲かるプロジェ

クトに基づいていれば，政治的にさほど複雑では

ない．しかし，孤立した小国にとっては，地域的

なインフラプロジェクトは多大な外部支援が必要

となる．アフリカの大部分では交通量があまりに

少ないため，すべての有料道路が実現可能とは思

われない．また，地域インフラはある国にとって

は利益が大きいのに，投資コストのほとんどが別

地図 9.6　西部アフリカには綿花主導型工業発展の潜在性がある

綿花栽培地帯の範囲：
綿花栽培地帯

綿花地帯の心臓部
綿繰り工場

綿花の輸出手段：

鉄道

道路

港湾経由の綿花輸出：
各国綿花

サヘル綿花
1,000 トン

出所：Atlas on Regional Integration in West Africa, ECOWAS; Sahel and West Africa Club/OECD (2006)．
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の国が負担するという結果に陥ることがある．イ

ンフラにかかわる官民パートナーシップを活性化

するだけでなく，国際開発協会（IDA）の地域統

合に対する拠出を増やす，「貿易のための援助」

イニシアティブを体系化し注 74，地域開発銀行と

国際金融機関との相互作用を合理化する必要もあ

る．国際的な開発支援全体のうち地域プログラム

向けの割合は現在 3％未満にとどまっている注 75．

　地域統合を円滑化するために協調インティブを

活用する．アフリカ諸国は地域統合を強くコミッ

トして，自然な近隣地域のなかで門戸を開放する

ことに伴う費用便益を共有する必要がある．多角

的機関や援助国は金融・技術の援助を提供し，市

場アクセスを改善することによって，このような

イニシアティブに対して長期的なコミットをする

必要がある．先進的な国と後進的な国における政

策改革について漸進的に不可逆性を確保しなが

ら，具体的な措置を順序良く実施しなければなら

ない．特恵的な貿易協定や援助の流れは，受領国

相互間の協力に結び付ける形にすることができよ

う．EU との EPA 構想はそのモデルの 1 つとなっ

ている（ボックス 9.3）．地域協力向けのインセン

ティブが一部のパートナーにとって不十分な場合

（内陸国が隣国の港にアクセスするのを円滑化す

る場合など），明確なパフォーマンス目標をもっ

た条件付きの援助フローが必要になるだろう．

　アフリカで政策改革の重要なインセンティブに

なるのは，OECD 市場に対する一時的な特恵的ア

クセスであろう注 76．アフリカとしては生産的な

投資の誘致を増加させ，輸出シェアを引き上げる

のを，アジアと大きな賃金格差ができるまで待っ

ていることはできない．WTO における多角貿易

交渉で関税率が急速に低下していることを考える

と特にそういえる．アメリカのアフリカ成長機会

法や EU の「武器以外のすべて」などのイニシア

ティブは，原産地規則をもっと自由化し，時間枠

をもっと長くする形で，サハラ以南アリカ諸国す

べてに拡張することができるだろう．そうすれ

ば，少なくとも一部の諸国は世界市場に参入し

て，アフリカの近隣地域における輸出多様化を始

動させることができるだろう．「アフリカとの契

約」がそのような協調インセンティブを支援する

枠組みになるだろう（ボックス 9.6 参照）．

　過去数世紀にわたって，アフリカの東部，中

部，西部は一連の「生育期の不幸」に見舞われて

きた（「実際の経済地理 4：サハラ以南アフリカ

における密度，距離，分裂の克服」参照）．現在，

それら地域は密度，距離，分裂という開発の次元

について，特に困難な開発課題を抱えている．そ

の経済地理を刷新するためには，政策対応も状況

に応じて微調整しなければならない．3 次元の挑

戦課題に対しては，制度，インフラ，インセン

ティブという 3 つの統合手段すべてを活用する

必要がある．
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アフリカとの契約？　世界最大の開発課題の得失

　開発の地理に関する理解が深まれば，より有効な開発援助
につながるだろう．本報告書では，アフリカの内陸諸国と資
源に乏しい沿岸諸国について，それぞれ異なる戦略を主張し
た．前者は地理と市場への距離という点で自然に不利な立場
にある．そのため，潜在成長率は年 0.5％押し下げられている．
しかし，アフリカで異常なのは，資源に乏しい沿岸諸国がもっ
と悪いパフォーマンスを示しているということだ．世界の他
の地域では，これらこそが成長のエンジンとして機能してい
るようなタイプの国である．アフリカでは成長の極が依然と
して弱いのである．
　この報告書では，やや誇張して，先進地区の開発戦略とし
ては場所に投資すべきである一方，後進地区の戦略としては
人に投資すべきであると主張している．経済地理のレンズを
通して見ると，1990 年代後半に教育，保健，その他の社会的
インフラに焦点を置いたアフリカ向け開発援助の趣旨は，遅
れた内陸諸国には正しかったように思われる．しかし，沿岸
諸国に対する優先度は焦点が間違っていたようである．そこ
では物理的インフラと世界市場の統合強化が必要だったので
ある．
　援助国と被援助国は，各国の潜在的な市場アクセス度に応
じて違うアプローチをとる契約を締結した方がいいであろう．
本報告書では，特にこの目的で策定したアプローチを提言し
たい．そのなかで地域内における潜在的な役割に応じて，受
益国の権利と責任が規定される．サハラ以南アフリカの各地
域に関しては，契約には地域開発を促進する具体的な義務と
措置が盛り込まれることになる．東部，西部，中部アフリカ
の政府は以下をコミットする．

 「地域的経済領域」を確立する．それはアフリカの地域的
な近隣地域内の先進的な国と後進的な国の経済的利益を
緊密に結び合わせて，地域的な公共財を提供する枠組み
になる．
このような地域内では労働，資本，財，サービスの自由
な移動を追求する．
内陸諸国と貿易の出入り口との間のアクセスルートを維
持・保護する．

•

•

•

　戦略としては制度的な協力，地域的インフラへの投資，調
整された介入策を組み合わせることになる．そのためには，
苦労して獲得し，慎重に擁護してきた国家主権の属性を若干
あきらめることも必要であろう．
　このような措置との引き換えに，二国間および多国間の開
発パートナーは以下をコミットする．

社会的サービスとその他の生命維持的なインフラ向けに，
国際的な財政援助を大幅に増やす．これは後進的な国に
ついて，生活水準の引き上げと携行可能な人的資本を形
成することが目的である．
沿岸諸国については，成長を維持するためのインフラ

（港，輸送リンク，情報通信技術を含む）に加えて，沿岸
市場と内陸市場をリンクするための回廊インフラ向けに
財政支援を増加する．
サハラ以南アフリカの輸出に対しては特恵的なアクセス
を付与する．さらに，地域的な供給チェーンの奨励につ
ながる原産地規則の自由化を実施する．

　このような方向に向けた動きがすでに始まっている．イギ
リス政府は 2007 年に国際開発省を通じて，今後 10 年間にわ
たり総額 14 億ドルを，ブルンジ，ケニア，ルワンダ，タンザ
ニア，ウガンダの政府による努力と，東アフリカ経済共同体

（EAEC）の再生に割り当てた．欧州委員会も経済連携協定に
関しては地域的アプローチを採用しつつある．しかし，すべ
ての援助国はもっと大胆なアプローチをとってもいいだろう．
　第 2 次世界大戦後におけるヨーロッパの経験は，再建を優
先するという各国の決意と国際的な援助が相まれば，必ずや
成果が現われてくるということを証明している．ヨーロッパ
における地域統合は多数の障害に直面し，当初は順調に進展
しなかった．しかし，マーシャルプランの厳しい協力条件に
激励されて，一世代前なら不可能だったであろう統合のプロ
セスは，現在では資本，労働，アイディアに関して世界最大
の共同市場を作り上げている．

•

•

•

ボックス    9.6

出所：WDR 2009 チーム．
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変貌する経済地理

　サハラ以南アフリカにとってベルリン会議は，地理学者

が「形成的な災害」と称した長い直線で終わったにすぎ

ず，アフリカ大陸の人文地理学，地形，政治地理学を不都

合に変化させ，低い密度，長い距離，そして国家の分裂を

という大陸全体の問題を作り出した．

低い密度．サハラ以南アフリカは長期にわたって人口

の少ない大陸である．18 世紀にその人口は約 9,000

万人であった．アフリカの約 2 倍の面積のユーラシ

アでは，人口は 5 倍以上であった．しかしながらこ

のような初期条件は奴隷貿易によって悲劇的に悪化し

た．1700 ～ 1810 年の期間に 1,500 万人のアフリカ

人―６人に一人のアフリカ人がアメリカに連れてこら

れた．住民の絶えた地域もあったし，相互にアフリカ

人と交換された人間の価格を巡って荒廃する紛争に

陥った地域も多くあった．最終的にヨーロッパが奴隷

貿易に終止符を打ち，18 世紀に植民地主義に取って

代わられた．強欲な人身取引は，その時から鉱物を目

的とする大陸の略奪にかわった．しかしながら，新し

い入植者がやってきても，アフリカ大陸は依然として

ほとんどの場所で低い密度に悩まされた．

長い距離．約 18,000 年前に始まった完新世以降，サ

ハラ砂漠は，今日我々が「サブサハラ」アフリカ（サ

ハラ以南アフリカ）と呼んでいる地域から北アフリカ

を隔てる荒野の砂漠である．当時の地球温暖化はその

他の主な結果であった．それは，アフリカのほとんど

の地域とエジプト・アラブ共和国や中近東の新興文明

との間の接触を断った．それは，赤道アフリカを温暖

なサバンナからマラリアや黄熱病の流行る高温多湿な

地域に変えた．猛獣に近く，天然の消毒効果のある霜

•

•

がないことも，人間を疾病に対していっそう脆弱なも

のにした．そして，アフリカ人が健康的で肥沃な場所

に落ち着いた時に，彼らは再び植民地支配者によって

追い払われたのである．1950 年代以降，独立運動前

後の軍事紛争で難民の問題が悪化している．その結

果，人々の移動で，経済活動の中心から遠く離れた地

域に大勢が取り残されている．密集からの距離は，依

然としてアフリカの人口の大半の潜在成長率に影響を

及ぼしている．

深い分裂．1884 年のアフリカの仕切りはアフリカ大

陸のほとんどの国を，世界のあらゆる地域における 1

平方キロメートルごとの国家にしてしまった．アフリ

カ各国は平均して４ヵ国と接している．ラテンアメ

リカの平均は 2.3 ヵ国である．国家間でも国内でも宗

教上の分裂もある．例えば，チャド，コートジボワー

ル，エチオピア，ナイジェリア，ソマリア，スーダン

など，イスラム地域と非イスラム地域に分断化してい

る．イスラム教は中近東から北部及び西部アフリカに

陸路で，また東アフリカには海路で入ってきた．後

に，ヨーロッパの植民地支配者がキリスト教を持ち込

んだ．伝統宗教の上にこれらの世界的大宗教が重ねら

れたことでアフリカ大陸の分裂は深まり，新たな紛争

が加わったと見られる
注 2

．

　今日，サハラ以南アフリカは，アフリカ大陸を開発に

不利な立場に置いている低い密度，長い距離，そして深

い分裂という三重の不利益に悩んでいる．これらのスペー

ス的な次元は，サハラ以南アフリカ内の経済機関の間や，

アフリカと世界のその他の地域の間の距離を遠ざけてい

る．これらの力の間の「累積的な因果関係」によって，

•

サハラ以南アフリカの密度，距離及び分裂

　1884 年 11 月にドイツの首相オットー・フォン・ビスマルクはベルリンでヨーロッパの植民地支配国 14 ヵ国の会合を召
集した．４世紀にわたる競争と敵意の後，領土の要求について交渉し決着させる時が来た．英国，フランス，ドイツ，そ
してポルトガルが主なプレイヤーであり，アフリカ諸国は誰も招待されなかった．４ヵ月後，アフリカ諸国の国境線が今
日もなお見覚えのある形で引かれた（地図 G4.1 参照）．ビスマルクがまとめた解決策は第一次世界大戦の終わりまで残っ
ていたが，第一次世界大戦が終わると国際連盟がドイツの 4 つの植民地を没収し他の植民地支配国にそれらの統治を委任
した．1950 年代及び 1960 年代の独立時にサハラ以南アフリカは約 50 カ国あったが，その多くは「人工国家」と呼ばれ，
国境線は自然の地形を横切って分断され，民族グループは１ヵ国以上に分けられていた

注 1
．
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サハラ以南アフリカの多くの国々が「近接の罠」にとら

われている
注 3

．

　

低い密度は集積力の弱さと結びついている．
　アフリカ大陸の平均人口密度（77 人 / 平方キロメート

ル）は世界で最も低い
注 4

．人口のまばらな大陸は，土地

や人々を有効に活用し，都市部の集積に資源を集中させる

ことでそれを克服できる．しかしながら，サブサハラ・ア

フリカは世界で最も都市化されていない大陸であり，国連

世界都市化見通しによると，2000 年に人口のわずか３分

の 1 しか都市部に居住していない．定期的な最近のセン

サスが無いため，これでさえもアフリカの都市化を過大評

価しているかもしれない
注 5

．第一章の集積指数は，世界

の他の地域で約 50％であるのに対して，アフリカのスコ

アを 25％としている．

　アフリカ諸国間の分裂は，都市化のパターンを歪めてい

る．あるシミュレーションでは，仮にアフリカの 50 カ国

が米国のように１国の 50 州になったとすると，最大の都

市は今日よりさらに大規模となり，経済の多様化や，起業

家精神，技術，イノベーションのインキュベーションが可

能になることを示唆している．

長い距離は輸送コストを高め要素移動性を低下させ
ている．

　距離は，アフリカの人口密度の低さが生産性に与える影

響を増幅させている．アフリカの距離の問題は多くは世界

地図 G4.1 第一世界大戦前に引かれたアフリカの国境線
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市場からの距離であるが，主な問題は国内にあり，国内の

長い距離の問題である
注 6

．表 G4.1 に明らかな通り，アフ

リカはラテンアメリカに次いで世界で最も道路密度の低い

地域のひとつである．しかし，人口の大部分が海岸沿いに

居住しており内地への道路を建設する必要のないラテンア

メリカと異なり，アフリカは人口の３分の 1 が陸に閉じ

込められた国々に住み，グローバル市場へのアクセスから

はさらに遠く離れている．アフリカの経済的距離は，市場

へのアクセスという意味では（第 2 章参照），軍事紛争や

言語的多様性（地図 G4.1 参照）によってさらに遠いもの

となっている．経済的距離は，アフリカ人の大部分を国内

及びグローバル市場へのアクセスから孤立させている．航

行できる川や天然港が相対的に無いといった自然の要因

は，貿易にとって深刻な障害となっている．国内貿易や国

際貿易が低水準なことは，今度は成長の可能性を限定的な

ものにしている．

課題への対応―より良い都市化，国内の特化の推進，
地域統合の推進

　アフリカは，低い密度や長い距離，そして深い分裂を是

正することで，貧弱な経済地理の限界を低下させることが

できる．より良い都市部の集積は規模効率性を与えること

ができる．輸送の連結は国内市場の拡大に役に立つことが

出来る．さらに地域統合やグローバル統合は貿易を促進す

ることができる．地域統合，労働の移動性，貿易や通信，

輸送インフラへの投資，そして平和と安定は依然として最

優先事項である．それらは良好な近隣を生み，より良い近

隣関係は投資，貿易，要素移動性を促し繁栄の循環をもた

らすであろう．

都市化．ある考え方に反して，都市化は適切に行なわ

れればアフリカを他の地域より発展させるのに役に立

つことができる．50 年間の劣悪な都市化にもかかわ

らず，アフリカの都市の生活水準は地方よりはるか

に高い．仮に都市化をより良く管理することができれ

ば，第七章に示されたように，顕著な生産性の向上や

貧困削減の進展が期待できる．

地域開発．経済地理からのガイダンスは明白である．

企業や労働者は集積を求め，移住は密度を高め市場へ

の距離を縮める自然な方法である．第八章は，発展の

遅れた地域で人口が少なく民族や言語または宗教的信

条によって分断されているような諸国にとっての，い

くつかの原則や優先順位を提案している．農業はひと

つの優先事項であるが，経済発展の新参者のアフリカ

では，主要な分野で規模の経済が開発される助けとな

るような政策が特に重要かもしれない．

地域統合．その歴史を前提とすると，政治的地域主義

がアフリカの地域統合を主導する必要があるかもし

れない．“モーション 2 の地理学”で要約している西

ヨーロッパの経験は，小さく初めて現実的な期待を維

持することの重要性に注目している．地域統合には時

間を要し，アフリカの全地域で一度に起こるものでも

ないだろう．インフラ・プロジェクトは着手するのに

適当なところである．しかしながら，アフリカはビス

マルクとその招待客が 1884 年に行なったことのいく

つかを，もとに戻すことができる．第九章は，多くの

アフリカ諸国が最初のステップを踏み出していること

を明らかにし，世界のその他の地域が支援できること

の概略を示している．

•

•

•

表 G4.1　最も遠隔な地域や分断された地域にとって，取引や輸送は高コストとなる

地域

輸出のために国
境を越えるのに
要する取引時間

（日数）a

平均輸送コスト
（ボルチモアまで

のコンテナ１個
当たりドル建て

費用）b

陸に閉じ込めら
れた国々の人口

（％）b
国家数の域内面

積に対する比率 b

道路密度（域内
面積当たりの道
路面積平方キロ

メートル）
（1999）c

内乱の推定件数
（1940 ～ 2000）d

東アジア及び太平洋 24 3,900 0.42 1.44 0.72 8

ヨーロッパ及び中央アジア 29 – 23.00 1.17 – 13

ラテンアメリカ及びカリブ                     22 4,600 2.77 1.52 0.12 15

中近東及び北アフリカ 27 2,100 0 1.60 0.33 17

南アジア 34 3,900 3.78 1.67 0.85 24

サハラ以南アフリカ 40 7,600 40.20 2.00 0.13 34

出所：a. World Bank 2006, ｐ .44，　b. Ndulu 他（2007）,p.101，c. Ndulu 他（2007）,p.29，d. Fearon and Laitin(2003),pp.7-10.
注：- = データ入手不可．

出所：Wim Naude の寄稿に基づく．
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ガム，マンチェスター，リーズ，エジンバラなどの大

都市には，相当な数のバンチャーキャピタル企業が集

中している．ただし，地域的な証券取引所は 1970 年

代初めに廃止された．

11. Kim and Margo (2004)．
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13. Thanh, Anh, and Tacoli (2005)．
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16. Baker 他 (2005), p. 15．
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18. Glaeser and Kahn (2001)．

19. www.citymayors.com に公表されている世界主要都市

の GDP に基づき推計．

20. これは職場ベースの GVA がロンドンの住居ベース

の GVA を 超 過 す る 額 に 等 し い．Office of National 

Statistics (2006) のデータに基づく試算．

21. U. S. Bureau of Economic Analysis に基づいた通勤者関

連所得フローの数字．

22. 引用は World Urbanization Prospects: The 2007 Revision 

Population Database のウェブサイトにある用語集から

（http://esa.un.org/umup/）．

23. 時系列分析についても，World Urbanization Prospects

のデータベースを使うには若干の注意が必要である．

一部の国については，都市部の公式定義が時の流れ

とともに変更されているためだ．例えば，中国では，

1999 年の都市部のシェアは使われている都市人口の

公式定義の応じて，24％，31%，あるいは 73％となっ

てしまう．

24. Glaeser, Kolko, and Saiz (2001)．

25. Pricewaterhouse Cooper のレポートからとった統計数

字．

26. 都市部の消費シェアは入手可能な家計調査（年は様々）

に基づく推計値，1 人当たり GDP はそれに対応する

年の 2000 年ドル価格による推計値（データセットの

詳細は Montenegro and Hirn 2008 参照）．

27. Maddison (2008b)．

28. Kim and Margo (2004)．

29. これは第 4 章でも検討されている新しい経済地理学で

いういわゆる自国市場効果である．都市部における経

済活動の集中も追加的な生産性上昇効果をもたらす．

これも第 4 章で検討されている．

30. 都市化が基本的福祉の指標に関して都市部に有利な格

差拡大ともたらすという傾向は，現在の途上国が 19

世紀から 20 世紀初めにかけて工業化した諸国とは違

う点である．後述．

31. Maddison (2008b) の 2003 年のデータに基づく．

32. European Commission (2001)．

33. Miles (2007)．

34. Maddison (2008b) のデータを使った 1990 年不変価

格の国際的ドルで測定．

35. 主に都市部（農村部）ということであり，人口の

50％以上が都市部（農村部）に居住しているかどうか

で定義．都市部人口のシェアが 15-50％でも，当該地

区の人口の 25％以上に相当する 50 万人（日本につい

ては 100 万人）以上が都市部の中心地に居住してい

れば，主に都市部であると定義されている．

36. 注意が必要なケースである．この時期におけるアメリ

カ都市部の賃金プレミアム拡大は，農産物の相対価格

が大幅に下落した効果によるものであって，都市部に

おける良い暮らし向きとはあまり関係ない可能性があ

る（Barro and Sala-I-Martin 2004, p. 470）．

37. 消費や人口に占める都市部のシェアは各国の家計調査

（入手可能性に応じて年は様々）に基づく推計値．

38. しかし，中国について後でみるように，これは必ず

しもすべての国に当てはまるわけではない．所得に関

する都市部のシェアと都市部対農村部の比率について

は，中国の各省でマイナスの相関関係があったものの，

1990 年代後半以降，この関係はプラスに転じている．

39. 水アクセスはここでは「改善された水源」へのアク

セスと定義されている．このような水源は現地事情に

よって異なるが，井戸，共同栓，水道，水販売トラッ

クなどが含まれる．同様に，衛生は便所や屋外便所な

ど様々な条件付きの設備を指す．

40. このサンプルに含まれている国は次の通り．バングラ

デシュ，ベニン，ボリビア，ブルキナファソ，カメルー

ン，チャド，コロンビア，ドミニカ共和国，エジプト，

ガーナ，グアテマラ，ハイチ，インド，インドネシア，

カザフスタン，ケニア，マラウイ，マリ，モロッコ，

モザンビーク，ナミビア，ネパール，ニカラグア，ナ

イジェリア，ペルー，フィリピン，タンザニア，トル

コ，ウガンダ，ベトナム，ザンビア，ジンバブエ．

41. Gwatkin 他 (2007)．

42. Satterthwaite 他 (2007)．

43. The Econnomist (2007a)．

44. Satterthwaite 他 (2007)．

45. Satterthwaite 他 (2007)．

46. デリーの人口データは United Nations (2006c) に基づ

く．

47. Smith (1989)．

48. Crafts (2008)．

49. Williamson (1982)．

50. The Economist (2007a)．

51. Satterthwaite 他 (2007)．

52. この数字を初め本節で引用する都市部のシェアにかか

わる歴史的なすべての数字は，5,000 人以上が居住す

る都市を都市部とした定義に基づいており，Bairoch 

and Goertz (1986) が出所である．本節における現在

の途上国の都市部のシェアと人口の数字は，United 

Nations (2006c) に基づく引用ないし試算である．前

述の通り，都市部シェアの国際比較にこのデータベー

スを利用しても，その水準の国際比較ほど問題はない．

53. このサンプルには以下の諸国が含まれる．ベルギー，

デンマーク，フィンランド，フランス，ドイツ，ギリ

シア，イタリア，オランダ，ノルウェー，ポルトガル，
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スペイン，スウェーデン，スイス，イギリス．この構

成は Bairoch and Goertz (1986) に基づく歴史的データ

の入手可能性によって決定されている．
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送・商業（22％），林業，公益事業，建設（7％）な

どがある（Kolko 2007）．

41. Audretsch and Feldman (1996)．
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る産業についても同じパターンがみられる．Holmes 

(1999) は繊維産業を調査して，投入の共有を裏付け
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57. これは自国市場効果として知られている．
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所有権の取り締まりを通じて，たとえ一時的であって

も，他人が製品や生産プロセスの改善にアイディアを
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年の間における地方化の相関係数を求めると 0.64 と
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第 5 章
1. Bureau of Transport Statistics (2003)．

2. 資本収益率は場所によって（都市部と農村部，先進地

区と後進地区，富裕国と貧困国など）異なり得るが，

ある場所の限界収益率が他の場所より低くなるのは補

完的な要素が不十分なことで説明できる（Caselli and 

Feyrer 2007）．

3. 2000 年の中国では海外移住者は 45 万 8,000 人にす

ぎなかったが，国内の移住者は 1 億 2,000 万人に達

していた．1990 年代後半についてみると，ベトナム

からの移住者は 30 万人以下にとどまったが，430 万

人が国内的に移住した．Deshingkar and Grimm (2004)

に引用されている Anh, Tacoli, and Thanh (2003) を参

照．
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Serow, and Sly (1990); Deshingkar and Grimm (2004)
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働者による一時的な「循環的」移住は増加傾向にある．
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表 A.1．　地理とアクセス

国
位置

（2007 年）

地表面積
（km2）

（2007 年）

可耕地
（対国土

比％）
（2007 年）

森林地
（対国土

比％）
（2007 年）

海岸線
（km）

（2007 年）

地上国境
（km）

（2007 年）

空港
（舗装された

滑走路，数）
（2007 年）

港湾
ターミナル

（数）
（2007 年）

鉄道密度
（鉄道

km/100km2）
（2000-06 年 a）

道路密度
（道路

km/100km2）
（2000-06 年 a）

首都までの平
均距離（kms）
（2000 年）

アフガニスタン 33 00 N, 65 00 E 652,090 12.1 1.3 0 5,529 11 0 .. 5.3 418
アルバニア 41 00 N, 20 00 E 28,750 21.1 29.0 362 720 3 4 1.6 65.7 84
アルジェリア 28 00 N, 3 00 E 2,381,740 3.2 1.0 998 6,343 52 9 0.2 4.5 1,108
アメリカ領サモア 14 20 S, 170 00 W 200 10.0 90.0 116 0 2 1 ..  .. 7
アンドラ 42 30 N, 1 30 E 470 2.1 34.2 0 120 0 0 .. .. 10
アンゴラ 12 30 S, 18 30 E 1,246,700 2.6 47.4 1,600 5,198 31 3 0.2 4.1 711
アンティグア・バーブーダ 17 03 N, 61 48 W 440 18.2 20.5 153 0 2 1 .. 264.8 30
アルゼンチン 34 00 S, 64 00 W 2,780,400 10.2 12.1 4,989 9,861 154 8 1.2 14.6 971
アルメニア 40 00 N, 45 00 E 29,800 17.6 10.0 0 1,254 11 0 3.0 27.1 87
アルバ 12 30 N, 69 58 W 180 10.5 .. 69 0 1 3 .. .. 8
オーストラリア 27 00 S, 133 00 E 7,741,220 6.4 21.3 25,760 0 311 11 0.5 10.5 1,946
オーストリア 47 20 N, 13 20 E 83,870 16.8 46.8 0 2,562 25 0 7.7 162.4 204
アゼルバイジャン 40 30 N, 47 30 E 86,600 22.3 11.3 0 2,013 27 0 2.6 71.5 219
バハマ 24 15 N, 76 00 W 13,880 0.8 51.4 3,542 0 29 3 .. .. 230
バーレーン 26 00 N, 50 33 E 710 2.8 0.0 161 0 3 2 .. 492.7 25
バングラディシュ 24 00 N, 90 00 E 144,000 61.1 6.7 580 4,246 15 2 2.1 183.8 165
バルバドス 13 10 N, 59 32 W 430 37.2 4.7 97 0 1 1 .. 372.1 14
ベラルーシ 53 00 N, 28 00 E 207,600 26.3 38.0 0 2,900 41 0 2.7 45.0 185
ベルギー 50 50 N, 4 00 E 30,530 27.9 22.1 67 1,385 25 6 11.7 498.1 78
ベリーズ 17 15 N, 88 45 W 22,970 3.1 72.5 386 516 5 2 .. .. 74
ベニン 9 30 N, 2 15 E 112,620 24.0 21.3 121 1,989 1 1 0.7 17.2 398
バミューダ 32 20 N, 64 45 W 50 20.0 20.0 103 0 1 2 .. .. 7
ブータン 27 30 N, 90 30 E 47,000 3.4 68.0 0 1,075 16 0 .. 17.1 99
ボリビア 17 00 S, 65 00 W 1,098,580 2.8 54.2 0 6,940 16 0 0.3 5.8 521
ボスニアヘルツェゴビナ 44 00 N, 18 00 E 51,210 19.5 42.7 20 1,459 8 1 1.2 .. 103
ボツワナ 22 00 S, 24 00 E 581,730 0.7 21.1 0 4,013 10 0 0.2 4.3 441
ブラジル 10 00 S, 55 00 W 8,514,880 7.0 56.5 7,491 16,885 714 9 0.3 20.7 1,378
ブルネイ・ダルサラーム 4 30 N, 114 40 E 5,770 2.7 52.8 161 381 1 3 .. .. 61
ブルガリア 43 00 N, 25 00 E 111,000 29.2 33.4 354 1,808 132 2 4.0 40.5 190
ブルキナファソ 13 00 N, 2 00 W 274,000 17.7 24.8 0 3,193 2 0 0.2 5.6 220
ブルンジ 3 30 S, 30 00 E 27,830 38.6 5.9 0 974 1 0 .. 48.0 84
カンボジア 13 00 N, 105 00 E 181,040 21.0 59.2 443 2,752 6 2 0.3 21.7 206
カメルーン 6 00 N, 12 00 E 475,440 12.8 45.6 402 4,591 11 2 0.2 10.7 363
カナダ 60 00 N, 95 00 W 9,984,670 5.0 34.1 202,080 8,893 509 8 0.5 15.5 2,449
カーボベルデ 16 00 N, 24 00 W 4,030 11.4 20.8 965 0 7 3 .. 33.5 156
ケイマン諸島 19 30 N, 80 30 W 260 3.8 46.2 160 0 2 2 .. .. 15
中央アフリカ共和国 7 00 N, 21 00 E 623,000 3.1 36.5 0 5,203 3 0 ..  .. 450
チャド 15 00 N, 19 00 E 1,284,000 2.9 9.5 0 5,968 7 0 .. .. 671
チャネル諸島  190 0.0 .. .. .. .. .. .. .. .. 
チリ 30 00 S, 71 00 W 756,630 2.6 21.5 6,435 6,339 73 8 0.9 10.6 1,149
中国 35 00 N, 105 00 E 9,598,088 11.1 21.2 14,500 22,117 403 7 0.8 20.7 1,668
コロンビア 4 00 N, 72 00 W 1,141,750 1.8 54.7 3,208 6,309 101 7 0.3 .. 456
コモロ連合 12 10 S, 44 15 E 1,861 35.9 2.2 340 0 4 2 .. .. 59
コンゴ民主共和国 0 00 N, 25 00 E 2,344,860 3.0 58.9 37 10,730 25 11 0.2 6.8 1,006
コンゴ共和国 1 00 S, 15 00 E 342,000 1.4 65.8 169 5,504 4 6 0.3 5.1 479
コスタリカ 10 00 N, 84 00 W 51,100 4.4 46.8 1,290 639 32 2 0.5 69.2 105
コートジボワール 8 00 N, 5 00 W 322,460 10.4 32.7 515 3,110 7 4 0.2 25.2 236
クロアチア 45 10 N, 15 30 E 56,540 19.8 38.2 1,777 2,197 23 5 4.9 50.9 144
キューバ 21 30 N, 80 00 W 110,860 27.9 24.7 3,735 29 78 3 3.8 .. 398
キプロス 35 00 N, 33 00 E 9,250 10.8 18.8 648 0 13 3 .. 130.5 48
チェコ共和国 49 45 N, 15 30 E 78,870 39.4 34.3 0 2,290 46 0 12.4 165.2 134
デンマーク 56 00 N, 10 00 E 43,090 52.7 11.8 7,314 68 28 12 6.2 169.3 195
ジブチ 11 30 N, 43 00 E 23,200 0.0 0.3 314 516 3 1 0.4 .. 85
ドミニカ 15 25 N, 61 20 W 750 6.7 61.3 148 0 2 2 .. .. 20
ドミニカ共和国 19 00 N, 70 40 W 48,730 22.7 28.4 1,288 360 14 4 1.1  119
エクアドル 2 00 S, 77 30 W 283,560 4.9 39.2 2,237 2,010 98 5 0.3 15.6 266
エジプト 27 00 N, 30 00 E 1,001,450 3.0 0.1 2,450 2,665 72 3 0.5 9.3 558
エルサルバドル 13 50 N, 88 55 W 21,040 31.9 14.4 307 545 4 2 2.7 .. 68
赤道ギニア 2 00 N, 10 00 E 28,050 4.6 58.2 296 539 3 1 .. .. 301
エリトリア 15 00 N, 39 00 E 117,600 5.6 15.4 1,151 1,626 4 2 0.3 .. 184
エストニア 59 00 N, 26 00 E 45,230 13.9 53.9 3,794 633 12 5 2.3 134.1 128
エチオピア 8 00 N, 38 00 E 1,104,300 11.1 13.0 0 5,328 14 0 0.1 3.6 425
フェロー諸島 62 00 N, 7 00 W 1,400 2.1 .. 1,117 0 1 1 .. .. 25
フィジー 18 00 S, 175 00 E 18,270 10.9 54.7 1,129 0 3 3 3.3 .. 113
フィンランド 64 00 N, 26 00 E 338,150 7.3 73.9 1,250 2,681 76 10 1.9 25.7 417
フランス 46 00 N, 2 00 E 551,500 33.6 28.3 3,427 2,889 292 10 5.3 172.9 365
フランス領ポリネシア 15 00 S, 140 00 W 4,000 0.8 28.7 2,525 0 39 1 .. .. 472
ガボン 1 00 S, 11 45 E 267,670 1.3 84.5 885 2,551 11 5 0.3 3.6 317
ガンビア 13 28 N, 16 34 W 11,300 31.5 47.1 80 740 1 1 37.4 123
グルジア 42 00 N, 43 30 E 69,700 11.5 39.7 310 1,461 19 2 2.3 29.1 156
ドイツ 51 00 N, 9 00 E 357,050 34.1 31.8 2,389 3,621 332 10 13.8 .. 334
ガーナ 8 00 N, 2 00 W 238,540 18.4 24.2 539 2,094 7 2 0.4 21.0 344
ギリシャ 39 00 N, 22 00 E 131,960 20.4 29.1 13,676 1,228 66 6 2.0 89.2 249
グリーンランド 72 00 N, 40 00 W 410,450 0.0 .. 44,087 0 9 1 .. .. 1,031
グレナダ 12 07 N, 61 40 W 340 5.9 11.8 121 0 3 1 .. .. 11
グアム 13 28 N, 144 47 E 540 3.6 47.3 126 0 4 1 .. .. 14
グアテマラ 15 30 N, 90 15 W 108,890 13.3 36.3 400 1,687 11 2 0.8 .. 175
ギニア 11 00 N, 10 00 W 245,860 4.5 27.4 320 3,399 5 1 0.3 18.0 348
ギニアビサウ 12 00 N, 15 00 W 36,120 10.7 73.7 350 724 3 4 .. 12.3 97
ガイアナ 5 00 N, 59 00 W 214,970 2.4 76.7 459 2,949 9 1 .. .. 314
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国
位置

（2007 年）

地表面積
（km2）

（2007 年）

可耕地
（対国土

比％）
（2007 年）

森林地
（対国土

比％）
（2007 年）

海岸線
（km）

（2007 年）

地上国境
（km）

（2007 年）

空港
（舗装された

滑走路，数）
（2007 年）

港湾
ターミナル

（数）
（2007 年）

鉄道密度
（鉄道

km/100km2）
（2000-06 年 a）

道路密度
（道路

km/100km2）
（2000-06 年 a）

首都までの平
均距離（kms）
（2000 年）

ハイチ 19 00 N, 72 25 W 27,750 28.3 3.8 1,771 360 4 1 .. .. 99
ホンジュラス 15 00 N, 86 30 W 112,090 9.5 41.5 820 1,520 11 4 0.6 .. 167
香港 22 15 N, 114 10 E 1,092 0.0 .. 733 30 3 1 .. 186.5 .. 
ハンガリー 47 00 N, 20 00 E 93,030 51.3 22.1 0 2,271 20 0 9.0 178.0 137
アイスランド 65 00 N, 18 00 W 103,000 0.1 0.5 4,970 0 5 5 .. 12.9 235
インド 20 00 N, 77 00 E 3,287,260 53.7 22.8 7,000 14,103 243 8 2.1 113.8 992
インドネシア 5 00 S, 120 00 E 1,904,570 12.7 48.8 54,716 2,830 159 9 0.4 20.3 1,519
イラン 32 00 N, 53 00 E 1,745,150 9.8 6.8 2,440 5,440 129 2 0.5 11.0 654
イラク 33 00 N, 44 00 E 438,320 13.1 1.9 58 3,650 77 3 0.5 .. 281
アイルランド 53 00 N, 8 00 W 70,270 17.6 9.7 1,448 360 15 5 4.7 140.2 165
マン島 54 15 N, 4 30 W 570 0.0 5.2 160 0 1 3 11.4 .. 13
イスラエル 31 30 N, 34 45 E 22,070 14.6 7.9 273 1,017 30 4 3.9 80.6 110
イタリア 42 50 N, 12 50 E 301,340 26.3 33.9 7,600 1,932 98 8 6.6 164.8 353
ジャマイカ 18 15 N, 77 30 W 10,990 16.1 31.3 1,022 0 11 5 .. 193.9 67
日本 36 00 N, 138 00 E 377,910 12.0 68.2 29,751 0 145 10 6.4 323.0 531
ヨルダン 31 00 N, 36 00 E 88,780 2.1 0.9 26 1,635 15 1 0.6 8.5 171
カザフスタン 48 00 N, 68 00 E 2,724,900 8.3 1.2 0 12,012 67 0 0.5 3.3 823
ケニア 1 00 N, 38 00 E 580,370 8.2 6.2 536 3,477 15 1 0.5 11.1 372
キリバス 1 25 N, 173 00 E 810 2.7 2.7 1,143 0 3 1 .. .. 25
朝鮮民主主義人民共和国 40 00 N, 127 00 E 120,540 23.3 51.4 2,495 238 36 12 4.3 .. 211
大韓民国 37 00 N, 127 30 E 99,260 16.6 63.5 2,416 462 69 5 3.5 101.6 187
クウェート 29 30 N, 45 45 E 17,820 0.8 0.3 499 462 4 6 .. 32.3 67
キルギス共和国 41 00 N, 75 00 E 199,900 6.7 4.5 0 3,878 18 0 0.2 9.8 255
ラオス 18 00 N, 105 00 E 236,800 4.3 69.9 0 5,083 9 0 .. 13.5 311
ラトビア 57 00 N, 25 00 E 64,590 17.5 47.2 531 1,368 24 2 3.7 111.6 140
レバノン 33 50 N, 35 50 E 10,400 16.6 13.3 225 454 5 4 3.9 .. 60
レソト 29 30 S, 28 30 E 30,350 10.9 0.3 0 909 3 0 .. .. 98
リベリア 6 30 N, 9 30 W 111,370 4.0 32.7 579 1,585 2 2 0.5 .. 196
リビア 25 00 N, 17 00 E 1,759,540 1.0 0.1 1,770 4,348 60 6 .. .. 910
リヒテンシュタイン 47 16 N, 9 32 E 160 25.0 43.8 0 76 0 0 5.6 .. 6
リトアニア 56 00 N, 24 00 E 65,300 30.4 33.5 90 1,613 34 1 2.8 126.6 143
ルクセンブルク 49 45 N, 6 10 E 2,590 23.2 33.6 0 359 1 0 10.6 201.8 25
マカオ 22 10 N, 113 33 E 28 0.0 .. 41 0 1 1 .. 1284.0  ..
マケドニア 41 50 N, 22 00 E 25,710 22.3 35.6 0 766 10 0 2.7 .. 76
マダガスカル 20 00 S, 47 00 E 587,040 5.1 22.1 4,828 0 29 4 0.1 .. 385
マラウイ 13 30 S, 34 00 E 118,480 26.0 36.2 0 2,881 6 0 0.8 16.4 230
マレーシア 2 30 N, 112 30 E 329,740 5.5 63.6 4,675 2,669 37 9 0.6 30.0 873
モルディブ 3 15 N, 73 00 E 300 13.3 3.3 644 0 2 1 .. .. 276
マリ 17 00 N, 4 00 W 1,240,190 3.9 10.3 0 7,243 9 0 0.1 1.5 804
マルタ 35 50 N, 14 35 E 320 28.1 .. 197 0 1 1 .. 704.4 9
マーシャル諸島 9 00 N, 168 00 E 180 11.1 .. 370 0 4 1 .. .. .. 
モーリタニア 20 00 N, 12 00 W 1,030,700 0.5 0.3 754 5,074 8 2 0.1 .. 686
モーリシャス 20 17 S, 57 33 E 2,040 49.3 18.2 177 0 2 1 .. 99.3 51
マヨット 12 50 S, 45 10 E 374 0.0 13.4 185 0 1 1 ..  .. 13
メキシコ 23 00 N, 102 00 W 1,964,380 13.0 33.7 9,330 4,353 228 7 0.9 17.7 886
ミクロネシア 6 55 N, 158 15 E 700 5.7 90.0 6,112 0 6 1 .. .. 134
モルドバ 47 00 N, 29 00 E 33,840 56.2 10.0 0 1,389 6 0 3.5 38.7 87
モナコ 43 44 N, 7 24 E 2 0.0 0.0 4 4 0 1 .. .. .. 
モンゴル 46 00 N, 105 00 E 1,566,500 0.8 6.5 0 8,220 12 0 0.1 3.1 617
モンテネグロ 42 30 N, 19 18 E 14,026 0.0 .. 294 625 3 1 1.8 .. .. 
モロッコ 32 00 N, 5 00 W 446,550 19.0 9.8 1,835 2,018 26 6 0.4 12.9 369
モザンビーク 18 15 S, 35 00 E 799,380 5.5 24.6 2,470 4,571 22 3 0.4  .. 1,112
ミャンマー 22 00 N, 98 00 E 676,580 15.3 49.0 1,930 5,876 21 3 0.6  .. 619
ナミビア 22 00 S, 17 00 E 824,290 1.0 9.3 1,572 3,936 21 2 0.3 5.1 407
ネパール 28 00 N, 84 00 E 147,180 16.5 25.4 0 2,926 10 0 0.0 12.2 236
オランダ 52 30 N, 5 45 E 41,530 26.8 10.8 451 1,027 20 7 8.3 372.2 95
オランダ領アンティル 12 15 N, 68 45 W 800 10.0 1.3 364 15 5 4 ..  .. 36
ニューカレドニア 21 30 S, 165 30 E 18,580 0.3 39.2 2,254 0 11 1 ..  .. 157
ニュージーランド 41 00 S, 174 00 E 267,710 5.6 31.0 15,134 0 45 5 1.5 34.7 418
ニカラグア 13 00 N, 85 00 W 130,000 15.9 42.7 910 1,231 11 3 0.0 15.4 192
ニジェール 16 00 N, 8 00 E 1,267,000 11.4 1.0 0 5,697 9 0 .. 1.1 896
ナイジェリア 10 00 N, 8 00 E 923,770 33.5 12.2 853 4,047 36 3 0.4 21.2 380
北マリアナ諸島  460 0.0 69.2 .. .. .. .. ..  .. 16
ノルウェー 62 00 N, 10 00 E 323,800 2.8 30.8 2,650 2,542 67 8 1.4 30.2 507
オマーン 21 00 N, 57 00 E 309,500 0.1 0.0 2,092 1,374 6 2 .. 11.3 462
パキスタン 30 00 N, 70 00 E 796,100 27.6 2.5 1,046 6,774 91 2 1.1 33.5 661
パラオ 7 30 N, 134 30 E 460 8.7 87.0 1,519 0 1 1 ..  .. 11
パナマ 9 00 N, 80 00 W 75,520 7.4 57.7 2,490 555 53 3 0.5 15.6 179
パプアニューギニア 6 00 S, 147 00 E 462,840 0.5 65.0 5,152 820 21 3 .. .. 536
パラグアイ 23 00 S, 58 00 W 406,750 7.7 46.5 0 3,995 12 0 0.0  363
ペルー 10 00 S, 76 00 W 1,285,220 2.9 53.7 2,414 7,461 54 2 0.2 6.2 690
フィリピン 13 00 N, 122 00 E 300,000 19.1 24.0 36,289 0 83 6 0.3 67.1 555
ポーランド 52 00 N, 20 00 E 312,690 39.6 30.0 491 3,056 83 4 7.5 138.5 237
プルトガル 39 30 N, 8 00 W 92,120 16.8 41.3 1,793 1,214 43 4 3.0 85.8 237
プエルトリコ 18 15 N, 66 30 W 8,950 8.0 46.0 501 0 17 3 1.1 289.1 60
カタール 25 30 N, 51 15 E 11,000 1.6 .. 563 60 3 1 .. .. 55
ルーマニア 46 00 N, 25 00 E 238,390 40.4 27.7 225 2,508 25 4 5.0 86.4 246
ロシア 60 00 N, 100 00 E 17,098,240 7.4 49.4 37,653 20,097 616 10 0.5 3.3 4,322
ルワンダ 2 00 S, 30 00 E 26,340 48.6 19.5 0 893 4 0 .. 56.8 65
サモア 13 35 S, 172 20 W 2,840 21.2 60.4 403 0 3 1 .. 82.6 51
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（鉄道

km/100km2）
（2000-06 年 a）

道路密度
（道路

km/100km2）
（2000-06 年 a）

首都までの平
均距離（kms）
（2000 年）

サンマリノ 43 46 N, 12 25 E 60 16.7 .. 0 39 0 0 ..  .. 3
サントメ・プリンシペ 1 00 N, 7 00 E 960 8.3 28.1 209 0 2 1 .. .. 45
サウジアラビア 25 00 N, 45 00 E 2,000,000 1.8 1.4 2,640 4,431 73 4 0.1 7.6 593
セネガル 14 00 N, 14 00 W 196,720 12.8 45.0 531 2,640 9 1 0.5 7.1 328
セルビア  88,361 0.0 .. .. .. .. .. 4.3 .. .. 
セーシェル 4 35 S, 55 40 E 460 2.2 87.0 491 0 8 1 .. 99.6 413
シエラレオネ 8 30 N, 11 30 W 71,740 8.0 38.5 402 958 1 3 .. 15.8 170
シンガポール 1 22 N, 103 48 E 699 0.9 2.9 193 0 9 1 .. 462.7 11
スロバキア共和国 48 40 N, 19 30 E 49,030 28.9 40.1 0 1,524 18 0 7.6 89.4 199
スロベニア 46 07 N, 14 49 E 20,270 8.7 62.8 47 1,382 6 1 6.1 190.9 65
ソロモン諸島 8 00 S, 159 00 E 28,900 0.6 77.6 5,313 0 2 5 .. 0.0 214
ソマリア 10 00 N, 49 00 E 637,660 1.7 11.4 3,025 2,340 7 5 .. .. 623
南アフリカ 29 00 S, 24 00 E 1,219,090 12.1 7.6 2,798 4,862 146 6 1.7 30.0 608
スペイン 40 00 N, 4 00 W 505,370 27.4 35.9 4,964 1,918 96 8 3.0 133.5 306
スリランカ 7 00 N, 81 00 E 65,610 14.2 29.9 1,340 0 14 2 2.2 150.5 157
セントクリストファー・ネ
イビス

17 20 N, 62 45 W 260 19.4 13.9 135 0 2 2 13.9 .. 8

セントルシア 13 53 N, 60 58 W 620 6.6 27.9 158 0 2 3 .. .. 15
セントビンセント・グレナ
ディーン

13 15 N, 61 12 W 390 17.9 28.2 84 0 5 1 .. 212.6 11

スーダン 15 00 N, 30 00 E 2,505,810 7.2 28.4 853 7,687 15 1 0.3 0.0 699
スリナム 4 00 N, 56 00 W 163,270 0.4 94.7 386 1,703 5 1 .. 2.8 248
スワジランド 26 30 S, 31 30 E 17,360 10.3 31.5 0 535 1 0 1.8 20.9 64
スウェーデン 62 00 N, 15 00 E 450,290 6.6 67.1 3,218 2,233 155 9 2.8 103.6 439
スイス 47 00 N, 8 00 E 41,280 10.3 30.5 0 1,852 42 0 12.1 178.0 99
シリア 35 00 N, 38 00 E 185,180 26.5 2.5 193 2,253 26 2 1.5 51.6 289
台湾 23 30 N, 121 00 E 35,980 0.0 .. 1,566 0 38 5 7.8 115.6 168
タジキスタン 39 00 N, 71 00 E 142,550 6.6 2.9 0 3,651 17 0 0.3 19.8 240
タンザニア 6 00 S, 35 00 E 947,300 4.5 39.9 1,424 3,861 11 3 0.4 8.9 395
タイ 15 00 N, 100 00 E 513,120 27.7 28.4 3,219 4,863 66 4 0.8 11.2 428
東ティモール 8 50 S, 125 55 E 14,870 8.2 53.7 706 228 3 1 .. .. .. 
トーゴ 8 00 N, 1 10 E 56,790 46.1 7.1 56 1,647 2 2 1.0 .. 300
トンガ 20 00 S, 175 00 W 750 20.8 5.6 419 0 1 1 ..  .. 108
トリニダード・トバゴ 11 00 N, 61 00 W 5,130 14.6 44.1 362 0 3 3 .. .. 48
チュニジア 34 00 N, 9 00 E 163,610 18.0 6.8 1,148 1,424 14 4 1.4 12.4 335
トルコ 39 00 N, 35 00 E 783,560 31.0 13.2 7,200 2,648 89 8 1.1 55.5 442
トルクメニスタン 40 00 N, 60 00 E 488,100 4.7 8.8 0 3,736 22 0 0.5 .. 344
ウガンダ 1 00 N, 32 00 E 241,040 26.4 18.4 0 2,698 5 0 0.6 35.9 223
ウクライナ 49 00 N, 32 00 E 603,550 56.0 16.5 2,782 4,663 193 8 3.9 29.2 373
アラブ首長国連邦 24 00 N, 54 00 E 83,600 0.8 3.7 1,318 867 23 7 .. .. 141
イギリス 54 00 N, 2 00 W 243,610 23.7 11.8 12,429 360 334 8 6.8 160.2 361
アメリカ 38 00 N, 97 00 W 9,632,030 19.0 33.1 19,924 12,034 5119 12 2.5 70.2 2,595
ウルグアイ 33 00 S, 56 00 W 176,220 7.8 8.6 660 1,648 8 5 1.2 34.3 275
ウズベキスタン 41 00 N, 64 00 E 447,400 11.0 7.7 0 6,221 34 0 0.9 .. 564
バヌアツ 16 00 S, 167 00 E 12,190 1.6 36.1 2,528 0 3 3 .. .. 250
ベネズエラ 8 00 N, 66 00 W 912,050 2.9 54.1 2,800 4,993 129 5 0.1 .. 549
ベトナム 16 00 N, 106 00 E 329,310 21.3 41.7 3,444 4,639 26 2 0.8 71.7 646
バージン諸島 18 20 N, 64 50 W 350 5.7 28.6 188 0 2 2 ..  .. 10
ヨルダン西岸ガザ 32 00 N, 35 15 E 6,020 17.8 1.5 0 404 3 0 .. 83.0 .. 
イエメン共和国 15 00 N, 48 00 E 527,970 2.9 1.0 1,906 1,746 16 2 .. .. 406
ザンビア 15 00 S, 30 00 E 752,610 7.1 57.1 0 5,664 10 0 0.3 12.3 436
ジンバブエ 20 00 S, 30 00 E 390,760 8.3 45.3 0 3,066 17 0 0.8 25.1 285

a．指定した期間中で最新のデータ．
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都市化 人口密度 農村対都市の格差

国

集積指数
（最低 0-
最高 100）

（2000 年）

都市人口
シェア（％）
（2000 年）

都市人口
シェア（％）
（2005 年）

都市人口
シェア（％）
（2015 年）

人口密度
（人 /km2）
（2006 年）

百万人以上の
都市の人口

シェア（％）
（2005 年）

最大都市の
人口シェア

（％）
（2005 年）

水アクセスの
ある都市人口
シェア（％）
（2004 年）

水アクセスの
ある農村人口
シェア（％）
（2004 年）

衛生サービスの
ある都市人口
シェア（％）
（2004 年）

衛生サービスの
ある農村人口
シェア（％）
（2004 年）

アフガニスタン 25.0 21.3 22.9 27.1   ..   ..   .. 63 31 49 29
アルバニア 52.7 41.8 45.4 52.8 115   ..   .. 99 94 99 84
アルジェリア 58.7 59.8 63.3 69.3 14 9.7 15.4 88 80 99 82
アメリカ領サモア   .. 88.8 91.3 94.1 292   ..   ..   ..   ..   ..   ..
アンドラ   .. 92.4 90.6 87.8 141   ..   .. 100 100 100 100
アンゴラ 26.8 50.0 53.3 59.7 13 17.2 32.2 75 40 56 16
アンティグア・バーブーダ   .. 37.3 39.1 44.7 189   ..   .. 95 89 98 94
アルゼンチン 72.1 89.2 90.1 91.6 14 39.1 35.9 98 80 92 83
アルメニア 69.6 65.1 64.1 64.1 107 36.5 57.0 99 80 96 61
アルバ   .. 46.7 46.6 47.6 557   ..   .. 100 100   ..   ..
オーストラリア 75.9 87.2 88.2 89.9 3 60.4 24.1 100 100 100 100
オーストリア 67.9 65.8 66.0 67.7 100 27.4 41.6 100 100 100 100
アゼルバイジャン 48.7 50.9 51.5 52.8 102 22.1 42.9 95 59 73 36
バハマ 57.8 88.8 90.4 92.2 32   ..   .. 98 86 100 100
バーレーン 94.9 94.6 96.5 98.2 1021   ..   .. 100   .. 100   ..
バングラディシュ 48.0 23.2 25.1 29.9 1178 11.8 32.3 82 72 51 35
バルバドス 91.3 49.9 52.7 58.8 679   ..   .. 100 100 99 100
ベラルーシ 60.6 70.0 72.3 76.7 47 18.2 25.2 100 100 93 61
ベルギー 89.8 97.1 97.2 97.5 347 9.7 9.9 100   ..   ..   ..
ベリーズ 1.8 47.7 48.3 51.2 13   ..   .. 100 82 71 25
ベニン 37.5 38.4 40.1 44.6 77   ..   .. 78 57 59 11
バミューダ   .. 100.0 100.0 100.0 1271   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ブータン 3.8 9.6 11.1 14.8 14   ..   .. 86 60 65 70
ボリビア 55.7 61.8 64.2 68.8 8 31.0 25.9 95 68 60 22
ボスニアヘルツェゴビナ 37.7 43.2 45.8 51.8 76   ..   .. 99 96 99 92
ボツワナ 27.9 53.3 57.4 64.6 3   ..   .. 100 90 57 25
ブラジル 63.6 81.2 84.2 88.2 22 36.9 11.7 96 57 83 37
ブルネイ・ダルサラーム 63.8 71.2 73.5 77.6 71   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ブルガリア 64.9 68.9 70.0 72.8 71 14.1 20.2 100 97 100 96
ブルキナファソ 12.8 16.6 18.3 22.8 51   .. 36.3 94 54 42 6
ブルンジ 31.7 8.6 10.0 13.5 306   ..   .. 92 77 47 35
カンボジア 23.8 16.9 19.7 26.1 79 9.8 49.6 64 35 53 8
カメルーン 40.2 50.0 54.6 62.7 38 18.2 18.1 86 44 58 43
カナダ 70.5 79.4 80.1 81.4 4 44.5 20.5 100 99 100 99
カーボベルデ 44.4 53.4 57.3 64.3 126   ..   .. 86 73 61 19
ケイマン諸島   .. 100.0 100.0 100.0 173   ..   ..   ..   ..   ..   ..
中央アフリカ共和国 19.7 37.6 38.1 40.4 7   ..   .. 93 61 47 12
チャド 12.1 23.4 25.3 30.5 8   .. 34.6 41 43 24 4
チャネル諸島   .. 30.5 30.5 31.5 782   ..   ..   ..   ..   ..   ..
チリ 74.8 86.0 87.6 90.1 22 34.9 39.8 100 58 95 62
中国 37.2 35.8 40.4 49.2 140 17.7 2.8 93 67 69 28
コロンビア 62.1 71.2 72.7 75.7 41 36.0 23.7 99 71 96 54
コモロ連合   .. 33.8 37.0 44.0 323   ..   .. 92 82 41 29
コンゴ民主共和国 25.6 29.8 32.1 38.6 26 16.2 32.1 82 29 42 25
コンゴ共和国 54.2 58.3 60.2 64.2 11 32.5 54.0 84 27 28 25
コスタリカ 54.0 59.0 61.7 66.9 85 28.1 45.6 100 92 89 97
コートジボワール 35.1 43.1 45.0 49.8 58 19.2 42.8 97 74 46 29
クロアチア 37.3 55.6 56.5 59.5 79   ..   .. 100 100 100 100
キューバ 64.2 75.6 75.5 74.7 103 19.4 25.7 95 78 99 95
キプロス 62.1 68.7 69.3 71.5 82   ..   .. 100 100 100 100
チェコ共和国 73.8 74.0 73.5 74.1 132 11.4 15.6 100 100 99 97
デンマーク 48.8 85.1 85.6 86.9 128 20.1 23.5 100 100   ..   ..
ジブチ 40.6 83.4 86.1 89.6 35   ..   .. 76 59 88 50
ドミニカ   .. 71.1 72.9 76.4 96   ..   .. 100 90 86 75
ドミニカ共和国 71.7 62.4 66.8 73.6 196 21.4 32.0 97 91 81 73
エクアドル 49.2 60.3 62.8 67.6 47 29.9 29.1 97 89 94 82
エジプト 90.4 42.5 42.8 45.4 73 20.5 35.7 99 97 86 58
エルサルバドル 73.7 58.4 59.8 63.2 322 22.7 38.0 94 70 77 39
赤道ギニア 21.4 38.8 38.9 41.1 17   ..   .. 45 42 60 46
エリトリア 21.4 17.8 19.4 24.4 45   ..   .. 74 57 32 3
エストニア 45.3 69.4 69.1 70.1 32   ..   .. 100 99 97 96
エチオピア 11.9 14.9 16.0 19.1 75 3.8 24.1 81 11 44 7
フェロー諸島   .. 36.3 38.8 41.5 35   ..   ..   ..   ..   ..   ..
フィジー 17.7 48.3 50.8 56.1 45   ..   .. 43 51 87 55
フィンランド 52.4 61.1 61.1 62.7 17 20.8 34.0 100 100 100 100
フランス 72.5 75.8 76.7 79.0 111 22.4 21.0 100 100   ..   ..
フランス領ポリネシア 45.8 52.4 51.7 52.3 70   ..   .. 100 100 99 97
ガボン 35.9 80.2 83.6 87.7 5   ..   .. 95 47 37 30
ガンビア 44.0 49.1 53.9 61.8 162   ..   .. 95 77 72 46
グルジア 50.2 52.7 52.2 53.8 64 23.4 44.8 96 67 96 91
ドイツ 79.6 75.1 75.2 76.3 236 7.7 5.5 100 100 100 100
ガーナ 34.1 44.0 47.8 55.1 99 15.5 18.4 88 64 27 11
ギリシャ 57.5 58.8 59.0 61.0 86 29.1 49.3   ..   ..   ..   ..
グリーンランド   .. 81.6 82.9 85.5 0   ..   ..   ..   ..   ..   ..
グレナダ   .. 31.0 30.6 32.2 313   ..   .. 97 93 96 97

表 A.2．　都市化
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都市化 人口密度 農村対都市の格差

国

集積指数
（最低 0-
最高 100）

（2000 年）

都市人口
シェア（％）
（2000 年）

都市人口
シェア（％）
（2005 年）

都市人口
シェア（％）
（2015 年）

人口密度
（人 /km2）
（2006 年）

百万人以上の
都市の人口

シェア（％）
（2005 年）

最大都市の
人口シェア

（％）
（2005 年）

水アクセスの
ある都市人口
シェア（％）
（2004 年）

水アクセスの
ある農村人口
シェア（％）
（2004 年）

衛生サービスの
ある都市人口
シェア（％）
（2004 年）

衛生サービスの
ある農村人口
シェア（％）
（2004 年）

グアム 2.4 93.2 94.1 95.3 312   ..   .. 100 100 99 98
グアテマラ 36.6 45.1 47.2 52.0 117   .. 16.4 99 92 90 82
ギニア 15.0 31.0 33.0 38.1 37 15.8 48.0 78 35 31 11
ギニアビサウ 20.9 29.7 29.6 31.1 57   ..   .. 79 49 57 23
ガイアナ 36.1 28.6 28.2 29.4 4   ..   .. 83 83 86 60
ハイチ 33.9 35.6 38.8 45.5 337 22.9 59.0 52 56 57 14
ホンジュラス 41.6 44.4 46.5 51.4 61   .. 29.2 95 81 87 54
香港 99.8 100.0 100.0 100.0 6539 103.3 103.3   ..   ..   ..   ..
ハンガリー 71.9 64.6 66.3 70.3 113 16.8 25.3 100 98 100 85
アイスランド 57.1 92.3 92.8 93.6 3   ..   .. 100 100 100 100
インド 52.4 27.7 28.7 32.0 368 11.6 5.8 95 83 59 22
インドネシア 55.2 42.0 48.1 58.5 122 11.6 12.5 87 69 73 40
イラン 60.9 64.2 66.9 71.9 42 22.9 15.8 99 84   ..   ..
イラク 69.9 67.8 66.9 66.9    ..   ..   .. 97 50 95 48
アイルランド 45.8 59.2 60.5 63.8 60 24.9 41.2 100   ..   ..   ..
マン島   .. 51.8 51.8 52.8 133   ..   ..   ..   ..   ..   ..
イスラエル 81.3 91.4 91.6 91.9 320 43.5 47.5 100 100 100   ..
イタリア 78.0 67.2 67.6 69.5 199 17.4 8.5 100   ..   ..   ..
ジャマイカ 69.4 51.8 53.1 56.7 245   ..   .. 98 88 91 69
日本 90.9 65.2 65.8 68.2 351 47.8 41.9 100 100 100 100
ヨルダン 77.9 80.4 82.3 85.3 61 23.9 29.0 99 91 94 87
カザフスタン 50.6 56.3 57.3 60.3 6 7.6 13.3 97 73 87 52
ケニア 25.4 19.7 20.7 24.1 63 7.8 37.6 83 46 46 41
キリバス   .. 43.0 47.4 55.4 122   ..   .. 77 53 59 22
朝鮮民主主義人民共和国 46.2 60.2 61.6 65.5 196 18.9 23.0 100 100 58 60
大韓民国 86.4 79.6 80.8 83.1 489 50.6 24.7 97 71   ..   ..
クウェート 85.2 98.2 98.3 98.5 142 71.4 72.6   ..   ..   ..   ..
キルギス共和国 34.0 35.4 35.8 38.1 27   .. 43.3 98 66 75 51
ラオス 13.5 18.9 20.6 24.9 25   ..   .. 79 43 67 20
ラトビア 52.6 68.1 67.8 68.9 37   ..   .. 100 96 82 71
レバノン 79.0 86.0 86.6 87.9 392 44.3 51.2 100 100 100 87
レソト 23.1 17.9 18.7 22.0 65   ..   .. 92 76 61 32
リベリア 17.8 54.3 58.1 64.8 36   .. 46.8 72 52 49 7
リビア 80.4 83.1 84.8 87.4 3 54.3 41.8   ..   .. 97 96
リヒテンシュタイン   .. 15.1 14.6 14.7 217   ..   ..   ..   ..   ..   ..
リトアニア 56.1 67.0 66.6 66.8 54   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ルクセンブルク 75.1 83.8 82.8 82.1 176   ..   .. 100 100   ..   ..
マカオ 58.8 100.0 100.0 100.0 16776   ..   ..   ..   ..   ..   ..
マケドニア 63.5 64.9 68.9 75.2 80   ..   ..   ..   ..   ..   ..
マダガスカル 19.5 26.0 26.8 30.1 32 8.5 31.7 77 35 48 26
マラウイ 23.8 15.1 17.2 22.1 141   ..   .. 98 68 62 61
マレーシア 68.0 61.8 67.3 75.4 78 5.5 8.1 100 96 95 93
モルディブ   .. 27.5 29.6 34.8 984   ..   .. 98 76 100 42
マリ 18.4 27.9 30.5 36.5 10 11.8 38.6 78 36 59 39
マルタ 91.5 93.4 95.3 97.2 1261   ..   .. 100 100 100   ..
マーシャル諸島   .. 65.8 66.7 69.3 351   ..   .. 82 96 93 58
モーリタニア 26.3 40.0 40.4 43.1 3   ..   .. 59 44 49 8
モーリシャス 92.1 42.7 42.4 44.1 612   ..   .. 100 100 95 94
マヨット 0.0   ..   ..   .. 481   ..   ..   ..   ..   ..   ..
メキシコ 68.4 74.7 76.0 78.7 53 35.0 24.8 100 87 91 41
ミクロネシア   .. 22.3 22.3 23.6 157   ..   .. 95 94 61 14
モルドバ 49.4 46.1 46.7 50.0 118   ..   .. 97 88 86 52
モナコ   .. 100.0 100.0 100.0 16667   ..   .. 100   .. 100   ..
モンゴル 34.4 56.6 56.7 58.8 2   .. 59.6 87 30 75 37
モンテネグロ 37.4   ..   ..   .. 44   ..   ..   ..   ..   ..   ..
モロッコ 53.0 55.1 58.7 65.0 68 15.9 17.7 99 56 88 52
モザンビーク 24.1 30.7 34.5 42.4 26 6.4 18.6 72 26 53 19
ミャンマー 33.1 28.0 30.7 37.4 73 8.6 28.0 80 77 88 72
ナミビア 13.3 32.4 35.1 41.1 2   ..   .. 98 81 50 13
ネパール 26.0 13.4 15.8 20.9 189   .. 19.0 96 89 62 30
オランダ 88.2 76.8 80.2 84.9 482 13.8 8.8 100 100 100 100
オランダ領アンティル 81.5 69.3 70.4 73.4 233   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ニューカレドニア 50.6 61.9 63.7 67.4 13   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ニュージーランド 64.7 85.7 86.2 87.4 15 27.8 32.2 100   ..   ..   ..
ニカラグア 48.0 57.2 59.0 63.0 45 21.3 36.2 90 63 56 34
ニジェール 14.3 16.2 16.8 19.3 10   .. 38.1 80 36 43 4
ナイジェリア 40.8 43.9 48.2 55.9 155 13.3 16.0 67 31 53 36
北マリアナ諸島   .. 93.3 94.5 95.9 175   ..   .. 98 97 94 96
ノルウェー 46.8 76.1 77.4 78.6 15   .. 22.4 100 100   ..   ..
オマーン 68.5 71.6 71.5 72.3 8   ..   ..   ..   .. 97   ..
パキスタン 53.6 33.2 34.9 39.6 202 17.8 21.4 96 89 92 41
パラオ   .. 69.6 69.7 70.9 44   ..   .. 79 94 96 52
パナマ 52.6 65.8 70.8 77.9 43 37.6 53.1 99 79 89 51
パプアニューギニア 3.5 13.2 13.4 15.0 13   ..   .. 88 32 67 41
パラグアイ 45.7 55.3 58.5 64.4 15 31.5 53.8 99 68 94 61
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ペルー 52.1 71.6 72.6 74.9 21 26.3 36.3 89 65 74 32
フィリピン 56.1 58.6 62.7 69.6 284 14.2 20.2 87 82 80 59
ポーランド 67.2 61.7 62.1 64.0 125 4.4 7.1 100   ..   ..   ..
プルトガル 62.6 54.4 57.6 63.6 115 38.6 45.4   ..   ..   ..   ..
プエルトリコ 90.3 94.7 97.6 99.3 441 66.6 68.2   ..   ..   ..   ..
カタール 87.1 95.0 95.4 96.2 72   ..   .. 100 100 100 100
ルーマニア 65.2 54.6 53.7 56.1 94 8.9 16.6 91 16 89   ..
ロシア 64.8 73.4 73.0 72.6 9 19.2 10.2 100 88 93 70
ルワンダ 14.3 13.8 19.3 28.7 374   .. 43.7 92 69 56 38
サモア   .. 21.9 22.4 24.9 65   ..   .. 90 87 100 100
サンマリノ 60.0 93.5 97.2 99.3 470   ..   ..   ..   ..   ..   ..
サントメ・プリンシペ 46.2 53.4 58.0 65.8 159   ..   .. 89 73 32 20
サウジアラビア 75.7 79.9 81.0 83.2 12 36.2 22.4 97   .. 100   ..
セネガル 43.0 40.6 41.6 44.7 61 18.3 44.1 92 60 79 34
セルビア 60.5    ..   ..   .. 84   ..   ..   ..   ..   ..   ..
セーシェル   .. 51.1 52.9 58.2 180   ..   .. 100 75   .. 100
シエラレオネ 29.3 37.0 40.7 48.2 78   .. 35.2 75 46 53 30
シンガポール 96.2 100.0 100.0 100.0 6302 99.6 99.6 100   .. 100   ..
スロバキア共和国 59.3 56.3 56.2 58.0 112   ..   .. 100 99 100 98
スロベニア 48.1 50.8 51.0 53.3 99   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ソロモン諸島 6.9 15.7 17.0 20.5 17   ..   .. 94 65 98 18
ソマリア 21.4 33.3 35.2 40.1 13 16.1 45.7 32 27 48 14
南アフリカ 50.2 56.9 59.3 64.1 39 30.0 11.7 99 73 79 46
スペイン 76.7 76.3 76.7 78.3 87 24.0 16.8 100 100 100 100
スリランカ 38.2 15.7 15.1 15.7 304   ..   .. 98 74 98 89
セントクリストファー・ネ
イビス

  .. 32.8 32.2 33.5 185   ..   .. 99 99 96 96

セントルシア 75.4 28.0 27.6 29.0 270   ..   .. 98 98 89 89
セントビンセント・グレナ
ディーン

  .. 44.4 45.9 50.0 305   ..   ..   .. 93   .. 96

スーダン 31.9 36.1 40.8 49.4 16 12.2 30.0 78 64 50 24
スリナム 70.4 72.1 73.9 77.4 3   ..   .. 98 73 99 76
スワジランド 20.2 23.3 24.1 27.5 66   ..   .. 87 54 59 44
スウェーデン 54.4 84.0 84.2 85.1 22 18.9 22.5 100 100 100 100
スイス 75.8 73.1 75.2 78.8 186 15.4 20.5 100 100 100 100
シリア 57.2 50.1 50.6 53.4 103 25.4 26.4 98 87 99 81
台湾 84.1   ..   ..   .. 705   ..   ..   ..   ..   ..   ..
タジキスタン 36.2 25.9 24.7 24.6 47   ..   .. 92 48 70 45
タンザニア 28.2 22.3 24.2 28.9 43 7.0 28.7 85 49 53 43
タイ 35.6 31.1 32.3 36.2 123 10.5 32.4 98 100 98 99
東ティモール 0.0 24.5 26.5 31.2 66   ..   .. 77 56 66 33
トーゴ 35.7 36.6 40.1 47.4 115 21.4 53.4 80 36 71 15
トンガ   .. 23.2 24.0 27.4 138   ..   .. 100 100 98 96
トリニダード・トバゴ 81.6 10.8 12.2 15.8 258   ..   .. 92 88 100 100
チュニジア 48.7 63.4 65.3 69.1 65   ..   .. 99 82 96 65
トルコ 60.1 64.7 67.3 71.9 94 25.6 20.0 98 93 96 72
トルクメニスタン 42.6 45.1 46.3 50.8 10   ..   .. 93 54 77 50
ウガンダ 28.0 12.1 12.6 14.5 147 4.6 36.2 87 56 54 41
ウクライナ 63.9 67.2 67.8 70.2 81 13.1 8.4 99 91 98 93
アラブ首長国連邦 61.0 77.4 76.7 77.4 49 32.4 42.2 100 100 98 95
イギリス 84.4 89.4 89.7 90.6 249 26.1 15.7 100 100   ..   ..
アメリカ 71.9 79.1 80.8 83.7 32 43.3 7.8 100 100 100 100
ウルグアイ 64.1 91.4 92.0 93.1 19 38.2 41.6 100 100 100 99
ウズベキスタン 54.2 37.3 36.7 38.0 62 8.3 22.7 95 75 78 61
バヌアツ   .. 21.7 23.5 28.1 18   ..   .. 86 52 78 42
ベネズエラ 80.5 91.1 93.4 95.9 30 36.9 11.7 85 70 71 48
ベトナム 47.1 24.3 26.4 31.6 268 13.4 23.1 99 80 92 50
バージン諸島   .. 92.6 94.2 96.0 311   ..   ..   ..   ..   ..   ..
ヨルダン西岸ガザ 57.9 71.5 71.6 72.9 602   ..   .. 94 88 78 61
イエメン共和国 23.0 25.4 27.3 31.9 40 8.5 31.3 71 65 86 28
ザンビア 30.8 34.8 35.0 37.0 15 11.0 31.4 90 40 59 52
ジンバブエ 33.4 33.8 35.9 40.9 34 11.5 32.2 98 72 63 47
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先進地区
（所得，消費，GDP など 1 人当たりの福祉にかかわる指標が最高の地区）

後進地区
（所得，消費，GDP など 1 人当たりの福祉にかかわる指標が最低の地区）

国 地区名

貧困率（％）
（1995-

2006 年 a）

貧困層の対
全国シェア

（％）（1995-
2006 年 a）

福祉指標の
対全国比

（％）（1995-
2006 年 a） 面積（km2）

人口密度
（人 /km2） 地区名

貧困率（％）
（1995-

2006 年 a）

貧困層の対
全国シェア

（％）（1995-
2006 年 a）

福祉指標の
対全国比

（％）（1995-
2006 年 a） 面積（km2）

人口密度
（人 /km2）

アルバニア Tirane 21.8 13.0 111 1,193 439 Bulqize 56.2 2.8 66 718 60
アルゼンチン Ciudad 

Autonoma de 
Buenos Aires

18.7 5.4 256 203 13,676 Santiago del 
Estero

31.4 2.6 38 136,351 6

アルメニア Yerevan 44.7 34.2 124 210 5,196 Armavir 52.0 9.3 68 1,241 20
オーストラリア Australian 

Capital 
Territory

14.8 0.9 139 2,432 129 Tasmania 31.1 2.8 89 68,127 7

アゼルバイジャン Baku 49.0 25.1 109 2,130 944 Nakhchivan AR 45.0 4.1 90 5,500 65
バングラディシュ Dhaka 46.7 30.0 157 30,772 1,257 Rajshahi 56.7 28.2 22 13,218 2,269
ベラルーシ Minsk 13.3 14.4 107 40,800 38 Gomel 17.3 18.5 93 40,400 38
ベリーズ Belize 24.5 21.8 123 4,204 16 Toledo 57.6 17.5 74 4,649 5
ベニン Littoral 8.9 2.5 185 79 6,795 Mono 58.6 8.5 64 1,396 201
ボリビア Santa Cruz 40.6 17.8 131 370,621 5 Potosi 76.6 11.8 56 118,218 6
ブラジル Sao Paulo 17.8 12.6 154 248,177 149 Piaui 57.1 3.1 31 251,312 11
ブルガリア Sofia-city 3.2 4.4 111 1,349 858 Kardzhali 19.3 3.7 81 3,209 50
ブルキナファソ Centre 22.3 4.9 197 2,805 413 Centre Sud 66.1 6.1 61 11,313 43
ブルンジ Muramvya 37.6 3.5 141 696 363 Ruyigi 55.4 6.2 62 2,339 130
カンボジア Phnom Penh 11.9 3.6 249 375 2,547 Siemreap 53.7 11.8 63 10,299 67
カメルーン Douala (capital 

of Littoral)
10.9 2.6 183     ..     .. Extreme-Nord 56.3 24.9 67 34,246 80

カナダ Alberta 13.3 8.6 111 661,848 5 Newfoundland 18.7 1.9 77 405,212 1
チャド Ennedi 21.0 0.01 295     ..     .. Mayo-Dala 79.0 4.9 68      ..    ..
チリ Region 

Metropolitana
13.5 28.9 130 15,782 384 Maule 23.1 7.4 70 30,518 30

コスタリカ Central 17.1 34.8 117 10,669 47 Huetar Atlantic 23.6 10.8 38 9,189 12
コートジボアール Lagunes 17.9 6.1 160 14,200 230 Marahoue 56.4 5.4 62 8,500 59
クロアチア Grad Zagreb 2.7 4.1 133 641 1,216 Viroviticko-

Podravska 
zupanija

19.8 3.6 68 2,024 46

ジブチ Ali Sabieh 92.4 7.0 192 2,600 6 Djibouti 36.2 58.3 92 600 528
ドミニカ共和国 Distrito 

Nacional
21.5 6.2 159 91 9,897 Elias Pina 74.0 1.5 39 1,397 46

エクアドル Pichincha 5.1 7.9 144 9,110 259 Pastaza 34.7 1.6 49 29,774 2
エルサルバドル San Salvador 6.8 12.6 151 886 1,668 Cabanas 32.6 5.5 45 1,104 123
エストニア Harjumaa 7.9 33.7 228 4,333 120 Hiiumaa 11.4 1.0 2 1,023 10
エチオピア Addis Ababa 

City
57.0 4.0 197 530 4,574 Benishangul 

Gumuz
71.0 1.1 72 49,289 11

ガボン Estuaire 23.0 35.8 121 20,740 29 Ogooue-Ivindo 59.9 7.4 55 46,075 1
ガンビア Banjul 50.0 19.2 183 88 4,060 Upper River 80.0 15.7 52 2,070 88
ガーナ Greater Accra 2.4 1.4 182 2,593 1,121 Upper East 79.6 14.9 35 8,842 104
グアテマラ Guatemala 11.7 4.6 212 2,126 810 San Marcos 86.7 12.5 39 3,791 166
ギニア Conakry 24.4 7.6 140 308 3,523 Labe 66.3 15.1 75 24,144 33
ハイチ Ouest 57.0 25.7 162 4,595 543 Nord-Est 94.0 4.2 41 1,698 147
ホンジュラス Islas de la Bahia 57.6 0.4 154 261 120 Lempira 94.7 5.2 43 4,290 57
インド Kerala 15.0 1.7 140 38,863 819 Bihar 41.4 12.2 76 99,200 837
インドネシア Jakarta 4.3 0.8 289 664 12,516 Jawa Central 28.4 18.3 16 32,549 930
ジャマイカ Saint Andrew 

and Kingston
16.4 16.8 138 431 1,282 Saint Ann 33.8 10.3 61 1,213 136

ヨルダン Amman 7.8 28.6 124 8,231 236 Al-Mafraq 29.2 13.5 72 26,435 9
ケニア Nairobi 

Province
44.0 6.5 244 684 3,133 Eastern 

Province
57.6 18.5 65 159,891 29

キルギス共和国 Chuy Oblast 33.1 9.4 136 20,200 38 Naryn 98.1 9.0 65 45,200 6
マダガスカル Antananarivo 61.7 25.3 158 58,283 79 Fianarantsoa 81.1 24.4 65 102,373 33
マラウイ Southern 

Region
68.1 48.7 119 31,754 146 Northern 

Region
62.5 11.9 81 26,931 46

マリ Bamako 28.2 5.2 174 267 3,952 Sikasso 76.4 21.7 78 71,741 24
モーリタニア Nouakchott 29.0 15.3 130 1,000 498 Guidimakha 71.6 10.8 60 10,300 14
メキシコ Distrito Federal 31.8 5.6 182 1,479 5,896 Oaxaca 68.0 4.8 49 93,952 37
モンゴル Ulaanbaatar 26.0 22.5 116 .. .. West 49.0 23.8 79 .. ..
モロッコ Grand 

Casablanca
4.0 3.0 159 1,615 1,870 Gharb-

Chrarda-Beni 
Hssen

23.3 9.2 47 8,805 182

モザンビーク Maputo (city) 47.8 4.2 192 602 1,631 Inhambane 82.6 8.6 70 68,615 17
ナミビア Khomas 23.5 5.1 274 36,805 7 Ohangwena 85.8 16.9 38 10,582 22
ネパール Western 27.1 17.1 119 29,398 155 Far Western 41.0 12.4 76 19,539 112
ニカラグア Managua 3.6 4.3 161 3,465 314 Esteli 23.4 4.5 21 2,230 78
ニジェール Niamey 26.2 2.7 180 670 1,065 Maradi 80.4 26.2 64 38,581 58
ナイジェリア Bayelsa 26.2 0.6 162 9,363 182 Jigawa 89.5 5.4 36 23,415 186
パキスタン Punjab 32.4 54.1 104 205,344 359 Azad Kashmir 15.6 1.0 85 11,639 241
パナマ Panamá 22.7 29.0 127 9,633 140 Ngöbe Buglé 98.7 10.3 15 6,673 16
パラグアイ Asuncion 24.8 6.2 135 117 4,244 San Pedro 51.1 8.1 72 20,002 16
ペルー Lima 24.5 16.8 137 32,137 254 Huancavelica 88.7 3.5 39 22,131 21
フィリピン National 

Capital region 
(NCR)

5.7 2.6 216 630 15,766 Region V (Bicol 
region)

49.0 10.5 63 14,544 321

ポーランド Mazowieckie 10.8 9.1 163 35,728 142 Lubelskie 21.2 7.9 67 25,115 89

表 A.3．　地域開発



���主要指標

先進地区
（所得，消費，GDP など 1 人当たりの福祉にかかわる指標が最高の地区）

後進地区
（所得，消費，GDP など 1 人当たりの福祉にかかわる指標が最低の地区）

国 地区名

貧困率（％）
（1995-

2006 年 a）

貧困層の対
全国シェア

（％）（1995-
2006 年 a）

福祉指標の
対全国比

（％）（1995-
2006 年 a） 面積（km2）

人口密度
（人 /km2） 地区名

貧困率（％）
（1995-

2006 年 a）

貧困層の対
全国シェア

（％）（1995-
2006 年 a）

福祉指標の
対全国比

（％）（1995-
2006 年 a） 面積（km2）

人口密度
（人 /km2）

ルーマニア Bucharest 3.0 2.2 216 1,821 1,186 North-East 25.0 31.4 69 36,850 100
ロシア連邦 Saint 

Petersburg
7.8 1.1 117 23,900 197 Republic Tyva 66.5 0.6 56 37,300 8

ルワンダ Prefecture de 
la Ville de Kigali

12.3 0.6 379 313 753 Gikongoro 77.2 8.0 70 1,974 237

シエラレオネ Western Area 80.8 19.0 200 557 1,707 Eastern 80.0 23.5 65 15,553 76
スロバキア共和国 Bratislava 9.4 10.3 172 2,052 292 Presov 9.7 14.0 73 8,981 88
南アフリカ Gauteng 19.0 6.6 186 17,010 520 Northern 

Province 
(Limpopo)

77.0 18.0 46 123,910 40

スリランカ Colombo 6.0 3.7 179 642 3,480 Monaragala 37.0 4.0 51 7,133 56
タジキスタン Dushanbe 

(City)
43.5 6.9 144 300 1,873 Khatlon 

(Qurghonteppa)
73.3 44.8 79 24,600 87

タンザニア Dar Es Salaam 19.1 4.3 188 1,393 1,793 Rukwa 36.4 3.8 68 68,635 17
タイ Krung Thep 

Maha Nakhon 
(Bangkok)

0.5 1.2 174 1,569 13,016 Nong Bua Lam 
Phu

35.2 2.1 39 3,859 125

トルクメニスタン Lebap 28.5 17.4 116 93,800 11 Ahal 34.8 12.4 79 95,400 6
ウガンダ Central 22.3 17.1 146 .. .. Northern 63.3 29.9 54      ..    ..
アメリカ New Jersey 8.7 1.9 129 20,168 429 Mississippi 21.0 1.5 73 123,515 23
ベネズエラ Capital 15.0 13.6 126 9,880 518 Zuliana 25.2 15.7 83 63,100 56
ベトナム Ho Chi Minh 

city
5.3 1.0 241 2,090 2,409 Lai Chau 79.8 1.7 46 9,065 65

イエメン Sana’a 16.6 4.2 184 380 4,827 Al Jawf 40.8 2.7 71 39,500 12
ザンビア Lusaka 52.0 10.0 170 21,898 64 Western 89.0 9.4 59 126,386 6

a．指定した期間中で最新のデータ．
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人 アイデア 貿易

国

当該国訪問
に査証が必
要な国（数）
（2004 年）

当該国民に
よる訪問に
査証を要求
する国（数）
（2004 年）

旅券取得
コスト

（対 1 人当たり
GDP 比 ,％）

（2005 年）

国際移住
ストック
（対人口

比％）
（2005 年）

国際通話量
（1 人当たり分）

（2000
-06 年 a）

国際インター
ネット帯域幅

（1人当たりビット）
（2000
-06 年 a）

アメリカ向け国
際電話料

（3 分当たりドル）
（2000
-06 年 a）

貿易の対
GDP 比（％）

（2000
-06 年 a）

輸送問題の
指数

（2006 年）

平均関税率
（％）

（2006 年）

対近隣諸国
貿易の

シェア（％）
（2000-05

年平均）
アフガニスタン 192 168    .. 0.1 0.6 0.2 0.39 68.1 174 11.2 ..
アルバニア 142 159 2.2 2.6 160.0 3.8 1.34 74.2 70 7.6 71.9
アルジェリア 183 157    .. 0.7 16.9 4.8 2.08 71.4 114 3.0 10.5
アメリカ領サモア 192 156    .. 35.0     .. ..   .. ..   .. .. 0.0
アンドラ 132 89    .. 79.1     .. 6344.4   .. ..   .. .. 0.0
アンゴラ 191 162 4.9 0.4 6.7 11.5 3.23 111.7 164 .. ..
アンティグア・バーブーダ 105 121 0.2 22.0 596.4 16588.0   .. 130.8 55 .. 17.4
アルゼンチン 124 88 0.7 3.9 32.5 689.9   .. 43.9 107 15.8 35.9
アルメニア 162 144 0.0 7.8 127.8 22.5 2.42 58.5 118 3.3 10.4
アルバ  ..  ..    .. 24.4     .. 1794.6   .. ..   .. .. 5.4
オーストラリア 161 59 0.4 20.2 213.8 11593.4 0.68 42.1 34 1.8 0.0
オーストリア 132 57 0.3 15.0 264.7 6633.5 0.71 109.7 12 0.0 81.3
アゼルバイジャン 181 143 2.5 2.2 32.6 35.7 4.18 111.3 173 ,, 26.7
バハマ 119 119 0.2 9.8 585.0 278.4   .. ..   .. 55.0 0.0
バーレーン 140 139 0.3 40.7 587.1 564.3 1.74 127.0   .. 3.7 23.7
バングラディシュ 19 155 5.2 0.7 6.4 8.0 2.02 44.2 112 32.6 8.9
バルバドス 72 113 0.7 9.7 565.2 2055.3 1.95 117.8 8.0 22.6
ベラルーシ 179 141    .. 12.2 64.0 191.7 1.90 124.1 137 7.2 68.9
ベルギー 132 54 0.3 6.9 316.3 11278.5 0.75 172.8 48 73.8
ベリーズ 120 127 0.4 13.9 178.2 604.8 2.59 125.4 116 14.1
ベニン 167 144 8.6 2.1 6.4 5.4 4.80 39.6 124 24.5 20.4
バミューダ  ..  ..    .. 29.6 8699.1   .. ..   .. .. 0.0
ブータン 191 153    .. 1.5 40.9 33.9 0.66 76.8 149 1.5 ..
ボリビア 140 110 6.7 1.3 48.7 43.3 1.89 75.1 115 2.1 50.8
ボスニアヘルツェゴビナ 154 154 7.0 1.0 207.6 39.6 3.62 72.3 53 0.0 57.9
ボツワナ 139 138 0.1 4.5 74.1 16.1 2.88 83.8 145 .. 50.2
ブラジル 140 85 1.3 0.3 11.7 149.9 0.71 26.4 93 .. 13.2
ブルネイ・ダルサラーム 157 89 33.2 142.7 1453.1   .. 96.2 36 .. 7.3
ブルガリア 147 103 0.7 1.3 71.7 1756.1 0.57 147.0 89 2.4 25.5
ブルキナファソ 175 147 12.7 5.8 10.8 15.0 1.14 35.8 170 12.7 40.7
ブルンジ 191 163 50.9 1.3 1.6 0.5 2.45 58.7 167 .. 14.8
カンボジア 191 159    .. 2.2 9.5 1.3 2.94 144.6 139 21.6 10.2
カメルーン 184 157 11.4 0.8 8.8 8.7   .. 52.7 132 .. 12.4
カナダ 149 57 0.3 18.9 438.7 6731.9   .. 72.0 39 1.3 73.0
カーボベルデ 174 145    .. 2.2 139.5 46.3 6.08 74.6 51 .. 1.1
ケイマン諸島 121 156    .. 35.8 1630.2 ..   .. ..   .. .. 0.0
中央アフリカ共和国 173 153 17.7 1.9 2.3 0.4 1.99 35.5 172 19.4 16.1
チャド 181 154 60.2 4.5 2.0 0.5 9.11 97.3 157 ..
チャネル諸島  ..  ..    .. 45.8     .. .. 2.90 ..   .. .. 0.0
チリ 114 84 1.5 1.4 48.3 779.6 2.18 76.3 43 1.6 12.4
中国 191 161 2.9 0.0 7.3 195.7 2.90 72.4 42 –16.2 15.4
コロンビア 64 150 1.5 0.3 68.2 560.2   .. 47.3 105 8.8 19.2
コモロ連合 192 158    .. 11.2 33.1 3.3   .. 47.3 119 .. 0.0
コンゴ民主共和国 190 162 125.0 0.9 5.3 0.1   .. 70.4 154 27.4 ..
コンゴ共和国 169 151 8.5 7.2     .. 0.3 5.39 137.0 171 6.6 ..
コスタリカ 125 100 0.4 10.2 126.8 176.2 1.93 105.5 54 5.0 7.6
コートジボワール 169 145    .. 13.1 16.9 3.0 2.25 92.3 147 43.6 20.2
クロアチア 131 105 2.0 14.9 231.2 1073.7   .. 104.6 96 1.6 50.0
キューバ 169 153    .. 0.7 30.6 13.8 7.49 ..   .. .. 0.4
キプロス 137 80 0.3 15.3 693.2 593.8 0.33 ..   .. 0.7 8.5
チェコ共和国 136 95 0.1 4.4 94.8 2169.8 1.06 148.3 30 0.0 61.8
デンマーク 132 53 0.4 7.2 318.0 34796.1 0.89 100.8 2 .. 74.9
ジブチ 192 159    .. 2.6 26.7 56.0 4.73 97.2 66 .. ..
ドミニカ 0 130 1.0 6.3 .. 419.8   .. 107.2 80 .. 30.5
ドミニカ共和国 130 152    .. 1.7 218.5 6.1 0.22 73.5 35 13.9 ..
エクアドル 27 139 3.6 0.9 215.6 227.2 1.75 67.5 131 15.4
エジプト 60 156 1.9 0.2 30.1 126.4 1.45 61.5 26 6.4 5.4
エルサルバドル 120 108 0.4 0.3 409.9 22.9 2.40 74.0 68 6.0 29.1
赤道ギニア 191 159    .. 1.2     .. 34.7   .. 144.7 133 .. ..
エリトリア 190 163    .. 0.3 8.7 1.7 3.59 58.1 159 .. 4.5
エストニア 132 98 0.2 15.0 109.0 11174.9 0.90 169.3 7 0.0 54.6
エチオピア 190 163 31.1 0.8 3.5 0.1 4.01 57.5 150 26.6 6.6
フェロー諸島  ..  ..    .. 11.1     .. 3312.6   .. ..   .. .. 3.1
フィジー 94 131 1.6 2.0 112.1 87.0 2.84 127.6 111 15.9 1.3
フィンランド 132 55 0.2 3.0 178.3 4311.2 1.80 82.3 5 0.0 65.4
フランス 132 54 0.2 10.6 182.8 3285.5 0.84 55.1 25 0.0 62.4
フランス領ポリネシア  ..  ..    .. 13.1     .. 887.2 3.67 29.1   .. .. 0.0
ガボン 174 156    .. 17.7 74.0 152.6 2.77 89.1 106 .. 2.4
ガンビア 41 135 6.0 15.3     .. 5.6 1.81 110.2 73 .. 4.1
グルジア 131 143    .. 4.3 57.5 7.2 0.68 89.9 64 4.0 39.4

表 A.4．　国際統合



���主要指標

人 アイデア 貿易

国

当該国訪問
に査証が必
要な国（数）
（2004 年）

当該国民に
よる訪問に
査証を要求
する国（数）
（2004 年）

旅券取得
コスト

（対 1 人当たり
GDP 比 ,％）

（2005 年）

国際移住
ストック
（対人口

比％）
（2005 年）

国際通話量
（1 人当たり分）

（2000
-06 年 a）

国際インター
ネット帯域幅

（1人当たりビット）
（2000
-06 年 a）

アメリカ向け国
際電話料

（3 分当たりドル）
（2000
-06 年 a）

貿易の対
GDP 比（％）

（2000
-06 年 a）

輸送問題の
指数

（2006 年）

平均関税率
（％）

（2006 年）

対近隣諸国
貿易の

シェア（％）
（2000-05

年平均）
ドイツ 132 54 0.3 12.3 190.8 6863.8 0.43 84.7 10 63.6
ガーナ 171 142 1.4 7.5 20.1 9.3 0.39 103.0 61 28.5 10.7
ギリシャ 132 56 0.4 8.8 181.8 586.5 1.09 45.6 65 0.0 56.4
グリーンランド  ..  .. 1.0 21.4 .. 106.8 2.41 ..  .. .. 0.0
グレナダ 11 127 .. 10.2 624.5 3976.0   .. 109.0 52 .. 25.9
グアム  ..  .. .. 66.9 .. ..   .. ..  .. .. 0.0
グアテマラ 118 110 1.8 0.4 194.7 55.5 1.21 46.2 116 8.9 21.4
ギニア 171 146 .. 4.5 6.8 0.2 4.61 67.4 102 .. 10.1
ギニアビサウ 176 150 .. 1.2 8.9 1.2   .. 95.4 109 .. ..
ガイアナ 158 127 0.6 0.1 118.3 48.7   .. 211.8 101 .. 25.2
ハイチ 4 157 .. 0.4 .. 16.7 2.15 57.3 153 .. ..
ホンジュラス 128 110 3.4 0.4 96.4 6.0 2.52 107.3 103 6.3 20.6
香港 42 89 0.2 43.2 1178.7 13438.6 0.77 399.4 3 .. 49.1
ハンガリー 132 85 0.3 3.1 105.1 993.3 1.01 155.1 45 0.0 26.5
アイスランド 132 59 0.2 7.8 240.0 7289.6 0.84 83.1 11 1.1 0.7
インド 189 160 3.6 0.5 3.0 24.3 1.19 48.8 79 14.6 9.9
インドネシア 162 148 1.9 0.1 5.3 6.8 2.79 56.9 41 3.0 4.1
イラン 188 166 .. 2.9 8.8 53.2 0.55 75.2 135 5.5 4.8
イラク  ..  .. .. 0.1 .. ..   .. .. 175 .. ..
アイルランド 107 57 0.3 14.1 709.5 5911.6 0.71 149.9 20 0.1 60.6
マン島  ..  .. .. 48.6 .. ..   .. ..  .. .. 0.0
イスラエル 123 88 0.3 38.4 364.2 2455.4 0.59 88.4 8 0.7 0.9
イタリア 132 55 0.2 4.3 236.0 2044.0 0.79 56.5 62 .. 59.4
ジャマイカ 80 126 1.4 0.7 233.2 15822.2 0.87 108.8 92 7.7 0.8
日本 137 56 0.2 1.6 43.4 1037.8 1.63 27.3 18 .. 0.0
ヨルダン 61 159 .. 41.1 138.8 57.3 1.44 146.6 59 10.4 31.8
カザフスタン 175 141 .. 16.5 26.4 62.5   .. 91.6 178 6.0 34.4
ケニア 21 140 1.2 1.0 5.6 20.8 3.00 62.2 148 10.2 13.8
キリバス 168 133 .. 2.6 24.2 5.4 8.82 133.3 97 .. 0.0
朝鮮民主主義人民共和国 192 163 .. 0.2 .. ..   .. ..  .. .. ..
大韓民国 89 78 0.3 1.1 91.6 1027.8 0.76 85.3 13 3.4 0.0
クウェート 154 135 .. 65.8 .. 347.9 1.51 98.0 99 1.3 ..
キルギス共和国 144 143 .. 5.6 29.5 38.9 5.40 115.7 177 13.2 35.8
ラオス 192 158 11.8 0.4 6.6 3.5 1.11 78.2 158 .. ..
ラトビア 132 98 .. 19.5 66.7 3229.7 1.63 108.6 19 0.6 55.0
レバノン 100 169 4.0 16.4 279.1 111.0 2.19 63.6 83 7.6 9.9
レソト 127 135 1.5 0.3 18.1 2.2 3.28 149.0 129 49.5 66.4
リベリア 176 151 .. 1.5 .. 0.1   .. 99.6 98 .. ..
リビア 177 163 .. 10.5 65.6 20.6   .. 84.1  .. .. 8.6
リヒテンシュタイン 117 74 .. 33.7 .. 4298.0   .. ..  .. .. ..
リトアニア 132 100 0.4 4.8 49.0 2714.4 1.55 129.8 23 0.5 48.0
ルクセンブルク 132 55 0.0 38.0 1399.1 20459.0 15.96 326.6 32 .. 89.1
マカオ 0 122 .. 55.9 497.2 6491.7 1.12 150.5  .. .. 39.9
マケドニア 148 141 .. 6.0 63.3 16.7   .. 118.3 72 .. 45.8
マダガスカル 0 156 .. 0.3 1.3 1.8 0.59 70.7 126 24.8 0.0
マラウイ 123 139 .. 2.2 4.8 1.5 3.56 46.4 161 .. 16.4
マレーシア 23 63 1.7 6.5 87.9 124.5 0.71 217.0 21 5.6 22.0
モルディブ 3 134 .. 1.0 91.2 179.5 5.86 178.1 110 23.6 10.7
マリ 172 148 .. 0.3 7.4 25.9 12.28 72.3 162 3.8 25.1
マルタ 132 73 0.3 2.6 222.4 4729.1 0.77 179.6  .. 0.1 19.5
マーシャル諸島 162 144 .. 2.6 76.5 26.2   .. .. 46 .. 0.0
モーリタニア 169 141 8.7 2.1 20.3 29.6   .. 113.7 152 .. 2.1
モーリシャス 88 131 0.5 1.7 149.8 153.2 1.59 127.1 17 16.8 0.0
マヨット  ..  .. .. .. .. ..   .. ..  .. .. 0.0
メキシコ 139 92 1.2 0.6 174.0 109.0 0.83 65.1 76 4.1 72.3
ミクロネシア 0 146 2.5 3.2 80.8 54.5 6.00 .. 85 .. 0.0
モルドバ 149 141 .. 11.4 109.9 147.4 1.46 139.2 122 4.1 39.7
モナコ 132 88 .. 75.8 .. ..   .. ..  .. .. ..
モンゴル 174 155 .. 0.4 4.8 13.3 4.92 125.0 168 5.7 64.7
モンテネグロ  ..  .. .. 6.4 .. ..   .. 128.9 113 .. ..
モロッコ 134 147 2.1 0.4 65.1 377.1 1.69 71.4 67 9.4 16.6
モザンビーク 0 158 .. 2.1 12.7 0.9 1.17 88.9 140 .. 43.7
ミャンマー 192 161 2.3 0.2 2.8 1.9 0.17 ..  .. 2.3 ..
ナミビア 141 145 1.0 7.1 58.0 17.8 4.28 110.0 144 31.8 63.1
ネパール 0 158 26.3 3.0 5.6 4.6 2.04 45.3 151 18.2 60.5
オランダ 132 56 0.2 10.0 310.8 20501.3 0.32 140.6 14 0.8 56.4
オランダ領アンティル  ..  .. .. 26.5 .. ..   .. ..  .. .. 0.0
ニューカレドニア  ..  .. .. 18.4 215.0 562.9 3.13 ..  .. .. 0.4
ニュージーランド 146 59 0.2 15.7 361.1 1106.7 1.30 58.2 16 1.7 0.0
ニカラグア 38 116 3.0 0.5 61.7 1.1 3.15 92.1 87 4.6 28.4



��� 世界開発報告 2009

人 アイデア 貿易

国

当該国訪問
に査証が必
要な国（数）
（2004 年）

当該国民に
よる訪問に
査証を要求
する国（数）
（2004 年）

旅券取得
コスト

（対 1 人当たり
GDP 比 ,％）

（2005 年）

国際移住
ストック
（対人口

比％）
（2005 年）

国際通話量
（1 人当たり分）

（2000
-06 年 a）

国際インター
ネット帯域幅

（1人当たりビット）
（2000
-06 年 a）

アメリカ向け国
際電話料

（3 分当たりドル）
（2000
-06 年 a）

貿易の対
GDP 比（％）

（2000
-06 年 a）

輸送問題の
指数

（2006 年）

平均関税率
（％）

（2006 年）

対近隣諸国
貿易の

シェア（％）
（2000-05

年平均）
ニジェール 167 144 19.8 0.9 2.0 2.3 8.77 38.9 163 .. 20.7
ナイジェリア 174 149 10.0 0.7 2.3 1.1 1.49 91.1 138 .. 4.4
北マリアナ諸島 157 153 .. 6.5 .. ..   .. ..  .. .. 0.0
ノルウェー 132 56 0.3 7.4 192.9 9304.8 0.31 75.0 4 0.2 18.8
オマーン 128 141 0.2 24.4 189.1 173.6 1.87 99.2 104 2.8 32.1
パキスタン 184 165 4.2 2.1 10.5 4.6 1.03 38.6 94 13.0 11.1
パラオ 0 148 0.7 15.1 .. ..   .. 153.5 121 .. 0.0
パナマ 130 107 3.2 54.9 286.6 3.64 144.5 9 8.6 9.7
パプアニューギニア 114 138 5.3 0.4 8.0 1.0 4.32 134.8 82 26.4 1.7
パラグアイ 163 103 2.9 31.3 83.1 0.90 115.2 123 8.2 41.4
ペルー 97 135 2.6 0.1 99.1 366.6 1.80 48.5 71 5.7 21.5
フィリピン 44 144 0.8 0.5 28.3 38.0 1.20 94.0 57 20.4 0.0
ポーランド 132 86 0.5 1.8 60.6 560.2 1.35 82.0 40 0.4 52.7
プルトガル 132 57 0.4 7.2 178.1 829.0 1.04 70.0 31 0.0 28.2
プエルトリコ  ..  .. .. 10.7 .. 511.2   .. 181.2 95 .. 0.0
カタール 156 136 .. 78.3 842.9 943.6 1.95 101.7  .. 3.2 9.2
ルーマニア 145 107 1.1 0.6 49.1 1503.2 0.82 78.5 38 3.0 18.7
ロシア 183 134 0.4 8.4 15.3 100.3 2.03 55.1 155 29.2 33.1
ルワンダ 180 156 41.5 1.3 .. 7.4 2.43 43.2 166 .. 43.2
サモア 0 129 2.1 5.0 149.7 49.0 1.36 78.1 108 .. 6.5
サンマリノ 132 82 .. 33.4 6448.4 5419.6   .. ..  .. 1.7 ..
サントメ・プリンシペ 0 155 .. 4.8 51.3 25.8 5.11 .. 91 .. 3.1
サウジアラビア 187 142 0.8 27.5 215.8 126.1 2.40 92.9 33 .. 3.2
セネガル 151 146 4.1 2.8 39.4 102.7 1.02 69.8 136 33.1 9.1
セルビア  ..  .. .. 6.4 .. 94.6   .. 73.4 58 .. ..
セーシェル 0 131 1.1 5.8 .. 307.3 3.78 244.5 84 10.7 0.0
シエラレオネ 124 139 .. 2.2 .. 0.1   .. 59.4 130 27.0 2.3
シンガポール 32 66 0.2 42.4 1045.4 7052.4 0.69 473.5 1 0.1 14.7
スロバキア共和国 131 95 0.5 2.3 90.0 2912.6 1.06 176.0 90 0.0 66.8
スロベニア 132 92 0.3 8.4 1254.7 0.65 139.1 69 0.1 67.1
ソロモン諸島 123 130 .. 0.7 23.2 17.1   .. 102.2 74 .. 0.0
ソマリア 192 165 .. 3.4 .. 0.4   .. ..  .. .. ..
南アフリカ 120 118 0.7 2.4 27.6 18.8 0.79 63.1 134 4.2 2.9
スペイン 132 55 0.1 11.0 173.3 2775.7 0.60 58.4 47 0.0 64.7
スリランカ 114 156 2.4 1.9 27.9 25.1 2.11 74.8 60 14.6 0.6
セントクリストファー・ネ
イビス

92 120 0.2 9.3 571.6 42.5   .. 113.5 22 31.3 15.5

セントルシア 130 121 0.5 5.3 217.9 94.9   .. 117.6 88 .. 22.8
セントビンセント・グレナ
ディーン

122 124 0.6 8.7 288.5 25.0 3.97 125.0 75 .. 33.8

スーダン 190 166 .. 1.8 12.2 5.4 39.18 42.8 143 .. 5.2
スリナム 171 137 .. 1.2 276.7 439.3 1.33 76.3 86 .. 4.4
スワジランド 137 138 0.3 4.0 47.5 0.9 2.97 167.5 146 47.7 80.0
スウェーデン 132 54 0.2 12.4 17468.5 0.41 94.5 6 .. 25.9
スイス 119 57 0.2 22.3 664.8 9609.1 0.32 89.0 37 1.1 61.4
シリア 160 163 .. 5.2 44.0 8.0 4.81 75.0 127 .. 16.0
台湾  ..  .. .. .. 292.3 6569.5 0.51 134.0 29 .. 10.8
タジキスタン  ..  .. 13.4 4.7 10.4 0.3 7.84 80.7 176 11.1 ..
タンザニア 35 142 13.4 2.1 1.4 0.4 3.17 55.1 100 .. 8.5
タイ 136 146 1.0 1.6 14.1 156.2 0.67 143.5 50 6.2 7.5
東ティモール  ..  .. .. 0.6 .. ..   .. .. 78 .. ..
トーゴ 0 148 .. 3.0 21.5 15.6 3.98 83.9 81 .. 28.1
トンガ 142 135 2.4 1.1 .. 20.1 1.09 54.3 44 .. 0.0
トリニダード・トバゴ 47 119 0.3 2.9 375.7 370.2 2.19 108.0 49 4.8 10.3
チュニジア 126 142 1.1 0.4 72.6 126.4 2.28 108.7 28 6.2 26.3
トルコ 118 126 8.9 1.8 27.1 630.7 2.40 64.1 56 1.1 9.3
トルクメニスタン 174 148 .. 4.6 6.0 15.7   .. 126.2  .. .. ..
ウガンダ 0 145 .. 1.8 3.1 4.4 3.21 44.4 141 20.5 26.1
ウクライナ 181 139 2.7 14.5 56.6 17.3 1.65 97.3 120 4.3 40.6
アラブ首長国連邦 155 136 .. 70.9 .. 2371.4 1.73 170.6 24 .. ..
イギリス 104 55 0.2 9.0 262.2 13062.0 0.77 61.6 27 .. 55.2
アメリカ 158 52 0.2 12.9 279.5 3306.6   .. 26.8 15 1.1 30.7
ウルグアイ 134 98 .. 2.5 120.7 484.0 0.52 60.2 125 5.1 36.2
ウズベキスタン 184 148 .. 4.8 12.4 8.7 13.95 63.4 165 .. ..
バヌアツ 106 137 3.4 0.5 .. 23.2 7.45 100.3 142 .. 0.0
ベネズエラ 131 95 0.5 3.8 23.1 50.3 0.84 57.6 156 4.9 14.6
ベトナム 185 160 2.3 0.0 8.4 84.1 1.95 150.3 63 .. 11.7
バージン諸島  ..  .. .. 33.7 .. 414.0   .. ..  .. .. 0.0
ヨルダン西岸ガザ  ..  .. .. 46.3 65.7 198.7 1.17 85.4 77 ..
イエメン共和国 145 161 .. 1.3 12.0 0.3 2.39 79.4 128 .. 7.6
ザンビア 18 142 3.7 2.4 6.9 10.9 1.41 67.8 160 9.0 14.1
ジンバブエ 117 141 .. 3.9 24.9 4.2 4.36 129.8 169 .. 53.9

a．指定した期間中で最新のデータ．



���主要指標

表 A.5．　その他指標
地形 地理と人

国
平地（％）

（2007 年）
低地（％）

（2007 年）
台地（％）

（2007 年）
丘陵（％）

（2007 年）
山地（％）

（2007 年）

国境から 25㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

国境から 75㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

海岸線から 25㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

海岸線から 75㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

アフガニスタン 0.9 0.0 8.7 0.3 90.1 11.2 37.1 0.0 0.0
アルバニア 0.0 0.4 0.0 33.6 66.0 29.2 83.2 41.9 87.2
アルジェリア 12.4 4.2 51.7 5.1 26.6 3.3 13.0 35.8 63.4
アメリカ領サモア 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
アンドラ 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0
アンゴラ 16.9 3.0 47.0 6.0 27.1 5.2 11.5 23.0 26.9
アンティグア・バーブーダ 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
アルゼンチン 33.0 9.4 8.7 11.0 37.9 5.0 10.4 33.3 42.8
アルメニア 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 70.5 100.0 0.0 0.0
アルバ 35.4 64.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
オーストラリア 29.7 23.3 33.5 8.8 4.8 0.0 0.0 69.1 87.5
オーストリア 0.0 0.2 0.0 26.7 73.1 38.7 97.4 0.0 0.0
アゼルバイジャン 0.7 31.2 0.0 5.6 62.5 26.9 61.9 0.0 0.0
バハマ 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
バーレーン 57.3 42.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
バングラディシュ 67.1 20.3 0.0 10.8 1.8 28.2 78.8 25.3 48.1
バルバドス 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ベラルーシ 37.8 58.7 3.5 0.0 0.0 18.3 53.5 0.0 0.0
ベルギー 19.2 45.5 0.0 35.3 0.0 53.4 100.0 18.1 69.9
ベリーズ 1.4 51.5 7.7 39.5 0.0 37.9 94.2 57.9 94.4
ベニン 13.3 15.5 65.2 6.0 0.0 42.7 96.0 27.7 46.0
バミューダ 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ブータン 0.0 0.4 0.0 16.2 83.4 54.8 99.9 0.0 0.0
ボリビア 26.3 8.4 14.8 13.1 37.3 5.0 22.5 0.0 0.0
ボスニアヘルツェゴビナ 0.0 6.0 0.0 23.0 71.0 40.5 90.1 0.8 12.4
ボツワナ 49.4 0.0 48.5 0.0 2.1 34.2 66.2 0.0 0.0
ブラジル 21.1 20.8 37.6 8.0 12.5 1.0 2.4 25.4 46.5
ブルネイ・ダルサラーム 0.3 75.7 0.0 0.0 23.9 98.9 100.0 80.8 99.3
ブルガリア 0.0 21.9 0.0 45.4 32.7 19.1 80.5 9.4 15.8
ブルキナファソ 34.4 0.1 65.6 0.0 0.0 14.4 42.2 0.0 0.0
ブルンジ 0.0 0.0 15.9 0.0 84.1 60.9 100.0 0.0 0.0
カンボジア 6.5 74.3 0.0 17.9 1.4 18.1 57.0 4.9 12.1
カメルーン 2.2 2.0 44.7 20.7 30.4 17.5 40.2 15.8 20.8
カナダ 6.7 20.8 27.9 21.3 23.2 17.6 61.8 20.6 23.1
カーボベルデ 0.7 40.9 0.0 31.7 26.8 0.0 0.0 100.0 100.0
ケイマン諸島 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
中央アフリカ共和国 17.6 0.0 78.5 0.0 3.9 31.4 58.5 0.0 0.0
チャド 35.9 0.0 42.4 3.7 18.0 23.6 51.5 0.0 0.0
チャネル諸島 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
チリ 0.0 9.0 0.0 26.9 64.1 3.3 48.9 26.2 53.1
中国 3.9 10.2 8.9 12.7 64.2 1.1 3.7 11.6 21.8
コロンビア 24.0 23.1 9.7 12.5 30.7 4.7 11.1 11.5 24.9
コモロ連合 0.0 0.0 12.4 26.2 61.4 0.0 0.0 100.0 100.0
コンゴ民主共和国 17.1 0.3 61.1 1.0 20.5 24.9 46.5 0.6 1.8
コンゴ共和国 29.1 1.2 58.6 8.2 2.8 50.5 91.8 19.8 21.5
コスタリカ 0.0 1.9 0.0 62.0 36.1 8.2 29.4 22.1 97.7
コートジボワール 0.0 0.1 0.1 72.9 27.0 11.3 30.0 26.0 33.7
クロアチア 6.8 25.3 60.8 6.4 0.6 68.1 98.1 31.2 36.3
キューバ 0.0 41.3 0.0 25.7 32.9 1.3 11.4 63.5 100.0
キプロス 5.8 80.1 0.0 14.2 0.0 0.0 0.0 90.1 100.0
チェコ共和国 0.0 44.1 0.0 55.9 0.0 38.3 88.0 0.0 0.0
デンマーク 30.1 69.9 0.0 0.0 0.0 2.0 9.1 94.8 100.0
ジブチ 0.0 18.6 0.0 30.0 51.4 86.3 100.0 79.8 99.1
ドミニカ 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ドミニカ共和国 0.1 31.2 0.0 33.2 35.5 3.7 17.3 61.2 96.7
エクアドル 7.4 6.1 9.7 28.1 48.7 5.2 15.8 33.7 49.0
エジプト 5.7 27.8 41.4 16.4 8.7 0.2 0.5 16.4 36.9
エルサルバドル 0.0 1.1 0.0 52.5 46.4 25.4 96.7 26.7 94.7
赤道ギニア 0.0 20.6 18.6 7.7 53.1 35.6 77.9 41.3 59.5
エリトリア 0.1 11.6 0.0 14.6 73.8 16.7 56.2 11.1 51.8
エストニア 39.8 60.2 0.0 0.0 0.0 13.7 48.1 64.4 78.5
エチオピア 0.7 0.3 14.1 4.8 80.1 3.0 9.1 0.0 0.0
フェロー諸島 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
フィジー 0.0 43.2 0.0 56.8 0.0 0.0 0.0 88.3 100.0
フィンランド 2.0 71.7 6.3 19.2 0.8 4.7 14.2 48.1 67.4
フランス 3.9 41.0 3.0 30.1 21.9 12.0 23.2 20.8 36.2
フランス領ポリネシア 0.0 9.2 6.2 84.5 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ガボン 5.2 21.3 52.0 15.7 5.7 13.2 32.7 44.9 53.0
ガンビア 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 92.2 100.0 74.2 85.7
グルジア 0.0 0.0 0.0 6.9 93.0 21.8 91.7 15.2 28.1
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地形 地理と人

国
平地（％）

（2007 年）
低地（％）

（2007 年）
台地（％）

（2007 年）
丘陵（％）

（2007 年）
山地（％）

（2007 年）

国境から 25㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

国境から 75㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

海岸線から 25㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

海岸線から 75㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

ドイツ 3.1 45.2 4.6 34.3 12.8 15.2 52.0 7.3 12.6
ガーナ 15.2 41.8 24.0 19.0 0.0 14.7 33.3 25.9 39.9
ギリシャ 0.0 7.4 0.0 50.6 41.9 7.1 27.2 81.4 96.4
グリーンランド 0.3 3.0 33.6 8.1 54.9 0.0 0.0 100.0 100.0
グレナダ 0.2 99.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
グアム 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
グアテマラ 0.3 19.1 7.6 22.8 50.2 18.0 57.2 5.6 28.5
ギニア 5.9 11.9 23.7 20.9 37.6 25.0 63.3 19.0 26.4
ギニアビサウ 71.9 24.6 0.0 3.5 0.0 26.0 96.5 60.9 86.5
ガイアナ 9.7 49.6 16.8 18.7 5.1 10.2 23.3 56.9 81.5
ハイチ 0.0 0.8 0.0 67.1 32.2 16.3 63.3 80.9 99.8
ホンジュラス 2.1 12.4 0.0 40.0 45.4 19.8 77.6 22.0 46.1
香港 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 49.4 100.0 100.0 100.0
ハンガリー 15.8 66.6 0.0 16.4 1.2 30.5 91.4 0.0 0.0
アイスランド 0.0 9.6 0.0 43.2 47.2 0.0 0.0 99.2 100.0
インド 13.2 17.8 27.4 22.8 18.7 5.6 16.1 10.3 19.7
インドネシア 13.3 30.5 0.1 32.3 23.8 0.1 0.7 52.2 90.4
イラン 1.1 4.3 0.3 4.9 89.4 6.0 21.3 2.2 5.5
イラク 19.2 27.2 35.1 12.0 6.4 9.2 28.7 0.7 5.1
アイルランド 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 7.5 31.4 73.4 98.0
マン島 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
イスラエル 0.0 31.1 0.0 49.1 19.8 90.6 100.0 66.4 95.2
イタリア 0.0 14.5 0.0 49.8 35.7 6.8 28.4 45.2 68.3
ジャマイカ 0.0 23.3 0.0 76.7 0.0 0.0 0.0 91.3 100.0
日本 0.1 17.3 0.0 64.6 18.0 0.0 0.0 69.3 95.3
ヨルダン 0.0 0.0 53.3 9.8 36.9 33.6 100.0 1.5 1.8
カザフスタン 22.7 22.4 27.4 7.9 19.6 14.2 45.8 0.0 0.0
ケニア 9.4 10.3 10.7 3.3 66.4 8.5 32.0 6.1 7.5
キリバス 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
朝鮮民主主義人民共和国 0.0 19.4 0.0 34.5 46.1 12.8 28.9 43.9 89.2
大韓民国 0.0 35.2 0.0 52.5 12.3 1.3 37.3 62.3 70.7
クウェート 7.9 70.9 21.2 0.0 0.0 13.7 100.0 88.5 97.7
キルギス共和国 0.0 0.0 0.2 0.0 99.8 55.3 94.9 0.0 0.0
ラオス 0.0 11.0 0.0 25.3 63.7 49.0 91.3 0.0 0.0
ラトビア 8.5 91.5 0.0 0.0 0.0 19.4 94.3 50.0 73.5
レバノン 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 35.0 100.0 84.3 100.0
レソト 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 60.5 100.0 0.0 0.0
リベリア 2.1 45.9 31.8 17.1 3.2 28.2 55.2 39.7 54.7
リビア 23.5 11.4 52.8 2.6 9.7 1.2 4.8 73.6 86.5
リヒテンシュタイン 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0
リトアニア 3.5 96.5 0.0 0.0 0.0 28.7 87.1 9.1 14.8
ルクセンブルク 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0
マカオ 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0
マケドニア 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 67.5 100.0 0.0 0.0
マダガスカル 0.3 20.2 3.8 31.0 44.7 0.0 0.0 23.2 45.0
マラウイ 0.0 0.3 0.0 6.0 93.7 34.3 98.8 0.0 0.0
マレーシア 2.9 48.2 0.0 29.5 19.5 8.2 25.1 59.0 95.6
モルディブ 99.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
マリ 59.3 2.4 36.6 1.8 0.0 12.6 38.1 0.0 0.0
マルタ 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
マーシャル諸島 96.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
モーリタニア 56.0 13.4 29.6 1.1 0.0 22.4 46.8 27.0 32.6
モーリシャス 0.0 5.3 0.0 94.2 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
マヨット 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
メキシコ 5.1 12.9 5.4 14.7 62.0 5.8 8.0 11.2 23.5
ミクロネシア 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
モルドバ 0.0 85.4 14.6 0.0 0.0 52.7 100.0 0.0 0.0
モナコ 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
モンゴル 0.0 0.0 14.3 0.0 85.7 5.8 18.1 0.0 0.0
モンテネグロ 0.0 0.0 0.0 1.3 98.7
モロッコ 1.3 4.8 6.7 17.8 69.5 4.6 13.2 39.5 59.7
モザンビーク 6.5 30.2 6.6 28.4 28.3 8.9 34.6 32.7 52.1
ミャンマー 2.8 18.8 0.0 31.7 46.6 3.5 15.2 26.0 42.7
ナミビア 22.4 0.9 26.4 3.0 47.4 26.8 54.1 6.0 6.7
ネパール 0.0 5.5 0.0 19.5 75.0 44.1 95.2 0.0 0.0
オランダ 40.0 58.3 0.0 1.8 0.0 33.2 85.6 53.8 88.6
オランダ領アンティル 74.1 25.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ニューカレドニア 10.9 4.7 0.0 84.5 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ニュージーランド 0.0 19.1 0.0 28.3 52.6 0.0 0.0 87.0 98.3
ニカラグア 7.9 53.2 0.0 23.5 15.4 10.6 39.1 17.3 63.2
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地形 地理と人

国
平地（％）

（2007 年）
低地（％）

（2007 年）
台地（％）

（2007 年）
丘陵（％）

（2007 年）
山地（％）

（2007 年）

国境から 25㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

国境から 75㎞以
内に住んでいる

人口（％）
（2000 年）

海岸線から 25㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

海岸線から 75㎞
以内に住んでい

る人口（％）
（2000 年）

ニジェール 50.2 0.0 41.8 0.0 7.9 21.5 55.5 0.0 0.0
ナイジェリア 16.1 21.8 35.4 17.5 9.2 5.3 24.4 12.3 20.9
北マリアナ諸島 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ノルウェー 0.0 9.8 0.0 42.7 47.5 5.2 48.7 82.3 92.4
オマーン 31.3 17.9 14.4 20.0 16.3 4.7 15.1 66.5 81.5
パキスタン 21.9 10.2 0.9 15.6 51.4 13.8 42.2 7.1 8.3
パラオ 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
パナマ 0.2 30.8 0.0 53.6 15.4 8.6 17.2 78.8 100.0
パプアニューギニア 13.1 17.1 0.0 25.9 43.9 1.0 3.4 35.8 53.3
パラグアイ 51.3 22.3 23.6 2.8 0.0 53.0 73.1 0.0 0.0
ペルー 24.5 4.2 8.5 11.0 51.9 2.5 11.8 39.0 50.4
フィリピン 0.1 26.4 0.0 56.4 17.0 0.0 0.0 78.3 98.9
ポーランド 10.8 63.5 12.2 10.4 3.2 12.8 44.0 5.9 11.2
プルトガル 0.0 37.4 0.0 36.4 26.2 6.4 32.4 65.1 89.8
プエルトリコ 0.0 38.9 0.0 61.1 0.0 0.0 0.0 94.1 100.0
カタール 79.2 20.8 0.0 0.0 0.0 0.4 18.6 94.0 100.0
ルーマニア 0.9 37.9 0.6 21.5 39.1 20.1 61.5 3.4 5.1
ロシア 10.0 36.0 6.4 22.1 25.5 3.5 13.0 8.0 10.7
ルワンダ 0.0 0.0 15.5 0.0 84.5 57.8 100.0 0.0 0.0
サモア 0.0 8.0 0.0 92.0 0.0 0.0 0.0  
サンマリノ 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0
サントメ・プリンシペ 0.0 0.6 31.2 35.9 32.3 0.0 0.0 100.0 100.0
サウジアラビア 0.0 16.4 0.0 83.6 0.0 2.8 9.0 27.0 38.3
セネガル 19.7 5.2 48.0 3.4 23.6 20.2 39.9 48.6 74.4
セルビア 84.2 10.0 2.2 3.6 0.0 .. .. .. ..
セーシェル 1.4 18.8 0.0 39.3 40.5 0.0 0.0 100.0 100.0
シエラレオネ 35.4 64.6 0.0 0.0 0.0 15.0 68.1 35.0 55.3
シンガポール 0.2 53.3 2.8 43.7 0.0  .. .. 100.0 100.0
スロバキア共和国 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 57.0 100.0 0.0 0.0
スロベニア 0.0 5.2 0.0 67.5 27.2 68.4 100.0 4.3 14.0
ソロモン諸島 0.0 0.0 0.0 49.4 50.6 0.0 0.0 100.0 100.0
ソマリア 0.1 51.4 0.0 48.4 0.0 8.0 25.2 30.5 52.7
南アフリカ 13.1 19.2 36.1 11.6 20.1 5.0 14.8 23.4 35.9
スペイン 1.8 3.7 29.1 7.4 58.0 4.7 15.3 48.1 63.5
スリランカ 0.0 2.8 3.7 31.6 61.8 0.0 0.0 47.3 88.0
セントクリストファー・ネイビス 20.3 43.6 0.0 36.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
セントルシア 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
セントビンセント・グレナディーン 0.0 71.5 0.0 28.5 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
スーダン 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 5.9 14.2 1.8 2.6
スリナム 29.7 0.3 51.1 3.1 15.9 3.4 14.1 86.8 97.3
スワジランド 9.5 65.2 16.8 8.5 0.0 60.5 100.0 0.0 0.0
スウェーデン 0.0 5.3 0.0 8.0 86.7 1.0 7.1 63.9 82.9
スイス 2.3 37.8 4.4 34.4 21.1 63.8 100.0 0.0 0.0
シリア 0.0 0.0 0.0 0.5 99.5 25.3 85.8 11.3 28.5
台湾 0.0 5.1 0.0 12.6 82.3 0.0 0.0 71.4 100.0
タジキスタン 0.0 0.0 0.3 0.7 99.0 49.9 96.2 0.0 0.0
タンザニア 1.5 5.1 29.2 7.2 57.1 10.9 32.3 13.6 17.3
タイ 5.0 41.1 2.3 38.4 13.2 10.5 34.4 18.2 37.6
東ティモール .. .. .. .. .. .. .. .. ..
トーゴ 0.0 58.2 14.8 27.0 0.0 72.5 100.0 26.8 38.6
トンガ 89.3 10.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
トリニダード・トバゴ 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
チュニジア 1.2 40.5 17.4 36.4 4.4 6.6 22.4 55.8 79.4
トルコ 0.0 4.3 0.6 9.1 86.0 4.2 12.7 37.8 52.7
トルクメニスタン 36.5 34.6 11.1 8.1 9.7 27.4 54.9 0.0 0.0
ウガンダ 10.2 0.0 40.8 0.0 49.1 21.3 53.1 0.0 0.0
ウクライナ 23.0 51.1 18.1 4.3 3.5 10.1 41.1 11.2 16.4
アラブ首長国連邦 29.8 50.7 0.0 19.5 0.0 23.3 83.7 54.8 84.4
イギリス 2.3 67.4 0.0 30.3 0.0 0.7 2.1 45.5 87.6
アメリカ 12.6 13.1 24.6 12.8 36.9 3.1 6.9 28.9 41.4
ウルグアイ 17.4 82.5 0.0 0.0 0.0 10.7 17.5 65.7 77.4
ウズベキスタン 23.5 27.2 12.4 17.6 19.4 55.8 86.6 0.0 0.0
バヌアツ 0.3 7.9 1.4 90.4 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ベネズエラ 11.0 31.9 4.0 27.2 25.9 3.7 9.8 35.4 64.8
ベトナム 8.4 25.3 0.0 30.5 35.9 9.9 44.7 42.0 73.2
バージン諸島 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0
ヨルダン西岸ガザ 0.0 10.1 0.0 89.9 0.0 100.0 100.0 34.8 66.3
イエメン共和国 2.5 1.8 21.5 3.7 70.4 2.0 7.9 13.3 43.7
ザンビア 20.3 0.0 46.4 0.0 33.3 22.7 52.6 0.0 0.0
ジンバブエ 2.2 0.0 35.9 0.0 61.9 11.7 28.8 0.0 0.0
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出典と定義
表 A.1．　地理とアクセス

欄 出典 注

1 位置 CIA Factbook 当該国の地理的な中心部を特定するための緯度と経度の概数．Gazetteer of Conventional Names (Third 
Edition, August 1988)，US Board on Geographic Names，他に基づく．

2 地表面積（km2） 世界銀行 地表面積は当該国の総面積であり，内陸水路と一部沿岸水路も含む．Food and Agriculture Organization 
(FAO), Production Yearbook および同データファイル．

3 可耕地（対国土
比％）

世界銀行 可耕地には FAO によって一時的に作付けされている土地（二毛作地は 1 回だけ算入），刈り取りないし放
牧のために一時的に牧草地になっている土地，市場向けあるいは家庭用の菜園，一時的な休閑地として定
義されている土地が含まれる．

4 森林地（対国土
比％）

世界銀行 森林地帯は生産的か否かとは関係なく，自然の，あるいは植え付けされた立ち木のある土地．

5 海岸線（km） CIA Factbook 国土（島を含む）と海との境界線の総延長．

6 地上国境（km） CIA Factbook すべての地上国境であり，個々の隣接国との国境の長さを合計した総延長．入手可能な場合には，各国統
計局発表の公式の長さを使用．測量法の違いから，国境の長さは隣接国公表のものとは違うことがある．

7 空港（舗装され
た滑走路，数）

CIA Factbook 舗装された（表面がコンクリないしアスファルト）滑走路のある空港の数．滑走路が複数ある空港につ
いては，次の 5 種類に分けて最長の滑走路だけが含まれている．① 3,047m 超，② 2,438-3,047m，③
1,524-2,437m，④ 914-1,523m，⑤ 914m 未満．このリストに含まれているのは滑走路が使用可能な空港
のみ．すべての空港に給油，保守点検，航空交通管制の施設が整っているわけではない．

8 港湾・ターミナ
ル（数）

CIA Factbook 港湾の数．

9 鉄道密度（鉄道
km/100km2）

CIA Factbook 鉄道網ルートの総延長であり，国の規模で配分した（％で）軌間（広軌，標準軌，狭軌，三線軌条）別の
構成となっている．

10 道路密度（道路
km/100km2）

WB and CIA 
Factbook

道路網の総延長であり，国の規模で配分した（％で）舗装部分と未舗装部分の両方を含む．

11 首都までの平均
距離（km）

WDR 2009
チーム

人口で加重平均した首都までの距離．

表 A.2．　都市化

欄 出典 注

12 集積指数 WDR 2009 チーム 第 1 章参照．

13 都市人口シェア
（％，2000 年）

UN 都市部の人口が総人口に占める割合（2000 年）．

14 都市人口シェア
（％，2005 年）

UN 都市部の人口が総人口に占める割合（2005 年）．

15 都市人口シェア
（％，2015 年）

UN 都市部の人口が総人口に占める割合（2015 年）．

16 人口密度
（人 /km2）

世界銀行 1km2 当たりの人口数．

17 百万人以上の都
市の人口シェア

（％）

世界銀行 人口 100 万人以上の都市に住んでいる人口が総人口に占める割合．

18 最大都市の対都
市人口シェア

（％）

世界銀行 最大の都市に住んでいる人口が都市人口に占める割合．

19 水アクセスのあ
る都市人口シェ
ア（％）

世界銀行 改善された水源からの十分な量の水に妥当なアクセスが可能な都市人口の割合．改善された水源には家庭
用水道，公共給水栓，掘り抜き井戸，保護された井戸または湧き水，雨水収集が含まれる．妥当なアクセ
スとは，水源が住居から 1 キロメートル以内で，1 人 1 日当たり 20 リットル以上の入手可能性があるこ
とと定義されている．

20 水アクセスのあ
る農村人口シェ
ア（％）

世界銀行 同上の条件を満たす農村人口の割合．

21 衛生サービスの
ある都市人口
シェア（％）

世界銀行 人間，動物，昆虫が排泄物に接触するのを有効に防止できる排泄物処理施設に，少なくとも十分なアクセ
スが可能な都市人口の割合．改善された施設は，簡単ではあるが保護された掘り込み式便所から下水接続
のある水洗式便所までと幅がある．施設が有効であるためには，正しく建設され適正に維持されていなけ
ればならない．

22 衛生サービスの
ある農村人口
シェア（％）

世界銀行 同上の条件を満たす農村人口の割合．
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表 A.3．　地域開発

欄 出典 注

23 先進地区・
地区名

WDR 2009 チーム 先進的な地区の名前．先進地区は 1 人当たりの福祉（所得，消費，GDP など）の指標が最高の地区として
定義される．

24 先進地区・
貧困率（％）

WDR 2009 チーム 貧困線以下で生活している先進地区人口の割合．

25 先進地区・貧困
層の対全国シェ
ア（％）

WDR 2009 チーム 先進地区に住んでいる貧困層が全国の貧困層に占める割合．

26 先進地区・福祉
指標の対全国比

（％）

WDR 2009 チーム 先進地区の 1 人当たりの福祉（所得，消費，GDP など）の指標と全国の同指標との相対比．

27 先進地区・
面積（km2）

Statoids 先進地区の地表面積．

28 先進地区・人口
密度（人 /km2）

Statoids 先進地区における 1km2 当たりの人数．

29 後進地区・
地区名

WDR 2009 チーム 後進的な地区の名前．後進地区は 1 人当たりの福祉（所得，消費，GDP など）の指標が最低の地区として
定義される．

30 後進地区・
貧困率（％）

WDR 2009 チーム 貧困線以下で生活している後進地区人口の割合．

31 後進地区・貧困
層の対全国シェ
ア（％）

WDR 2009 チーム 後進地区に住んでいる貧困層が全国の貧困層に占める割合．

32 後進地区・福祉
指標の対全国比

（％）

WDR 2009 チーム 後進地区の 1 人当たりの福祉（所得，消費，GDP など）の指標と全国の同指標との相対比．

33 後進地区・
面積（km2）

Statoids 後進地区の地表面積．

34 後進地区・人口
密度（人 /km2）

Statoids 後進地区における 1km2 当たりの人数．

表 A.4．　国際統合

欄 出典 注

35 当該国訪問に査
証が必要な国

（数）

Neumayer (2005) 当該国を訪問するのに査証が必要とされる相手国の数

36 当該国民による
訪問に査証を要
求する国（数）

Neumayer (2005) 当該国の国民が訪問するのに査証を要求する相手国の数．

37 旅券取得コスト
（対 1 人当たり

GDP 比，％）

Mckenzie (2005) 1 人当たり GNI を使って標準化された標準的な旅券の価格．

38 国際移住ストッ
ク（対人口比％）

世界銀行 移住のストックは居住している国とは違う国で生まれた人の数．難民も含む．

39 国際通話量（1
人当たり分）

世界銀行 国際通話量は国際電話による受話と送話の合計（分単位）．

40 国際インター
ネット帯域幅（1
人当たりビット）

世界銀行 国際インターネット帯域幅はインターネット交信用に各国が契約している国際接続の容量．

41 アメリカ向け国
際電話料（3 分
当たりドル）

世界銀行 アメリカ向け国際電話料は当該国から固定電話で，ピーク時に 3 分間話すコスト．

42 貿易の対 GDP 比
（％）

世界銀行 財とサービスの輸出入の合計が GDP に占める割合．

43 輸送問題の指数 世銀 Doing 
Business

輸送問題（国境手続きの遅延，手数料，官僚主義など）にかかわる指標．

44 平均関税率（％） 世界銀行 輸入金額に対する平均関税率．

45 対近隣諸国貿易
のシェア（％）

WDR 2009 チーム 近隣諸国との貿易が当該国の総貿易額に占める割合．COMTRADE データを使って算出．
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表 A.5．　その他指標

欄 出典 注

46 地形：平地（％） Nelson (2007) 地形のうち平地の割合．

47 地形：低地（％） Nelson (2007) 地形のうち低地の割合．

48 地形：台地（％） Nelson (2007) 地形のうち台地の割合．

49 地形：丘陵（％） Nelson (2007) 地形のうち丘陵の割合．

50 地形：山地（％） Nelson (2007) 地形のうち山地の割合．

51 国境から 25㎞以
内に住んでいる
人口（％）

WDR 2009 チーム 国境から 25㎞以内に住んでいる人口が総人口に占める割合．

52 国境から 75㎞以
内に住んでいる
人口（％）

WDR 2009 チーム 国境から 75㎞以内に住んでいる人口が総人口に占める割合．

53 海岸線から 25㎞
以内に住んでい
る人口（％）

WDR 2009 チーム 海岸線から 25㎞以内に住んでいる人口が総人口に占める割合．

52 海岸線から 75㎞
以内に住んでい
る人口（％）

WDR 2009 チーム 海岸線から 75㎞以内に住んでいる人口が総人口に占める割合．
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主要世界開発指標

　本年度版の主要世界開発指標では比較可能な社会経済

データを示す 4 つの表によって，130 カ国以上にかかわる

開発データを示した．データは可能なかぎり最新年のもの

であるが，前年分を示した指標もなかにはある．データが

乏しい，あるいは人口が 300 万人未満の 77 カ国について

は，基礎データだけを追加表に示した．

　ここに示した指標は World Development Indicators 2008 に

掲載されている 800 以上の指標から選択したものである．

毎年刊行されている World Development Indicators（WDI）

は開発プロセスを包括的にみるためのものである．WDI の

6 つのセクションでは，ミレニアム開発目標の進捗状況と

人的資本の開発，環境の持続可能性，マクロ経済パフォー

マンス，民間部門の開発と投資環境，および開発の外部環

境に影響するグローバルな結びつきなど，さまざまな要因

の役割が検討されている．

これとは別に公表されているデータベースでは，222 の国

や地域に関して 1,000 を超えるデータ表と 800 以上の時系

列指標にアクセス可能で，World Development Indicators を

補完するものとなっている．このデータベースは電子購読

（WDI Online），あるいは CD-ROM 版で利用可能である．

データの出典と方法
　ここに示した社会経済データや環境データは，世界銀行

が収集した一次データ，加盟国の統計出版物，研究機関，

国連とその専門機関，IMF，および OECD などの国際機関

に依拠している．各国や国際機関の統計のほとんどは，対

象，定義，分類に関して国際基準を適用しているものの，

基礎データの収集と編集に割くことができる能力と資源に

は相違があるため，適時性や信頼性にはどうしても格差が

できる．テーマによっては，より信頼できるデータを掲載

するために，世界銀行スタッフが出典の異なる競合するデー

タを吟味する必要がある．利用可能なデータが水準や傾向

について，信頼できる測定値とするには根拠薄弱な場合，

あるいは国際基準への準拠が不十分な場合には，データを

掲載しなかった．

　掲載データは World Development Indicators 2008 にほぼ

一致している．しかし，新しいデータが入手できた場合に

は，データは修正ないし更新されている．時系列の修正や

方法の変更が理由で，相違が生じていることもある．した

がって，世界銀行の刊行物でも版が違えば，データそのも

のの年代が異なる．異なる刊行物，あるいは同一刊行物

の版が異なるものから，時系列データを取り出すことは避

けていただきたい．一貫性のある時系列データは，World 

Development Indicators 2008 の CD-ROM 版や WDI Online で

入手可能である．

　特記がない限り，すべてのドル表示は現在の米ドルによ

る．各国通貨の数値を換算する際に使用した各種方法につ

いては，テクニカル・ノートで説明してある．

　世界銀行の主要業務は低および中所得国に対して融資や

政策助言を提供することにあるため，表が対象としている

問題は主としてこのような諸国に焦点を当てている．高所

得国に関する情報も，それが入手可能なときには比較のた

めに掲載してある．これら高所得国に関してさらに詳しい

情報を知りたい方は，各国の統計刊行物，および OECD や

EU の出版物を参照していただきたい．

国の分類と総括値
　各表の末尾にある総括値には，上部に掲載されている諸

国が 1 人当たり所得や地域ごとに分類されて含まれている．

2007 年の 1 人当たり GNI に基づいて，935 ドル以下が低

所得国，936-11,455 ドルが中所得国，11,456 ドル以上

が高所得国という分類がなされている．1 人当たり GNI が

3,705 ドルの水準で，さらに低位中所得国と高位中所得国

の区別がなされている．1 人当たり所得に基づく国の分類

は毎年行われているので，各所得グループに含まれる国の

構成も毎年変化している可能性がある．このような分類の

変更が最新の推計値に基づいて行われた場合には，新しい

所得分類に基づく集計値は過去に遡及して再計算してある

ので，時系列データの一貫性は確保されている．本報告書

の各グループに含まれる諸国（人口 300 万人未満の諸国を

含む）のリストについては，次ページの分類表を参照され

たい．

　総括値は各グループごとの合計値（データがない場合や

報告されていない諸国に関する推定値が含まれていれば t，

入手データの単純合計ならば s で区別），加重平均値（w），

あるいは中央値（m）のいずれかである．主要表から除外

されている諸国（表 5 に掲載されている諸国）のデータも，

入手可能であればそのデータが，あるいは入手可能な諸国
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と同じ傾向をたどるとの前提に立った推定値が含まれてい

る．そうすれば，各期間について対象国の範囲が標準化さ

れ，より一貫性のある集計値が得られる．ただし，欠けて

いる情報が集計値全体の 3 分の 1 以上を占めている場合に

は，グループの総括値は入手不能と表示されている．集計

方法の詳細については，テクニカル・ノートのなかの統計

手法のところに説明がある．集計値を算出するために用い

られたウェイトは，各表の脚注に示されている．

用語と対象国
　国という用語は政治的な独立性を示唆するものではなく，

当局が社会ないし経済について別の統計を作成している領

域をいう．掲載されたデータは 2007 年現在で成立してい

る経済圏に関するものであり，過去のデータについても現

在の政治的な取り決めを反映するよう修正されている．す

べての表について，例外があれば注記されている．特記な

き限り，中国のデータには香港（中国），マカオ（中国），

および台湾（中国）は含まれていない．インドネシアのデー

タには特記なき限り，1999 年までは東ティモールが含ま

れている．モンテネグロは 2006 年 6 月 3 日にセルビア・

モンテンネグロからの独立を宣言している．入手可能なも

のについては，各国別々のデータが掲載されている．しか

し，セルビアにかかわる一部の指標は 2005 年までは引き

続きモンテネグロの分を含んでいる．そのようなデータに

は脚注を付けてある．さらに，1999 年以降のデータは，ほ

とんどの指標についてセルビアのなかにあるコソボを除外

してある．これは 1999 年の国連安全保障理事会決議 1244

号に基づいて，コソボが国際管理下にあるためだ．これに

ついての例外があれば注記されている．

テクニカル・ノート
　データの質や各国間比較にはしばしば問題があるため，

テクニカル・ノート，地域・所得による国の分類，および

各表の脚注をなるべく参考にされたい．さらに詳しい説明

については，World Development Indicators 2008 を参照さ

れたい．

　WDI 2008 に関する詳しい情報や購入については，オン

ライン，電話，またはファックスで下記に照会されたい．

さらに詳しい情報およびオンライン購入について：

http://www.worldbank.org/data/wdi2008/index.htm

電話またはファックスによる購入について：

1-800-645-7247 または 703-661-1580;

Fax 703-661-1501

郵便による購入について：

The World Bank, P.O. Box 960, Herndon, VA 20172-0960, 

U.S.A.
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東アジア・太平洋 ラテンアメリカ・カリブ 南アジア 高所得 OECD
米領サモア UMC アルゼンチン UMC アフガニスタン LIC オーストラリア
カンボジア LIC ベリーズ UMC バングラデシュ LIC オーストリア
中国 LMC ボリビア LMC ブータン LMC ベルギー
フィジー UMC ブラジル UMC インド LMC カナダ
インドネシア LMC チリ UMC モルティブ LMC チェコ共和国
キリバス LMC コロンビア LMC ネパール LIC デンマーク
朝鮮民主主義人民共和国 LIC コスタリカ UMC パキスタン LIC フィンランド
ラオス人民民主共和国 LIC キューバ UMC スリランカ LMC フランス
マレーシア UMC ドミニカ UMC ドイツ
マーシャル諸島 LMC ドミニカ共和国 LMC ギリシア
ミクロネシア連邦 LMC エクアドル LMC サハラ以南アフリカ ハンガリー
モンゴル LMC エルサルバドル LMC アンゴラ LMC アイスランド
ミャンマー LIC グレナダ UMC ベニン LIC アイルランド
パラオ UMC グアテマラ LMC ボツワナ UMC イタリア
パプアニューギニア LIC ガイアナ LMC ブルキナ・ファソ LIC 日本
フィリピン LMC ハイチ LIC ブルンジ LIC 大韓民国
サモア LMC ホンジュラス LMC カメルーン LMC ルクセンブルク
ソロモン諸島 LIC ジャマイカ UMC カーボベルデ LMC オランダ
タイ LMC メキシコ UMC 中央アフリカ共和国 LIC ニュージーランド
東ティモール LMC ニカラグア LMC チャド LIC ノルウェー
トンガ LMC パナマ UMC コモロ LIC ポルトガル
バヌアツ LMC パラグアイ LMC コンゴ民主共和国 LIC スロバキア共和国
ベトナム LIC ペルー LMC コンゴ共和国 LMC スペイン

セントクリストファー・ コードジボワール LIC スウェーデン
ネーヴィス UMC エリトリア LIC スイス

ヨーロッパ・中央アジア セントルーシア UMC エチオピア LIC イギリス
アルバニア LMC セントビンセント・グレ ガボン UMC アメリカ
アルメニア LMC ナディーン諸島 UMC ガンビア LIC
アゼルバイジャン LMC スリナム UMC ガーナ LIC
ベラシール UMC ウルグアイ UMC ギニア LIC その他の高所得国
ボスニア・ヘルツェゴビナ LMC ベネズエラ・ボリバル ギニアービサウ LIC アンドラ
ブルガリア UMC 共和国 UMC ケニア LIC アンティグア・バーブーダ
クロアチア UMC ソレト LMC アルバ
グルシア LMC リベリア LIC バハマ
カザフスタン UMC 中東・北アフリカ マダガスカル LIC バーレーン
キルギスタン共和国 LIC アルジェリア LMC マラウィ LIC バルバドス
ラトビア UMC ジブチ LMC マリ LIC バミューダ
リトアニア UMC エジプト・アラブ共和国 LMC モーリタニア LIC ブルネイ
マケドニア LMC イラン・イスラム共和国 LMC モーリシャス UMC ケイマン諸島
（旧ユーゴスラビア共和国） イラク LMC マイヨット UMC チャンネル諸島
モルドバ LMC ヨルダン LMC モザンビーク LIC キプロス
モンテネグロ UMC レバノン UMC ナミビア LMC 赤道ギニア
ポーランド UMC リビア UMC ニジェール LIC エストニア
ルーマニア UMC モロッコ LMC ナイジェリア LIC フェロー諸島
ロシア連邦 UMC シリア・アラブ共和国 LMC ルワンダ LIC 仏領ポリネシア
セルビア UMC チェニジア LMC サントメ・プリンシペ LIC グリーンランド
タジキスタン LIC ヨルダン川西岸・ガザ LMC セネガル LIC グアム
トルコ UMC イエメン共和国 LIC セイシェル UMC 香港（中国）
トルクメニスタン LMC シエラレオネ LIC マン島
ウクライナ LMC ソマリア LIC イスラエル
ウズベキスタン LIC 南アフリカ UMC クウェート

スーダン LMC リヒテンシュタン
スワジランド LMC マカオ（中国）
タンザニア LIC マルタ
トーゴ LIC モナコ
ウガンダ LIC オランダ領アンティル
ザンビア LIC ニューカレドニア
ジンバブエ LIC 北マリアナ諸島

オマーン
プエルトリコ
カタール
サンマリノ
サウジアラビア
シンガポール
スロベニア
台湾（中国）
トリニダード・トバゴ
アラブ首長国連邦
バージン諸島（米領）

地域・所得による国の分類（2008 年度）

出所：世界銀行データ．
注：本表は世界銀行の全加盟国／地域と人口が 3 万人を超える非加盟国／地域を分類したものである．各国／地域は世界銀行アトラス方式を用いて算出された 2007 年の
GNI に基づき，次の各所得グループに分類されている．すなわち，935 ドル以下は低所得国（LIC），936-3,705 ドルは低位中所得国（LMC），3,706-11,455 ドルは高位中所
得国（UMC），および 11,456 ドル以上は高所得国とされている．
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人口 人口の年齢
別構成

0-14 歳の
割合％
2007 年

国民総所得（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b 1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）

2006-07 年

出生時余命 成人識字率
（対 15 歳

以上
人口比％）

2005 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（トン）
2004 年

（100万人）
2007 年

（年平均増
加率％）
2000-07

年

（km2 当
たり人口

密度）
2007 年

（10億ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

（10億ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

男（年数）
2006 年

女（年数）
2006 年

アフガニスタン    ..   ..   ..  .. 10.1 ..c 24.9d     ..d   ..  ..  ..   .. 0.0
アルバニア 3 0.5 116 25 10.5 3,290 20.9 6,580 5.7 73 80 99 1.2
アルジェリア 34 1.5 14 28 122.5 3,620 185.8d 5,490d 1.6 71 73 70 6.0
アンゴラ 17 2.9 14 46 43.6 2,560 74.9 4,400 20.1 41 44 67 0.5
アルゼンチン 40 1.0 14 26 238.9 6,050 513.0 12,990 7.6 71 79 97 3.7
アルメニア 3 –0.4 106 19 7.9 2,640 17.7 5,900 14.0 68 75 99 1.2
オーストラリア 21 1.3 3 19 755.8 35,960 700.6 33,340 2.9 79 83   .. 16.2
オーストリア 8 0.5 101 15 355.1 42,700 316.8 38,090 3.0 77 83   .. 8.5
アゼルバイジャン 9 0.9 104 23 21.9 2,550 54.6 6,370 18.0 70 75   .. 3.8
バングラディシュ 159 1.8 1,218 34 75.1 470 212.7 1,340 4.8 63 65 47 0.3
ベラルーシ 10 –0.4 47 15 40.9 4,220 104.2 10,740 8.5 63 74   .. 6.6
ベルギー 11 0.5 352 17 432.5 40,710 373.1 35,110 2.1 77 82   .. 9.7
ベニン 9 3.2 82 44 5.1 570 11.9 1,310 1.5 55 57 35 0.3
ボリビア 10 1.9 9 37 12.0 1,260 39.4 4,140 2.8 63 67 87 0.8
ボスニア・ヘルツェゴ
ビナ

4 0.3 74 17 14.3 3,790 28.6 7,280 6.8 72 77 97 4.0

ブラジル 192 1.4 23 27 1,133.0 5,910 1,795.7 9,370 4.2 69 76 89 1.8
ブルガリア 8 –0.8 70 13 35.1 4,590 85.4 11,180 6.9 69 76 98 5.5
ブルキナファソ 15 3.1 54 46 6.4 430 16.5 1,120 1.0 50 53 24 0.1
ブルンジ 8 3.5 331 44 0.9 110 2.8 330 –0.3 48 50 59 0.0
カンボジア 14 1.8 82 36 7.9 540 24.5 1,690 8.4 57 61 74 0.0
カメルーン 19 2.2 40 41 19.5 1,050 39.2 2,120 1.3 50 51 68 0.2
カナダ 33 1.0 4 17 1,300.0 39,420 1,164.2 35,310 1.7 78 83   .. 20.0
中央アフリカ共和国 4 1.7 7 42 1.7 380 3.2 740 2.3 43 46 49 0.1
チャド 11 3.4 9 46 5.8 540 13.8 1,280 –2.1 49 52 26 0.0
チリ 17 1.1 22 24 138.6 8,350 209.0 12,590 4.1 75 81 96 3.9
中国 1,320 0.6 142 21 3,120.9 2,360 7,083.5 5,370 11.2 70 74 91 3.9
香港（中国） 7 0.5 6,647 14 218.9 31,610 305.1 44,050 5.3 79 85   .. 5.5
コロンビア 46 1.4 42 29 149.9 3,250 306.2 6,640 6.2 69 76 93 1.2
コンゴ民主共和国 62 3.0 28 47 8.6 140 17.9 290 3.5 45 47 67 0.0
コンゴ共和国 4 2.3 11 42 5.8 1,540 10.4 2,750 –3.6 54 56 85 1.0
コスタリカ 4 1.8 87 27 24.8 5,560 37.2d 8,340d 4.8 76 81 95 1.5
コートジボワール 19 1.7 61 41 17.5 910 30.7 1,590 –0.1 47 49 49 0.3
クロアチア 4 –0.2 79 15 46.4 10,460 66.8 15,050 5.6 73 79 98 5.3
チェコ共和国 10 0.1 134 14 149.4 14,450 225.5 21,820 5.0 73 80   .. 11.5
デンマーク 5 0.3 129 19 299.8 54,910 200.6 36,740 1.4 76 80   .. 9.8
ドミニカ共和国 10 1.6 202 33 34.6 3,550 49.3d 5,050d 7.0 69 75 87 2.1
エクアドル 13 1.2 48 32 41.2 3,080 93.9 7,040 0.9 72 78 91 2.3
エジプト・アラブ共和国 75 1.8 76 33 119.4 1,580 407.6 5,400 5.2 69 73 71 2.2
エルサルバドル 7 1.4 331 33 19.5 2,850 33.2d 4,840d 2.8 69 75 81 0.9
エリトリア 5 3.9 48 43 1.1 230 1.9d 400d –2.3 55 60   .. 0.2
エチオピア 79 2.6 79 44 17.6 220 61.7 780 8.4 51 54 36 0.1
フィンランド 5 0.3 17 17 234.8 44,400 186.5 35,270 4.0 76 83   .. 12.6
フランス 62 0.7 112 18 2,447.1 38,500e 2,065.4 33,470 1.6 77 84   .. 6.2
グルジア 4 –1.0 63 18 9.3 2,120 21.0 4,770 13.4 67 75   .. 0.9
ドイツ 82 0.0f 236 14 3,197.0 38,860 2,782.7 33,820 2.6 76 82   .. 9.8
ガーナ 23 2.2 103 38 13.9 590 31.2 1,330 4.3 59 60 58 0.3
ギリシャ 11 0.4 87 14 331.7 29,630 364.1 32,520 3.6 77 82 96 8.7
グアテマラ 13 2.5 123 43 32.6 2,440 55.0d 4,120d 3.2 66 74 69 1.0
ギニア 9 1.9 38 43 3.7 400 10.5 1,120 –0.6 54 57 29 0.2
ハイチ 10 1.6 349 37 5.4 560 10.1d 1,050d 1.4 59 62   .. 0.2
ホンジュラス 7 1.9 63 39 11.3 1,600 22.4d 3,160d 4.5 66 73 80 1.1
ハンガリー 10 –0.2 112 15 116.3 11,570 175.2 17,430 1.5 69 77   .. 5.7
インド 1,123 1.4 378 32 1,069.4 950 3,078.7 2,740 7.7 63 66 61 1.2
インドネシア 226 1.3 125 28 373.1 1,650 807.9 3,580 5.1 66 70 90 1.7
イラン・イスラム共和国 71 1.5 44 27 246.5 3,470 766.9 10,800 6.2 69 72 82 6.4
イラク    ..   ..    .. ..     ..     ..g     ..    ..   ..  ..  ..   .. 3.0
アイルランド 4 2.0 63 21 210.2 48,140 161.7 37,040 2.8 77 82   .. 10.4
イスラエル 7 1.9 331 28 157.1 21,900 186.0 25,930 3.4 78 82   .. 10.5
イタリア 59 0.6 202 14 1,991.3 33,540 1,775.3 29,900 0.8 78 84 98 7.7
日本 128 0.1 351 14 4,813.3 37,670 4,420.6 34,600 2.1 79 86   .. 9.8
ヨルダン 6 2.5 65 36 16.3 2,850 29.5 5,160 2.6 71 74 91 3.1
カザフスタン 15 0.6 6 24 78.3 5,060 150.1 9,700 7.3 61 72   .. 13.3
ケニア 38 2.6 66 43 25.6 680 57.8 1,540 4.1 52 55 74 0.3
大韓民国 49 0.5 492 18 955.8 19,690 1,201.1 24,750 4.7 75 82   .. 9.7
キルギスタン共和国 5 0.9 27 30 3.1 590 10.2 1,950 6.4 64 72   .. 1.1
ラオス人民民主共和国 6 1.6 25 38 3.4 580 11.4 1,940 5.3 63 65 69 0.2
レバノン 4 1.2 401 28 23.7 5,770 41.2 10,050 1.0 70 74   .. 4.1
リベリア 4 2.9 39 47 0.6 150 1.1 290 4.3 44 46 52 0.1
リビア 6 2.0 4 30 55.5 9,010 70.8d 11,500d 4.8 71 77 84 10.3
リトアニア 3 –0.5 54 16 33.5 9,920 58.0 17,180 9.4 65 77 100 3.9
マダガスカル 20 2.8 34 43 6.3 320 18.2 920 3.7 57 61 71 0.2
マラウイ 14 2.6 148 47 3.5 250 10.5 750 4.7 47 48   .. 0.1
マレーシア 27 1.9 81 30 173.7 6,540 360.2 13,570 4.0 72 76 89 7.0
マリ 12 3.0 10 48 6.1 500 12.8 1,040 –0.3 52 56 24 0.1
モーリタニア 3 2.8 3 40 2.6 840 6.3 2,010 –0.6 62 66 51 0.9
メキシコ 105 1.0 54 30 878.0 8,340 1,324.6 12,580 2.3 72 77 92 4.3
モルドバ 4 –1.3 115 19 4.3 1,260h 11.1 2,930 4.1 65 72 99 2.0
モロッコ 31 1.2 69 29 69.4 2,250 123.3 3,990 1.1 69 73 52 1.4
モザンビーク 21 2.3 27 44 6.8 320 14.8 690 5.0 42 43   .. 0.1
ミャンマー 49 0.9 74 26     ..     ..c     ..    .. 4.1 59 65 90 0.2

表 1．　主要開発指標
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注：a．世界銀行アトラス方式を用いて算出．　b．ppp は購買力平価．定義を参照．　c．低所得国（935 ドル未満）と推定される．　d．回帰分析による推定値．その他
の推定値は最新の国際比較プログラムに基づくベンチマーク推定値からの外挿による．　e．GNI と 1 人当たり GNI の推定値には，仏領ギアナ，グアドループ，マルチニー
ク，およびレユニオンなどフランス海外県が含まれる．　f．0.05 未満．　g．下位中所得国（936-3,705 ドル）と推定される．　h．トランスニストリアを除くデータ．　
i．コソボ・メタヒアを除くデータ．　j．タンザニア本土だけのデータ．　k．高所得国（11,456 ドル以上）と推定される．

人口 人口の年齢
別構成

0-14 歳の
割合％
2007 年

国民総所得（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b 1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）

2006-07 年

出生時余命 成人識字率
（対 15 歳

以上
人口比％）

2005 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（トン）
2004 年

（100 万人）
2007 年

（年平均増
加率％）
2000-07

年

（km2 当
たり人口

密度）
2007 年

（10億ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

（10億ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

男（年数）
2006 年

女（年数）
2006 年

ネパール 28 2.0 197 38 9.7 340 29.2 1,040 0.8 63 64 49 0.1
オランダ 16 0.4 484 18 750.5 45,820 647.1 39,500 3.3 78 82   .. 8.7
ニュージーランド 4 1.3 16 21 121.7 28,780 111.4 26,340 2.3 78 82   .. 7.7
ニカラグア 6 1.3 46 37 5.5 980 11.7d 2,080d 2.9 70 76 77 0.7
ニジェール 14 3.5 11 48 4.0 280 9.0 630 –0.1 57 56 29 0.1
ナイジェリア 148 2.4 162 44 137.1 930 262.5 1,770 4.0 46 47 69 0.8
ノルウェイ 5 0.7 15 19 360.0 76,450 252.8 53,690 2.4 78 83   .. 19.1
パキスタン 162 2.3 211 36 141.0 870 417.5 2,570 4.2 65 66 50 0.8
パナマ 3 1.8 45 30 18.4 5,510 27.9d 8,340d 9.4 73 78 92 1.8
パプアニューギニア 6 2.3 14 40 5.4 850 9.5d 1,500d 4.2 55 60 57 0.4
パラグアイ 6 1.9 15 35 10.2 1,670 26.8 4,380 4.6 69 74 93 0.7
ペルー 28 1.2 22 31 96.2 3,450 201.9 7,240 7.8 69 74 88 1.2
フィリピン 88 2.0 295 35 142.6 1,620 327.8 3,730 5.3 69 74 93 1.0
ポーランド 38 –0.1 124 15 374.6 9,840 593.3 15,590 6.7 71 80   .. 8.0
ポルトガル 11 0.5 116 16 201.1 18,950 219.0 20,640 1.7 75 82 94 5.6
ルーマニア 22 –0.6 94 15 132.5 6,150 236.6 10,980 6.4 69 76 97 4.2
ロシア連邦 142 –0.5 9 15 1,071.0 7,560 2,039.1 14,400 8.8 59 73 99 10.6
ルワンダ 10 2.5 395 43 3.1 320 8.4 860 3.0 44 47 65 0.1
サウジアラビア 24 2.3 12 34 373.5 15,440 554.3 22,910 1.2 71 75 83 13.7
セネガル 12 2.6 64 42 10.2 820 20.3 1,640 1.9 61 65 39 0.4
セルビア 7i –0.3i 95i 18 35.0 4,730i 75.5 10,220 6.9 70i 76i   ..   ..
シエラレオネ 6 3.7 82 43 1.5 260 3.9 660 4.6 41 44 35 0.2
シンガポール 5 1.9 6,660 18 149.0 32,470 222.7 48,520 3.3 78 82 93 12.5
スロベキア共和国 5 0.0f 112 16 63.3 11,730 104.3 19,330 10.3 70 78   .. 6.7
ソマリア 9 3.0 14 44     ..     ..c     ..    ..   .. 47 49   ..   ..
南アフリカ 48 1.1 39 32 274.0 5,760 454.8 9,560 4.4 49 53   .. 9.4
スペイン 45 1.6 90 15 1,321.8 29,450 1,351.1 30,110 2.0 78 84   .. 7.7
スリランカ 20 0.4 309 23 30.8 1,540 84.0 4,210 6.5 72 78 91 0.6
スーダン 39 2.1 16 40 37.0 960 72.6 1,880 7.8 57 60 61 0.3
スウェーデン 9 0.4 22 17 421.3 46,060 327.9 35,840 1.8 79 83   .. 5.9
スイス 8 0.7 189 16 452.1 59,880 325.3 43,080 2.2 79 84   .. 5.5
シリア・アラブ共和国 20 2.7 108 36 35.0 1,760 87.0 4,370 4.0 72 76 81 3.7
タジキスタン 7 1.3 48 38 3.1 460 11.5 1,710 6.2 64 69 99 0.8
タンザニア 40 2.5 46 44 16.3 400j 48.7 1,200 4.5 51 53 69 0.1
タイ 64 0.7 125 21 217.4 3,400 503.1 7,880 4.1 66 75 93 4.3
トーゴ 7 2.8 121 43 2.4 360 5.2 800 –0.5 56 60 53 0.4
チェニジア 10 1.0 66 25 32.8 3,200 73.0 7,130 5.1 72 76 74 2.3
トルコ 74 1.3 96 27 592.9 8,020 893.1 12,090 3.2 69 74 87 3.2
トルクメニスタン 5 1.4 11 30     ..     ..g 32.1d 6,640d   .. 59 67   .. 8.8
ウガンダ 31 3.2 157 49 10.5 340 28.5 920 2.9 50 51 67 0.1
ウクライナ 46 –0.8 80 14 118.4 2,550 315.9 6,810 8.2 62 74 99 7.0
アラブ首長国連邦 4 4.2 52 20     ..     ..k     ..   .. 4.4 77 82 89 37.8
イギリス 61 0.5 252 18 2,608.5 42,740 2,097.9 34,370 2.3 77 81   .. 9.8
アメリカ 302 0.9 33 20 13,886.5 46,040 13,829.0 45,850 1.5 75 81   .. 20.6
ウルグアイ 3 0.1 19 23 21.2 6,380 36.6 11,040 7.3 72 80   .. 1.7
ウズベキスタン 27 1.2 63 32 19.7 730 45.2d 1,680d 7.9 64 71   .. 5.3
ベネズエラ・ボルバル
共和国

27 1.7 31 31 201.2 7,320 327.5 11,920 6.6 72 77 93 6.6

ベトナム 85 1.3 275 28 67.2 790 216.9 2,550 7.2 68 73   .. 1.2
ヨルダン川西岸・ガザ 4 3.8 643 45 4.5 1,230     ..    .. –4.9 71 74 92   ..
イエメン共和国 22 3.0 42 45 19.4 870 49.3 2,200 0.6 61 64 54 1.0
ザンビア 12 1.9 16 46 9.5 800 14.6 1,220 4.0 41 42   .. 0.2
ジンバブエ 13 0.8 35 38 4.5 340     ..   .. –6.0 43 42 89 0.8
世界 6,612s 1.2w 51w 28w 52,621.4t 7,958w 64,904.9t 9,816w 2.6w 66w 70w 82w 4.3w
低所得 1,296 2.2 61 39 748.8 578 1,867.5 1,441 4.3 56 58 61 0.6
中所得 4,260 1.0 57 27 12,234.7 2,872 25,217.1 5,920 6.9 67 71 90 3.2

低位中所得 3,437 1.1 100 27 6,485.0 1,887 15,509.6 4,512 8.6 67 70 89 2.6
高位中所得 823 0.7 20 24 5,749.6 6,987 9,732.4 11,827 5.1 67 74 93 5.5

低・中所得 5,556 1.3 58 29 12,985.9 2,337 27,083.9 4,875 6.5 64 68 79 2.6
東アジア・太平洋 1,914 0.8 121 23 4,173.5 2,180 9,432.2 4,928 9.6 69 73 91 3.3
ヨーロッパ中央ア
ジア

445 0.0f 19 19 2,693.7 6,051 4,918.3 11,049 6.7 64 74 97 7.1

ラテンアメリカ・
カリブ

563 1.3 28 29 3,118.0 5,540 5,191.9 9,226 4.5 70 76 90 2.6

中東・北アフリカ 313 1.8 36 32 875.6 2,794 2,222.4 7,091 4.0 68 72 73 3.8
南アジア 1,520 1.6 318 33 1,338.6 880 3,856.4 2,536 7.0 63 66 58 1.1
サハラ以南アフリカ 800 2.5 34 43 761.6 952 1,470.7 1,839 3.7 49 52 59 0.9

高所得 1,056 0.7 32 18 39,682.1 37,566 38,080.6 36,050 2.0 76 82 99 13.1
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極貧と飢餓の撲滅
普遍的初等教育の

達成
初等教育修了率 a％

男女平等の促進
小中学校就学者の

男女比率 a％

幼児死亡の削減
1,000 人当たり

5 歳未満児死亡率

妊産婦保健の改善 HIV/ エイズ
その他疾病と

の戦い
HIV 感染率％

（15-49歳人口）
　2005 年

最貧 20％層
が消費 / 所得

に占める
割合％ b

1992-2005 年

幼児栄養失調の
割合％

訓練を受けた医療
関係者が介助した

分娩の割合％

避妊手段普及率
15-49 歳既婚女性の

使用割合％

1990 年
2000-07

年 b 1991 年 2006 年 1991 年 2006 年 1990 年 2006 年 1990 年
2000-07

年 b 1990 年
2000-07

年 b

アフガニスタン  ..   ..   ..   ..  ..  ..  ..  ..   ..   .. .. .. ..   ..
アルバニア 8.2c   .. 17.0   .. 96 96 97 45 17   .. 100 .. 60 0.2
アルジェリア 7.0c   .. 10.2 80 85 83 99 69 38 77 95 47 61 0.1
アンゴラ ..   .. 27.5 35  ..  ..  .. 260 260   .. 45 .. 6 3.7
アルゼンチン 3.1d,e   .. 2.3   .. 97  .. 104 29 16 96 99 .. .. 0.6
アルメニア 8.5c   .. 4.2   .. 91  .. 104 56 24   .. 98 .. 53 0.1
オーストラリア 5.9e   ..   ..   ..  .. 101 97 10 6 100 100 .. .. 0.1
オーストリア 8.6e   ..   ..   .. 103 95 97 10 5   .. .. .. .. 0.3
アゼルバイジャン 7.4c   .. 14.0   .. 92 100 96 105 88   .. 100 .. 55 0.1
バングラディシュ 8.8c   .. 39.2 49 72  .. 103 149 69   .. 20 31 58 <0.1
ベラルーシ 8.8c   .. 1.3 94 95  .. 101 24 13   .. 100 .. 73 0.3
ベルギー 8.5e   ..   .. 79 87 101 98 10 4   .. .. 78 .. 0.3
ベニン 7.4c   .. 21.5 21 64 49 73 185 148   .. 79 .. 17 1.8
ボリビア 1.5e 8.9 5.9   .. 101  .. 98 125 61 43 67 30 58 0.1
ボスニア・ヘルツェゴビナ 7.0c   .. 1.6   ..  ..  ..  .. 22 15 97 100 .. 36 <0.1
ブラジル 2.9e   .. 3.7 93 106  .. 103 57 20 72 97 59 .. 0.5
ブルガリア 8.7c   .. 1.6 84 98 99 97 19 14   .. 99 .. .. <0.1
ブルキナファソ 6.9c   .. 35.2 20 31 62 80 206 204   .. 54 .. 17 2.0
ブルンジ 5.1c   .. 38.9 46 36 82 89 190 181   .. 34 .. 9 3.3
カンボジア 6.8c   .. 28.4   .. 87 73 89 116 82   .. 44 .. 40 1.6
カメルーン 5.6c   .. 15.1 53 52 83 83 139 149 58 63 16 29 5.5g

カナダ 7.2e   ..   ..   ..  .. 99 98 8 6   .. 100 .. .. 0.3
中央アフリカ共和国 2.0c   .. 21.8 27 24 60  .. 173 175   .. 53 .. 19 10.7
チャド ..   .. 33.9 18 31 42 61 201 209   .. 14 .. 3 3.5
チリ 3.8e   ..   ..   .. 95 100 99 21 9   .. 100 56 .. 0.3
中国 4.3e   .. 6.8 105  .. 87 100 45 24 50 98 71 87 0.1h

香港（中国） 5.3e   ..   .. 102 100 103 98  ..   ..   .. 100 86 ..   ..
コロンビア 2.9e   .. 5.1 70 105 108 104 35 21 82 96 66 78 0.6
コンゴ民主共和国 ..   .. 33.6 46  ..  ..  .. 205 205   .. 74k 8 21k 3.2
コンゴ共和国 ..   .. 11.8 54 73 85 90 103 126   .. 86 .. 44 5.3
コスタリカ 4.1e   ..   .. 79 89 101 102 18 12 98 99 .. 96 0.3
コートジボワール 5.2c   .. 20.2 43 43 65  .. 153 127   .. 57 .. 13 7.1
クロアチア 8.8c   ..   ..   .. 92 102 102 12 6 100 100 .. 69 <0.1
チェコ共和国 10.3e   .. 2.1   .. 94 98 101 13 4   .. 100 78 .. 0.1
デンマーク 8.3e   ..   .. 98 101 101 101 9 5   .. .. 78 .. 0.2
ドミニカ共和国 4.1e 8.4 4.2   .. 83  .. 104 65 29 93 96 56 61 1.1
エクアドル 3.3c   .. 6.2   .. 106  .. 100 57 24   .. 75 53 73 0.3
エジプト・アラブ共和国 8.9c   .. 5.4   .. 98k 81 95 91 35 37 74 38 59 <0.1
エルサルバドル 2.7e 11.1 6.1 41 88 102 99 60 25 52 92 47 67 0.9
エリトリア ..   .. 34.5   .. 49  .. 72 147 74   .. 28 .. 8 2.4
エチオピア 9.1c   .. 34.6 26 46k 68 83k 204 123   .. 6 4 15 1.4i

フィンランド 9.6e   ..   .. 97 97 109 102 7 4   .. 100 77 .. 0.1
フランス 7.2e   ..   .. 104  .. 102 100 9 4   .. .. 81 .. 0.4
グルジア 5.4c   ..   ..   .. 85 98 103 46 32   .. 92 .. 47 0.2
ドイツ 8.5e   ..   .. 100 97 99 98 9 4   .. 100 75 .. 0.1
ガーナ 5.6c 24.1 18.8 61 71 79 95k 120 120 40 50 13 17 2.3
ギリシャ 6.7e   ..   .. 99 103 99 98 11 4   .. .. .. .. 0.2
グアテマラ 3.9e   .. 17.7   .. 77  .. 92 82 41   .. 41 .. 43 0.9
ギニア 7.0c   .. 22.5 17 64 45 74 235 161 31 38 .. 9 1.5
ハイチ 2.4e   .. 18.9 27  .. 94  .. 152 80 23 26 10 32 2.2j

ホンジュラス 3.4e   .. 8.6 64 89 106 109 58 27 45 67 47 65 1.5
ハンガリー 8.6c 2.3   .. 93 96 100 99 17 7   .. 100 .. .. 0.1
インド 8.1c   .. 43.5 64 86 70 91 115 76   .. 47 43 56 0.9
インドネシア 7.1c 31.0 24.4 91 99 93 98 91 34 32 72 50 57 0.1
イラン・イスラム共和国 6.5c   ..   .. 91 101 85 105 72 34   .. 90 49 74 0.2
イラク ..   ..   .. 58  .. 78  .. 53   .. 54 .. 14 ..   ..
アイルランド 7.4e   ..   ..   .. 96 104 103 9 5   .. 100 60 .. 0.2
イスラエル 5.7e   ..   ..   .. 101 105 101 12 5   .. .. 68 .. 0.2
イタリア 6.5e   ..   .. 104 100 100 99 9 4   .. 99 .. .. 0.5
日本 10.6e   ..   .. 101  .. 101 100 6 4 100 100 58 56 <0.1
ヨルダン 6.7c 4.8 3.6 72 99 101 102 40 25 87 100 40 56 0.2
カザフスタン 7.4c   ..   ..   .. 101k 102 99k 60 29   .. 100 .. 51 0.1
ケニア 6.0c   .. 16.5   .. 93 94 96 97 121 50 42 27 39 6.1
大韓民国 7.9e   ..   .. 98 101k 99 96k 9 5 98 100 77 .. <0.1
キルギスタン共和国 8.9c   ..   ..   .. 99  .. 100 75 41   .. 98 .. 48 0.1
ラオス人民民主共和国 8.1c   .. 36.4 46 75 76 85 163 75   .. 19 .. 32 0.1
レバノン ..   .. 3.4   .. 80  .. 103 37 30   .. 98 .. 58 0.1
リベリア ..   .. 22.8   .. 63  ..  .. 235 235   .. 51 .. 10   ..
リビア ..   ..   ..   ..  ..  .. 105 41 18   .. .. .. .. 0.2
リトアニア 6.8c   ..   ..   .. 93  .. 100 13 8   .. 100 .. .. 0.2
マダガスカル 4.9c 35.5 36.8 33 57 98 96 168 115 57 51 17 27 0.5
マラウイ 7.0c 24.4 18.4 29 55 81 100 221 120 55 54 13 42 14.1
マレーシア 4.4e   ..   .. 91 98 101 104 22 12   .. 98 50 .. 0.5
マリ 6.1c   .. 30.1 13 49 57 74 250 217   .. 41 .. 8 1.7
モーリタニア 6.2c   .. 30.4 34 47 71 102 133 125 40 57 3 8 0.7
メキシコ 4.3c 13.9 3.4 88 104 97 99 53 35   .. 83 .. 71 0.3
モルドバ 7.8c   .. 3.2   .. 98 106 103 37 19   .. 100 .. 68 1.1
モロッコ 6.5c 8.1 9.9 48 84 70 87 89 37 31 63 42 63 0.1
モザンビーク 5.4c   .. 21.2 26 42 71 85 235 138   .. 48 .. 17 16.1
ミャンマー ..   .. 29.6   .. 95 97 101 130 104   .. 68 17 34 1.3

表 2．　ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
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注：a．1976 年国際標準教育分類（ISCED76）が ISCED97 に変更されたため，1998 年以前のデータは 99 年以降のデータとの厳密な比較は不可能．　b．入手可能な最新
年のデータ．　c．1 人当たり支出でランク付けした人口の百分位層が支出に占める割合．　d．都市部のデータ．　e．1 人当たり所得でランク付けした人口の百分位層が
所得に占める割合．　f．モンテネグロを含む．　g．2004 年の調査データ．　h．香港（中国）を含む．　i．2002 年の調査データ．　j．2005-06 年の調査データ．　k．
2007 年のデータ．　l．2004-05 年の調査データ．

極貧と飢餓の撲滅
普遍的初等教育の

達成
初等教育修了率 a％

男女平等の促進
小中学校就学者の

男女比率 a％

幼児死亡の削減
1,000 人当たり

5 歳未満児死亡率

妊産婦保健の改善 HIV/ エイズ
その他疾病と

の戦い
HIV 感染率％

（15-49歳人口）
　2005 年

最貧 20％層
が消費 / 所得

に占める
割合％ b

1992-2005 年

幼児栄養失調の
割合％

訓練を受けた医療
関係者が介助した

分娩の割合％

避妊手段普及率
15-49 歳既婚女性の

使用割合％

1990 年
2000-07

年 b 1991 年 2006 年 1991 年 2006 年 1990 年 2006 年 1990 年
2000-07

年 b 1990 年
2000-07

年 b

ネパール 6.0c   .. 38.8 51 76 59 93 142 59 7 19 23 48 0.5
オランダ 7.6e   ..   ..  ..   .. 97 98 9 5   .. 100 76 .. 0.2
ニュージーランド 6.4e   ..   .. 100   .. 100 103 11 6   .. 97 .. .. 0.1
ニカラグア 5.6c   .. 7.8 42 73 109 102 68 36   .. 67 .. 69 0.2
ニジェール 2.6c 41.0 39.9 18 33 53 70 320 253 15 18 4 11 1.1
ナイジェリア 5.0c 35.1 27.2  .. 76 77 83 230 191 33 36 6 13 3.9
ノルウェイ 9.6e   ..   .. 100 96 102 100 9 4 100 .. 74 .. 0.1
パキスタン 9.1c 39.0 31.3  .. 62   .. 78 130 97 19 31 15 28 0.1
パナマ 2.5e   ..   .. 86 94   .. 101 34 23   .. 91 .. .. 0.9
パプアニューギニア 4.5c   ..   .. 46   .. 80 .. 94 73   .. 42 .. .. 1.8
パラグアイ 2.4e 2.8   .. 68 95 98 99 41 22 66 77 48 73 0.4
ペルー 3.7e 8.8 5.2  .. 101 96 101 78 25 80 87 59 46 0.6
フィリピン 5.4c   .. 20.7 86 94 100 102 62 32   .. 60 36 49 <0.1
ポーランド 7.4c   ..   .. 98 97 101 99 18 7   .. 100 49 .. 0.1
ポルトガル 5.8e   ..   .. 95 104 103 101 14 5 98 100 .. .. 0.4
ルーマニア 8.2c   .. 3.5 96 101 99 100 31 18   .. 98 .. 70 <0.1
ロシア連邦 6.1c   ..   ..  .. 94 104 99 27 16   .. 99 34 .. 1.1
ルワンダ 5.3c 24.3 18.0 35 35 92 102 176 160 26 39 21 17 3.0i

サウジアラビア ..   ..   .. 55   .. 84 .. 44 25   .. 96 .. .. 0.2
セネガル 6.6c   .. 14.5 42 49 69 92 149 116   .. 52 .. 12 0.7i

セルビア 8.3c,f   .. 1.8  ..   ..   .. .. .. 8   .. 99 .. 41 0.2f

シエラレオネ 6.5c   .. 24.7  .. 81k 67 86k 290 270   .. 43 .. 5 1.6
シンガポール 5.0e   .. 3.3  ..   .. 95 .. 8 3   .. 100 65 .. 0.3
スロベキア共和国 8.8e   ..   .. 96 93   .. 100 14 8   .. 100 74 .. <0.1
ソマリア ..   .. 32.8  ..   ..   .. .. 203 145   .. 33 1 15 0.9
南アフリカ 3.5c   ..   .. 76 100 104 100 60 69   .. 92 57 60 18.8
スペイン 7.0e   ..   ..  .. 103 104 103 9 4   .. .. .. .. 0.6
スリランカ 7.0c   .. 22.8 102 108 102 .. 32 13   .. 96 .. 70 <0.1
スーダン ..   .. 38.4 42 47 77 89 120 89 69 49 9 8 1.6
スウェーデン 9.1e   ..   .. 96   .. 102 100 7 3   .. .. .. .. 0.2
スイス 7.6e   ..   .. 53 88 97 97 9 5   .. 100 .. .. 0.4
シリア・アラブ共和国 ..   .. 8.5 89 115 85 95 38 14   .. 93 .. 58 0.2
タジキスタン 7.8c   ..   ..  .. 106   .. 88 115 68   .. 83 .. 38 0.1
タンザニア 7.3c 25.1 16.7 62 85k 97 .. 161 118 53 43 10 26 6.5
タイ 6.3c   .. 7.0  ..   .. 97 104 31 8   .. 97 .. 77 1.4
トーゴ .. 21.2   .. 35 67 59 73 149 108 31 62 34 17 3.2
チェニジア 6.0c 8.5   .. 74 120 86 104 52 23 69 90 50 63 0.1
トルコ 5.3c   .. 3.5 90 96 81 90 82 26   .. 83 63 71 0.2
トルクメニスタン 6.1c   ..   ..  ..   ..   .. .. 99 51   .. 100 .. 48 <0.1
ウガンダ 5.7c 19.7 19.0  .. 54 82 98 160 134 38 42 5 24 6.4l

ウクライナ 9.0c   .. 4.1 94 105   .. 99 25 24   .. 100 .. 66 1.4
アラブ首長国連邦 ..   ..   .. 103 100 104 101 15 8   .. 100 .. .. 0.2
イギリス 6.1e   ..   ..  ..   .. 102 102 10 6   .. .. .. 84 0.2
アメリカ 5.4e   .. 1.1  .. 95 100 100 11 8 99 99 71 .. 0.6
ウルグアイ 4.5d,e   .. 6.0 94 99   .. 106 23 12   .. 99 .. .. 0.5
ウズベキスタン 7.2c   .. 4.4  .. 100 94 98k 74 43   .. 100 .. 65 0.2
ベネズエラ・ボルバル共
和国

3.3e   ..   .. 43 96 105 103 33 21   .. 95 .. .. 0.7

ベトナム 7.1c   .. 20.2  ..   ..   .. .. 53 17   .. 88 53 76 0.5i

ヨルダン川西岸・ガザ ..   ..   ..  .. 95   .. 104 40 22   .. 99 .. 50 ..
イエメン共和国 7.2c   .. 41.3  .. 60   .. 66 139 100 16 27 10 23 0.2
ザンビア 3.6c 21.2 23.3  .. 84   .. 93 180 182 51 43 15 34 17.0
ジンバブエ 4.6c 8.0 14.0 97   .. 92 97 76 105 70 80 43 60 18.1j

世界    ..w 23.9w 79w 86w ..w 95w 92w 72w 49w 65w 57w 60w 1.0w
低所得   .. 28.9 49 65 76 88 164 135 33 41 22 33 2.5
中所得   .. 22.9 82 93 86 97 75 49 48 73 61 69 0.7

低位中所得   .. 25.2 83 91 83 96 81 54 44 69 63 69 0.5
高位中所得   ..   .. 88 101 99 100 46 26 79 94 50 67 1.6

低・中所得   .. 24.9 77 85 84 94 101 79 45 62 54 60 1.1
東アジア・太平洋   .. 13.3 101 98 90 100 56 29 47 87 75 79 0.2
ヨーロッパ中央アジア   ..   .. 90 98 98 97 49 26 81 95 44 63 0.6
ラテンアメリカ・カ
リブ

  .. 5.1 82 100 99 101 55 26 75 88 57 67 0.6

中東・北アフリカ   ..   .. 77 90 79 93 78 42 48 77 42 60 0.1
南アジア   .. 41.3 62 80 70 90 123 83 30 41 40 53 0.7
サハラ以南アフリカ   .. 26.8 51 60 82 87 184 157 44 45 15 22 5.8

高所得   ..   ..  .. 97 100 99 12 7   .. 99 71 .. 0.4
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表 3．　経済活動
国内総生産

（GDP）
農業生産性

農民 1 人当たり付加価値
2000 年米ドル

付加価値・（対 GDP 比％）

家計最終消
費支出

（対GDP比％）
2007 年

一般政府最
終消費支出

（対GDP比％）
2007 年

総固定資本
形成

（対GDP比％）
2007 年

対外財
サービス
対外収支

（対GDP比％）
2007 年

GDP イン
プリシッ
ト・デフ
レーター

（年平均上
昇率％）

2000-07 年
100 万ドル

2007 年

年平均増加
率％

2000-07 年
農業

2007 年
工業

2007 年
サービス業

2007 年1990-92 年 2003-05 年
アフガニスタン 11,627 11.5     ..     .. 36 24 39 111 10 28 –49 5.9
アルバニア 10,569 5.3 778 1,449 23 22 56 90 9 27 –26 3.5
アルジェリア 135,285 4.5 1,911 2,225 8 61 30 34 12 30 24 8.8
アンゴラ 58,547 13.1 165 174 10 68 22 59   ..a 14 26 55.3
アルゼンチン 262,331 4.7 6,767 10,072 8 36 56 59 12 24 6 12.3
アルメニア 9,177 12.7 1,476b 3,692 18 44 38 74 9 32 –15 4.2
オーストラリア 821,716 3.3 20,838 29,924 3 28 69 57 18 27 –1 3.7
オーストリア 377,028 1.9 12,048 22,203 2 31 67 56 18 21 6 1.8
アゼルバイジャン 31,248 17.2 1,084b 1,143 6 62 32 32 13 27 27 9.3
バングラディシュ 67,694 5.8 254 338 19 29 53 77 6 24 –7 4.3
ベラルーシ 44,771 8.3 1,977b 3,153 9 40 51 62 20 28 –9 27.6
ベルギー 448,560 1.9 21,479 41,631 1 24 75 53 23 22 3 2.0
ベニン 5,428 3.8 326 519 32 13 54 78 15 20 –13 2.9
ボリビア 13,120 3.6 670 773 14 32 54 68 13 13 5 6.8
ボスニア・ヘルツェゴビナ 14,661 5.3     .. 8,270 10 26 64 76 24 18 –18 3.8
ブラジル 1,314,170 3.3 1,506 3,126 5 31 64 48 28 22 2 8.5
ブルガリア 39,549 5.7 2,500 7,159 8 33 59 75 12 35 –22 5.0
ブルキナファソ 6,767 5.8 110 173 33 22 44 75 22 18 –15 2.2
ブルンジ 974 2.7 108 70 35 20 45 91 29 17 –37 8.4
カンボジア 8,628 9.8     .. 306 30 26 44 82 3 21 –7 3.8
カメルーン 20,644 3.5 389 646 19 29 52 73 9 17 1 2.2
カナダ 1,326,376 2.7 28,243 43,055  ..  ..  .. 55 19 22 4 2.0
中央アフリカ共和国 1,712 0.1 287 381 56 16 28 88 10 9 –7 1.9
チャド 7,085 12.2 173 215 23 44 32 60 6 19 15 8.2
チリ 163,915 4.5 3,600 5,308 4 48 48 55 10 21 14 7.0
中国 3,280,053 10.2 254 401 12 48 40 34 14 44 8 3.7
香港（中国） 206,706 5.2     ..     .. 0 9 91 60 8 21 11 –2.3
コロンビア 171,979 4.5 3,405 2,847 11 29 60 63 13 24 –1 6.3
コンゴ民主共和国 8,955 5.0 184 149 42 28 29 82 9 18 –9 31.0
コンゴ共和国 7,646 4.1     ..     .. 5 60 35 29 14 27 30 5.7
コスタリカ 25,225 5.2 3,143 4,499 9 31 60 75 5 27 –7 9.8
コートジボワール 19,570 0.2 598 795 23 26 51 73 8 10 8 3.1
クロアチア 51,277 4.8 4,921b 9,987 7 32 61 56 20 33 –8 3.7
チェコ共和国 168,142 4.5     .. 5,423 3 39 58 48 21 27 3 2.1
デンマーク 308,093 1.8 15,190 40,780 2 26 72 49 26 23 3 2.2
ドミニカ共和国 36,686 4.8 2,268 4,586 12 28 60 80 7 20 –6 17.4
エクアドル 44,184 5.0 1,686 1,676 7 35 58 67 13 21 –1 9.6
エジプト・アラブ共和国 128,095 4.5 1,528 2,072 13 36 51 75 11 22 –8 6.9
エルサルバドル 20,215 2.7 1,633 1,638 11 29 60 93 11 16 –21 3.4
エリトリア 1,201 2.3     .. 61 18 24 58 81 42 19 –42 14.8
エチオピア 19,395 7.5 146 158 46 13 40 84 11 25 –19 6.6
フィンランド 246,020 3.1 18,822 31,214 3 32 65 51 21 21 7 0.9
フランス 2,562,288 1.7 22,234 44,017 2 21 77 57 24 21 –1 2.0
グルジア 10,176 8.3 2,443b 1,790 11 24 65 75 22 29 –26 6.9
ドイツ 3,297,233 1.1 13,724 26,549 1 30 69 58 18 18 5 1.0
ガーナ 15,246 5.5 293 320 36 25 38 78 13 33 –23 19.5
ギリシャ 360,031 4.3 7,668 9,011 3 21 76 68 14 26 –8 3.4
グアテマラ 33,432 3.6 2,119 2,350 12 27 60 87 9 20 –16 4.7
ギニア 4,564 2.8 142 190 17 45 38 84 6 13 –2 18.1
ハイチ 6,137 0.2     ..     ..  ..  ..  .. 91 9 29 –29 16.5
ホンジュラス 12,279 5.3 1,193 1,483 13 28 58 79 15 28 –23 6.2
ハンガリー 138,182 4.0 4,105 6,987 4 29 66 66 10 22 2 5.1
インド 1,170,968 7.8 324 392 18 29 53 55 10 38 –3 4.4
インドネシア 432,817 5.1 484 583 14 47 39 63 8 25 4 10.1
イラン・イスラム共和国 270,937 5.9 1,954 2,542 9 42 49 47 14 37 3 16.9
イラク       .. –11.4     .. 1,756  ..  ..  ..   ..  ..  ..  ..   ..
アイルランド 254,970 5.2     .. 17,879 2 36 62 44 16 27 13 3.1
イスラエル 161,822 3.3     ..     ..  ..  ..  .. 56 26 20 –1 1.2
イタリア 2,107,481 0.8 11,542 23,967 2 27 71 59 20 21 –1 2.7
日本 4,376,705 1.7 20,445 35,517 2 30 69 57 18 23 1 –1.2
ヨルダン 15,832 6.3 1,892 1,360 3 32 65 89 20 26 –35 3.0
カザフスタン 103,840 10.0 1,795b 1,557 7 44 49 48 11 31 9 14.3
ケニア 29,509 4.4 333 332 23 19 58 75 16 20 –10 6.0
大韓民国 969,795 4.7 5,679 11,286 3 39 58 55 15 29 1 1.7
キルギスタン共和国 3,505 4.0 675b 979 33 20 47 101 19 17 –37 5.8
ラオス人民民主共和国 4,008 6.6 360 458 42 32 26 65 9 33 –6 9.4
レバノン 24,001 3.3     .. 30,099 6 23 71 89 15 12 –16 2.0
リベリア 725 –2.7     ..     .. 66 16 18 86 11 16 –14 10.0
リビア 58,333 3.7     ..     ..  ..  ..  ..  ..  ..  ..  .. 21.0
リトアニア 38,328 8.0     .. 4,703 5 33 61 66 17 30 –12 2.9
マダガスカル 7,326 3.3 186 174 27 15 58 81 10 29 –19 11.6
マラウイ 3,552 3.2 72 116 34 20 45 71 12 28 –11 21.3
マレーシア 180,714 5.1 3,803 5,126 9 51 41 50 13 23 14 4.8
マリ 6,863 5.4 208 241 37 24 39 76 11 23 –10 3.6
モーリタニア 2,644 5.1 574 356 13 47 41 61 20 26 –7 11.3
メキシコ 893,364 2.6 2,256 2,792 4 25 71 71 9 23 –2 6.3
モルドバ 4,396 6.5 1,286b 816 17 15 67 97 18 30 –44 11.5
モロッコ 73,275 4.9 1,430 1,775 12 29 59 58 16 32 –6 1.1
モザンビーク 7,752 8.0 109 153 28 27 45 72 12 24 –8 7.8
ミャンマー       .. 9.2     ..     ..  ..  ..  ..  ..  ..  ..   .. 21.2
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国内総生産
（GDP）

農業生産性
農民 1 人当たり付加価値

2000 年米ドル
付加価値・（対 GDP 比％）

家計最終消
費支出

（対GDP比％）
2007 年

一般政府最
終消費支出

（対GDP比％）
2007 年

総固定資本
形成

（対GDP比％）
2007 年

対外財
サービス
対外収支

（対GDP比％）
2007 年

GDP イン
プリシッ
ト・デフ
レーター

（年平均上
昇率％）

2000-07 年
100 万ドル

2007 年

年平均増加
率％

2000-07 年
農業

2007 年
工業

2007 年
サービス業

2007 年1990-92 年 2003-05 年
ネパール 10,207 3.2 191 207 35 16 49 82 9 25 –16 5.6
オランダ 754,203 1.6 24,914 42,198 2 25 73 47 25 20 8 2.1
ニュージーランド 129,372 3.2 19,204 25,109  ..  ..  .. 60 18 25 –3 2.4
ニカラグア 5,676 3.5     .. 2,071 20 30 51 92 9 29 –30 7.6
ニジェール 4,170 3.9 152 157b  ..  ..  .. 75 12 23 –9 2.1
ナイジェリア 165,690 6.7     ..     .. 33 39 28  ..  ..  .. 9 17.8
ノルウェイ 381,951 2.5 19,500 37,776 2 45 54 41 19 22 18 4.0
パキスタン 143,597 5.8 593 695 20 27 54 75 10 23 –8 6.5
パナマ 19,740 6.0 2,363 3,914 7 16 77 71 7 23 –1 1.8
パプアニューギニア 6,261 2.4 500 595 36 45 19 47 12 20 21 7.2
パラグアイ 12,004 3.3 1,596 2,052 26 20 54 74 9 21 –4 10.6
ペルー 109,088 5.4 930 1,498 6 35 59 63 9 20 8 3.8
フィリピン 144,129 5.1 905 1,075 14 31 55 80 10 15 –5 5.1
ポーランド 420,321 4.1 1,502b 2,182 4 30 66 63 17 22 –1 2.4
ポルトガル 220,241 0.8 4,612 5,980 3 25 72 65 21 22 –8 3.0
ルーマニア 165,980 6.1 2,196 4,646 8 26 65 77 14 22 –13 18.0
ロシア連邦 1,291,011 6.6 1,825b 2,519 5 39 57 50 17 25 8 16.7
ルワンダ 3,320 5.8 168 182 36 14 50 85 11 22 –18 9.7
サウジアラビア 381,683 4.1 7,875 15,780 3 65 32 28 23 22 27 8.1
セネガル 11,151 4.5 225 215 15 22 63 76 10 32 –18 2.2
セルビア 41,581 5.5     ..     .. 13 26 62 73 22 25 –20 19.5
シエラレオネ 1,672 11.2     ..     .. 44 24 32 84 13 17 –14 8.9
シンガポール 161,347 5.8 22,695 40,419 0 31 69 38 10 23 29 1.0
スロベキア共和国 74,932 6.0     .. 5,026 3 37 60 55 18 27 0 3.9
ソマリア       ..   ..     ..     ..  ..  ..  ..  ..  ..  ..  ..    ..
南アフリカ 277,581 4.3 1,786 2,484 3 31 66 64 20 20 –4 6.6
スペイン 1,429,226 3.4 9,511 19,030 3 30 67 58 18 31 –6 4.0
スリランカ 32,354 5.3 679 702 12 30 58 68 15 27 –10 10.0
スーダン 47,632 7.1 418 666 32 28 41 68 14 24 –6 9.6
スウェーデン 444,443 2.8 21,463 33,023 1 29 70 47 27 18 8 1.5
スイス 415,516 1.6 22,344 23,418 1 28 70 60 11 22 7 0.9
シリア・アラブ共和国 38,081 4.5 2,344 3,261 20 32 48 71 12 16 2 6.2
タジキスタン 3,712 8.8 397b 465 21 28 51 113 9 23 –45 20.5
タンザニア 16,181 6.7 238 295 45 17 37 73 16 17 –6 9.0
タイ 245,818 5.4 497 621 11 44 45 57 10 30 4 2.9
トーゴ 2,493 2.6 312 347 43 23 34 85 10 18 –13 0.8
チェニジア 35,020 4.8 2,422 2,719 11 27 62 64 13 23 0 2.7
トルコ 657,091 5.9     .. 1,846 9 28 63 71 12 22 –5 18.8
トルクメニスタン 12,933   .. 1,222b     ..  ..  ..  .. 46 13 23 17    ..
ウガンダ 11,214 5.7 184 229 29 18 53 80 14 24 –19 6.2
ウクライナ 140,484 7.6 1,195b 1,702 7 32 61 66 15 22 –4 14.0
アラブ首長国連邦 129,702 8.2 10,454 25,841 2 56 42 46 11 24 18 4.9
イギリス 2,727,806 2.6 22,659 26,933 1 24 75 64 22 18 –4 2.6
アメリカ 13,811,200 2.7 20,793 41,797 1 23 76 71 16 19 –6 2.6
ウルグアイ 23,087 3.3 5,714 7,973 9 32 59 73 11 18 –2 9.4
ウズベキスタン 22,308 6.2 1,272b 1,800 24 27 49 54 16 20 10 26.5
ベネズエラ・ボルバル共和国 228,071 4.7 4,483 6,292  ..  ..  .. 48 11 24 17 26.8
ベトナム 71,216 7.8 214 305 20 42 38 67 6 35 –8 6.7
ヨルダン川西岸・ガザ 4,007 0.4     ..     ..  ..  ..  .. 96 33 23 –52 3.0
イエメン共和国 22,523 4.0 271 328b  ..  ..  ..  ..  ..  ..  .. 13.5
ザンビア 11,363 –5.7 159 204 22 38 40 59 10 24 6 18.3
ジンバブエ 3,418 –4.4 240 222 19 24 57 72 27 17 –16 232.0
世界 54,347,038t 3.2w 730w 911w 3w 28w 69w 61w 17w 22w 0w 
低所得 810,300 5.6 259 321 25 28 48 74 9 24 –6 
中所得 13,342,194 6.2 454 654 8 32 59 60 15 25 0 

低位中所得 6,888,343 8.0 370 509 13 41 46 49 13 35 3 
高位中所得 6,450,429 4.3 2,134 2,954 5 31 64 59 17 23 1 

低・中所得 14,155,882 6.2 417 583 10 32 59 61 15 25 –1 
東アジア・太平洋 4,438,135 8.9 303 446 12 47 41 41 13 38 7 
ヨーロッパ中央アジア 3,155,221 6.1 1,588 2,109 7 33 60 61 16 24 –1 
ラテンアメリカ・カリブ 3,444,374 3.6 2,155 3,053 5 29 66 60 17 22 1 
中東・北アフリカ 828,691 4.5 1,583 2,205 11 35 53 62 14 26 –1 
南アジア 1,438,594 7.3 335 406 18 29 53 59 10 35 –4 
サハラ以南アフリカ 842,914 5.0 246 281 15 32 54 67 16 21 –3 

高所得 40,197,253 2.4 14,586 25,456 2 26 72 62 18 21 –1

注：a．一般政府最終消費は家計最終消費に含まれており，別々に入手すること不可能．　b．3 年間すべてについてデータ入手不可能．　c．タンザニア本土だけのデー
タ．
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表 4．　貿易・援助・金融
商品貿易

工業品輸出
（対商品総輸

出比％）
2006 年

ハイテク輸出
（対工業品輸

出比％）
2006 年

経常収支
100 万ドル

2007 年

外国
直接投資

100 万ドル
2006 年

政府
開発援助 a

１人当たり
ドル

2006 年

対外総債務
銀行部門国内

信用
（対 GDP 比％）

2007 年

純移住
（1,000 人）
2000-05 年 b

輸出
100 万ドル

2007 年

輸入
100 万ドル

2007 年

合計
100 万ドル

2006 年

現在価値
（対 GNI 比％）

2006 年
アフガニスタン 480 2,950  ..  ..      ..     ..  .. 1,771 18d 0 1,112
アルバニア 1,072 4,196 27 13 –671 325 101 2,340 21 64 –110
アルジェリア 59,518 27,439 1 2      .. 1,795 6 5,583 5 –3 –140
アンゴラ 38,100 11,400  ..  .. 10,690 –38 10 9,563 33 2 175
アルゼンチン 55,933 44,780 32 7 7,210 4,840 3 122,190 68 29 –100
アルメニア 1,219 3,282 56 1 –571 343 71 2,073 29 12 –100
オーストラリア 141,079 165,331 23 12 –56,783 26,599  ..      .. .. 142 593
オーストリア 162,204 161,800 80 13 12,031 157  ..      ..  .. 124 180
アゼルバイジャン 9,300 6,050 8 2 9,019 –584 24 1,900 12 18 –100
バングラディシュ 12,360 18,470 92 0 1,196 697 8 20,521 22 59 –500
ベラルーシ 24,339 28,674 50 3 –2,944 354 7 6,124 17 27     ..
ベルギー 432,327 415,752 77 8c 8,254 61,990  ..      ..  .. 114 180
ベニン 590 1,110 9 0 –226 63 43 824 12d 9 99
ボリビア 4,485 3,446 7 4 1,319 240 62 5,292 20d 54 –100
ボスニア・ヘルツェゴビナ 4,155 9,726 62 3 –1,939 423 126 5,669 43 56 115
ブラジル 160,649 126,581 51 12 1,460 18,782 0 194,150 26 96 –229
ブルガリア 18,450 30,034 53 6 –8,592 5,172  .. 20,925 74 59 –43
ブルキナファソ 660 1,700 8 10      .. 26 61 1,142 11d 12 100
ブルンジ 55 350 6 4 –135 0 51 1,411 105 38 192
カンボジア 4,400 5,300 97 0 –506 483 37 3,527 48 13 10
カメルーン 3,750 3,760 3 3      .. 309 93 3,171 4d 6 6
カナダ 418,493 389,670 56 15 12,815 69,068  ..      ..  .. 166 1,041
中央アフリカ共和国 195 230 36 0      .. 24 31 1,020 53d 18 –45
チャド 3,450 1,500  ..  ..      .. 700 27 1,772 23d 0 219
チリ 68,296 46,108 11 7 7,200 7,952 5 47,977 42 90 30
中国 1,217,939e 955,845 92e 30 249,866 78,095 1 322,845 14 136 –1,900
香港（中国） 349,663 370,733 91 11 27,405 42,891  ..      ..  .. 126 300
コロンビア 29,360 32,897 37 4 –5,851 6,463 22 39,698 32 50 –120
コンゴ民主共和国 2,600 2,950  ..  ..      .. 180 34 11,201 119d 5 –237
コンゴ共和国 6,100 2,900  ..  .. 903 344 69 6,130 108d –10 –10
コスタリカ 9,367 12,955 65 45 –1,499 1,469 5 6,832 35 48 84
コートジボワール 8,400 6,100 15 42 –146 315 13 13,840 72d 21 –339
クロアチア 12,360 25,830 66 10 –4,412 3,376 45 37,480 93 83 100
チェコ共和国 122,414 117,980 89 14 –4,586 6,021  ..      ..  .. 55 67
デンマーク 103,307 99,375 65 20 4,279 3,343  ..      ..  .. 207 46
ドミニカ共和国 6,700 13,100  ..  .. –2,231 1,183 6 8,905 35 54 –148
エクアドル 13,751 13,565 10 8 1,503 271 14 16,536 52 19 –400
エジプト・アラブ共和国 16,201 27,064 21 1 2,635 10,043 12 29,339 28 91 –525
エルサルバドル 3,980 8,677 55 3 –855 204 23 9,136 55 46 –143
エリトリア 15 515  ..  ..      .. 4 28 800 49d 139 229
エチオピア 1,290 5,320  ..  .. –1,786 364 25 2,326 8d 47 –140
フィンランド 89,656 81,145 81 22 11,402 5,311  ..      ..  .. 85 33
フランス 552,193 613,224 79 21 –30,567 81,045  ..      ..  .. 123 722
グルジア 1,240 5,217 48 16 –1,931 1,060 81 1,964 22 32 –248
ドイツ 1,326,521 1,059,439 83 17 150,746 43,410  ..      ..  .. 126 1,000
ガーナ 4,320 7,980 31 0 –1,040 435 51 3,192 21d 33 12
ギリシャ 23,574 75,553 52 11 –29,565 5,401  ..      ..  .. 95 154
グアテマラ 6,926 13,578 35 3 –1,592 354 37 5,496 18 42 –300
ギニア 1,100 1,190  ..  ..      .. 108 18 3,281 58d 16 –425
ハイチ 550 1,550  ..  .. 1 160 62 1,189 22d 25 –140
ホンジュラス 2,160 6,760 21 1 –195 385 84 4,076 25d 51 –150
ハンガリー 94,160 94,792 84 24 –7,421 6,098  .. 107,677 100 75 65
インド 145,228 216,682 70 5 –9,415 17,453 1 153,075 15 63 –1,350
インドネシア 118,163 91,715 45 13 11,009 5,580 6 130,956 45 41 –1,000
イラン・イスラム共和国 83,000 45,000 10 6      .. 901 2 20,113 10 48 –1,250
イラク 36,400 29,020  ..  ..      ..     ..  ..      ..  ..   .. –375
アイルランド 121,068 81,678 85 34 –12,695 –882  ..      ..  .. 199 188
イスラエル 54,065 58,950 82 14 4,994 14,302  ..      ..  .. 76 115
イタリア 491,532 504,591 85 7 –51,032 38,884  ..      ..  .. 129 1,125
日本 712,839 620,967 91 22 210,490 –6,784  ..      ..  .. 294 270
ヨルダン 5,760 13,310 71 1 –1,909 3,219 105 8,000 58 124 130
カザフスタン 46,540 32,940 13 21 –7,184 6,143 11 74,148 132 41 –200
ケニア 4,140 9,210 26 3 –526 51 26 6,534 26 34 25
大韓民国 371,554 356,648 89 32 5,954 3,645  ..      ..  .. 110 –80
キルギスタン共和国 1,105 2,475 46 3 –234 182 60 2,382 52d 15 –75
ラオス人民民主共和国 980 1,400  ..  ..      .. 187 63 2,985 87 8 –115
レバノン 3,574 12,251 70 2 –2,046 2,794 174 23,963 116 190     ..
リベリア 157 490  ..  .. –138 –82 75 2,674 1,128d 92 –119
リビア 45,000 8,600  ..  .. 22,170     .. 6      ..  .. –70 10
リトアニア 17,173 24,116 58 8 –3,218 1,812  .. 18,955 79 61 –30
マダガスカル 1,190 2,590 41 1 –554 230 39 1,453 13d 9 –5
マラウイ 670 1,380 13 11      .. 30 49 850 6d 16 –30
マレーシア 176,211 146,982 74 54 28,931 6,064 9 52,526 39 117 150
マリ 1,620 2,000 10 4 –231 185 69 1,436 15d 15 –134
モーリタニア 1,360 1,510 0  ..      .. –3 62 1,630 93d   .. 30
メキシコ 272,044 296,578 76 19 –1,993 19,222 2 160,700 21 43 –3,983
モルドバ 1,370 3,720 31 5 –695 242 60 2,416 65 40 –250
モロッコ 14,646 31,468 68 10 1,851 2,699 34 18,493 30 92 –550
モザンビーク 2,650 3,210 5 2 –634 154 77 3,265 12d 10 –20
ミャンマー 5,350 3,250  ..  .. 802 279 3 6,828 47 28 –99
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商品貿易
工業品輸出

（対商品総輸
出比％）
2006 年

ハイテク輸出
（対工業品輸

出比％）
2006 年

経常収支
100 万ドル

2007 年

外国
直接投資

100 万ドル
2006 年

政府
開発援助 a

１人当たり
ドル

2006 年

対外総債務
銀行部門国内

信用
（対 GDP 比％）

2007 年

純移住
（1,000 人）
2000-05 年 b

輸出
100 万ドル

2007 年

輸入
100 万ドル

2007 年

合計
100 万ドル

2006 年

現在価値
（対 GNI 比％）

2006 年
ネパール 888 2,904  ..  .. 6 –7 19 3,409 27d 49 –100
オランダ 550,636 490,582 66 28 50,706 7,197  ..      ..  .. 208 110
ニュージーランド 26,950 30,890 27 11 –10,233 7,941  ..      ..  .. 152 102
ニカラグア 1,210 3,510 9 7 –855 282 132 4,391 30d 74 –210
ニジェール 650 970 15 11 –312 20 29 805 8d 7 –29
ナイジェリア 66,500 27,500  ..  .. 24,202 5,445 79 7,693 9 4 –170
ノルウェイ 139,424 80,347 16 19 64,070 4,653  ..      ..  ..   .. 84
パキスタン 17,457 32,598 81 1 –8,253 4,273 14 35,909 26 46 –1,239
パナマ 1,200 7,010 10 0 –1,577 2,574 9 9,989 77 88 8
パプアニューギニア 4,610 2,950  ..  .. 640 32 45 1,675 35 23     ..
パラグアイ 3,374 7,280 16 8 –217 189 9 3,426 43 20 –45
ペルー 27,956 20,185 14 2 2,589 3,467 17 28,174 42 16 –510
フィリピン 50,276 57,160 87 68 5,897 2,345 7 60,324 57 41 –900
ポーランド 137,609 160,804 79 4 –15,794 19,198  .. 125,831 41 47 –200
ポルトガル 50,994 77,050 74 9 –18,281 7,366  ..      ..  .. 174 276
ルーマニア 40,257 69,712 79 4 –23,136 11,394  .. 55,114 58 36 –270
ロシア連邦 355,177 223,059 17 9 78,310 30,827  .. 251,067 34 25 917
ルワンダ 165 600  ..  .. –147 11 62 419 8d 9 43
サウジアラビア 228,550 94,235 8 1 99,066 660 1      ..  .. 18 285
セネガル 1,650 4,250 44 6      .. 58 68 1,984 14d 25 –100
セルビア 8,780 18,295  .. 4      .. 5,128 214 13,831 52 30 –339
シエラレオネ 260 420  ..  .. –101 59 63 1,428 10d 10 472
シンガポール 299,271e 263,150 80e 58 36,326 24,191  ..      ..  .. 81 200
スロベキア共和国 58,082 60,103 85 6      .. 4,165  .. 27,085 58 52 3
ソマリア      ..       ..  ..  ..      .. 96 46 2,836  ..   .. 100
南アフリカ 69,788 90,990 53f 6 –20,631 –120 15 35,549 15 89 75
スペイン 241,962 373,585 76 6 –145,275 20,167  ..      ..  .. 194 2,846
スリランカ 7,750 10,840 70 2 –1,334 480 40 11,446 40 47 –442
スーダン 8,160 8,450 0 1 –4,722 3,534 55 19,158 77d 0 –532
スウェーデン 168,223 150,039 78 16 28,413 27,299  ..      ..  .. 135 152
スイス 171,621 160,798 91 22 72,354 27,185  ..      ..  .. 194 100
シリア・アラブ共和国 11,330 14,820 32 1 920 600 1 6,502 23 33 200
タジキスタン 1,468 2,455  ..  .. –21 339 36 1,154 36 15 –345
タンザニア 2,005 5,337 18 0 –1,442 474 46 4,240 16d,g 13 –345
タイ 152,469 141,347 76 27 14,921 9,010 –3 55,233 30 96 231
トーゴ 690 1,450 58 0 –461 57 12 1,806 68d 22 –4
チェニジア 15,029 18,980 75 4 –634 3,270 43 18,480 66 72 –29
トルコ 107,154 169,987 42  .. –32,774 20,070 8 207,854 61 49 –30
トルクメニスタン 8,920 4,460  ..  ..      .. 731 5 881 11   .. –10
ウガンダ 1,530 3,350 21 34 –745 392 52 1,264 6d 9 –5
ウクライナ 49,100 60,440 73 3 –5,927 5,604 10 49,887 58 62 –173
アラブ首長国連邦 154,000 121,100  ..  ..      ..      ..  ..      ..  .. 59 577
イギリス 435,615 617,178 77 34 –115,243 139,745  ..      ..  .. 194 948
アメリカ 1,163,183 2,016,978 79 30 –738,641 180,580  ..      ..  .. 240 6,493
ウルグアイ 4,480 5,480 32 3 –186 1,346 6 9,804 66 25 –104
ウズベキスタン 8,040 4,470  ..  ..      .. 164 6 3,892 26  .. –300
ベネズエラ・ボルバル共和国 69,165 48,591 5 2 20,001 –543 2 44,635 34 23 40
ベトナム 48,387 60,830 50 5 –6,992 2,315 22 20,202 33 96 –200
ヨルダン川西岸・ガザ      ..       ..  ..  ..      ..      .. 384      ..  .. 9 11
イエメン共和国 7,160 5,890 1 5 206 1,121 13 5,563 25 10 –100
ザンビア 4,876 4,014 6 2 –505 575 122 2,325 9d 17 –82
ジンバブエ 2,050 2,420 38 2      .. 40 21 4,677 110 93 –75
世界 13,899,267t 14,107,100t 74w 20w 1,352,442s 16w  ..s 167w     ..wh

低所得 230,215 251,819  ..  .. 20,380 35 201,382 30 –2,858
中所得 3,919,104 3,641,914 60 20 334,242 9 2,642,418 77 –15,770

低位中所得 2,179,289 1,947,080 69 25 162,047 9 1,080,416 102 –11,295
高位中所得 1,738,728 1,690,142 52 16 172,195 7 1,562,002 55 –4,475

低・中所得 4,149,329 3,893,700 60 20 354,621 19 2,843,800 75 –18,629
東アジア・太平洋 1,783,695 1,475,731 80 33 104,972 4 659,985 119 –3,847
ヨーロッパ中央アジア 874,122 935,854 39 8 114,318 14 912,265 38 –1,798
ラテンアメリカ・カリブ 750,092 732,907 53 12 70,457 12 734,499 63 –6,811
中東・北アフリカ 297,678 234,252 19 5 26,551 54 136,499 49 –2,618
南アジア 184,991 286,021 72 4 22,916 6 227,303 60 –2,484
サハラ以南アフリカ 261,373 237,971  ..  .. 15,408 52 173,248 48 –1,070

高所得 9,752,088 10,219,990 77 21 997,821 0.1 196 18,522
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表 5．その他諸国の主要指標

人口 人口の年齢
別構成

0-14 歳の
割合％
2007 年

国民総所得（GNI）a
PPP 表示の国民総所得

（GNI）b 1 人当たり
国内総生産

（GDP）
（増加率％）

2006-07 年

出生時余命 成人識字率
（対 15 歳

以上人口
比％）

2005 年

1 人当たり
二酸化炭素

排出量
（トン）
2004 年

（1000 人）
2007 年

（年平均増
加率％）
2000-07

年

（km2 当
たり人口

密度）
2007 年

（100万ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

（100万ドル）
2007 年

（1 人当た
りドル）
2007 年

男（年数）
2006 年

女（年数）
2006 年

米領サモア 60 1.4c 301  ..     ..     ..d     ..     ..   ..  ..  .. .. 5.1
アンドラ 67 0.5c 143  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. ..
アンティグア・バーブーダ 85 1.4 193  .. 977 11,520 1,070f 12,610f 2.9  ..  .. .. 5.1
アルバ 101 0.5c 561 22     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. 97 21.8
バハマ 331 1.3 33 27     ..     ..e     ..     ..   .. 70 76 .. 6.3
バーレーン 753 2.1 1,060 25 14,022 19,350 24,869 34,310 5.6 74 77 87 23.8
バルバドス 294 0.4 684 18     ..     ..e 3,177f 10,880f   .. 74 80 .. 4.4
ベリーズ 304 2.8 13 37 1,157 3,800 1,551f 5,100f 0.1 70 74 .. 2.8
バミューダ 64 0.4 1,280  ..     ..     ..e     ..     ..   .. 76 81 .. 8.7
ブータン 657 2.3 14 31 1,166 1,770 3,276 4,980 17.5 64 67 60 0.7
ボツワナ 1,881 1.2 3 35 10,991 5,840 23,369 12,420 2.5 50 50 81 2.4
ブルネイ 389 2.2 74 29 10,287 26,930 19,059 49,900 2.9 75 80 93 24.1
カーボベルデ 530 2.3 132 38 1,287 2,430 1,558 2,940 4.6 68 74 81 0.6
ケイマン諸島 47 2.1c 180  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. 7.1
チャネル諸島 149 0.2 785 16     ..     ..e     ..     ..   .. 76 81 .. ..
コモロ 626 2.1 336 42g 425 680 721 1,150 –2.9 62g 64g .. 0.2
キューバ 11,257 0.1 103 18     ..     ..d     ..     ..   .. 76 80 100 2.3
キプロス 787 1.8 85 19 19,617 24,940 20,741 26,370 2.5 77 82 97 9.1
ジブチ 833 1.9 36 37 908 1,090 1,886 2,260 2.2 53 56 .. 0.5
ドミニカ 73 0.3 97  .. 310 4,250 411f 5,650f 0.4  ..  .. .. 1.5
赤道ギニア 508 2.3 18 42 6,527 12,860 10,773 21,230 9.9 50 52 87 11.5
エストニア 1,342 –0.3 32 15 17,706 13,200 26,399 19,680 7.3 67 78 100 14.0
フェロー諸島 48 0.2c 35  ..     ..     ..e     ..     ..   .. 77 81 .. 13.7
フィジー 838 0.6 46 32 3,189 3,800 3,666 4,370 –5.0 66 71 .. 1.3
仏領ポリネシア 263 1.5 72 27     ..     ..e     ..     ..   .. 71 77 .. 2.7
ガボン 1,330 1.7 5 35 8,876 6,670 17,395 13,080 4.0 56 57 84 1.1
ガンビア 1,707 3.0 171 41 544 320 1,951 1,140 4.3 58 60 .. 0.2
グリーンランド 57 0.1 0h  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. 10.0
グレナダ 108 0.9 318 33 505 4,670 649f 6,010f 3.0  ..  .. .. 2.0
グアム 173 1.6 321 29     ..     ..e     ..     ..   .. 73 78 .. 25.0
ギニアビサウ 1,695 3.0 60 48 331 200 790 470 –0.3 45 48 .. 0.2
ガイアナ 739 0.1 4 31 959 1,300 1,917f 2,600f 5.5 63 69 .. 2.0
アイスランド 311 1.4 3 22 16,826 54,100 10,592 34,060 1.4 79 83 .. 7.6
マン島 77 0.9 136  .. 3,088 40,600 2,568f 33,750f 4.9  ..  .. .. ..
ジャマイカ 2,677 0.5 247 31 9,923 3,710 13,510 5,050 1.7 70 73 .. 4.0
キリバス 102 1.7 126  .. 120 1,170 223f 2,190f 0.8  ..  .. .. 0.3
朝鮮民主主義人民共和国 23,783 0.5 198 23     ..     ..i     ..     ..   .. 65 69 .. 3.4
クェート 2,663 2.8 149 23 80,221 31,640 126,703 49,970 6.7 76 80 93 40.4
ラトビア 2,276 –0.6 37 14 22,595 9,930 38,452 16,890 10.9 65 77 100 3.1
レソト 2,006 0.9 66 40 2,007 1,000 3,783 1,890 4.3 43 43 82 ..
リヒテンシュタイン 35 0.8c 220  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. ..
ルクセンブルク 480 1.3 185 18 36,420 75,880 30,909 64,400 1.9 76 82 .. 24.9
マカオ（中国） 480 1.2 17,026 14     ..     ..e     ..     .. 26.6 78 83 91 4.7
マケドニア 2,037 0.2 80 19 7,052 3,460 17,344 8,510 5.1 72 76 96 5.1
モルディブ 305 1.6 1,018 32 977 3,200 1,540 5,040 3.8 67 69 96 2.5
マルタ 409 0.7 1,279 17 6,216 15,310 8,523 20,990 2.7 77 81 .. 6.1
マーシャル諸島 67 3.3 369  .. 204 3,070     ..     .. 1.8  ..  .. .. ..
モーリシャス 1,263 0.9 622 24 6,878 5,450 14,381 11,390 3.9 70 77 84 2.6
マイヨット 194 3.8c 518  ..     ..     ..d     ..     ..   ..  ..  .. .. ..
ミクロネシア連邦 111 0.5 159 38 274 2,470 412f 3,710f 1.5 68 69 .. ..
モナコ 33 0.3c 16,769  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. ..
モンゴル 2,612 1.2 2 27 3,362 1,290 8,246 3,160 8.7 66 69 98 3.4
モンテネグロ 600 –1.6 43 19 3,109 5,180 6,175 10,290 7.6 72 77 .. ..
ナミビア 2,074 1.4 3 37 6,970 3,360 10,608 5,120 4.6 52 53 85 1.2
オランダ領アンティル 191 0.8 239 21     ..     ..e     ..     ..   .. 71 79 96 22.2
ニューカレドニア 242 1.8 13 26     ..     ..e     ..     ..   .. 73 78 .. 11.2
北マリアナ諸島 84 2.4c 182  ..     ..     ..e     ..     ..   ..  ..  .. .. ..
オマーン 2,600 1.1 8 32 27,887 11,120 49,487 19,740 4.6 74 77 81 12.5
パラオ 20 0.8c 44  .. 167 8,210     ..     .. 2.0  ..  .. .. 11.9
プエルトリコ 3,943 0.5 445 21     ..     ..e     ..     ..   .. 74 83 90 0.5
カタール 836 4.3 76 21     ..     ..e     ..     .. 1.8 75 76 89 69.2
サモア 187 0.7 66 40 454 2,430 667f 3,570f 2.2 68 75 99 0.8
サンマリノ 29 1.1j 482  .. 1,291 45,130 1,046f 37,080f 3.5 79 85 .. ..
サントメ・プリンシペ 158 1.7 165 41 138 870 258 1,630 4.1 63 67 85 0.6
セイシェル 85 0.7 185  .. 762 8,960 737f 8,670f 5.8 69 76 92 6.6
スロベニア 2,018 0.2 100 14 42,306 20,960 53,756 26,640 5.5 74 81 100 8.1
ソロモン諸島 495 2.5 18 40 363 730 693f 1,400f 3.2 63 64 .. 0.4
セントクリストファー

・ネーヴィス
49 1.4 188  .. 470 9,630 509f 10,430f 2.5  ..  .. .. 2.7

セントルシア 168 1.1 275 27 929 5,530 1,191f 7,090f 2.0 73 76 .. 2.3
セントビンセント・
グレナディーン諸島

120 0.5 309 28 507 4,210 689f 5,720f 6.2 69 74 .. 1.7

スリナム 458 0.7 3 29 2,166 4,730 2,745f 6,000f 4.7 67 73 90 5.1
スワジランド 1,145 1.3 67 39 2,951 2,580 5,649 4,930 1.7 42 40 80 0.9
東ティモール 1,066 4.4 72 45 1,604 1,510 3,402f 3,190f 4.1 56 58 .. 0.2
トンガ 101 0.4 140 37 233 2,320 345f 3,430f –4.3 72 74 .. 1.2
トリニダードトバゴ 1,333 0.4 260 21 18,795 14,100 19,441 14,580 5.6 68 72 98 24.7
バヌアツ 226 2.5 19 39 417 1,840 654f 2,890f 2.6 68 72 .. 0.4
バージン諸島（米領） 108 0.0k 310 23     ..     ..e     ..     ..   .. 77 80 .. 124.3
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テクニカル・ノート
　このテクニカル・ノートでは，本年度版の主要世界開発

指標に盛り込まれている指標を作成するために利用した出

典と方法について説明する．ノートは各指標が表に掲載さ

れている順に従う．

出典
　 主 要 世 界 開 発 指 標 に 示 さ れ て い る デ ー タ は World 

Development Indicators 2008 に依拠している．しかし，同書

の締め切り後に発表された修正値はできる限り織り込まれ

ている．また，表 1 と表 5 には 2007 年の人口と 1 人当た

り国民総所得（GNI）に関する最新の推定値が掲載されてい

る．

　World Development Indicators に掲載されている統計に関

して，世界銀行はさまざまな情報源に依拠している．ただ

し，対外債務に関するデータは債務者報告制度を通じて，

加盟途上国から世界銀行に直接報告されたものである．そ

れ以外のデータはおもに国連とその専門機関，IMF，各国

から世界銀行に提出された報告書などに基づく．データの

鮮度と一貫性を改善するために，世界銀行スタッフによる

推計値を用いることもある．国民所得勘定に関する推計デー

タはほとんどの国について，世界銀行の経済使節団を介し

て，各国政府から入手している．場合によっては，国際的

な定義や概念との整合性をはかるため，世界銀行スタッフ

が調整することもある．各国出典の社会的データのほとん

どは，通常の行政ファイル，特別調査，あるいは定期的な

国勢調査に依拠している．

　さらに詳しいデータに関する注釈については，世界銀行

の World Development Indicators 2008 を参照されたい．

データの一貫性と信頼性
　データの標準化には多大な努力を払っているが，完璧な比較

可能性は確保できていないので，指標の解釈については注意

を要する．データの入手可能性，比較可能性，および信頼性に

は，多くの要因が影響を与える．途上国では統計システムがまだ

不備であるため，統計手法，対象範囲，慣行，および定義など

に大きなバラツキがある．各国間および異時点間の比較につい

ては，確定的には解決できない複雑な技術的ないし概念的な

問題を含まれていることもある．データの対象範囲が狭くなって

いることもあるが，それは特殊事情があったり，紛争などに起因す

る問題に直面している国の場合は，データの収集と報告が影響

を受けたりするためである．このような理由から，データはもっとも

権威がある情報源に依拠しているとはいえ，各国間の相違を正

確に数値化したというよりも，傾向を示唆し，おもな相違の特徴

を示したものにすぎないと解釈すべきである．異なる版に掲載さ

れているデータ間の相違は，各国による修正や，時系列データ

の修正および統計手法の変更などを反映したものである．した

がって，世界銀行の刊行物でも，異なる刊行物，あるいは同一

刊行物でも異なる版から，時系列データを取り出すことは避けて

いただきたい．一貫性のある時系列データはの CD-ROM 版や

WDI Onlineで入手可能である．

比率と増加率
　参照の便宜をはかるため，各表には通常は単なる原数値そ

のものではなく，比率や増加率が示されている．原数値は World 

Development Indicators 2008 の CD-ROM 版に収載されている．

増加率は特記がない限り，最小二乗法により算出されている（後

述の統計手法の項を参照）．この方法では当該期間中の入手可

能な観察値すべてを考慮に入れるため，算出された増加率は

例外的な数値の影響をあまり受けないですむ．インフレの影響

を排除するため，増加率の算出には不変価格による経済指標

を用いている．イタリック体のデータは当該欄の見出しに指定さ

れている年ないし期間のものではないことを示す．経済指標に

関して最大で前後 2 年，データ収集がそれほど定期的ではなく，

さほど劇的な変化もない社会指標に関しては最大の前後 3 年

のずれがあり得る．

不変価格シリーズ
　経済の成長は，その経済のなかで働いている個人や企業が

生み出す付加価値の増加によって測定する．つまり，実質成長

率を測定するためには，不変価格で評価した GDPとその構成

要素の推定値が必要になる．世界銀行は国内通貨建ての不変

価格による国民所得勘定系列を収集しているが，これは各国そ

れぞれの基準年で作成されている．これを比較可能な不変価格

データ系列にするため，世界銀行は GDP および産業別付加価

値を最新版の World Development Indicators では 2000 年と

いう共通の基準年に再計算している．このプロセスで，再計算し

たGDPと再計算した構成要素の合計の間には誤差が発生する．

誤差を配分すると成長率に歪みが生じるので，誤差は未配分の

ままにしてある．

総括値
　ほとんどの表の末尾に示されている地域別や所得別グ

ループの総括値は，水準表示の場合は単純な加算で算出さ

れている．総括値の増加率や比率は，通常は加重平均によっ

て算出される．社会指標の総括値は出生数によって加重さ

れている幼児死亡率を除き，人口数あるいは下位分類の人

口関連数によって加重されている．さらに詳しい情報は個

別指標に関する注を参照されたい．

　多年度にわたる総括値は時期によって集計値の構成が変

化しないように，含まれている国が同一であると想定した

グループに基づいて算出されている．当該年のグループ値

は，基準年である 2000 年にグループ内の 3 分の 2 以上の

諸国について，データが入手可能な場合にのみ算出されて
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いる．この基準が満たされていれば，データがない国につ

いても，それがある国と同じように動くとの前提がおかれ

ている．総括値はテーマごとに典型的な集計値を示すもの

であって，グループ値と国レベルの数値を比較しても，有

意義な情報は得られないことに留意されたい．さらに，推

定のプロセスで，下位グループの合計と全体との間に誤差

が発生することもある．

表 1．主要開発指標
　人口は，事実上の定義に基づいており，法的地位や市民

権にはかかわりなく，すべての住民を含む．ただし，一般

には出身国の人口に含まれ，保護を受けている国に永住し

ているわけではない難民は除く．

　人口増加率は，該当期間における指数関数的な増加率で

ある（後述の統計手法の項を参照）．

　人口密度は，年央の人口を国土面積で除したものである．

国土面積は総面積から内陸水路と沿岸水路を控除したもの

である．密度は国土面積に関して入手可能な最新のデータ

を用いて算出されている．

　人口の年齢構成（0-14 歳）は，0-14 歳の人口が総人口に

占める割合を示す．

　国民総所得（GNI）は，国民所得に関するもっとも幅広

い測定値であり，居住者に請求権がある国内外の源泉から

生み出された付加価値を測定する．GNI は国民総生産（GDP）

に海外からの一次所得の純受け取りを加えたものとなる．

データは世界銀行アトラス方式を用いて，各国通貨から現

在の米ドルに換算されている．一時的な為替相場変動の影

響をならすため，3 年間の平均為替相場を使用している（ア

トラス方式の詳細については，後述の統計手法の項を参照）．

　1 人当たり GNI は，GNI を年央の人口で除したものであ

る．米ドル表示の 1 人当たり GNI は世界銀行アトラス方式

を使って換算したものである．世界銀行は米ドル表示の 1

人当たり GNI を用いて，分析上の目的で各国を分類したり，

借り入れ資格を規定したりしている．

　PPP 表示の国民総所得（GNI）は，購買力平価（PPP）

を換算係数に用いて国際的なドルに換算した GNI である．

それをここに掲載したのは，名目相場は相対価格の国際的

な格差を必ずしも反映しないためである．PPP 相場を使え

ば，国際的な 1 ドルは自国の GNI に対して，米ドルがアメ

リカの GNI に対してもつのと同等の購買力をもつことにな

る．PPP 相場を用いることによって，普通の物価指数につ

いて異時点間で実質価値の比較が可能であるように，各国

間でも実質物価水準について標準的な比較が可能となる．

ここで使われた PPP 換算係数は，国際比較プログラムが

146 カ国を対象に 2005 年に実施した物価調査に基づく．

OECD 加盟国については 1999 年に終了した最新の調査に

基づいているが，それ以外の諸国については 1996 年，93

年，あるいはさらに以前の調査を用いて，1996 年のベン

チマークまで外挿したデータに基づく．調査対象に含まれ

ていない国の推定値は，入手可能なデータを使って統計モ

デルで求めたものである．

　PPP 表示の 1 人当たり GNI は，PPP 表示の GNI を年央

の人口で除したものである．

　1 人当たり国内総生産（GDP）増加率は，不変価格で測

定した GDP に基づく．GDP の増加率は経済成長を幅広く測

定する尺度であると考えられている．不変価格に GDP は，

一定期間に生産された財・サービスの量を基準年価格で測

定し，やはり不変価格で評価した中間投入コストを控除す

ることによって推定できる．最小二乗法による増加率の詳

細については，後述の統計手法の項を参照．

　出生時余命は，出生時における死亡率パターンが生涯を

通じて不変であるとした場合に，新生児が何歳まで生きる

かを示す数値である．男女別にデータを示してある．

　成人識字率は，日常生活に関する短い表現を理解しなが

ら，読み書きできる 15 歳以上人口の割合である．実際に

は，識字率の測定は困難である．このような定義を使って

識字率を推定するためには，国勢調査あるいは制御された

状況下での測定値が必要となる．自己申告データで識字能

力のある人の数を推定している国が多い．学習到達度を代

理変数としながらも，異なる就学期間や修了水準を適用し

ている国もある．データ収集の定義や手法が各国で違って

いるので，取り扱いには注意が必要である．

　二酸化炭素（CO2）排出量は，化石燃料の燃焼やセメン

ト製造から発生する排出量を測定したものである．これに

は，固体，液体，および気体という形態での燃料消費と，

気体の燃焼によって排出される二酸化炭素が含まれる．1

人当たり CO2 排出量は CO2 排出量を年央の人口で除した

ものである．

　アメリカのエネルギー省が後援している二酸化炭素情報

分析センター（CDIAC）は，1 年間に発生する二酸化炭素

排出量を算出している．この計算は国連統計局（UNSD）が

維持している世界エネルギー・データセットに基づく化石

燃料消費に関するデータと，アメリカの鉱業局が維持して

いるセメント製造データセットに基づく世界のセンメント

生産に関するデータに依拠している．CDIAC は 1950 年以

降現在に至るまでの全時系列を，最新の発表と修正をデー

タベースに織り込むことによって毎年再計算している．国

際輸送の恩恵を受けている諸国に燃料を割り振るのが困難

であるため，推定値には国際輸送に従事する船舶や航空機

に供給されている燃料は含まれていない．
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表 2．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
　最貧 20％層が消費 / 所得に占める割合は，人口の最貧

20％層が消費，あるいは場合によっては所得に占めるシェ

アである．これは分配にかかわる指標である．消費（ある

いは所得）の分配が不平等な国ほど，一定の平均所得の下

で貧困率が高くなる．データは各国の代表的な家計調査に

基づく．ベースとなる家計調査がデータ収集の手法と種類

の点で各国ごとに異なっているため，分配のデータは厳密

には国別比較が不可能である．世界銀行スタッフはできる

限り比較可能性を確保すべく努力を払っている．可能な限

り，所得ではなく消費を使っている．

　幼児栄養失調の割合は，5 歳未満の子供で，生後 0-59 カ

月の国際的な参考母集団の年齢別体重の中央値を，標準偏

差の 2 倍以上下回っている割合である．表は世界保健機関

（WHO）が 2006 年に発表した新しい子供の成長基準にか

かわるデータを示したものである．栄養失調についての推

定値は各国の調査データに依拠している．過少体重の子供

の割合がもっとも一般的な栄養失調の指標である．たとえ

軽度であっても，過少体重であれば，死亡のリスクが高ま

り，子供の精神的発育を阻害するおそれがある．さらに，

栄養失調の女性は出生体重が少ない赤子を生む可能性が高

いため，世代を超えて問題を永続化させる懸念もある．

　初等教育修了率は，初等学校の最終学年を修了した児童

の割合．初等学校の最終学年にいる総児童数から同学年の

留年児童数を控除した人数を，人口のなかで正式な卒業年

齢にある児童総数で除したものである．初等教育の年限は

国際標準育分類（ISCED）の定義に基づくが，3-4 年（非常

に少数の国）から 5-6 年（大多数の国），あるいは 7 年（少

数の国）と国より異なる．教育課程や修了基準が国ごとに

異なるため，初等教育修了率の高さは必ずしも児童の学習

水準が高いことを意味するものではない．

　小中学校就学者の男女比率は，小中学校に就学（グロス

ベース）している女子生徒数の同男子生徒数に対する比率

である．

　教育における性差別をなくすことが，女性の地位と能力

の向上につながると考えられる．女子の相対的な学校教育

アクセス度を測定するには，この指標では不十分である．

2005 年が目標期限であったため，これが期限切れとなっ

た最初である．就学データは各国の教育当局は，就学デー

タを UNESCO 統計研究所に報告することになっている．初

等教育は子供たちに，歴史，地理，自然科学，社会科学，

芸術，および音楽といった科目に関する初歩的な理解力に

加えて，読み書き算数に関する基礎的スキルを提供する．

中等教育は初等レベルで始めた基礎教育の提供を完成させ，

より専門的な教員がもっと科目ないしスキル指向的な授業

を行うことによって，生涯にわたる学習と人間開発の基盤

を築くことを目的にするものである．

　5 歳未満児死亡率は，現在の年齢別死亡率にしたがえば，

新生児が 5 歳に到達する以前に死亡する確率である．この

確率は 1,000 人当たりで表示されている．死亡率データの

おもな出典としては，出生・死亡の届け出制度や，サンプ

ル調査または国勢調査に基づく直接ないし間接の推定値が

ある．入手可能なあらゆる情報を透明な形で活用して，5

歳未満児死亡率に関して調和のとれた推計値を作成するた

め，死亡率と死亡時期との関係に加重最小二乗法による回

帰線を当てはめる方法が，UNICEF と世界銀行によって開発

され，採択されている．

　医療関係者が介助した分娩は，医療関係者が介助した分

娩の割合である．同医療関係者は妊娠中，分娩中，および

産後期の女性に対して，必要とされる監督，ケア，および

助言を提供し，自ら分娩を介助し，そして新生児を看護す

る訓練を受けた者でなければならない．医療関係者が介助

した分娩の割合は，妊産婦に対して十分なケアを提供でき

る能力が保健制度にあるかどうかを示す指標になる．産前

産後のケアが良ければ，妊産婦の健康状態が改善し，妊産

婦および乳児の死亡が減少する．しかし，このデータはそ

のような改善を反映していない懸念がある．保健情報シス

テムが未整備で，重要な死亡が過少報告になっており，そ

して妊産婦死亡率はそもそも測定がむずかしいためである．

　避妊手段の普及率は 15-49 歳の既婚あるいは結構適齢期

の女性で，自分ないし性交パートナーが何らかの避妊手段

を講じている割合．安全で有効な避妊は生殖保健達成に必

要不可欠な手段の 1 つであり，性的感染症を予防するとと

もに，女性が意図せざる妊娠を回避するのに役立つ．避妊

手段の普及率には極めて効果的な近代的方法だけでなく，

効果のない伝統的方法まであらゆる方法が含まれている．

このデータは主として家計調査に基づく．

　HIV 感染率は，15-49 歳人口のうち HIV に感染している

人の割合である．成人の HIV 感染率は各国人口の HIV 感染

率を反映したものである．しかし，感染率が全体的に低く

ても非常にミスリーディングなことがある．最初は特定の

地域あるいは人口グループに集中しているが，もっと人口

全体に波及しようとしている重大な流行病を隠蔽している

ことがしばしばである．多くの途上国では特に女性を中心

に若い成人が新たに感染している．HIV 感染率の推定値は，

調査や小規模な非典型的グループの監視を通じて収集され

たデータを外挿したものに基づいている．

表 3．経済活動
　国内総生産は，国内の全生産者による購入者価格での総付

加価値に，製品価格に含まれていない税金を加えて，補助金

を控除したものである．構造物の減価償却と天然資源の消耗

や劣化などは控除せずに計算されている．付加価値は産業の
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総産出額を合計した上で，中間投入額を差し引いた純産出額

である．付加価値の産業分類は国際標準産業分類（ISIC）第

3 版に基づく．世界銀行では通常米ドルを使い，IMF が発表

している公定為替相場の平均値を各年に適用している．外国

為替や貿易商品の取引に実際に適用されている相場から，公

定相場があまりにも大幅に乖離していると判断される場合に

は，それに代わる換算係数を適用した．

　国内総生産の年平均増加率は，各国通貨建ての不変価格

GDP に基づいて算出している．

　農業生産性は，1995 年の不変米ドルで測定した農業付

加価値の農業労働者数に対する比率である．

　付加価値は，ある産業の総産出額を合計した上で，中間

投入額を控除した純産出額である．付加価値の産業分類は

国際標準産業分類（ISIC）第 3 版に基づく．

　農業付加価値，は ISIC 分類 1-5 に対応し，林業と漁業を

含む．

　工業付加価値は，鉱業，製造業，建設業，電気，水道，

およびガスで構成される（ISIC 分類 10-45）．

　サービス業付加価値は，ISIC 分類 50-99 に対応する．

　家計最終消費支出は，家計が購入するあらゆる財・サー

ビスの市場価額であり，耐久財（自動車，洗濯機，家庭用

コンピュータなど）も含まれる．住宅の購入は含まないが，

持ち家にかかわる帰属家賃は含まれる．免許や許可を取得

するために政府に対して支払う手数料なども含まれる．こ

の家計消費支出には，たとえ当該国では家計とは区別され

ている場合でも，家計にサービスを提供する非営利機関の

支出も含まれている．実際には，家計消費支出には資源の

使用と供給との間で生じている統計上の誤差も含まれる．

　一般政府最終支出は，財とサービスの購入（公務員給与

も含む）にかかわる政府のあらゆる経常支出が含まれる．

国防や安全保障にかかわる支出のほとんどが含まれるが，

政府による固定資本形成の一部をなす軍事支出は除かれる．

　総固定資本形成は，国内の固定資本の増加にかかわる支出

と在庫品や貴重品の水準にかかわる変化で構成される．固

定資産には土地の改善（柵，溝，排水路など），工場，機械，

および設備などの購入，商工業用建物，事務所，学校，病

院，および民間住宅を初めとする建物，道路，鉄道などの建

設が含まれる．在庫は生産や販売における一時的または予期

せぬ変動に備えて，また，「仕掛品」として，企業が保有し

ている財貨の蓄えである．1993 年の SNA では，貴重品の純

取得も固定資本形成に算入されることになっている．

　対外財・サービス収支は，財とサービスの輸出から同輸

入を差し引いたものである．財・サービスの貿易は一国の

居住者とそのほかの全世界との間で，所有権の移転を伴う

一般商品，加工や修理のために送られた財貨，非貨幣用金，

およびサービスなどにかかわるすべての取引が含まれてい

る．

　GDP インプリシット・デフレーターは，主たる構成要素

である民間最終消費に加えて，政府消費，資本形成，およ

び国際貿易など，全最終需要項目にかかわる価格の変化を

示す．これは名目価格 GDP の不変価格 GDP に対する比率

として算出される．GDP デフレーターは現時点の産出額を

ウェイトとするパーシェ式価格指数として，明示的に算出

することもできる．

　ほとんどの途上国について，国民所得勘定に関する指標

は訪問したり，駐在している世界銀行の使節団を通じて，

各国の統計機関や中央銀行から収集している．高所得国の

データは OECD に依拠する．

表 4．貿易・援助・金融
　商品輸出は，海外に供給した FOB 建て財価額を米ドルで

表示したものである．

　商品輸入は，海外から購入した CIF 建て財価額（保険と

運送費を含む際価額）を米ドルで表示したものである．商

品貿易に関するデータは WTO の年報に基づく．

　工業品輸出は，標準国際貿易分類（SITC）の大分類 5（化

学品），6（製造業品），7（機械・輸送機器），および 8（雑

製造業品）で構成されるが，中分類 68 は除く．

　ハイテク輸出は，R&D 集約度が高い製品の輸出である．

航空機，コンピュータ，科学器具，および電気機械などが

含まれる．

　経常収支は，純財サービス収支，純所得収支，および

純経常移転収支の合計である．データは IMF の Balance of 

Payments Statistical Yearbook に依拠している．

　外国直接投資は，投資家の所在国以外で事業を営んでい

る企業に対して，永続的な経営権（議決権株式の 10％以上）

を取得するための投資にかかわる純流入である．国際収支

に示されているように，これには株式資本，収益の再投資，

そのほかの長期・短期の資本が含まれる．外国直接投資に

関するデータは，IMF の国際収支統計に基づき，国連貿易

開発会議の統計を使った世界銀行スタッフの推計，および

各国の公的情報源で補完されている．

　政府開発援助あるいは政府援助については，OECD 加盟

の高所得国からのものが，途上国の公的対外ファイナン

スの中心となっている．ただし，OECD の開発援助委員

会（DAC）のメンバーでない諸国のなかにも，政府開発援

助（ODA）を供与している重要な援助国がある．DAC は

ODA について，公的部門が供与するものであること，主要

目的が経済開発あるいは福祉の促進にあること，および譲

許的な条件で供与すること（グラント・エレメントが割引

率 10％で計算して 25％以上であること），という 3 つを基

準に定めている．ODA は贈与と返済額を除いた借款とで構

成される．これは DAC が定めた ODA の定義を充足してい
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る必要があり，かつ DAC が定めている被援助国リストに掲

載されている諸国や領域に対するものでなければならない．

新しい DAC の被援助国リストは従来よりも客観的なニーズ

ベースの基準に基づいて作成されており，低および中所得

国のすべてが含まれている．ただし，G8 や EU（加盟時期

が確定している諸国を含む）メンバーは除く．

　対外総債務は，非居住者に対する債務で，外貨，財貨，

あるいはサービスでの返済を要するものである．これには

公的長期債務，公的保証付き長期債務，非保証民間長期債

務，IMF 信用，および短期債務の合計である．短期債務に

は当初満期が 1 年以下の全債務と長期債務にかかわる延滞

利息が含まれる．

　対外債務の現在価値は，短期対外債務の合計と，公的長

期債務，公的保証付き長期債務，および非保証民間長期債

務にかかわる償還期限までの元利返済金の流れの合計を現

在価値に割り引いたものの総計である．対外債務に関する

主要データ源は，世界銀行融資あるいは国際開発協会（IDA）

信用を享受している加盟国が債務国報告制度を通じて提出

する報告である．世界銀行，IMF，アフリカ開発銀行・ア

フリカ開発基金，アジア開発銀行・アジア開発基金，米州

開発銀行のファイルからの追加的な情報も使用されている．

途上国に対外債務に関する総括表は，世界銀行の Global 

Development Finance に毎年発表されている．

　純移住は，当該期における純移住者の総数，すなわち移

入者数から移出者数を控除したもので，移入国の国籍を有

する者とそうでない者の双方が含まれる．表の数字は 5 年

間の推定値である．データは国連人口局の World Population 

Prospects: The 2004 Revision に依拠している．

　銀行部門国内信用は，各部門に対するあらゆるグロス・

ベースの信用を含んでいるが，中央政府に対する信用だけ

は例外的にネット・ベースとなっている．銀行部門には通

貨当局，預金通貨銀行，およびデータが入手可能なその

ほかの銀行（当座預金の受け入れは行なっていないもの

の，定期預金や普通預金といった債務は負っている金融機

関を含む）が含まれる．そのほかの銀行としては貯蓄住宅

抵当貸付機関や建築貸付組合などがある．データは IMF の
International Financial Statistics に依拠している．

表 5．その他諸国の主要指標
　「表 1．主要開発指標」に関するテクニカル・ノート参照．

統計手法

　この項では，最小二乗法による増加率，指数関数的な（エ

ンドポイント方式の）増加率，米ドル表示の GNI および 1

人当たり GNI の推定に使われる換算係数を算出するための，

世界銀行アトラス方式について説明する．

最小二乗法による増加率

　信頼できる計算が可能なくらい長期にわたる時系列デー

タがある場合には，最小二乗法による増加率を必ず使って

いる．期間中の観察値が半分以上欠落している場合には，

この方法による増加率は算出しない．

　最小二乗法による増加率 は，当該期間の年次変数の対

数値に線形回帰による傾向線を当てはめて算出する．回帰

方程式は次の形となる．

　この式は以下の複利による増加式の対数をとったものに

等しい．

指数関数的な増加率

　

　特に労働力や人口など一定の人口動態にかかわるデータ

について，2 時点間の増加率は次の式で算出される．

　ここで， と は当該期間の最後と最初の観察値，

は同期間の年数， は自然対数である．この増加率は 2 時

点間における連続的な指数関数モデルに基づいている．時

系列中の個々の数値は考慮されない．また，指数関数的な

増加率は次の式で求められる毎年の変化率にも一致しない．

世界銀行アトラス方式

　特定業務上の目的で米ドル表示の GNI および 1 人当たり

GNI を算出する際，世界銀行はアトラス換算係数を使用し

ている．アトラス換算係数の目的は，国民所得を各国で比

較する際に為替相場変動の影響を減らすことにある．ある

年のアトラス換算係数は，当該国の当該年とその前の 2 年

間における平均為替相場（あるいは代替的な換算係数）に

ついて，同国のインフレ率と日本，イギリス，アメリカ，

およびユーロ圏のインフレ率格差を調整したものである．

　ここで， は変数， は時間である．また

と は推定すべきパラメーターである． を

の最小二乗法による推定値とすれば，年平均増加率 は

で求めることができ，これを 100 倍すれば%
表示になる．

　このようにして算出された増加率は，当該期間における

入手可能な観察値を代表する平均増加率である．しかし，

それは同期間内のある 2 時点間の実際の増加率とは必ずし

も一致しない．
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当該国のインフレ率は GDP デフレーターの変化率で測定す

る．国際的なインフレ率を代表する日本，イギリス，アメ

リカ，およびユーロ圏のインフレ率は，SDR デフレーター

の変化率で測定する（SDR，すなわち特別引出権は IMF の

計算単位）．SDR デフレーターはこれら諸国の SDR 表示に

よる GDP デフレーターを加重平均したもので，その際の

ウェイトは 1 単位に含まれている各国通貨の量による．こ

のウェイトは SDR の構成と各国通貨相互間の為替相場が

変化するため，時期によって異なってくる．SDR デフレー

ターは最初に SDR 建てで算出し，次にアトラスの SDR 対米

ドル換算係数を使って米ドル建てに換算される．さらに各

国の GNI に対してアトラス換算係数を適用する．その結果

として得られる米ドル表示の GNI を年央の人口で除して，

1 人当たり GNI が算出される．

　公定為替相場が信頼性に欠ける，あるいは当該期間の実

際の為替相場を代表していないと思われる場合，アトラス

方式では代替的な為替相場の推定値が使用される（下式参

照）．

　ある 年のアトラス換算係数の算出は以下のように定式

化できる．

　また，その 年の米ドル表示による 1 人当たり GNI は次

の式で算出される．

  ここで， は 年のアトラス換算係数（各国通貨対米ド

ル）， は 年の平均為替相場（各国通貨対米ドル），

は 年の GDP デフレーター， は 年の米ドル表示の

SDR デフレーター， は 年のアトラス方式による米ド

ル表示の 1 人当たり GNI， は 年の名目 GNI（各国通

貨建て）， は 年の年央の人口である．

代替的な換算係数

　世界銀行は公定為替相場の換算係数としての妥当性を体

系的に評価している．公定為替相場が外国為替の国内取引

や貿易財に実質的に適用されている相場から大きく乖離し

ていると判断される場合には，代替的な換算係数が使用さ

れる．このケースに該当する国の数は，World Development 

Indicators 2007 の 1 次データ出典表にみるように少ない．

代替的な換算係数はアトラス方式や主要世界開発指標では，

単年度だけの換算係数として用いられている．
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バリューチェーン   287
繁栄   1

東アジア
成長   125

非競合性   291
非識字率の平均   269

人への投資   253
1 人当たり GDP   121
1 人当たり所得   124
非排除性   291
百万戸ぷろぐらむ   234
ジュンダイ自動車   242
貧困率   73
貧困層の移動   29
貧高層のシェア   274
貧困層分布の現状   254
貧困地図   29
貧困の質量（貧困者数）   254
貧困率

インド   30, 255
中国   30, 254
農村部   275
ブラジル   255
ブラジル   30
ベトナム   90
ホンジュラス   91
ラオス   265

分厚い市場   220
不完全競争   149
複合的対話   297
福祉格差   98
不経済の源泉   156
ブッシュする   183
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